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一

総

　

論

　

最近の地方財政の状況

はじめに

　

昭和40年代において、地方財政は、社会経済の急激な変動に伴ういわゆる

過密、過疎のひずみをはじめ、さらには、公害対策、交通安全対策等の新しい

行政需要に対処するとともに、他方、一般行政水準の遅れをとりもどし、長期

的な見通しのもとに、計画的に、地域住民の生活水準向上のための施策を実現

すべき責務を担うに至っている。

　

一方、昭和40年を底として立ち直りをみせたわが国経済は、その後引き続き

順調な成長を続けている。このような状況のもとにおいて、地方財政は、財政

の体質改善等、各年度間を通じた財政運営の健全化を図るとともに、地域生活

の基盤となるべき施設の整備を中心として、重点的に行政水準の向上に努める

べき重要な時期を迎えている。

　

このような環境のもとにある地方財政の最近の状況について述べると、次の

とおりである。

一

一 昭和42年度の地方財政

　

（一）昭和42年度の地方財政の概況

　

１

　

経済の見通しと国の財政運営方針

　

昭和42年度当初の経済見通しにおいては、42年度のわが国経済は、前年度

の景気上昇の後をうけて、引き続き上昇基調にある反面、国際収支の先行きは

楽観を許さないものがあると予想された。このため、経済運営に当っては、財

政規模および公債発行額を極力抑え、景気に対する財政の中立的立場を堅持す

ることを基調として、物価や国際収支の動向に応じて、財政金融政策を中心と

する経済政策の弾力的運営を図り、同時に、民間経済界における節度ある投資
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態度と相まって、安定成長、経済の体質強化、社会開発等の推進を図ることを

基本的態度とするものとし、このような経済運営によって、経済成長率は実質

9.0％（名目13.4%)程度となることが期待された。

　

このような基調のもとに編成された国の一般会計予算規模は４兆9,509億円

で、前年度当初予算に比べ6,366億円、14.8%の増加となったが、そのうち

公共事業関係費（災害復旧を含む。）の増加率は14.2% (前年度19.0％）とし、

また、前年度に引き続き8,000億円の国債が計上された。

　

なお、前年度の大幅減税に引き続き、所得税を中心とする減税が行なわれて

いる。

２

　

地方財政計画

　

昭和42年度の地方財政計画は、前年度に比べて6,366億円、15.4%増の４

兆7,714億円の規模で策定された。

　

42年度当初の地方財政措置としては、前年度の臨時措置に対する事後処理

を中心として、前年度において一般財源の肩替りとして発行された特別事業債

が廃止されるとともに、特別事業債の利子償還等のため、臨時地方財政交付金

として第１種交付金（95億円）が交付され、また、前年度の第１種特例交付金

がたばこ消費税に移行されて、同税の税率引上げが図られた。一方、新たな財

源措置としては、市町村道路財源充実のため、臨時地方財政交付金として第２

種交付金（25億円）が措置され、また、地方債計画においては、公共用地先行

取得事業債の新設のほか、一般単独事業債、辺地対策事業債等、地域の特性に

応じた事業実施のための地方債枠の拡充が図られた。

　

なお、個人の事業税および住民税の負担軽減等地方税負担の合理化が図られ

た。

　

地方財政計画の歳入面においては、景気の回復を反映して一般財源の増加が

見込まれるとともに、特別事業債を廃止することによって地方債は減少し、財

政構造の改善が図られることとなり、これに伴い、前年度において地方債に振

り替えられていた投資的経費の一部財源が、従前のとおり一般財源に振り替え

られた。またヽ地方財政計画の歳出面においてはヽ国の財政の基調を反映し
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て、投資的経費の伸び率は15.9%と前年度(19.7%)を下回って見込まれた。

　

昭和42年度地方財政計画の策定方針は、次のとおりである。

　

昭和42年度地方財政計画策定方針

　

昭和42年度においては、現下の経済情勢の推移に即応し、国と同一の基調

に立脚して、経費の重点化、効率化を推進するとともに、自主財源を強化する

等財政の一層の健全化を促進しつつ地方行政水準の向上を図り地方財政の自主

性を高めることを目途として、次の基本方針に基づいて、地方財政計画を策定

するものとする。

１

　

行政水準の引上げを図るため、地方独立財源の充実を図りつつ、地方税負

　

担の軽減合理化を推進する。

　

（１）昭和41年度の第１種臨時地方特例交付金に代え、たばこ消費税の税

　　

率を引き上げる。

　

（２）事業専従者控除および事業主控除の引上げにより個人の事業税および

　　

住民税の負担を軽減する等地方税負担の合理化を図る。

２

　

道路整備五箇年計画、下水道整備五箇年計画等各種長期計画に基づく昭和

　　

42年度の事業の円滑な実施を確保するため所要の措置を講ずる。

３

　

地方財政の現況にかんがみ、昭和41年度に臨時に設けられた特別事業債

　

を廃止するとともに、過密都市、新産業都市、国際文化観光都市、振興山

　

村、辺地等地域の特性に応じて地方団体が実施する事業の財源を確保するた

　

め、単独事業債ならびに公共用地先行取得事業債等の地方債を増額する。

４

　

昭和42年度に限り、特別事業債の償還財源および市町村に対する道路財

　

源等を考慮し、臨時地方財政交付金120億円を交付する。

５

　

人口急増地域、後進地域その他各種地域の態容に即した行政水準の向上を

　

図るため、基準財政需要額の算定方法を改善するとともに、特に投資的経費

　

にかかる基準財政需要額を充実することにより、地方交付税配分の合理化を

　

推進する。

６

　

零細補助金の整理統合、超過負担の解消等国庫補助負担金の合理化を図る

　

とともに財政秩序を確立する。

７

　

地方公営企業の財政再建を促進するとともに、その経営基盤を強化するた
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め必要な措置を講ずる。

３

　

経済および財政運営の推移

　

当初、景気に対する中立的基調に立った42年度の国の財政運営は、その後、

海外景気の停滞、国内生産活動の拡大に伴い国際収支に大幅な赤字が見込まれ

るに及び、年度中途から景気調整過程に入り、公定歩合の引上げ、公共事業費

の繰延べ等一連の措置が実施された。地方財政においても、公共事業費の繰延

べとともに、地方の実情に応じ、公営企業を含む地方単独事業について自主的

に繰延べが行なわれた。

　

国の財政においては、災害、人事院勧告に伴う公務員給与の改定、食糧管理

特別会計への繰入れ、交通安全施設整備等のため、42年12月総額2,525億円

の補正予算が編成されたが、租税および印紙収入2,901億円（追加2,943億円、

減額42億円）が追加計上されるとともに、国債690億円が減額された。なお、

国債発行額（収入ベース）は、最終的には、当初予算計Ji額を906億円下回る

7,094億円とされた。

　

地方財政においては、国の補正予算編成に伴う補正地方財政措置として、国

家公務員の給与改定に準じた地方公務員の給与改定に要する経費のほか、42年

度および43年度にわたり緊急に実施すべき交通安全施設の整備に要する経費

のうち42年度分が、普通交付税によって措置された。なお、給与改定につい

てはヽこの措置とともに、国の予算の節約に応じて地方団体においても経費Ｏ

節約を行なうこととされた。

　

またヽ現年発生の災害復旧に伴う地方負担の増加については、地方債の追加

および特別交付税の配分等によって措置された。

　

なおヽ以上の補正地方財政措置の結果ヽ補正後の国税三税の額に対応する地

方交付税の額はヽ地方交付税の所要額を200億円上回ることとなっだので、こ

の額をヽ交付税及び譲与税配付金特別会計における借入金の繰上償還に充てる1

こととした。

　

一方、

　

42年度のわが国経済は、前年度に引き続き拡大しヽ経済成長率の実

績は、実質13.3% (名目17.5%)に達した。
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このような国内経済の推移に伴い、昭和42年度の地方財政は、おおむね順

調に推移したものとみることができる。

　

４

　

地方公営企業会計の運営

　

昭和41年の地方公営企業法の一部改正により、地方公営企業の財政再建制

度が設けられ、昭和41年度に92事業が、42年度には、63事業（水道事業21、

交通事業８、ガス事業１、病院事業33）が財政再建計画の承認をうけ、財政

再建に入った。

　

これに対する国からの利子補給額は12億円である。

　

また、諸経費の高騰から、42年度中には、水道事業で153事業、工業用水

道事業で４事業、バス事業で９事業、路面電車事業で４事業が料金改定を行な

い、病院事業では、昭和42年12月に社会保険診療報酬が平均7.68%引き上

げられた。

　

また、一般会計等から地方公営企業会計への繰入金は、42年度1,103億円

で、前年度に比がて168億円、17.9%増加した。

（二）決算からみた昭和42年度の地方財政の状況

１

　

普通会計の状況

　

（１）決算規模

　

昭和42年度普通会計の決算規模は、歳入５兆9,263億円（前年度５兆1,777

億円）、歳出５兆7,255億円（前年度５兆262億円）で、前年度に比べ歳入は

14.5%、歳出は13.9％増の緊縮型の決算となった。

　

地方財政の決算規模の増加率は、図１にみられるとおり、経済成長率におお

むね相関した動きを示してきたが、42年度においては、公共事業費の繰延べ

等国の景気調整策が実施され、これが地方財政に影響を及ぼしたこと、特別事

業債の廃止により地方債が前年度よりも減少したこと等が要因となって、地方

財政の決算規模の増加率は、経済の上昇にもかかわらず、前年度よりも鈍化

し、35年度以降において最低の増加率となった。
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なお、この増加率は、地方財政計画上の増加率15.4%を下回るとともに、

国の決算規模（歳出）の伸び(14.7%)をも下回っている。

　　　　　　　　　　

図1

　

地方財政規模等の増加率の推移
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（２）財政需要の動向

　

ア

　

建設事業

　

社会資本を充実し、住民の生活水準の向上に直接つながる建設事業に対す

る需要はますます増大する傾向にあり、42年度決算においても、地方団体

の歳出総額の約３分の１に当る１兆7,845億円が建設投資に振り向けられて

いる。

　

建設投資の比重を事業目的別にみると、土木費、農林水産業費および教育

費で全体の87.9% (都道府県では91.9%、市町村では82.9%)を占めてい

る。これを都道府県、市町村別にみると、都道府県においては、主として土

木、農林水産業関係の公共施設の整備が重点的に実施されており、中でも道

路橋りように関する投資が大きな比重を占めている。一方、市町村において

は、都市計画、道路橋りよう、農林水産業のほか、教育施設、特に小学校に

関する投資が大きく、また、民生、衛生関係にもかなりの経費が振り向けら

れている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

建設投資の比重の移り変りを36年度と比較してみると、全体として、中

学校建設および高校急増対策がピークをこえたこともあって、教育費の比率

が低下しヽ反面ヽ近年における都市化の傾向ヽ農林漁業近代化の諸施策の推

進等を反映してヽ土木費（特に道路橋りよう費ヽ都市計画費、住宅費）、農

林水産業費の比率が高ま９ている。投資比重の変化は特に市町村において顕
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著であり、都市計画費、農林水産業費、道路橋りよう費の比率が大きく高ま

っているほか、教育費についても、人口の都市集中を反映して、小学校費の

比率はかえって高まっている。また、民生、衛生費についても比率が高まっ

ている。

　

このように、建設事業については、都市施設、生活基盤施設の整備や農林

漁業の基盤の育成などに対する投資の集中化が図られている。

　　　　　　　　　

図２

　

普通建設事業費の目的別構成比
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なお、地方団体は、将来の支出を約束する予算上の措置として債務負担行

為をすることができるが、これに基づき、43年度以降において支出すべき
～

額が全体で6,522億円あって、前年度に比べ、約４割増加している。中でも
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公共用地の先行取得にかかるもの、土地、建物の購入にかかるものの増加が

大きい。債務負担行為額には、実質的には赤字要素とみるべきものも含まれ

ていると考えられるが、地方団体においては、歳出決算に現われたもののほ

かにも、債務負担行為によって、公共用地の先行取得、大規模団地における

公共施設の立替施行等、当面緊急とされる財政需要に対処しつっあることも

みのがせない。

区 分

債務負担行為総額

　

うち物件の購入等にかかるもの

　　

うち土地建造物の購入にかかるもの

　

うち債務保証または損失補償にかかるもの

　　

うち公共用地の先行取得にかかるもの

43年度以降

支出予定額

　　　　　

億円

　　　　

6,522

　　　　

3,585

　　　　

2,094

　　　　

1,741

　　　　　

387

対前年度

増加率
-

　　　

％

　　

44.8

　　

42.4

　　

64.8

　　

71.4

　　

77.5

　

イ

　

公害対策、交通安全対策

　

最近における地方団体の新たな財政需要の一つとして、公害対策、交通安

全対策がある。

　

42年度に地方団体が公害対策として支出した経費はn1億円(地盤沈下を

除く。)で、最近３年の間に２倍以上に増加している。

　　　　　　　

図３

　

公害対策関係経費決算額(地盤沈下を除く｡)
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歩道橋、防ごさく等の交通安全施設、交通整理隊、交通事故相談、救急業

務等の交通安全対策に｡ついて、地方団体が42年度に支出した経費は、総額

469億円にのぼつており、これらの経費は最近３年の間に約５倍に増加して

いる。

　　　　　　　

図４

　

道路交通安全対策関係経費決算額
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ウ

　

公営企業等に対する繰出し

　

公共下水道事業、病院事業、交通事業等の公営企業、国民健康保険事業等

の公営事業会計に対し、普通会計から繰り出

　　

図５

　

公営企業等に対する

された額(負担金､補助金、出資金、貸付金お(仰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

450
よび繰出金の合計額)は1,295億円にのぼつ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

400
ている。対象事業別には､公共下水道事業(412

億円)、病院事業(236億円)、交通事業(166億

円）水道事業（ｎ億円）天

業(Ill億円）等が大きい。中でも、都市部を
ご

　　　　　　　　　　

200
中心として、公共下水道事業に対する繰

　

事業の緊急性と地方団体の努力をみることが100

できる。その他の事業については、大都市で

繰出しの状況の推移

　

業、小都市や町村では、国民健康保険事業、水道事業、病院事業に対する繰

　

出しが大きい。

　　

このように、地方団体の財政においては、公営企業等に対する繰出しのた

　

めの歳出需要も多額にのぼつている。

　

（３）財政構造

　

歳入面においては、景気の上昇を反映して、一般財源（地方税、地方譲与税、

地方交付税および臨時地方財政交付金の合計額）が前年度に比べ19.8％（前年

度13.2%)増加したが、一方、公共事業繰延べ等国の景気調整策の影響から、

国庫支出金の増加率は11.4%と近年では最も低いものとなり、また、特別事

業債の廃止に伴い、地方債の決算額は前年度より16.4%減少した。この結果、

歳入総額に占める一般財源の比率は、著しい低下を示していた40,41両年度に

此べると高まり、ようやく、それ以前の姿に近いものに改善された。

　

歳出面においては、国の財政の景気調整基調を反映して、普通建設事業費の

増加率は13.9% (前年度18.7%)と近年において最低の増加率にとどまつた

jが、補助事業費の増加率が13.5%と前年度（18.5％）に比べ鈍化するととも
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に、地方単独事業費の増加率も14.8%と前年度(20.3%)を大きく下回った。

　

他方、人件費、公債費の増加に伴い、義務的経費（人件費、扶助費および公

債費の合計額）の増加率(14. 1％）は、前年度(12.7%)および歳出総額の増

加率(13.9%)を上回った。

　

（４）決算収支

　

地方財政（普通会計）全体として142年度中に新たに生じた黒字額（単年度

収支）は124億円、累積黒字額（実質収支）は881億円である。

　

実質収支の黒字団体は3,091団体で、その黒字額は1,148億円、赤字団体は

279団体で、その赤字額は267億円である。

　

赤字団体数は前年度に引き続き減少の傾向にあるが、２都県277市町村がな

お赤字となっており、都市については、前年度同様558市（大都市を除く。）の

約２割に当る106市が赤字団体となっている。また、都道府県については、全

団体の約半数に当る22道府県において単年度赤字となっている。

　

なお、前年度末に比べ、財政調整基金積立金および減債基金積立金が、全体

として218億円増加している。

　

決算規模（歳出）に対する実質収支の比率の推移をみると図６のとおりで、

42年度においては、前年度の横ばいに推移している。

　　　　　　

図６

　

決算規模（歳出）に対する実質収支の比率の推移
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地方公営企業会計の状況

地方公営企業は、わが国経済の成長と住民の生活水準の向上に支えられてX，
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よいよその重要性を増し、昭和42年度末で、事業数は6,171、経営規模は１兆

4,313億円、職員数は27万５千人となり、わが国公益事業全体の中に占める比

重もきわめて高いものになっている。

　

しかし、経営状況は、企業の努力にもかかわらず悪化の一途をたどり、累積

赤字は、増加を続けている。

　

法適用企業（地方公営企業法を適用し、企業会計方式を採用している事業）

では、全体の28％の企業が単年度欠損金371億円（年間営業収益の7.5%)を

出し、累積欠損金は1,441億円（同29.0%)に達した。

　

他方、法非適用企業

（地方公営企業法を適用せず、官公庁会計方式を採用している事業）は、全体

としては収支は好転したが、実質赤字（累積赤字）は125億円であり、地方公

営企業全体の累積赤字額は、1,566億円（前年度1,328億円）になっている。

　

昭和42年度の決算からみた法適用企業の経営状況は、次のとおりである。

　

（１）事業別の経営状況をみると、水道事業は単年度欠損金は72億円で、

前年度33億円より急増し、工業用水道事業は、単年度欠損金が前年度16億円

から21億円となった。

　

交通事業は、単年度欠損金が前年度より８億円増加し

て205億円となり、累積欠損金も190億円増加し979億円で、年間営業収益を

7.8％上回った。

　

肩院事業は、引き続き経営状況は悪く、42年度単年度欠損金は47億円、累

積欠損金は110億円となった。

　

（２）経営主体別の経営状況は、単年度欠損金のうち71.1％の263億円は

大都市が占め、累積欠損金についても、その77.1%の1,112億円を同じく大

都市が占めており、大都市における経営の悪化が著しい。

　

（３）地方公営企業は、企業の合理化による経費の節減あるいは料金改定に

より料金収入の増加に努めているが、施設の拡充に伴う資本費の増加、職員給

与費の増嵩があり、経営収支の改善にまでは至っていない。

　

料金収入に対する企業債償還金および支払利息の割合をみると、地方公営企

業全体では35.6% (前年度34.2%)、水道43.5% (同40.1%)、工業用水道98.6

％（同94.8%)、地下鉄99. ＼% (同97.6%)となっている。

　

また、料金収入に対する職員給与費の比率は44.0%で、前年度(44.4%)に
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比して僅かながら低下しているが、事業別にその比率をみると水道33.6％(前

年度34.7%)および交通86. Wo (同87.2%)は低下し、工業用水道14.9% (同

14.1％)、病院52.5％(同51.7%)等はやや上昇している。

　

(４)昭和41年の地方公営企業法改正により、地方公営企業の財政再建に

関する制度が設けられてから･、昭和43年３月31日までに合計155企業の財政

再建計画が承認され、総額516億円の不良債務が再建債により棚上げされた。

このうち、42年度中には63企業が承認され、その再建債総額は367億円であ

る。昭和42年８月の人事院勧告に基づく給与改定等があって、155再建企業の

うち64企業が財政再建計画の変更を承認された。

　

再建企業の昭和42年度決算においては、不良債務額(再建債を含む。)が、

計画額と比較して１億円多く解消され、778億円になった。

一

一

一 昭和43年度および44年度における地方財政の推移

（－）昭和43年度の地方財政

１

経済の見通しと国の財政運営方針

　

昭和43年度の経済運営においては、高い成長を遂げ尽反面国際収支の大幅

な赤字を記録した42年度経済の後をうけて、これを安定的な成長路線にのせ

るための「調整の年」とするとの認識のもとに、国際収支の均衡回復を第一義

的目標とする景気調整基調を基本的態度とし、これによって、国際収支は、年

度間としてはなお赤字を残すとしても、年度後半においてはほぼ収支均衡の状

態を達成し、また、経済成長率は、実質7.6％（名目12. ＼%)程度となること

が期待された。

　

国の財政運営に当っては、このような基本的態度にのっとり、財政の景気に

対する抑制機能の実効を期し、極力財政規模を抑制するとともに、公債依存度

を引き下げ、また、新たに総合予算主義を採用することとされた。この方針に

基づいて編成された国の一般会計予算規模は５兆8,185億円で、前年度当初予

算に比べ8,676億円、17.5% (補正後に比べｎ.8％）の増加となったが、公共

12－



事業関係費の増加率は7.0％の低率にとどまり、また、国債については、前年

度当初予算に比べ1,600億円減の6,400億円か計上された。

　

なお、前年度に引き続き、所得税を中心とする減税を行なう一方､43年度に

おいては、酒税の税率の調整およびたばこ小売定価の改定を行ない、歳入の充

足を図ることとされた。

　

２

　

地方財政計画

　

昭和43年度の地方財政計画は、前年度に比べ8,337億円、17.5%増の５兆

6,051億円の規模で策定された。

　

昭和43年度地方財政計画の策定方針は、次のとおりである。

　

昭和43年度地方財政計画策定方針

　

現下の経済情勢の推移および国､地方を通ずる財政環境にかんがみ、昭和43

年度における地方財政は、国と同一の基調により行政経費の重点化に徹し、節

度ある行財政運営を行なうこととし、住民負担の軽減合理化を図りつつ地方行

政水準の向上を促進し、将来にわたる財政の健全性を確保することを目途とし

て、次の基本方針に基づいて地方財政計画を策定するものとする。

１

　

地方税負担の現状にかんがみ、個人の住民税、個人の事業税等について、

　

負担の軽減を行なう。

２

　

財源の適正かつ効率的な配分につとめ、地方経費の重点化を徹底する。

　

（１）道路整備に要する財源の充実を図るため、道路目的税として自動車取

　　

得税を創設する。

　

（２）道路交通安全施設の設置に要する費用に充てるため、当分の間、交通

　　

安全対策特別交付金を交付する。

　

（３）社会経済情勢の進展に対応する財政需要の変化に即応するため、過

　　

密、過疎対策の一環としての都市過密対策等事業、辺地対策事業および公

　　

共用地の先行取得事業等に要する地方債を増額するとともに、地方交付税

　　

配分の合理化を推進する。

　

（４）地方公務員の給与改定等年度途中における事情の変化に対処するた

13－



　　

め、あらかじめ財源を留保する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

３

　

財政運営の効率化を進めるとともに、財政秩序を確立し、地方財政の健全

　

化を促進する。

　

（１）行政機構の改善と定員管理の合理化を図るとともに、既定経費を節減

　　

する。

　

（２）昭和43年度に限り、地方交付税の繰入額を法定額ヵヽら450 tt円減額

　　

して翌年度以降に繰り越しするとともに、交付税及び譲与税配付金特別会

　　

計において250億円を借り入れ、地方交付税に加算する。

　

(3) 250億円の地方債について、償還期限を繰り上げて償還を行な‘う。

　

（４）一般財源の増加に伴い、地方債への依存度を引き下げる。

　

（５）昭和41年度に発行された特別事業債のうち公共事業費等特定の事業

　　

費の財源に充てたものにかかる元利償還金（交付団体分）の財源とするた

　　

め、特別事業債償還交付金を交付する。

　

（６）国庫補助負担金の改善等の措置を講じ、いわゆる超過負担問題の解決

　　

を図る。

　

（７）地方財政の実態を考慮し、人件費等について規模の是正を行なう。

４

　

地方公営企業の経営の健全化を図る。

　

（１）‾般会計との負担区分に基づく一般会計からの繰出しに必要な財源を

　　

確保する。

　

（２）下水道事業にかかる公営企業金融金庫の貸付利率の引き下げ、高料金

　　

の水道事業にかかる地方債の公営企業金融公庫資金による低利借換え等所

　　

要の措置を講ずる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

３

　

経済および財政運営の推移

　

昭和43年度のわが国経済は、当初来拡大基調で推移する一方、国際収支は、

海外景気の上昇もあって顕著な好転をみせて、総合収支は黒字を続け、年度間

としても大幅な黒字となる見込みである。このため、年度中途において公定歩

合の引下げ等が実施された。その後も経済の上昇基調に変化はみられず、43年

度の経済は前年度に引き続き大幅に拡大する見込みであり、経済成長率は実質
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12.6％（名目17.3%)程度となるものと見込まれている。

　

国の財政においては、国内米買入数量の大幅な増加に伴う食糧管理特別会計

への繰入れ等のため、昭和44年２月総額987億円の補正予算が編成されたが、

租税および印紙収入2,405億円（追加2,935億円、減額530億円）が追加計上

されるとともに、国債1,623億円が減額された。

　

地方財政においては、国の補正予算における国税三税の追加計上に伴い、地

方交付税736億円が増額されたが、このうち、普通交付税（８月決定額）の調

整額の復活に要する52億円を除く684億円を44年度に繰り越すこととしてい

る。（なお、44年度分の地方交付税の総額については、法定額から690億円を

減額するとともに、前記繰越額を加算することとしている。）

　

このような国内経済の推移に伴い、昭和43年度の地方財政は、おおむね順

調に運営されるものと見込まれる。

　

４

　

地方公営企業の状況

　

昭和43年４月１日からは、昭和41年の地方公営企業法改正の特例がなくな

り、約1,000の企業に新たに地方公営企業法の規定の全部または財務規定等が

適用され、新たな体制の下で地方公営企業の経営に当ることとなった。

　

地方公営企業の経営状況の基調は、依然として好転のきざしが見えず、企業

努力あるいは料金改定等により経営収支の改善を図っている。財政再建企業の

うち４企業は再建を完了した。また、財源難から昭和42年８月の給与改定を

42年度中に行なうことのできなかった８企業もようやくその解決をみること

ができた。

　

なお、財政再建債に対する43年度中の国の利子補給は16噫円である。

　

また、最近急速に事業を拡大している公共下水道事業は、資本費の経営収支

に対する圧迫が強いので、公営企業金融公庫から貸し出される公共下水道事業

債の利率について、43年度以降の貸出し分から年利７分３厘を７分に引き下

げることとした。
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（ニ）昭和44年度の地方財政

１

経済の見通しと国の財政運営方針

　

昭和44年度のわが国経済は、個人消費支出、民間企業設備投資等の根強い

増勢に支えられて、かなりの拡大基調を続けるものと予想される一方、海外景

気の動向、国際通貨情勢等の不安定な要因もあり、国際経済の先行きは必ずし

も楽観を許さないものがあると予想されるため、経済運営に当っては、経済の

拡大が過度にわたることを避けるよう慎重な態度で臨み、国際収支の均衡に留･

意しつつ、物価の安定と均衡のとれた持続的な経済成長の基盤の整備を図るこ

とを基本的態度とするものとされた。

　

また、経済成長率については、実質9.8％（名目14.4%)程度となることが

見込まれている。

　

昭和44年度の国の財政運営に当っては、この経済見通しと経済運営の基本

的態度にのっとり、経済の持続的成長の確保と物価の安定を眼目とし、財政面

から景気を刺激することのないよう財政規模は適度のものにとどめIるととも

に、公債依存度を引き下げ、また、引き続き総合予算主義の原則を堅持し、長

期にわたる国民福祉の向上を確保するよう努めるものとされた。この方針に基

づいて編成された国の一般会計予算規模は６兆7,395 m円で、前年度予算に比

べ9,210億円、15.8%の増加となっている。また、国債については、前年度当

初予算に比べ1,500億円減の4,900億円が計上された。

　

なおヽ国民の租税負担の累増を緩和するためヽ所得税について大幅な減税を

行なうこととしている。

　

２

　

地方財政計画

　

昭和44年度の地方財政計画はヽ前年度に比べ１兆346億円、18.5％増の６

兆6,397億円の規模で策定された。

　

昭和44年度地方財政計画の策定方針はヽ次のとおりである。

　

昭和44年度地方財政計画策定方針

　

昭和44年度においては、現下の経済情勢の推移に即応して、国と同一り

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

基
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調により行政経費の重点化と効率化を推進し、節度ある行財政運営を行なうこ

ととし、住民負担の軽減合理化を行なうとともに､財政の健全性を確保しつつ、

地方行政水準の一層の向上を図り、あわせて地方公営企業の経営基盤を強化す

ることを目途として、次の基本方針に基づいて地方財政計画を策定するものと

する。

１

　

地方税負担の現状にかんがみ、個人の住民税、個人の事業税等についてそ

　

の軽減合理化を図る。

２

　

最近における社会経済情勢の進展に対処し、それぞれの地域の特性に応じ

　

て、街づくりおよび地域づくりの事業を計画的に実施することとし、これら

　

の事業にかかる地方債を重点的に増額するとともに、投資的経費にかかる基

　

準財政需要額の充実などを通じて地方交付税の配分の合理化を一層推進す

　

る。

　

（１）地方道、下水道および清掃施設の整備を促進する。

　

（２）土地開発基金の設置などにより公共用地の先行取得を推進する。

　

（３）人口急増地域における公共施設の整備を図る。

　

（４）交通安全対策を推進する。

　

（５）過疎地域における生活環境施設等を整備する。

３

　

地方公営企業の経営の基盤を強化して、その健全化を図る。

　

（１）公営企業会計と一般会計との負担区分を合理化する。

　

（２）地方公営企業に対する貸付資金の増額を図るとともに、公営企業金融

　　

公庫の機能を強化する。

４

　

財政運営の効率化を進めるとともに、財政秩序を確立し、地方財政の健全

　

化を推進する。

　

（１）行政機構の簡素化と定員管理の合理化を図り、既定経費を節減する。

　

（２）昭和44年度の地方交付税の総額について、地方財源の確保に配慮し

　　

つつ、所要の措置を講ずる。

　

（３）一般財源の増加に伴い、一般補助事業および直轄事業について地方債

　　

への依存度を弓rき下げる。

　

（４）国庫補助負担事業にかかる超過負担を前年度に引き続いて解消する。
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（５）地方公務員の給与改定など年度途中における事情の変化に対処するた

　

め、あらかじめ財源を留保する。

四

　

最近の地方財政の傾向と課題

　

（一）最近における社会経済の急激な変動に伴いヽいわゆる過密｀過疎の現

象に対処するための地域開発事業や社会開発事業をはじめとして｀地方団体の

果すべき役割はますます複雑か９広範になってきている。同時に、このよIうな

行政需要の内容には短期間では解決できない性質のものが多く、また、･個々の

地方団体の区域をこえて広域的に処理しなければならない問題も増加してきて

いる。

　

昭和42年度の決算にもみられるとおり、最近における地方団体の歳出は、

社会資本を充実するための建設事業をはじめ、公害対策、交通安全対策、ある

いは公営企業に対する繰出し等、新しい地方団体の財政需要の動向を反映し

て、その内容が多様化しているのが特徴であり、同時に、建設事業の内容は、

都市施設、生活基盤施設の整備や農林漁業の基盤の育成などに重点化されてお

り、また、地方公営企業についても、水道、下水道等直接住民生活の基盤とな

るべき施設に多額の投資がなされている。

　

このように、地方団体は、その財源の範囲内で、時代の推移に伴って要請さ

れる各般の施策を行なうべく努力しているのである･が、ひるがえって、地方に

おける行政水準の現状は、例えば、市町村道の整備状況、下水道の普及状況、

し尿、ごみの衛生処理の状況、都市計画事業の進捗状況等地域社会の基盤とな

るべき施設について端的にみられるとおり、なお住民の要望を十分充たすには

至っていない。

　

社会資本の立ち遅れを取り戻すとともに社会経済情勢の変動に対処するため

にはヽ地方団体はヽ「街づくり」ヽ「地域づくり」の計画を基礎として、長期的

な見通しに立９だ財政運営を行なうべきでありヽ緊急にしぞ基本的事業に重点

を指向すべきである。そして､このことの必要性はますます強まってきている。

　

‾’方。地方団体の歳入の根幹をなす地方税ヽ地方交付税等の一般財源の増加
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状況は、図７にみられるとおり景

気の動向に大きく左右される性格

を有しでいるが、昭和40年を底

として回復に向つたわが国経済

は、幸い現在のところ引き続き上

(％)

30

昇基調にあり、一般財源も順調に｡

　　

20

増加している。しかし、今後にお

ける景気のすう勢如何によって

は、税収の大幅な変動があること

　　

10

も予想される。

　

このような状勢にかんがみ、上

的運営を図る見地から、地方財政

図了

　

一般財源増加率等の推移

几例

一一一一経済成長率(名目)

----一一一般財源増加率

－一一義務的経費増加率

31

　

32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42

における財源の年度間にわたる配分について慎重な考慮を払うことも必要であ

ると考えられる。

　

同時に、増大する財政需要に対処し、地域住民の期待に応えうるためには、

地方団体の財政運営について一層の効率化に努力する必要があることはいうま

でもない。特に、機構の簡素合理化、定数の合理化その他行政の能率化を図る

ことによって経常経費の節減に努力するとともに、施設の広域的経営、民間委

託、その他経費の合理化について、さらに創意工夫をこらすべきであり、他

方、地方団体の行財政運営について、世上の不信や疑惑を招くことのないよう

一層の厳しさが要請されなければならない。

　

なお、超過課税運用の要否、税外負担の実態等につきメスを加え、もって住

民負担の軽減合理化を図るべき機会でもある。

　

（二）地方公営企業については、最近における全国的な都市化の傾向、住民

の生活水準の向上等を反映して、水道、交通、病院、公共下水道等に対する需

要はますます増大している。しかるに経営は年々悪化している。この悪化の一

因は資本費負担の増嵩にあると考えられるが、他面、水道事業における水源の

遠隔化、交通事業における道路交通の渋滞等地方公営企業を取りまいている社

　　　　　　　　　　　　　　　　

－19－
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会環境の急激な悪化もまた経営を圧迫する大きな要因となっている。

　

地方公営企業も企業として経営される以上、経営の合理化能率化によってそ

の健全性を確保し、その存続の基盤を強化しなければならないことは言をまた

ないところであるが、いよいよ高度化し増大してくる住民の行政需要を、企業

外の要因の悪化、公共料金抑制という社会的要請などに対応しながら充足して

いぐためには、地方公営企業の経営のあり方について根本的に検討を加え、そ

の健全化の方策を樹立することが必要と考えられる。
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各

１

　

各事項についての詳細な計数は「統計表」に集録して

　

いる。

２

　

決算額は、特にことわりのない限り地方財政純計額で

　

ある。

３

　

都道府県決算額と市町村決算額の間には、相互の重複

額があるため、その合計額は純計額に一致しないことが

ある。
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第一

　

昭和42年度地方財政の状況

地方公共団体の概況

（－）地方公共団体の数

　

昭和43年３月31日現在における地方公共団体（財産区および地方開発事業

団を除く。）の数は、46都道府県、3,301市町村、23特別区および1,939一部

事務組合で、合計5,309団体である。

　

モの内訳は次のとおりで、前年同期と比べると、２市増加し（市の増加３、

減少1）、27町村が滅少し、62一部事務組合が増加している。

　

区

　　　　

分

普通地方公共団体

県
村
市
市
市
市
村
計

府

　
　
　
　

都
都

　

町
都

道

　
　
　
　

中
小

　
　

大
都

　
　
　

町

都
市

　
　
　
　
　
　

合

特別地方公共団体

　

特

　　

別

　　

区

　

一部事務組合

　

総

-
(注)

合 計
計

43年３月31日現在

　

42年３月3旧現在

6
1
6
8
7
1
7
7

　
　

3
9
2
9

4
0

　
　

5
2
3
3
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2
3
6
0

　
　

３

　
　

５
１
４

　

７
３

　
　
　
　

９
９
３

　
　

３

　
　
　
　
　
　
　

２
３

　
　
　
　
　

１
１

　

５

　　

.46

3,326

　　　

6

　　

556

　　

126

　　

430

2,764

3,･372

　　

23

1,877

1,900

5,272

比

　　

較

乙

△

ａ

　

0

25

０
２

―
―

27

25

0
6
2

6
2
3
7

１

　

大都市とは、大阪市、名古屋市、京都市、横浜市、神戸市および北九州市

をいう（以下同じ。）。

　　　

２

　

都市とは、大都市以外の市をいい、中都市とは昭和43年３月31日現在の行

　　　

政区域における昭和40年国勢調査人口10万人以上の市をいい、小都市とは同

　　　

人口10万人未満の市をいう（以下同じ。）。

　　　

３

　

一部事務組合は、普通合計にかかるもののみである（以下同じ。）。

なお、一部事務組合をその設置目的別にみると次のとおりで、衛生関係がそ
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の過半数を占めており、また前年同期に対する増加62組合のうち39組合がじ

んあいおよび･し尿処理組合であって、これは、最近において、市町村が共同方

式によって清掃事業を処理しつつある傾向にあることを示すものである。

　　　

区

　　　　　

分

総

　　　

務

　　　

関

　　　

係

　

うち退職手当支給事務組合

民

　　　

生

　　　

関

　　　

係

衛

　　　

生

　　　

関

　　　

係

　

うち伝染病組合

　　

じんあい、し尿処理組合

農

　

林

　

水

　

産

　

関

　

係

　

うち林野（造林）組合

商
土

　

消
教

工
木

ち水防予

う

　

ち

そ

　

合

防
育

学
学
の

小
中

関
関

防
組
関
校
校

係
係
合
合
係
合
合
他

　
　

組

　
　

組
組

計

43年３月31日現在

　

42年３月3旧現在

　　

比

　　

較

6
4
5
7
1
4
0
9
5
0
5
1
8
2
4
7
9

6
4
9
9
1
7
6
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3
3
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1
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8
3
8
5
3
2
3
2
7
9
0
6
6
1
7

5
4
9
5
1
3
6
4

　
　

9
3
4
4
2
2
2
7

1
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4
4
2
1
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1
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－

８
０

△ ３

4
4
７
3
9
３
△ 13

２
２

　
　

△

△ ２

２
｀
２

　
　

△

ａ

△

４

２

1
6
6
2

　

市町村数の推移は第１図のとおりで、旧町村合併促進法（昭和28年法律第

258号）の施行日の前日である昭和28年９月30日現在(285市、9,610町村、

合計9,895市町村）と比べると、6,594団体が減少した（町村の減少6,873、

市の増加279)。
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市町村数の推移
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（ニ）財政力指数段階ごとの団体数

　

昭和43年３月31日現在における普通地方公共団体の数を財政力指数（昭和

40年度、41年度および42年度の各年度の普通交付税の算定に用いた基準財政

収入額を基準財政需要額で除して得た数値の単純平均値）段階ごとに分けてみ

ると、全団体3,347団体のうち約８割に相当する2,545団体が財政力指数0.50

未満の団体であり、財政力指数1.00以上の団体は、全団体の5％に相当する

163団体である。

　

これを、都道府県および市町村別にみると第２図のとおりで、財政力指数

0.50の未満の団体は、都道府県で69％、市町村で76％である。
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第２図

　

財政力指数段階ごどの団体の分布

普通会計決算の状況

７と

（－）決

　

算

　

規

　

模

　　

っ

　

’．､．

　　　　　　　　　

二二………-………∧卜

昭和42年度におけ名地方公共団体の普通会計決算膜を単純尽令計すると、

　　

歳入

　　　

６兆1,709億円(前年度５兆3,934億賄

　　

歳

　

出

　　　　

５兆9,701億円(前年度５兆2,419億円)

　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

･■

　

j4ふ･･Sa-"a'･JIU･･･a'a･'71"･　'･"I
である。

　

これを前年度と比べると，歳入７,775億円，14.4％，歳出7,282億

円, 13.9%の増加である。

ｆ
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243

21,396

52,419
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－

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

　

７

　
　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２
７

　

対前年度増減率

42年度

　　　

41年度

　　

％

　　　　　　

％

14.3

14. 1

16.0

14.7

13.5

15. 1

13.8

15.2

14.6

14.4

15. 1

13.9

19.0

22.6

14.7

14.3

15.6

14.5

21. 1

17.3

16.0

12.2

15.5

14. 1

12.8

15.8

14.6

15.2

13.9

13.9

14.5

18.4

21.6

14.9

14.4

16.2

14.9

21. 1

17. 1

ユ5.5

　

（注）相互重複額は一部事務組合と、一部事務組合を組織する市町村との間の相互

　　　

重複額である。

　

単純合計決算額から地方公共団体相互間の重複額2,446億円を控除した純計

決算額は、

　　

歳

　

入

　　　　

５兆9,263億円（前年度５兆1,７７７億円）

　　

歳

　

出

　　　　

５兆7,255億円（前年度５兆262億円）

である。これを前年度と比べると歳入7,486億円、14.5%、歳出6,993億円、

13.9%の増加で、歳入、歳出ともにモの増加率は前年度を下回った。

　

決算規模増加率の推移は第３図のとおりで、昭和42年度における、歳出決

算規模の増加率は、昭和35年度以降において最も低いものとなっている。
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第３図

　

地方財政規模増加率の推移

几 例
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歳出規模増加率
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決算規模の推移は第４図のとおりで、昭和36年度を100とした場合の指数

では、昭和42年度は歳入236 (前年度206）、歳出239 (前年度210）となって

いる。
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決算規模の推移
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36

　

37
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42(年度)

（注）人口は、各年10月１日現在総理府

　　

統計局推計人口（昭和40年度につい

　　

ては昭和40年国勢調査人口）による。
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（ニ）決

　

算

　

収

　

支

　　

１

　

実

　

質

　

収

　

支

　

昭和42年度の地方公共団体の歳入歳出差引額（形式収支）は2,008億円（都

道府県1,057億円、市町村951億円）の黒字である。

　

この額から事業の繰越し等のために翌年度へ繰越すべき財源1,127億円（都

道府県672億円、市町村455億円）を控除した実質収支は881億円（都道府県

385億円、市町村496億円）の黒字で、前年度757億円（都道府県376億円、

市町村381億円）と比べると124億円（都道府県９億円、市町村115億円）黒

字が増加した。

　

この実質収支を黒字団体と赤字団体とに分けると、次のとおりである。

区

　

分

黒字団体

赤字団体

　　

計

　　

都道府県

団体数

　

収支額

　　

団体

　　　

億円

44

　

2

46

　

423

△38

　　

市町村

団体数

　

収支額

　　

団体

　　　

億円
(1,847)

　

3,047

　　　

725

　　

(92)

　　

277

　　

△229

団体数

-

　

団体
(1,847)
3,091

計

収支額
-

　

億円

1.148

(92)

279

　　

a 267

　　

(1,939)

　　　

(1,939)
385

　　

3,324

　　　

496

　　

3,370

　　　

881

　

前年度

団体数

　

収支額

　　

団体

(1,782)

　

3,083

　

億円

1,062

(95)
312

　　

。305

(1,877)

　

3,395 75７

　

（注）（

　

）内は一部事務組合の数で、外書である。

　

前年度の赤字団体３都県、309市町村、95一部事務組合のうち６町村、１一

部事務組合が町村合併および解散によって消滅し、１県（三重県）、nO市町

村、34一部事務組合が赤字を解消して黒字団体となり、一方、前年度の黒字

団体のうち84市町村、32一部事務組合が赤字団体となった。

　

前年度に引き続いて赤字である団体は２都県（東京都および福岡県）、193市

町村および60一部事務組合である。

　

このうち、２都県、133市町村および33

一部事務組合の赤字額は減少したが、他方60市町村および27一部事務組合の

赤字額はさらに増加した。
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5
5
0
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2
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－

昭和42年度の赤字団体(Ｇ)欄は、㈲－(Ｂ)－(Ｅ)十(Ｆ)の算式によるものである。

２
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－
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9
7

1

　

C
Ｏ

　

これらの結果、地方公共団体（一部事務組合を除く。）の91.7% (前年度

90.8％）に相当する3,091団体（前年度3,083団体）が黒字で、その黒字額は

1,148億円、同じく8.3％（前年度9.2%)に相当する279団体（前年度312団

体）が赤字で、モの赤字額は267億円である。これを前年度と比べると、黒字

団体は団体数で８団体、黒字額は86億円増加しており、赤字団体は団体数で

33団体、赤字額は38億円減少している。

　

この実質収支を都道府県と市町村とに分けてみると、都道府県では次のとお

りで、前年度と比べると黒字団体の黒字額は38億円減少し、赤字団体の赤字

額は47億円減少し、全体としては９億円、黒字額が増加している。

区 分

体
体
計

団
団
字
字
黒
赤
合
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年

　

度

団体数

　　

収支額

体
４
２
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団
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385

　　

41

　　

年

　

度
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収支額

体
３
３
６

団
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４61
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376

　

比
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団体

　　

１

　

△１

　　

０

較

収支額

一

　

億円

　

△38

4
7
９

（注）昭和42年度の赤字団体は東京都（赤字額32億円）および福岡県（同６億円）

　　

であり、昭和41年度の赤字団体は、東京都（赤字額76億円）、三重県（同３億

　　

円）および福岡県（同７厖円）である。

また、市町村では次のとおりで、全体としては、n5億円の黒字額が増加し
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ているが、赤字団体の赤字額は229億円（前年度220億円）で、前年度と比べ

ると９億円増加している。
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（注）大都市の赤字団体は、昭和42年度は大阪市（赤字額46億円）および神戸市

　　

（同３億円）、昭和41年度は大阪市（同29億円）、横浜市（同１億円）、神戸市

　　

（同１億円）および北九州市（同５億円）である。

　

なお、赤字団体の赤字額についてその推移をみると、第５図にみられるとお

り、昭和29年度の赤字額649億円は赤字棚上げ措置により昭和31年度末にぽ
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142億円に減少したが、昭和37年度から再び赤字増加の傾向に転じ、昭和39年

度末には372億円に達した。モの後、昭和40年度以降は、国の地方財政措置

等に支えられて赤字減少の傾向をたどつているが、なお昭和42年度において

267億円の赤字を残している。

　　　　　　　　　　　　　

第５図

　

実質収支の推移
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昭和42年度の実質収支から前年度の実質収支を差引いた単年度収支は124

億円の黒字（前年度279億円の黒字）である。これを、都道府県と、市町村に

分けると、都道府県は９億円、市町村はn5億円の黒字である。なお、全都道

府県の約半数に当る22道府県が単年度赤字である。
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この単年度収支に、昭和42年度中の基金への積立額｡291億円および地方債

の繰上償還額35億円を黒字とみなし、基金のとりくずし額116億円を赤字と

みなして調整を加えた実質単年度収支は334億円の黒字（前年度412億円の黒

字）である。

　

実質単年度収支を団体別にみると次のとおりで、赤字団体数は1,901団体

（都道府県15団体、市町村1,886団体）で全団体の35.8% (都道府県32.6%、

市町村35.8%)を占めている。
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昭和42年度の実質収支が赤字である団体のうち、78市町村が地方財政再建

促進特別措置法による財政再建団体（法全部適用団体4、準用団体74）として

計画的な財政運営により赤字解消を進めている。昭和42年度において実質収

支が赤字である団体（一部事務組合を除く。) 279団体のうち、赤字を減少させ

た団体は135団体であるが、このうち57.8%が財政再建団体である。

　

昭和42年度において赤字を解消して財政再建団体でなくなったものが26市

町村（法全部適用団体8、準用団体18）、昭和42年度に新たに財政再建団体と

なったものが14市町村であ゜だのでヽ昭和42年度末においては、財政再建団

体は、昭和41年度より12団体減少している。
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財政再建団体数の推移は、第６図のとおりである。

　　　　　　　　　　

第６図

　

財政再建団体数の推移
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(三)歳入の状況
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況

　

昭和42年度の歳入純計決算額は、５兆9,263億円(前年度５兆1,777億円)

で、前年度と比べると7,486億円、14.5%増加した。

　

その内訳は次のとおりで、地方税(歳入総額の36.2%)､国庫支出金(23.7%)、

地方交付税(16.0％)、諸収入(7.3％)、地方債(5.7％)の順に大きく、これ

らの歳入が歳入総額の88.9%を占めている。
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歳入決算額のうち、一般財源（注）は歳入総額の53.6% (前年度51.2%)を

占め、国庫支出金および地方債が29.4% (32.3%)、モの他の収入が17.0％

（16.5％）の割合となっている。

　

（注）１

　

一般財源とは、地方税、地方譲与税、地方交付税および昭和42年度の臨時

　　　　

措置である臨時地方財政交付金（昭和41年度にあっては、臨時地方特例交付

　　　　

金）の合計額をいう。

　　　　

２

　

市町村における一般財源は、これらのほか、都道府県から市町村が交付を

　　　　

受ける軽油引取税交付金（大都市のみ）および娯楽施設利用税交付金をさら

　　　　

に加えた額をいうが、両交付金とも、地方財政の純計額においては、都道府

　　　　

県と市町村の間の重複額として控除される。

　

歳入決算額の内訳を前年度と比べると、景気の上昇を反映して地方税につい

ては21.5%、また、地方交付税については21.8％の増加率を示した。

　

他方、景気調整基調を反映して国庫支出､金の増加率は、11.4％（前年度

15.9％）と鈍化し、また、特別事業債の廃止、公共事業関係地方債の抑制に伴

い地方債の決算額は前年度に対し16.4％減少した。

　

この結果、歳入総額の増

加率(14.5%)は、前年度（15.6％）に比べ鈍化した。

　

なおヽ以上の結果として一般財源の歳入総額に占める割合は、前年度に比べ

2.4％高まった。
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歳入決算額の構成比を団体別にみると第８図のとおりで、都道府県において

は、義務教育職員の人件費を支弁していること、国庫補助金を伴ういわゆる公

共事業の実施額が市町村より大きいことなどの理由から、国庫支出金の比率が

市町村に比べて高くなっている。

　

なお、昭和42年度においては、一般財源の･

増加に比べて公共事業費の増加率が低かったこともあって、都道府県における

一般財源の比率が、市町村のそれを0.4％上回っている。

　

市町村の団体種類別では、一般に、規模の小さい団体ほど地方税の比率が低

く、地方交付税により多く依存している。

　

歳入決算額構成比の推移をみると第７図のとおりで、昭和42年度において

は、昭和40年度および41年度において異常に高まっていた地方債の比率が低

下し、歳入総額に占める一般財源の比率は、昭和40、41両年度以前の姿に近

いものに改善された。
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また、歳入決算額について、昭和36年度を100としてその推移を指数でみ

ると、次のとおりである。
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(注)42年度の小計(一般財源)欄には、臨時地方財政交付金を、41年度の小計(一

　　

般財源欄)には、臨時地方特例交付金をそれぞれ含めて計算してある。
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（１）概

　　　

況

　

一般財源の総額は３兆1,777億円（前年度２兆6,516億円）で、前年度と比万

べると5,261億円、19.8％増加した。

　

一般財源の内訳は次のとおりで、景気の上昇を反映して都道府県、市町村と。

も地方税および地方交付税がそれぞれ前年度の増加率を上回る伸びを示した。

　

都道府県においては、地方税の増加率が市町村に比べ高かったこともあっ･

て、一般財源総体の増加率は市町村のそれを上回っている。市町村の団体種類。

別にみると、中都市を除き、一般財源の増加率はいずれも前年度を上回ってい･

る。また、中都市、大都市、小都市、町村の順に増加率は高い。
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決算額構成比

　

42

　　

４1

増減額構成比

　

42

　　

４1

譜甘菜

42

　　

41

都

　

道

　

府

　

県

　

地

　　

方

　　

税

　

12,199　9,868　2,331

　

地方譲与税

　　

628

　

538

　　

90

　

地方交付税

　

5,930 4,866 1,064

臨時地方財政
(特例)交付金

小計(一般財源)

その他の財源

　

歳

　

入

　

合

市

　　

町

計
村

95

　　

249

　

ａ 154

18,852 15,521

17,533 16,319

36,385 31,840

(64.

33.

　

一
儡

　

一
一

ｎ
Ｑ
１
１
／
Ｏ

ぐ

　

C
O
　
^

　
　
　
　

ぐ

脳
０
　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

り

7
5
3
7
5
3
5
3

(63. 5)

　

31.0

　

51.3

　

33.1　23. 1　16.3

　

(3.5)

　

1.7

　　

2.0

　　

2.0

　

16.7

　

18.1

(31.4)

　

15.3

　

23.4

　　

1.4

　

21.9

　

1.2

　

(1.6)

　

0.8

　

△3.4

　　

6.0

　

△61.8

　　

－

　　　

(100.0)(100.0)
3,331

　

51.8

　

48.8

　

73.3

1,214

4,545

地

　　

方

　　

税

　

9,296

　

7,818

　

1,478

地方譲与税

　　

63

　　

54

　　　　

9

地方交付税

　

3,541 2,907　634

軽油引取税交付
金

娯楽施設利用税
交付金

臨時地方財政
(特例)交付金

76

13

61

８

15

５

　

48.2

　

51.2

　

26.7

100.0

　

100.0

　

100.0

(71 4）

　
７
司

　
２
句

　
０
Ｏ

　
３

３
６
φ
Ｏ
口
1
4
φ
０

刀

　
４
匈

　
２
匈

　
２
司

　
3

7
0
3
5
佃
0
2
6
1
3
佃
０

ぐ

　
　
　
　

ぐ

　

42.5

　

21.5

　

57.5

　　

7.4

100.0

　

14.3

12.9

17.3

15. 1

45.8

　

24.8

　

18.9

　

11.5

　

0.3

　　

0.3

　

18.3

　

20.2

19.6

　　

8.6

　

21.8

　

10. 7

　

0.5

　　

0.6

　

25.2

　

43.8

(0. 1) (0.1)
0.1

　　

0.0

　　

0.2

　　

0.2

　

67.1

　　　　　　　

・(0.2) (1.9)
25

　　

216

　

a 191　　0.1　　1.0　△5.9　　6.6　△88.
4

ﾆ(ご雪広沢ごニ翻
(100.0)

　

50.1　60.5

　

49.9

　

39.5

歳入合計25, 324 22,095 3,229 100.0 100.0100.0

　

41.1　17.6

　

58.9

　

11.6

100.0

　

14.6

13.8

21. 1

17.3

　　　　　

-（注）決算額構成比欄の（

　

）は、一般財源を100.0とした場合の比率である

。
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区 分

　　　

決

　　

算

　　

額

42年度

　

41年度増減額

大

　　

都

　　

市

　　

億円

　　　

億円

　　

億円

　

地

　　

方

　　

税

　

1,737

　

1,486

　　

251

　

地方譲与税

　　

40

　　　

33

　　　

7

　

地方交付税

　　

183

　　

112

　　　

71

軽油引取税交付

金

娯楽施設利用税
交付金

臨時地方財政
(特例)交付金

　

小計（一般財源）
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その他の財源
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歳入合計

　　

４，

都

　　　　　　

市

地

　　

方

　　

税

地方譲与税

76

１

　　

1

038

988

026

5,031

　　　

22

地方交付金

　

1,199

娯楽施設利用税
交付金

　　　　　　　

７

臨時地方財政
(特例)交付金

　　　

10

61 15

決算額構成比
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５
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6
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△
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0.0
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４

増減額構成比
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％
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1.0
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算

　　

額
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41年度増減額
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100.0
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（２）地

　

方

　

税

　

ア

　

収

　

入

　

状

　

況

　

地方税の収入額は２兆1,495億円（前年度１兆7,686億円）で、前年度と比

べると3,809億円、21.5%増加した。その内訳は、次のとおりである。
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増減額構成比

　

４1

　　　

41

値円

　　

億円

　　

億円

　　　

％

　　　

％

　　　

％
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区 分

都道府県税

市

　

町

　

村

　

税

　

合

　　　

計

(参考)国

　　

税

　

決

42年度

-

　

億円

11,310

10, 185

21,495

43, 968

　

算

41年度

-

　

億円

9, 112

8,574

17,686

36, 630

額

　　

決算額構成比

　

対前年度増減率

増減額

　

42年度

　

41年度

　

42年度

　

41年度

　

億円

2, 198

1,611

3,809

7,338

　　　

％

　

52.6

　

47.4

100.0

　　　

－

　　　

％

　

51.5

　

48.5

100.0

　　

％

24. 1

18.8

21.5

20.0

　　

％

16.5

11.8

14. 1

11.7

　

（注）国税は、租税（一般会計分。交付税及び譲与税配付金特別会計分および石炭

　　　

対策特別会計分）および印紙収入のほか専売納付金を含む。｀

　

地方税のうち、法人の所得にかかる諸税の増減状況は次のとおりで、住民税

法人分、事業税法人分とも景気の上昇に伴う法人所得の伸長を反映して、大幅

な伸びを示し、地方税収入総額に占める割合も前年度より1.6％高くなった。

区 分

住民税法人分

事業税法人分

法人税(国税)

(参考)法人所得

対前年度増減率

42年度

　　

％

28.3

28.4

26.8

31.5

41年度

　　

％

17.9

17.3

11.3

34.5

決算額構成比

42年度

　　

％

　

9.7

21.3

29.7

13.5

41年度

　　

％

　

9.2

20.2

28.2

12. 1

　

（注）１

　

法人所得は、経済企画庁調による。

　　　　

２

　

法人所得の決算額構成比は分配国民所得に対する比率である。

　

さらに、個人の所得にかかる諸税の増減状況をみると次のとおりで、住民税

個人分、事業税個人分とも、法人の所得にかかる諸税と同様かなりの伸びを示

し、なかでも住民税個人分は減税幅が前年度より小さかったこともあって前年

度に比べ大きく増加している。

区 分

住民税個人分

事業税個人分

所得税(国税)

(参考)個人所得

対前年度増減率

42年度

　　

％

20. 1

18. 1

11.7

14.4

41年度

　　

％

11.1

16.3

15.9

13.4

決算額構成比

42年度
-

　　

％

　

21.3

　

1.6

　

29.6

　

94.6

41年度

-

　　

％

　

21.5

　

1.7

　

29.6

　

96.7

（注）１

　

個人所得は、経済企画庁調による。

　　

２

　

所得税および個人所得については､地方税との比較上１年前の計数である。

　　

３

　

個人所得の決算額構成比は、分配国民所得に対する比率である。
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イ

　

道府県税の収入状況

　

道府県税の収入額は、１兆1,310億円（前年度9,112億円）で、前年度と比

べると2,198億円、24.1%増加した。

　

道府県税収入額の税目別内訳は次のとおりで、構成比では事業税が43.6%

で最も大きく、以下道府県民税21,8％、軽油引取税8.2%、自動車税7.8％等

の順となっている。

　

各税目について、その増加率をみると、道府県民税（法人分）、事業税（法

人分）のほか、税率の引上げがあった道府県たばこ消費税が大きく増加して

いる。また、前年度に引き続き自動車税が高い増加率を示している。
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道府県税の増加額の内訳は第９図のとおりで、事業税の増加が道府県税の増

加に大きく寄与している。

　　　　　　　　　　　

第９図

　

道府県税収入の増加状況
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市町村税の収入状況

　

市町村税の収入額は１兆185億円（前年度8,574億円）で、前年度と比ぺる

と1,611億円、18.8％増加した。

　

市町村税収入額の税目別内訳は次のとおりで、構成比では、市町村民税力1

41.1%で最も大きく、固定資産税が36.3%でこれに次いでおり、両税で市町

村税総額の77.4%を占めている。

　

各税目別の増加状況についてみると、市町村民税が大きく増加し、また、固

定資産税が前年度を若干上回る増加率を示したほか、税率の引上げもあって市

町村たばこ消費税が著しく増加した。この結果、市町村税総額の伸び率は、前

年度を7.0％上回った。
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市町村税の増加額の内訳は第10図のとおりで、市町村民税の増加が市町村

税収入の増加に大きく寄与している。

　　　　　　　　　　　

第10図

　

市町村税収入の増加状況
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地方税の徴収成績は、地方公共団体の徴税努力等を反映して前年度を上回っ

た。
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超過課税等の状況

　

市町村における超過課税の主な状況は次のとおりで、市町村民税および固定

資産税について全市町村の２割から５割に当る団体が超過課税を行なってい

る。市町村民税の所得割については制限税率による超過課税を行なっている団
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体が、まだ、全市町村の15％程度あり、その他の税目についてもかなりの団

体が制限税率で課税している。

　

なお、道府県においては、超過課税を実施している団体はない。

市
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（注）１

　

法人均等割については、昭和42年６月１日から課税方式が改正された。

　　　

「１号の法人等」とは、地方税法第312条第１項第１号に掲げる法人等をい

　　　

い、「２号の法人等」とは、同法同条同項第２号に掲げる法人等をいう。

　　

２

　

団体数のO　は、当該税目の超過課税実施団体数の市町村総数に対する比

　　　

率である。

　

カ

　

法定外普通税

　

道府県における法定外普通税の状況は次のとおりで、昭和42年度に新潟県

のガス引取税が廃止された。

区 分 実

　　

施

　　

団

　　

体

　　

名

自動車取得税

モ

　

の

　

他

　

合

　　

計

　　

団体数

　　

収入額

42年度41年度42年度41年度

　　

団体

　　

団体

　

百万円

　

百万円

　　　

2

　　　

２

　　

59４

　　

４66

　　　

2

　　　

3

　　

50

　　

54

　　　

４

　　　

5

　　

644

　　

520

京都府、徳島県

岐阜県(繭引取税)、奈良県(文化観光税)

　

市町村における法定外普通税の状況は次のとおりで、前年度と比べると、犬

税を廃止した団体が14と多く、全体では16団体の減となっている。
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地方譲与税の決算額は692億円(前年度592億円)で、前年度と比べると100

億円、16.8％増加した。地方譲与税の内訳は、次のとおりである。
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（注）昭和42年１月１日から石油ガス税の暫定税率が10円（昭和41年12月31日まで

　　

は５円）となった。

（４）地方交付税

　

地方交付税の決算額は9,470億円（前年度７,773億円）で、前年度と比べる

と1,697億円、21.8%増加した。

　

地方交付税の算定基礎は次のとおりである。

　

なお、昭和42年度の普通交付税算定方法の改正における主な点は、道府県

分については、昭和41年度において特別事業債に振り替えられた財源を旧に

復したほか、地方団体の態容に応じて合理的な投資的経費の算定を行なうた

め、投資的経費にかかる各種の補正を整理統合して、新たに、投資態容補正を
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設けたこと等であり、また、市町村分については、下水道費、過疎、過密対策

の充実を図ったこと等である。
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（注）42年度補正における借入金の減額200億円は、交付税及び譲与税配付金特別

　　

会計における借入金の繰上げ償還額である。

　

地方交付税の交付状況は次のとおりで、都道府県については、普通交付税の

不交付団体は東京都、神奈川県、愛知県および大阪府で、前年度と変動はない

が、市町村においては、不交付団体数が14団体減少している。
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（５）臨時地方財政交付金

　

臨時地方財政交付金の決算額は120億円で、モの内訳は第１種交付金95億

円、第２種交付金25億円である。

　

なお、第１種交付金は、特別事業債の償還財源および市町村における財源の

充実に充てるため、普通交付税の配分方式によって都道府県に、第２種交付金

は、市町村の道路財源に資するため、市町村道の延長にあん分して市町村およ

び特別区に対して、それぞれ臨時に交付された。

　

３

　

その他の歳入

　

（１）国県支出金

　

国庫支出金の決算額は１兆4,065億円（前年度１兆2,628億円）で前年度と

比べると1,437億円、11.4%増加したが、国の景気調整策による公共投資の

抑制等を反映して増加率は前年度(15.9%)をかなり下回った。国庫支出金の

内訳は次のとおりで、普通建設事業、義務教育および生活保護にかかるものの

割合が大きく、これらで国庫支出金総額の73.8%を占めている。
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区 分

決算額構成比増減額構成比
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２
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％

22.4

10.3

　

2.7

　

0.7
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％
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0.7
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216
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14, 065 12, 628

10, 650　9,646
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2

　

1.5
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0.2
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6.1
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4.9

1,437 100.0 100.0
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23.6

1.5
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100.0 100.0
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0
8
－

　

一

　

一

５
１
８

16.4

11.4

　

15.9

10.4

　

15.7

14.6

　

16.5

　

市町村の歳入における都道府県支出金は1,451億円(前年度1,301億円)で、

前年度と比ぺると150億円、ｎ.6％増加したが、モの増加率は前年度(28.3%)

を大幅に下回っている。都道府県支出金の内訳は次のとおりで、国庫財源を伴

うものが67.7%を占め、都道府県の単独施策によるものは32.3%である。ま

た、対象事業別にみると、普通建設事業に対するものが51.7%、災害復旧事業

に対するものが17.7%を占めている。
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区 分

国庫財源を伴うもの
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100.0100.0

　

11.6
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地方債の決算額は3,402億円（前年度4,072億円）で､前年度と比べると670

億円、16.4%減少した。決算額が前年度に比ぺ減少しているのは、特別事業債

を廃止したこと、公共事業関係地方債の増加を抑制したこと等によるものであ

る。

　

地方債の発行状況を、その発行目的別および借入先別にみると次のとおりで

ある。
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（３）使用料、手数料

　

使用料、手数料の決算額は1,593億円（前年度1,451億円）で、前年度と比

べると142億円、9.7％増加した。使用料、手数料の内訳は、次のとおりであ

る。
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（４）繰入金

　

繰入金の決算額は381億円（前年度335億円）で、前年度と比べると46億:

円、13.6％増加した。繰入金の内訳は次のとおりで、前年度に引き続き積立金

とりくずし額が増加している。
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（５）繰

　

越

　

金

　

繰越金の決算額は1,639億円（前年度1,270億円）で、前年度と比べると369

億円、29.0%増加した。この繰越金のうち、純繰越金は1,089億円で、前年

､度の825億円より264億円増加し、また、前年度からの事業の繰越しにかかる

ものは550億円で、前年度の445億円より105億円増加した。

　

（６）その他の収入

　

モの他の収入の決算額は6,406億円（前年度5,506億円）で、前年度と比べ

ると900億円、16.4%増加した。その他の収入の内訳は、次のとおりである。
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（四）歳出の状況

１

　

日的別歳出の概況

　

昭和42年度の歳出純計決算額は５兆7,255億円（前年度５兆262億FJ）で、

前年度と比べると6,993億円、13.9%増加した。
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モの目的別内訳は次のとおりで､教育費(歳出総額の25.7%)、土木費(21.4%)

の両費目で歳出総額47.1%のを占め、さらに農林水産業費(8.9％)、民生費

(7.4%)および衛生費(6.4％)を加えると、歳出総額のほぼ７割に相当する。

　

決算額構成比を前年度と比ぺると、土木費、農林水産業費、商工費および公

債費が前年度に引き続きわずかながらその比重を増している。
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（注）警察費は、全額都道府県分である。

　

目的別決算の増加状況は、第11図のとおりで、増加額6,993億円のうち

教育費(1,740億円、歳出増加額に占める割合24.9%)、土木費(1,568億円、

22.4%)の両費目で増加額全休の47.3%を占めており、以下農林水産業費(688

億円、9.8％）、民生費(655億円、9,4％）、総務費(510億円、7.3％）の順に

増加額が多い。

　

また、増加率では、公債費(22.8%)、諸支出金（21.8％）のほか商工費

(19.6%)、民生費（18.3％）および消防費(17.4%)の増加率が高く、農林水

産業費（15.5％）、土木費(14.7%)および警察費（16.1％）についても歳出総

額の伸び(13.9%)を上回っている。
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第11図

　

目的別歳出決算額の増加状況
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主な経費について、モの増加額の内容および増加理由をみると、おおむね次

のとおりである。
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目的別歳出のうち主なものについて昭和38年度を100とした場合の指数で

その推移をみると次のとおりである。

″社会福祉等の民生費の伸びか特に著しく、農業構造改善事業をはじめとする

農林水産業費、道路整備等の土木費、中小企業の育成、近代化等のための商工

費およびごみ、し尿処理や公衆衛生等のための衛生費の伸びも大きい。
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－
（注）昭和39年度から財務会計制度の改正により科目区分が改められているので、

　

昭和38年度分については、新科目区分に組み替えて記載してある。

　

目的別歳出の決算額構成比を団体別にみると第12図のとおりで、都道府県

においては、教育費、土木費、農林水産業費、警察費の順に高く、特に義務教

育の教員の給与費、高等学校費等の教育費と道路整備、河川改良、海岸保全等

の土木費との両費目で全休の51.1%を占めている。市町村においては、土木

費、教育費、総務費、民生費、衛生費の順に高く、土木費、教育費の両費目で

全休の38.3%を占めているが、生活保護費等の民生費およびごみ処理、し尿

処理等の衛生費の割合が都道府県に比べて高い。

　

さらに、市町村を団体種類別にみると、大都市における土木費が他の団体に

比べて非常に高い割合を示しており、また、都市における民生費、町村におけ

る農林水産業費の構成比が他の団体のそれに比べて高くなっている。
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目的別歳出決算額の構成
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日的別歳出の内容

目的別歳出のうち主なものについてみると、次のとおりである。

（１）民

　

生

　

費

　

ア

　

民生費の決算額は4,238億円(前年度3,583億円)で、歳出総額の7.4%

(都道府県では4.3％、市町村では11.9％)を占め、前年度と比べると655億

円、18.3%増加した。

　

イ

　

民生費の目的別内訳は次のとおりで、生活保護費が民生費総額の46.4%

を占めて最も大きく、児童福祉費(27.6%)、社会福祉費(19.6%)がこれに次

Ｖヽでいる。
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最近における推移をみると、生活保護費については、被保護人員の減少もあ

って、増加率は鈍化の傾向にあるものの、保護基準の引上げ、医療扶助の増嵩

等によって歳出総額の増加率を上回る伸びを示している。また、保育所をはじ

めとする福祉施設の整備、拡充ならびに措置費の充実等により児童福祉費、老

人福祉費等も毎年度高い増加率を示し、これらの結果、民生費総体の決算額ぽ

昭和38年度と比ぺると約２倍に増加している。

　

民生費の目的別内訳を団体別にみると第13図のとおりで、金額的には市町

村の比重が大きいが、目的別内訳においては大きな相違はない。
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ウ

　

民生費の性質別内訳および財源内訳は次のとおりで、扶助費が民生費総

額の56.4％を占めて最も大きく、人件費（20.6％）、普通建設事業費（8.0％）

がこれに次いでいる。

　

民生費の性質別内訳について前年度と比べると、児童福祉施設、老人福祉施

設等の施設の建設が進み普通建設事業費が大きな増加を示している。
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性質別内訳鮎団体別にみると第14図のとおりで，都道府県，市町村とも構

成比に大きな相違はないが，都道府県においては，母子福祉資金等の貸付金の

比率が，市町村においては，施設等の職員の人件費の比率が，それぞれ相対的

に高くなっている。

　　　　　　　　　　　　

第14図

　

民生費の性質別内訳
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民生費の各目的別経費について、その内訳をみると第15図のとおりで

ある。

　

社会福祉費では、社会福祉主事をはじめとする職員の人件費(38. ＼%)が大

きく、老人福祉費では老人の保護措置に要した経費などの扶助費が大きい。児

童福祉費では、保護を要する児童の措置に要した経費などの扶助費(35.1%)

と、児童福祉司、児童相談所の職員、助産施設、保育所等の施設の職員の人件

費(33.1%)の両費目で児童福祉費総額の68.8％を占めており、また、普通

建設事業費の比重も大きい。生活保護費では扶助費（生活扶助、住宅扶助、教

育扶助、医療扶助等）が91.9%と生活保護費の大部分を占めている。
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民生費の各目的別経費り内訳
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なお、民生費における事業目的別の普通建設事業費の推移をみると第16図

のとおりで、保育所建設等の児童福祉費については、昭和36年度の5.4倍の

投資規模となっている。

　　　　　　　　　　

第16図

　

民生費の普通建設事業費の推移
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生活保護の被保護人員および保護率の推移をみると第17図のとおりで、

いずれも引き続き減少している。

　　　　　　　

第17図

　

生活保護の被保護人員および保護率の推移
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被保護者の扶助種類別の状況について推移をみると第18図のとおりでヽ医

療扶助が増加を続けているほかは、いずれも減少の傾向にある。しかし、生活

扶助の支給基礎となる生活扶助基準は、第19図にみられるとおり、毎年改定さ

れており、また、医療扶助については被保護人員の増加のほか、平均医療費の

増嵩により、その他の扶助についても標準的保障水準の向上により、その支出

額は増加を続けており、生活保護費における扶助費は引き続き増加している。

　　　　　　　　

第18図

　

生活保護の扶助種類別被保護人員の推移
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第19図

　

生活扶助基準改定の推移
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（注）生活扶助基準は、昭和38年３月3旧までは東京都標準５人世帯当りの基準で

　　

あり、昭和38年４月１日以降は同４人世帯当りの基準である。

　

カ

　

昭和42年12月31日現在における民生関係の主な施設の状況は次のと

おりで、前年に比べて増加した主な施設数は、社会福祉施設については身体障

害者更生援護施設26箇所、老人福祉施設では老人福祉センター18箇所、児童

福祉施設については保育所403箇所、児童館162箇所等である。生活保護施設

については、おおむね横ばい状態にある。

　

なお、専任職員数については、おおむね各施設とも増加している。
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公立保育所の箇所数および入所幼児数を前年度と比べると、箇所数は403箇

所、入所幼児数は４万２千人増加した。

　

これらの最近の推移をみると第20図

のとおりで、昭和36年度の状況と比ぺると箇所数においては1.3倍、入所幼

　　　　　　　　　　　　　　　　

― 70 ―

－－

‥

　

･ 一 一 一 ‥ 一 一 一 一 - －



児数1.4倍，専任職員数は1.6倍となっている。

　

なお，昭和43年４月末現在における公私立の設置者別の割合をみると，施

設数においては公立62.5％，私立37.5%で，入所幼児数においては公立

61.4％，私立38.6%となっている。

　

保育所専任職員数の推移(人)
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第20図

　

公立保育所の箇所数および入所幼児数の推移
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(都道府県では5.0％，市町村では8.0％)を占め，前年度と比べると372億円j
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7,190

　　

57

　　　　　　　　　　

6,907

　　　　　　

6,536

　　　　

528

　　　

6,259

　　　　

503

1所数

　　　　　　

入所幼児故

　　　　　　　　

478
j,892

゛92

　　

451

　

429

Ｔ



11.4%増加した。

　

イ

　

衛生費の目的別内訳は次のとおりで、清掃費が衛生費総額の41.8％を

占めて最も大きく、公衆衛生費(35.7%)、結核対策費（13.5％）がこれに次い

でいる。

　

最近における推移をみると、清掃費が毎年度高い増加率を示し、結核対策費

の伸びがおおむね鈍化の傾向にある。衛生費全体としての伸び率は、最近やや

鈍化しているが、決算額は昭和38年度と比べると1.8倍に増加している。

区 分

公
結
保
清

生
策
衛
対
衆
核

　

健

　

所

　　

掃

合

　　　

計

費
費
費
費

　　

決

　　

算

　　

額

42年度41年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　

1,296

　

1, 144　　152

　　

492

　　

511

　

｡19

　　

327

　　

290

　　

37

　

1,516

　

1,314

　　

202

　

3,631

　

3,259

　　

372

決算額構成比

　　

42

-

　　

％

　

35.7

　

13. 5

　

9.0

41.8

100.0

　　

41

-

　　

％

　

35. I

　

15.7

　

8.9

　

40.3

100,0

増減額構成比

　　

42

-

　　

％

　

40.9

・5.2

　

9.9

54.4

100.0

　

41

-

　　

％

43. 1

　

6.6

　

8.0

42.3

100.0

対前年度
増加率

　

42

-

　

％
13.3

△3.8

12.7

15.4

11.4

　

41

-

　　

％

19.5

　

5.9

13.6

16. 1

15.3

　

衛生費の目的別内訳を団体別にみると第21図のとおりで、都道府県におい

ては公衆衛生費、結核対策費および保健所費の割合が高く、市町村において

は、清掃費が60.0％の高い割合を占めている。

　

なお、都道府県の清掃費は、

そのほとんどが東京都分であるが、これは23特別区の区域内の清掃事業を東

京都が行なっているためである。
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第21図

　

衛生費の目的別内訳

総

　　

計

　　　　　

都道府県
3,631億円

　　　　　　

l,770lt円
(ZOO.0%)

　　　　

（100.0％）

の性質別内訳および財源F

　　　

決

　

算

　

額

市町村
1,948(S円
(100.0％)

認

ウ

　

衛生費の性質別内訳および財源内訳は、次のとおりである。

区 分

性質別内訳

人
物
扶
補
皿
繰
そ
合

42年度41年度増減額

億円

　　

億円

　　

億円

　

件

　

費1,017

　

件

　　

費

　　

534

　

助

　　

費

　　

710

助

　

費

　

等

　　

408

建設事業費

　　

450

　

出

　　

金

　　

279

　

の

　　

他

　　

233

　　　

計

　

3,631

2
7
1
6
1

3
8
2
8

1

　
　
　
　
　

△

　
　

ａ

5
7
1
2
1

8
4
3
2
5

8
4
7
3
4

　　

234

　　

189

3,259

4
5
４
４

財

　

源

　

内

　

訳

　

国庫支出金

　

使用料、手数料

　

分担金､負担金、

　

寄

　　

附

　　

金

　

地

　　

方

　　

債

　

その他特定財源

　

一般財源等

　

合

　　　　

計

　　

690

　　

234

　　　

12

　　

173

　　

157

2,365

3,631

372

709

　

△19

　

213

　　

10

　　

155

　　

143

2,029

3,259

１

　

２

　

８
４

２

　
　
　
　

Ｉ
Ｉ

336

372

決算額構成比

　

42

　　

41

　

％

　　　

％

　

28.0

　

14.7

　

19.6

　

11.2

　

12.4

　　

7.7

　　

6.4

100.0

増減額構成比

　

42

　　

41

　

％

　　　

％

　

27.2

　

35.5

　

13.7

　

23.2

　

22.4

　

△5.5

　　

9.9

　

23.2

　

13.8

　

△0.4

　　

7.2

　

12.2

　　

5.8

　

11.8

100.0

　

100.0

19.0

　

6.5

　

0.3

　

4.8

　

4.3

65. 1

100.0

21.8

　

△5.0

　

6.5

　　

5.5

　

0.3

　　

0.5

　

4.8

　　

4.8

　

4.4

　　

3.9

　

62.2

100.0

　

90.3

100.0

対前年度
増減率
42

　　

41
-
％

　　

％

　

26.2

　

14.9

　

16.0

　

19.3

　

22.3△2.8

　

10.4

　

26.8

　

8.7△0.3

　

9.8

　

19.4

　

6.6

　

23.3

100.0

　

11.4

14.7

18.3

15.2

16.3

　

9.1

22.2

17.6

15.3

20.3△2.7

　

6.7

　

9.7

０．７

△0.4

　

7.9

　

64.8

100.0

14.2

15.6

20.3

　

43.0

11.6△11.8

10.0

　

31.3

16.6

　

16.0

11.4

　

15.3

これを団体別にみると第22図のとおりで、精神衛生、結核予防などの医療
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保健所費

　　　　　　

76億円

　　　　　　　　　　　　　

-3.

252(1:n　　14.2%tT27息円　　6.

緊ｏ飛

　

作憐八八

380tt円

　　　

as 576IE円

公衆

　　　　　　

北

衛生北

　

％

773ffi円43.7

　　　　

柵掃費

　

％

　　　　　　　　

1,169(S円60.0

瀞沢?20?1§
365億円

保健所費327II円

　　　

9.0％

　

結論j?函心

　　

13‘5宍

　

公衆衛生費

　

35?4･

　

1,2961:6円

　

済掃費

　

％

　

1,516億円

　　

41.8



関係行政が主として都道府県において行なわれ。清掃､､下水道などの環境衛生

の事業が主として市町村において行なわれていることから、都道府県において

は扶助費の比率が、市町村においては普通建設事業費および物件費の比率が、

それぞれ相対的に高くなっている。

　　　　　　　　　　　　

第22図

　

衛生費の性質別内訳

純
江

　　

計

63Hf:円）

都道府県

(1,770億円)

市
民
町村

948億円）

　　

はn

　

r-r≫P||||≪ft"t||||tliai<lti‰ゾ

１

　　　　　　　

／

　　　　　　

…
…

　

｀

　

＼

　　

Ｘ

　　　　　　　

Ｉ

ｘ

　　　　　　　　　

ｆ

　　　　　　　　　　　

ゝゝ

　　　

ゝゝ

　　　

１

　　　　　　　　

１
ｌ　　　　　　　　　ｌ’　　　　　　　　　　　ゝ、　　ｙ･

　　

１

　　　　　　　　　　

｜

　　

(24.3%)

　　　　　　

白ﾖﾖj

　　　　

（9.7％）･7.8％）・(23.1%)

　　　

（30.1％）

　　　　　

常設)i
(18.6%) ^{17.3%)M　(29.4%)　　　　l

　

エ

　

衛生費の各目的別経費について、その内訳をみると第23図のとおりで。

結核対策費は大部分が措置費等の扶助費であり、公衆衛生費についても、精神

障害者の措置費等の扶助費が高い比率を占めている。

　

清掃費においては、公共下水道事業会計に対する繰出し(412億円）が清掃

費総額の27.1%を占めており、前年度と比べると26.9%と大きく増加してい

る。また、し尿、ごみ処理関係の人件費、物件費についても引き続き高い伸び

を示している。

　

なお、衛生費における普通建設事業費の推移をみると第24図のとおりで、:

清掃費については、昭和36年度の3.4倍の投資規模となっているよ
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(億円)

　

450

400

300

200

100

０

第23図

　

衛生費の各目的別経費の内訳

公衆衛生費

1,296(6円
(100.0％)

結核対策費

　

492I£円

(100.0％)

保健所費

　

327位円
(100.0％)

清掃叫

1,516K円

(100.0ぢ)

第24図

　

衛生費の普通建設事業費の推移

　　　　　　　　　　　　　　　

451

　　

450

36

　　

37

　　

38

　　

39

75－

40

　　

41

　　

42（年皮）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

414

　　　　　　　　　　　　　　

365

　　

92

　　

125

　　

129

　　　　　　　　　　　　　　

99

　　　　　　　　　　

271

　　　　　

231

　　

74

　　　　　

75

　　　　　　　　　　

322

　　

326

　　

321

151

そ

　　　　　　　　

266

の
他
56

　　　　　

197

清

　　

156

掃
費
淑
９

い。

　

o湊幽

ま

　

6.9％

　

32.9%

　　　　　　　　　

4.4％

　　　　　　　　　

30.3％

胆

　

§

　　

21.2

鋭呂

　　　

82°8％

　　　　　

17.8％

E;※9??1? 4i廿E　　　　　、　　　　　　　　　　　　　30.7％

　　　

1.5％

　

大卜‘郊=¥E



　

オ

　

保健衛生施設および保健衛生水準の状況は、次のとおりである。

　

またヽ環境衛生のうち、し尿およびごみ処理の状況をみると、し鄙こついて

はヽ衛生的処理の理想は下水道放流の終末処理方式であるが、これによる水洗

化人口は特別清掃地域人口の１割に満たず、また、汲取りし尿々乙っいでもヽモ

の約２分の１は、いまだ農村還元とか海洋投棄等の非衛生的方法により処理さ

れている。ごみ処理は焼却による処理が最も衛生的な方法であるがヽ焼却や高

速堆肥化による衛生処理率は46.7%で、いまだ埋立等の衛生的と考えられな

い処理方式が多い。

区 分 30年

　

36年

　

37年

　

38年

　

39年

　

40年

　

41年

　

42年

保健衛生施設

　

保

　　

健

　　

所（箇所）

　

783

　　

796 803　　　810　　817　　821　　826　　829

　

公営病院病床数（床) 116,984 169,092 176,916 184,295 190,078 194,395 199,081 199,695

　

公営診療所病床数（床) 8,089　8,791　8,636　8,587　8,218　7,794　7,423　6,327

　

公営隔離病舎病床数（床) 12,898　15,868　16,230　16,594　16,870　17,058　16,817　16,8U

保健衛生水準

平

　

均

　

寿

　

命{詰
出生率(人口千人対比)

死亡率(人口千人対比)

伝
結
染病死亡

核

　

死

乳

　

児

　

死
(出生千人

亡
亡
対

率
率
率
り

63.6

67.8

19.4

　

7.8

66.0

70.8

16.9

　

7.4

０
５

　

６

４
９

　

・

　

.

C
M

Ｃ
Ｏ

Ｏ

　

’
ｆ
Ｎ
Ｊ

　
　

０

５
３

　

８

７
２

　

・

　

・
５

　

９

０

　

・
３

　
　

０

66.2

71,2

17.0

　

7.5

0.38

0.292

　

26.4

　

67.2

　

72.3

　

17.2

　　

7.0

　

0.31

0.242

　

67.7

　

72.9

　

17.6

　

6.9

　

0.31

0.235

23.2

　　

20.4

　

67.7

　

73.0

　

18.5

　

7.1

　

0.28

0.226

　

18.5

　

68.4

　

73.6

　

13.7

　

6.8

　

0.26

0.202

　

19.3

　

68.9

　

74.2

　

19.3

　

6.7

　

0.22

0. 176

　

15,0

（注）保健衛生施設は12月31日現在の計数、保健衛生水準は年平均の計数である。

　

ヵ

　

衛生費以外の費目にかかるものを含め、地方公共団体が昭和42年度に

公害対策として支出した経費についてみると第25図のとおりで、都道府県に

おいては大気汚染対策費が、市町村においては騒音および振動対策費が最も大

きい。
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合

　　

計

　

116億円

(100.0％)

都道府県

　

36億円

(100.0％)

市町

　

村

　

80億円
(100.0％)

第25図

　

公害対策費の状況

地盤沈下

(3.9%)

(2.4％)

　

(３)労

　

働

　

費

　

ア

　

労働費の決算額は1,110億円(前年度1,001億円)で、歳出総額の2.0％

(都道府県では1.5％、市町村では2.4％)を占め、前年度と比べると109億円、

10.8％増加した。

　

イ

　

労働費の目的別内訳は次のとおりで、失業対策費が労働費総額の73.0％

を占め、職業訓練費、労政事務所費等その他の経費は27.0%となっている。

　　　　　　　　　　

決

　　

算

　　

額
区

　　　

分

42年度41年度増減額

失業対策費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

億円

　　

億円

　　

億円

810

　　

738

　　

72

　　

300

　　

263

1.110

　

1.001

37

109

決算額構成比

　

42

　　

41

　　　

％

　

73.0

　

27.0

100.0

　　　

％

　

73.7

　

26.3

100.0

増減額構成比

　

42

　　

41

　　　

％

　

66.6

　

33.4

100.0

　　　

％

　

61.3

　

38.7

100.0

対前年度
増減率

42

　　

41

　　

％

　

9.8

13.7

10.8

％
６

　

７

14. 1

　

9．２

　

これを団体別にみると第26図のとおりで、市町村においては、ほとんどが

失業対策費であるのに対して、都道府県においては、失業対策費と職業訓練お

よび一般労政等の経費とがそれぞれほぼ２分の１の割合を占めている。
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1

　　

゛ヽ
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（26.6％）
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(12.2%)S7.29J

　

ダダ

:
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(61.3%)
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ゝ
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純

　　

計
1,110億円
(100.0%)

第26図

　

労働費の目的別内訳

％
　
１

　

％
ヽ
”
.＼

i
"
　
３

か
か

　

５
　

‰
…
四
ぷ

都道府県

　

544B円
(100.0‰

そ

市町村

　

573B円
(100.0％)

ウ

　

労働費の性質別内訳および財源内訳は、次のとおりである。

区 分

性質別内訳

　

人

　　

件

　　

費

　

失業対策事業費

助
独
他

　
　
　
　

計
訳

　
　

の

　
　

内

補
単

　

合
源

　
　

そ

　
　
　
　
　

財

国庫支出金

その他特定財源

一般財源等

　

合

　　　

計

　

決

　　

算

　　

額

42年度41年度増減額

　

億円

　　

億円

　　

億円

142

4
3
1
4
0

　
　

4

5
9
6

　

1
1

　
　
　

9

7
5
1
2
1

　
　

3

　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

１

4
9
4
5
8
1

　
　

7

2
8
4

　

４
８
０

　
　

5

1
6
5

　

１
１

　

０

　
　

３

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｊ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

122

　　

108

594

　　

536

110

　

1.001

　

18

　

65

　

49

　

16

　

26

109

　

37

　

14

　

58

109

決算額構成比

　

42

　　

41

　

％

　　　

％

　

12.8

　

67.9

　

53. 5

　

14.4

　

19.3

100.0

　

35.5

　

H.0

　

53.5

100.0

　

12.4

　

68.8

　

54.3

　

14.5

　

18.8

100.0

　

35.7

　

10.8

　

53.5

100.0

これを団体別にみると、第27図のとおりである。
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増減額構成比

42

　　

41
-
％

　　　

％

　

16.7

　

59.9

　

45.7

　

14.2

　

23.4

100.0

　

33.6

　

13.2

　

53.2

100.0

14.7

55. 1

29.8

25.3

30.2

100.0

　

30.5

　

17.8

　

51.7

100.0

対前年度
増減率

42

　　

41

％

14.6

　

9.4
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労働費の性質別内訳
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失業対策事業紹介対象者等の推移は次のとおりで、失業対策事業紹介対

象者は、一般的な雇用失業情勢の好転のほか、雇用奨励制度の活用、失業対策

制度に関する改善等により毎年度減少を続けており、これに伴い、失業対策事

業への吸収人員も減少を続けている。
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農林水産業費の決算額は5,116億円（前年度4,428億円）で、歳出総額

の8.9％（都道府県では11.5%、市町村では7.2％）を占め、前年度と比べる

､と688億円、15.5%増加した。
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農林水産業費の目的別内訳は次のとおりで、農業改良普及事業をはじ

め、農業生産力向上のための指導奨励、農業経営近代化施設の建設等の農業費

(32.3%)、土地改良事業や農業構造改善事業による土地基盤整備等の農地費

(33.8%)がそれぞれ農林水産業費総額のほぼ３分の１を占めており、林業費
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（18.0％）がこれに次いでいる。

　

また、各経費の増加状況をみると、土地基盤整備事業の推進に伴う農地費の

伸びのほか畜産振興による畜産業費の伸びが引続き大きく、農林水産業費総体

としても、近年において毎年度歳出総額の伸びを上回る伸びを示しでおりヽ昭

和38年度と比べると1.9倍に増加している。
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農林水産業費の目的別内訳を団体別にみると第28図のとおりで、都道府県

においては、農業費、農地費ともほぼ同じ割合であるが、市町村におい゛ｒは、

農業経営近代化施設の建設等の農業費の割合が大きい。

第28図

　

農林水産業費の目的別内訳
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農林水産業費の性質別内訳および財源内訳は次のとおりで、普通建設事

業費が農林水産業費総額の59.0%を占め、特に補助事業費(46.1%)が高い比

率を占めている。なお、普通建設事業費のうち、その２分の１に当る1,535億

円は土地基盤整備事業等の農地費である。また、前年度と比べると、農地費の

普通建設事業費が前年度に比べ24.7%増加しており、農林水産業費総額の増

加額の44.2%を占めている。
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農林水産業費の性質別内訳を団体別にみると、第29図のとおりである。市

町村においては、都道府県に比べ単独事業費の比率が高い。
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農林水産業費の性質別内訳
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農林水産業費の各目的別経費の内訳をみると第30図のとおりで、農地

費、林業費および水産業費については大半が普通建設事業費である。これら事

業目的別の普通建設事業費の最近の推移をみると第31図のとおりで、また、

昭和36年度を100とした場合の指数でこれをみると次のとおりである。
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第31図

　

農林水産業費の普通建設事業費の推移
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商工費の決算額は2,321億円（前年度1,940億円）で、歳出総額の4.1％

（都道府県では4.8％、市町村では2.7％）を占め、前年度と比べると381億円、

19.6%増加した。
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商工費の性質別内訳および財源内訳は次のとおりで、中小企業の近代

化、高度化を促進するための貸付等の貸付金が商工費総額の65.3%を占めて

おり、補助費等（9.4％）がこれに次いでいる。
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地方公共団体が中小企業者に直接資金を貸付けし、あるいは金融機関に資金

を預託し、また、中小企業者の信用補完のため信用保証協会へ出資する等、

中小企業者に対する金融対策の比重は高まってきている。

　

これら貸付金貸付額の推移をみると第32図のとおりで、毎年度大きく増加

している。
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商工費の貸付金貸付額の推移
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商工費の性質別内訳を団体別にみると第33図のとおりである。
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また、土木費の目的別内訳を団体別にみると第34図のとおりで、都道府県

においては、道路橋りよう費（43.0％）が最も大きく、河川海岸費（18.3％）、

都市計画費（15.1％）がこれに次いでいるが、市町村においては、道路橋りよ

う費（36.0％）のほか、都市計画費(33.5%)の比率も高く、両者合わせて全

休の７割を占めており、住宅費（16.0％）がこれに次いでいる。
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土木費の決算額は１兆2,231億円（前年度１兆663億円）で、歳出総額

の21.4% (都道府県では22.2%、市町村では19.4%)を占め、前年度と比べ

ると1,568億円14.7%増加した。
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土木費の目的別内訳は、次のとおりで、道路橋りよう費が土木費総額の

40.3％を占めて最も大きく、都市計画費(22. 0%)、住宅費（14.0％）、河川海

岸費(12.8%)がこれに次いでいる。

　

最近における推移をみると、道路、街路の整備や都市における生活環境の改

善、土地の計画的利用等のための道路橋りよう費および都市計画費、公営住宅

建設のための住宅費の伸びが総じて大きい。なお、昭和42年度においては、

前年度に比べ住宅費が高い増加率を示している反面、都市計画費、道路橋りよ

う費の増加率が若干低下している。
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土木費の性質別内訳および財源内訳は次のとおりで、性質別では、土木

　

費総額の81.2%が普通建設事業費であり、その７割が補助事業費および国直

　

轄事業負担金である。
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土木費の性質別内訳を団体別にみると第35図のとおりである。都道府県で

は、普通建設事業費の８割は補助事業費および国直轄事業負担金である。
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土木費の各目的別経費について、その内訳をみると第36図のとおり

で、いずれも大部分が普通建設事業費である。
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なお、各目的別経費の内訳のうち、普通建設事業費および維持補修費につい

て、前年度に対する増減率をみると次のとおりで、前年度と比べるとヽ普通建

設事業費については、住宅費および港湾費のほか増加率は低下し、維持補修費

についても都市計画費を除きいずれも低下している。
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土木費における事業目的別の普通建設事業費について、最近の推移をみると

第37図のとおりで、また、昭和36年度を100とした場合の指数でこれをみる

と次のとおりである。道路橋りよう費の伸びが最も大きく、都市計画費、住宅

費も大きく増加している。
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道路、橋りよう等土木関係の公共施設の状況は、次のとおりである。
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59.5 57.9 52. 7 50. 0 13.7 13.6 19.0 15.7

64.5 62.7 62.6 59.7 12.7 12.9 15.7 14.3

(昭和44年１月１日現在)

区

特定

重

地

　

合

分

　　

都道府県市町村

計

湾
湾
湾

8
6
8
2

　
　

６
５
３

　
　
　
　

４
５

（エ）都市計画法適用市町村数

区 分

　
　

村

市

　
　

計

　
　

町

6
2
9
7

　
　

１
６
８

　
　
　
　

３
３

市町村数

一

　

565

　

2,738

　

3,303

ぶ務組警港務局

　

その他

　

合

　

計

3
2
0
5

0
1
0
1

０
１

135

136

7
2
2
1

1
8
6
6

　
　
　
　

9
0

　
　
　
　
　
　

－

(昭和43年１月１日現在)

法適用数

　

565

　

754

1,319

團

　

都市計画事業の実施状況

　　　　　　　　　　　　

昭和43年３月31日現在

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

計

　

画凶

　　

実施済(哨

区画整理面積(千m2)

街路新設改良延長(km)

829,294

　

39. 342

409, 763

　　

9,887

率
100

49.4

25. 1

指定率

100.

　

27.

　

43.

O％

5％

5％

　　

事

　

業

　

量

42年度

　　

41年度

83,961

　　

67, 439

　

2,724

　　　　

873

固

　

公営住宅等の整備状況

　　　　　　　　　　　　　

42年度

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

建設戸数

宅
種
種
宅

住

　
　
　

住

　

１
２

営

　
　

良

　

第
第

公

　
　
　

改

その他の賃貸住宅

30, 284

49, 223

　

2,998

　

1,628

84, 133

　　　

42年度末管理戸数

木造住宅

　　

非木造住宅

183,492

197,202

　　　

604

　

32,393

413,691

283,

263,

　

30，

　

18，

595,

776

202

075

003

056

計

　

467,

　

460,

　　

30，

　　

50，

1,008,

268

404

679

396

747

　

合

　　　　

計

（注）自治省調による。
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ヵ

　

最近における交通事故の激増のすう勢に対処するため、交通安全対策に

対する地方公共団体の支出は年々増加している。昭和42年度においては、土木

費以外の費目にかかるものを含め、交通安全施設費342億円、踏切道の構造改

善64億円や､交通安全運動、救急業務等63億円の合計469億円か支出されてい

る。

　　　　　　　　　　　

第38図

　

道路交通安全対策費の状況

交通安全対策費の内訳は、次のとおりである。
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昭和42年度
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－

　　　　　　　　　

469億円
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種

その他
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区 分

　　

41

　

年

　

度

補助

　　

単独

　　

計

　　

増

増減額

減

増減率

交
通
安
全
の
た
め
の
施
設
費
踏

公
安
委
員
会

交
交
交
救
そ

一

歩

　

道

歩道橋

種

　

その他

　　　

計

一

　

防護柵
一

‥

　

その他

計
計

　

合

切
機
識
示
他

　

動
隊

　

∴
四
・
計
ば

　

に
卜
に
記

　　　

42

　

年

　

度

補助

　　

単独

　　

計

　

億円

　　

億円

　　

億円
7
1
0
8

9
5
2
6

　
　
　
　
　
　
　

１

２

　

4
6
4
5

　

。

2
1
3
0
5

　

‥

　
　
　
　
　
　
　

２

通事故相談

　　

…

　

急

　

業

　

務

　　

…

　　

の

　　

他

　　

…

総

　

合

　

計

5
9
0
4

　

7
6
3
7
9

－

　
　

－

　

3
1
2
4

　

７

2
0
0
2
9
０
9
1
4

1
6
3
0
3
4

　

7
8
6

1

　
　
　
　

２

　
　
　
　
　

２

2
6
1
4 1
0
1

1
1

　

６

2
4
1
1

１
８

　

28

469

円
7
9
6
2
1
3
4
6
0

億
１

　
　
　
　

3
2
1
3
6
4

億円

　　

億円

５
６

　

7
8
6
8
4
2
5

　
　
　
　
　
　
　

１

　
　

１

　

２
４

2
5
3
0
7
1

　

8
8
5
4
8
6
8
6

　

7
1
0
4
5
6

2

　

－
1

　

5
2
3
5
0
4
1

　
　
　
　
　

3

　
　
　

－

　
　
　
　
　

－

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

円
0
5
7
2
2
9
1
3
9
2
6
5
2
5
5
3
1
4
3
3

　

9
4
1
5
1

　
　

2

　

7

　

1
1

　
　
　
　
　
　
　

2

　
　
　
　
　
　
　

2
5

億

　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

％

4i6.a

294.2

128.7

304.3

　

45. &

　

26.7

　

35.4-

159.4-

　

42.7

　

84.3-

　

86.≫

　

83. r

　

23.7｢

　

70.91

　

55. a

　

29.7

495.8･

105.2･

477.2

116.9･

　

（了）消

　

防

　

費

　

ア

　

消防費の決算額は876億円（前年度747億円）で、歳出総額の1.5％（市

町村では3.0％）を占め、前年度と比べると129億円、17.4%増加した。

　

なお消防の行政主体は市町村であるが、東京都の23特別区の区域について

は東京都が行政主体となっている。

　

イ

　

消防費の性質別内訳および財源内訳は次のとおりで、消防関係職員の給

与等に要する人件費が消防費総額のほぼ３分２のを占めており、消防施設の整

備に要する普通建設事業費（16.1％）、消防活動等に要する物件費（12.0％）が

これに次いでいる。
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区 分

性質別内訳

　

人

　　

件

　　

費

　

物

　　

件

　　

費

　

普通建設事業費

他
計

　

金
債

　
　

訳
出

の

　

内
支
方

そ
合
源
心
地

　
　

財

その他特定財源

一般財源等

合

　　　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

42年度41年度増減額
円

　
　

1
5

.1
9
6

　
　

3
7

　
　
　

8
0
4
4

　

7

　
　

1
4

億

　

５
１
１

　
　

８

　

39

777

876

円

　
　

6
2
3
8
9

億

　
　
　
　
　
　
　
　

１

円

　
　

5
3
8
1
7

　
　
　
　

9
9
1

　

4
4

億

　

４

　
　

１

　
　

７

１１

9
6
1
7

3
3
6
4

　
　
　
　
　

６
７

２
８
３

116

129

決算額構成比

　　

42

　　

41

　　

％

　　　

％

　

66.3

　

12.0

　

16. 1

　

5.6

100.0

　　

1.5

　　

5.3

　　

4.5

　

88.7

100.0

　

66.3

　

12.4

　

15.8

　

5.5

100.0

　　

1.4

　　

5.2

　　

4.9

　

88.5

100.0

増減額構成比

42

　　

41
-

　

％

　　　

％

　

66.3

　

77.8

　

9.9

　

10.8

　

17.7

　

16.7

　

6.1

　

△5.3

100.0

　

100:0

　

2.0

　

△0.8

　

6.2

　

12.0

　

2.5

　

△1.1

　

89.3

　

89.9

100.0

　

100.0

対前年
増

　

減

42
-
％

17.4

13.9

19. 5

19.2

17.4

度

率

４1

％

　

14. 1

　

10.1

　

12.6

△9.2

　

11.8

24.2

　

△5.4

20.8

　

32.3

　

8.8

　

△2.4

17.5

　

12.0

17.4

　

11.8

　

消防費の推移を人件費、普通建設事業費等の内訳別にみると第39図のとお

りである。
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(億円)
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第39図

　

消防費の推移

　　　　　　　　　　　　

36

　　　

37 38　　　39　　40　　41　　42(年度)

　

ウ

　

団体別の救急業務費は次のとおりで、交通事故の増加等により救急業務

費は急激に増加している。

区 分 42年度 41年度 増加率

市
都

合

　

町

道

　

府
計

村
県

円
７
９
６

　

６
６
３

万
５
２
８

百 円
６
１
７

　

１
９
０

万
３

　
　

４

百

増加額

-

　

百万円

　

251

178

429

　　　

％

　

79.4

195.6

105.4

　

エ

　

昭和43年４月１日現在の消防職員数は57,607人で､前年同期より2,96S

人増加した。

　

また、昭和43年４月１日現在の消防機関および消防施設の保有

状況は次のとおりである。
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ポ
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用

付
動
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他

ソ
消

消防本部・署

消

　

防

　

団

分
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防

カ
カ
ポ
学
防
線
急
の

ポンプ車

ポ

　

ン

　

プ

ポ

　

ソ

　

プ

ソ

消

　

防

プ
車
艇
車
車
車

部
署
所

43.4. 1 現在　　42.4. 1 現在

17,213

　　　

230

　

6,004

54,202

7
8
4
3
0
9

7
5
3
3
4
3

8
2

　
　

3
8
8

1

　
　
　
　
　
　
　

＼
n

　　　

701

　　　

851

　

1, 149

　　　

94

　

3,749

29,451

　

比

増減数

16,811

　　　　

402

　　　

200

　　　　

30

　

7,059

　　

△1,055

53,012

　　　

1, 190

　

2,606

　　

a
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1
2
9
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6
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0
5
8

　
　
　
　
　

2
1
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7
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1

　
　

1

　

6
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タ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

　　

671

　　

817

　

1, 100

　　

107

　

3,764

29,926

ハ
】
Ｏ

<
1

0
4
9
3
5
5

3
3
4

　

－
－

　

７

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

　

較

増減率

　　　

％

　　

2.4

　

15.0

△14.9

　　

2.２

△28.0

　

31.0

　　

6.3

168.5

　

21.9

104.7

　　

4.5

　　

4.2

　　

4.5

△12. 1

△0.４

△1.6

　

消防力強化、消防の常備化等により消防本部、消防署は前年度より増加して

いる。消防機械も年々充実され、消防ポンプ自動車、化学車、無線車等が増

加し、消防の機械化、科学化がなされてきている。

　

（８）警

　

察

　

費

　

ア

　

警察費の決算額は2,413億円(前年度2,078億円)で、歳出総額の4.2％

(都道府県では6.8%)を占め、前年度と比べると335億円、16.1％増加した。

　

イ

　

警察費の性質別内訳および財源内訳は次のとおりで、人件費が警察費の

82.0％を占めており前年度と比べると269億円、15.7%増加した。

　

なお、警察関係の職員給は都道府県における職員給総額の14.5%を占めて

いる。
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区 分

　　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

42年度41年度増減額

　

42

　　

４1

度
率
４
１

年前
減
対
増
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2

性質別内訳

人
物
補

件
件

助

　

費

費
費
等

　

普通建設事業費

　

そ

　　

の

　　

他

　　

合

　　　

計

財

　

源

　

内

　

訳

　

国庫支出金

　

使用料、手数料

　

諸

　　

収

　　

入

　

その他特定財源

　

一般財源等

　　

合

　　　

計

　

億円

　　

億円

　　

億円

1,978

　

1,709

　

２69

　　

214

　　

32

　　

176

　　

13

2,413

　　

80

　　

80

　　　

8

　　

53

2, 192

2,413

2
4
0
3

9
2

　

4
1

－

　
　

―

2,078

8
2
9

6
7

　　

58

1,871

2,078

2
8
6
0

２

　
　

３

335

2
8
1
5

1

　
　
　
　
　
　

乙

　

ａ

321

335

％

　

82.0

　　

8.9

　　

1.3

　　

7.3

　　

0.5

100.0

　　

3.3

　　

3.4

　　

0.3

　　

2.2

　

90.8

100.0

％

　

82. 3

　　

9.2

　　

1.2

　　

6.7

　　

0.6

100.0

増減額構成比

42

　　

41
一

　

％

　　　

％

　

80. 1

　　

6.6

　　

2.5

　

10.8

　　

0.0

100.0

　

3.3

　　

3.6

　

3.4

　　

2.6

　

0.4

　

△0.1

　

2.8

　

^1.6

　

90. 1　95. 5

100.0

　

100.0

　

80. 1　15.7

　　

9.8

　

11.7

　　

0バ

　

34. 9

　　

9.9

　

25.8

　　

0.1乙i 0.3

100.0

　

16. 1

　　

3.3

　

17.8

　　

7.4

　

12.2

　　

0.5△5.4

　　

4.7

　

9.2

　

84. 1　17. 1

100.0

　

16. 1

13.3

14.8

　

0.8

21.4

　

1.9

13.7

13.9

34.9

16. 3

25.4

12. 7

13.7

　

ウ

　

都道府県の警察職員のうち警視正以上の階級にある地方警務官（定員

360人）は、国家公務員であるが、それ以外の地方警察職員のうち警察官につ

いては警察法施行令でその定員が定められており、昭和43年４月１日現在の

定員は165,350人（前年同期159,370人）である。

　

昭和43年４月１日現在の地方警察職員は184,353人（前年同期179,190人）

で、うち警察官は160,646人（前年同期156,094人）、警察事務職員は23,707

人（前年同期23,096人）である。

　

交通事故の多発、犯罪の悪質化、新市街地の発展等の社会情勢の変化に対処

するため警察官は前年同期と比べると4,552人増加し、また、警察事務職員に

ついても、交通反則通告制度実施等の事務量の増加に伴い、前年同期と比べる

と611人増加した。

（９）教

　

育

　

費

　

ア

　

教育費の決算額は１兆4,720億円（前年度１兆2,980億円）で、歳出総

額の25.7% (都道府県では28.9％、市町村では18.9%)を占め、前年度と比

ぺると1,740億円、13.4%増加した。
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イ

　

教育費の目的別内訳は次のとおりで、小学校費（38.0％）および中学校

費(22.7%)の義務教育にかかる経費が数育費総額の60.7%を占め、高等学

校費（18.2％）がこれに次いでいる。

　

最近における推移をみると、保健体育費が毎年度高い伸び率を示し、教育費

総額に占める割合も高まっており、また、小学校費と社会教育費もわずかなが

らその比率を高めている。一方、中学校費、高等学校費の比率はやや低下の傾

向にある。

区 分

費
費
費
費
費
費
他

校
校
校
育
育

　
　

学
教
体
学
の

学
学
等
会
健

小
中
高
社
保
大
そ

合 計

　　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

42年度41年度増減額

　　

42

　　

41

　　

億円

　　

億円

　　

億円
5,594

　

4,895

　　

699

3,345

　

3,010

　　

335

2,673

　

2,383

　　

290

　　

436

　　

398

　　

714

　　

547

　　

221

　　

204

　

1,737

　

1,543

14,720 12,980

　　

38

　

167

　　

17

　

194

1,740

　　　

％

　

38.0

　

22.7

　

18.2

　　

3.0

　　

4.8

　　

1.5

　

11.8

100.0

％
７

　

７
　

　

（
ｊ

　

23.2

　

18.3

　　

3.1

　　

4.2

　　

1.6

　

11.9

100.0

　　　

％

　

40.2

　

19. 3

　

16.7

　　

2.2

　　

9.6

　　

1.0

　

11.0

100.0

　　　

％

　

37.9

　

18. 1

　

14.8

　　

5.4

　　

7.4

　　

1.6

　

14.8

100.0

　　

％

14.3

11.1

12.2

　

9.5

30.4

　

8.4

12.6

13.4

　　

％

13.0

　

9.8

10.2

24.9

25.0

13. 1

16.5

12.9

　

教育費の目的別内訳を団体別にみると第40図のとおりで、小学校費、中学

校費のほか、都道府県においては、高等学校費の比率が高く、市町村において

は、保健体育費および社会教育費が都道府県に比べて高い比率を占めている。
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増減額構成比

　　

42

　　

41
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計

1兆,4,720B円

　

(100.0％)

第40図

　

教育費の目的別内訳

都道府県

1兆196億円

(100.0％)

市町村

4,609位円
(100.0%)

　

ウ

　

教育費の性質別内訳および財源内訳は次のとおりで、地方公共団体の職

員数の47.6%を占める教育関係職員の人件費が１兆197億円で、教育費総額

の69.3%を占めている。人件費の増加率は前年度より高く、前年度と比べる

と1,158億円、12.8%増加しており、教育費の増加の最も大きな要因となって

いる。また、普通建設事業費の増加率は前年度より低下したが人件費に次いで

教育費の増加の要因となっている。
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2,33118円
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小学校費

　　　

。。

　　　

小学杖費

　

37.3%

　　　　

小字校竹39.6％
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区 分

性質別内訳

　

人

　　

件

　　

費

　

物

　　

件

　　

費

　

維持補修費

　

扶助費、補助費等

　

普通建設事業費

モ

補
単

合
源

　

財

　　　

助

　　　

独

の

　　

他

　　

計

内

　

訳

国庫支出金

使用料、手数料

分担金､負担金、

寄附金

地

　　

方

　　

債

その他特定財源

一般財源等

合 計

　　

決

　　

算

　　

額

42年度41年度増減額

億円

　　

億円

　　

億円

10, 197

　

1, 185

　　

148

　　

377

　

2,731

　

1,351

　

1,380

　　　

82

14, 720

3,620

　　

363

　　　

75

　

9,039

　

1,010

　　　

129

　　　

328

　

2,410

　

1,221

　

1, 189

　　　

64

12,980

3,238

　　

358

1, 158

5
9
9

7
1
4

－

321

〇
1
8
0

3
9
1
4

1
1

　
　
　

7

　
　
　
　
　
　
　
　

－

　
　
　
　
　
　
　

１

382

　　

5

７７

　　

△２

　　

734

　　

690

　　

445

　　

401

　

9,483

　

8,216

14,720 12,980

　　

44

　　

44

1,267

1,740

％

　

69.3

　

8.1

　

1.0

　

2.5

　

18.6

　

9,2

　

9.4

　

0.5

100.0

24.6

　

2.5

　

0.5

　

5.0

　

3.0

　

64.4

100.0

　　　

％

　　　

％

　　

％

　

69.6

　

66.5

　

60.2

　　

7.8

　

10.0

　

9.1

　　

1.0

　　

1.1

　

1.2

　　

2.5

　　

2.9

　

2.7

　

18.6

　

18.4

　

26.3

　

9.4

　　

7.4

　

13.0

　

9.2

　

11.0

　

13.3

　

0.5

　　

1.1

　

0.5

100.0

　

100.0100.0

　

24.9

　

2.8

　

0.6

　

5.3

　

3.1

　

63.3

100.0

22.0

　

0.3

乙０．１

％

　　

％

12.8

17.3

14.7

15.2･

13.3

10.6

16. 1

28.4･

13.4

21.0

　

11.8

　

1.3

　

1.6

　

0.8．3.0

　

2.5

　

8.2

　

6.4

　

2.5

　

4.0

　

10.8

　

72.8

　

64. 7　15.4

100.0100.0

　

13.4

10.9

15.3

16.5

14. 1

19.2

18.6

19.9

13.･8

12.9

10.6

　

5.9

19.5

21.3

17.6

13.2

12.9

　

教育費の性質別内訳を団体別にみると第4工図のとおりで、都道府県におい

ては、義務教育諸学校教職員の給与を支弁していることや、都道府県立高等学

校教職員等の給与費のため、人件費の比率が高く、教育費総額の87.4%を占

めており、これに対して、市町村においては、小・中学校をはじめとして、学

校給食施設、体育館等の保健体育、公民館等の社会教育等にかかる施設の新増

改築に要する普通建設事業費が44.2%と高い比率を占めている。

　

なお、都道府県においては、人件費総額の64.1%が教育費にかかるもので

あり、また、’市町村においては、普通建設事業費総額の25.3%が教育費にか

かるものである。
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(100.0％)

第41図･教育費の性質別内訳
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教育費の各目的別経費について、その内訳をみると第42図のとおりで

ある。

　　　　　　　　　　

第42図

　

教育費の各目的別経費の内訳

その他
2.3%

小学校費

5,594億円

(100.0％)

中学校費

3,345億円
(100.0％)
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高等学校費

2,673億円
(100.0％)

社会教育費

　

436億円

(100.0％)

保健体育費

　

714億円

(100.0％)
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また、これを団体別にみると次のとおりである。

人
物

区

件
件

小学 校 費

町市
村
道
県
都
府

分

費
費

普通建設事業費

％
９
１
０

　

７
　
Ｌ
Ｌ

　

９

そ

　　

の

　　

他

　

0.0

計 100.0

中学校費

　

高等学校費

　

社会教育費

　

保健体育費

都道市町都道市町都道市町都道市町
府県村

　

府県村

　

府県村

　

府県村

　　　

％

　　

％

　

14.9

　

98.4

　

19.6

　

1.3

　

58.4

　

0.3

　

7.1

　

0.0

100.0100.0

　　　

％

　　

％

　

12.4

　

71.6

　

22.7

　

6.5

　

54.4

　

21. 1

　

10.5

　

0.8

100.0100.0

　　

％

61.8

　　

％　　　％　　％
27.7

　

39.9

　

14.0

　　

7.1

　

20.7

　

26. 2　38.9

　　

4.9

　

12.7

100.0100.0

　

20. 1　19. 1

　

26.9

　

37.9

　

13. 1　29.0

100.0100.0

　　　

％

　

41. a

　

17.0･

　

29.7

　

12.0

100.０

　

なお、各目的別経費の内訳のうち、人件費および普通建設事業費について、

前年度に対する増減率をみると次のとおりで、人件費については、前年度より

高まっており、普通建設事業費については、保健保育費および単独の高等学校

費を除き、前年度に比べて低下している。

区 分

人

　　

件

　　

費

普通建設事業費

　

補

　　　　

助

　

単

　　　　

独

小学校費中学校費高等学校費社会教育費保健体育費教育費総額

42

　

41

　

４2

　

４1

　

42

　

41

　　

４2

　

41

　　

42

　

４1

　

42

　　

41

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

12.7 10.0 11.6　8.3 13.3 10.8　16.9 14.6　35.4 24. 1 12.8　10.9

18,6 27.0　8.4 14.6　8.7　7.1△3.4 46.7　-30. 1 24.6 13.3　19.2‘

12.3 23.0　6.1 12.5　7.4 11.3　17.8 48.8　25.9 20.3 10.6　18.6

28. 1 33. 3 12.3 18.7　9.6　4.４△13.4 45.7　32.4 27.0 16. 1　19.9･

　

教育費における普通建設事業費の各事業目的別の推移について、昭和36年一

度を100とする指数でみると第43図のとおりで、近年における幼児教育に対

する急激な需要の増大を反映して幼稚園関係の増加が著しく、また、保健体育

関係も急増している。
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第43図

　

教育費の普通建設事業費の推移

　　　　　　

(昭和36年度を100とする)

734

　

「

　

／

７

／

　

″
リ

几
０
　

ソ

″
’

　
　
　
　
　
　
　

。
叫
Ｚ

　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　

i
ｎ

幼稚園

36 37 38

　　

39

保健体育

376
／小学校
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ruJ等｀J‘t叉

シダベ7

40

　

41 42（年度）

　

オ

　

児童・生徒数、教員数および教育関係施設等の状況は次のとおりであ

る。

　

(ア)昭和43年５月１日現在の児童・生徒数は次のとおりで、前年同期

と比べると、教員数(本務教員)では､小学校において4,488人、高等学校に

おいて1,517人それぞれ増加し、中学校においては1,425人減少している。

　

また、児童生徒数では、小学校において７万人、中学校において22万２

千人、高等学校において14万人それぞれ減少しており、その推移をみると、

第44図および第45図の示すとおり、小学校では昭和34年、中学校では

昭和38年、高等学校では昭和41年以降逐年減少する傾向にある。
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なお、高等学校進学率は、第46図の示すとおり、上昇の傾向にある。

　　　　

教員数(本務のみ)㈲

区

　

分

　

43年５月

　　

42年５月

　　　　

１日現在

　　

１日現在

　　　　　　　

人

　　　　　

人
小学校352, 057　347, 569

中学校222, 479　　223, 904

高等学校

　

150,241

　　

148, 724

(万人)

1,4OQ

1,300

1,200

1.100

－
児

童

上

徒

政

ゝJ

1.1〕00

900

800

700

600

500

400

０

児童・生徒数(Ｂ)

43年５月

　　

42年５月
１日現在

　　

１日現在

　　

千人

9,283

4,860

3, 136

　　

千人

9,353

5.082

3,276

第44図

　

公立小・中学校教員数等の推移

l'ご1,328

教員１人当りの児童
生徒数(B)/(A)

43年５月

　

42年５月
１日現在

　

１日現在

人
2
6
2
2
2
1

(千人)

　　

云

400 ,,

　　　

〆JSS二ひ､357

　　

伺校邱数
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（注）１

　

各年５月１日現在。

　　

２

　

教員数は本務教員である。
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第45図

　

公立高等学校教員数等の推移
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各年５月１日現在である。
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教員数は本務教員である。
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第46図

　

高等学校進学率の推移

38.1 40.1 39.4

74恚ごo

／年32 33　34　35　36　37　38　39　40　41　42

（注）進学率は、国立、公立、および私立の全体の率

　　

で、当該年度の高等学校入学者数を前年度の中学

　　

校卒業者数で除して得た率である。

　

公立幼稚園の園数および園児数の最近の推移をみると第47図のとおりで、

毎年度増加を続けている。

　

なお、幼稚園について､昭和43年５月１日現在における公・私立の設置者

別の割合をみると、施設数においては、国立0.4％、公立35.8%、私立63.8

％、園児数においては、国立0.3％、公立24.7%、私立75.0%となってお

り、幼稚園については保育所と逆に私立の占める割合が高い。

　

幼稚園および保育所を合わせたものについてみると、施設数においては、

国立0.2％、公立50.6％、私立49.2%、幼児数においては、国立0.2％、公

立39.4%、私立60.4%の割合となる。
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第47図

　

公立幼稚園の園数および園児数の推移

3.581

回
数

(園)

4,000

3,500

2,500

０ ０

　　　　　　　　　　

37

　

38

　

39

　

40

　

41

　

42

　

43（年）

　　　　　　

（注）各年５月１日現在で学校基本調査による。

　　　　　　　　

43年は、文部省初等教育課調による。

　

（イ）昭和43年５月１日現在の小学校、中学校および高等学校の施設の

現況ならびに昭和42年度における施設の整備状況は、次のとおりである。
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333

　　　　　　　　

3,134
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回数2.939
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園児数

　

2,823
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区 分

施

　

設

　

の

　

現

　

況

　

回ほに1

　

校

　

舎

　

面

　

積(千ｍ２)(Ａ)

　　

うち非木造(千ｍ２)(Ｂ)

　　　

(比率)(Ｂ)／(Ａ)(％)

　

危険校舎面積(千ｍ２)(Ｃ)

　　　

(比率)(Ｃ)／(Ａ)(％)

　

校舎不足面積比率

　　

(％)

施設整備状況

　

土蛙取得面積(千m2)

　

建物新増築面積(千m2)

　

建物改築面積(千m2)

　

小

　

学

　

校

　　　

中

　

学

　

校

42年度

　

41年度

　

42年度

　

41年度

22,310

　

2,719

49, 483

16,302

　　

32.9

　

8,220

　　

16.6

　　　

5.0

5,774

1,448

1,099

22,348　10, 394　10,570

　

2,909

　　

393

　　

434

48, 502　28, 132

14,017

　

10, 953

　　

28.9

　　

38.9

　

6,361

　

2,275

　　

13. 1　　8.1

　　

5.9

　　

6.0

5,084

1,329

1,246

4,523

1, 103

　　

344

28, 108

10, 104

　　

35. 9

　

1,385

　　　

4.9

　　　

7.4

3,951

1,334

　　

385

　

高等学校

42年度

　

41年度

　

2,945

　　

623

18,464

10,467

　　

56.7

　

1,448

　　

7.8

　　

8.1

5,635

1,047

　　

364

　

2,919

　　

666

17,722

　

9,420

　　

53.2

　

1,025

　　

5.S

　　

8.0

6,727

1, 126

　　

374

（注）

　

1.

　

施設の現況中、41年度は昭和42年５月１日、42年度は昭和43年５月

　　　　　

１日現在である。

　

なお、全都市および全町村と人口急増団体（昭和40年国調人口の昭和35

年国調人口に対する増加率が20％以上の団体）との小学校の整備状況をみ

ると次のとおりで、人口急増団休における施設水準の遅れがみられる。

区 分

急

　

増

　

都

　

全

　

都

　

市

市

急増都市人口段階別

　
　

2
3
万
人

1
3
万
～

2
5
万
人
以
上

飛暑|§貢詣篇（％）４.9

　

8.5

　

8.0 8.0

５
万？

5 13
千万
人人

9.2

Jﾝ

尨

急

　

増

　

町

　

村

　

全

　

町

　

村

急増町村人

口段階別
１

　　　

１
万

　　

万

３

　　

３
千以

　

千未
人上

　

人満

9.9

　　

5.5

　

7.5

　

7.1 9.6

驚有Ｖ面芸（ｍ２）５４４

　

４

　

４

　

４

　

６４

　

４

　

５

|卜－う§-1卜（人）

　

36

　

39

　

39

　　

39

　　

38

　　

37

　　

29

　

37

　　

37

　　

35

（注）自治省調による。

　

（ウ）昭和43年３月31日現在において地方公共団体が管理する社会教育

施設の主なものの設置数は次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－109－



区 分 総

　　

数 都道府県 市町村

図
博

書
物

館
館

公民館(公会堂を含む。)

784

137

7
3
2
6

　

711

　

111

9,373

（注）「公会堂（公民館）を含む。」の都道府県については、県民会館延面積249千ｍ｀

　　

がある。

　

（エ）昭和43年３月31日現在において地方公共団体が管理する社会体育

施設の主なものの設置数は、次のとおりである。

区 分 総

　　

数 都道府県 市町村

館
場
場

育
技
体
競
球

内
上

屋
陸
野

6
5
9

5
4
4

4
3
6

C
N
J

―
<

i
＞
.

４

　

４
v
Ｏ

414

304

582

(オ) 昭和43年５月１日現在の公立小学校および中学校における給食実

施状況は、次のとおりである。

(小

　

学

　

校)

区

　　

分

　　

実

完全給食

補食給食

ミルク給食

　

計
-

(中

　

学

　

校)

　

学

施

　　

４３

一

　　

校

19, 305

　

824

3,623

23, 752

区

　　

分

　　

実

完全給食

補食給食

ミルク給食

　　

計

数

　　

42
一

　　

校
18,554

　

882

4,305

23,741

校

　　

数

実施

　

43
-

　

％
77.1

3,3

14.5

94.9

割 合

42

％

　

３

　

7
5

3.5

実

児

　

施

43

　　

千人

8,257

　　　

77

数

　

42

-

　

千人
8,078

　

90

17.0

　　

668

　　

830

94.0

　

9､002

　

8､998

　

合

　

割

数
施

　

実

校

　

数

学
６

　

ｔ
″

　

43

一

　　

校

4,816

　

373

4, 149

9,338

　

42

一

　　

校

4,223

　

407

4,718

9,348

　

43

-

　

％

44.6

　

3.5

38.5

86.6

　

42

-

　

％

38.4

　

3.7

42.9

85.0

生
施
4
3

　

実

　

千人
1,831

　　

53

2, 122

4,006

童

徒

数

　

42

-

　

千人

1,601

　　

66

2,414

4,081
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実施

　

43
-

　

％
89.0

　

0.8

　

7.2

97.0

実施

　

43
-

　

％
37.7

　

1.1

43.6

82.4

数

割合

　　

42
-

　　

％

　

86.4

　

0.9

　

8.9

　

96.2

　

合
4
2

　

－

数
害

　　

％

31.5

　

1.3

47.5

80.0
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３

　

性質別歳出の概況

　

（１）概

　　

況

　

昭和42年度の歳出純計決算額５兆7,255億円（前年度５兆262億円）の性質

別内訳は、次のとおりである。

区 分

　　

決

　　

算

　　

額

42年度41年度増減額

人
物

維持

扶
補

　
　
　

修

件
件
補
助

助

　

費

　　　　

億円

　　

億円

　　

億円

費20,303 17,887 2,416

費
費
費
等

3,822

　

3,363

　　

459

　　

922

　　

816

　　

106

3,203

　

2,849

　　

354

2,292

　

1,992

普通建設事業費17,845 15,661

　　

補助事業費10,651

　

9,385

　　

単独事業費6,515 5,676

国直轄事業
負

　

担

　

金

災害復旧事業費

失業対策事業費
公

　　

債

　　

費

積

　　

立

　　

金

投資及び出資金

679

　　

600

1,620

　　

801

2,244

　　

532

　　

279

　　

300

2, 184

1,266

　　

839

　　　

79

1,634

　

△14

　　

741

1,825

　　

４35

　　

246

貸

　　

付

　　

金

　

2,645

　

2,163

繰

　　

出

　　

金

　　

576

　　

478

前年度繰上充用金

　　

171

　　

172

　

合

　　　

計

　

57,255 50,262

　

60

419

7
3
2
8

9
3
8
9

　
　
　
　
　

４

　

△

　

1

6,993

決算額構成比

　

42

-

　　

％

35.5

　

6.7

　

1.6

　

5.6

　

4.0

31.2

18.6

H.４

　

1.2

　

2.8

　

1.4

　

3.9

　

0.9

　

0.5

　

4.6

　

1.0

　

0.3

100.0

　

41

-

　　

％

35.6

　

6.7

　

1.6

　

5.7

　

4.0

31.2

18. 7

11.3

　

1.2

　

3.2

　

1.5

　

3.6

　

0.9

　

0.5

　

4.3

　

0.9

　

0.3

100.0

増減額構成比

　

42

-

　　

％

34.5

　

6.6

　

1.5

　

5.1

　

4.3

31.2

18. 1

12.0

　

1.1

△0.2

　

0.8

　

6.0

　

1.4

　

0.5

　

6.9

　

1.4

　

0.0

100.0

　　

41

-

　　

％

28.2

　

6.5

　

1.9

　

6.1

　

3.0

37.4

22. 1

14.5

　

0.8

　

2.8

　

0.7

　

4.3

　

2.2

　

0.5

　

5.5

　

1.4

△0.5

100.0

Ｖ対
増

　　

42

-

　　

％

13.5

13.7

12.9

12.4

15. 1

13.9

13. 5

14.8

13. 1

△0,9

　

8.1

22.9

22.4

13.5

22.3

20.5

△0.3

13.9

度
率
4
1

　　　

％

　

11.6

　

14.6

　

17.8

　

16.4

　

11.1

　

18.7

　

18.5

　

20.3

　　

9.0

　

13. 1

　　

6.8

　

18.6

　

50.7

　

15.0

　

20.2

　

24.0

△15.2

　

15. 1

　

歳出決算額の構成比についてみると、人件費の比率35.5%が最も高く、普通

建設事業費(31.2%)がこれに次ぎ、両者で歳出総額の66.7% (前年度66.8

％）を占めている。

　

各経費の構成比を前年度と比べると、公債費0.3％、貸付金0.3％、および

繰出金0.1％が高くなり、人件費0.1％、扶助費0.1％、災害復旧事業費0.4％

および失業対策事業費0.1％がそれぞれ低くなっている。なお、普通建設事業
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費の比率は、前年度の横ばいに推移している。

　

前年度に対する増加状況をみると、人件費の増加が歳出増加額6,993億円の

うち34.5%を占めており、また、普通建設事業費についてはヽ前年度の増加

率を下回ってはいるが、歳出増加額の31.2%を占めており、人件費とともに

歳出決算規模の増加に大きく寄与している。

　

性質別歳出決算額の構成比を団体別にみると第48図のとおりである。

― 112



匝]亘]
5兆7,255(S円

　

(100.0％)

匝巫］
3兆5,328|£円

　

(100.0％)

｢戸丁司

2兆4,37316円

　

で

　

（100.0％）

　

.

[ててて]

3,876(:h;円

(100.0％)

□回

ダ．

6,792(g円

（100.0％）

　

ぺ

匹ト
5｡025(S円

　　　

ﾉ，

(100.0％)

　

－

匹ト
7,04313円

(100.0％)

第48図

　

性質別歳出決算額の構成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

災害復旧事業費

　

義侈的経費

　　

45.0

　　　　

投資的琵叫^35.4

　　　　

19.6

人件麗

　

33.5

　　

wjyl
j゛‘.ji°y
l‘
y'J゛゛゛'゛

騏
な

　　　　　　　　　　　　　

５．６３．9　　　　　　　2,8 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　

；失業対策事業･此

　　　　　　　　　　　　　　　　　

x

　　　　　　

0.9 ',　1.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　

46,5

　　　　　　　　　　

35.1

　　　　　　

18.4

　　　　　　　　　　　　　　　　

:･:･

　　　　　　　　　　

7ヽ

　　　　　

39,3

　　　　　　

ﾓEi

　　　

3･0.6

　　　　

§

　　

14.3

　　　　　　　　　　　　　　　　

※

　　　　　　　　　　

『

　　　　　　　　　　　　　　

4.1-3.1

　　　　　　　　

3.6' 4.1

　　　　　

38.4.

　　　　　　　　　

37.6

　　　　　　　

24.0

　　　　　　　　　　　　

:E:※

　　　　　　　　　　　

1

　　

26.3

　　

7.235※E

　　　

33.0

　　　　

ぶ9.7

　

U.3

　　　　　　　　　　　　

::::::･:

　　　　　　　　　　　

y、

　　　　　　　　　　　　

:●'･:･.●

　　　　　　　　　　

｀,｀

　　　　　　　　　　　　

4べ

　　　　　　　　

2.丿.1

　　　　　

39.3

　　　　　　

限

　　

37.4

　　　　　　　

23.3

　　

2七９

　　　　

８．９ら'.七

　　　　

St.リ

　　　　　

よ｀'j.1

　　

17.2

　　　　　　　　　　　　

･:･,･.･.･

　　　　　　　　　　

s，

　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　　　　　　　

r"2.2

　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　

川ぶ

　　　　　

39.3

　　　　　　　　　

35.5

　　　　　　　

25.2

　　　　　　　　　　　　

:E:E:E.ﾖ:

　　　　　　　　　　

心

　　

27.6

　　　

7.2ぶ琵

　　　　

31.7

　　　　　

卜8.4

　

16.8

　　　　　　　　　　　　

'::･:::::

　　　　　　　　　　

.χ｀

　　　　　　　　　　　　

4‘5≒

　　　　　　　　

Oqコ.9

　　　　　　　　　　　　　　　

ゝ

　　　　　　　　　　

･t

　

X

　　　　　　

42.5

　　　　　　　　　

35.6

　　　　　　　

21.9

　　

27.3

　　　

9.4

　　　　　　

30.4

　　　　

I

8.7　13.2

　　　　　　　　　　　　　

･:･:･:･:･:

　　　　　　　　　　

｀,i

　　　　　　　　　　　　　

E:E:※:

　　　　　　　　　　

込

　　　　　　　　　　　　　

,5.8

　　　　　　　　

2.6/2.6

　　　　　　

・

　　　

3工.6

　　　　　　　　　

41.3

　　　　　　　　

27.1

　　　　　　　　　

::::;::::

　　　　　　　　　　　　

1

　　

24.8

　　　

5.10

　　　　

34.3

　　　　

5.9、12.5

　　

工4.6

　　　　　　　

1.8

　　　　　　　　　　　　　

1.1

－113－



　

歳出のうち主なものについて、昭和36年度を100とした場合の指数でその

推移をみると次のとおりで、扶助費、普通建設事業費および人件費の伸びが著

るしい。

36 年 39
４１ 42区

　　　

分

一

人

　　

件

　　

費

物

　　

件

　　

費

維持補修費

扶

　　

助

　　

費

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

費
金
他

債
立
の

公
積
そ

歳出合計

　　　

億円

　

8,326

　

1,917

　　　

442

　　　

975

　

6,513

　

1,340

　　　

508

　

1,236

　　　

254

　

2,400

23,911

　

度

一
指数

100

100

100

100

100

0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0

1
1
1
1
1
1

37

一
指数
120

５
／
０
3
3
6
4
8
7
8
1

1
2
3
3
0
1
8
9
9
2

1
1
1
1
1
1

　
　
　
　
　

１

（２）義務的経費および投資的経費の状況

　

38

一
指数
144

167

138

5
9
5
3
3
8
7
8

7
4
9
2
0
8
3
3

1
1

　
　

１
１

　
　

１
１

数
7
9
3
0
6
6
9
8
7
4
0

　

6
3
4
1
7
9
2
0
8
6
6

指
―
－
１
２
１

　
　

１
１

　
　

１
１

　

40

一
指数

192

153

157

251

203

108

137

124

114

183

183

数
4
9
8
9
4
1
8
2
9
8
9

　

4
9
0
2
7
2
5
8
0
4
3

指
2
1
2
3
2
1
1
1
2
2
2

数
5
5
5
2
0
2
6
8
1
0
0

　

1
7
8
9
4

　

2
4
4

　

7

　

1
1

指
2
1
1
2
2
1
1
1
1
2
2

　

歳出のうち義務的な性格のきわめて強い経費である人件費、扶助費および公

債費の合計額（以下「義務的経費」という。）は２兆5,750億円（前年度２兆

2,561億円）で、歳出総額の45.0%を占め、普通建設事業費、災害復旧事業

費および失業対策事業費の合計額（以下「投資的経費」という。）は、２兆266

億円（前年度１兆8,036億円）で、同じく35.4%の比率を占めている。

　

昭和42年度においては、人件費は、職員の給与改定に関する人事院勧告の

改定率が前年度を上回ったことおよびその実施月が繰り上げられたこともあ

り、地方団体の人件費抑制の努力にもかかわらず、前年度に対して2,416億

円、13.5%増加しており、この増加額は歳出決算増加額の34.5%を占めてい

る。また、公債費も、最近における地方債借入れの増加に伴い22.9%と近年

最高の増加率を示している。

　

これらの経費の根強い増勢を反映して、義務的経費は依然として増嵩を続け

ており、その増加率は歳出総額の増加率を上回っている。
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投資的経費については、公共事業費の繰延べ等、国の景気調整策が実施され

たこと、また、単独事業費についても各団体の実情に応じ自主的な繰延べが行

なわれたこと等もあって、増加率は12.4%と前年度(17.7%)を大きく下回

り、歳出総額の増加率をも下回っている。

　

昭和42年度における義務的経費および投資的経費について団体別にみると、

次のとおりである。

区 分

都
市

大
中
小
町

道

　　

府

町
都
都
都

県
村
市
市
市
村

特別区・一部事務組合

決算額構成比

　

増減額構成比

　　

対前年度増減率

義務的
経

　

費
-

　　

％

　

46.5

　

38.4

　

39.3

　

39.3

　

42.5

　

31.6

　

39.9

投資的義務的投資的義務的投資的歳

　

出
経費経費経費経費経費総額

　　

％

35. 1

37.6

37.4

35.5

35.6

41.3

31. 1

　　

％

43. 7

44. 3

41.9

47.4

46.7

35.9

55.4

　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　

％

33.4

　

12.9

　

13. 1　13.9

33. 1　　16.4　12. 1　13.9

27. 3　13. 1　　8.6　12.2

30. 1　　18.2　12.8　15.5

33.0

　

15.6

　

13.0

　

14. 1

44.5

　

14.8

　

13.9

　

12.8

13.4

　

23.0

　　

6.2

　

15.5

　

都道府県においては市町村に比べ義務的経費の比率が高いが、これは制度上

義務教育諸学校教職員ならびに警察職員の給与を都道府県が支弁しているため

人件費の比率が高いことによるものであり、また、市町村のうちでも、町村に

おいては義務的経費の比率が他の団体に比べて低いが、これは主として町村が

生活保護費を支弁していないため扶助費の比率が低いことによるものである。

　

義務的経費と投資的経費とについてその推移をみると次のとおりで、指数で

は、義務的経費、投資的経費ともに歳出総額の伸びを上回っている。
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区

　　

分

　

指

　　　　　

数

36 38 39 4０ 41 42

　

決算額構成比

　　

対前年度増減率

36

　

38

　

39

　

4０

　

41

　

42

　

36

　

38

　

39

　

40

　

41

　

4２

％　％　％　％　％　％　％　％　％･　％　％　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－．ｓ●４入汽歳出総額100 138 160 183 210 239 100 100 100 100 100 166 24:i 14.6 15.5 14.2 15. 1 13.9

義務的経費

　

100 142 164 190 214 244 44. 1 45.2 45ﾌﾞ3 45.8 44.9 45.0 19.9 21.0 15.9 15.5 12.7 14.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

_ご"

　

人件費

　

100 144 167 192 215 244 34.8 36.2 36.5 36. 7 35ﾚ6 35.5 18.2 20.1 16.5 15.0 11.6 13.5

　

扶助費

　

100 175 210 251 292 329 4. 1 5.2 5.3 5.6 5.7 5.6 31.6 31.3 19.7 19.8 16.4 12.4

　

公債費

　

100 103 108 124 148 182 5.2 3.8 3.5 3.5 3.6 3.9 23.0 16.8 5.5 14.9 18.6 22.9

投資的経費

　

100 139 161 183 216 242 34.9 35.0 35.2 35. 1 35.9 35. 4 30. 5　8.6 15.8 14. 1 17.7 12.4

　

墓;111111
100 149 176 203 240 274 27 2 29 3 30. I 30.2 31.2 31.2 36.5 11.8 18 5 14 7 18 7 13 9

　

聳ISel誕100
95 96 108 122 121 5 6 3.8 3.4 3.3 3.2 2.8 12.4△103 0.8 12.5 13. 1△09

　

李丿繁r晏100
123 129 137 146 158 2 1 1.9 1.7 1.6 1.5 1.4 15.0 7.8 5.3 5.5 6.8 8.1

(億円)

60,000

55,000
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45,000

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

　

5,000

　　　

0
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義務的経費および投資的経費の推移

　　　　　

その１

　

決算額の推移

36 37 38 39
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０

44.1

37･じ

　

34.9

％
3
0

20

10

０

46.7

36

30.5

36

その２

　

構成比の推移

61.4

　

八
ｊ
ｊ

ゝ

　

ゝ

　

ｌ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

/ 45.2

6＼

＼
46.4 ''^

毎分居
45

35.4

増減額構成比

義務的経費

　

決算額構成比

,投資的経費

　

決算額構成比
35.0 35.8 35.1うｔゴ

21.8

36

　　

37

　　

38

　　

39

　　

40

　　

41

　　

42（年度）

その３

　

増減率の推移

8.6

37
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40
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(３)一般財源の充当状況

　

昭和42年度の一般財源は３兆1,７７７億円(前年度２兆6,516億円)であるが、

一般財源の各経費への充当状況をみると次のとおりで、義務的経費に52.8%

(前年度55.1%)、投資的経費に22.6% (前年度20.8%)が充当されている。

　

義務的経費に対する充当割合が前年度に引き続き低下しているのに対してヽ

投資的経費については、前年度において投資的経費の財源の一部に充てられて

いた特別事業債が廃止されたこと等もあり、一般財源の充当割合は前年度より

１.8％高まっている。

区

一

義

分

　

般

務

人
扶
公

財

的
件
助
債

経

投資的経

　　

一

　　

般

　

42

　

年

　

度

充当額構成比

源
費
費
費
費
費

　

普通建設事業費

　

災害復旧事業費

　

失業対策事業費

その他の経費

　

うち積立金

歳

　

出

　

合

　

計

翌年度への繰越額

　　　

億円

31,777

16, 778

14, 427

　　　

635

　

1,716

　

7, 182

　

6,705

　　　

95

　　　

382

　

6, 165

　　　

318

30, 125

　

1,652

　　　

％

100.0

　

52.8

　

45.4

　

2.0

　

5.4

　

22.6

　

21. 1

　

0.3

　

1.2

　

19.4

　　

1.0

　

94.8

　

5.2

　

財

　　

源

　

41

　

年

　

度

充当額構成比

　　　

億円

26,516

14, 603

12,615

　　　

571

　

1,417

　

5,530

　

5,076

　　　

120

　　　

334

　

5, 161

　　　

230

25, 294

　

1.222

　　

増

　

加

　

一

　

般

　

財

　

源

　

42

　

年

　

度

　　

41

　

年

　

度

充当額構成比充当額構成比

　　　

％

　　

億円

100.0

　

5,261

　

55. 1　2, 175

　

47.6

　

1,812

　

2.2

　　　

64

　

5.3

　　

299

　

20.8

　

1,652

　

19. 1　1,629

　

0.4

　　

△25

　

1.3

　　　

48

　

19.5

　

1,004

　

0.9

　　　

88

95.4

　

4,831

　

4.6

　　

430

　　　

％

　　

億円

100.0

　

3,089

　

41.3

　

1,626

　

34.4

　

1、352

　　

1.2

　　

5.7

　

31.4

　

31.0

△0.5

　　

0.9

　

19. 1

　　

1.7

　

91.8

　

8.2

　

55

219

443

418

７
８
９

　
　

１
６

　
　
　
　
　

／
○

　　　

％

100.0

　

52.6

　

43.7

　　

1.8

　　

7.1

　

14. 3

　

13.5

　　

0.2

　　

0.6

　

21.7

　　　

84

　　

2.7

2,738

　

88.6

　　

351

　　

11.4

（注）「翌年度への繰越額」には、翌年度へ繰り越された事業費に充当すべき財源

　　

を含んでいる。
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一般財源充当状況の推移は、次のとおりである。

区 分

一

義

　

般

　

財

務的経

件
助
債

人
扶
公

投資的経

識
36

指

38

　　　　

数

39

　

4０

　

44

　

42

構

　

3
8

　
　

3
6

源
費
費
費
費
費

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

　
　
　

２

　
　
　

４

比

　

１

　
　
　

４

　
　
　

０

　
　
　

４

成

　
　
　

〔
ブ

　
　
　

Ｑ
り

　

億円

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

13,536 100 135 156 173 196 235 100.0100.0 100.0100.0 100.0100

％
０

6,900 100 140 163 188 212 243　51.0　53.0　53.3　55.4　55. 1　52.8

5,722 100 146 171 197 220 252　42.3　45.7　46.5　48. 1　47.6　45.4

　　

187 100 174 210 276 305 340　1.4　1.8　1.8　2.2　2.2　2.0

　　

991 100101 106 120 143 173　7.3　5.5　5.0　5.1　5.3　5.4
2,715 100 147 172 187 204 265　20,0　21.8

　　　　　

W･〃ﾐ･j-二.､L-〃..w-J-j--I ”･･r･’ --
●● ●-●j●I●’･･-i･･wa’･I●J-･●●

･-･ ’･r･‾ゝ-7●●:’¨

　　

2,388 100 152 179 195 213 281　17.6　19.9

22.1

　

21.7

　

20.8

　

22.6

20.3

　

19.9

　

19.1　21.1

131 100　73　80 86　92　73　1.0　0.5　0.5

196 1００130 141 161 170 195

その他の経費

　　

2,953 100 133 152 152 175 2０9

　

うち積立金

歳

　

出

　

合

　

計

翌年度への繰越額

　

Ｉ．4

21.8

　　

139 1〔Ｘ〕82　71105 165 229　1.0

12,568 100 140 162 179 201 240　92.8

　　

968 100　71　70　90 126 171　7.2

　

I.4

21.5

　

0.6

96.3

　

3.7

　

I.3

21.4

　

0.5

96.8

　

3.2

０．５

　

０．４

　

０．３

　

1.3

19.2

　

0.6

96.3

　

3.7

　

1.3

　

1.2

19.5

　

19.4

0.9

　

1.0

95.4

　

4.6

94.8

　

5,2

　

義務的経費に対する充当割合は、近年において逐年増嵩の傾向を示してい･

だ。昭和42年度においては、昭和36、37年度当時の状態にはなお及ばないも、

のの、かなり改善されている。
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一般財源充当状況の推移

37 38 39

－120－

40 41 J2（年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

31,777

　

奈j41

(億円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

'

　　

履対

30,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

7.817里禦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

26,516

　　

広

　　

芸発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

他

　　

よ当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

び

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

23,427

　　

6,383

　　　

477

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

21,092

　　　

5,363

　　　　　

6,705
詣玄

20,000

　　　　　　　　　　　

18,292

　　　

,179

　　　　　　　　

454

　　　　　

1曼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

429

　

5,076

　　　　　　　　　　　　　

15 749
4 620 635　才

　　　　　　　　　　　　　　

”

　　　

382

　

4,658

　　　　

S;SW1,716公j

　　　　　　　

13' 36　　4,162　　　351　4,284

516　　1

jlt ::::::':'¨゛　叉1

　　　　　　　　　

3,921

　　　　　　　　　　　　　

;*;*::1.198　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　

340

　

3゛641

　　　

394
:………'

14 427

ここλ;ﾌｯ

1

　　

2･

ぽ

.

3;に≧

¥゜s゛:'゛゜゜ﾆ
器呂
EsEら1'050

　

11･263

　

12,615

示'

　　　　　　　　　　　

187
:‘:':｀:･:｀:861　　　　9,803　　　　　　　発

　　　　　　　　

穴:｀二::ia99i

　　　　　

8,356

　　　　　　　　　　　　　　　　

211

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヨ的経北充当

　　　　　　　

6,889

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

"-

　　　　　　　　　

S,722



　

％

!00

75

50

25

０

第51図

　

一般財源充当額構成比の推移

36

４

　

性質別歳出の内容

（１）人

　

件

　

費

37 38 39 40

失
業
対
策
事
業
代
充
当

災
害
復
旧
事
業
費
お
よ

41 42（年度）

　

ア

　

人件費の内容と財源

　

人件費の決算額は２兆303億円（前年度１兆7,887億円）で、前年度と比べ

ると2,416億円、13.5%増加した。

　

人件費の歳出総額に占める割合は35.5% (前年度35.6%)で、歳出の性質

別内訳において最大の比重を占めており、歳出の増加に寄与する割合も最も大

きい。

　

これを団体別にみると次のとおりで、決算額構成比では、義務教育諸学校教

職員および警察職員の給与を制度上都道府県が支弁しているため、都道府県に
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おいてはヽ歳出総額の39.3%と市町村の26.3%と比べて13.0％高い比率を

占めている。

　

またヽ給与改定率が前年度を上回って実施されたことおよびモの実施月が繰

り上ったこともあって、大都市および中都市をのぞき各団体ともその増加率は

前年度を上回っている。
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最近における人件費のすう勢をみると第52図のとおりで、モの額は毎年度

増嵩を続けている。その要因は、主として、人事院勧告に基づく国家公務員の

給与改定に準ずる地方公務員の給与改定の実施（昭和42年度においては昭和

41年９月実施の平年度化分と昭和42年８月実施の初年度分）ならびに教育職

員、警察官等の増加、清掃、保育所、消防、交通安全、救急業務等住民サービ

ス部門における職員数の増加等によるものである。

　

また、地方公共団体の人件費抑制の努力等により人員の増加率が低下してい

ること等もあって、一般財源の人件費に対する充当割合は、昭和41､42年度と

やや低下しているが、なお高い比率を占めている。

－122－

道府県

　

町

　

村

大都市

中都市

小都市

町

　　

村

－

　　

一一

一一一一一一一一



第52図
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人件費の細目および財源内訳は、次のとおりである。
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人件費のうちでは、職員給が81.9％とその大半を占めており、この職員給

の増加が人件費増加の最大の要因をなしているが、そのほか地方公務員共済組

合負担金および退職金の増加もみのがせない。

　

また、人件費の財源内訳をみると、一般財源等の比重が商まつており、国庫

支出金、地方債の割合が低下している。
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職員給の決算額１兆6,634億円の団体別・部門別内訳は次のとおりで、職員

給総額の51.5％が教育関係で占められている。特に、職員給総額のほぼ７割

を占める都道府県においては、教育関係64.3%、警察関係14.5%と両者で

78.8%を占めている。
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職員給の部門別構成
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地方公共団体の普通会計で給与を支弁している職員数は、昭和43年４月１

日現在で205万３千人（前年同期202万１千人）で、前年同期に比べ３万２千

人増加した。

　

増加数の内訳は、教育部門および民生部門がそれぞれ８千人増で最も多く、

次いで警察部門の５千人の増となっており、これらで増加数のほぼ３分の２を

占めている。
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もとづく概数である。以下職員数関係について同じ。
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地方公務員の数の推移をみると次のとおりで、昭和36年５月31日現在に比

べ、一般職員では保育所職員等の民生部門、清掃職員を中心とする衛生部門、

教育職員では高等学校教員、および消防職員の増加が著るしい。
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察

　

職員

警

　

察

　

官
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職

　

員
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計
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7
2
2
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7
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0
9
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3
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1,706

　　

％
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1.0

　

6.3
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33.5
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3.0
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％
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5.5
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1.2
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6.7
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千人

　　

％
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5.7
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5.5
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1.1
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21.4
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48.0
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6.6
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7.0
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千人

　　

％
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6.0

114

　

5,6
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1.1
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6.7

435 21.2
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2.0
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2.7
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7.0
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9.0
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地方公務員数の推移
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１

　

エ

　

給

　

料

　

月

　

額

　

昭和42年４月１日現在における団体別、職種別の職員１人当り平均給料月

額は、次のとおりである。

区

　　

分
口42年４月１日現在

府大都市都市町村

円

　　

円

　　

円

　　　

円

41年４月１日現在

大都市都市町村

円 円 円

ば
円

　

％

一般行政職42,599 47, 068 38, 638 3〔〕,80739,324 44, 720 35,744 28, 270 8.3

高等学校教育職50,051 57,742 50,556 36,779 46,135 53,579 46,447 33,956　8.5

小中学校教育職49,586

　　

－

防
察

消
警

- 45,778 －

職49､450 48,319 36, 455 28,603 45,865 44,886 33,800 26,690

職44,198 - 41,232
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オ

　

給

　

与

　

改

　

定

最近における給与改定の状況をみると、次のとおりである。

区 分 37年度

　　

38年度

　　

39年度

　　

40年度

　　

41年度

　　

42年度

人事院勧告の俸給
表の平均改善率

給与改定実施月

財源所要額

　　

(初年度分)㈲

　　

国庫支出金
一

　

7. 1%

　

１０月

409億円

　

82

般財源

　

327

　

6.7%

　

10月

474億円

　

85

389

　

7.9%

　　

9月

739億円

139

600

　

6.4%

　　

9月

603億円

110

493

　

6.0％

　　

9月

569億円

108

461

　

7.0%

　　

8月

934億円

一般財源の
措置内訳

地方税の増収

　

同

　

左

　　

同

　

左

交付税

職員給増加額(B) 1,357*円

収/(Ｂ) 30. 1%

同

1,464億円

　

32.4%

　

110億円

同

　

左

　

159flr円

既定経費

　

同

　

左

の節減

　　　

193億円

　

181億円

と付税及び同

　

左
?諸賢

　

300億円

　　　

150億円

1,644億円

　

1,597億円

　

45.0％

　　

37.8%

－132－

同

　

左

　

249億円

同

　

左

　

212億円

　

185

　

749

一
同

　

左

　

200億PJ

同

　

左

　

549億円

1,482億円

　

1,896億円

　

38.4%

　　

49.3%



　

(２)物

　

件

　

費

　

物件費の決算額は3,822億円(前年度3,363億円)で、前年度と比べると459

億円、13.7%増加した。

　

物件費の内訳は、次のとおりである。

区 分

金
費
費

　
　
　

際

賃
旅
交

備品購入費

費
費
他

用
務
の

需
役
そ

合

　　

計

　

都道府県

　

市町村

決

　　

算

　　

額

42年度41年度増減額

億円

　　

億円

172

　　

152

546

　　

499

　　　

72

　　

565

1,569

　　

357

　　

541

3,822

1,462

2,360

　　　

71

　　

486

1,382

　　

312

　　

461

3,363

1,311

2,052

億円

　

20

　

47

　　

1

　

79

187

　

45

　

80

459

151

308

決算額構成比

　　

42

　　

41

　　　

％

　　　

％

　

4.5

　　

4.5

　

14.3

　

14.8

　　

1.9

　　

2.1

　

14.8

　

14.5

　

41.0

　

41. 1

　

9.4

　　

9.3

　

14. 1　　13.7

100.0

　

100.0

　

38.3

　

39.0

　

61. 7　61.0

増減額構成比

　　　

42

　　

41

　　　

％

　　　

％

　　

4.2

　　

2.8

　

10.2

　

15.5

　　

0.3

　　

0.2

　

17.2

　

10. 3

　

40.7

　

40.8

　　

9.8

　　

6.8

　

17.6

　

23.6

100.0

　

100.0

　

32.9

　

39.6

　

67. 1　60.4

　

対前年度

　

増減率

　

42

　　

41
-

　

％

　　

％
12.8

　

8.5

9.4

　

15.4

2.1

　

1.5

16.2

　

9.9

13.5

　

14.4

14.4

　

10.4

17.5

　

28. 1

13.7

　

14.6

11.5

　

12.9

15.0

　

15.7

　

（３）維持補修費

　

維持補修費の決算額は922億円（前年度816億円）で、前年度と比べると106

億円、12.9%増加した。

　

維持補修費の内訳は次のとおりで、道路橋りよう、公営住宅等の土木施設お

よび教育施設等の公共用施設の維持管理に要した経費が多い。
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区 分
算

年度

土

　　

木

　

道路橋りよう

住
河
そ

　

小
中
高
そ

　
　
　

教

総
そ

合

川

　

海

　

の

　
　
　
　

学

育
学
学
等
の
務
の

都
市

　　

計

道府

　

町

費
費
宅
岸
他
費
校
校
校
他
費
他

県
村

　

決

42年度41
-

　

億円

　

631
7
5
0
9
8
6
8
7
7
2
1
2
6
6

9
5
４
3
4
6
3
1
2
6
8
2
0
1

4

　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

９
４
５

円
6
2
5
8
1
9
8
4
6
1
6
5
6
8
8

　

5
4
4
3
3
2
5
3
1
2
5
7
1
5
5

億
５
４

　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

８
３
４

億円

　

75

　

55

　

10

　

2

　

8

9
8
4
1
6
6
6

1

　　

％

68.5

54. 0

　

5.9

　

4.4

　

4.2

16.0

　

7.1

　

4.2

　　

％

68. 1

54. 1

　

5.5

　

4.7

　

3.8

15.8

　　

％

71.6

52.9

　

9.4

　

1.9

　

7.

18.

％

　

７

　

１
７

％

　

6

　

1
3

％
（
Ｊ

　

6
8

49.4

　

7.7

　

7.0

4

　

3.9

0

　

14.8

7.2

　

6.9

　

5.8

4.2

　

4.0

　

2.7

1.9

　

1.9

　

1.6

　

3.1

2.8

　

2.5

　

5.5

　

3.2

6.7

　

6.8

　

5.8

　

7.0

8.8

　

9.3

　

4.6

　

10.2

106 100.0100.0100.0100.0

48

　

44. 1　43.9　45.5　43. 1

58

　

55.9

　

56. 1　54.5　56.9

12.6

21.9

　

5.3

25. 3

14.7

12.4

12.3

H.1

28.0

10.9

　

6.4

12.9

13.4

12.5

16.0

26.8

29.3

18.3

16.5

14. 1

10.6

32.0

24.0

18.4

20.0

17.8

17.4

18. 1

　

（４）扶

　

助

　

費

　

扶助費の決算額は3,203億円（前年度2,849億円）で、前年度と比べると354

億円、12.4%増加した。

　

扶助費の内訳は次のとおりで、生活保護費が扶助費総額の56.4%を占め最

も大きく、結核対策費（13.3％）、児童福祉費（13.0％）がこれに次いでいる。

　

また、結核対策費が結核患者数の減少に伴い、前年度に引き続きその比重を

低めている。

区 分

費
費
費
他

　

県
村

護
祉
策

　

計
府

保
福
対
の

　

道
町

活
童
核

　

合
都
市

生
児
結
そ

　　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

42年度41年度増減額

　　

42

　　

41

　　

億円

　　

億円

　　

億円

1,806

　

1,580

　　

226

　　

418

　　

322

　　

96

　　

425

　　

449

　

△24

　　

554

　　

498

　　

56

3,203

　

2,849

　　

354

1,446

　

1,362

　　

84

1.757

　

1、487

　　

270

　　　

％

　

56.4

　

13.0

　

13.3

　

17.･3

100.0

　

45. 1

　

54.9

％

　

５

　

5
5

11.3

　　

％

63.7

27. 1

15.8

　

△6.5

17.4

　

15.7

100.0

　

47.8

　

52.2

100.0

　

23.7

　

76.3

　　　

％

　

53､5

　

14.3

　

7.8

　

24.4

100.0

　

43.0

　

57.0

　　

％

14.3

29.8

△5.2

11.3

12.4

　

6.2

18.2

　　

％

15. 7

21. 7

　

7.5

24. 4

16.4

14. 5

18.2
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（５）補

　

助

　

費

　

等

　

補助費等の決算額は2,292億円（前年度1,992億円）で、前年度と比べると

300億円、15.1％増加した。

　

補助費等の内訳は次のとおりで、公営企業に対する負担金、補助金の伸び力１

大きい。

区

　

分

負担金、
寄附金

　

合

　

計

うち公営
企業に対
するもの

42

鳶 豪

　

億円

　　

102

1,364

　

428

1,894 1

　

年

箭

-
億円

229

606 1，

547

１純

一
億円

純

度

　

41 年 度

　

増減額

　

増減率前年変

　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

生鴛豪農ぶ‰詰t単純純計単純純計

　

単純純計-

382 3,276 2,292 1

223

　

178 401

（６）普通建設事業費

668 1

164

　

１

円
３

　

９

　

８

億
3
0

　

9
0

　

7
0

　
　
　

－

円
８

　

０

　

４

　

ｌ

　

／
｛
｝
７

億
２

　

５

　

４

252

131

億円

1,992

2,920 1，

　　

295

992

　

１

円
８

　

１

　

７
６

　

２

　

６

　

６
５

億

　
　
　
　
　

２
３

106

億円

　

％

　

％

９

C
Ｏ

r
-
^

　
　
　

C
Ｏ

3 0 0

１２

　

２

　

７

１５

％

　

％’

15』20.

　　　　

8.

］

11. l:

300 12.2 15. 1　16.4 H.1:

　　　　

36.2

　　　

21.8

　

ア

　

概

　　　

況

　

普通建設事業費の決算額は１兆7,845億円（前年度１兆5,661億円）で、前

年度と比へると2,184億円、13.9%増加した。

　

これを補助事業費、単独事業費および国直轄事業負担金に分けてみると次の･

とおりで、決算額構成比においては、補助事業費(59.1%)および国直轄事業

負担金（3.8％）が63.5%を占めている。

　

また、増加率についてみると、前年度の18.7%を4.8％下回る13.9％にと

どまっているが、これは、国の景気調整策に伴い公共事業が抑制されたこと力ｌ

要因となっている。なお、補助事業費のみならず単独事業費についても、前年

度の増加率を大きく下回っている。

　

次に、普通建設事業費に充当された財源についてみると、特別事業債の廃止

に伴い地方債が前年度に比べ569億円成少しており、これに伴い、財源構成比

においては地方債の比率が大幅に低下し、一般財源等への振り替えがなされて
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億円

　

億円

　　　　　

85

292 1,349

　　　　

234



Ｖ｀る。

区 分

事業費内訳

　

補助事業費

　

単独事業費

　

国直轄事業負担

　

金

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

42年度41年度増減額

　

42

　　

41

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％ ％

10,651

　

9,385

　

1,266

　

59.7

　

59.9

　

58.0

　

6,515

　

5,676

　　

839

　

36.5

　

36.3

　

38.4

　　

679

　　

600

　　

79

　

3.8

　

3.8

　　

3.6

　

合

　　

計

　

17,845 15,661 2,184 100.0 100.0 100.0

財

　

源

　

内

　

訳

　

国庫支出金

　

5,664 5,019　645　31.7　32. 1　29.6

　

2J､Ｖヽ剥l

　

604

　　

485

　　

119

　

3.4

　

3.1

　　

5.5

　

財

　

産

　

収

　

入

　　　

327

　　

330

　

△

　

3

　

1.8

　

2.1

　

△0.2

　

地

　

方

　

債

　

2,551 3,120△569 14.3 19.9ム26.1

その他特定財源

一般財源等

　

合

　　　

計

％

　

59.2

　

13.5

　

18.5

　

38.8

　

14.8

　

20.3

　　

2.0

　

13. 1　9.0

100.0

　

13.9

　

18.7

34.2

　

12.9

　

20.3

　

1.3

　

24.6

　

7.0

　

0.9△1.2

　

7.0

38.3△18.2

　

43.6

1,224

　

1,067 157

　

6.9

　

6.8

　　

7.2

　　

6.2

　

14. 7

　

7,475

　

5,640

　

1,835

　

41.9

　

36.0

17,845 15,661　2, 184 100.0100.0

　

84.0

　

19.1　32.5

100.0

　

100.0

　

13.9

16.7

　

9.1

18.7

　

普通建設事業費を都道府県と市町村とに分けてみると次のとおりで、都道府

県においては、補助事業費および国直轄事業負担金の構成比は73.9%で、市

町村の47.1%と比べ著るしく高く、公共事業投資が都道府県においてより多

く実施されていることを示している。

　

なお、増加率をみると、都道府県14.7% (前年度17.4%)、市町村12.8%

《前年度20.9%)と、いずれも前年度に比べ大きく下回っている。
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区 分

都

　

道

　

府

　

県

　

補助事業費

　

単独事業費

　

国直轄事業負担

　

金

　　

合

　　　

計

市

　　

町

　

補助事業

村
費

単独事業費

国直轄事業負担

金

県営事業負担金

　

合

　　　

計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比対前年度

42年度41年度増減額

　

42

　

41

　　

42

　

41

瓢漕?7

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

7,386

　

6,480

2,822

　

2,416

　　

616

10. 824　9

541

906

　

68.2

　

68.7

　

65.3

　

71.3

　

14.0

　

18.2

406

　

26.1　25.6　29.3　25.4　16.8　17.3

　

75

　

5.7

　

5.7

　

5.4

　

3.3

　

13.9

　

9.4

437

　

1.387 100.0 100.0 100. 0 100.0　14. 7　17.4

3,720

　

3,299

3,978

　

3,497

　　　

63

　　

59

　　

278

　　

272

8,039

　

7, 127

421

　

46. 3　46. 3　46. 1　45, 2　12. 7　20. 3

481

　

49. 5　49. 1　52.8　52.7　13.8　22.8

　　

4

　

0.8

　

0.8

　

0.4

　

0.3

　

6.4

　

5.9

　

6

　

3.4

　

3.8

　

0.7

　

1.8

　

2.5

　

9.0

912 100.0100.0100.0 100.0　12.8　20.9

　

イ

　

普通建設事業費の目的別内訳

　

普通建設事業費の目的別内訳は次のとおりで、決算額構成比では土木費が

55.7%で全体の２分の１以上を占めており、うちでも道路橋りよう費および都

市計画費がそれぞれ23.0%、13.3％と高い比率を占め､農林水産業費(16.9%)、

教育費（15.3％）がこれに次いでいる。

　

増加額構成比においては、土木費が全体の56.4%を占め最も高く、農林水

産業費がこれに次いでいる。また、増加率では畜産業費、農地費および児童福

祉費が前年度に引き続き高い伸びを示しており、そのほか、道路橋りよう費、

住宅費および小学校費が普通建設事業費全体の増加率(13.9%)を上回ってい

る。

－137－



(純計)

区 分

　

決凛額決算額構成比増減額構成比篇へご添

　

42年度41年度増減額

　

42

　

41

　　

42

　　

41

　　

42

　

41

土

　　

木

　

道路橋りよう

　

河川海岸

　

港

　　

湾

　

都市計画

　

住

　　

宅

　

そ

　　

の

農林水産業

　

業

　
　

業

　

校
校
校
育

業
産
地
業
産
育
学
学
い
い
の
務
生
掃
の
生

農
畜
農
林
水

　

小
中
高
社
そ

　
　

清
そ

　
　
　
　
　

教

　
　
　
　
　
　

総
衛

　
　

民

児童福祉

そ

　
　

合

　
　

モ

　

の

の

計

費
費
費
費
費
費
他
費
費
費
費
費
費
費
費
費
費
費
他
費
費
費
他
費
費
他
他

　

億円

　　

億円

9,932

　

8,700

4.095

1,449

　　

603

2,372

1,306

　　

107

3,017

　　

396

　　

104

1,535

　　

681

　　

301

2,731

1,075

　　

557

　　

566

　　

128

　　

405

　　

671

　　

450

　　

321

9
9
7
２
5

2

　

3
8
5
0

1

　

３

　

１
１

　

７

3,513

1,287

　　

564

2, 163

1,097

　　　

76

2,544

　　

362

　　　

79

1,231

　　

600

　　

272

2,410

　　

906

　　

514

　　

521

　　

133

　　

336

　　

702

　　

451

　　

326

　　

125

　　

263

　　

153

　　

110

　　

591

17,845 15,661

　　

億円

1,232

　　

582

　　

162

　　

39

　

209

　

209

　　

31

　

473

　　

34

　　

25

　

304

　　

81

　　

29

　

321

　

169

　　

43

　　

45

乙x

　

5

　　

69

Ｑ

△

△

31

５

４

６
４
２

　

4

7
3
４
1

　
　
　
　
　
　
　

１

　　

％

55.7

23.0

　

8.1

　

3.4

13. 3

　

7.3

　

0.6

16.9

　

2.2

　

0.6

　

8.6

　

3.8

　

1.7

15.3

　

6.0

　

3.1

　

3.2

　

0.7

　

2､3

　

3.8

　

2.5

　

1.8

　

0.7

　

1.9

　

1.1

　

0.8

　

3.9

　　

％

55.5

22.4

　

8,2

　

3.6

13.8

　

7.0

　

0.5

16.2

　

2.3

　

0.5

　

7.9

　

3.8

　

1.7

15.4

　

5.8

　

3.3

　

3.3

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

56.4

　

52.7

　

14.2

　

17.6

26.6

　

7.4

　

1.8

　

9.6

　

9.6

　

1.4

21. 7

　

1.6

　

1.1

13.9

　

3.7

　

1.4

14.7

　

7.7

　

2.0

　

2.1

０,９△０．2

2.1

　

3．1

4.5△１．4

2.9△０．1

2. 1 ^ 0. 2

0.8

　

0．1

1.7

　

3．５

】.0

0.7

3.8

31.2

　

6.6

　

0.5

　

10.7

　

3.6

　

0.1

19.3

　

3.5

　

0.7

　

9.8

　

3.8

　

1.5

15.7

　

7.8

　

2.6

16.6

12.6

　

6.9

　

9.7

19.0

41.8

18.6

　

9.4

31.3

24. 7

13.5

10.7

13.3

18.6

　

8.4

1.4

　

8.7

1、7△3.4

2.2

　

20.3

4.6△4.4

1.5△0.3

0.1△1.4

1.4

　

2.4

1.4

1.6

　

1.2

1.9

　

0.2

5.2

　

4.8

2,184 100.0100.0100.0100.0

28. 7

22.5

37.3

19. 3

13.9

28. 1

14.6

　

2.2

13.9

　

8.9

　

4.4

23. 1

31.7

26.9

24.5

18.3

16. 1

19.2

27.0

14.6

　

7.1

46.7

２
１

　

一

　

●

9
9
1
1

　

9.1

　

1.2

36.8

15.5

25-0

　

4.5

25.3

18. 7

　

なお、普通建設事業費の目的別内訳を都道府県と市町村とに分けてみると次

のとおりで、都道府県においては、土木費(61.6%)の構成比が最も高く、次

いで農林水産業費(23. ＼%)、教育費（6.9％）の順に高く、これらで全体の

91.9%を占めており、市町村においては、土木費(44.3%)、教育費(25.3%)、

農林水産業費（13.3％）の順に高くなっており、これらで全休の82.9%を占
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めている。

　

各事業とも増加率はおおむね前年度を下回っているが、都道府県においては

住宅費、農地費、市町村においては農地費、民生費等が前年度を上回る伸びを

示している。

　

(都道府県)

区 分

土

　　

木

　

道路橋りよう

　

河川海岸

　

港

　　

湾

　

都市計画

　

住

　　

宅

　

そ

　　

の

農林水産業

農
畜
農
林
水

　

小
中
高
社
そ

　
　
　
　
　

教

総
衛

民

清
そ

　

業

業

　

地
業

　

産

業

　

校
校
校
育

産
育
学
学
四
八
の
務
生
掃
の
生

児童福祉

そ

　
　

合

　
　

そ

　

の

の

計

決

費
費
費
費
費
費
他
費
費
費
費
費
費
費
費
費
費
費
他
費
費
費
他
費
費
他
他

42年度
-

　

億円
6,667

2,986

1,352

　

461

　

算

41年度

　　

億円

5,852

2,564

1, 171

　　

414

1,081

　　

1,089

2
5
2
6
5
3
0
8
1
7
7
6
0
1
4
7
7
0
9
4
5
4
4

0
8
3
6

　

7
7
8
3
5
3

　
　

1
4

　

5
4
3
5
8
1
5
6
7
2

7

　
　

5
3

　
　

2
5
2

　

7

　
　
　
　

5

　
　

1
2

　

－

　
　
　
　

１

　
　
　
　
　

３
８

　
　
　
　
　
　

ク

　
　
　
　

ク

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ー

　
　
　
　
　

２

　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

　　

558

　　

56

2, 155

　　

353

　　

60

1,011

　　

514

　　

217

９

1
0
8
8
8

　

7
3
4
3
1
7
5
2
5

8
3

　
　

６
３

　

3
5
1
3
8
8
4
4
9

6

　
　
　
　

４

　
　

１
２
１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

437

額

増減額
-

　

億円
5
2
1
7
8

1
2
8
4

8
4
1

　
　

ａ

4
9
7
3
5
2
6
1
0
7

4
2

　

７

　

１
１

　

6
6
2
7

1

　
　

３

　
　
　
　

２

△ｌ

８
２

　

４

４

　
　

１

△9

　

23

　

24

△1

3
2
9
2
3
7
91,387
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決算額構成比

　

42

　　　

41

　

％

　　　

％
61.6

　　

62.0

対前年度増減率

　

42

-

　

％

13.9

27.6

　　

27.2

　　

16.5

12.5

　　

12.4

　　

15.5

　

4.2

　　

4.4

　　

11.4

10.0

　　

H.5

　

△0.7

　　

6.5

　　

0.8

　

23.4

　　

3.4

　　

0.7

　

H.8

　　

5.3

　　

2.2

　　

6.9

　　

0.3

　　

0.0

　　

4.8

　　

0.4

　　

1.4

　　

2.3

　　

1.3

　　

0.5

　　

0.8

　　

1.1

　　

0.5

　　

0.6

　　

3.4

100.0

5.9

　　

25.7

0.6

　　

50.2

　

22.9

　　

3.8

　　

0.6

　

10.7

　　

5.5

　　

2.3

　　

7.2

　　

0.3

　　

0.1

　　

5.0

　　

0.4

　　

1.4

　　

2.7

　　

1.2

　　

0.3

　　

0.9

　　

0.9

　　

0.5

　　

0.4

　　

3.1

100.0

　

17.5

　　

3.7

　

23.5

　

25.9

　

13.0

　

10.0

　

10.2

　

24. 7

△12.I

　

10. 3

　　

3.7

　

10. 1

△3.6

　　

41

-

　　　

％

　

15. 7

　

25.6

　

12. 7

　

11.9

　　

5.6

　　

5.3

　

21.6

　

21.6

　

30.1

　

30. 1

　

22.7

　

17.4

　

12.6

　　

9.1

　

21.9

△44.6

　　

7.8

　

14.6

　

15.5

　

41.4

　

20.9

　　

31.0

　

73. 5　△13.2

△0.3

　　

65.0

　

36.6

　　

0.5

　

19. 7　　11.4

　

55.0

　　

0.9

　

26.8

　　

28.8

　

14.7

　　

17.4



(市

　

町

　

村)

区 分
決 算 額 決算額構成比 対前年度増減率

41

費
費
費
費
費
費
他
費
費
費
費
費
費
費
費
費
費
費
他
費
費
費
他
費
費
他
他

　

パ
岸

　

画

　
　

業

　

業

　
　
　

業

　

校
校
校
育

　
　
　
　
　
　
　

祉

　
　

計

　

り
海
湾
計
宅
の
産
業

　

地
業

　
　
　
　
　

学
教
の

　

生
掃
の

　

福
の

木
橋
川

　

市

　
　

水

　

産

　
　

産
育
学
学
等
会

　

務
ｚ

　
　
　

生
童

　

の

　

逮
河
港
都
住
そ
林
農
畜
農
林
水

　

小
中
高
社
そ

　
　

清
そ

　

児
そ

　

合

土

　
　
　
　
　
　
　

農

　
　
　
　
　
　

教

　
　
　
　
　
　

総
衛

　
　

民

　
　

そ

　

億円

　　

億円
3,564

　

3, 135

1,255

　　

115

　　

196

091

137

198

146６2
1

　

4
7
4
0
4
9
1
8
4
6
8
5
9
6
0
6
8
6
2
4
7

4
4
2
8
7
3
1
6
9
8
9
1
6
9
0
5
6
0
6
9
1
8
0
2

1
5

　
　

8
2

　
　

3
1

　
　

7
8
5

　
　
　
　

2
4
3
3

　
　
　

1
1

　
　
　

3
1

　

j

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

I

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

I

1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

7

3
1
4
9
5
5
7
6
6
7
5
7
3
2
0
5
8
3
5
6
4
2
0
9

6
1
2
6
0
4
1
9
0
3
6
5
6
9
6
4
3
7
6
4
4
0
4
3

3
6

　
　

0
3

　
　

4

　

－
－

　

０
０
５

　
　
　
　

２
４
３
２

　
　

２

　

１
１

　

３
０

　

１

　
　
　
　

Ｉ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

タ

　

ｙ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｌ

１

　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

８

　

億円

　

429

　

164

△22

△

　

2

7
9
3
5
8
1

1
6

　
　

8
2
1

2

　
　
　
　

１

7
2
7
6

　

7
3

0
3

　
　

5
6
4

1

　
　
　
　

２
１

△

　

］

△

△

3

6

55

14

28
／
1
8
8
0
6
2

Z

　
　

4
2
2
3
1
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

9

△

　

ム

　　

42

-

　　

％

　

44.3

　

15.6

　　

1.4

　　

2.4

　

17.0

　

7.6

　

0.3

　

13.3

　

3.8

　

0.6

　

5.2

　

2.4

　

1.3

　

25. 3

　

13.2

　

6.9

　

0.8

　

1.2

　

3.2

　

5.5

　

4.2

　

3.4

　

0.8

　

3.1

　

1.8

　

1.3

　

4.3

100.0

　　

41

-

　　

％

44.0

15.3

　

1.9
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補助事業費の内訳

　

補助事業費の決算額は１兆651億円（前年度9,385億円）で、前年度と比べ

ると1,266億円、13.5%増加した。

、補助事業費の目的別内訳は次のとおりで、土木費のうち道路橋りよう費

(20.7%)、都市計画費（15.5％）、住宅費（10.3％）、農林水産業費の農地費
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(11.7％)等が高い比率を占めている。

　

また、増加率では、住宅費、保健体育費、農地費、都市計画費等のほかはい

ずれも前年度の伸びを下回っている。
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エ

　

単独事業費の内訳

　

単独事業費の決算額は6,515億円(前年度5,676億円)で、前年度と比べる

と839億円、14.8%増加した。

　

単独事業費の目的別内訳は次のとおりで、土木費の道路橋りよう費(23.7%)、

都市計画費(10.9％)、教育費の小学校費(7.1%)等が高い比率を占めている。

　

また、増加率をみると、河川海岸費、農業費、農地費、小学校費および保健

体育費が前年度に引き続き高い伸びを示しており、そのほか、道路橋りよう費
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が単独事業費全休の増加率(14.8%)を上回っている。

　

（単独事業費）
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オ

　

国直轄事業負担金の状況

　

国直轄事業負担金の決算額は679億円（前年度600億円）で、前年度と比べ

ると79億円、13.1％増加した。

　

国直轄事業負担金の目的別内訳は次のとおりで、道路橋りよう費、河川海岸

費および港湾費が高い比率を占めている。
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普通建設事業費および充当財源内訳の推移

　

普通建設事業費の補助事業費、単独事業費および国直轄事業負担金別の推移

は第58図のとおりで、昭和36年度以降この７年間に歳出規模は2.39倍にな

っているが、普通建設事業費は2.74倍、うち補助事業費は2.76倍、単独事業

費は2.74倍、国直轄事業負担金2.48倍となっており、いずれも歳出規模の伸

びを上回っている。
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第58図

　

普通建設事業費の推移

　　

その１

　

決算額の推移

凡例

fX>000<国直轄事業負担金

二二1補助事業費

７ｍ単独事業費

（

　

）内は、普通建設事業費に対する決算額構成比である。

― 144 －

　　　

（億円）

　　　　　　　　　

cooocx国且粗争mnms:

　　　　　　　　

ツ?

　　　

18,000

　　　　　　　　　　　

□二1補助事業費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７ｍ単独事業費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3.8)

　　　

16,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

600

　　　

14,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

C4.2)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

550

　　　

12,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

づ

　　　　　　　　　　　　

ぽ烈

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(59.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9,385

　　　

10,000

　　　　　　　　　　　　　　

づ

　　　　　　　

匹ぶ

　　　　　　　　　　　　　　　　

(3.9)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

341

　　　　　　　　　

畠

　　　

8,000

　　　　　　　　　　　

57.2)

　　　　　　　　　

(4.2)

　　

55.9

　　　

5,545

　　　　　　　　　　

274

　　

4,852

　　　　

6,000

　　　　　　　　　

(59.3

　　　　　　　　　

3,864

　　　

4,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

36.5

　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　

り.,）

　

・昌丿

　　

混?

　　

に昌

　　

6,515

　　　

2,000

　　　　　　

3,487

　　　

3,745

　　　　　　　　　

36 ..5

　　　　　　　　　

2,375

-0

　

年

　

度

　　　

36

　　　　

37

　　　

38

　　　

39

　　　　

40

　　　

41

　　　　

42

　

普通建設

　　

6,513

　　

8,680

　　

9,700

　　

11,495

　　

13,190

　　

15,661

　　

17,845

　

1
｛
JS

I

r

（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）



36 37

その２

　

増減率の推移．

38 39

― 145 ―

40 41 42（年度）

;0

　　　　　　　　　　　　　

几例

　　　　　　

46.8

　　　

-普通建設事業費

　　　　　　　　　　　　

－･－一一補助事業費

　　　　　　　　　　　　

一単独事業費

　　　　　　　　　　　　

－･･一一･一岡直轄事業負和金

　　

35.8､｀ヽ33.3

10

　　　

つ

　　　　　　

●

　　　　　　

＼｀ヽ

　　　　　

・へ、

　　　　　　　　

＼

　

ヽ、

　　　　

21.8

　　　　　　　　　

｀

　

で･レ･″へ

　　　　　　

20.3
10

　　　　　　　　

＼
ヽ-' 19･?六･～.ご･118.7

　　　　　　　　　　　　　　

／

　　　　

^～-

　　　　　　　　　　　

14.3/

　

18.5

　　　　　　

18.5゛l

　　　　　　　　　　　

｀'

　　　

｀ヽ

　　　　　

゛Q

　

14.8

　　　　　　　　　　　

ｙノん

0

　

＼､14.7

　　　　

｀1U

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｀

　　　　　　

..ノ13､1

10

　　　　　　　　　　　

1118

　　　

10‘4

　

｀'゛･･♂'

／

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

8.6

　　　

9.0

　　　　　　　　　　　　

7.3



　

またヽ普通建設事業費に充｡当された財源の構成状況についてヽモの推移をみ

ると第59図のとおりである。

　　　　　　　　　

第59図

　

普通建設事業費の財源構成の推移
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（了）災害復旧事業費
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災害復旧事業費の決算額は1,620億円（前年度1,634億円）で、前年度と比

べると14億円、0.9％減少した。
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災害復旧事業費の事業別内訳および財源内訳は次のとおりで、補助事業費

(87.9%)および国直轄事業負担金（1.5％）で全体の89.4%を占めている。

区 分

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

42年度41年度増減額

　　

42

　　

41

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　　

％

　　

％

事業別内訳

　

補助事業費1,425

　

単独事業費

　

171

　

国直轄事業負担金

　

24

　
　

金
債

計
訳
出

　

内
支
方

合
源
庫

　
　

国
地

　

財

その他特定財源

411

191

　

32

1、620

　

1、63４

118

　

1,073

336

　　

383

　

60

　　

44

一般財源等

　

106

　

134

　

合

　　　

計

　　

1,620

　

1,634

増減額構成比

　　

42

　　

41

　　

％

　　

％

　　

14

△20

a

　

8

△14

　　

45

△47

　

16

△28

△14

対前年度

増減率

42

　　

41
一
％

　　

％

87.9

　

86.4 a 93.8　95.0　0.9

10.6

　

11.7　139. 1　1.9△10.4

　

1.5

　

1.9

　

54.7　3. 1 a24. 5

100.0100.0

　

100.0100.0△0.9

　

69.0

　

65.6△316.2

　

68.7

　

4.2

　

20.8

　

23.5

　

329.0

　

24.1△12. 3

　　

3.7

　

2.7△106.4

　

2.9

　

34.4

　　

6.5

　

8.2

　

193.6

　

4.3△20.7

100.0100.0

　

100.0100.0△0.9

イ

　

災害復旧事業費の目的別内訳

災害復旧事業費の目的別内訳は、次のとおりである。

区

　　

分

公共土木施設

農林水産施設

そ

　

の

　

他

　

合

　　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

42年度41年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　

1,065

　

1,122　△57

　　

480

　　

420

　　

60

　　　

75

　　

92

　

a 17

　

1､620

　

1、634

　

△14

決算額構成比

　

42

-

　　

％

65.7

29.7

　

4.6

100.0

増減額構成比

　　

41

　　

42

　　　

％

　　　

％

　

68.7

　

403. 1

　

25. 7△424.8

　　

5.6

　

121. 7

100.0

　

100.0

14.6

　

1.9

22.3

13. 1

13.7

13.5

14.0

　

6.4

13. 1

41

対前年度

増減率

４2

　　

４1

　　　

％

　　

％

　　

％

　

78. 4 A 6. 1　15.3

　

43.5

　

14.5

　

24.4

ii21.9△18.8△31. 1

100.0△0.9

　

13. 1

　

ウ

　

年災別災害復旧事業の進捗状況

　

国庫補助を受けて行なう災害復旧事業および国直轄災害復旧事業の進捗状況

は、次のとおりである。

－147－

-



区 分

補

　

助

　

災

　

害

　

昭和40年災害

　

昭和41年災害

　

昭和42年災害

直

　

轄

　

災

　

害

　

昭和40年災害

　

昭和41年災害

　

昭和42年災害

　　

合

　　　

計

　　　　　　

昭和42年度
復旧所要額

　

実施額

(Ａ)

　　

億円

4, 181

1,565

1,226

1､390

4
3
1
0
5

3
7
5

　

－
１

４

　

－
－
１

　

６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

タ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

(Ｂ)

末までの実施額

　

進捗率

　

突×100

　　

億円

2,667

1,377

　　

869

　　

421

　　

369

　　

173

　　

144

　　　

52

3,036

　　　

％

　

64.0

　

88.0

　

71.0

　

30.0

　

85.0

100.0

　

96.0

　

46.0

　

66.0

昭和42年度以
残事業費
(Ａ)－(Ｂ)

　　　　

(Ｃ)

　

億円

1,514

8
7
9
5

　

一

　

7
8
9

8
5
6
6

　
　
　
　

5
7

1
3
9

　
　
　
　
　
　
　

５

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

降残事業費

　

比

　　

率
廟×100

-

　　　

％

　　

36.0

　　

12.0

　　

29.0

　　

70.0

　　

15.0

　

4.0

54.0

34.0

　

（８）失業対策事業費

　

失業対策事業費の決算額は801億円（前年度741億円）で、前年度と比ぺる

と60億円、8.1％増加した。

　

失業対策事業費の事業別内訳および財源内訳は、次のとおりである。

区 分

事業別内訳

　

補助事業費

　　

一

　　　　

般

　　

特

　　　　

別

　

単独事業費

　　

合

　　　

計

財

　

源

　

内

　

訳

　

国庫支出金

　

その他特定財源

　

一般財源等

　　

合

　　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

42年度41年度増減額

億円

　　

億円

　　

億円

641

556

　

85

160

801

596

509

87

　

△

　

2

145

741

45

47

　

2

15

60

　

31

△3

　

32

　

60

決算額構成比

　　

42

　　

41

　　

％

　　　

％

増減額構成比

　　

42

　　

41

　　

％

　　　

％

　

80.0

　

69.4

　

10.6

　

20.0

100.0

５
５

　

－
－

４
２
７

　

４

Ｃ
Ｏ

C
O

r
-
N

6
2
3
1

7
2
0
0

3

　
　

４
８

　

47.0

　　

2.8

　

50.2

100.0

　

80.4

　

74.8

　

68.7

　

77.5

　

11.7

　

△2.7

　

19.6

　

25.2

100.0

　

100.0

　

46.5

　

52.3

　

3.4

　

△４.3

　

50. 1　52.0

100.0

　

100.0

対前年度

増減率
42

　　

41
-
％

　　

％

　

54.5

　

7.6

　

52. 1　9.2

　

2. 4 ^ 1.9

　

45.5

　

10.5

100.0

　

8.1

　

43.4

　

9.1

　

12.2△10. 3

　

44. 4　8.4

100.0

　

8.1

4.5

5.0

1.3

17.2

　

6.8

　

6.3

29.8

　

5.9

　

6.8
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（９）公

　

債

　

費

　

ア

　

概

　　　

況

　

公債費の決算額は2,244億円（前年度1,825億円）で、前年度と比べると419

億円、22.9%増加し、増加率はさらに上昇している。

　

公債費の細目および財源内訳は次のとおりで、利子支払額が前年度に引き続

き高い伸びを示しており、その構成比においても元金償還額の比率との差がさ

らに縮まっている。

区 分

細

　　　　　　

目

　

地方債元利償還金

　　

元

　　　　　

金

　　

利

　　　　　

子

　

一時借入金利子

　　

合

　　　　

計

財

　

源

　

内

　

訳

　

国庫支出金

　

使用料、手数料

　

その他特定財源

　

一般財源等

　　

合

　　　　

計

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

42年度41年度増減額

　　

42

　

41

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　　

％

　　

％

2, 174　1,753

1, 112　　899

1,062

　　

854

　　　

70

　　

72

2,244

　

1,825

　　

99

　　

76

　　

154

1,915

2,244

１

１

5
6
0
4

6
5
3
7

　
　
　
　
　

１
５

825

421

213

208

・2

419

　

34

　

20

　

24

341

４19

　

96.9

　

96.0

　

49.5

　

49.2

　

47.4

　

46.8

　　

3.1

　

4.0

100.0 100.0

　

4.4

　

3.6

　

3.4

　

3.0

　

6.9

　

7.1

　

85. 3　86.3

100.0100.0

増減額構成比

　　

42

　　

41

　　

％

　　

％

対前年度

増減率
42

　　

41

-
％

　　

％

100.6 102. 1　24.0　20. 1

　

50.9

　

39.8

　

23.7

　

14､6

　

49.7　62. 3　24.4　26.4

△0.6△2. 1 A 3.6△7.8

100.0 100.0　22.9　18.6

　

8.2

　

9.1

　

4.8

　

3.1

　

5.6

　

2.2

　

81.4

　

85.6

100.0 100.0

52.9

35.8

18. 1

21. 7

22.9

67.6

18.8

　

5.2

18.5

18.6

　

イ

　

地方債現在高の状況

　

昭和42年度末における地方債の現在高は、１兆9,504億円（前年度末１兆

6,911億円）で、前年度末と比べると2,593億円、15. ?,%増加した。

　

この地方債現在高の規模は、一般財源総額３兆1,777億円の61.4% (都道府

県では49.1%、市町村では78.7%)に相当している。

　

また、地方債現在高を借入先別にみると、その構成比においては、政府資金

が全休の64.8% (前年度66.8%)を占め最も高く、次いで市中銀行の17.5%

（前年度16.5%)となっており、前年度と比べると、市中銀行の割合が増加し

ている。
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地方債現在高の推移は第60図のとおりで、一般財源に対する地方債現在高

の比率は、４年ぶりに低下した。

　　　　　　　　　　　　

第60図

　

地方債現在高の推移

36 37 38 39 40
４１ 42（年度）

（注）（

　

）内の数値は、昭和36年度を100とした指数である。
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（10）積

　

立

　

金

　

積立金の決算額は532億円（前年度435億円）で、前年度と比ぺると97億

円、22.4%増加した。

　

歳出決算積立金に歳計剰余金処分による積立金を加え、この額から積立金の

とりくずし額を差し引いた昭和42年度の積立金の純積立額は341億円（都道府

県199億円、市町村142億円）である。

　

なお、積立金の積立額およびモのとりくずし状況は、次のとおりである。

区 分

　　　　

42

　

積

　

立

都道市町
府県村

　　　　　　　　　　　

億円

　

億円

　

億円
歳出決算積立金260 272 532

　

財政調整基金等積立金

　

188

　

103

　

291

　

その他特定目的積立金

　

72

　

169

　

241

歳計剰余金処分積立金

　

5

　

34

　　

39

合

億円

　

億円

　

66

　

164

　

56

　

59

　

10

　

105

億円

　　

億円
230

　　

302

115

　　

176

１１５

計

　　

265

　

306

　

571

　

66

　

164

　

230

126

　

39

341

億円

435

214

221

　

32

467

億円

　

億円
194

　

241

　

99

　

11４

　

95

　

127

　

－

　　

32

194

　

273

　

昭和42年度末の積立金の現在高は、1,569億円（前年度末1,217億円）で、

前年度と比べると352億円増加した。

　

その目的別内訳は次のとおりで、財政調整基金が現在高総額の53.3%を占

め最も多く、次いでその他特定目的基金の40.6%となっている。

区 分

財政調整基金

減

　

債

　

基

　

金

その他特定目的基金

　

合

　　　　　

計

　　　　

42

都道府県

円
6
3
4
3

　

2
6
8
7

億
５

　
　

１
７

年

　　

度

市町村
-

　

億円
1
2
3
6

1
3
5
9

3

　
　

４
７

　

末

合 計
41年度末

　

増減額

恕
7
7
ぎ
一
一

錫
9
5
6
3
7
5
6
9

円
9
8
5
2

　
　

O

■
-
≪

C
O

L
O

億
Ｉ

　
　

１
３

　

積立金の現在高の推移は第61図のとおりで、歳出総額に対する比率におい

ては、おおむね2％台で推移している。
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(c)-(d;〉
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1、600

l、400

１，

１

第61図

　

積立金現在高の推移

C
＼
J

.
-
H

０

　　　　　　　

36

　　　

37

　　　

38

　　　

39

　　　

40

　　　

41

　　　

42（年皮）

　　　　　

（注）（

　

）内の数は、昭和36年度を100とした場合の指数である。

　

(11)投資及び出資金、貸付金

　

ア

　

投資及び出資金

　

投資及び出資金の決算額は279億円（前年度246億円）で、前年度と比べる

と33億円、13.5%増加した。

　

投資及び出資金の目的別内訳は、次のとおりである。
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区 分

総

　　

務
衛

　　

生

農林水産
工
木
育
の

商
土
教
そ

合

費
費
費
費
費
費
他

　
　

業

　
　
　
　
　
　
　

計

　　

決

　　

算

　　

額

42年度41年度増減額

億円

　

20
億円

　　

億円

　

46

　

△26

2
6
9
2
5
6
6

0
1
3
3

　
　
　
　

４

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

2

9
5
7
8
6
４
9

2
1
3
5

　
　

１
７

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

公営企業に対るもの

そ

　　　

の

　　　

他

14７

132

118

128

△

　

ａ

27

　

1

2
6
1
8
3

　
　

２

　
　
　
　

３

2
9
４

決算額構成比

　

42

--

　

％

　

7.2

46.2

5.5

13.2

41

　　

％

　　　

％

18.6

　

△77.0

41.7

　

79.6

　

6.7

　

△3.0

15.9

　

乙17. 7
９
９
３

　

－

　

一

　

響

2
1
2

17
0
2

　

一

　

一

　

φ

0
2
5

2

100.0
-

52. 7

47.3
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昭和42年度末の投資及び出資金の現在高は1,496億円（前年度末1,233億

円）で、前年度末と比べると263億円増加した。

　

なお、これに基金の運用によるものを加えると、その現在高は1,499億円

（前年度末1,238億円）である。

　

その内訳は、次のとおりである。
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貸付金の決算額は2,645億円(前年度2,163億円)で、前年度と比べると482

億円、22.3%増加した。

　

貸付金の目的別内訳は次のとおりで、住宅費および衛生費に対する貸付金が

前年度に引き続き増加している。
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昭和42年度末の貸付金の現在高は3,124億円（前年度末2,557億円）で、前

年度末と比べると567億円増加した。

　

なお、これに基金の運用によるものを加えると、その現在高は3,244億円

（前年度末2,659億円）で、前年度末と比ぺると585億円増加した。

　

モの内訳は、次のとおりである。
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繰出金の決算額は576億円（前年度478億円）で、前年度と比べると98億

円、20.5%増加した。

　

繰出金の繰出先別内訳および繰出目的別内訳は次のとおりで、地方公営企業

法を適用していない地方公共団体の経営する公営企業に対する繰出金は396億

円で、前年度より69億円増加している。この額は、繰出金総額の68.7%に相

当し、モの繰出目的をみると、建設費財源および公債費財源としての繰出しが

大きな比重を占めている。

　

また、国民健康保険事業会計に対する繰出金は繰出金総額の19.2％にあた

るn1億円で、前年度よりさらに25億円、28.5%増加している。

　

その繰出目

的をみると、当該会計の事務費財源および赤字補てんのための繰出額が多い。
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以上のほか、地方公営企業法が適用されている公営事業に対する繰出しは、

負担金、補助金、出資金および貸付金として経理されることとなっており、モ

の総額は779億円である。この額と繰出額とを合わせると1,355億円（前年度

1,066億円）で歳出総額の2.4％（前年度2.1％）を占め、前年度と比ぺると

289億円、27.1％増加した。
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なお、公営企業に対する繰出し（負担金、補助金、出資金、貸付金および繰

出金の合計額）についての状況をみると次のとおりで、繰出総額1,175億円（前

年度914億円）となっており、前年度と比べると261億円、28.6％増加した。

　

繰出先別では、公共下水道事業会計への繰出額が全休の35.1%を占めて最

も大きく、病院事業会計への繰出額がこれに次いでいる。
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公営事業会計（公営企業、国民健康保険事業、収益事業、公益質屋事業、農

業共済事業および交通災害共済事業）に対する繰出しの状況について、昭和36

年度を100としてその指数をみると、次のとおりである。
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415 487 580 770 847 1,011 1,295　100 117 140 186 204 244 312

（五）決算と地方財政計画額との比較

　

昭和42年度の純計決算額（歳入５兆9,263億円，歳出５兆7,255億円）と地

方財政計画額（当初計画額４兆7,714億円）とを比べると，決算額が歳入１兆

1,549億円，歳出9,541億円それぞれ計画額を上回った。
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昭和42年度決算額と地方財政計画額とを科目別に比べると、次のとおりで

ある。
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13,522

　

2,244

　　

921

20, 265

　　

703

　

普通建設事業費

　

17,166

　

災害復旧事業費

　

1,595

　

失業対策事業費

　　

801

地方交付税の不交付

団体における平均水

　　

一
準をこえる必要経費

　　

億円

16,528

　

9,801

　

1、732

　

１，

１８，

142

233

690

3,775

3,721

　　

512

△221

2,032

　　

13

15,837

　

1,329-

　

1,130

　　

46S

　　

576

　　

225

278

　

た27８

歳入合計

　

59,263 47,714 11,549　歳出合計　57, 255 47, 714　9, 541

（注）１

　

地方交付税の不交付団体における平均水準をこえる必要経費については。

　　　

決算額では各項目に含まれている。

　　　

２

　

上の表に掲げる計画額のほかに、当初計画策定後歳入においては、地方税

　　　

331億円、地方譲与税10億円、地方交付税549億円、国庫支出金463億円、地

　　　

方≫136億円の計画額増加要因があり、一方歳出においては、給与関係経費

　　　

900億円の増額、一般行政経費77億円の減額、維持補修費17億円の減額、投

　　　

資的経費684億円の増額の要因があった。

　

（六）資金収支の状況

　

昭和42年度の普通会計における一時ｲ昔入金の借入れおよび返済の状況は、

次のとおりである。

－158－

●二-

　　　

いー.r9－



E

　　

々J2

　　　

府県

度

　

計

　　　　　　　

億円

　　

億円

　

億円
第1・4半期

　

763

　　

775 1,538

第2・4半期

　

494

　　

592 1,086

第3・4半期

　

534

第4・4半期

　

510

出納整理期

　　

－

958 1,492

992 1,502

　

－

　　

－

　

合計

　

2,301

　

3,317 5,618

(参

　　

考)

支払一時借
入金利子

　　

入

42年
度

　

,億円

1,453

1,053

1,995

1,662

　　　

－

6, 163

諺

　　

億円

1,681

1,322

1,904

1,554

　　　

－

6,461

　　

42
靉

　　

億円

　　

705

　　

523

　　

312

　　

684

　　　

77

2,301

８

‰
箭
度

　

計

　　

億円

　

億円

　　

265

　

970

　　

539 1,062

　　

586

　

898

1, 125 1,809

　　

802

　

879

3,317 5,618

62

　　

70

齢

　　

億円

　　

815

1,022

1,243

2,222

　　

861

6, 163

72

諺

-

　

瓢

プ

2ご

6,461

79

昭和42年度における普通会計の４半期別収支状況は、次のとおりである。

区 分

収

　　

入

　　

額

　

第１・４半期

　

第２・４半期

　

第３・４半期

　

第４・４半期

　

出納整理期

　　

合

　　

計

支

　　

出

　　

額

　

第１・４半期

　

第２・４半期

　

第３・４半期

期
期
半
理
計

り
整
４
納
合

第
出

　

42

都道府県
一

　　

億円

　

8,058

　

7,198

　

10,351

　

9,115

　

3,545

　

38,267

　

6,750

　

6,903

10,525

　

8,528

　

5,314

38, 020

　

年

市町村

　　

億円

　

5,453

　

5,540

　

7,213

　

6,627

　

4,464

29, 297

　

4,442

　

5,342

　

7,374

　

6,751

　

5, 135

29, 044

度

　

計

-

　

億円

13,511

12, 738

17,564

15,742

　

8,009

67. 564

11, 192

12,245

17,899

15,279

10,450

67, 065

(％)

(20.0)

(18.ａ)

(26.0)

(23.３)

(11.9)

(100.の

り6.7)

(j∂.2)

(26.７)

(22､８)

{15.6)

(100､０)

　

41

都道府県

一

　　

億円

　

7,500

　

6,341

　

9,269

　

8,091

　

3,082

　

34,283

　

6, 181

　

6,353

　

9,648

　

7,624

　

4,220

34, 026

　

年

市町村

-

　　

億円

　

5,017

　

5,048

　

6,454

　

6,203

　

3,516

26, 238

　

4, 120

　

4,966

　

6,645

　

6, 185

　

4, 179

26, 095

度

　

計

　

億円

　

（％）

12,517 (20.7)

11,389り∂.∂）

15,723 (26.0)

14,294 (23､６）

6,598 (10.ﾀ）

60, 521 (iOO.O)

10,301 (17.1)

11,319 (1∂.∂）

16,293 (27.1）

13,809 (23.0)

8,399 (14.0)

60, 121 (100ぶ）

（注）収入は、歳入、歳計現金貸付金回収金、他会計借入金および一時借入金借入

　　

額の合計額であり、支出は、歳出、歳計現金貸付金、他会計借入金返済金およ

　　

び一時借入金返済額の合計額である。

　

４半期別の資金収支状況および収支に含まれる地方税、国庫支出金、地方交

付税および地方譲与税ならびに一時借入金の借入れおよび返済状況をみると第

62図のとおりである。
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(億円)

10,000

5,000

０

０

第
一
・
四
半
期

第
一
・
四
半
期

第62図
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その１

　

総

　　　

括

第
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第
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四
半
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その２
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道
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県
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二
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四
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第
三
・
四
半
期
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四
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四
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期
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四
・
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10,35110'525

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9,115

8,528
8,058

　　　　　　　　　

7,198

　　　　　　

EEE賠.
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.
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(億円)

10,000

5,000

０

一

一

一

第
Ｔ
四
半
間

第
二
・
四
半
期

その３市

　

町村

第
三
・
叫
牛
絹

第
四
一
四
半
期

国と地方の租税収入と財政支出の実質的配分等

（－）国民の租税負担と地方税

出
納
節
理
期

　

昭和42年度の租税総額は６兆5,463億円（前年度５兆4,316億円）で、前年

度と比べると１兆1,147 ft,円、20.5%増加した。

　

これを国税と地方税とに分けると次のとおりで、前年度と比べると国税は

7,338億円、20.0％、地方税は3,809億円、21.5%増加している。

区 分

税
税
税
税
ト

　
　

県
村

　

方
府
町

国
地
道
市
合

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比 対前年
増

　

減
42年度41年度増減額

　　

42

　　

41 42　　41　”４2

　　　

億円

　　

億円

　　

億円

43, 968 36, 630　7,338

21,495 17,686　3,809

11,310

　

9, 112　2, 198

10,185

　

8,574

　

1,611

65, 463 54,316 11, 147
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７
　

　

６

％
２

　

７
　

　

／
○

％

　　

％

　　

％

　　

％

4

　

65.8

　

63.6

　

20.0

　

32.8

　

32.6

　

34.2

　

36.4

　

17.3

　

16.8

　

19.7

　

21.4

　

15.5

　

15.8

　

14.5

　

15.0

100.0100.0100.0100.0

度
率
4
1

21.5

24. 1

18.8

20.5

　　

％

11.7

14. 1

16.5

11.8

12.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

7.213 7,374
6,627 6,751

5.453

　　　　　

5.540 5,342　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,135

　　　　

4.442

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4,464



租税の国民所得に対する割合（租税負担率）の推移は，次のとおりである。

区 分 42年度 41年度 39年度 38年度 37年度

国
地

道
市
合

税
税
税
税
十

　
　

県
村

　

方
府
町

　　

％

12.7

　

6.2

　

3.3

　

2.9

18.9

（二）租税の実質的配分

　　

％

12.5

　

6.0

　

3.1

　

2.9

18.6

40年度

-

　　

％

　

13. 1

　

6．２

　

３．１

　

３．1

　

19. 3

　　

％

14.0

　

6.2

　

3.1

　

3.1

20.2

　　

％

13.7

　

6.0

　

3.0

　

3.0

19. 7

13.9 '

　

6.1

　

3.0

　

3.1

20.0

　

租税総額に占める国税と地方税の割合は67.2%および32.8%である。

　

しかし、国は国税として徴収した額の一部を地方交付税、地方譲与税および

国庫支金等として地方公共団体に交付し、地方公共団体は地方税として徴収し

た額の一部を国直轄事業負担金として国に納付している。このような関係を調

整して国と地方との間の租税の実質的な配分の状況をみると、収入の割合は逆

転して、地方公共団体68.8％、国31.2%となっている。

　

国と地方公共団体との間の租税の実質的な配分状況の推移は、次のとおりで

ある。

区 分

度
度
度
度
度
度
度

年
年
年
年
年
年
年

3
6
3
7
3
8
3
9
4
0
4
1
4
2

　

租

国

税

　

税

　　

％

71. 1

69. 3

69.2

69.3

67.9

67.4

67.2

内

地

国・地方を通ずる純計規模

　　

訳

方

　

税

　　　　

％

　　

28.9

　　

30. 7

　　

30.8

　　

30. 7

　　

32. 1

　　

32.6

　　

32.8

実

　

質

　

的

　

配

　

分

国

-

　　

％

39.5

35. 1

34. 3

34.8

30.4

29.3

31. 2

地方公共団体

　　　　　

％

　　　　

60.5

64.9

65.7

65.2

69.6

70. 7

68.8

　

昭和42年度における地方（普通会計）と国（一般会計、交付税及び譲与税配

付金特別会計、公共事業関係の５特別会計の７会計の純計）の歳出の純計規模
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は８兆4,953億円（前年度７兆4,390億円）で、前年度と比べると１兆563億

円、14.2%増加した。

区 分

国

　　　　　　

㈲

地

　　

方

　　

（Ｂ）

　

計

　

㈲十㈲

　

㈲

重

　

複

　

額（勁

　

国から地方へ

　

地方から国へ

36年度

　　　

億円

21,645

23,911

45, 556

10,660

10,279

　　　

381

純

　

計(C)-CD)

　　

34,896

37年度

　　

億円

26, 447

28, 874

55,321

12,710

12,264

　　

446

38年度

-

　

億円
31,389

33, 088

64, 477

14,849

14,321

　　　

528

42,611

　

４9 628

39年度

　　　

億円

34, 524

38, 220

72, 744

16,985

16,363

　　　

622

55､759

40年度

-

　

億円
38, 883

43,651

82, 534

19,523

18.831

41年度

-

　

億円

46, 333

42年度

-

　

億円
52,851

50,262　57, 255

96,595 no, 106

22,205　25, 153

21,458

　

24,347

　　　

692

63,011

　

74，

747

390 84

806

953

　

この純計歳出額を最終支出者としての国と地方に分けてみると、国は２兆

8,504億円(前年度２兆4,875億内)、地方は５兆6,449億円(前年度４兆9,515

億円)で前年度と比べると国は3,629億円、14.6%､地方は6,934億円、14.0%

それぞれ増加している。

　

また、純計歳出額に占める割合は、国は33.6％(前年度33.4%)地方は66.4

％(前年度66.6%)で、両者の比率はほぼ１対２の割合となっている。

　

次に、昭和36年度の歳出額を100としてその推移を指数でみると、昭和42

年度においては、純計規模は243、国は251、地方は240となっている。

区 分

　　　　

実

　　　　　　　　　　

積

36年度38年度39年度40年度41年度42年度

　

指

36 38 39 ４0

数

41 42

　　　　　　　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

億円
純

　

計

　

規

　

模34,896 49,628 55,759 63,011 74,390 84,953 100 142 160 181 213 243

　　　

国

　　　

11,366 17,068 18,161 20,052 24,875 28,504 100 150 160 176 216 251

（国の構成比%) 32.6　34.4 32.6　　31.8　　33.4　　33.6　一　一　－　一　一　－

地

　　　　　

方23, 530 32,560 37,598 42,959 49,515 56, 449 100 138 160 183 210 240

（地方の構成比％）

　

67.4

　

65.6

　　

67,4

　

68.2

　

66.6

　

66.4

　

一

　

一

　

一

　

－

　

－

　

－

　

地方と国との純計規模の国民総支出に対する割合をみると、次のとおりで、

前年度と比べると若干低下した。
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区

　

分

　　

36年度37年度 38年度 39年度 30年度 42年度

罵手tN§沓に

　　

18.1　　201

　　

％

20. 1

　　

％

19.5

　　

％

20. 1

41年度

四

　

20.3

　

（四）地方財政の財貨サービス購入

　

昭和42年度の国民総支出は43兆1,167億円（前年度36兆7,015億円）で、

前年度と比べると６兆4,152億円、17.5%増加した。

　

この国民総支出中に占める中央および地方を通じての政府の財貨サービス購

入額は次のとおりで、中央および地方ともに財貨サービス購入額の増加率（中

央16.8％、地方12.5%)は、前年度に引き続き、国民総支出の増加率(17.5%)

を下回った。

　

その結果、これらの購入額の国民総支出に占める割合は19.7％

（うち中央10.0％、地方9.7％）と前年度の20.2% (同10.1％、10.1％）より

さらに低下した。また、国民総支出の増加額６兆4,152億円に対する政府の財

貨サービス購入額の寄与率も16.9% (うち中央9.7％、地方7.2％）と、前年

度の寄与率18.7％（同9.8％、8.9％）に比べ鈍化している。

区 分

　　

42年度

　

41年度

　

増減額

　　　　　　　　　　　　　

億円

　　　

億円
国民総支出

　

431, 167　367,015

肇尹ごｼSJ?

　

84,929　74, 056

中

　　　

央

　

経常購入

　

資本形成

地

　　　

方

　

経常購入

　

資本形成

43, 306

15,469

27, 837

41,623

23, 990

17､633

37, 073

13,833

23, 240

36, 983

21,263

15, 720

実額構成比

　

増減額構成比

　　　　　　　　

42

　　

41

　　

42

　　

41

　　

42

　　

41

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

64, 152 100.0 100.0100.0100.0　17.5　17. 1

10, 873

　

6,233

　

1,636

4,597

4,640

2,727

1,913

19.7

10.0

　

3.6

　

6.4

　

9.7

　

5.6

　

4.1

20. 2

10.1

　

3.8

　

6.3

10.1

　

5.8

　

4.3

16.9

9.7

2.5

7.2

7.2

4.2

3.0

18.7

9.8

3.2

6.6

8.9

4.8

4.1

14.7

16.8

11.8

19.8

12.5

12.8

12.2

15.6

16.4

13.9

18.0

14.8

13.6

16.5

　

昭和42年度の地方の財貨サービス購入額の内訳は次のとおりで、資本形成

の増加率は前年度と比べ大きく低下し、特に、企業会計の資本形成の増加率が

著しく低下している。
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普

経
資

区

非企

会

分

　　

42年度

　

41年度

　

増減額

計

入
成

　

入
成

　
　

計

購
形
会
購
形

常
本
業
常
本

　

会

　

計

本

　

形

　

成

馳
ビ
常
本

方
一
経
資

地
サ

政財貨
ス購入

　　　

億円

33, 697

21,883

11,814

　

3,380

　

2, 107

　

1,273

　

4,546

　

4､546

４１ 623

9
0
3
3

．
ｙ
φ

2
3
1
7

入
成

購
形

　　　

億円

29, 782

19, 342

10, 440

　

2,997

　

1,921

　

1,076

　

4,204

　

4,204

36, 983

21,263

15, 720

　　

億円

3,915

2,541

1,374

　　

383

　　

186

　　

197

　　

342

　　

342

実額構成比

　　

42

　　

41

　　

％

　　

％

81.0

　

80.5

52.6

　

52.3

28.4

　

28.2

　

8.1

　

8.1

　

5.0

　

5.2

　

3.1

　

2.9

10.9

　

11.4

10.9

　

11.4

増減額構成比

　　

42

-

　　

％

84. 4

54.8

29.6

8.2

4.0

4.2

7.4

7.4

　　

41

-

　　

％

78.9

46.5

32.4

10.2

　

6.9

　

3.3

10.9

10.9

4,640100.0100.0100.0100.0

2,727

　

57.6

　

57.5

　

58.8

　

53.4

1,913

　

42.4

　

42.5

　

41.2

　

46.6

－165

対前年度
増減率

　　

42

-

　　

％

13. 1

13. 1

13.2

12.8

　

9.7

18.3

8.1

8.1

12.5

12.8

12.2

　

41

-

　

％

14.5

12.9

17.4

19.4

20.8

17.0

14. 1

14. 1

14.8

13.6

16.5



弓

　

地方公営事業決算の状況

　

（一）地方公営企業

　

１

　

地方公営企業の概況

　

（１）概

　　

況

　

ア

　

事業数および経営規模

　

地方公営企業の事業数は、毎年増加の傾向を示しているが、昭和42年度にお

いても、昭和41年度と比べると127事業、2.1%増加し、総数で6,171事業と

なっており、昭和36年度と比べると20.0%の増加となっている。

　

昭和42年

度において増加した主な事業は、上水道事業61､観光施設事業32､公共下水道

事業28､宅地造成事業25となっている。
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地方公営企業の事業数の推移
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また、建設投資額も引き続き増加しており、42年度においては6,060億円に

達し、前年度と比べると9.8%の増加となっている。しかし、建設投資額の対

前年度増加率は、下水道事業、地下鉄事業、宅地造成事業等は相変らず高い増

加率を示してい名反面､水道事業､病院事業および交通事業の増加率が低下し、

またヽ電気事業および工業用水道事業の投資額が減ったことにより、増加率そ

のものは低下している。
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地方公営企業の建設投資額の推移
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経営規模（決算における現金支出額）は、昭和42年度には前年度より1,851

億円14.9%増加し、１兆4,313億円となっており、36年度に対して約３倍に

増大している。
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地方公営企業の経営規模の推移
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地方公営企業の職員数の推移
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各事業の状況

　

地方公営企業の各事業別の状況は、次のとおりである。

　

(ア)事業数では、簡易水道1,888 (地方公営企業全休の30.6％)が最も多

く、つづいて上水道1,407(同22.8%)、病院794 (同12.9%)、と畜場471 (同

7.6％)、宅地造成394 (同6.4％)、観光施設348 (同5.6％)、公共下水道217

(同3.5％)、交通189 (同3.1％)、港湾整備140 (同2.3％)、その他323 (同

5.2％)となっている。
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事業数でみた地方公営企業の状況
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(イ)建設投資額では、上水道1,580億円(地方公営企業全休の26.1%)、

公共下水道1,117億円(同18.4%)、宅地造成814億円(同13.4％)、港湾整備

774億円(同12.8%)、交通743億円(同12.3%)、病院289億円(同4.8％)、

工業用水道288億円(同4.7％)、その他455億円(同7.5％)となっている。
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建設投資額でみた地方公営企業の状況
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8.5％）、工業用水道492億円（同3.4％）、電気373億円（同2.6％）、観光施設
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経営規模でみた地方公営企
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エ

　

大都市の地方公営企業の占める比重

　

地方公営企業において、東京都および横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、

神戸市、北九州市（以下「７大都市」という。）の占める比重は、事業数では

僅か83事業で、全体の1.3％に過ぎないが、経営規模では36.6% (5,234億

円）、職員数では31.2% (86千人）を占めている。また、７大都市において、

地方公営企業の普通会計に対する地位は、経営規模では普通会計の純計決算額

（歳出総額）の59.2%、職員数では普通会計職員の71.5%となっている。

　

オ

　

わが国公益事業の中で地方公営企業が占める比重

　

地方公営企業が公私営を含めた全公益事業の中で占める比重は次のとおりで

ある。

　

（ア）上水道事業1,419のうち、民営12事業を除いた1,407事業が公営で

ある（昭和42年度末現在）。

　

（イ）軌道事業および地方鉄道事業の年間輸送人員は、全体の22.1% (20億

６千万人）が公営である（昭和41年度）。

　

（ウ）自動車運送（乗合）事業の年間輸送人員は全休の22.8% (22億７千万

人）が公営である（昭和41年度）。

　

（エ）病院事業においては、病院数では全体の14.1% (1,032病院）、病床数

では全体の15.3％（19万２千床）が公営である（昭和42年度）。

　

以上のほか、工業用水道事業および公共下水道事業はすべて公営であり、反

面、電気事業は年間発生電力量において2.8％（58億６千万ＫＷＨ）、ガス事業

は年間ガス供給量において4.4％（年間ガス供給量１億４千万ｍ乙1万キl=･カ

ロリー換算）と公営の比重が小さい。

　

カ

　

府県営公営企業の伸展

　

地方公営企業は上水道、交通、病院、公共下水道のように直接住民生活に結

びついているものが多く、市町村経営のものが多かったが最近のわが国経済の

発展、地域開発政策の展開による経営規模の拡大、住民の社会生活圏の広域化

にともなって、広域的な地方公共団体としての府県の経営によるものが多くな

ってきている。

　

現在46都道府県が経営する事業数は276事業に及び、１都道府県平均６事業
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となっており、このための経営組織として企業局等の特別の部局を設けている

ところが39都道府県ある。

　

キ

　

経理体制の整備

　

昭和42年度において地方公営企業法を適用し、企業会計方式を採用してい

る企業（以下「法適用企業」という。）は、前年度より347事業、25.1%増加

し、総事業数に対して28.1%を占めるに至っている。

　

企業会計方式を採用している事業数の割合は、上水道事業52.0%、工業用

水道事業80.8％、交通事業49.7%、電気事業87.5%、ガス事業94.4%、病院

事業64.2%となっており、法非適用のものが相当数残っているが、昭和41年

７月の地方公営企業法の改正により、昭和43年４月１日からこれらの事業に

ついてはすべて企業会計方式が適用されている。

　

（２）経

　

営

　

状

　

況

　

ア

　

損

　

益

　

収

　

支

　

昭和42年度における法適用企業の経営状況をみると、ここ数年来の赤字基

調に大きな変化が認められない。

　

昭和42年度における法適用企業の総収益は5,641億円（前年度4,786億円）

で、対前年度17.9%の増となっているが、総費用は5,760億円（前年度4,873

億円）で、対前年度18.2％の増となっている。

　

したがって、法適用企業1,695事業（建設中の事業を除く。）のうち1,220事

業（全休の72.0%)が252億円（前年度は974事業で226億円）の純利益を生

じているが、475事業（同28.0％）が371億円（前年度は379事業で313億円）

の純損失を生じている。

― 176 －



総
総
純

　

純

区

損

収
費
利

分

法適用企業の収支状況

益
用
益

失（ａ）

累

　　

積

　　

欠

　　

損

　　

金(b)

不

　　

良

　　

債

　　

務

　　

額(ｃ)

営

　　　

業

　　　

収

　　　

益(d)

赤

　

字

　

事

　

業

　

数

　

比

　

率

単年度欠損金比率((ａ)/(d)ｘl00)

累積欠損金比率((b)/(d)×100)

不良債務比率((ｃ)/(d)×100)

総収益対総費用比率

42年度

　　

億円

　

5,641

　

5,760

(1,220)

　　

252

　

(475)

　　

371

　

(630)

　

1,441

〔1,519〕

　

1,027

　

4,966

-

　　　

％

　

28.0

　　

7.5

　

29.0

　

〔30.6〕

　

20.7

　

97.9

41年度

　　

億円

　

4,786

　

4,873

　

(974)

　　

226

　

(379)

　　

313

　

(515)

　

1,203

〔1,285〕

　

1, 139

　

4,206

-

　　　

％

　

28.0

　　

7.5

　

28.6

　

〔30.6〕

　

27. 1

　

98.2

対前年度
増減率

　　

％

17.9

18.2

11. 3

18. 3

19.8

18.2〕

9.8

18. 1

-

　

－

△

　

〔

△

△

1.7

　

－〕

6.4

0.3

（注）１（

　

）は事業数を示す。以下各収支状況の表において同じ。

　　

２

　

営業収益には受託工事収益を含まない。以下各収支状況の表において同じ。

　　

３

　

不良債務額および不良債務比率の欄の〔

　

⊃内は、再建債を流動負債とみな

　　　

した場合の数値である。以下各収支状況の表において同じ。

　　

４

　

赤字事業数比率とは、単年度欠損金を生じた事業の全事業に対する割合を

　　　

いう。以下各収支状況の表において同じ。

― 177 －



事業別法適用企業の収支状況(昭和42年度)

区 分

　　

全事業上水道jE業塁

　

交通

　

電気

　

ガス

　

病院旱水
苗モ・ｔ

　　　　

億円

　　

億円

　　

億円

　

億円

益5,641 1,666　153 1,020

総

　　

費

　　

用5,760 1,646　165 1,215

純

　　　

利
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［
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ｃ

　

（556）（176）（18）（49）
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497
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黎
2
2
6
学
㈲
・
㈲
。

億円

　

億円

　　

億円
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68 1,552

㈲）（298）

　

5

　　

32

(13)

　

２

(7) (213) (9)

　

1

　　

47

　　　

18

（22）（248）（10）

　

4

　

110

　　

61

　

門江［2位］

(3) (25) (199)

　

2

237

-

　

％

5

　

103

58 1,424
一
％

　　

％

(9)

　

35

135

-

　

％

6
0
7
則

　

０

　

81

(42)

　

7

(54)

　

35

(77)

　

68

641

赤字等の事業数の割合

　

峯集襄欠損金のある

　

28.0

　

17.0

　

45.5

　

54.2

　

5.7

　

10.4

　

41.7　40.9　24. 1

　

11芸欠損金のある事

　

37.9

　

29.0

　

54.5

　

72.7　14.3　32.8　48.5　45.5　29.5

　

不良債務のある事業〔37.7〕〔29.7〕

　　

〔78.4〕

　

〔41.8〕〔46.6〕

　

数

　　　　　　　　　

32.6

　

23.9

　

30.5

　

75.4

　

816

　

37.3

　

38.9

　

40.9

　

42.1

赤字額等の営業収益に

　　

％

　　　

％

　　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　　

％

　　　

％

対する割合

　

門翫肘が7.5

　　

5.0

　

17.0

　

22.6

　

0.2

　

1.1

　

3.3

　

13. 1　　1.2

　

烈賢

（

為替゛

　

29.0

　

13.6

　

43.3 107.8　リ4　6.4　7.7　45.4　　5.6

不良債務比率〔30.6〕〔21.4〕

　

〔102.8〕

　

〔10.5〕〔9.8〕

　

（（ｅ）/（d）×100)

　　

20.7　20. 1　22. 4　54. 7　0.7　8.5　7.2　25.8　10.8

総収益対総費用比率

　

97.9

　

101.2

　

92.6
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イ

　

企業債元利償還額および人件費の増嵩

　

施設の急速な建設拡充に伴い企業債の元利償還額の増加は著しく、料金収入

に対するこの額の割合は、公共下水道129.6% (前年度114.4%)、地下鉄99.1

％(同97. &%)、工業用水道98.6% (同94.8%)、上水道43.5% (同40.1%)

といずれも前年度より高くなってきている。

　

また、料金収入に対する職員給与費の割合は、交通86.9% (前年度87.2%)、

病院52.5% (同51.7％)、上水道33.6% (同34.7%)となっており、交通およ

び病院ではこの割合は昭和39年度以降ほぼ横ばいであるが、上水道では前年

度よりやや低下している。

39

　

この結果、累積欠損金の総額は√前年度の1,203億円から238億円増加して

1,441億円となり、営業収益に対する累積欠損金の割合は29.0%になってい

る。
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事業別総収益対総費用比率の
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累積欠損金の事業別内訳の
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企業債元利償還金等の増嵩傾向
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ウ

　

資

　

本

　

収

　

支

　

昭和42年度の資本的支出額は、7,908億円（前年度6,918億円）で、対前年

度11.4％の増加となっている。この内訳は、建設改良費6,060億円（対前年

度伸び率ｎ.0％）、企業債償還元金1,057億円（同12.4%)、その他の資本的

支出額791億円（同14.4%)である。なお、法適用企業について資本的支出を

まかなう財源をみると、内部資金621億円（資本的支出の10.5％）外部資金

4,976億円（同84.3％）で、内部資金の割合は、やや前年度より高まっている。

資金不足額は305億円（同5.2％）でその割合は前年度（同6.6％）より若干低

くなっている。この資金不足額は、結局、一時借入金等の短期資金によって措

置されており、とくに水道事業110億円（資本的支出の6.4％）、交通事業120

億円（同10.0％）、病院事業22億円（同7.6％）の資金不足が目立っている。

　　　　　　　

事業別法適用企業の資本的収支の状況（昭和42年度）
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(注)内部資金には繰越工事資金は含まない。以下各資本収支の状況の表において

　　

同じ。
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エ

　

建設投資の財源

　

地方公営企業の建設投資の財源としては、事業によっても若干異なるが、お

おむね60％～90％が企業債によってまかなわれている。

　　　　　　　

建設改良費中に占める企業債の割合（昭和42年度）

上
工
交
電
が
病
公
港
観
宅
全

事 業

業

共

湾
光
地

道
道
通
気
ス
院
道
備
設
成
業

　

水

　
　
　
　
　
　
　

水

　
　
　
　
　
　
　
　

整
施
造

水
用

　
　
　
　
　

下

　
　
　
　

事

率

　　

％

85. 6

75.3

88.4

73.0

59. 3

56. 3

64.8

35.0

57. 1

54.0

71. 2

　

このため、地方公営企業の建設投資の急速な伸びを反映して、企業債の額は

許可実績では、昭和36年度1,399億円から昭和42年度3,992億円と2.9倍に

増大している。

　

なお、最近の地域開発、観光開発の動向を反映して宅地造成事業および観光

施設事業が昭和36年度の６倍であり、ついで、地下鉄事業(4.2倍）水道事業

(3.4倍）、病院事業(3.2倍）が前年度に引き続き増大している。反面、工業用

水道事業、電気事業は減少している。なお、昭和42年度末の企業債の現在高

は、２兆1,155億円であり、前年度末の１兆7,942億円に比べると、3,213億

円、17,9％増加している。

　

これを事業別みると、上水道が最も多く、7,244億円（全体の34.2%)、次

いで交通3,066億円（同14. ^%)、公共下水道2,538億円（同12.0％）、港湾

整備2,137億円（同10.1％）、電気1,705億円（同8.1％）、工業用水道1,502

億円（同7.1％）となっている。
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第75図

　

企業債現在高の事業別内訳(昭和42年度末現在)

痢院
897lt円

H.2%)

,5021S円

(7.1％卜

ガス
90噫円
IOA%)

　

これを借入先別にみると、政府資金が9,743億円で全体の半ば近く(46.1%)

をしめ、次いで市場公募債3,214億円(全休の15.2%)、市中銀行3,053億円

(同14.4%)、公営企業金融公庫2,664億円(同12.6%)となっている。

第76図

　

企業債現在高の借入先別内訳(昭和42年度末現在)

　　　　　　　　　　

その他

　

また利率別では、６分５厘以下が１兆748億円で全休の半分（50.8％）をし

め、６分６厘以上７分１厘未満が565億円（同2.7％）、7分１厘以上８分未満

が9,590億円（同45.3%)、8分以上が252億円（同1.2％）となっている。
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オ

　

資本構成の変化

　

前述のように企業債が増大した結果、昭和42年度末の法適用企業の借入資

本金はヽ総資産の半ば以よ（55.8％）に達し、自己資本金は17.4%となって

いる。

第77図

　

地方公営企業の貸借対照表(昭和42年度末現在)

欠損金

　

l,031(S円^'^.:^°い

　

この結果。自己資本構成比率は年々低下して昭和42年度には21.0%となっ

た。

－184－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

固

　

定

　

負

　

債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4､235(.S円(13.4≪≫)

　　　　　　　

固

　

定

　

資

　

産

　

流動負價2,278lt円(7.2%)

；資産

　　　

２兆,8,062億円

　　　　

借

　

入

　

資

　

本

　

金
兆537ign)

　　　　　

(88.9%)

　　　　　

1兆,7,604tB:円(55.8%;

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

白

　

己

　

資

　

本

　

忿

　　　　　　

流動資産2,475(1円(7.8%)資本4』纒95hWMFljj2≒



第78図

　

自己資本構成比率の推移
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（注）各年度の末日現在の数値を示す。

　

ヵ

　

他会計からの繰入金の状況

　

他会計から地方公営企業への繰入金は、法適用および地方公営企業法を適用

せず官公庁会計方式によっている企業（以下「法非適用企業」という。）をあ

わせた全体では前年度の935億円から1,103億円へと168億円、17.9%増加し

ている。

　

このうち、損益収支に対しては、収益的収入の6.4％（前年度6.0％）

にあたる443億円、資本収支に対しては、資本的収入の9.4% (同9.5％）に

あたる660億円が繰り入れられている。

　

キ

　

財政再建の状況

　

昭和41年の地方公営企業法の一部改正において、地方公営企業の財政再建

に関する制度が設けられたが、昭和42年度中には63企業の財政再建計画が承

認され367億円の不良債務が再建債により棚上げされた。これを事業別にみる

と、病院が33事業23億円、水道21事業11億円、交通８事業333億円、ガス
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１事業８百万円である。この結果、41年度に承認された企業を合せるとヽ財政

再建企業は155企業で再建債総額は516億円になっている。

　

またヽ155再建企業のうち138企業が給与改定等により計画変更の事前協議

を行ない、水道58事業、交通４事業、病院76事業が給与改定を実施した。

　

次に財政再建計画の実施状況については、昭和42年度決算額を計画額と比

較すると、収益的収入で18億円減少したが、収益的支出で25億円節減された

ので、収支差引で７億円計画より好転しているが、資本的支出の不足を充たし

た結果、全休では２億円計画より良くなっている。

　

事業別にみると、水道、ガスおよび病院事業は計画に沿って順調に進められ

ているが、交通事業では再建企業の大半を占める大都市交通事業が都市交通の

最近の事情により路面交通の乗客数が年々減少し、反面運輸コストが上り経営

は依然として苦しく計画どおりの効果があがらず累積欠損金、不良債務とも計

画より増えている。

　

ク

　

法非適用企業の経営状況

　

法非適用の地方公営企業は4,440事業であるが、これe?の昭和42年度の決

算状況をみると、収入総額は3,101億円、支出総額は2,923億円で差引178億

円の黒字となっている。

　

しかし、この形式収支額から翌年度に繰り越すべき財源150億円を控除した

実質収支は28億円の黒字となっている。

　

これを、法適用企業の総収益対総費用比率にほぼ相当する収益的収支比率

（

総

轟

十

義

債

轟

金×100）でみると、全事業平均では109.5%
(前年度

110.0％）で、事業別にみると、100％以上のものは、宅地造成事業187. 1％

（前年度172.9,%)、交通事業116.7% (同121.0%)、簡易水道事業109.4% (同

107.6％）、上水道事業106.1％（同106.2%)であり、100％未満のものは工業

用水道事業57.8% (同50.3％）、電気事業82,4％（同122.9%)、下水道事業

90.6％（同86.0%)、市場事業91.0％（同96.1％）となっている。
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２事業別状況

　

(１)水道事業(上水道事業および簡易水道事業)

　

ア

　

事

　

業

　

数

　

昭和42年度末の水道事業数は、簡易水道事業を含めて3,295事業であり、

前年度より21事業(0.6％)増加した。事業別では上水道事業1,407、簡易水

道事業1,888であり、これを経営主体別にみると、都道府県営17(うち簡水１

大都市営７(同１)、市営742 (同222)、町村営2, 467 (同1,646)企業団営(一部

事務組合営を含む。)62(同18)となっている。

　

イ

　

経営規模および利用状況

　　

(ア)給水人口および給水量は、最近における都市人口の増大、生活水準

　

の向上による水使用量の増加、農漁村地域への水道普及を反映して、ここ数

　

年引き続き大きな伸びを続けており、昭和42年度末の給水人口は7,038万

　

人で、前年度より344万人の増であり、水道普及率(ぶ欝jMW回貰も×100)

　

も、30年度の32.2%から42年度には74.8%と大巾な増加を示している。

　　

次に、昭和42年度の給水量は58億84百万立方米で、前年度に対して、６

　

億５百万立方米11.5%の増加となっている。

　　

(イ)このような給水人口および給水量の急速な伸展に対応して水道施設

　

の建設拡張もここ数年来急速に進められ、昭和42年度の建設投資額は1,648

　

億円の巨額になっているが、前年度に対し80億円の増加で、昭和39年度以

　

降は対前年度増加率では鈍化してきている。

　　

(ウ)建設投資の増勢とモれによる給水量の伸びによって、水の需要関係

　

は、漸次改善の方向にむかっているが、これを最大稼動率

　

(ﾆﾋﾞﾘUWNjyﾀlｘ100)でみると96,5％となり、ここ数年の建設投資の効果

　

が現われていることがうかがわれる。しかし、九州、四国等の一部地域では

　

異常渇水による給水制限が行なわれており、最悪の状態を考慮した施設の増

　

強が望まれている。
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水道事業の建設投資額および企業債の増加状況
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1,058.8

　　

－

35.6

43.6

27.2

13.9

16.5

　

32

ウ

　

法適用企業の経営状況

　

（ア）損

　

益

　

収

　

支

　　

（ｉ）ここ数年急速に悪化してきた水道事業の経営状況は、昭和41年

　

度において総収益が総費用を上まわり、赤字基調を脱し、昭和42年度は前

　

年度より収支は悪化しているもののこの傾向を持続している。すなわち、

　

昭和42年度において、単年度欠損金を生じた事業数は735事業（建設中の

　

20事業を除く。）のうち125事業で、モの全事業に対する割合は前年度の

　

19.1% (106事業）から17.0％に低下した。また、総収益対総費用比率は

　

41年度に３年ぶりに100％をこえたが、昭和42年度においても101.2％

　

と100％台を維持し、単年度の純利益額は前年度より21億円増加して92億

　

円となり、単年度欠損金の額も前年度より39億円増加し72億円となり、

　

純利益の伸びを大巾に上回っている。ただ、固定資産売却益等により、累

　

積欠損金の額は218億円から196億円とやや減少した。この結果、営業収

　

益に対する単年度欠損金の比串は、前年度の2.7％から5,0％へと増加し

　

たが、累積欠損金の比率は17.9%から13.6％へと低下した。

　　

なお、不良債務については、不良債務のある事業数が176事業で前年度

　

より１事業減少したが、不良債務額は前年度の252億円から290億円へと

　

増加している（昭和41、42年度において財政再建計画の承認を受けた58
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事業の財政再建債を流動負債とみなした場合は不良債務を有する事業数は

218、不良債務額は309億円となる。）

　

(ii)昭和42年度の損益収支において、このように、巨額の欠損金を生

じさせた主な原因は、都市人口の急増、生活様式の近代化に対応した水需

要の増加を背景として建設投資の急増に伴う企業債元利償還金の増嵩に対

して収入の伸びが伴わなかったからである。

　

(iii)規模別にみると、７大都市の経営状況は、昭和41年度は東京都の

料金改定の実施等により、ここ数年ではじめて好転したものの、昭和42

年度においては再び悪化し、総収益は昨年度に比べて11.8%、66億円の

増加を示したが、総費用が16.7%、95億円増加したため、総収益対総費

用比率は97.8%から93.7%に低下した。７大都市を除いた団体について

は、前年度に引き続いて年度中の料金改定や前年度の料金改定の平年度化

により、経営状況は好転したが、給水人口１万５千未満の小規模な事業、

用水供給事業は依然として悪化の傾向にある。

　　　　　　　　　

水道事業の収支状況（法適用企業）
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（イ）資本収支

　

給水人口および使用水量の増加による給水量の急速な伸びに対応して建設

改良費は、昭和38年度以降、おおむね２割ないし３割という高率の伸びを

示してきたが、昭和42年度は1,474億円（前年度1,337億円）で、その伸び

率は10.2％と鈍化している。

　

このような建設改良費および企業債償還元金

等の資本的支出をまかなう財源は、内部資金249億円（資本的支出の14.6％）

外部資金1,348億円（同79.0%)であり、外部資金のうち企業債は1,197億

円を占めている。

　　　　　　　　

水道事業の資本収支の状況（法適用企業）
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△21.3

（ウ）水道料金とその原価の状況

　

（ｉ）昭和42年度末における１立方米当りの水道料金原価は前年度0

28円10銭から29円53銭（いずれも用水供給事業を除く。）と上昇し、こ

のうち資本費は12円36銭（前年度11 F9 66銭）と前年度に引き続いて上

昇したのに対し、職員給与費は８円60銭（同９円44銭）と僅かながら減

少した。料金原価の上昇原因としては、昭和39年度までは資本費と職員給
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与費の割合がほぼ同じであったが、急速な建設投資を反映して昭和39年

度からは資本費の増加が大きくなってきている。

　

規模別にみると、全般的に前年度に比し、高原価の事業が増加している

が、給水人口10万以上の事業が比較的に低原価で安定しているのに対し、

小規模で最近稼動を始めた事業では資本費の負担が大きいため、高原価の

事業が多くなっている。

　

(ii)料金収入に対する企業債元利償還額の割合は逐年上昇しており、

昭和42年度は42.2% (うち企業債利息の割合は28.1%)に達している。こ

れを規模別にみると、元利償還額の割合は７大都市が54. ＼% (同36.0％)、

給水人口１万５千未満の事業が42.7% (同28.4%)と特に大きくなって

いる。このような結果をもたらした原因は、大都市への人口の集中に伴う

急激な施設の拡張整備および水質の悪化等のためおよび最近あいついで開

始された小規模水道においては、施設利用率(‾品?4yWR回y量×100)が依

然として低いためである。

第79図

　

料金収入に対する企業債元利償還額の割合（法適用水道事業）
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(iii)職員給与費については、ここ数年来毎年行なわれてきた給与改定

によって増加しているが、資本費の急激な増嵩の関係から費用構成比でみ

ると、昭和38年度(33.8%)以降毎年漸減し、昭和42年度では28.2%と

30％を割っている。
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エ

　

法非適用企業の経営状況

　

法非適用の水道事業の経営状況については、上水道事業676事業（建設中の

54事業を含む。）うち532事業（78.7％）が黒字（16億円) 144事業が赤字（14

億円）であり、簡易水道事業は1,864事業（建設中の40事業を含む。）のうち

1･667事業が黒字（12億円）、197事業が赤字（５億円）･となっている。収益的

収支比率は、上水道事業が106.1％（前年度106.2％）とほぼ横ばいの状態で

あるのに対し、簡易水道事業は109.4% (前年度107.6％）と経営状況は好転

している。

（２）工業用水道事業

　

ア

　

事業数、施設利用率および建設投資等

　

最近における工業用水の急速な需要増加により工業用水道の建設が急速に進

められてきた結果、昭和42年度末における工業用水道の事業数は73（法適用

企業59、法非適用企業14）、箇所数では135､給水会社数では2,220を数え、前

年度と比べると事業数では３事業の減（法非適用企業と法適用企業を経営して

いた団休において、法非適用企業を法適用企業としたことによる減および市営

事業を県営事業に統合したことによる減）であるが、箇所数では7 (6.3%)、

給水会社数で487社(28.1%)の増となっている。また、年間総配水量も21億

６千万立方米から24億４千万立方米と２億８千万立方米(13.4%)の増加をみ

せた。

　

経営主休別にみると、都道府県営36、大都市営５、市営26、町村営２、企

業団営４となっており、全体の約半数が都道府県営である。

　

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　

（ア）損

　

益

　

収

　

支

　　

工業用水道事業の経営状況は、ここ数年来悪化の傾向をたどってきたが、

　

昭和42年度においてはさらにその傾向を強めており、単年度欠損金を生じ

　

た事業数は建設中のものを除き55事業中25事業（全体の45.5%)あり、累

　

積欠損金のある事業数は全体の54.5%にあたる30事業で、前年度に比べて

　

さらに悪化している。
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また、総収益対総費用比率は前年度の93.9%に比べて、昭和42年度は92.6

％とさらに低下し、単年度欠損金の額は前年度の16億円から21億円に、累

積欠損金の額は34億円から53億円へとそれぞれ増加した。

　

この結果営業収益に対する単年度欠損金の比率は前年度の16.2%から

17.0％へ、営業収益に対する累積欠損金の比率は34.4%から43.3%へと上

昇した。

　　　　　　　　

工業用水道事業の収支状況（法適用企業）
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(イ)資本収支

　

資本収支においては、建設投資額は前年度の268億円から274億円へ、企

業債償還金は37億円から47億円へとそれぞれ増加した。一方、その財源で

ある企業債の額は前年度の173億円から200億円へ、国庫(県)補助金は62

億円から66億円へと増加したが、資本収支における財源不足額は11億円と

なった。

　

なお、施設の建設拡充に伴う資本費の増勢は著しく料金収入に対する企業

債元利償還額の割合は97.4%に達し料金収入のほとんどが企業債の元利償

還金に充当されなければならない状況である。
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ウ

　

法非適用企業の経営状況

　

法非適用の工業用水道事業は14事業あり、実質収支では12事業が黒字（８

百万円）、２事業が赤字（23百万円）となっている。

　

（３）交

　

通

　

事

　

業

　　

ア

　

事業数ぉよび経営規模

　　

地方団休が経営する交通事業は、昭和42年度末にぉいて経営団体数で158

　

（法適用企業65、法非適用企業93）事業数では189（バス50、路面電車12、地

　

下鉄４（建設中１を含む｡）、トロリーバス３、索道（ロープウェイ等）45、懸

　

垂電車（モノレ一ル）２、モの他の軌道および地方鉄道９、船舶64）となつて

　

いるo

　

また、年間輸送人員は43億人で、ｌ日平均約1,18O万人（うち路面電

　

車33O万人、パス64O万人、地下鉄17O万人）に達しているが、このうち85O

　

万人（全休の71.8％）が６大都市によつて占められている。

　　

パス事業の輸送人員は.昭和35年度のI7億８百万人から昭和42年度には23

億５千５百万人と７年間で37.9％増加しているが､モの仲長率は最近３カ年は

急速に鈍化し、昭和42年度は前年度に比ぺてO.4％低下するに至つているo

　　

また、路面電車は、路面交通が混雑してきたことにより、時速の低下等効率

　

が著しく悪くなり、地下鉄やパス事業の伸展と相まつて、その利用度は年々急

　

速に低くなつてきているoこの傾向は特に６



万人（営業キl=･26キ○から昭和42年度６億27百万人となっている。

　

イ

　

法適用企業の経営状況

　　

（ア）損

　

益

　

収

　

支

　　　　

、

　　　

（ｉ）昭和42年度において単年度欠損金を生じた事業数は97事業中52

　　

事業で前年度より１事業減少し全休の54.2%となっており、また、累積

　　

欠損金でみると全休の72.7%が赤字をかかえる状態となっている。次に、

　　

単年度欠損金は205億円で前年度197億円を８億円上回っており、このた

　　

め累積欠損金も前年度789億円から979億円と増加した。

　　　

しかし、不良債務額は、前年度641億円から497億円へと減少している

　　

が、これは前年度５団体が110億円の財政再建債を発行したのに引き続

　　

き、昭和42年度も８団体が333億円の財政再建債を発行し、不良債務を

　　

棚上げしたことによるもので、再建債を流動負債とみなした場合､42年度

　　

不良債務額は933億円となり、前年度751億円より182億円増加してい

　　

る。

　　　

これを営業収益に対する割合でみると、単年度欠損金比率は、料金改定

　　

や企業内の経営合理化により前年度23.5%から22.6%へと若干低下した

　　

が、累積欠損金比率は前年度93.8%から107.8%に増加し、不良債務比

　　

率は前年度76.3%から54.7% (財政再建債を流動負債とみなした場合は

　　

前年度83.2%から84.0％）となっている。
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交通事業の収支状況（法適用企業）
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(ii)経営団体別にみると、累積欠損金総額979億円のうち92.2%に

あたる903億円が６大都市分であり、また、累積欠損金比率と不良債務比

率は６大都市ではそれぞれ141.0%、68.0％であるのに対し、７都市（バ

スと路面電車を兼営する札幌市、画館市、仙台市、川崎市、呉市、熊本市

および鹿児島市をいう。以下同じ。）は20％前後、モの他都市はおおむね

30％前後となっており、経営悪化はとりわけ６大都市において著しい。

　

(iii)各事業別にみると、路面電車については輸送人員の減少、路面混

雑による運転効率の低下等の影響で単年度欠損金は107億円（前年度96億

円）に達し、とくに６大都市において著しく悪化している。バス事業につ

いては、48事業中23事業が赤字であり、昭和42年､度において９団体が料

金改定を行なったにもかかわらず、単年度欠損金は62億円と前年度61億

円より１億円増加している。しかし、単年度欠損金の営業収益に対する割

合は、全体で11.6%、6大都市で16.9%となっており、前年度の全休

12.5%、6大都市18.2％に比していずれも若干好転している。地下鉄事

業については東京都、名古屋市および大阪市ともひきっづき赤字であるが
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東京都、大阪市において昭和42年度に料金改定をしたこともあり、単年

度欠損金は前年度34億円より５億円減少し29億円となり単年度欠損金の

営業収益に対する割合は19.8％と前年度28.1%より好転している。
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パｙ、路面電車および地下鉄の収支状況（法適用企業）

区 分 ぷ扇願ぷhｈ
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黒
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△197

　

％

57.0

23.5

　

(イ)職員給与費の状況

　

職員給与費は､ここ数年来毎年の給与改定によって年々高騰しているが､料

金収入に対する割合は昭和42年度においてかなりの事業において料金改定

が行なわれたこと等により86.9%と前年度87.2%より若干低下している。

事業別にみると、路面電車事業は130.4%と前年度128. ＼%を上回り、６大

都市では全団体が料金収入の全額を充てても職員給与費をまかないかれない

状態となっている。また、バス事業については前年度79.4%から78.4%へ、

地下鉄事業も56.9%から53.2%へと、それぞれ低下している。これを経営

団体別にみると、６大都市は90.8％(前年度94.7%)、7都市は73.7% (前

年度(74.3%)、その他都市は68.5% (前年度65.6％)となっている。

　

(ウ)地下鉄における資本費の増嵩
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地下鉄の建設は急速に行なわれているが、その施設の性格から建設費は莫

大なものであり、現在１ｋｍ当り60億円を越すところもあり、建設資金はほ

とんど企業債にたよつており、これに伴い支払利息の負担が年々増嵩し、料

金収入に対する割合は昭和42年度においては64.2% (前年度66.2%)を占

め、これに企業債の償還元金を加えると料金収入の99. ＼% (前年度97.6%)

に達している。

第82図

　

交通事業における職員給与費

　　

第83図

　

交通事業における職員給与費
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する職員給与費の割合）

　　　　　　　　　

する職員給与費の割合）

　

％

150

100

50

０

　　

路面電車

　　　　　

128.1

　

130.4

　　　　　　

123.9

　

一sＳ～|～万‾゛

　　　

111.8／

ン”

98♪／／
゛ノ

　　　　　

全体

81.4

　　

87.6

　　

88.0

　

87°2

　　

86.9

　　　

・゛●s＝s～=●～ト~●･ミーミ･●て83.6

　

81.3

　

79､4　78.4

　　　　　

/く

　

ス

　　　　　

---･ ≪
－－てて56.9

　

53.2
49.3

　

‘

　　　　　

地下鉄

38 39 40 41 42年度

　

％

100

50

０

68.7

　

71.8 i^'μ－ユユ.こ.７

ｒぷsこｰ,●,一一.．.･一一‘

65.7

　

68.5

　　

66.8

　　

工5

38 39 40 41 42年度

　

（エ）資本収支の状況

　

資本収支においては、損益収支の悪化を反映して、資金不足120億円（資

本的支出の10.0％）を生じ、前年度110億円（資本的文出の12.8％）に比べ

てさらに増加し、一時借入金は再建債による436億円の棚あげがあるにもか

かわらず、なお､410億円（前年度515億円）となっており、営業収益に対す

る割合は45.2% (前年度61.3％）となっている。
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交通事業の資本収支の状況（法適用企業）

区 分
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-

　　

％
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44.2

　　

12.9

　　

46.2

　　

79.5

△

　

7.7

　　

44.9

9.0

　

ウ

　

法非適用企業の経営状況

　

法非適用の交通事業については、モの大部分は渡船等の船舶運航事業および

索道事業（ロープウェイ）であるが、95事業中67事業（70.5％）が黒字（60

百万円）、28事業(29.5%)が赤字（２億19百万円）である。

　

これを事業別

にみると、船舶運航事業は57事業のうち42事業(73.7%)が黒字（39百万

円）、15事業が赤字(26.3%) (98百万円）、索道事業は31事業のうち21事業

(67.7%)が黒字（21百万円）、10事業(32.3%)が赤字（１億７百万円）、自

動車運送事業は３事業のうち１事業(33.3%)が黒字、２事業（66.7％）が赤

字（６百万円）、簡易軌道事業は４事業のうち３事業（75.0％）が黒字、１事

業（25.0％）が赤字（７百万円）となっている。
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（４）電

　

気

　

事

　

業

ア

　

事業数および経営規模

　

（ア）昭和42年度末の事業数は、40事業（法適用企業35、法非適用企業

５）であり、経営主体別では都道府県営31、市営1、町村営７、企業団営１

である。

　

なお、都道府県営31事業および市営１事業が九電力会社への卸売

供給事業であり、町村営および企業団営の電気事業は、特定地域における小

規模な配電事業（一般供給事業）である。

　

（イ）昭和42年度末の発電所数は、155 (法適用企業分147、法非適用企

業分８）で、このうち149は水力発電所、６は内燃力発電所である。発電能

力は最大出力で175万ＫＷ、常時出力で36万ＫＷであり、昭和42年度中の

発生電力量は59億ＫＷＨであるが、全国的な異常渇水のため前年度より

ﾕ0.4％減少している。

イ

　

法適用企業の経営状況

　

（ア）法適用の電気事業は、前年度全事業が黒字であったが、昭和42年

度は全国的な異常渇水により収益が伸び悩み､35事業中２事業が赤字となっ

た。したがって、純利益額は前年度より２億円減少し21億円となり、総収

益対総費用比率も109.2% (前年度110.7％）と前年度を僅かながら下回る結

果となった。

　

（イ）費用の面では、発電所の建設等がほとんど企業債によっているため

費用総額に占める支払利息の割合は47.9%で、これに減価償却費を加えた

いわゆる資本費の割合は73.6%という高い比重を占めているが、建設改良

費は昭和39年度以来新規開発地点の減少により、年々１割から２割近く減

少しており、資本費の費用中に占める比重も低下の傾向にある。

　

（ウ）資本収支においては、資金不足は僅かで（資本的支出の1.5％）で

あり、資金的には、ほぼ健全な状態を続けている。
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△
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ウ

　

法非適用企業の経営状況

　

法非適用の電気事業については、５事業中２事業（40.0％）が黒字（２百万

円）、３事業（60.0％）が赤字（33百万円）であり、収益的収支比率は82.4%

となっている。

　

（５）ガ

　

ス

　

事

　

業

ア

　

事業数および経営規模

　

（ア）昭和42年度末の事業数は、71事業（法適用企業67、法非適用企業

４）で前年度の70事業より１事業増加した。経営主体別では、県営２、市

営39、町村営29、企業団営１となっており、地域的には天然ガスの豊富な

新潟(25)、秋田（９）、山形（２）、千葉（７）ならびに新潟・東京間の天

然ガスパイプライソ線上にある長野（１）、群馬（３）、埼玉（１）の７県に

全休の事業数の66.7% (販売量59.0%)が集まっている。

　

（イ）わが国全体のガス事業に占める公営ガスの割合をみると、事業数で

は32.3%を占めているが、ガス販売量においては、わずか4.4％に過ぎな

い。しかし、民間大手３社（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス）を除けば、公
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営はガス販売量で20.3%、供給戸数で17.7%を占めており、地方中小都市

においてはかなりの比重を示している。とくに天然ガスを原料とするガス事

業者についてみると公営が全体の約７割を占めている。

　

（ウ）昭和42年度末の供給戸数は、35万６千戸であり、供給量は１億4‾

千万㎡（10,000 kcal 換算）で、前年度（１億３千万㎡）に比べて１千万m3

増加した。

　

また、ガス原料は購入によるもの61.8％、自家生産によるもの

38.2%であるが､後者の場合､原料別には石炭系ガス13.4% (前年度15.1%)、

石油系ガス79.6% (前年度75.7%)となっており、石炭系ガスからコスト

の低れんな石油ガスヘの転換が引き続き進んでいる。

イ

　

法適用企業の経営状況

　

（ア）法適用のガス事業については、67事業のうち60事業（全休の89.6%)

が黒字（５億ｎ百万円）、７事業（全体の10.4％）が赤字（65百万円）であ

る。なお、営業収益に対する単年度欠損金の割合は1.1％（前年度2.1％）、

同じく累積欠損金の割合は6.4％（同7.6％）で前年度引き続き好転してい

る。

　

（イ）費用の面では、資本費（支払利息および減価償却費）の費用総額中

に占める割合は23.4% (前年度23.3%)となっている。しかし、職員給与費

の割合は、企業経営の合理化により19.7% (前年度20.0％）とやや低下し、

また、ここ数年来急速に進んできた石油系ガスヘの原料転換および最近開始

した事業はコストの低い天然ガスであること等を反映して、費用中に占める

原料費の割合は、昭和35年度の44.1%から昭和42年度28.5%に低下して

きている。
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ガス事業の収支状況（法適用企業）
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法非適用企業の経営状況

　

法非適用のガス事業については、４事業中２事業が黒字（２百万円）、２事業

が赤字（40百万円）であり、収益的収支比率は102.3％となっている。

（６）病一院

　

事

　

業

ア

　

事業数および経営規模

　

（ア）昭和42年度末における病院事業（経営団体）数は794 (法適用企業

510、法非適用企業284。なお、法適用企業と法非適用企業を兼営するものが

20団体ある。）、病院数は、1,032であり、病院数を経営主体別に区分すると

都道府県立231病院（46都道府県全部）、指定都市30病院（６市全部）、市

立281病院(235市）、町村立389病院(389町村）、一部事務組合立101病

院（91組合）となっている。

　

（イ）規模別にみると、都道府県立病院ではその34.5%までが300床以

上の大病院であるのに対し、市町村立病院（組合立を含む。）では47.6%ま

でが、100床未満の小規模病院で、しかも、このうち他に一般病院のない市
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町村内に所在するものが69.3%を占めている。これは自治体病院が医療の

中核的機関として高度の設備を備える基幹病院や民間資本の投下が期待でき

ない不採算地区における病院としてきわめて、重要な役割を担っていること

を示している。

　

（ウ）昭和42年度末の病床数は19万２千床であり、前年度（18万８千

床）に比ぺ４千床、2.3％増加し、取扱患者数は１日平均38万４千人（入院

15万人、外来23万４千人）で、前年度に比らべ７千人（入院３千人、外来４

千人）、1.8%増加（入院2.0％増、外来＼.1%増）している。また、病床利

用率は78.9% (前年度78.2%)、外来入院患者比率［ﾂ］更生IJX100）は、

127.4% (同127. 6%)となっている。

　

（エ）採用点数表についてみると、甲表採用病院が33.6%となっている

が、100床未満の病院では88.6％が乙表を採用している。また､基準看護の

実施状況は53.5%であり、これを規模別にみると、300床以上の病院は96.4

％、200床以上300床未満の病院は81.6％とほとんどが実施しているが、

100床未満の病院は15.7%で実施はほとんどされていない。このほか、基

準給食の実施率は86.8％、基準寝具の実施率は90.0％で年々整備が進んで

いる。

イ

　

法適用企業の経営状況

　

（ア）損益収支の状況

　　

（ｉ）病院事業の経営状況は、昭和41年度に引き続きさらに悪化し、

　

単年度欠損金を生じた事業（団体）数は5n事業のうち213事業で全休の

　

41.7%となっており、経営状況がとくに悪かった昭和38年度以来再び

　

40％を越えた。

　

これを経営主体別にみると、町村の43.3%が最も高く、

　

ついで府県の41.9%、市の39.6%となっている。

　　

また、累積欠損金を有する事業の割合は48.5% (248事業）であり、前年

　

度の44.8% (174事業）を上回っており、経営主体別では７大都市が28.6%

　

であるのに対し。市町村は49.1％となっている。

　　

(ii)純利益額は、32億円（年間営業収益の2.2％）で、前年度と同額

　

であるが、純損失額は47億円で前年度（32億円）に比べ、15億円増加し
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ている。また、累積欠損金の額は、110億円で前年度（79億円）より31億

円増加し、不良債務額は、103億円（財政再建債によりたな上げされた額

を加えると139億円）で前年度（98億円）より増加している。また、年間

営業収益に対する単年度欠損金の割合は3.3% (前年度2.9％）、同じく累

積欠損金の割合は7.7％（前年度6.9％）となっており、いずれも前年度よ

り悪化している。

病院事業の収支状況（法適用企業）

総
総
純
純
累

　

不
営

区

収
費
利

　

損

　

務

損
欠

　

債

　

積

　

良

業 収

分

益
用
益
㈲
㈲

　
　
　

失
金

㈲
㈲
額
益

赤

　

字

　

事

　

業

　

数

　

比

　

率

単年度欠損金比率((ａ)/(d)×100)

累積欠損金比率((b)/(d)×100)

不良債務比率((ｃ)/(d)×100)

総収益対総費用比率

　

決
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0.9

　

(iii)病院の経営状況を規模別にみると、大規模病院は比較的良く、規

模が小さくなるにしたがって悪くなり、単年度欠損金を生じている病院の･

割合は、50床未満の病院では54.8% (前年度66.7%)、50床以上100床未

満の病院では48.8%となっており、全休の割合43.2%を大きく上回って

いる。また、単年度欠損金の年間営業収益に対する割合をみても、50床未

満の病院が8.1％と最も悪く、50床以上100床未満の病院の4.2%がこれ

にっぎ規模が大きくなるほどこの割合は低下の傾向にある。

　

(iｖ)一以上のように、病院事業の経営が昭和42年度において、さらに
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悪化した原因としては、昭和42年12月から、社会保険診療報酬の改定

　

(7.68%引上げ）が行なわれたが、同じく10月１日から薬価基準の引下げ

　

（10.2％）が行なわれており、昭和42年度の収益の上昇にはほとんど効果

　

がなかったこと、給与改定による職員給与費の増嵩や物件費の高騰が続い

　

たこと等によるものと考えられる。

　

（ア）資本収支の状況

　

資本収支の状況をみると、資本的支出額は288億円で前年度より53億円

(22.7%)の伸びをみせたが、このうち建設改良費が215億円で全体の74.4%

を占め、ついで企業債償還金が33億円、ｎ.5％などがあるが、資本的支出

額の7.6%にあたる22億円の財源不足を生じている。

　

（ウ）診療収益の増加状況

　

法適用および法非適用の全病院の診療収益は1,652億円であり、昭和41

年度に比べ178億円12.1%増となっているが、その内容をみると、患者数

の増が2.6％、患者１人１日当り診療収益の増は10.5％となっている。

　

（エ）繰入金の状況

　

昭和42年度において病院事業に対し一般会計等から繰入れた額は127億

円で､１床当りの繰入額は８万２千円となっており、これを昭和41年度にく

らべると、繰入総額で16億円、１床当り金額で３千円の増加となっている。

　

これを繰入れの目的別にみると、収益収支への繰入れは65億円で、資本

収支への繰入れは62億円となっている。なお、経営主体別にみるとやはり

７大都市が最も高く、総収益に対する繰入金総額の割合は22.3%であり、

ついで府県の3.1％、市町村の2.0％となっており、１床当りの繰入額では、

７大都市では33万９千円（前年度30万円）、府県では７万８千円（同８万

４千円）、市町村では４万７千円（同４万３千円）となっている。

　

（オ）職員給与費の状況

　

ここ数年給与改定が毎年実施されてきたため職員給与費は年々増大し、昭

和42年度は前年度より11.3％増加し営業収益に対する割合もやや上昇し

50.5%となっている。

　

これを経営主体別にみると府県の52.2%、市町村が

46.3%とほぼ50％前後であるのに対し、７大都市では76.7%と著しく高い
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比率を示しており、これが７大都市の病院の経営を圧迫する大きな原因とな

　

っている。

　　

（ヵ）病院施設の近代化と建設投資

　　

最近における医学の進歩と施設の近代化を望む地域住民の要請に応じて、

　

病院施設の整備が急速に進められているが、昭和42年度における建設投資

　

額は、法適用および法非適用をあわせた全病院で289億円（前年度273億円）

　

と前年度に対し5.9%の増加となっている。

　　

なお、患者１人当りの固定資産の額は1,403円（前年度1,317円）で大幅

　

に増加し、病院における医療機械、検査施設等の整備もかなり進んできたこ

　

とを示している。

　

ウ

　

法非適用企業の経営状況

　

法非適用の病院事業は268事業で、このうち125事業(43.7%)が黒字（７

億円）、161事業(56.3%)が赤字（19億円）であり、前年度と比べると赤字事

業数の割合は41.4%から57.5%へ増加しているが、収益的収支比率も99.4%

から96.9%へと悪化している。

（了）公共下水道事業

ア

　

事業数および経営規模

　

（ア）昭和42年度末における公共下水道事業の数は217事業（法適用企

業21、法非適用企業196)で前年度(189事業）より28事業増加した。経営

主体別では都道府県営4、大都市営6、市営183.町村営19、一部事務組合

営５である。

　

（イ）昭和42年度末の公共下水道事業の排水面積は、９万２千ヘクター

ルで前年度（８万５千ヘクタール）より8.7％増加した。また、その普及率

は全国市街地面積（46万１千ヘクタール）の20.0％であり、欧米諸国には

遠く及ばないが、前年度(18.4%)よりわずかながら伸張をみた。なお、現

在排水人口は1,618万人で前年度(1,551万人）に比べて67万人、4.3％増

加した。

イ

　

経

　

営

　

状

　

況
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ベア）法適用の公共下水道事業22のうち､13事業が純利益（２億１千万円）

を９事業が単年度欠損金（17億８千万円）を生じており、営業収益に対する

単年度欠損金の割合は13.1％で、前年度(14.4%)より低下したが、累積欠

損金の割合は45.4%と前年度(38.7%)｡より上昇し、総収益対総費用比率は

94.5% (前年度95.5%)となり、損益収支は悪化している。

　

法非適用の公共下水道事業については、196事業のうち180事業（91.8％）

が黒字（５億４千万円）、16事業（9.3％）が赤字（７億４千万円）となって

おり、収益的収支比率は90.6％（前年度86.0％）となっている。

　

（イ）法適用および法非適用企業の、昭和42年度の収入額は356億円で

あり、その内容をみると、料金収入37.1%、他会計繰入金45.7%、その他

17.2%となっている

　

（ウ）公共下水道における建設投資額についてみると、昭和42年度1,117

億円であり、前年度(927億円）に比べて190億円17.8％の増となってい

る。

　

なお、建設投資額の伸長に伴い支払利息および減価償却費の費用中に占め

る割合は、昭和40年度50.6％、昭和41年度54.3％、昭和42年度は55.6%

（うち支払利息35.8%)と増加の傾向にある。

（８）その他の地方公営企業

　

ア

　

事

　

業

　

数

　

地方公共団体は前述の事業のほか各種の事業を行なっており、その事業数は

昭和42年度末において1,492 (法適用190、法非適用1,302)となっており、

前年度末(1,404)より88事業6.3%増加した。

　

事業別では、港湾整備140、市場88、と畜場471、’観光施設348、宅地造成

394等がその主なものである。

　

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　

（ア）港湾整備事業は、法適用企業18事業（建設中の４事業を除く。）の

　

うち16事業が純利益（14億４千万円）を生じ、単年度欠損金（２千万円）を

　

生じたのはわずか２事業にとどまり、また、総収益対総費用比率はn4.1％
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（前年度93.9%)と、ここ数年悪化して:いた経営状況は急速に好転した。ま

　

た、法非適用企業では159事業（うち建設中14事業）中132事業が黒字（29

　

億４千万円）、27事業が赤字（18億４千万円）であり、収益的収支比率は、

　

91.2% (前年度105.8％）と前年度より悪化している。

　　

（イ）市場事業は、法適用６事業のうち全事業が純利益（１千４百万円）

　

を生じ､､総収益対総費用比率は100.5％（前年度99.9%)で損益収支は前年

　

度よりやや好転している。また、法非適用企業は82事業（うち建設中６事

　

業）中73事業が黒字（１億６千万円）、９事業が赤字（１億２千万円）であ

　

り、収益的収支比率は91.0％（前年度96.1％）となっている。

　　

（ウ）と畜場事業は、法適用６事業のうち２事業が純利益（５百万円）を

　

４事業が単年度欠損金（５百万円）を生じており、総収益対総費用比率は

　

100.0％（前年度102.7%)で損益収支は均衡している。

　　

また、法非適用企業は465事業（うち建設中５事業）中379事業が黒字（２

　

億５千万円）、86事業が赤字（５億円）であり、収益的収支比率は93.7% (前

　

年度98.6%)となっている。

　　

（エ）観光施設事業は、法適用企業89事業（うち建設中４事業を除く。）

　

中64事業が純利益（４億７千万円）を25事業が単年度欠損金（４億１千万

　

円）を生じており、総収益対総費用比率は101.1％（前年度99.2%)となっ

　

ている。

　　

法非適用の300事業（うち建設中23事業）中215事業が黒字（３億円）を

　

85事業が赤字（８偉１千万円）を生じ、収益的収支比率は100.2％（前年度

　

103.2％）で前年度よりやや悪化している。

　　

（オ）宅地造成事業は、法適用企業22事業（建設中の５事業を除く。）中

　

17事業が純利益（８億３千万円）を、５事業が単年度欠損金（２億２千万

　

円）を生じ、総収益対総費用比率は106.3％（前年度106.4%)となってい

　

る。

　　

法非適用企業では367事業中279事業が黒字（75億円）、88事業が赤字

、（44億円）であり、収益的収支比率は187. ＼% (前年度172.8%)となってい

　

る。
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（カ）以上のほかに、森林、製薬、砕石、製氷、牧場、製材、牛乳処理、

有線放送、製パン、縫製、製茶、住宅、建設機械貸付等の事業で法を適用し

ているものは50事業で47事業（建設中３事業を除く。）中35事業が純利益

（54億円）を、12事業が単年度欠損金（１億円）を生じ、総収益対総費用比

率は116.5% (前年度124.5%)となっている。

　

（二）国民健康保険事業

　

１

　

概

　　　

況

　

昭和42年度における国民健康保険事業は、鹿児島県の十島村および三島村

を除いた全市町村において実施されており、モの実施団体数は3,315団体（大

■㎜㎜･

　

＝

　　　　　　　　

－

　　　　　

－＝
都市6、都市557、町村2,726、一部事務組合3、特別区23）である。これらの

団体のうち、直営の診療所（病院を除く。）を設けている団体は、946団体（都

市164、町村781、一部事務組合1）である。

　

国民健康保険事業の被保険者数、受診率および１人当り医療給付費の状況に

ついて、健康保険と比較すると、次のとおりである。

区

健
康
民国
健

分

　　

被保険者数

　　　　　

受

　

診

　

率

　　　

１人当り医療給付費

42年度36年度増減42年度36年度増減42年度36年度

　

増減

　　　　　　

千人

　　

千人

　　

千人

　　

件

　　

件

　　

件

　　　

円

　　

円

　　　

円
康保険42, 722 46,809△4,087 388. 1 257. 9 130.2 7,103 1,735 5,368

　

保

　　

険

政府管掌被保険者分12,525

　

9,755 2,770 586.7 472.6 114. 1 21,366 8,398 12,968

政府管掌被扶養者分12, 097 10,231　1,866 452. 1 331. 1 121.0　4,644 1,818　2,826

組合管掌被保険者分

　

8,026

　

5,629 2,397 547.9 523.4　24.5 16,193 7,567　8,626

組合管掌被扶養者分

　

9,719

　

7,994

　

1,725 495. 5 408. 7　86.8　5, 173 2,256　2,917

（注）ｌ

　

国民健康保険は、市町村および国民健康保険組合分である。

　　　

２

　

受診率は、療養給付費のうち、診療費にかかる被保険者数（被扶養者数）

　　　　

100人当りの受診件数である。

　　　

３

　

１人当り医療給付費は、保険者負担分にかかる１人当りの医療給付費であ

　　　　

る。なお、保険者負担割合は、政府（組合）管掌被保険者分は10割、同被扶

　　　　

養者分は５割であり、国民健康保険被保険者分は７割（ただし、昭和42年12

　　　　

月末日までは７割と５割が混在している。）である。

　　　

４

　

組合管掌健康保険の被扶養者分１人当り医療給付費には、家族療養付加金

　　　　

を含めていない。
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２

　

事

　

業

　

勘

　

定

　

（１）事業勘定の歳入決算額は3,318億円（前年度2,717億円）で、前年度

と比ぺると601億円、22.1%増加した。また、歳出決算額は3,256億円（前年

度2,633億円）で、前年度と比べると623億円、23.7%増加し、歳出の増加額

が歳入の増加額を22億円上回った。

　

なお、歳入、歳出とも増加率は前年度を

大きく上回っている。

　

歳入および歳出決算額の内訳は、次のとおりである。

区 分

歳

　　　　　　

入

　

保

　

険

　

税(料)

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

42年度41年度増減額

　

42

　　　

41

　

億円

　　

億円

　

億円

　　　

％

　　　

％

1,123　　943

国庫負担金

　

1,875

　

1,466

都
支

事務費負担金

　　

128

療
負
財
交
そ

歳

へ夕雲

　

55
他会計繰入金

他
計
出
費
費
費
他

　
　
　
　

付
諸

の

　
　

務
給
養
の

　

合

　
　
　

険
療
そ

そ

　
　

総
保

保健施設費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　　

計

　

103

　

162

3,318

　　

221

2,910

2,871

　　

39

　　

54

　　

71

3,256

１

106

186

180

409

　

22

351

33.8

　

34.7

56.5

　

54.0

　

3.9

　　

3.9

46.3

　

43.7

164

　　

27

　　

5.8

　

10

　　

9

　　

0.5

　　　

57

　

△

　

2

　　　

81

　　

22

　　

170

　

乙x

　

8

2,717

　

601

　　

196

2,324

2,292

2
8
5

3
4
6

2,633

　

25

586

579

７
６
６

623

6.0

０．４

増減額構成比

　

42

　　

41

　　

％

　　　

％

29.9

68. 1

　

3.7

58.5

４．6

1.3

１．７

　　

２．１

　

A 0.3

　

3.1

　

4.9

100.0

　

6.8

　

89.4

　

88.2

　　

1.2

　　

1.6

　　

2.2

100.0

　　

3.0

　　

3.7

　　

6.2

　

・1.4

100.0

　

100.0

　

7.5

　

88､3

　

87. 1

　

1.2

　

1.8

　

2.4

100.0

　

４．0

　

94.0

　

93.0

　　

1．０

　　

０．８

　　

１．2

100.0

34.5

21.9

　

5.6

％.8

対
増
42

19

27

20

29

Ｖ

％

1

9

7

6

叢

41

　　

％

13.4

　

5.1

20.6

35.9

a40. 7　　16.8　a44. 5

△39.8

　　

79.7

　

△9.1

　　

2.0

　

△2.8

　

12.8

　　

3.4

　　

27.6

　

15.8

　

38.2

　

△4.9

　　

2.8

100.0

　　

22. 1　　13.5

　　

5.6

105.6

105.5

　　

0.1

　　

1.4

△12.6

100.0

12.7

25.2

25.3

21.9

10.5

　

9.2

23.7

　

11.6

　

19.8

　

20. 1

　　

1.8

　

12. 1

△40.9

　

16.0

　

(２)歳出面では、療養諸費の決算額は2,871億円(前年度2,292億円)で、

昭和42年度においては､診療報酬単価の引上げが実施されたこともあって、前

年度に比ぺると579億円増加し、対前年度増加率は､25.3% (前年度20.1％)と
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養la付票

　

1,537

ソ票191

　

の

　

他

　　

19



なっている。

　

なお、昭和a9年度から進められてきた世帯員７割給付が昭和43

年１月１日から全市町村で実施されたが、この響影もあって、受診率は、前年

度よりも高まっている。

　

歳入においては、国民健康保険税（料）の決算額は1,123億円（前年度943

億円）で、前年度と比べると180億円、19.1％増加し、また、療養給付費負担

金は、前年度に比べ351億円、29.6%増加した。

　

なお、昭和43年３月31日現在における総所得金額等の段階別被保険者世帯

数および国民健康保険税（料）の負担状況は、次のとおりである。

区 分

10

　

万

　

円

　

以

　

下

　

の

　

も

　

の

10万円をこえ

　

15万円以下のもの

15万円をこえ

　

20万円以下のもの

20万円をこえ

　

30万円以下のもの

30万円をこえ

　

40万円以下のもの

40万円をこえ

　

50万円以下のもの

50万円をこえ

　

70万円以下のもの

70万円をこえ100万円以下のもの

100万円をこえ150万円以下のもの

150万円をこえる

　

も

　

の

　　　　　　　　

計

世

世帯数

一

　

千世帯

2, 170

1,021

1, 147

2, 141

1,666

1, 106

1,095

　

621

　

298

　

168

　

帯

構成比

-

　　　

％

　

19.0

　　

8.9

　

10.0

　

18.7

　

14.6

　　

9.7

　　

9.6

　　

5.4

　　

2.6

　　

1.5

保険税（料）

金

　

額

　

構成比

　

百万円

　

4,690

　

4, 115

　

6,425

16, 776

17,718

14, 947

18,911

14, 545

　

9,815

　

7､343

　　

％

　

4.1

　

3.6

　

5.6

14.5

15.3

13.0

16.4

12.6

　

8.5

　

6.4

11,433

　

100.0

　

115,285

　

100.0

I↑t帯当り

保険税(料)

　　　　

円

　

2, 161

　

4,033

　

5,601

　

7,834

10,635

13,517

17,265

23,411

33, 006

43, 635

10,084

(注)１

　

世帯数には、昭和42年度現年度分市町村民税の課税の基礎となった総所得

　　　　

金額等の段階にそれぞれ該当する世帯数を記入したものである。

　　　

２

　

保険税(料)には、昭和42年度現年度分の保険税(料)(減額の規定に基づく

　　　　

国民健康保険税(料)の減額の適用を受けた者については当該減額後の額。月

　　　　

割課税分については、昭和43年３月31日現在における加入市町村において月

　　　　

割を行なう前の年税額。)について記入したものである。

　　

（３）事業勘定における実質収支は56億円の黒字であるが、この額から

財源補てん的な都道府県支出金および他会計繰入金を控除し、財源補てん的な

繰出金を加えた収支は90億円の赤字で、前年度に比べ45億円収支が悪化して

いる。これを団体種類別および黒字団体、赤字団体別にみると次のとおりで、

前年度に比べると、市町村数の減少にもかかわらず赤字団体が79団体増加し
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て1,147団体となり、全実施団体の34.6%を占め、モの赤字額も183億円と

前年度より29億円増加し、また、黒字団体の黒字額も前年度より16億円減少

している。

　

前年度に引き続き、赤字額の大きな部分を、大都市（６団体、70億円）およ

び特別区（23区、33億円）が占めており、両者あわせて赤字額の56％に及ん

でいる。また、昭和42年度においては一般都市の赤字団体(268団体）および

赤字額（60億円）が大きく増加している。

区 分

市
体
体
市
体
体
村
体
体
合
体
体
区
体
体
計
体
体

　

団
団

　

団
団

　

団
団
組
団
団

　

団
団

　

団
団

都
字
字

　

字
字

　

宇
字
四
字
宇
別
字
字

　

字
字

　

黒
赤

　

黒
赤

　

黒
赤
部
黒
赤

　

黒
赤

　

黒
赤

大

　
　
　

都

　
　
　

町

　
　
　
　

一

　
　
　
　

特

　
　
　

合

　

42

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

体
６

　

一

　

6
7
9
8
6
8
8
3
1
2
3

　

一

　

3

　
　
　
　
　
　
　

5
8
6
2
7
4

　
　
　
　
　

2

　
　

2

団

　
　
　
　

5
2
2
7
8
8

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２
１

3,315

2, 168

1, 147

△

△

△

△

億円

　

70

　

－

70

24

36

60

7
7
0
0
0
0
3

3
5
2

　
　
　
　
　

3

　
　
　
　
　

△

　
　
　
　
　
　

△

　　　

－

△

　

33

a

　

90

　　　

93

△183

　　

41

　　

年

　

度

団体数

　　

収支額

体
６

　

一

　

6
5
2
3
2
7
5
3
2
1
3

　

一

　

３
９
１

　
　
　
　
　
　

５
４
１
５
２
２

　
　
　
　
　

２

　
　

２
３
７

団

　
　
　
　

5
3
2
7
9
8

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３
２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２
１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３
２

　

億円

心

　

56

a

△

△

△

△

心

56

７
６
Ｑ
／
7
3
6
０
0
0

　
　

4
3
4
6
1

　

43

　

－

　

43

　

45

109

1,068

　　

△154

団体数
-

　

団体

-

△

△

　

△

ａ

△

△

2
3
5
6
9
3
0

　

１
１

　
　

5
5
2
4
2

-

　

24

103

　

79

　

較

収支額

-

　

億円

　

△14

　　

－

　

△14

　

a 31

　

△10

　

△21

0
6
4

1△

　

△

　

△

０
０

０
０

　
　

－

　　

－

　　

10

a 45

△16

△29

３

　

直

　

診

　

勘

　

定

　

直診勘定の歳入決算額は128億円（前年度120億円）で、前年度と比べると

８億円、6.4％増加し、歳出決算額は134億円（前年度123億円）で、前年度

に比べると11億円、9.1％増加した。

　

歳入、歳出決算額の内訳は、次のとおりである。
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区 分

歳

　　　　　

入

　

診療収入

　

他会計繰入金

他
計
出
費
費
他
計

の

　
　
　

務
・
業
の

そ
合

　

総
医
モ
合

　
　

歳

　　

決

　　

算

　　

額

42年度41年度増減額

億円

100

　

11

Ｅ

　

9
5
10

５
０

　
　

2
2
9
3

1
2

　
　

6
4
1
2

　
　

１

　
　
　
　
　
　
　

１

７
８

　
　

6
6
2
4

1
2

　
　

6
4
2
3

　
　

１

　
　
　
　
　
　
　

１

億円

5

1

2

8

　

４

　

４

　

３

１１

決算額構成比

　

42

　　

41

　

％

　　　

％

　

78.3

　

8.4

　

13.3

100.0

　

49.3

　

34.2

　

16.5

100.0

　

79. 1

　

8.1

　

12.8

100.0

　

50.5

　

34.0

　

15.5

100.0

増減額構成比

　

42

　　

41

　

％

　　　

％

　

65.2

　

136.3

　

13.9△14.2

　

20.9△22. 1

100.0

　

100.0

　

36』

　

45.6

　

36.8

　

104.9

　

27. 1△50.5

100.0

　

100.0

対前年度
増減率

42

　　

41

-
％

　　

％

5.0

　

3.0

11.0△2.9

13.3△6.3

6.4

　

1.7

6.5

　

2.1

9.8

　

7.7

15.8△5.0

9.1

　

2.4

　

直診勘定の実質収支は７億円の赤字で、この額から他会計との間の繰入れ、

繰出しを考慮した収支は17億円の赤字（前年度は13億円の赤字）である。

　

この収支を団体別にみると、次のとおりである。

区 分

市
体
体
村
体
体
合
体
体
計
体
体

　

団
団

　

団
団
組
団
団

　

団
団

　
　
　
　
　
　
　

務

　

字
字

　

字
赤
事
字
字

　

字
字

　

黒
赤

　

黒
赤
部
黒
赤

　

黒
赤

都

　
　
　

町

　
　
　
　

一

　
　
　
　

合

　

42

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

体
4
8
6
1

　

6
4
1
8

団
－

　
　

１
７

311

470

　　

１

△

△

　

△

a

円
5
1
6
2
5

億

　
　
　
　
　

―

１７

　

０

0
7
6
3

　
　
　

1

　
　

C
N

　
　
　

△

　
　

△

1
6
9
7

　
　
　

４
５
８

　
　
　

９
３
５

　

41

　　

年

　

度

団体数

　　

収支額

団体

176

　

57

9
9
6
3
2

　

一

　

2
7
3
4

1
7
2

　

５

　
　
　
　
　

5
8
7

1
7
3

　

４

　
　
　
　
　

９
３
５

△

億円

　

４

１
５
０
／
５

　

４
０

　

一

　

〇
３
６

　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　

１

　
　

△

　

△

　
　

△

　
　
　
　
　
　

△

△ ９

－215－

団体数
-

　

団体
△

　

ハ
｝
△

△

△

△

△

△

2
9
3
2
5
7

1

　
　
　
　
　

１

　

１

　

Ｉ

－

　

1

11

24

13

　

較

収支額
-

　

億円

△

　

１

△

　

ａ

△

△

△

０
１

３
０

３
０

０
４

０

　

４



（三）その他の事業

１

　

収

　

益

　

事

　

業

　

（１）施行団体数

　

昭和42年度における収益事業（競馬事業、競輪事業、小型自動車競走事業、

モータボート競走事業および宝くじ事業の５事業をいう。）の施行団体の数は

延525団体（前年度518団体）で、その内訳は、次のとおりである。

区 分

競

　　

馬

　　

事

　　

業

競

　　

輪

　　

事

　　

業

小型自動車競走事業

モーターボート競走事業

宝

　

く

　　

じ

　

事

　

業

　　

合

　　　　　

計

　　

昭和42年度

都道府県

　

市町村

　

合

　

計

体
5
3
8
7
2
5

団
１
２

　
　
　
　
　

５

体
9
2
5
5
6
7

　

3
0

　
　

9

　
　

4

団
１
２

　
　
　
　
　

４

体
6
1
3
2
6
8

　

1
1

　
　
　
　
　

4
7

団

　　

昭和41年度

都道府県

　

市町村

　

合

　

計

団体

　

16

　

11

3
2
6
8

　
　
　
　
　

４
７

体
9
2
5
8
6
0

　

3
0

　
　

8

　
　

4

団
１
２

　
　
　
　
　

４

団体

155

213

８
9
0

　

52

518

（注）１の団体が２以上の事業を実施している場合は、それぞれの事業ごとにＩ団体

　　

として計上している。

　

（２）経

　

営

　

状

　

況

　

昭和42年度における決算額は、歳入7,122億円、歳出6,936億円で、前年

度（歳入5,576億円、歳出5,432億円）と比べると、歳入1,546億円、27.7%

歳出1,504億円、27.7%の増加となっている。

　

歳入決算規模について、各事業別にみるとモーターボート競走事業の39.6%

を最高に、各事業とも前年度よりかなり伸長している。
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区

　

事
事

　

馬
輪

　

競
競
’

芦

分

入
業
業

‘小型自動車競走事業

モ
競
宝

－ターポー

　

走

　

事

歳

合

く

じ

　

事

　　　

計

事
事

馬
輪

競
競

ト
業
業

出
業
業

小型自動車競走事業

モーターボート
競

　

走

　

事

　

業

宝

　

く

　

じ

　

事

　

業

合 計

　　

決

　　

算

　　

額

42年度41年度増減額

¬而二蔽二≪P5

1,846

3, 102

　　

399

1,741

　　　

34

7, 122

1,413

2,569

　　

317

433

533

　

82

1,802

3,010

　　

390

1,700

　　　

34

6,936

額
比

４
１

算
成

決
構
4
2

％

25.9

43.5

　

5.6

％

25.3

46. 1

　

5.7

1,247

　　

494

　

24.5

　

22.4

　　　

30

　　　

4

　

0.5

　

0.5

5,576

　

1,546 100.0100.0

1,380

2,491

　　

307

1,224

　　　

30

5,432

422･･-26.0

519

　

43.4

　

83

　

5.6

25.4

45.9

　

5.7

　　

476

　

24.5

　

22.5

　　　

4

　

0.5

　

0.5

1,504 100.0100.0

増
構
4
2

％

28. 1

34.5

　

5.3

額
比

減
成
４１

-
％

26.6

33.7

　

3.5

　

31.9

　

35.8

　

0.2

　

0.4

100.0100.0

28. 1

34.5

　

5.5

31.6

26.6

32.9

　

3.4

36.6

　

0.3

　

0.5

100.0100.0

対前年度
増減率
42

-
％

41

％

30.7

20.7

25.8

39.6

13.3

27.7

25.5

16.6

13.7

45. 1

19.2

24. 1

30.5

20.8

27.0

38.9

13.3

27.7

25. 2

16. 1

13.2

45.6

19.4

23.9

（注）宝くじ事業の計数は純益金のみで、実際の消化額は42年度79億円、41年度68億

　　

円である。

　

昭和42年度における実質上の収支（歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越す

べき財源および他会計からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた額）

は1,049億円（前年度795億円）の黒字であり、前年度と比べると254億円、

31. Wo増加している。
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競
競
小
競
モ
競
宝

区

昭和42年度 昭和41年度 差

分

　　

車馬券実質上(B)/(A)車馬券実質上知/(功

　

車馬券実質上

　　　

等売上の収支

　

×100等売上の収支

　

×100等売上の収支

　　　

金

　　　　　　　　　

金

　　　　　　　　　

金

　　　　

㈲

　

(Ｂ)

　

朗

　

(剛

　　

㈲

　　

剛

　

㈲一朗(Ｂ)一如

事
事
動
事

　
　
　

白

馬
輪
型
走

－タ

　

走

　

く

合
一
(注)

ボ
事
一

業
業
車
業
ト
業

じ事業

　

計

　　

億円

　　

億円

1,782

　　

236

2,951

　　

493

　　

378

　　

51

　　

％

13.2

16.7

　　

億円

　　

億円

1,360

　　

180

2,461

　　

383

13.5

　　

302

1,676

　　

235

　

14.1　1,203

　　　

79

　　

34

　

43.3

　　

68

6,866

　

1,049

　

15.3

　

5,394

　

42

161

　

29

795

　　

％

　　

億円

13.2

　　

422

15.6

　　

490

13.9

　　

76

13.3

　　

473

42.6

　　

11

14.7

　

1、472

宝くじ事業の車馬券等売上金は、消化額を計上している。

　

56

110

　

9

　

74

　

5

254

引

(C)一如

　　

％

　　

0

　

1.1

△0.4

C
Ｏ

!
＞
.

０
　

　

０
　

0.6

　

さらに、昭和42年度における決算額を科目別にみると次のとおりで、車馬

券等売上金は6,786億円で、前年度より1,460億円、27.4%増加している。

区 分
決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

　

増減額構成比

歳

　　　　　

入

　

入

　　

場

　　

料

　

車馬券等売上金

金
金
他
計

　

費
金
金
他
計

　
　
　
　
　

出

入
越
の

　
　
　

催
付
出
の

繰
繰
そ
合
歳
開
交
繰
そ
合

42年度41年度増減額

　

42

　　

41

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　　

％

　　

30

6,786

２
５
９

　
　

４
５

　
　

１
１

　　

26

5,326

　　　

6

　　　

４

1,460

　

ａ４

　

0.4

95.3

７ 122

１
一

　

2

2
2

3
6
5
0

0
9
0
9

1
1

5,680

　　

234

　　

884

　　

138

6,936

5,576

　

1 546

4,487

　

1, 193

　　

189

　　

45

　　

663

　　

221

　　

93

　　

45

5,432

　

1,504

100 ０

　

0

　

95

　

0

　

2

　

1

100

％

5

5

1

0

9

0

42

-

　

％

　

81.9

　　

3.4

　

12.7

　　

2.0

100.0

　

82.6

　　

3.5

　

12.2

　　

1.7

100.0

　

0.3

　

94.4

△0.2

　

2.3

　

3.2

100.0

　

79.3

　　

3.0

　

14.7

　　

3.0

100.0

41

％

　

0.5

　

94.0

　

0.4

　

3.1

　

2.0

100.0

度
率
4
1

V対
増
4
2

　

82.2

　

3.2

　

14.7

a0.1

100.0

％

　

14.6

　

27.4

△68.7

　

33.2

　

46.4

　

27.7

26.6

23.3

33.4

49.3

27.7

％

　

25.5

　

23.6

193.6

　

44.9

　

35.8

　

24.1

　

23.8

　

21.1

　

30.3

△1.0

　

23.9

３）

他会計への繰出金の状況

　

昭和42年度において、収益事業会計から他の会計へ繰出された額は884億

円（前年度663億円）で前年度と比べると221億円、33.3%増加した。
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各事業別にこの繰出額をみると次のとおりで、競輪事業が410億円で最も多

く、モーターボート競走事業200億円、競馬事業197億円などの順となってお

り、増加率ではモーターボート競走事業が大きい。

区

　　　　

繰

　　

出

　　

額

　　

繰出額構成比

　

増減額構成比対前年度
分

　　

42年度41年度増減額

　　

42

　　

41

　　

42

　　

4l

馬尹?7

事
事

馬
輪

競
競

業
業

小型自動車競走事業

一

　
　

じ

タ
走
一

　
　

く

モ
競
宝

合

億円

　　

億円

　　

億円

197

　　

148

410

　　

313

　

44

　　

33

０

　

３
４

０

　

３
８

‐
業
業

　
　
　
　
　

計

140

　

29

663

49

97

11

60

　

4

　　

％

22.3

46.4

　

5.0

22.6

　

3.7

　　

％

22.3

47.2

　

5.0

21. 1

　

4.4

　　

％

22.2

43.9

　

5.0

27. 1

　

1.8

221

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　　

％

　　

％

　　

％

25.5

　

33. 1　35.8

　

33.5

　

31.0

　

19.0

　

3.1

　

33.3

　

17.9

　

35.2

　

42.9

　

68.7

　

2.7

　

13.8

　

16.0

100.0

　

33.3

　

30.3

　

繰出金のうち収益金の使途状況をみると次のとおりで、普通会計へは857億

円、公営事業会計へは27億円それぞれ繰り出されている。

　

普通会計への繰出額857億円について、モの使途目的をみると、土木費に充

当された額が360億円で最も多く、教育費に充当されたものが235ｲ意円でこれ

に次いでいる。

区 ・

　

ご謐４一二耐41

競

　

走

　

事

　

業

競

　

輪

　

事

　

業

小型自動車競走事業

モ
競
宝

一ターボー

　

走

　

事

　

く

合

じ事

　　

計

ト
業
業

億円

198

409

　

44

199

　
　

C
O

　
　

ぐ

４
ｊ
４

３
０
８

　
　

０
８

　
　

１

　
　

ぐ 8）

34

(6. 1)

　

.54

億円

　

68

７
９

　

４

　

２

７
２

　

７

　

１

－

(40.7)

　

360

－219－

　

億円

　　

23

　　

17

　　

4

　　

6

　　

2

(5.9)

　　

52

円
３
３
２

　

３

　

４
ｊ
５

　

６
０

　
　

５

　

１
６
３

億

　

１

　
　
　
　
　
　
　

・
２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

／
○

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ぐ

復
費
害災
旧

　

億円

　　

５

　　

１

　　

－

　　

１

　　

１

(0.9)

　　

８

　　

公営事
その業会計
他

　

分

億円

　　

億円

１
６
５

　

０

２
５

　
　
　

３

２

助
1
4

２
　
１

Ｇ

２
９

３

　

３

　
　
　

－

　

－

(3. 1)

　

27

億円

　

億円

　

8

　　

8

　

14

　　

32

　　

1

　　

－

　

10

　　

12

　　

1

　　

2



　

２

　

公益質屋事業

　

（１）事

　　

業

　　

数

　

昭和42年度において、公益質屋事業を経営した市町村は294団体で、その

事業数は474である。事業数の推移は次のとおりで、毎年度減少を続けてい

る。

別
数
度
業
年
事

昭和36年度

　　

831

　

37

　　　

38

　　　

39

　　　

40

　　　

41

807

　　　

756

　　　

706

　　　

622

　　　

553

　

42

474

　

（２）経

　

営

　

状

　

況

　

昭和42年度における公益質屋事業の歳入決算額は20億円（前年度23億円）、

歳出決算額は19億円（前年度22億円）で、前年度に比べると、事業数が滅少

したことなどを反映して、歳入が10.4％、歳出が11.2％それぞれ減少してい

る。

　

この歳入歳出決算額の内訳は、次のとおりである。

区 分

歳

　　　　　

入

　

貸付金回収金

　

貸付金利子

　

普通会計繰入金

　

そ

　

合

歳

合

人
貸
そ

の

　　

他

計

　

費
金
他

　

出

　
　

件
付
の

計

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

42年度41年度増減額

　　

42

　　

41

　

億円

　　

億円

　　

像円

　　　

％

　　　

％

１３

　

２

　

３

２
０

　
　

4
3
2
9

　
　

２

　
　
　
　
　

１

　
　

１

5
3
3
2
3

　
　

4
5
3
2

1

　
　
　
　
　

２

　
　
　
　

１

　
　

２

△２

△１

　

０

　

０

△３

　

０

△２

△１

△３

　

65.0

　

10.0

　

15.0

　

10.0

100.0

　

21. 1

　

68.4

　

10.5

100.0

　

65

　

11

　

13

　

8

100

7

9

9

5

0

　

20.7

　

66.8

　

12.5

100.0

増減額構成比

　　

42

　　

41

　　　

％

　　　

％

　

78. 1　76.0

　

9.9

　　

7.8

　

14.2

　

△0.6

△2.2

　

16.8

100.0

　

100.0

　

7.8

　

69.1

.23.J

100.0

　

6.6

　

83.6

　

9.8

100.0

度
率
4
1

ｙ対
増
４

％

△12.3

△8.6

△11.3

　

2.3

△10.4

△4.2

△11.6

△20.6

△11.2

％

△19.9

△12.5

　　

1.0

△29.7

△17.7

△6.3

△20.9

△14.2

△17.4

　

次に、公益質屋事業を実施した294の市町村について、その収支状況をみる

と次のとおりで、実質上の収支（歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財
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源および他会計からの繰入金を控除し、他会計への繰出額を加えた額）は、１

億５千３百万円の赤字である。実施団体の59.9%に相当する176市町村が赤

字を出している。

区 分

市
市
村
区
計

都

　
　
　

別

大
都
町
特
合

前年度合計

全

　　

団

　　

体

団体数

ｍ
。

1
8
9
8
3
1
7
ご
3
5
7

収支額

-

　

百万円

　

△

　

42

　

さ126

１
４

　
　

－

△153
-

△162

黒

　

字

団体数
-
団体数

　

１
1
0
6
8

7
4

　
　

1

　
　
　
　
　
　
　

－

136

団

　

体

　

収支額

ｍ
1
4
6
1
1
3
3
9
1
一
8
2

赤

　

字

団体数
-
団体数

　

４
8
3
1
6

1
4
1
7

1

　
　
　
　

１

221

団

　

体

　

収支額

-

　

百万円

　

△

　

43

　

△172

　

△

　

10

　

△

　

19

　

△244

-

　

△24４

　

３

　

農業共済事業

　

昭和42年度において、農業共済事業を実施した市町村は、1,073団体（前年

度984団体）で、前年度と比べると89団体増加した。

　

農業共済事業の決算規模は、歳入n4億円（前年度97億円）、歳出95億円

（前年度84億円）で、前年度と比べると歳入は17億円、17.1%増加し、歳出

は11億円、12.6％増加した。

　

この歳入歳出決算額の内訳は、次のとおりである。
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区 分

増減額構成比

　

42

　　

41

ｔ前年
雪

　

減

42

　　

4

歳

　　　　　　

入

　

共済勘定収入

　　

繰

　

入

　

金

　　

そ

　

の

　

他

　

業務勘定収入

　　

合

　　　

計

歳

　　　　　　

出

　

共済勘定支出

　　

保険料及び技

　　

術料

金
金
他

業務勘定

　

合

支出

計

　

決

　

算

　

額

42年度41年度増減額

‾而¬≫P3 ≪B

１

　

３

　

８

　

1
9
3
4

　
　

６

７

　

３

　

２

　
　
　
　

４
１

　
　

５

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

10

1
0
5
9
5

4

　
　
　
　

３
９

９

　

７

6
2

　

2
6

29

0
7
5
7

　
　

２

　

７

　

1
0
4
2
4

　
　
　
　
　

３
９

　
　

５

　
　
　

４

　
　
　
　

３
８

・１

１
２
８

17

４

３

０

０
１
７

１１

決算額構成比

　　

42

　　

41

/

　　　

％

　　　

％

62.3

28.9

24.6

　

0.9

　

7.9

　

37.7

100.0

　

58.9

　

10.5

　

43.2

　　　

－

　

5.2

　

41.1

100.0

　

63.9

　

52.9 /i 49.7　14.8ム2,9

　

26.6

　

41.2

　

128.6

　

29.4

　

23.3.

　

29.9

　

a5.9△216.9△2.8△22.0

　　

0.4

　　

5.9△

　

2.6

　

5.1△20｡･4

　　

7.0

　

11.7

　

41.2

　

34.2

　

29.4

　

36.1　47.1　149.7　21.3　19.3

100.0

　

100.0

　

100.0

　

17.1　4.1

　

61.8

　

8.6

　

49.0

　　　

－

　

4.2

　

38.2

100.0

36.4

　

681.3

　

7.0ム10.7

27.3△124.2

　

30.7

　

18.6.

　

0.0

　

906.6△1.5△16.7

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　

9J AlOl.l

63.6△581.3

100.0

　

100.0

55.1

　

35.4

21.6

　

19.7

12.6△1.1

　

次に、農業共済事業を実施した1,073市町村について、その収支状況をみる

と次のとおりで、実質上の収支（歳入歳出差引額から支払備金積立金、責任準

備金積立金、他会計からの繰入金および未払金を控除し、他会計への繰出金紅

よび未収金を加えた額）は11億円の黒字であるが、全体の28.8%に相当する･

309市町村が赤字団体である。

区

大
都
町
合

分
全

　　

団

　　

体

団体数

　　

収支額

　
　
　
　

―

市
市
村
計

都

前年度合計

門
1
5
5
9
1
6
ｍ
984

閤
4
2
9
6
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４

　

交通災害共済事業

（１）実施団体数

　

昭和42年度において、直営方式により、交通災害共済事業を実施した団体

は55市町村、５一部事務組合である。団体種類別の内訳は、次のとおりで、

都道府県においては実施団体はない。
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昭和42年度における交通共済事業の決算額は歳入10億円、歳出４億円とな

っており、歳入構成では共済掛金収入(90.8%)のほか、人件費事務費等に充

当するための普通会計からの繰入金が8.5％を占めている。また、歳出では、

共済見舞金（55.9％）のほか、総務及び業務費が26.4%、基金への繰出し等

が17.4%を占めている。
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次に、直営方式により交通災害共済事業を実施した60団体について、その

収支状況をみると次のとおりで、実質的な収支（歳入歳出差引額から未経過共

済掛金、繰越金、繰入金および未払金を控除し、繰出金および未収金を加えた

額）は、２千７百万円の黒字であるが、全団体の43.3%に相当する26団体が

赤字団体である。
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（３）普通会計からの繰入金の状況
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事業が創設当初であることもあって、人件費および業務費に対して繰り出され

ているものの比率が高い。
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第二 昭和43年度の地方財政の状況

一

　

地方財政計画

　

（－）地方財政計画の策定方針、

　

昭和43年度の国の予算編成に当っては、「昭和43年度経済見通しと経済運

営の基本的態度」にのっとり、

　

（１）財政による景気抑制機能の実効を期するとともに、

　

（２）総合予算主義をとり、恒例的な予算補正の慣行を排除し、もって、中

　　　

央、地方を通ずる財政体質改善の第一歩を踏み出すことにより、財政が

　　　

本来の機能を十分果しうる基盤を確立する、

ことを基本とした。

　

昭和43年度の地方財政計画は、このような国の基本と同一の基調により行

政経費の重点化に徹し、節度ある行財政運営を行なうこととし、住民負担の軽

減合理化を図りつつ地方行政水準の向上を促進し、将来にわたる財政の健全性

を確保することを目途として、次の基本方針に基づいて策定された。

　

１

　

地方税負担の現状にかんがみ、個人の住民税、個人の事業税等につい

て、負担の軽減を行なう。

　

２

　

財源の適正かっ効率的な配分に努め、地方経費の重点化を徹底する。

　　

（１）道路整備に要する財源の充実を図るため、道路目的税として自動車

　

取得税を創設する。

　　

（２）道路交通安全施設の設置に要する費用に充てるため、当分の間、交

　

通安全対策特別交付金を交付する。

　　

（３）社会経済情勢の進展に対応する財政需要の変化に即応するため、過

　

密、過疎対策の一環としての都市過密対策等事業、辺地対策事業および公共

　

用地の先行取得事業等に要する地方債を増額するとともに、地方交付税配分

　

の合理化を推進する。
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（４）地方公務員の給与改定等年度途中における事情の変化に対処するた

　

め、あらかじめ財源を留保する。

　

３

　

財政運営の効率化を進めるとともに、財政秩序を確立し、地方財政の健

全化を促進する。

　　

（１）行政機構の改善と定員管理の合理化を図るとともに、既定経費を節

　

減する。

　　

（２）昭和43年度に限り、地方交付税の繰入額を法定額から450億円減

　

額して翌年度以降に繰り越しするとともに、交付税及び譲与税配付金特別会

　

計において、250億円を借り入れ、地方交付税に加算する。

　　

(3) 250億円の地方債について、償還期限を繰り上げて償還を行なう。

　　

（４）一般財源の増加に伴い、地方債への依存度を引き下げる。

　　

（５）昭和41年度に発行された特別事業債のうち公共事業費等特定の事

　

業費の財源に充てたものにかかる元利償還金（交付団体分）の財源とするた

　

め、特別事業債償還交付金を交付する。

　　

（６）国庫負担金の改善等の措置を講じ、いわゆる超過負担問題の解決を

　

図る。

　　

（７）地方財政の実態を考慮し、人件費等について規模の是正を行なう。

　

４

　

地方公営企業の経営の健全化を図る。

　　

（１）一般会計との負担区分に基づく一般会計からの繰出しに必要な財源

　

を確保する。

　　

（２）下水道事業にかかる公営企業金融公庫の貸付利率の引下げ、高料金

　

の水道事業にかかる地方債の公営企業金融公庫資金による低利借換え等所要

　

の措置を講ずる。

　

（二）地方行財政制度の改正

　

このような策定方針に基づいて、地方税法、地方交付税法の改正をはじめ、

モの他の法律の制定または改正が行なわれた。

　

その概要は次のとおりである。
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地方税法の改正

（１）道府県民税および市町村民税

　

（ア）個人の道府県民税および市町村民税

　

①

　

個人の道府県民税および市町村民税の所得控除を次のように改めたこ

と。

　　

（ａ）基礎控除額をｎ万円（従来は10万円）に引き上げる。

　　

（ｂ）配偶者控除額を９万円（従来は８万円）に引き上げる。

　　

（ｃ）扶養控除額を控除対象配偶者がない場合の第１人目の扶養親族に

　

ついては８万円（従来は７万円）に、その他の扶養親族については５万円

　

（従来は４万円）にそれぞれ引き上げる。

　　

（ｄ）障害者控除、老年者控除、寡婦控除または勤労学生控除の額をそ

　

れぞれ６万円（従来は５万円）に引き上げ、特に特別障害者の障害者控除

　

額については８万円（従来は５万円）に引き上げる。

　　

（ｅ）小規模企業共済掛金控除を所得控除として新設する。

　　

（ｆ）生命保険料控除の最高限度額を25,000円（従来は22,500円）に

　

引き上げる。

　　

（ｇ）配偶者控除および扶養控除の適用条件である所得限度額を給与所

　

得等については10万円（従来は５万円）に引き上げる。

　　

（ｈ）児童福祉法による里子を扶養親族の範囲に加える。

　

②

　

専従者控除の控除限度額を、青色申告者については17万円（従来は

12万円）に、白色申告者については11万円（従来は８万円）に、それぞれ

引き上げたこと。

　

③

　

障害者、未成年者、老年者または寡婦についての非課税の範囲を、年

所得28万円（従来は26万円）までとしたこと。

　

④

　

肉用牛の販売にかかる所得で租税特別措置法第25条の２の規定の適

用を受けるものに゛）いてはヽ昭和43年度から昭和48年度まで、道府県民税

および市町村民税を課さないことにしたこと。

　

（イ）法人の道府県民税および市町村民税
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漁業共済組合および同連合会を非課税の範囲に加えたこと。

　

（２）事

　

業

　

税

　

専従者控除の控除限度額を、青色申告者については17万円（従来は12万円）

に、白色申告者についてはｎ万円（従来は８万円）に、それぞれ引き上げた

こと。

（３）不動産取得税

　

（ア）年金福祉事業団等の融資により事業主等が住宅を新築し、６か月以

内に被保険者等に譲渡したときは、事業主等に対しては不動産取得税を課さ

ないこととしたこと。

　

（イ）産炭地域振興事業団が取得した工業用水道施設の用に供する不動産

については、不動産取得税を非課税とすることとしたこと。

　

（ウ）事業協同組合等が公害防止事業団から産業公害を防止するための共

同建物の譲渡を受けた場合における不動産取得税について、課税標準の特例

を設けたこと。

　

（エ）農地等を生前贈与により取得する場合における不動産取得税につい

ての納期限の延長の適用期限を昭和48年12月31日まで延長するとともに、

課税価格が基礎控除額以下であることにより贈与税が課されない者について

も同様の措置を講ずるものとしたこと。

（４）道府県たばこ消費税および市町村たばこ消費税

昭和43年度分のたばこ消費税については、売渡本数の減少に伴う減収が生ず

ることのないよう、課税標準の算定に用いる売渡本数について補正を行なう

ものとしたこと。

（５）固定資産税

　

（ア）産炭地域振興事業団が設置する工業用水道にかかる家屋および償却

資産については、非課税とすることとしたこと。

　

（イ）次のとおり課税標準の特例を設けることとしたこと。
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①

　

石炭鉱業合理化事業団が昭和42年１月２日から昭和46年１月１日ま

　

での間に取得した近代化機械設備等の課税標準は、取得後３年度間に限り、

　

その価格の２分１の額とする。

　　

②

　

電気事業者が昭和42年１月２日から昭和47年１月１日までの間に都

　

市計画区域内において新設した特定の配電用地中電線路にかかる償却資産の

　

課税標準は、新設後５年度間に限り、その価格の２分の１の額とする。

　　

（ウ）市町村は、その所有する固定資産に対する固定資産税の課税標準の

　

額が当該市町村の固定資産税の課税標準の総額の３分の２をこえる納税義務

　

者がいない場合等を除き、100分の1.7をこえる税率で固定資産税を課する

　

ときは、あらかじめその旨を自治大臣に届け出なければならないものとし、

　

自治大臣は、災害等特別の財政需要があると認められる場合を除くほか、モ

　

の届出にかかる税率を当該税率から100分の1.7までの間に定めるよう指示

　

することができるものとしたこと。

　

（６）軽自動車税

　

原動機付自転車および特定の小型特殊自動車に対する月割課税を廃止するこ

とにしたこと。

　

（了）電気ガス税

　　

（ア）無水フタル酸等４品目および３年間の非課税期間が満了する二酸化

　

マンガン等４品目を非課税としたこと。

　　

（イ）ガスに対する電気ガス税の免税点を800円（従来は700円）に引き

　

上げたこと。

　

（８）自動車取得税

　

地方道整備の緊急性にかんがみヽ地方道路財源の充実、とくに市町村に道路

目的財源を附与するためヽ新たに自動車取得税を創設した。モの概要は次のと

おりである。

　　

（ア）自動車取得税はヽ自動車の取得に対し、主たる定置場所在の道府県

　

においてヽ自動車の取得者に課するものとする。ただし、自動車について所

　

有権留保付売買があ９た場合にはヽ買主に課するものとする。

　　

（イ）自動車取得税はヽ次の自動車の取得に対しては、課さないものとす
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る。

　　　　

①

　

国および地方公共団体の自動車の取得。ただし、地方公営企業の

　　　　　

用に供するための自動車の取得のうち政令で定めるものを除く。

　　　　

②

　

相続、法人の合併等に基づく自動車の取得

　

（ウ）課税標準は、自動車の取得価額とする。

　

ただし、①無償でされた自動車の取得その他特別の事情がある自動車の取

得、②交換等による自動車の取得等については、通常の取引価額によるもの

とする。

　

（エ）税率は、100分の３とする。

　

（オ）免税点は、10万円とする。

　

（ヵ）自動車取得税の徴収は、申告納付の方法によるものとする。

　

（キ）自動車取得税の市町村への交付および使途については、次によるも

のとする。

　

①

　

道府県は、市町村に対し、自動車取得税額に政令で定める率（100分

の95）を乗じて得た額の10分の７相当額を、政令で定めるところにより市

町村道の延長および面積にあん分して交付する。

　

②

　

指定市を包括する府県（指定府県）は、上記①によって算定した額のほ

か、政令で定めるところにより、自動車取得税額に政令で定める率（100分

の95）を乗じて得た額の10分の３相当額に、指定市の区域内に存する国道

および府県道の延長および面積の指定府県の区域内に存する国道および府県

道の延長および面積に対する割合を乗じて得た額を指定市に交付する。

　

③

　

道府県は自動車取得税額から上記①および②により市町村に交付した

金額ならびに徴税費相当額の合計額を控除した額を、市町村は交付を受けた

自動車取得税相当額をそれぞれ道路に関する費用に充てなければならない。

（９）国民健康保険税

　

国民健康保険税の標準課税総額は、療養の給付および療養費の支給に要する

費用の総額の見込額から、一部負担金の総額の見込額を控除した額の100分の

65（従来は100分の75）に相当する額とすることとしたこと。
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（10）税制の簡素化

　

税制の簡素化を図るため、地方税の課税標準額および延滞金、各種加算金等

の確定金額についての端数計算の単位を引き上げたこと、および分割法人の修

正申告等に基づく住民税および事業税の納付額が少額のときは、次の納付期限

までその徴収を猶予することとしたこと。

　

(11)そ

　

の

　

他

　

以上のほか、所得税法の改正に伴う関係規定の整備等所要の規定の整備が行

なわれた。

　

以上による地方税の増減状況は、地方税法の改正による減収352億円、国税

の改正に伴う増収４億円、合計348億円の減収見込みとなっている。

　

２

　

地方交付税法の改正

　

（１）地方財政の長期的な健全性の確保に資するため、昭和43年度分の地

方交付税の総額は、現行の法定額から450億円を控除した額に、交付税及び譲

与税配付金特別会計において借り入れる250億円を加算した額とし、これに伴

って、昭和44年度から昭和46年度までの各年度分の地方交付税の総額の特例

を設けたこと。

　

（２）災害復旧事業債の繰上償還を図るため、昭和43年度に限り、所要経

費を基準財政需額に算入するための特例を設けたこと。

　

（３）特別事業債の償還に対処するため、昭和43年度から昭和56年度まで

の各年度に限り、普通交付税の配分方法に準じて特別事業債償還交付金を交付

することとし、これに伴い、特別事業債にかかる元利償還金を基準財政需要額

忙算入したこと。

　

（４）給与改定の平年度化､生活保護基準の引上げ､モの他制度改正等により

必要とされる一般財源を確保するとともに、最近におこる地方団体の行政に即

応して基準財政需要額の充実を図るため、関係費目の単位費用を改めたこと。

　

（５）道路整備計画等各種の長期計画の改定および進捗等に応じて投資的経

費にかかる基準財政需要額を充実するため、関係費目の単位費用を改めたこ
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と。

　

（６）道路事業費の目的財源として創設された自動車取得税および自動車取

得税交付金について、モの収入見込額の100分の80または100分の75の額を

基準財政収入額に算入したこと。

　

（７）その他、過密地域および後進地域の特性に応じた財政需要の算定の適

正化等、地方交付税の算定方法の合理化を図ること等。

　

以上のほか、地方行財政に関連する主な制度改正は、次のとおりである。

　

１

　

厚

　

生

　

関

　

係

　

原子爆弾の被爆者に対する特別措置に関する法の制定

　

広島市および長崎市に投下された原子爆弾の傷害作用の影響を受け、今なお

特別の状態にある被爆者に対し、都道府県知事（広島市および長崎市は市長）は

特別手当（月額10,000円）、健康管理手当（月額3,000円）、医療手当（月額

5,000円）および介護手当（月額9,000円）を支給するものとし、手当の支給

およびその事務処理に要する費用は都道府県（広島市または長崎市）が支弁す

るものとし、国は特別手当、健康管理手当、および医療手当の支給ならびにそ

の事務処理に要する費用を都道府県等に交付し、また、介護手当の支給に要す

る費用についてはモの10分の８、モの事務処理に要する費用についてはその

２分の１を負担することとしたこと。

　

清掃施設整備緊急措置法の制定

　

終末処理場整備事業の所管が建設大臣に移管されたことに伴い従来の生活環

境施設整備緊急措置法を廃止して本法が制定されたもので、

　

（１）厚生大臣は昭和42年度を初年度とするし尿処理五箇年計画およびご

み処理施設整備五箇年計画の案を作成し、閣議の決定をホめなければならない

ものとしたこと。

　

（２）政府は、五箇年計画の実施に必要な措置を講ずるものとしたこと。

　

（３）地方公共団体は、五箇年計画に即して清掃施設の緊急、かつ、計画的

な整備を行なう等必要な措置を講ずるように努めなければならないものとした

こと。
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身体障害者福祉法の改正

　

（１）都道府県知事、市長および福祉事務所を設置する町村の長は、モの措

置により施設に入所した身体障害者に対し、施設臨おける訓練を効果的に受け

ることができるようにするために必要と認めるときは、更生訓練費を支給し√

または、特別の事情があるときは、これに代えて物品を支給することができる

こととしたこと。

　

（２）国の施設に入所した者に対する更生訓練費等の支給は、その施設画長

が行なうものとしたこと。

　

（３）更生訓練費等の支給に要する費用は、実施機関の区分に応じ、それぞ

れ都道府県または市町村等の支弁としたこと等。

　

大気汚染防止法の制定

ばい煙および自動車排出ガスによる大気汚染から国民の健康を保護し、ま

た、生活環境の保護を図ることを目的とするもので、

（１）ばい煙排出規制地域の指定および排出基準を定めることについて規定

したこと。

　

（２）ばい煙排出者の排出基準の遵守および都道府県知事のばい煙による大

気汚染の監視について規定したこと。

　

（３）ばい煙発生施設の設置届出等および改善命令等にかかる規定を設けた

こと。

　

（４）指定地域にかかる大気汚染が著しく人の健康をそこなうぉそれがある

場合等の緊急時について、都道府県知事の措置に関する規定を設けたこと。

　

（５）自動車排出ガスにかかる許容限度等に関する規定を設けたこと。

　　

、

　

（６）大気中の自動車排出ガス９濃度について、都道府県知事の測定実施に

関する規定を設けたこと等。

　

（７）和解の仲介制度を設けたこと。

　

騒音規制法の制定

　

工場および事業場における事業活動等に伴って発生する相当範囲にわだる騒

音について規制を加えること等により、騒音により住民の生活環境がそこな
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われることを防止しようとするもので、

　

（１）都道府県知事の騒音規制地域の指定および規制基準について規定した

こと。

　

（２）市町村の規制基準について規定したこと。

　

（３）工場または事業者が特定施設を設置しようとするとき、または、特定

建設工事を施行しようとするｰとき等の都道府県知事への届出について規定した

こと。

　

（４）騒音の防止に関する勧告および改善等の命令等について規定したこ

と。

　

（５）その他指定地域内における騒音に関する地方公共団体の規制について

規定したこと。

　

（６）深夜騒音等に関する地方公共団体の規制について規定したこと。

　

（７）騒音による紛争､に関する和解の仲介制度を設けたこと等。

　

２

　

建

　

設

　

関

　

係

　

道路整備特別措置法の改正

　

著しい立遅れを示している地方道の整備を促進するための施策の一環とし

て、国は、道路管理者である地方公共団が建設大臣の許可を受けて有料道路の

新設または改築を行なう場合において、これに必要な資金の一部を無利子で貸

し付けることができるものとし、貸付金に関する国の経理は、道路整備特別会

計において行なうものとしたこと。

　

治山治水緊急措置法の改正

　

昭和40年度を初年度とする治山事業五箇年計画および治水事業五箇年計画

を改定し、新たに昭和43年度を初年度とする新五箇年計画を作成するものと

したこと。

　

都市計画法の制定

　

都市計画制度について、時代に即応したものとするため、現行の都市計画法

および住宅地造成事業に関する法律を廃止して制定（施行は、公布の日から起

算して１年を超えない範囲内において政令で定める日）されたもので。
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（１）都道府県知事（２以上の府県の区域にわたるものについては建設大臣）

は、市または人口その他政令で定める要件に該当する町村の中心の市街地を含

み、かっ、一体の都市として総合的に整備、開発、保全する必要がある区域を

都市計画区域として指定するものとしたこと。

　

（２）都市計画区域を、市街化区域（優先的かっ計画的に市街化を図るべき

区域）と市街化調整区域（市街化を抑制すべき区域）に区分するものとしたこ

と。

　

（３）市街化区域および市街化調整区域の区分、広域的または根幹的な都市

計画、市街地開発事業に関する都市計画等は都道府県知事が（国の利害に重大

な関係があるもの等については建設大臣の認可を受けて）、その他の都市計画

は市町村が都道府県知事の承認を受けて、それぞれ決定するものとしたこと。

　

（４）市街化区域または市街化調整区域における開発行為は、都道府県知事

の許可を要するものとし、この場合において、市街化調整区域内においては、

一定の要件に該当するもののほかは、許可してはならないものとしたこと。

　

（５）建築物の規制等について定めるとともに、土地所有者から買取りの申

出があったときは、都道府県知事は原則として、これを買取るも2）としたこ

と。

　

（６）一定の区域内の土地について、都道府県知事等による土地の先買い制

度を設けたこと。

　

（７）都市計画事業は、原則として、市町村が都道府県知事の認可を受けて

施行するものとしたこと。

　

（８）国は、地方公共団体に対し、重要な都市計画、または都市計画事業に

要する費用の一部を補助することができるものとしたこと。

　

（９）都道府県または指定都市は、先買いまたは買取請求による土地の買取

り等を行なうため土地基金を設けることができるものとし、国は、基金の財源

を確保するためヽ必要な資金の融通またはあっせんに努めるものとしたこと。

　

（10）国または地方公共団体はヽ市街化区域内の土地について、その有効な

利用の促進と投機的取引の抑制に関し、税制上の措置等を講ずるものとしたこ

と等。
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なお、市街化区域および市街化調整区域の区分ならびに開発許可制｡上は、当

分の問、大都市およびその周辺等の区域以外の都市計画区域については、適用

しないこととされている。

　

３

　

農

　

林

　

関

　

係

　

森林法の改正

　

森林資源の保続培養と√川i生産力の増進を図るため、飛体計画について全国

は15年･、地域は10年を一期とすることに改めるとともに、新たに森林所有者

が森休胞業計画について都道府県知事（森林の所在地が２以上の都道府県にわ

九る場合には農林大臣）の認定を求めることができることとしたこと。また、

農林大臣および都道府県知事は､森叩心卜汁画の作成および造成のための助言、

指導その他の援助を行なうものとしたこと等。

　

４

　

運

　

輸

　

関

　

係

　

港湾整備緊急措置法の改正

　

港湾整備事業は、昭和40年度を初年度とし、昭和44年度までの港湾整備五

箇年計画に基づき実施されてきたが、港湾取扱貨物量の増大、海上コンテナ輸

送の開始、超大型船の就航等の事態にかんがみ、新たに昭和43年度を初年度

とする港湾整備五箇年計画を策定し、港湾の整備を強力かつ計画的に推進する

ものとしたこと。

　

５

　

通商産業関係

　

石炭鉱害賠償担保等臨時措置法の改正

　

石炭鉱業および亜炭鉱業による鉱害に対処するため、鉱害基金と鉱害復旧事

業団を統合して石炭鉱害事業団を設け、総合的な鉱害処理体制の確立を図るも

のとしたこと。

　

なお、法律の題名は、石炭鉱害賠償等臨時措置法と改められた。

　

砂利採取法の制定

　

砂利、特に、山砂利、陸砂利の採取に伴う災害の現状にかんがみ、現行の規

制を抜本的に強化し、砂利の採取に伴う災害の発生を防止しようとするもの
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で、

　

（１）砂利採取業者の都道府県知事または通商産業大臣への登録制度を設け

たこと。

　

（２）砂利採取業務主任者にかかる都道府県知事の試験または認定の制度を

設けたこと。

　

（３）砂利採取業者が砂利採取を行なう場合の砂利採取計画にかかる都道府

県知事または河川管理者の認可制度を設けたこと。

　

（４）都道府県知事または河川管理者の緊急時における砂利採取の停止命令

等必要な措置について規定したこと。

　

（５）砂利採取に伴う災害の発生の防止について、都道府県知事、河川管理

者と市町村長との関係について規定したこと。

　

（６）報告の徴収、立入検査、国および地方公共団体の砂利採取業者に対す

る指導および助言、罰則等の規定を設けたこと等。

　

６

　

そ

　　

の

　　

他

　

小笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置に関する法の制定

　

小笠原諸島の復帰に伴い、法令の適用についての暫定措置を定めるととも

に、現島民および旧島民の小笠原諸島における権利または利益の保護ならびに

その生活の安定を図るため、特別の措置を講じ、あわせて小笠原諸島をその区

域とする村の設置および現地における行政機関の設置等について所要の特例を

定めたこと等。

　

競馬法の改正

　

（１）競馬法改正附則第７条の規定により、競馬を行なっていた市町村の地

方競馬の施行の廃止に伴う急激な財政上の影響を緩和するため、都道府県はそ

の開催する競馬の収益の一部を当該市町村に昭和43年度および昭和44年度に

限り交付することができるものとしたこと。

　

（２）特別区の特別な事情にかんがみ、当分の間の措置として、その区域内

に地方競馬場の存在しない特別区も、競馬を行なうことができるものとしたこ

と。
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（三）地方財政計画の概要

　

１

　

概

　　

況

　

昭和43年度の地方財政計画の規模は５兆6,051億円（前年度４兆7,714億

円）で，前年度と比べると8,337億円，17.5％の増加である。

　

昭和43年度地方財政計画の内訳は次のとおりである。

区 分

歳 入

税
税

　

与

方
譲

　

方

地
地

　　

計

　　

画

　　

額

43年度42年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円

23, 268 19,206

　　　

786

　　

682

臨時地方財政交付金

　　　

一

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　

11,113

特別事業債償還交付金

交通安全対策特別交

付金

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

地

　　　

方

　　　

債

使用料，手数料

　

雑

歳

合

収

計
出

入

90

102

　

120

8,921

-

4,062

　　

104

　

△120

2, 192

　　

90

　　

102

5,321 13,758　1

2,339

　

2,301

1,038

　　

926

1,994

　

1,800

額
比
4
2

画
成

計
構
４
３

４１

　

１

％

５

４

19.8

　

0.2

　

0.2

％

額
比
4
2

減
成
３

増
構
４

％ ％

563

　

38

112

40.3

　

48.7

　

54.4

　

1.4

　

1.2

　

1.8

　

0.3△1.4△4.6

18. 7　26. 3　22.8

　　

－

　

1.1

　　

－

　　

－

　

1.2

　　

－

56,051 47,714

27.3

　

28.8

　

18.8

　

28.3

　

4.2

　

4.8

　

0.5△9.3

　

1.8

　

1.9

　

1.3

　

1.7

　

194

　

3.6

　

3.8

　

2.3

　

4.9

8,337 100.0100.0100.0100.0

給与関係経費

　

19,075 16,528 2,547 34.1

一般行政経費

　

11,721

公

　　　

債

　　　

費

維

　

持

　

補

　

修

　

費

投

　

資

　

的

　

経

　

費

公営企業繰出金

地方交付税の不交付団
体における平均水準を
こえる必要経費

　

合

一
(注)

2,395

1.252

20，

9,583

　

2,138　20.9

1,732

　　

663

　

4.3

1、142

　　

110

　

2.2

006 17,900

686

　　

551

916

　　

278

2, 106
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35.7

　

1．２

（

計
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29.

　　　　　　　　　

(22.

20. 1
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１
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－

　　

－
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12.1　13.3
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12.6

　　　

(17. 9)

22.3

　

18.4

8.0

　

4.0

　

38.3

1.3

　

2.0

　

9.6

　　　　　

(38. 4)　（1
37.5

　

25.3

　

39.3

　

11.8

17.3

12.7

5.8)
15.9

1｡2

　

1.6

　

(2. 0) 24. 5 (30. 3)

　　

638

　

1.6

　

0.6

　

7.6

　

1.6 229.5　57. 1

8,337 100.0100.0 100.0100.0　17.5　15.4

書は、長期計画事業費および公営企業繰出金調整後の率である。
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２歳入の状況

　

（１）地

　　

方

　　

税

　

昭和43年度の地方税収入見込額は２兆3,268億円（道府県税１兆2,758億

円、市町村税１兆510億円）で、前年度（１兆9,206億円）に比べ、4,062億、

円（道府県税2,667億円、市町村税1,395億円）、21.1% (道府県税26.4%、

市町村税15.3%)の増加となっている。

　

昭和43年度地方税収入見込額が、住民税を中心とした大幅な税負担の軽減

が行なわれたにもかかわらず、前年度（増加額3,465億円、増加率22.0%)に

引き続き高い水準を維持し乙ヽることは、前年来の経済成長の増勢を反映じ（

自然増収が見込まれたことによるものであるが、また、自動車取得税の創設も

影響している。
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昭和43年度の税目別収入見込額は、次のとおりである。
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△13.7
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16. 1

　

7.2

17.2
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14.6

36.7

13.7

35.4

15.3

21. 1

　

（２）地方譲与税

　

昭和43年度の地方譲与税収入見込額は786億円（前年度682億円）で、前

年度と比ぺると104億円、15.2%の増加である。
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地方譲与税収入見込額の内訳は次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　

収

　　

入

　　

見

　　

込

　　

額

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

43年度

　

42年度

　

増減額

対前年度増減率
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税
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ス
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道
ガ
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油
別
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円
4
1
1
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7
6
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億
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７

億円
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46
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一
一
i
8
3
1
6
。
1
0
4

14.0

35.6

10.9

15.2

　

15.2

181.3

　

21.1

　

20.2

　

（３）地方交付税゛

　

昭和43年度の地方交付税は１兆1,113億円（前年度8,921億円）で、前年度

と比べると2,192億円、24.6% (補正後に比べ17.3％）の増加となっている。

　

これは、国税三税（所得税、法人税および酒税）の収入見込額の伸びが

24.5%と大きく増加したことによるものである。

　

なお、昭和43年度に限り、地方交付税の繰入額を法定額から450億円減額

して翌年度以降に繰り越しするとともに、交付税及び譲与税配付金特別会計に

おいて250億円を借り入れ、地方交付税に加算することとしている。

　

昭和43年度地方交付税の算定基礎は次のとおりである。

区

　

交
㈲
減
精
入
還
計

税
方
１

　
　
　
　
　
　
　
　

合

国
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借
返

分

3
Ｒ

Ｓ
Ｓ

税
税

　

分
分
金
金

　
　

％

三
付
四
額
算

(Ｂ)十(C)十CD》

（４）特別事業債償還交付金

昭和43年度

　　

億円

34,956

10, 923

11, 186

　

・450

　　

187

　　

290

　

・100

11, 113

昭和42年度

　　　

億円

28, 066

　

8,981

　

8,981

　　　　

－

　　

300

△360

8,921

増減額

　　

億円

6,890

1,942

2,205

△450

　　

187

△

　

10

　　

260

2,192

特別事業債償還交付金は、昭和41年度に発行された特別事業債のうち、公
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共事業費等特定の事業費の財源に充てたものについて、その元利償還金の財源

として、昭和43年度から昭和56年度までの間、地方交付税の交付団体に対し

て、普通交付税の配分方法に準じて交付されるものである。

　

昭和43年度特別事業債償還交付金の額は90億円である。

　

（５）交通安全対策特別交付金

　

道路交通法の一部を改正する法律（昭和42年法律第126号）の制定により、

昭和43年７月１日から一定の道路交通法違反行為に対して、交通反則通告制

度が実施され、通告処分による反則金収入の全額に相当する額が交通安全対策

特別交付金として、当分の間、地方団体に交付されることとなった。

　

交通安全対策特別交付金は、地方団体が単独で実施する道路交通安全施設の

設置に要する経費の財源に充てるものであり、昭和43年度の総額は102億円

で、人口集中地区人口および交通事故の発生件数を基礎として算定し、交付さ

れるものである。

　

（６）地方債計画

　

昭和43年度の地方債計画の総額は6,773億円（前年度6,609億円）で、前年

度と比べると164億円、2.5%の増加となっている。

　

昭和43年度の地方債計画は、（ア）社会開発の推進、（イ）地域開発の促進、

（ウ）地方公営企業の充実と経営健全化の促進を基本方針とし、国、地方を通

ずる財政環境にかんがみ、特に事業の重点化と財政の合理化を図る考えのもと

に策定された。その内訳は、次のとおりである。
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9.8

(14. 3)

　

8.8

△.90.5

(14. 3)

　

2.5

3.8

0.6

（注）１

　

準公営企業債、合計および総計の欄の（

　

）書は、公有林整備事業債および

　　　

草地改良事業債であって。公営企業金融公庫が農林漁業金融公庫から委託を

　　　

受けて融資するもので、外書である。

　　

２

　

特別地方債の欄の《K

　

）書は、準公営企業債の下水道事業および公営企業債

　　　

の上水道事業に含まれている厚生年金資金分を含めたものである。

　

このうち、地方財政計画の歳入に計上したものは、一般会計債2,018億円

（前年度2,005億円）および特別地方債の一部321億円（前年度296億円）、合

計2,339億円（前年度2,301億円）で、前年度と比べると38億円、1.7％の増

加となっている。その内訳は次のとおりである。
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歳出の状況

　

昭和43年度の地方財政計画の規模は、前年度に比べ8,337億円の増加であ

るが、歳出の主な増減事由は次のとおりである。
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192

４

　

１
１

　

4
7

3
4
8
3
0
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１

910

112

　

42

979

　

13

(△35)

(155)

３
ｊ
ｊ
Ｉ
ｙ
Ｉ
ｙ

７
０
Ｑ
）
／
０
７

４

　

１
１

　

ぐ
っ
'
J

ぐ
ぐ
ぐ

　

ぐ

(305)

(△5)

　

(14)

(979)

(13)

（注）増減事由欄の（

　

）は、一般財源の増減額である。

（四）地方財政計画策定後における地方財政措置

昭和43年度地方財政計画の策定後において、次の財政措置が講じられた。
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１

　

給与改定の実施

　

昭和43年８月16日一般職国家公務員の給与改定ならびに寒冷地手当につい

て人事院の勧告が行なわれ（俸給表7.1％の引き上げ、寒冷地手当、その他諸

手当の改善）、同年７月１日（ただし、通勤手当については同年５月１日。寒

冷地手当については同年８月31日の基準日）から実施された。地方公務員に

ついてもこれに準じて給与改定を行なう場合の所要額は、1,085億円（特定財源

212億円、一般財源873億円、うち交付団体分657億円、不交付団休分216億

円）と見込まれたが、一般財源所要額については、地方交付税（当初からの財

源留保等）によって、また、義務教育諸学校教職員等にかかる国庫負担金等に

ついては、国の予備費からの支出をもって、それぞれ措置された。

　

２

　

災害発生に伴う地方債計画の修正

　

昭和43年中においては、５月16日の十勝沖地震による災害をはじめその他

一連の災害により、公共被害額は1,200億円に及んだ。これらの災害復旧事業

の昭和43年度施行分の所要額については、国の予備費の支出に見合って、地

方債計画に85億円が追加計上され、特別交付税の配分と合せて措置された。

　

３

　

地方交付税の繰越し

　

昭和44年２月、国の補正予算編成に伴い､地方交付税736億円が追加計上さ

れたが、このうち、43年度分の普通交付税(８月決定額)の調整額の復活に要す

る52億円を除く684億円を昭和44年度に繰り越して交付することとしている。

二

　

地方公営事業に関する財政措置

　

（一）地方公営企業

　

地方公営企業においては、その基盤の強化を図るため、一般会計等との負担

区分の明確化を図り、モの所要額について地方財政計画に計上し、地方交付税

において所要の措置を講じてい声・

　

財政再建については、水道、病院等では再建完了するものが若干あるものと
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思われる。なお、国から再建団体に支払われる利子補給額は15億円の予定で

ある。また、準用再建の制度も次第に軌道に乗りはじめ、４企業がこれによっ

て、再建を推進している。

　

（ニ）国民健康保険事業

　

昭和43年度においては、低所得被保険者の保険税（料）の負担の軽減を図る

ため、減額対象基準のうち、基礎控除額が11万円（従来は10万円）に、世帯

主以外の被保険者１人に対し加算する額が４万５千円（従来は４万円）にそれ

ぞれ引き上げられた。また、昭和43年１月から全被保険者において、世帯員

拡対する７割給付が実現されたことに関連し、地方税法に定める標準課税総額

の割合が100分の75から100分の65に改められた。

　

なお、年度中途において、医療費の伸びが当初を上回る見込みとなったこと

等により国の補正予算および予備費からの支出を合わせて、療養給付費補助金

184億円、財政調整交付金22億円等207億円、このほか、42年度精算分等129

億円、合計336億円が措置された。

　

この内訳は、次のとおりである。

区 分

祠民健康保険助成費

　

療養給付費補助金

　

財政調整交付金

　

事務費補助金

　

そ

　　　

の

　　　

他

(注)

円
3
5
7
0
1

　

5
6
2
4
2

億
2
8
2
1

　

２
１

国民健康保険組合分を含む。

一

一

一

　

地方財政運営の状況

（－）予

　

算

　

規

　

模

門

　
　

。

悶
一

1
1
9

　
　

C
Ｏ

円
７
４
２
１

　

０
８
２

億
２
１

円
6
3
2
1

　

3
C
2
1

億
３
３

　

億円

2,589

Ｑ
）
Ｑ
／

　

1
1

6
4
5
2

1
2
1

n
乙

昭和43年９月末における地方公共団体の普通会計予算総額（都道府県、市
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42
43 1fl:か

４１

町村（特別区、一部事務組合を含む。）の普通会計予算単純合計額）は７兆472

億円（前年同期６兆57億円）で、前年同期と比べると１兆415億円、17.3%

の増加となっている。

　

これを都道府県および市町村別に分けると、次のとおりである。

区 分

都

　

道

　

府

　

県

市

　　

町

　　

村

　

合

　　　

計

予

43年度

--

　

億円

41,591

28,881

70, 472

　

算

42年度

--

　

億円

35, 658

24, 399

60, 057

増減額

-

　

億円

　

5,933

　

4,482

10,415

予算額構成比

43

　　　

％

　

59.0

　

41.0

100.0

　

42
--

　

％
59.4

4C.6

100.0

対前年度増減率

　　　

43

　　　

42

　　　

％

　　　

％

　　

16.6

　　

17. 1

　　

18.4

　　

15.0

　　

17.3

　　

16.3

　

なお、各年度の予算規模（毎年度９月末）および決算額（予算額と同様に都

道府県、市町村の普通会計の単純合計額）の推移は、第84図のとおりであ

る.、

36

第84図予
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入

歳

　

入

　

予

　

算

その２

　

決

　

算

　

額

17 3S 19

歳入予算の主な内容は、次のとおりである。

区 分

地方交付税

交通安全対策
特別交付金

　

小

　　　

計

地

　　

方

　　

債

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　

予

43年度
-

　

億円
23,988

　

770

10,291

　　　

91

35, 140

　

4,458

30, 874

70, 472

　

算

　　

額

　　

予算額構成比

42年度増減額

　　

43

　

42

　　

億円

　　

億円

　　　

％

19, 872　4, 116　34. 1

　　

662

　　

108

　　

1.1

　　　

51

　

△51

　

8,620

　

1,671

　　　　

－

　　

91

29, 205　5,935

　

4, 126　　332

26, 726　4, 148

60, 057 10,415

　　

－

14.6

　

0.1

　　

％

33. 1

　

1．１

　

０．1

14.3

　

49.9

　

48.6

　

6.3

　

6.9

　

43.8

　

44.5

100.0 100.0
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必

地

　　

方

　　

税

地方譲与税

臨時地方財政

交

　　

付

　　

金



　

２

　

地方税の収入見込み

　

（１）道

　

府

　

県

　

税

　

昭和43年度の道府県税の収入見込額は１兆2,758億円（前年度１兆91億

円）で、前年度と比べると2,667億円、26.4%の増加であるが、12月末現在の

徴収状況は次のとおりで、収入済額は前年同期と比べ24.0%の増となってお

り、また、計画額に対して収入済額は80.0％（前年同期81.5％）となっている。

区 分

額
額
額

計画額に対(B)/(A)

する割合

　

助/収

43年度

　　

42年度

　

増減額

　

増減率

3
　
＠
　
Ｓ
％

％

　　

億円
12,758

12,408

10, 202

　

97.3

　

80.0

　　

億円

10,091

10,076

　

8,226

　

99.9

　

81.5

　　

億円

2,667

2,332

1,976

23. 1

24.0

　

（参考）国

　

税

43年度

　　

42年度

　　

億円

　　　　

億円

46, 979　　38, 052

　　　

－

　　　　

－

34, 120　　28, 574

　　　

－

　　　　

－

　

72.8

　　　

75. 1

　

（注）計画額収は、国税にあっては、当初予算額である（以下同じ｡）。

　

このうち法人関係（道府県民税法人分および事業税法人分）の徴収状況雌

次のとおりである。

区 分

額
額
額

計画額に対㈲/㈲
する割合

　

鴎/國

43年度

　　

42年度

　

増減額

　

増減率

2
　
Ｒ
　
ｇ
％

％

（２）市

　

町

　

村

　

税

　　

億円

6,061

5,818

5, 169

96.0

85.3

　　

億円

　　

億円

4,743

　

1,318

4,624

　

1, 194

4, 162　1,007

　

97.5

　　　

－

　

87.7

　　　

－

％

　

８

　

2
7

25.8

24.2

　　

－

　

（参考）国

　

税

43年度

　　

42年度

　　

億円

14,765

　　　　

－

12,041

　　　　

－

１１

81.6

億円

790

10,091

　　　

－

　

85.6

　

昭和43年度の市町村税の収入見込額は１兆510億円（前年度9,115億円）で、

前年度に比べ1,395億円、15.3%の増であるが、９月末現在の収入状況は次
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のとおりで、収入済額5,592億円は計画額に対し53.2% (前年同期53.0%)に

当り、前年度に比べ15.7%の増加である。また、調定額は１兆116億円で計

画額に対し96.3% (前年同期96.6%)となっている。

区 分 43年度 42年度 増減額 増減率

徴収率(0/(B) %

　　

億円

10,510

10, 116

　

5,592

　

96.3

　

53.2

　

55.3

9, 115

8,835

4,833

　

96.6

　

53.0

　

54.7

1,395

1,281

　　

759

　　　

－

15.3

14.5

15.7

　　

－

　　

－

　　

－

　

３

　

地方交付税の交付状況

　

昭和43年度地方交付税は、当初１兆1,113億円であったが、国の補正予算

に伴い、普通交付税（８月決定額）の調整額の復活52億円が追加交付され、交

付総額は１兆1,165億円となり、前年度(9,470億円）と比べると1,695億円、

17.9%の増加となっている。

　

なお、昭和43年度においては､昭和41年度に発行された特別事業債のうち、

公共事業費等特定の事業費の財源に充てたものについての昭和43年度におけ

る元利償還金（交付団体分）の財源として、特別事業債償還交付金90億円が普

通交付税の配分方法に準じて交付された。
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普

　

基

基

区

通
準
尹
直
準
直
後

財
源
源
財
源

交
政
不
足

　

付

需

超過

団
団

政収

不足

源超過

超
不

源
源

財
財

分

要
体
体
入
体
体団
団
過
足

特

普

　

通

　

交

　

付

税
額
分
分
額
分
分
額
額
税

特別事業債償還交付金

別

　
　

付

計
交

税

都道府県

-

16,654

12,684

　

3,970

10,813

　

6, 106

　

4,707

　　

737

　

6,578

　

6,488

　　　

90

　

6,578

　　

259

市

　

町

　

村

　　　

億円

12, 124

　

9,309

　

2,815

　

8, 173

　

5,299

　

2,874

　　　

59

4,010

4,010

　　　

－

4,010

　　

408

計

-
像円

28, 778

21,993

　

6,785

18,986

11,405

　

7,581

　　

796

10, 588

10,498

　　　

90

10,588

　　

667

　

４

　

地方債の許可状況

　

昭和43年度の地方債計画は当初6,773億円であったが、災害復旧事業債等

S9億円の追加によって、6,862ｲ意円となっており、この計画に対して昭和44

年１月末現在の許可状況は、次のとおりである。

一
準
公
特
公

区 分

　

会

　

計

　

債

営企業債

債
債
債

で
誰

　
　

ｆ

企
地
業
計

（三）歳 出

計画額許可額

　　

億円

2, 107

1,373

2,672

　　

670

　　

40

6,862

　　

億円

1,797

1, 198

2,541

　　

615

6, 151

　

資

　

金

政府資金
-

　　

億円

　

1,228

　　

495

　

1,134

　　

605

3,462

内

　

訳

公募資金

器
7
0
3
４
0
7
1
0

2,689

甥
6
1
・

81

　

昭和43年９月末現在における現計予算の性質別内訳は、次のとおりであ

る。
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区 分

　

算

42年度

額

　　

予算額構成比増減額構成比

　

対前年度

増減額

　　

43

　　

42

　　

43

　　

42
認り

件
件

人
物

維持補修

扶

　　

助

補

　

助

　

費

費
費
費
費
等

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

そ

　　

の

　　

他

合 計

　　　

予

43年度

-

　　

億円

22, 138

　

4,452

　

1,025

　

3,589

　

4,214

24, 328

　

1,842

　　

833

　

8,051

70, 472

　　　

億円

19,400

　

3,923

　　　

906

　

3,078

　

3,426

20,061

　

1,843

　　　

758

　

6,662

60, 057

　　

億円

2,738

　　

529

　　

119

　　

511

　　

788

4,267

　

・1

　　

％

31.4

　

％

32.3

　　

％

　　

％

　　

％

26.3

　

25.4

　

14. 1

　

6.3

　

6.5

　

5.1

　

6.6

　

1.5

　

1.5

　

1.1

　

1.1

　

5.1

　

5.1

　

4.9

　

4.3

　

6.0

　

5.7･7.6

　

10. 1

34.5

　

33.4

　

41.0

　

36.8

　

2.6

　

3.1

　

0.0

　

1.9

　　　

75

　

1.2

　

1.3

　

0.7

　

0.6

　

1,389

　

11.4

　

11.1

　

13.3

　

13.2

10,415 100.0100.0100.0100.0
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13.5

13.2

16.6

23.0

21.0

△0.1

　

9.8

20.9

17.3

12.4

16.4

11.2

13.5

33.0

18.2

　

9.4

　

7.4

19.9

16.3

・

　

皿Ｊ

　　

ＩＪ 皿〃
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第三 昭和44年度の地方財政計画

昭和44年度地方財政計画の策定方針

　

昭和44年度の国の予算編成に当っては、「昭和44年度の経済見通しと経済

運営の基本的態度」にのっとり、

　

（１）財政面から景気を剌激しないよう、財政規模は適度のものにとどめ、

　

（２）国民負担の軽減を図るため、所得税および住民税の減税を行ない、

　

（３）財政体質の改善を図るため、公債発行額を縮減して一般会計の公債依

　　　

存度を引き下げ、

　

（４）引き続き総合予算主義の原則を堅持するとともに、歳出内容について

　　　

社会経済情勢の変化に即応した整理更新を図り、長期にわたる国民福祉

　　　

の向上を確保するよう努める、

ことを基本とした。

　

昭和44年度の地方財政計画は、国と同一の基調により行政経費の重点化と

効率化を推進し、節度ある行財政運営を行なうとともに、財政の健全性を確保

しつつ地方行政水準の一層の向上を図り、あわせて地方公営企業の経営基盤を

強化することを目途として、次の基本方針に基づいて策定するものとした。

　

１

　

地方税負担の現状にかんがみ、個人の住民税、個人の事業税等にっいて

モの軽減合理化を図る。

　

２

　

最近における社会経済情勢の進展に対処し、それぞれの地域の特性に応

じて、街づくりおよび地域づくりの事業を計画的に実施することとし、これら

の事業にかかる地方債を重点的に増額するとともに、投資的経費にかかる基準

財政需要額の充実などを通じて地方交付税の配分の合理化を一層推進する。

　　

（１）地方道、下水道および清掃施設の整備を促進する。

　　

（２）土地開発基金の設置などにより公共用地の先行取得を推進する。

　　

（３）人口急増地域における公共施設の整備を図る。

　　

（４）交通安全対策を推進する。
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（５）過疎地域における生活環境施設等を整備する。

　

３

　

地方公営企業の経営の基盤を強化して、モの健全化を図る。

　　

（１）公営企業会計と一般会計との負担区分を合理化する。

　　

（２）地方公営企業に対する貸付資金の増額を図るとともに、公営企業金

　

融公庫の機能を強化する。

　

４

　

財政運営の効率化を進めるとともに財政秩序を確立し、地方財政の健全

化を推進する。

　　

（１）行政機構の簡素化と定員管理の合理化を図り、既定経費を節減す

　

る。

　　

（２）昭和44年度の地方交付税の総額について、地方財源の確保に配慮

　

しつつ、所要の措置を講ずる。

　　

（３）一般財源の増加に伴い、一般補助事業および直轄事業について地方

　

債への依存度を引き下げる。

　　

（４）国庫補助負担事業にかかる超過負担を前年度に引き続いて解消す

　

る。

　　

（５）地方公務員の給与改定など年度途中における事情の変化に対処する

　

ため、あらかじめ財源を留保する。

二

　

地方財政計画

　

（一）地方財政計画の概要

　

昭和44年度の地方財政計画の規模は６兆6,397億円（前年度５兆6,051億

円）で、前年度と比べると１兆364億円、18.5%の増加となっている。

　

地方財政計画の内訳は、次のとおりである。
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区

歳

分

　

与
付
出

方
譲
交
支
方

　

方
方
庫

地
地
地
国
地

使用料及び手数

入
税
税
税
金
債
料

雑

　　　

収

　　　

入

歳

　

給

合

　

与

般

計

　

関
行政
債
補
的

　

持
資

公
維
投

出
費
費
費
費
費

　

係
経

　

修
経

公営企業繰出金

地方交付税の不交付
団体における平均水
準をこえる必要経費

計

　　　

画

　　　

額

44年度43年度増減額

　

億円

　　

億円

　　

億円

27,998 23, 268　4,730

　　　

912

　　

786

　　

126

13, 892 11, 113　2,779

17,459 15,513　1,946

　

2,897

　

2,339

　　

558

　

1, 187　1,038　　149

　

2,052

　

1,994

　　

58

66, 397 56,051 10, 346

21,978 19, 075

13,058 11,721

　

2,554

　

2,395

　

1,373

　

1,252

24, 530 20, 006

　

1, 148　　686

　

1,756

　　

916

合

2,903

1,337

　　

159

　　

121

4,524

２

　
　

０

６

　
　

４

４

　
　

８

計画額構成比

　　

44

　　

43

　　

％

　　　

％

　

42.2

　　

1.4

　

20.9

　

26.3

　

4.3

　

1.8

　

3.1

100.0

　

41.5

　　

1.4

　

19.8

　

27.7

　　

4.2

　　

1.9

　　

3.5

100.0

33. 1

19.7

　

3.9

　

2.1

36.9

　

1.7

34.0

20.9

　

4.3

　

2｡2

35.7

　

1.2

2.6

　　

1.7

額
比
減
成
増
構

％

　

45. 7

　　

1.2

　

26.9

　

18.8

　　

5.4

　　

1.4

　　

0.6

100.0

28. 1

12.9

　

1.5

　

1.2

43.7

　

4.5

８．１

計

　

66,397 56,051 10,346 100.0100.0　100.0
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対前年度

増減率

-

　

％

20. 3

16.0

25.0

12.5

23.9

14.4

　

2.9

18. 5

15.2

11.4

　

6.6

　

9.7

22.6

67.3

91. 7

18.5



地方財政計画額の推移は、第85図のとおりである。

　　　　　　　　　　

第85図地方財政計画額の推移

　　　　　　　　　　　　　

その１

　

歳

　　

入

　　

(億円)
70,000

60,000

50,000

40,000

30.(00

20,000

10,000

　　　

0

(億円)

70,000

60,000

50,000

40，

30,000

20.000

10,000

　　　

0

36

　　

37

36 37

38

38

39

その２

39

40

歳

　　　

40
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000
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000

　

凡例
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（ニ）地方税の収入見込み

　

昭和44年度の地方税の収入見込額は２兆7,998億円（前年度２兆3,268億

円）で、前年度と比べると4,730億円、20.3%の増加となっている。

　

昭和44年度においては、個人の住民税、個人の事業税等について、その軽

減合理化をはかるための改正がなされることとされている。

　

地方税収入見込みの状況は、次のとおりである。

分

　
　
　
　

民

　

得

　
　
　

県

　
　
　

取

　
　
　
　

県
業
産

　
　
　

府
府

　

動

区

　
　
　
　

道
事
不

　
　
　

道

当初収入見込額

44年度

　

43年度

税
税
税
税

道府県たばこ消費税

娯楽施設利用税

料理飲食等消費税

自

　　

動

　

車

　

税

その他普通税

　

普通税小計

税
税
税

市

市
固
軽

計
税
税
税
税

市町村たばこ消費税

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

その他普通税

　

普通税小計

都

　

市

　

計

　

画

　

税

その他目的税

　

目的税小計

合
地
方

　

税

　

合

計
計

　　

億円

2,989

6,931

１

4
5
0
5
４
4

2
8
1
3
6
4

6
7
2
9
2

13, 782

　　

653

　

1,264

　　　　

4

　

1,921

15,703

　

4,881

　

4,447

　　

200

　

1,379

　　

811

　　　

58

11、776

12，

27.

7
2
9

9
2
1
‐
‘

４

　
　

５

295

998

億円 億円

6
8
5
8
1
一

　

一

３△

　

ａ

　

ハ
』

9
7
2
6
5

8
Q
／
5
6
8

5
4
5
6
1

2
5

　　

817

　　

979

　　　

44

11,329

　　

395

　

1,030

　　　　

4

　

1,429

12, 758

4バ82

3,805

　　

170

1, 169

△

　

44

　　　

－

△471

△

　

19

一

　

1 9

△490

△598

△

　

27

716

　　

a

　

9

　

51

　　　　

－

10,093

　　

397

　　　

20

　　

417

10,510

23, 268
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△63４
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Q 633

△1,123

匹

　

7
6
81,492
3
9
5
2
5
0

7
1
2
6
8

　
　

－

　
　

－

　

２

2,924

　
　

計

額
合

億円

１

400

434

　

72

119

　

25

118

　　

285

　　　

0

2,453

8
4
0
2
5

　
　

9
2
0
0
5
7

5
3

　
　

9
4

　
　

9
4
3
1
9

2
2

　
　

4
9

　
　

6
6

　
　

2

　
　
　
　
　
　
　
　
　

2

7
4
0
1
5

　
　

7
9
0
0
4
7

7
3

　
　

1
3

　
　

9
6
3
1
0

2
2

　
　

5
4

　
　

2
／
０

　
　

２
１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｑ
り

　
　

ｌ

2,317

０

　

１
１

　

８

０

　
　

０
１

１

　
　

１

　

４

　
　
　
　
　
　
　
　

－

　
　
　
　
　
　
　

２

5,853

1,683

　　

100

　　　

2

　　

102

1,785

4,730

対前年度

増減率

-

　　　　

％

　　

15.4

　　

26. 1

　　

13.2

　　

18.0

　　

13.3

　　

14.5

　　

27. 1

　　　

0.4

　　

21.7

　　

65.5

　　

22.6

　　

11.0

　　

34.4

　　

23. 1

16. 7

16.9

17.7

18.0

13. 1

14.3

16. 7

25. 1

12,6

24.6

17.0

20.3

自動車取得

軽

　

油

　

引

　

取

入

　　　

猟

　

目的税小計

合



　

（三）地方譲与税の収入見込み

　

昭和44年度の地方譲与税収入見込額は912億円（前年度786億円）で、前年

度と比べると126億円、16.0％の増加となっている。

　

地方譲与税の内訳は、次のとおりである。

区 分
44年度

収

　

入

　

見

　

込

43年度

額

　

増減額

対前年度
増減率

地方道路譲与税

石油ガス譲与税

特別とん譲与税

　

合

　　　

計

円
0
4
8
2

　

8
7
5
1

億
７

　
　
　
　

９

ｆ
6
7
4
6
1
。
こ
一

0
2
　
v
Ｏ

C
O

t
Ｎ

v
Ｏ
2
6

15.7

21.3

13.7

16.0

　

（四）地方交付税の算定基礎

　

昭和44年度の地方交付税は１兆3,892億円（前年度１兆1,113億円）で前年

度と比べると2,７７９億円，25.0％の増加となっている。

　

地方交付税の算定基礎は，次のとおりである。

　　

区

　　　　　

分

国

　　

税

　　

三

　　

税（A）

地

　

方

　

交

　

付

　

税（Ｂ）

　　　

㈲×32.0%

　　　

昭和43年度特例措置

　　

l

a

和44年度特例措置

　　　

；

　

算

　　　

分

借

　　　

入

　　　

金（（j）

返

　　　

還

　　　

金（功

前年度からの繰越分

　

叫

合

　

計（B）十㈲十剛十㈲

44年度

　　

億円

43, 257

13, 333

13,842

　　

150

Ｏ

　

1
5
0
4

　

2

9

　

3
6
9
8
9

6

　
　
　

1
2
6
8

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

3

△

　
　
　
　
　

△

　
　

１

43年度

　　

億円
34,956

10,923

11, 186

△

　

450

　

－

187

290

△ 100

　

－

11, 1K3

（注）昭和43年度の地方交付税の補正後の額は1兆1, 165億円である。
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増減額

　　

億円

8,301

2,410

2,656

　　

600

a

　

690

△

　

156

△

　

125

a

　

190

　　

684

　

2,779

．．

　　　　　

－．Ｆｙｌ
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(五)地方債計画

　

昭和44年度の地方債計画の総額は7,852億円(前年度6,７７３億円)で、前年

度と比べると1,079億円、15.9%の増加となっている。

　

昭和44年度の地方債計画は、(１)社会開発の推進、(２)地域開発の促進、

(３)地方公営企業の健全化と再建整備の促進を基本方針とし、国、地方を通ず

る財政環境にかんがみ、特に事業の重点化と財政の合理化を図る考えのもとに

策定された。その内訳は、次のとおりである。

区 分

一般会計債

準公営企業債

公営企業債

特別地方債

　

合

　　　

計

公営企業借換債

　

総

　　　

計

蛸
金
金

区
資
資

金
府
募

債
政
公

　　　

計

　　

画

44年度’43年度

　　

億円

　　

億円

　

2,527

　

2,018

　

1,580

　

1,373

　

2,939

　

2,672

　

1,077

　　

861

　

7,802

　

6,733

　　　

50

　　　

40

　

7,852

　

6,773

4,596

3,256

4,017

2,756

額

増減額

円
９

　

７
７
６

　

０

　

０
６
１

億
５

　

２
２
２

1,069

　　　

10

1,079

579

500

計画額構成比

　　

44

-

　　

％

　

32.2

　

20. 1

　

37.4

　

13.7

　

99.4

　

0.6

100.0

58.5

41.5

　　

43

-

　　

％

　

29.8

　

20.3

　

39.4

　

12.7

　

99.4

　

0.6

100.0

59.3

40.7

増減額対前年度
構成比増減率

　　

％

47.2

19.2

24.7

20.0

99. 1

　

0.9

100.0

53.7

46.3

　　

％

25.2

15. 1

10.0

25. 1

15.9

25.0

15.9

14.4

18. 1

（注）特別地方債には、準公営企業債の下水道事業分および公営企業債の上水道事

　　

業分に含まれている厚生年金資金分を重複計上してある。なお、その再計上額

　　

は、下水道事業分60億円（43年度47億円）、上水道事業分261億円（43年度

　　

144億円）である。

　

このうち、地方財政計画の歳入に計上したものは、一般会計債2,527億円

（前年度2,018億円）および特別地方債の一部370億円（前年度321億円）、合

計2,897億円（前年度2,339億円）で、前年度と比べると558億円、23.9%の

増加となっている。その内訳は、次のとおりである。
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区 分 43年度 増減額 増減率

一

　

一

公
災

債
業
業
業

　

事
事
事

計

　
　

設

　

助
建
旧

会
補
宅
復

義務教育,施設整備事業
一

辺
直

独
策

単
対

般
地

轄 事

業
業
業

事
事

　

市町村民税臨時減税補てん債

　

新産業都市等建設事業

　

公共用地先行取得事業

特別地方債(一般会計分)

　

厚生福祉施設整備事業

　

清

　　　

掃

　　　

事

　　　

業

　　

合

　　　　　　　　　

計

44年度

一
８
２
４
Ｑ
／
2
5
5
0
6
5
0
1
0
1
9

1
9
6
4
3
9
4
2
8
0
3
2
8
4
3

0
2
3
2
3
2

　
　
　

－

　
　

１
１

　

３

　

Ｉ
Ｉ

　

３

　

・
ｆ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｌ

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

2

7
4
8
1
8
5
2
0
8
1
0
0
4
6
7

2
9
9
2
4
4
6
0
2
3
0
7
1
5
9

5
2
6
2
4
3

　
　
　

１

　
　

１

　

2
3
2
1
8

　

Ｉ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｊ

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

円
9
2
4
8
6
0

　

7
0

億
5
0

　
　

3
3
2
1
1
5
1
2

8
6
0
9
4
5
8

5
2
7
4
3
1
5

△

　
　
　
　
　
　
　
　
　

５

・25.2

　　

0.7

　

91.8

△11.2

　

34.9

　

16.9

　

37.8

△16.7

△67.4

　

24.8

　

53.8

　

15.3

　

18.9

　

10.6

　

23.9

　

（六）歳出の増減状況

　

昭和44年度の地方財政計画の規模は、対前年度１兆346億円の増加である

が、歳出の主な増減事由は、次のとおりである。
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区 分

給与関係経費

　

給

　　

与

　　

費

　

増

　

減

　

額

総額地方費

　　

億円

　　

億円

2,903

　

2,404

2,881

　

2,386

　

恩

　　

給

　　

費

　　

22

一般行政経費1,337

　

国庫補助負担金を

伴うもの

国庫補助負担金を
伴わないもの

　

18

874

665

　　

202

672

直轄事業負担金

　　

123

公共事業費1,509

失業対策事業費

　　

71

一般事業費1,000

　

672

　

142

　

121

3,592

　

123

　

625

　

23

000

増

　　

減

　　

事

　　

由

人事院勧告(43. 8. 16)に基づく増

昇給等に基づく増

特別職の給与等の改定増

警察官及び高校教員等人員増に
基づく増

給与改善措置に必要な経費の増

定員合理化による減

そ

　

の

　

他

費
費
費
費
他

護
療
護
生

保
医
保
衛
の

活
核
童
神

生
結
児
精
そ

普通建設事業費

災害復旧事業費

普通建設事業費

災害復旧事業費

　

特別事業費1,821

　

1,821

　

長期計画事業費

　　　　　　　　　　　　　　　

過密過疎等対策事業費

公営企業繰出金

　

462

　

462

合
一
(注)

840

　　

840

　　　

計

　

10,346　8,435

増減事由欄の（

　

）は，地方費の増減額である。
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億円

1,464(1,205)

　

495 (416)

　

52 (52)

　

71

　

723

△81

　

157

237

　

27

146

　

36

219

1,645

△136

　

(71)

(597)

(△81)

(126)

　

(48)

　

(5)

　

(31〉

　

(7〉

(Ill)

(636)

(△11〉

1,015(1,015〉

△15（△15）

1,297(1,297)

　

524

　

(524)



三

　

第13次地方制度調査会の中間答申

　

昭和44年度の地方税財政対策に関し、昭和43年12月18日第13次地方制

度調査会は内閣総理大臣に対して中間答申を行なった。

　

昭和44年度の地方税財政対策についての答申

　

はしかき

　

当調査会は、第12次の調査会に引き続き、本年10月以降、最近における社

会経済情勢の変化に対処する地方行財政上の方策犀ついて検討を加えている

が、最近、明年度の予算編成に関連して、国の財政と地方財政との間について

諸般の議論が行なわれている事態にかんがみ、当面緊急にとるべき措置にっい

てあわせて検討を行なった。

　

そもそも、国と地方団体は、ともに国民の福祉を図る立場から、制度的に定

められたところにより、各種の事務を分担し、必要な経費を負担し、所要の税

源を配分しあって行政活動を行なっている。その関係は、相対立するものでは

なく、それぞれ定められた分野にしたがって相互に協力し、行政を遂行してい

くべきものである。

　

しかし、自治体としての地方団体には、これに加えて、それぞれの地域の実

情に応じ、それぞれ異なった任務もあるのであって、これらの個別の事情を無

視し、すべての団休を一律一体に律しようとしてはならないこともまた当然で

ある。

　

したがって、地方財政の任務や機能に配慮をすることなく、一時の事情によ

って制度の基本にふれるような措置を軽々に行なうがごときは、厳にっっしむ

べきことといわなければならない。

　

当調査会は、このような観点から、国と地方との間における現に定められて

いる基本的しくみの上にたって検討を行なった結果、下記のとおりの結論を得

たので、ここに中間答申を行なうものである。

　

なおヽ最近の地方財政需要の推移に対処するためには、地方税財源とくに都

市的税源のあり方に゛)いてヽ法人課税の充実等の問題を含め検討を加える必要
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があると考えられるが、これらの問題については、今後引き続き審議すること

としたことを申し添える、

第１

　

地方財政の実態について

　

最近における地方財政の状況は、その収支においては若干の改善がみられる

ものの、モの財政構造をみれば、なお、財政の弾力性はきわめて乏しい。ま

た、一方、地方の行政水準は、社会経済の進展、生活水準の向上に対して著し

立ち遅れており、とくに道路、下水、し尿、ごみ等住民生活に密着した施設

くの整備は住民の要望に応えるには程遠く、さらに近年は、地域開発や社会開

発、とくに、いわゆる過密、過疎対策のための新たな財政需要が発生している

状況である。

　

財政状況の良否は、単純に地方財政全休を単一体として把握し、その収支の

状況のみによって判断すべきものではなく、なすべき仕事を行なうことのでき

た程度や財政構造の状況など多くの要素をあわせて検討して判断すべきもので

ある。また、事務の分担や財政の構造、財政の果すべき使命などの異なる国の

財政と地方財政とを単なる数値の大小のみをもって比較し、相互に貧富を論ず

ることも適当ではない。このような観点からみれば、現在の状況下の地方財政

にゆとりがあるとする議論は、早計かっ誤った認識であると考える。

　

地方財政は、これらの行政水準のおくれをとりもどし、過密、過疎などの問

題に対処するため「街づくり」、「地域づくり」を計画的に実施しなければなら

ない重要な時期に直面しているのであるが、これらの事業を推進するためには

将来において、なお、多額の財源を必要とするものと考えられる。これらの実

態にかんがみ、地方団体も行政全般にわたり経費の合理化と効率化を推進し、

財政の体質改善に一般の努力をすべきであるが、国においても、地方団体が住

民の期待に応えて事業を実施することができるよう地方財源の充実について一

層の配慮をすべきである。

第２

　

景気調整と地方財政について

地方財政は景気調整に無関係であっていいということではなく、これまでに
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おいてもとくに公共事業等を通じて景気調整に協力してきたところであり、ま

た、今後ともできるだけ協力すべきものと考える。しかしながらヽ地方行政(j

は、住民生活に密着し、景気の如何にかかわらず、その計画的実施が図られな

ければならない性格の事務が多く、また、地域産業、中小企業対策などの面ふﾉ

らみても、地方財政に景気調整機能を持ち込むことのできる範囲はおのずから

狭くならざるを得ない。

　

したがって、地方団体が景気調整に協力するに際しては、それぞれの地方団

体がそれぞれの地域の実情に応じて自主的に行なうべきであり、国の立場から

一律、支配的に強制することは避けなければならない。

　

また、景気調整に籍口して地方財政の年度間調整を交付税制度を通じて実行

しようとすることも適当ではない。地方財政は、大小三千をこえる団体の財政

の集合体であり、それぞれの事情も異なっているので、財源の年度間調整につ

いてはヽ本来、地方団休がそれぞれの財政状況に応じ、自主的に行なうことが

適当であり、その方法としては、積立金、地方債の繰上償還、土地の先行取得

などによることが時宜を得たものと考える。

第３

　

地方交付税について

　

地方交付税は、当調査会で昨年も指摘しているように、国と地方との税源の

配分に際し、現行の国と地方との事務配分を前提として地方の所要の財源を確

保するため地方税とともに設けられているものであり、地方の国有の財源であ

る。したがって、現下の事態において地方交付税率の引下げなど地方の固有財

源を削減するがごとき措置を講ずべきではない。

　

むしろ、この際、地方交付税が地方の固有の財源であることの性格を明確に

するために、また、地方交付税の自然増収をもって直ちに国の財政硬直化の原

因とし、ことさらに国と地方との対立を招くがごとき議論を誘発することがな

いようにするためにも、地方交付税の総額を国の一般会計を通すことなく、地

方道路譲与税等の場合と同様に、国税収納金整理資金から直接交付税及び譲与

税配付金特別会計に繰り入れる措置をとることが適当である。
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第４

　

地方税について

（１）地方税については、地方財源の確保を図りつつ住民税の課税最低限の

　　

引上げ等負担の軽減合理化を図るよう検討するとともに、地方道とくに

　　

市町村道の整備の緊急性にかんがみ、引き続き地方道路財源の充実に努

　　

めるべきである。

（２）大都市およびその周辺市町村にあつては、人口、産業の集中に伴い、

　　

財政需要が著しく増大しているため、都市財源の充実を図る必要がある

　　

と認められる。なお、大都市においては街路をはじめ都市施設の整備に

　　

多額の費用を要している実態にかんがみ、地方道路譲与税の配分基準の

　　

合理化等これらの事業に充てられる目的財源の充実を図るとともに、税

　　

制上土地についての税負担の正常化を促進するための努力が払われるべ

　　

まである。

（３）国のたばこ専売納付金制度について、地方たばこ消費税との間の調整

　　

を図りつつ、消費税制度に移行することが検討されているが、国のたば

　　

こ消費税が価格に応じて税率を定めるようなしくみをとる場合において

　　

は、地方たばこ消費税についても同様の制度とする方向で検討すること

　　

が適当であると考えられる。なお、地方独立財源の充実が強く要請され

　　

ている今日、現に地方独立税である地方たばこ消費税を譲与税とするよ

　　

うな措置はとるべきではない。

（４）日本国有鉄道については、財政再建期間中、国鉄納付金を大幅に軽減

　　

すべきであるとの意見もあるが、国鉄納付金については、その公共性

　　

を考慮し、すでに負担軽減について配慮がなされており、現行制度以上

　　

の軽減措置を講ずることは、市町村財政に与える影響、同種資産の固定

　　

資産税負担との均衡等からみて妥当でない。

第５そ

　

の他

（１）地方行政の簡素合理化を図り、行政運営の近代化を推進するため、地

　　

方団体の行政改革を積極的に行なうべきである。このためには、政府の
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出先機関の整理統合を含めた国、地方を通ずる行政の簡素合理化、事務

　　

配分の適正化が必要であると考える。

　　　

また、地方団体は、地域住民の信頼に応えるため、財政運営の全般k

　　

わたり、経費の合理化と効率化に徹し、とくに、世上一般の批判をうけ

　　

るような経費を支出することがないよう厳につつしむべ書である。“

(２)行政改革の一環として国庫補助金の整理統合を推進すべきであるが、

　　

モの合理化を行なう場合においては、それぞれの補助金の意義および性

　　

格等を十分に考慮して行なうべきである。とくに、特殊の地域開発立法

　

による国の特別の財政措置は、後進地域の開発や新産業都市の建設等国

　　

土の均衡ある発展を図るという国の政策的配慮の下に行なわれているも

　　

のであり、地方財政に与える影響も大きいので、みだりに改めるべきで

　　

はない。

(３)大都市およびその周辺地域等における投資的需要の増嵩に対しては、

　　

土地の取得を含め、地方債の重点的な活用モの他の財政措置の強化を図

　　

るべきである。

(４)過疎地域の実態にかんがみ、へん地債制度その他の財政制度の拡充に

　　

よりヽ積極的にその行政施設の水準の向上を図るべきである。
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数
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明

表

２
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第１表

　

地

　

方

　

公

　

共

ｇ

　　　

゛

ﾋﾞ≒

ド

|死

3

り回
｡3

万死

3

り死

3

り死

燃

;ドぐＦ。ミゴミゴレjE。五唾

で

７

　

：

　

１

　

２］

　

Ｔ

　

Ｔ

　

Ｔ

　

Ｔ

　

Ｔ

町

　　　　　　　

村

　　

9 582　　4 285　　3 230　　3 082　　2 982　　2 948

R（二回レ▽ギドパパミ

壁

It

:〕ノ:1 1: ぷぷ

（注）１

　

大都市とは、大阪市、名古屋、京都市、横浜市、神戸市および北九州市をい

　　　

２

　

都市とは、大都市以外の市をいい､中都市とは､年度末現在における人口（昭

　　　　

上の市をいい、小都市とは、人口10万人未満の市をいう（以下各表について同

　　　

３

　

昭和28年10月１日は、旧町村合併促進法が施行された日である。

　　　

４

　

特別地方公共団体のうち財産区および地方開発事業団は、この表に掲げてい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第２表

　

団

　　

体

　　

別

その１

　

国勢調査人口および１団体当り面積の推移

　　　　　　　　　

昭和25年

　　

昭和30年

　　

昭和35年

　　

昭和40年
区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　

10月１日

　　

10月１日

　　　　　　　　　

10月１日

　　

10月１日

　　　

（Ａ）

　　　　

（Ｂ）

　　　　　　　　　　　

千人

　　

％

　　

千人

　　

％|

　　

千人

　　

％

　　　

千人

　　

％

特

　　　

別

　　　

区

　　

5 385　6.5　6 969　7.8　8 310　8.9　8 893　9.θ

大

　　　

都

　　　

市

　　

5 815　71　7 2331　8.J　8 378　9.θ　10 505　lo.n

都

　　　　　

市

　

20 013 24.0 36 08り政y 42 645　45.6　47 521 蔀丿

小

　

計（市部人口）

　　

31 213 37.5　50 288! 56.3. 59 333　63.5　66 919　68.11

町

　

村（郡部人口）

　

51 997　62.5　38 988　4:3.7,　34 084　36.5　31 356 31.9]

　　

合

　　

計

　　　

83 210 100.01 89 2761 100.0 93 419 100.0 98 275 100.0

（注）１

　

昭和40年10月１日の人口は総理府から公表された昭和40年国勢調査報告によ

　　　

２

　

１団体当り人口は人口を各調査日現在の団体数で除したものである。

　　　

３

　

１団体当り面積は面積を各調査日現在の団体数で除したものである。

　　　

４

　

昭和35年10月１日の人口は、長野県と岐阜県の境界紛争地域にかかる人口

　　　　

い。
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団

　

体

　

数

　

の

　

推

　

移

?レ

3

ﾂﾞﾚｿ洗

3

九回レ

3

班ﾚﾔ≒ﾉ注

(

J

∧こ

鴎ﾄ

こ

:

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　

0

　

100.0

　　

3 466　　3 437　　3 399　　3 395　　3 372　　3 326　　3 301　　△25　33.5

　　　　　

5

　　　　

5

　　　　

6

　　　　

6

　　　　

6

　　　　

6

　　　　

6

　　　

0

　

120.0

　　　

551

　　　

547

　　　

552

　　　

554

　　　

554

　　　

556

　　　

558

　　　

2

　

198.6

　　　　

‥.

　　　

111

　　　

115

　　　

121

　　　

124

　　　

126
1　　127　　　1　　　･‥

　　　　

…

　　　

436

　　　

437

　　　

433

　　　

430

　　　

430

　　　

431

　　　

1

　　　

…

　　

2 910　　2 885　　2 841　　2 835　　2 812　　2 764

1　2

737　△27　28.8

　　

3 512　　3 483　　3 445　　3 441　　3 418　　3 372　　3 347　△25　53.8

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　

0

　

100､0

　　

1 280　　1 404　　1 538　　1 695　　1 804　　1 877　　1 939　　　62　　　…

　　

1 303　　1 427　　1 561　　1 718　　1 8271　1 9001　1 962　　　62　　　…

　　

4 815　　4 910　　5 006　　5 159　　5 245　　5 272　　5 309　　37　　　…

う（以下各表について同じ｡）。

41.3.31、昭42.3.31および昭43.3.31は国勢調査人口、その他は住民登録人口）10万人以

じ｡）。

ない。

　

人

　　

ロ

　　

の

　　

推

　　

移

　

比

　　　　

較

　

１

　　

１団体当り人口（人）

　　　　　

１団体当り面積（k㎡）

一
Ｖ斟半可昇

　　

千人

　　

％

　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

583

　

7.θ

　

361 306　386 652　25 346　　24.76　　24.78　　0.02

　

2 127　25.4 1 675 607 1 750 833　　75 226　　399.56　　423.73　　　24.17

　

4 876　11.4　　77 537　　91 03j　　13 4991　　142.84　　162.7j　　19.91

　

7 586　12.8　　102653　　09 285　　16 632　　140.36　　156.98　　　16.62

　

△

　

2 728 乙x8.θ 11 562 11 13j　・423 ｡ 96ﾂﾞ　99.5j　　3.16

　

4 856　5’R　　26 322　　29 110　　　2788　　104.63 109.11　　　4.48

るものである。

(73)および岡山県児島湾干拓第７区の人口(1,200)を合計には含み､その他には含まな
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第２表

　

団体別人口の推移（つづき）

その２

　

都道府県別国勢調査人口の状況

　

ｎ!府（腎で）沓ドぞ告ドVUI完♂jJ誤箆，

　

北

　

海

　

道

　　

4 773 087　　5 039 206　　5 171 800　　　132 594　　　　2.6

　

青

　　　

森

　　　

1 382 523　　1 426 606

1　1

416 591　　　°10 015　　　° θ･7

　

岩

　　　

手

　　　

1 427 097　　1 448 517　　1 411 118　　・37 399　　　　゛2.6

　

宮

　　　

城

　　　

1 727 065　　1 743 195　　1 753 126　　　　9 931　　　　　θ.6

　

秋

　　　

田

　　　

1 348 871　　1 335 5801　1 279 835　　　△55 745　　　° j.2

　

山

　　　

形

　

I

　

I 353 649　　1 320 66り　1 263 103　　　°57 561　　　　°4.4

　

福

　　　

島

　　

2 095 237　　2 051 137 1　1 983 754　　・67 383　　　A 3.3

　

茨

　　　

城

　　

2 063 944　　2 047 024　　2 056 097　　　　9 730　　　　θ.5
1

　

栃

　　　

木

　　　

1 544 987　　1 513 624　　1 521 656　　　　8 817　　　　　θ.6

　

群

　　　

馬

　　　

1 616 142　　1 578 476　　1 605 58U　　　27 108　　　　　j.7
I

　

埼

　　　

玉

　　

2 260 493　　2 430 871　　3 014 983 ，　584 112　　　　2£θ

　

千

　　　

葉

　　

2 205 153　　2 306 010　　2 701 827　　　395 760　　　　iｒ.2

　

東

　　　

京

　　

8 039 214　　9 683 802　10 869 244　　1 185 442　　　　12.2

　

神

　

奈

　

川

　　

2 919 497　　3 443 176　　4 430 743　　　987 567　　　　28.7

　

新

　　　

潟

　　

2 473 492　　2 442 037　　2 398 931　　　△43 106　　　△j.8

　

富

　　　

山

　　　

1 021 121　　1 032 614　　1 025 465　　△　7 149　　　i 0.7

　

石

　　　

川

　　　　

966 187　　　973 418　　　980 499　　　　7 081　　　　　θ.7

　

福

　　　

＃

　　　

752 758　　　752 696　　　750 557　　△　2 139　　　△θ.∂

　

山

　　　

梨

　　　

807 044　　　782 062　　　763 194　　△18 868　　　△2.4

　

長

　　　

野

　　　

2 019 860　　1 981 506　　1 958 007　　　△23 499　　　△j.2

　

岐

　　　

阜

　　　

1 586 334　　1 638 399　　1 700 365　　　　61 ％6　　　　　∂.8

　

静

　　　

岡

　　

2 650 435　　2 756 271　　2 912 521　　　156 250　　　　5.7

　

愛

　　　

知

　　

3 769 209　　4 206 313　　4 798 653　　　592 340　　　　U.I

　

三

　　　

重

　　　

1 485 582　　1 485 054　　1 514 467　　　　29 413　　　　　2.θ

　

滋

　　

賀

　　

853 734　　842 695　　853 385　　　10 690　　　j.3

　

京

　　　

都

　　　

1 933 886　　1 993 403　　2 102 808　　　109 405　　　　　5.U

　

大

　　　

阪

　　

4 619 583　　5 504 746　　6 657 189　　1 152 443　　　　加.9

　

兵

　　　

庫

　　

3 620 947　　3 908 127　　4 309 944　　　401 817　　　　10.3

　

奈

　　

良

　　

776 861　　781 058　　825 ％5　　44 907　　　5.7

　

和

　

歌

　

山

　　　

1 006 819　　1 002 191 ’ 1 026 975　　　　24 784　　　　　2.5

　

鳥

　　　

取

　　　

614 259　　　599 135　　　579 853　　ム19 282　　　ム3.2

　

島

　　　

根

　　　

929 066　　　888 886　　　821 620　　ム67 266　　　ム7.6

　

岡

　　　

山

　　　

1 689 800　　1 668 814　　1 645 135　　．23 679　　　a l.i

　

広

　　　

島

　　

2 149 044　　2 184 043　　2 281 146　　　97 103　　　　4.j

　

山

　　　

□

　　　

1 609 839　　1 602 207　　1 543 573　　ム58 634　　　ム3.7

　

徳

　　　

島

　　　

878 109　　　847 274　　　815 115　　．32 159　　　ム3.8

　

香

　　

川

　

1

　　

943 823 918 867 900 845 a l8 022　　　a 2,θ

　

愛

　　　

媛

　　　

1 540 628　　1 500 687　　1 446 384　　4 54 303　　　a 3.6

　

高

　　　

知

　　　

882 683　　　854 595　　　812 714　　．41 881　　　ム£９

　

福

　　　

岡

　　

3 859 764　　4 006 679　　3 964 611　　　．42 068　　　ムj,θ

　

佐

　　　

崎

　　　

973 749　　　942 874　　　871 885　　ム70 989　　　A 7.5

　

長

　　　

本

　　　

1 747 596 1 760 421 1 641 245　　△119 176　　　△６.8

　

熊

　　　

賀

　　　

1 895 663　　1 856 192　　1 770 736　　　ム85 456　　　　．4.6

　

大

　　　

分

　　　

1 277 199　. 1 293 655　　1 187 480　　ム52 175　　　A j.2

　

宮

　　

崎

　　

1 139 384 1 134 590 1 080 692　　．53 898　　　△4.8

　

鹿

　

児

　

島

　　　

2 044 112　　1 963 104　　1 853 541　　　△109 563　　　　△5.6

　　

合

　

計

　　

1

　

89 275 529　93 418 501 98 274 961　　4 856 460　　　　　4.9

　　

/ゝゝχ

　

.=ﾆ.檜ﾐ．之．．_＿ミ

　

.._一一，
日
る
日
日

―
あ
3
1
１

。ただ
厭

、それぞれ

から公表された昭和40年国勢調査報
古び千葉県の昭和40年国勢調査人口

　　　　　　　　　　　　　　

■■

　　

･-‾‾-/二- ●---- ﾐ
災湊急徊

から除いている。
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昭和40年10月
告によるもので

は昭和43年３月
：

　

昭和35年10月

域の人口73人は

の人口は総理府か
だし、茨城県およ
の行政区域による
の国勢調査人ロの

れ県の計数から除



第３表

　

財政力指数段階ごとの団体数

　　

財政力指数

　　　　　

0.30以上0.40以上0.50以上0.70以上’
ﾑﾑｽﾞﾂﾞ］jjmw.

o°3o未満10.40未満1o‘5o未満0.70未満1°oo未満I°oo以上　合　十

都道府県

　

ヅヤフッドサノド答

市

　

町

　

村

　　　

(42)

　

(22)

　　

(12)1

　　

(11)1

　　

（8）･

　　

( 5)1　（100）

　　　　　　　　

1 402　　　711 400 1　　36郷 260　　　159　　3 301

　

大都市

　　　

－

　　

－

　　

う

　　

／

　

［ツ

　　

］

　

門）

　

都

　　

市

|

　

（5）

　

(12)

　

(16):

　

(26)

　

(25)S

　

(16)1

　

（100）

　　　　　　　　　

28

　　　　

68

　　　　

90 1　　　147 1　　　1371　　　88 1　　558

　　

中都市

　　　　　　　　　　

( 2)1　　　(13):　(43)　　（42）（100）

　　　　　　　　　　

－

　　　

－

　　　

31

　　　

161

　　　

5り

　　　

53 1 127

　　

小都市

　　

( 7)　(16)　　(20)1　（3oy　　（19）I　　（8）I　（loo）

　　　　　　　　　

28 1　　　68　　　　87　　　131 1　　　82 1　　　35　　　431

　

町

　　

村

　

（耐

　

(24)

　　

(11)1

　　

（8y

　

（4）･

　

（3）（100）

　　　　　　　　

1 374　　　643　　　310 1　　222 1　　　117
1　　　71 2 737

　

合

　　　

十

　　　

１雷）

1

　　

沼）

　　

雷）

　　

s≒

　　

s

6な）

|

　　

沿）

卜

（詔）

（注）１

　

財政力指数は、昭和40.41.42年度の各年度の普通交付税の算定に用いた基準財

　　　

政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の単純平均値である。

　　

２（

　

）内は、構成比（％）である。
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第４表

　

昭和42年度決算規模（単純合計額）の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円･％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

よﾋ

　　　　

較

　

区

　　　　　

分

　　　

昭和42年度

　

8414ﾄｘ

　

（回（割諜

歳入総額cA）十（Ｂ）

　

B 170 93い　5 393 488　　777 44ﾘ　14.4

1　16.0

　

都道府

　

県（Ａ）

　

3 638 526　　3 184 017 454 509 1
U.3　　　15.1

　

市町村（純計額）（Ｂ）

　　

2 532 405　　2 209 471 322 934　　Id.
6　　17.3

　

市町村（単純合計4）

　

2 560 449　　2 233 694 326 755 14.6

1　17.

i

　　

大

　

都

　

市

　　

402 567　　352 750　　49 817　　瓦j　　19.0

　　

都

　　　　　　

市

　　

1 215 049　　1 052 474　　162 575　　　j5･ﾘ　　19.1

　　　

中

　

都

　

市

　　

704 178　　606 987　　97 191　　j6･り　22.6

　　　

小

　

都

　

市

　　

510 871　　445 487　　65 384　　U.7　　瓦７

　　

町

　　　　

村

　　

736 250　　648 566　　87 684　　j3. 5　　瓦３

　　

特

　

別

　　

区

　　

159 582　　138 588　　20 994　　15.1　　15.6

　　

一部事務組合

　　　

47 001　　　41 316　　　5 685　　13.8　　U.5

歳出総額（C）十（Ｄ）

　

5 970 118　5 241 919　　728 199　　13.9　　15.5

　

都

　

道

　

府

　

県（C）

　

3 532 819　　3 102 273　　430 546　　13.9　　瓦５

　

市町村（純計額）（Ｄ）

　

2 437 299　　2 139 646　　297 653　　13.9　　n.i

　

市町村（単純合計額）

　

2 465 343　　2 163 868　　301 475　　13.9　　17.1

　

大

　　

都

　　

市

　　

387 589　　345 343　　42 246　　12.2　　18.4

　

都

　　　　　　

市

　　

l 181 717　　1 028 360　　153 357　　　U.9　　　18.6

　　

中

　

都

　

市

　　

679 175　　588 005　　91 170　　15.5　訂.6

　　

小

　

都

　

市

　　

502 542　　440 355　　62 187　　U.I　　U.9

　

町

　　　　　

村

　　

704 274　　624 207　　80 067　　12.8

1　U.i

　

特

　　

別

　　

区

　　　

147 418 127 266　　20 152　　15.8　　16.2

　

一部事務組合

　　　

44 345 38 692　　　5 653

1　　14.6

1　　14.9

（注）市町村（純計額）は、一郎事務組合と、一部事務組合を組織する大都市、都市

　

町村および特別区との相互重複額を控除したものである。
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第５表

　

昭和42年度純計決算額の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位 百万円・％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

昭和42年度昭和41年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減額|増減率|前年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減率

歳

　　

入

　　

総

　　

額(A) 6 170 931　5 393 488　　777 443　瓦j　16.0

団

　

体

　

間

　

重

　

複額（Ｂ）

　

244 620　215 742　　28 878　13.4　25.8

　

跨晶群な吝品書
含
押

　

157 884　　139 145　　　18 739　13.5　28.4

　

望霊草団体からの分担金、負

　　　

3 555　　　4000　△　　445△11.1･△　9.3

　

専賂な言らの分担金ヽ負担金ヽ

　　

45 204　　　42 726　　　2 478　　5.8　22.3

　

特別区財政調整交・納付金

　　

29 035　　22 993　　　6 042　26.3　17.8

　

軽油引取税交付金

　　

7 634　　6 0％ 1 538 25.2
1　U.I

　

娯楽施設利用税交付金

　　　

1 308　　　782　　　526　67.3
!　一

歳

　

入

　

純

　

計

　

額(A)-(B) 5 926 311　5 177 746　　748 565　14.5　15.6

歳

　　　

出

　　　

総

　　

額(C) 5 970 118　5 241 919　　728 199　13.9　15.5

団体間重複額（Ｄ）

　

244 621　215 742　28 879　13.4　25.8

　

昆雛渫゛４業″4

　

157 884　　139 145　　　18 739　13.5　28.4

　

同級他団体に対する負担金等

　　　

3 556　　　4 000　△　　444 △11.1 ･△　９．３

　

悶催昌に鯖繋ｏ

　

・204

　　　

42 726　　　2 478　　6.0　22.3

　

特別区財政調整交・納付金

　　

29 035　　22 993　　　6 042　26.3 ！　17.8

　

軽油引取税交付金

　　　

7 634　　6 096　　1 538　25･2 U.I

　

娯楽施設利用税交付金

　　　

1 308　　　782　　　526　67･り　一

歳

　

出

　

純

　

計

　

額（C）－（Ｄ）5725 497　5 026 177　　699 320　13･y　15.1

(注)本表以下の各表における純計額とは、上記表中の歳入純計額(A)-(B)または、歳出

　　

純計額(C)－(Ｄ)をいう。
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第６表 純

　　

計 決

　　　　　　　　　　　

地

　　　　　　　　　　　　　　　　　

方

　　　　　　

一

　

区

　　　

分

　　　　

歳

　　　　　　　　

入

　　　

１

　　　

歳

　　　　　　　　

出

　　　　　　

４ｗ（jS蟹肇）ａ）ｗｌｌ賢劃ｍａ

　

昭和32年度

　　　

1 407 088　　j2･ヅ　　ー　　　1 342 528　　11.
3　　　－

　　

33

　　　　　　

1 504 250　　　6.9　　　－　　　1 455 579　　　8.j　　　－

　　

34

　　　　　　

1 689 352　　　12.3　　　－　　　1 623 883　　　U.6　　　－

1

　　　

35

　　　　　　

2 025 802　　　19.9　　　－　　　I 924 907　　　18.5　犬　･.一万

　　

36

　　　　　

2 511 550　　24.0　　j叩　　2 391 080　　麗.2　　j叩

　　

37

　　　　　

2 982 850　　18.8　　119　　2 887 366　　　加.8　　m

　　

38

　　　　　

3 397 659　　13.9　　j35　　3 308 833　　召.6　　迦8

　　

39

　　　　　

3 910 921　　　15.1　　j56　　3 821 968　　15.5　　j6ひ

　　

40

　　　　　

4 478 035　　14.5　　j78　　4 365 140　　U.2　　j甜

　　

41

　　　　　　

5 177 746　　15.6　　2θ6　　5 026 177　　15.1　　2jθ

　　

42

　　　　　　

5 926 311　　　U.5　　　236　　　5 725 497　　　13.9　　　239

　　　　　　　　　　　　　

｜

（注）地方の歳入歳出は純計決算額である。
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算

　　

額 の 推

　　

移

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

国

　　　　　

（一

　　

般

　　

会

　　

計）

　　　

歳

　　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　

歳

　　　　　　　　　　

出

ｉｗ額濯

　　　

1 399 858　　　13.6　　　　－　　　　　I 187 676　　　11.1　　　　－

　　　

1 453 747　　　　a.8　　　　－　　　　　1 331 562　　　12.1　　　　－

　　　

1 597 213　　　　9.9　　　　－　　　　　1 495 040　　　12.3　　　　－

　　　

1％1 025　　　22.8　　　　－　　　　　1 743 148　　　逓.6　　　　－

　　　

2 515 932　　　28.3　　　　却ひ　　　　　2 063 468　　　18. i　　　　刀θ

　　　

2 947 623　　　17.2　　　　117　　　　　2 556 617　　　23.9　　　　j24

　　　

‘3 231 214　　　　9.6　　　　j認　　　　　3 044 292　　　19.1　　　　148

　　　

3 446 768　　　　6.7　　　　瑠7　　　　　3 310 969　　　　8.8　　　　160

　　　

3 773 097　　　　9.5　　　　j5θ　　　　　3 723 017　　　12.i　　　　j8θ

　　　

4 552 146　　　20 .6　　　　j8ヱ　　　　　4 459 1％.　四.8　　　　2j6

　　　

5 299 446　　　16. i　　　　2U　　　　　5 113 035　　　U.T　　　　2j8
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第７表

　

昭和42年度

　

黒字赤字

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

42

　　　　　

年上

　

区

　　　　　　

分

　

丿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳入歳出差引］ﾆ

　　　　　　　　　

！団体数（Ａ）

　

|歳ふ（８り歳出（（り

　

（％（cn

都

　

道

　

府

　

県（Ａ）!

　　　　　

46

　　

3 638 526　　3 532 819　　　105 70パ

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

44

　　

3 012 805　　2 919 541　　　　93 264:

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　

2

　　

625 721　　　613 278　　　12 443

市町村（単純合計額）（Ｂ）

　　　　

5 263　　2 560 449　　2 465 343　　　　95 106

　　

黒

　

宇

　

団

　

体

　　　　　

4 894　　2 108 267　　　1 998 898　　　　109 369 ，

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　

369

　　　

452 182　　　466 445　　　・14 263

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

6

　　

402 567　　　387 589　　　14 978

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　

4

　　

203 571　　　189 971　　　13 600

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

2

　　　　

198 996　　　　197 618　　　　　1 378

　

特

　　

別

　　

区

　　　　　

23

　　　

159 582　　　147 418　　　12 164

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　

23

　　　

159 582　　　147 418　　　12 164

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

一

　

都

　　　　　　　

市

　　　　　　

558

　　　

1 215 049　　　1 181 717　　　　33 332

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

452

　　　

1 019 220　　　　976 775･　　　　42 445

　　

赤

　

宇

　

団

　

体

　　　　　　

106

　　　

195 829　　　204 942　　　a　9 113

　　

中

　　

都

　

市

　　　　

127

　　

704 178　　679 175　　　25 003

　　　

黒字団体

　　　　

110

　　

614 154　　586 561　　　27 593

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

17

　　　　

90 024　　　　92 614　　　a　2 590

　　

小

　　

都

　　

市

　　　　　　

431

　　　　

510 871　　　　502 542　　　　　8 329

　　　

黒字団体

　　　　

342

　　

405 066　　390 214　　　14 852

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

89

　　　

105 805 112 328　　　a　6 523

　

町

　　　　　　　

村

　　　　　

2 737　　　　736 250　　　　704 274　　　　31 976

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

2 568 683 065　　　　645 894　　　　37 171

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　

169

　　　　　

53 185　　　　58 380　　　1卜　5 195

　

一部事務組合

　　　　

1 939 47 001 44 345　　　　　2 656

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

1 847 42 829 38 840 3 989

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　

92

　　　　　　

4 172 5 505　　　△　1 333

　

合

　　　

計(A)-ﾄ（Ｂ）

　　　　　

5 309 6 198 975　　　5 998 162　　　　200 813

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

4 938 5 121 072

1　　4

918 439　　　202 633

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　

371

　　　　

1 077 903 1 079 723 △　1 820
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団体別決算収支の状況

(単位

　

百万円)

　　　

度

　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

41

　

年

　

度

　　　　

比

　　　　　　　

較

EFIす9♂

ぐ

団々

（

皿は闘

　

‰竺よﾚ‰

－

♂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

67 239　　　38 468　　　　　46　　　　37 571　　　　　　0　　　　　　897

　　　

50 987　　　42 277　　　　　43　　　　46 121　　　　　　1

1　　ム　3

844

　　　

16 252　　△　3 809　　　　　　3　　　△　8 550　　　　△　1　　　　　4 741

　　　

45 457　　　49 649　　　　5 226　　　　38 140　　　　　37　　　　11 509

　　　

36 870　　　72 499　　　　4 822　　　　60 139　　　　　72　　　　12 360

　　　　

8 587　　△22 850　　　　　404　　　△21 999　　　　△35　　　△　　851

　　　　

18 159　　・3 181　　　　　　6　　　△　3009　　　　　　0　　　△　　172

　　　　

11 862　　　　1 738　　　　　　2　　　　　　620　　　　　　2　　　　　1 118

　　　　

6 297　　△　4 919　　　　　　4　　　△　3 629　　　　乙1　2　　　△　1 290

　　　　

6 669　　　　5 495　　　　　23　　　　　4 678　　　　　　0　　　　　　817

　　　　

6 669　　　　5 495　　　　　23　　　　　4 678　　　　　　0　　　　　　817

　　　　　　

一

　　　　

一

　　　　

一

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

15 456　　　17 876　　　　　556　　　　12 306　　　　　　2　　　　　5 570

　　　　

13 752　　　28 693　　　　　440　　　　24 431　　　　　　12　　　　　4 262 ，

　　　　

1 704　　A 10 817　　　　　116　　　△12 125　　　　△10　　　　　1 308

　　　　

10 727　　　14 276　　　　　126　　　　11 046　　　　　　1　　　　　3 230

　　　　

9 810　　　17 783　　　　　112　　　　15 120　　　　△　2　　　　　2 663

　　　　　　

917

　　

ム

　

3 507　　　　　14　　　・4 074　　　　　　3　　　　　　567

　　　　

4 729　　　　3 600　　　　　430　　　　　1 260　　　　　　1　　　　　2 340 ・

　　　　

3 942　　　10910　　　　　328　　　　　9 311　　　　　　14　　　　　1 599

　　　　　　

787

　　

｡7 310　　　　　102　　　△　8 051　　　　△13　　　　　　741

　　　　

4 607　　　27 369　　　　2 764　　　　22 030　　　　a 27　　　　　5 339

　　　　

4 161　　　33 010　　　　2 575　　　　27 178　　　　△　7　　　　　5 832

　　　　　　

446

　　

△

　

5 641　　　　　189　　　△　5 148　　　　△20　　　△　　493

　　　　　　

566

　　　　

2 090　　　　1 877　　　　　2 135　　　　　62　　　△　　45

　　　　　　

426

　　　　

3 563　　　　1 782　　　　　3 232　　　　　65　　　　　　331

　　　　　　

140

　　

△

　

1 473　　　　　95　　　△　1 097　　　　△　3　　　△　　376

　　　

H2 696　　　88 117　　　　5 272　　　　75 711　　　　　37　　　　12 406

　　　　

87 857　　　114 776　　　　4 865　　　　106 260　　　　　73　　　　　8 516

　　　　

24 839　　△26 659　　　　　407　　　△30 549　　　　a 36　　　　　3 890
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その１

　

収支額の推移

（注）団体数には、一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況

第８表

　

実 質

　　

収

　　　　　　　　

全

　　　　　　　

団

　　　　　　　

体

　　　　　　　　　　　

黒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　

区

　

分

　

総

　　　

数

　

都道府県ｉ市

　

町

　

村

　

総

　　　

数

　　　　　

石師八ぶ‾

し

痢Ｔ妥‾郷叫に・団叫に額

　

昭和32年度

　

△166

　　

24 040　　0　　16 819 △166　　7 221　　125i　　19 092

　　

33

　　　

ｚ、111

　

・15 7％　　O　心ll 440 ・Ill　△　4 356 △153!　ム12 393

　　

34

　　　

△

　

77

　　

13 0101　　0　　10 556 △　77　　　2 454 Q　16　　13 030

　　

35

　　　

△

　

36

　　

27 863　　0　　19 177 、1　36　　　8686　　133　　24 981

　　

36

　　　

a

　

30

　　　

1 528　　0　・1 685 △　30　　　3 213　　　4　　　517

　　

37

　　　

△

　

29

　

u 12 803　　　0　a　7 391△　29　乙　5 412 △　83　ム　5708

　　

38

　　　

△

　

38

　

a 14 939　　　0　ム12 455 △　38　△　2 484 △　33　a　3 604

　　

39

　　　　

△-

　

4

　

△

　

8 374　　0　△12 195 △　4　　　3 821　　21　　　1 586

　　

40

　　　

ね

　

23

　　

17 598　　　0　　　8 443 △　23　　　9 155　　12　　14 5501

　　　

41

　　　

1

ム

　

46

　　

27 876　　　0　　16 390 △　46　　11 486 △　17　　24 253

　　

42

　　　

△

　

25

　　

12 406　　　0　　　　897 △　25　　11 509　　　8　　8 516

(注) 団体数には、一部事務組合を含まない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第９表 財

　

政

　

再

　

建

　

債

　　　　　　　　　　

’総

　　　　　　　

額

　　　　　　　　

歳入欠かん補てん債
ｇ

　　

り

ｓ

　　　

（ｕ・（市IJ･

）

４

　　

･（回四卜りt

昭和32年度

　　　

48 278　　27 351　　20 927　　　36 481　　16 162　　20 319

　　

33

　　　　　　

39 928　　23 691　　16 237　　　28 643　　12 878　　15 765

　　

34

　　　　　　

31 074　　19 395　　11 679　　　21 049　　　9 741　　11 308……

　　

35

　　　　　　

22 490　　14 850　　7 640　　　13 922　　　6 461　　　7 461

　　

36

　　　　　　

13 593　　　9 093　　　4 500　　　　6 545　　　2 183　　　4 362

　　

37

　　　　　　

9 129　　　6 578　　2 551　　　　3 142　　　　665　　　2 477

　　

38

　　　　　　

6 346　　　5 016　　　1 330　　　　1 493　　　　199　　　1 294

　　

39

　　　

｜

　　　

5 080　　　4 378　　　　702　　　　　788　　　　101 687「

　　

40

　　　　　　

3 081　　　2 761　　　　320　　　　　309　　　　－　　　309

　　

41

　　　

1

　　

1％6

　　

1 811　　　155　　　　148　　　－1　　148

　　

42

　　　　　　

1 563　　1 559　　　　4　　　　　－　　　　－！　　　－

280

　　　　　　　　　

全

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　

黒

　　　　

字

区

　　　

９

　　

ｓ

　

ｌ

　

ｎｌ府ｉ

　

市田J･

ﾂﾞ

‾i‾‾‾jiコ

　　　　　　

や・

|

尚ぶ

⊇

ふツ匹

昭和32年度

　

3 789 39 748　　46 28 171 3 743 11 577 3 215　8i.9 49 048

　　

33

　　　　　

3 678 23 952　　46 16 731 3 632　7 221 3 062　83.3 36 655

　　

34

　　　　　

3 601 36 962　　46 27 287 3 555　9 675 3 046　84.6 49 685

　　

35

　　　　　

3 565 64 825　　46 46 464 3 519 18 361 3 179　89.2 74 666

　　

36

　　　　　

3 535 66 353　　46 44 779 3 489 21 574 3 183　90.0 75 183

　　

37

　　　　　

3 506 53 550　　46 37 388 3 460 16 162 3 100　88.4 69 475

　　

38

　　　　　

3 468 38 611　　46 24 933 3 422 13 678 3 067　88.4 65 871

　　

39

　　　　　

3 464 30 237　　46 12 738 3 418 17 499 3 088　89.1 67 457

　　

40

　　　　　

3 441 47 835　　46 21 181 3 395 26 654 3 100　90､1 82 007

　　

41

　　　　　

3 395 75 711　　46 37 571 3 349 38 140 3 083　90.8106 260

　　

42

　　　　　

3 370 88 117　　46 38 468 3 324 49 649 3 091　91.7114 776



支

　　

の 推

　　

移

(単位 百万円・％）

　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　

~

　

一

　

都道府県

　　

市町村

　　　

総

　　　

額

　　

都道府県｜

　

市町村

団体数丿収支額団体数|収支額団浩数(C)/(A) I収支額団体数|収支額!団体数1収支額

　

41

　

29 622 3 174　19 426　574　15.1△　9 300　　　51△　1451　　569 △　7 849

　

・118 314 3 024　18 341 6161　j6.も△12 703　　　8⊆　1 5831 608△11 120

　

42

　

28 402 3 004　21 283　555! 15.4･△12 723　　41△ l l15･　551 △11 608

　

･4 46 689 3 135　27 977　386 10.8!a　9 841　　　2!ム　　225'　　384△　9616

　

45! 44 862 3 138　30 321　　352 1O.o＼a　8830　　　11△　　83　351△　8 747

　

441

　

38 302 3 056!　31 173　406　11.6 a 15 925　　2･ム　　9141　　404△15 on

　

42｀

　

30 012 3 025　35 859　401　jj.61△27 260　　　4△　5 079;　397△22 181

　

41

　

25 234 3 047　42 223　376　10.9△37 220　　　5･△12 4％1　371△24 724

　

43

　

32 668 3 0571　49 339　341　　9.9△34 172 乱ll 487　338 △22 685

　

43

1

　

46 121 3 040　60 139　312　9.2･△30 549 3に　8 550　309に21 999

　

糾

　

42 277 3 047　72 4991　279　8.3U 26 659　　21△　3 809　277JA 22 850

(単位

　

百万円)

　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　

総

　　　

数

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

団体数i収支額団体数|収支額団体数|収支額団体数|収支額団体数|収支額

　　　

8

　　

14 983　　117　　　4 109△291　　4 948 △　8　　1 836 △283　　3 112

△

　

3

　

△11 308 △150　ム　1 085　　42 △　3 403　　　3 △　　132　　39 a　3 271

　　　

4

　　

10088△

　

20

　　　

2 942 乙　61 4　　20 △　4　　　468ム　57 a　　488

　　　

2

　　

18 287　　131　　　6 694 △169　　2 882 △　2　　　890△167　　1 992

　　　

l

　

△

　

1 827　　　3　　　2 344 a　34　　1 0H a　1　　　142 a　33　　　869

△

　

1

　

△

　

6 560 △　82　　　　852　　54△　7 095　　　1 △　　831　　53 a　6 264

・

　

2

　

△

　

8 290 a　31　　4 686 △　5・II 335　　2△　4 165:△　7△　7 170
。

　

1

　

△

　

4 778　　22　　　6 364 八　25 a 9 960　　　1 ｡7 417 4　26 zヽ2 543

　　　

2

　　　

7 434　　10　　　7 116 △　35　　3 048 ^　2　　I 009△　33　　2 039

　　　

O1

　　

13 453･ 心　=　　l0 800△　29　　3 623　　　0　　2 937j △　29　　　686

　　　

li

　

△

　

3 844　　7　　12 360 △　33　　3 890 心　1　　4 741 △　321△　　851

等

　

現

　

在

　

高

　

の

　

状 況 (単位

　

百万円)

　　

交付公債(昭和27年度以前分)

　　　　　　　

借替債(昭和31年度発行分)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

総

　　

額ｌ

　

都道府県

　

｜

　

市町村

　　

総

　　　

額｜

　

都道府県

　

｜

　

市町村

　　　

8 367　　　　8 343　　　　　24　　　　　　3 430　　　　2 846　　　　　584

　　　

8 367　　　　8 343　　　　　24　　　　　　2 918　　　　2 470　　　　　448

　　　

7 677　　　　7 655　　　　　22　　　　　　2 348　　　　1 999　　　　　349

　　　

7 093　　　　7 073　　　　　20　　　　　　1 475　　　　1 316　　　　　159

　　　

6 042　　　　6 024　　　　　18　　　　　　1 006　　　　　886　　　　　120

　　　

5 409　　　　5 392　　　　　17　　　　　　　578　　　　　521　　　　　57

　　　

4 639　　　　4 623　　　　　16　　　　　　　214　　　　　194　　　　　20

　　　

4 288　　　　4 277　　　　　11　　　　　　　　4　　　　　－　　　　　　4

　　　

2 770　　　　2 761　　　　　　9　　　　　　　　2　　　　　－　　　　　　2

　　　

1 817　　　　18H　　　　　　6　　　　　　　　1　　　　　－　　　　　　1

　　　

1 562　　　　1 559　　　　　　3　　　　　　　　1　　　　　－　　　　　　1
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第10表

　

財政再建債等を考慮

　

ｔり１

　

以交顧り弦伊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

丿

　　　　　　　　　　　

全

　　　　　

団

　　　　　

体

　　　　　　　　　　　　

黒

　　

や

　　　　　　　

｜

　　　　　　　

-

　

区

　　

分

　　

総

　　

額

　　

都道府県

　　

市町村

　　

総

　　　　

額

　　　　　　　

ﾚ

ｯ憚万聶‾石乖涵‾

宗

和函(ツ伴(A) I mm-

　

昭和32年度

　　

3 789 △8 530　　46　　820 3 743 公9 350 2 779　73.3　35 965

　　　

33

　　　　

3 678 △15 977　　46 a 6 961 3 632 △9 016 2 665　72.5　26 42、1

　　　

34

　　　　

3 601　　5 881　　46　7 892 3 555 △2 Oil 2 725　75.7　37 703;･

　　　

35

　　　　

3 565　42 335　　46　31 614 3 519　10 721 2 944　82.6　60 829･

　　　

36

　　　　

3 535　52 760　　46　35 686 3 489　17 074 3 025　85.6　65 796

　　　

37

　　　　

3 506　44 422　　46　30 810 3 460　13 612 3 011　85.9　62 53

　　　

38

　　　　

3 468　32 265　　46　19 917 3 422　12 348 3 018　87.0　61 303

　　　

39

　　　　

3 464　25 157　　46　8 360 3 418　16 797 3 066　88.5　64 522

　　　

40

　　　　

3 441　44 754　　46　18 419 3 395　26 335 3 088　89.7＼ 79 566･

　　　

41

　　　　　

3 395　73 745　　461　35 760 3 349　37 985 3 076　90.6 104 62､｀
・

　　

42

　　　　

3 3701　86 554　　46　36 909 3 324　49 645 3 090　91.7 113 456

（注）団体数には。一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況

　　　　　　　　　　　

全

　　　　　　

団

　　　　　　

体

　　　　　　　　　　　

黒

区

　

分

　

総

　　　

額

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　

総

　　　

額

　　　　　　

団41に額

|

団叫に額

に

和聶爾団々卜支I額

昭和32年度△

　

166

　　

29 902　　0　　18 971 △166　　10 931　　93　　14 29

　　

33，

　

△

　

111

　

△

　

7 447　　0　△　7 781 △111　　　　334 a 114　a　9 541

　　

34

　　　

心

　

77

　　

21 858　　　0　　14 853 △　771　　7 005　　60　　11 27

　　

35

　　　

△

　

36

　　

36 454　　0　　23 722 △　36　　12 732　219　　23 12

　　

36

　　　

△

　

30

　　

10 425　　0　　　4 072 △　30’　6 353　　81　　　4 96

　　

37

　　　

△

　

29

　

△

　

8 338　　0　△　4 876 △　29　△　3 462 △　14　△　3 26

　　

38

　　　

心

　

38

　

△12 157　　　0　△10 893 A　38　a　1 264　　　7　｡1 23

　　

39

　　　

△

　　

4

　

△

　

7 108　　　0　a 11 557 △　白　　･4 449　　48’　3 211 ’

　　

40

　　　

4

　

23

　　

19 597　　　0　　10 059 △　23　　　9 538　　221　　15 04 ゛

　　

41

　　　

△

　

46

　　

28 991　　　0　　17 341 ム　461　　11 650 △　12　　25 054

　　

42

　　　

△

　

25

　　

12 809　　　01　　　1149 △　251　　11 660　　141　　8 836

（注）団体数には、一部事務組合を含まない。

第11表

　

単 年

　　

度

｜

　

゛

　　　　

゛

　

ｿﾍﾟ

|

≒ﾆﾊﾟﾁﾞ

‥，

　

単

　

年

　

度

　

収

　

支（Ａ）

　　　

12 406　　　　897　　　11 509

　

調

　　

整

　　

額（C）十(D)-(E) (B)　　　　21 009　　　　14 898　　　　6 川

|

基

　

金

　

積

　

立

　

額（Ｃ）

　　

29 054　　　18 751　　　10 303

　

繰

　　

上

　　

償

　　

還

　　

金（Ｄ）

　　　　　

3 511 1 764 1 747 ｡
|基金と

　

り

　

くずし額㈲

　　　　

11 556　　　5 617　　　5 939 ，

　

実質単年度収支（Ａ）十（Ｂ）

　　　

33 415　　　15 795　　　17 620
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した場合の収支の推移

(単位 百万円・％）

　

宇

　　　

団

　　　

体

　　　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府県

　　

市町村

　　　

総

　　　

額

　　　

都道府県

　　

市町村

団㈱は

y

盲和函F雙暫ぶ憚石

ふ

緻|はｇｎｔ）四

　　

20

　

19 541 2 759　16 424 1 0101　26.7△44 495　　26 △18 721　　984 △25 77

　　

13

　

10 735 2 652　15 689 1 013　27.5△42 401　　33 △17 6％　980 a24 70

　　

23

　

18 416 2 702　19 287　876　24.3△31 822　　23 △10 524　853 △21 29

　　

33

　

34 675 2 911　26 154　621　17.4＼ il8 494　　13 △3 061　　608 ・15 43

　　

43

　

36 473 2 982　29 325　510　U.i△13 038　　　3 .　787　507△12 251

　　

41

　

31 993 2 970　30 542　495　U.I△18 113　　　5 a l 183　490△16 93

　　

39

　

25 870 2 979　35 433　450　13.0△29 038　　　7 ・5 953　443 △23 08

　　

38

　

22 454 3 028　42 068　398　11.5△39 365　　8 △14 094　390 △25 271

　　

42

　

30 263 3 046　49 303　353　迦.∂△34 812　　4 △11 844　349 △22 96

　　

43

　

44 517 3 033　60 103　319　9.j△30 875　　　3 a 8 757　316 △22 11

　　

43

　

40 957 3 047　72 499　280　8.3 a26 902　　　3 △4 048　277△22 854

(単位 百万円・％）

　　　

字

　　　

団

　　　

体

　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　　

都道府県

　　

市町村

　　

総

　　

額

　　

都道府県‘

　

市

　

町

　

村

団体数|収支額

|

団体数丿収支額団体数|収支額団体数|収支額

丿

団体数|収支額

　　　

8

　　

10 453　　85　　3 837 △259　　15 612 △　8　　8 518 △251　　　7 094

△

　

7△

　

8 806 A 107△　　735　　　3　　2 094　　　7　　1 025 △　4　　　1 069

　　

10

　　

7 681　　50　　3 598 ・137　　10 579 a　l0　　7 172 △127　　　3 407

　　

10

　　

16 259　209　　6 867 △255　　13 328 △　10　　7 463 △245　　　5 865

　　

10

　　

1 798　　71　　3 171 △111　　5 456 心　10　　2 274 △101　　　3 182

△

　

2△

　

4 480△　12　　1 217 a　l5 ｡5 075　　　2 ・　396△　17　△　4 679･

△

　

2△

　

6 123　　　9　　4 891 a　45 n 10 925　　　2△　4 770 △　47　△　6 155!
a

　　

1・3 416　　49　　6 635 △　52 a 10 32　　　1△　8 141 △　53　a　2 186i

　　　

4

　　

7 809　　18　　7 235 △　45　　4 553 △　4　　2 250 ・41　　　2 303

　　　

1

　　

14 254 △　13　　10 800 △　34　　3 931 △　1　　3 087 △　33　　　　850

　　　

O△

　

3 560　　14　　12 396 △　39　　3 973　　0　　4 709 △　39　△　　736

収

　　

支 の

　　

状 況

(単位

　

百万円)

　　

昭

　　

和

　　

41

　　

年

　　

度

　　　　　　　

増

　　　　　

減

　　　　

額

総

　

額｜

　

都道府県｜市町村

丿

総

　　

額丿都道府県｜市町村

　　

27 876　　　16 390　　　1 1 486　　　△15 470　　　△15 493　　　　　　23

　　

13 353　　　　8 586　　　　4 767　　　　　7 656　　　　　6 312　　　　　1 344

　　

21 345　　　12 972　　　　8 373　　　　　7 709　　　　　5 779　　　　　1 930

　　　

1 937　　　　　828　　　　1 109　　　　　1 574　　　　　　936　　　　　　638

　　　

9 929　　　　5 214　　　　4 715

1　　　　1

627　　　　　　403　　　　　1 224

　　

41 229　　　24 976　　　16 253　　　△　7 814　　　a　g 181　　　　　l 367
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その１

　

種類別による推移（市町村）

第12表

　

財

　

政

　

再

４'丿'&

　

'＼3^入≪/IU≫^cK 'o Ĵμi･17　V'r｢り･I-J/　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｡

　　　　　

l

　　　

l当初(昭昭和42年度末臨和431

　

昭和43年度の状況jl………jl;

ﾄ

ﾘ阻難

全部適用団体

　　　　　　　　

536

　　

－

　　

532

　　　

4

　　　

一

　　　

－

　　　

４

‾部適用団体

　　　　　　　　

34

　　

‾

　　

34

　　

‾

　　　

‾｜

　　

‾

　　

‾

準用団体

　　　　　　

8

　

246

　

180

　　

74

　　

11 II　　　74

　　

計

　　　　　

1 522
1　　578　　246　　746　　　78　　　11　　　11　　　78

(注)府県はヽ昭和30年度末実質赤字団体数36ヽ承認団体数20であったが、昭和40年漢

　

府県は、昭和30年度末実質赤字団体数36、承認団体数20であったが、昭

末おいて全団体が再建完了したので省略した。

第13表

　

準用団体に対する

　

区

　　　　　

分

　

り

　

昭和34年度

　

｜

　

昭和35年度

　

｜

　

昭和36年度

　

｜

　

昭和37年度

団

　　

体

　　

数

　　　　　　

86

　　　　　

93

　　　　　

120

　　　　　

12

］

融資あっせん額

　　　　

4 334　　　　3 875　　　　4 680　　　　4 195
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建

　　

団

　　

体

　　

数

その２

　

完了予定年度別

＼＼芒]ド定年度

　　　　

｜

　　

｜

　

団体区かへ

43

　

44ﾚ5ﾄﾞ6

　

47

　

48

ﾔｿ5∵253　54　55　計

　　

全部適用団体

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

一

　

一

　

－

　

－

市

|

準用団体

　

７

　

３

　

４

１

　

７

　

１

　

３

　

２

　

－

　

－

　

一

　

－

　

1

　

1

　

29

　　　　

計

　　　　

７

　

３

　

４･

　

７

　

１

　　

３

　

２

　

一

　

一

　

一

　

－

　

1

　　

1

　

29

　　

全部適用団体

　

一

　

一

　

－

　

４

　

一

　

一

　

－

　

－

　

一

　

一

　

－

　

－

　

二

　　

４ﾔ

準JI団ｲ本・

　

，

　

８，

　

１０

　

２

　

５

　　

１

　　

１

　　

２

　　

１

　　

ｌ

　

－

　　

１

　

４５

　　　　

計

　　　　

４

　

９

　

８

１

　

１４１

　

２･

　

５

　

１

　　

１

　　

２

　

１

　　

１

　

－

　

１

　

４９

　　

全部適用団体

　

－

　

－

　

／

　

卜

－－－－－－一一

　

，

計

|

準用団体

　

11

　

12

　

121

　

17 3　8　3　　1　　2　　1　　1　　1　　2　74

　　　　

計

　　

11 12 12)1　31 8　3　1　2　1　1ド　2　78

融資あっせんの状況

(単位

　

百万円)

昭和38年度|昭和39年度1昭和40年度1

　

昭和41年度

　

｜

　

昭和42年度

　

｜

　

昭和之jjﾂﾞ?y

　　　　　

100

　　　　　

97

　　　　　

100

　　　　　　

79

　　　　　　

72

　　　　　　

68

　　　

3 647　　　　4 758　　　　6 044　　　　　5 999　　　　　6 012　　　　　6 790
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第14表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　

歳

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　

分

　

|

　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

丿

　

純

　

計’額

ブ

地

　　

方

　　

税

　

1 219 928 33.5　929 594 昶.7　2 149 522 お.2

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　　

62 834　j.7　　　6 324　a.2　　　69 158　n

地方交付税

　　

592 968 16.3　354 052
u.o　947 020 16.0

軽油引取税交付金

　　　　　

一

　　

－

　　　

7 634 θ.3　　　　　－　　一

娯楽施設利用税交付金

　　　　　　

一

　　

一

　　　　

1 307　θ.j　　　　　－　　一

瞥2地方財政（特例）交

　　　　

9 500　θ.3　　　　2498　θ.j　　　11 998 θｊ

小

　

計（一般財源）

　

1 885 230　51.8　1 301 409　51.4　3 177 698　53.6

分担金及び負担金

　　　

49 933　1.4　　34 030　j.4　　55 830　0.9

使用料・手数料

　　　

84 459　2.3　　74 805　3.θ　　159 264　2.7

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

1 065 023　29.3　　　341512　13.5　　1406 535　3.7

都道府県支出金

　　　　

－

　

－

　　

145 122　5.7　　　　－　一

財

　

産

　

収

　

入

　　　

48 383　j.3　　74 509　2.9　　122 892　2.j

寄

　　

附

　　

金

　　　

11 358　θ.3　　23 889　θ.9　　29 82ﾀ　θ.5

繰

　　

入

　　

金

　　　

12 200　θ.3　　25 854　j.θ･　　38 054　θ.7

繰

　　

越

　　

金

　　　

80 291　2.2　　83 592　3.3　　163 883　2.8

諸

　　

収

　　

入

　　

258 067　7.j　　189 721　7.5　　432 095　7.3

地

　　

方

　　

債

　　

141 197　∂.J　　211 312　8.3　　340 233　5.7

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

2 385 O.li　　26 650　1.1　　　　－　－

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　　

3 638 526 100.01　2 532 405 100.0　5 926 3H 100.0

(注) １

２

「その他」は、都道府県分が特別区財政調整納付金、市町村が特別区財政調

国有提供施設等所在市町村助成交付金は、国庫支出金に含めた。
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入

　

決

　

算

　

額

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

昭和41年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　　

較

゛゛

ﾔ

゛＾

（あ石工七謙こ

　

1 768 587　3d. 2　　　　　380 935　50.9　23.6　18.9　21.5　16.3　U.5　14.1

　　

59 203　j.ヱ　　　　　　9 955　j.3　16.7　18.3　16.8　18.1　20.2　18.3

　

777 327　15.0　　　　　169 693　22.7　21.9　21.8　21.8　j.2　10.7　4.6

　　　　

－

　　

－

　　　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

25.2

　　

－

　　

－

　

43.8

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

６７、1

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

46T455

　

θ.9

　　　　

△

　

34 457 △j.6△61.8△88.4△7i.2　　－　　－　　－

2 651 572　51.2　　　　　526 126　70.3　21.5　17.6　19.8　12.9　13.8　13.2

　　

42 813　∂.8　　　　　　13 017　j.7　17.9　36.8　30.4　9.4　18.8　15.0

　　

145 145　2.8　　　　　　14 119　j.9　5.5　15.0　9.7　13. i　14.9　U.I

　

1 262 792　2i.4　　　　　143 743　19.2　10.4　U.6　11. d　15.7　16.5　15.9

　　　　

－

　　

－

　　　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

11､６

　　

－

　　

－

　

28.3

　　

－

　　

118 115　2.3　　　　　　4 777　θ.6　16.2△　2.6　4.θ　12.5　19.5　16.9

　　

29 192　θ.5　　　　　　　635･　θ.j　j.6　3.j　2.2　5.8　9.31　8.7

　　

33 510　θ.6　　　　　　4 544　θ.6　9.j　15.8　13.6じ20.6　17.2. 6.2

　　

126 998　2.5　　　　　　36 88J 4.9　む.j　18.6　29.0　20.9　四〕　20.2

　　

360 451　　7.θ　　　　　　71644　9.6　15.8　22.3　19.9　18.0　39.9　19.3

　　

407 158　7.9　　　　△　66 925, △8.9△29.0△　2,6△16.4　32.3　27.2･　29､７

　　　　

＿＿

　　　

丿丿．・トＨ－に6.0
21.5 ―

5 177 746ﾘ0010　　　　　748 565ﾚoo'oﾄ4.3!　14.6　14y　15.1　113ﾄ5'6

整交付金である。
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その１

第15表

　

歳 入

　　

決 算

　　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　　

決

　　

区

　　　　　　

分

　　　　

36 I 37　　1　38　　j39　　ト，ニ

　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　

906 475 1 056 684 1 212 860 1 399 598 1 549

ふ1j

　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

45 449　3o 7り　35 195　43 629　5o o6

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　

401 704　487 459'　581 150 665 985 743 187

　

臨時地方財政（特例）交付金

　　　　　

一

　　　　

ノ

　　　　

ー

　　　　

一一

　　　　

』

，小

　　

計（一般財源）

　

1 353 628 1 574 936: 1 829 205 2 109 212 2 342 670

　

使用料．手数料

　　

73 808　82 232;　95 593　　108 253　　127 237^

　

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　

580 757　708 0801　815 731　　926 690 1 089 816･

　

繰

　　　

入

　　　

金

　　

20 932　32 421　33 438　30 847　31 56

　

繰

　　　

越

　　　

金

　　

107 692! 125 974i　105 184　　103 651 105 66

　

地

　　　

方

　　　

債

　　

115 044　144 450　158 369　210 350　313 917

　

そ

　　　

の

　　　

他

　

259 689　314 766　360 139　421 9181　467 170

　　

■入合言+1 5501 2 82 8 91 3 9 659 3 9→

(注) 昭和39年度から財務会計制度が改正されたため、38年度以前の繰入金における計

その２

　　　　　　　

決

　　

算

　　

額

　　

構

　　

成

　　

比

　　　　　

増

　

減

　

額

　

ｓ:

　

り

（（（（（（

/

（（巴

地

　

方

　

税

　

36.1 35.4 35.7 35.8 3i.6＼ 3i.Z. 36.2 33.4　む.9　37.6

゛ち譲４゛

　

言
バ

j

　

j.゜

　

舅

　

2.?

　

n

j.2　j.9△　3.j　1.1

l地方交付税

　

16.0

　

16.4

　

17.1 17.0　16.6'.　15.0:　狐θ　18.7　18.2　22.6

臨欝蓉一一一

ご

一

回
θ.2

　　

－

　　

－

　　

一

小計(一般財源)

　

53.9

　

52.8

　

53.8

　

53.9

　

52.3

　

51.2

　

53.6

　

54.0

　

47.0

　

61.3

1

使用料・手数料

　　

2.9

　

2.8･

　

2j

　

2.8

　

2

〕

　

2.8

1

　

2.7

　

j.3

　

j.8

　

3,2

国庫支出金

　

23.1

　

23.7

　

2^.0 23]24.3　2d.4　23.7　21.3　27.01 26.0
|繰

　

ふ

　

金

　

腿

　

j°j

　

j大詔

　

回

　

り

　

“

　

j.9

　

2.『り

繰

　　

越

　　

金

　　

4°3

　

4‘2

　

∂'j

　

2.6] 2.4　2.5‘　2.8　6.9　∂.9△　5.θ

地

　　

方

　　

債

　　

j

ﾐ

　

4

』

　

j.7

　　

5.d＼

　

7

1

　

7.
R

　

5.7

　　

∂.9

　

6.2

　　

3.i

そ

　

の

　

他

　

皿i＼ 10.6 10.6　ヱθ.81　10.4＼　10.6　jθ.91　10.7　11.7　lO.Si

　

歳入合計

　

ﾄﾞ00'0ﾘ00‘0 100.0ﾘ00°0ﾘ00.0 100°0ﾚ00'0, 100.0 100.0 100.0
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額

　　

の 推

　　

移

(単位

　

百万円)

　

算

　　　　　　　

額

　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　　

数
ニニブニこ

〕

，０・38 39 40ト○・

　

1 768 587 2 149 522　　j叩　　U7　　　j讐　　jﾂﾞ　　び1　　j95　　　237

　　

59 203　69 158　　j叩　　卵　　77　　961　　jjθ　　j釦　　j52

　　

777 327　947 020　　j卯　　丿刀　　jj5l　　j邸l　　j85　　j94　　2鍋

　　

46 455　　11 998　　　-　　　--　　　］　　　－l　　　－|　　　－　　　－

　

2 651 572 3 177 698　　100　　116　　135　　1561　　173　　196　　235

　　

145 145　　159264　　　j叩　　　Ill　　　桝　岬　∃　ｙ　詞

　

1 262 79ヤ406 535　　j叩l　　m　　140':　　j印|　　ヱ門　　2j7　　2j

　　

33 510　　38 054 jﾂ　　j55　　匹l　　j柄　　瓦j　　j卯　　丿讐

　　

126
白

　

163 883　　燃　　117　　　門　　　961　　　∃　　　118　　　j52

　　

407 158･･　340233･　　j叩･　　j26　　jお　　jお　　273　　35j　　2卯

　　

550回

　

640 644　⊇　毎　茄　岫　⊇ 2j2　　　2j7

　

5 177 746 5 926 31ﾘ　　100　　1191　　135　　ヤ　　178　　206　　　236

数は、39年度以降の科目区分により計上している。

(単位

　

％)

構

　　

成

　　

比

　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　

減

　　　　　　　

率

39

　

1

　

40

　

1

　

41

　

1

　

42

　

1

　

36

　

1

　

37

　

1

　

38

　

1

　

39

　

1

　

40

　

1

　

41

　

1

　

42

36.4 26.4 31.3!50.9 2U 16.6　jム　j5ｿ　逓よ　召.j　　2エ5

　

元

　

ソ

　

刀

　

j.3

づ
口臨□

　

j衣

　

21.0

　

j

ン

　

18.3

　　

16.8

　

16.5-.

　

15.6

　　

4.9

　

22.71 29j 21.3　19.2　jバ　払6!　j.∂　　21.8

　

づ

　

－

　

6ぷ4.6

　

〕

　

－

　　

－l

　　

う

　

ー

　　

― ^ 7i.2

　

54.5:

　

41.1

1

　

44.1

　

70.3

　

24.0

　

16.3

　　

16.1

　　

15.3!

　　

11.1

　　　

13.2

　　

19.8

　

亘3.3
2.6ソ9‘3パD.O

ID.I丿回″.5

U.I　　　9.7

　

21.6

　

28.8

　

麗.7

　

四.2

　

2ヱ.

ﾖ

　

21.9

　　

15.2

　　

13.6]

　　

17.6

　　

巧.9

　　

11.4

A

　

0.5＼

　

∂.

?

　

θ.3

　

0.6

　

75.6

　

55.0

　　　

3.j

　

A 7.7　　2.3　　　6.2　　13.6

△

　

θ.y

　

θ.j

　

3.j

　

j.9

　

j4.ﾘ

　

17.0

　

△16.5

　

ム

　

j.5

　　　

j.9

　　

加.2

　　

29.ひ

　

10､１ 18:　j3.ぶ△　8.9　19.8･　３.61　　9.6　　おぶ　　卯.2　　29.7　ム茄.4

　

jJ7°9 “’9臨”25’2ﾍﾞ石“ﾒ″jなj7J　j“

　

100ﾔ00

ﾂﾞ

100ヤ0” 24.0 18.8 13J　Iｿ 14.5　　15.6　　14.5
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第16表

　

一 般

　　

財

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

42

　　

年

　　

度

　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

都道府県｜市町村｜純

　　

計ｌ

　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　　

1 219 928　　　929 594　　2 149 522

　　　

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　

税

　　　　　　　

62 834　　　　　6 324　　　　69 158

'

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　

592 968　　　354 052　　　947 020

　　　

軽油引取税交付金

　　　　　　　

－

　　　

7 634　　　　　－
｜

　　

娯楽施設利用税交付金

　　　　　　　　

－

　　　　

1 307　　　　　－

　　　

臨時地方財政(特例)交付金

　　　　　　　

9 500　　　　2 498　　　　H 998

1

　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

1 885 230　　　1 301 409　　　3 177 698

その１

　

純

　

計

第17表

　

一 般

　　

財

　　　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　　

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税
ｇ

　

り

ａ算額）数疆警蜃にi=ｇ）（譜蟹肇

昭和34年度

　　　

610 937　　　　－　　　12.3　　　32 685　　　　－　　　θ.8

　　

35

　　　　

744 236　　　－　　21.8　　36 168　　　－　　迦.7

　　

36

　　　　

906 475　　　2叩　　21.8　　45 449　　　j叩　　万.7

　　

37

　　　　

1 056 684　　　　117　　　16.6　　　30 793　　　　68　　△32.2

　　

38

　　　　

1 212 860　　　　24　　　14.8　　　35 195　　　　77　　　U.3

　　

39

　　　　

1 399 598　　　　154　　　15.4　　　43 629　　　　96　　　24.0

　　

40

　　　　

1 549 421　　　　171　　　10.7　　　50 062　　　　jjθ　　　U.7

　　

41

　　　　

1 768 587　　　　j95　　　U.I　　　59 203　　　　j釦　　　18.3

　　

42

　　　　

2 149 522　　　37　　　21.5　　　69 158　　　j52　　　16.8

その２ 都道府県

　　　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税ｇ

　

り

・算・）数端警条

ﾚ

石・）ａ卜s鷲革

昭和34年度

　　　

302 618　　　　－ 15.9　　31 409　　　－｜　　θ.3十

　　

35

　　　　

394 592　　　－　　釦.4　　34 948　　　－　　11､3、=

　　

36

　　　　

497 725　　　j叩　　26.1　　43 939　　　j叩　　郎.F

　　

37

　　　　　

575 595　　　115　　　15.6　　　29 201　　　　67　　ム∂3.5、

　　

38

　　　　

660 443　　　jお　　召.7　　33 218　　　76　　13.8・

　　

39

　　　　

767 371　　　154　　16.2　　39 841　　　9j　　19.9

　　

40

　　　　

848 397　　　jZθ　　10.6　　45 616　　　jひ4　　Id. 5･.

　　

41

　　　　

986 763　　　j98　　16.3　　53 858　　　j2　　18.1･

　　

42

　　　　

1 219 928　　　　245　　　23.6　　　62 834
1　　　Id3　　　16.7･.
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源

　　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円)

　　　

昭

　　

和

　　

41

　　

年

　　

度

　　　　　　　

増

　　　　　

減

　　　　　

額

都道府県|市町村1純

　　

計

1

都道府県|市町村|純

　　

計

　　

986 763　　　781 824　　1 768 587　　　233 165　　　147 770　　　380 935

　　　

53 858　　　　5 345　　　　59 203　　　　8 976　　　　　979　　　　9 955

　　

486 615　　　290 712　　　777 327　　　106 353　　　　63 340　　　169 693

　　　　　

－

　　　　

6 096　　　　　　－　　　　　　－　　　　1 538　　　　　　－

　　　　　

－

　　　　　

782

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

525

　　　　　　

－

　　　

24 858　　　　21 597　　　　46 455　　　△15 358　　　a 19 099　　　△34 457

　

1 552 094　　1 106 356　　2 651 572　　　333 136　　　195 053　　　526 126

源

　　

の 推

　　

移
(単位

　

百万円

　

％)

　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

臨時地方財政(特例)交付金

　　　

合

　　　　　　　

計

Ｈ:額）al譜背

J

H:額）球a蟹郭み二司ｍ ｔjs蟹肇

259 088　　　－　　15.７　　　　－　　　－　　　－　　902 710　　　－　　12､8
310 987　　　－　　20.0　　　　－　　　－　　　－　1 091 391　　　－　　20.9
401 704　　　jθθ　　29.2　　　　－　　　－　　　－　1 353 628　　　jθθ　　2d.O
487 459　　　j訂　　21.3　　　　－　　　－　　　－　1 574 936　　　116　　16.3
581 150　　　j郷　　19.2　　　　－　　　－　　　－　1 829 205　　　j35　　16.1
665 985　　j66　　14.6　　　－　　　－　　　－　2 109 212　　j56　　15.3
743 187　　　j85　　11.6　　　　－　　　－　　　－　2 342 670　　　j73　　U.l
777 327 19d　　　4.6　46 455　　　－　　　－　2 651 572 j96 i　13.2
947 020 236

1
21.8　11 998 ‾、゜74.2　3 177 698 1　　235 i 19.8

(単位 百万円・％）

　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

臨時地方財政(特例)交付金

　　　　

合

　　　　　

計

Ｈ:m＼m sc II蟹肇日:額）鯛l甘肇しｗ（ｍ球呂甘茶

179 307　　　－　　18.7　　　－　　　－　　　－　　513 334　　　－　　15.8
211 157　　－　17.8　　　－　　－　　－　640 697　　－　討.8
267 744　　　2θθ　　26.8　　　　－　　　－　　　－　　809 408　　　j叩　　26.3
326 204　　　j22　　21.8　　　　－　　　－　　　－　　931 000　　　115

×　15､0

385 606　　　lU　　18.2　　　　－　　　－　　　－　1 079 267　　　j33　　15.9
432 195　　　茄2　　12.1　　　　－　　　－　　　－　1 239 407　　　万3　　14.8
480 649　　　j8θ　　11.2　　　　－　　　－　　　－　1 374 662　　　j7θ　　迦.9
486 615　　　j82　　　j.2　24 858　　　－　　　－　1 552 094　　　j92　　12.9
592 968　　　222　　21.9　　9 500　　　－　^ 61.8　1 885 230　　　233　　21.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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その３

　

市町村

第17表

　

一 般

　　

財

1-゙ ノり　|IJ"Ｊ/|'J

　　　　　　

地

　　

方

　　

税

　

1地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

地

　

方

　

交

　

付税

ｓ:

　

∩⊇珂絹吟声乖司塾ぶ呵礪9=

昭和34年度

　

308 319　　－　9.θ　　1 276　　－　13.6
1　79
781　　－　9.5

　　

35

　　　

349 644　　－　13.d　　1 220　　－△4.j　99 830　　－　25.0

　　

36

　　　

408 750　j叩　16.9　　1510　j叩　お.8ﾄ33 960　100
×UA

　　

37

　　　

481 089　118　17.7　　1 592　jθ5　5.4　161 255　j加　加.4

　　

38

　　　

552 417　j35　Id. 8　　1 977　131　麗.j　195 544　ヱ46　21.3

　　

39

　　　

632 227　j55 ・j£j　　3 788　25j　91.6　233 790　j75　13.6'

　　

40

　　　

701 024　j72　10.9　　4 446　294　17.4　262 538　j96　12.3

　　

41

　　　

781 824　191　11.5　　5 345　354　20.2　290 712　2j7　迦.7

　　

42

　　　

1929 594　227　j8. 9　　6 324　む9　18.3　354 052　264　21.8

その１

　

都道府県

第18表 昭 和 42 年

　　　　　　　　　

１

　　

９

　

１ﾛ

　

42

　　　　

年

　　　

度

　

ｇ

　　　　

９

　

１
調認゛卜合゛|欝

/
諧謬卜・構畔

普

　　　　

通

　　　　

税

　　　

1 083 795　　1 038 021　　　　95.8　　　　91.8

　

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　

1 083 046　　　1 037 377　　　　95. 8　　　　91.7 1

　　

道府県民税

　　　

264 523　　　247 073　　　93.4　　　21.8

　　

個

　　

人

　　

分

　　　

183 q45　　　167 899　　　91.7　　　麗.S

　　

法

　　

人

　　

分

　　　

81 478　　　79 174　　　97.2　　　7.a

　　

事

　　

業

　　

税

　　　

508 183　　　493 495　　　97. j　　　43.6

　　

個

　　

人

　　

分

　　　

36 888　　　34 717　　　94.1　　　3.j

　　

法

　　

人

　　

分

　　　

471 295　　　458 778　　　97.3　　　40.5

　　

不動産取得税

　　　

53 197　　　50 240　　　94.4　　　4.4

　　

道府県たばこ消費税

　　　　　

61 044　　　　61 044　　　　j卯.θ　　　　　5.4

　　

娯楽施設利用税

　　　　

16 267　　　16 185　　　卯.5　　　　j.4

　　

料理飲食等消費税

　　　　

83 109　　　　77 575　　　　93.3　　　　6.9

　　

自

　

動

　

車

　

税

　　　

92 600　　　87 815　　　94.8　　　7.8

　　

鉱

　　　

区

　　　

税

　　　　　

1 018　　　　　　846　　　　83.2　　　　　∂.j

　　

狩

　

猟

　

免

　

許

　

税

　　　　　　

492

　　　　　　

491

　　　　

100.0

　　　　　

θ.θ

　　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　　

2 613　　　　　2 613　　　　j叩.ひ　　　　　θ,３

　

法定外普通税

　　　　

749

　　　　

644

　　　

86.0

　　　

θ.j

目

　　　

的

　　　

税

　　　

96 467　　　92 996　　　96.4　　　8.2

　　

軽油引取税

　　　

96 074　　　92 603　　　弱.4　　　8.2

　　

入

　　　

猟

　　　

税

　　　　　　

393

　　　　　　

393

　　　　

100.0

　　　　　

θ,θ

旧

　

法

　

に

　

･よ

　

る

　

税

　　　　　　　

13

　　　　　　　

1

　　　　　　

7.7

　　　　

0.0

‘合

　　　　　　　

計

　　　　

1 180 275　　　1 131 018・　　　　95.8　　　100.0十

（呪繋節慾麟和服諧馬首靉 市町村税相当額（89 038百万円）を控除し、特

市町村税相当額の税目内訳は、市町村民税29 0
る税４百万円があり、特別区が徴収した道府県
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源

　　

の 推 移（つづき）
百万円・％）

　

軽油引取税交付金|晋雲施設利用税交

　

謳7笠存:翌政(特

　

｜

　

合

　　　　　

計

″

≠(評ﾔ
":
≠遊芸叩゛指づ鸚ﾄﾞ算(指遊芸

　

654

　

－

　

71.７

　　

－

　

－

　　

－

　　

･－

　

－

　　

－

　

390 030!　－　19.3

　

950

1　－　妬.3　－　－　－　　－　－　－　451

6441　－　15.8
1 501・　j卯　58.0　　－　　－　　－　　　－　　－　　－　545 7211　j叩　卸.8

1 831　　222　22.0　　－　　－　　－　　　－　　－　　－　645 767　118　18.3
2 625　j巧　43.4　　－　　－　　－　　　－　　－　　－　752 563　238　16.5
3 558　昂7　35.5　　－　　－　　－　　　－　　－　　－　873 363　j印　16.1

4 238　昂2　19.1　　－　　－　　－　　－　　－　　－　972 246　j78　U.∂
60％

　

初6

　

お.8

　

782

　　

－

　　

－ 21 597　　－　　－ 1 106 356!　2昭　13.8
7 634　5∂9　25.2 1 307　　－　67.1　2 498　　－△88.4 1 301 409|　2∂8　17.6
_

　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

度

　

地

　

方

　

税

　

の

　

状

　

況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

　　　　

昭

　　

和

　　

41

　　

年

　　

度

　　　　　　　

比

　　　

較

　　　

増

　　　

減

　

リヤ≒叩号1臨Ｕ総趾ｋづ玉坤

ぐ

872 907

872 304

217 219

153 714

　

63 505

399 264

　

31 361

367 903

　

45 114

　

48 320

　

13 192

　

70 114

　

73 232

　　　

978

　　　

435

　　

4 436

　　　

603

　

81 258

　

80 901

　　　

357

　　　　

17

954 182

832 910

832 390

201 930

140 380

　

61 550

386 680

　

29 406

357 274

　

42 350

　

48 320

　

13 096

　

65 263

　

69 078

　　　

802

　　　

435

　　

4 436

　　　

520

　

78 311

　

77 954

　　　

357

　　　　　

2

911 223

　

95.4

　

95.4

　

93.0

　

91.3

　

96.9

　

96.8

　

93.8

　

97.1

　

95.9

100.0

　

99.3

　

93.1

　

94.3

　

81.9

100.0

１００.0

　

86.3

　

96.4

　

96.4

100､０

　

１０､5

　

95.5

９１､4

91.3

22.2

15.4

　

6.8

　

42.4:

　

3.2

　

39､2

　

4.6

　

5.3

　

1.4

　

7.2

　

7､６

　

０.1

　

θ.θ

　

θ.5

　

θ.j

　

8.6

　

8.6

　

θ.θ

　

θ.θ

100.0

2０5 Ｈ1

204 987

　

45 1４3

　

27 519

　

17 624

106 815

　

5 311

101 504

　

7 890

　

12 ７24

　

3 089

　

12 312

７

　

4
6

3
4
5

78
－

△

　

1 823

　　　　

124

　　

14 685

　　

14 649

△

　　

93.3

　　

93､2

　　

20.5

　　

12.5

　　

8.θ

　　

48.6

　　

2.4

　　

46.2

　　

∂.6

　　

5.8

　　

1､4

　　

5.6

　　

8.5

　　

0.0

　　

0､０

△

　

Ｏ､8

　　

θ.j

　　

6.7

　　

6.7

　　

θ.θ

　　

θ.θ

　

100.0

　　

24.6

　　

24.6

　　

22.4:

　　

19.6

　　

28.6

　　

27.6

　　

18.1

　　

28.4

　　

18.6

　　

26.3

　　

23.6

　　

18.9

　　

27、1

　　　

5.5

　　

12.9

乙41､１

　　

２Ｓ.8

　　

18.8

　　

18.8

　　　

9.8

△邱.θ

　　

24.1

　　

16.2

　　

16.2

　　

14､9

　　

14.2

　　

16.4

　　

１７.2

　　

16.3

　　

１７.3

　　

2.4

　　

9.9

　　

38.1

　　

16.7

　　

25.8

△

　

2.8

　　

10.7

　　

12.5

a 18､1

　　

20.1

　　

20､1

　　　

9.2

△86.7

　　

16.5

した道府県税相当額(128百万円）を加算した税法上の道府県税の収入状況である。

固定資産税52 482百万円、法定外普通税180百万円、入湯税１百万円。都市計画税7 297百
は、全額道府県民税である。
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その２

　

市

　

町

　

村

第18表

　

昭

　

和.42

　

年

　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　　　

９

　　

ｉ

　　　　

゛

　　

調箆゛卜晶゛憐駱卜袖↓

　

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　

1 024 504　　　　983 851　　　　96.0　　　　伺.6

　　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　　

442 022　　　418 569 94.7　‘｀　む.j

　　

個人均等割

　　　

12 708　　　11 784　　　92.7　　　1.1

　　

個人所得割

　　　

296 757　　　277 945　　　93.7　　　27.3

　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　

2 886　　　　　2 735　　　　94.8　　　　　θ.3

　　

法

　

人

　

税

　

割

　　　

129 671　　　126 105　　　97.2　　　12. i

　　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　

384 340　　　369 420　　　96.1　　　郭.∂

　　

純固定資産税

　　　

358 098　　343 179　　　邱.8　　　33.7

　　　

土

　　　　

地

　　　

88 699　　　84 508　　　95.3　　　8.a

　　　

家

　　　　

屋

　　　

159 541　　　151 861　　　95.2　　　j£9

　　　

償

　

却

　

資

　

産

　　　

109 858　　　106 810　　　97.2　　　10.5

　　

交付金，納付金

　　　

26 242　　　26 241　　　100.0　　　　2.6

　　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　

17 857　　　15 945　　　89.3　　　j.6

　　

市町村たばこ消費税

　　　　

107 338　　　107 338　　　100.0　　　　10.5

　　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　

67 337　　　67 319　　　j叩.θ　　　6.6

　　

鉱

　　　

産

　　　

税

　　　　　

2 668　　　　　2 551　　　　95.6　　　　　θ.3

　　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　　

2 942　　　　　2 709　　　　92.1　　　　　∂.2

　

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　　　　　　

962

　　　　　　

945

　　　　

98.2

　　　　

0.1

　

目

　　　

的

　　　

税

　　　

35 211　　　33 698　　　95.7　　　3.3

　　

入

　　　

湯

　　　

税

　　　　　

1 751　　　　　1 646　　　　9i.O　　　　　θ.2

　　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　　　

33 146 31 759 95.8　　　　　　3.j

　　

水

　

利

　

地

　

益

　

税

　　　　　　

306

　　　　　　　

290

　　　　

’94.8　　　　　θ.θ

　　

共

　

同

　

施

　

設

　

税

　　　　　　　

8

　　　　　　　

3

　　　　

37.5

　　　　　　

θ.θ

　

旧

　

法

　

に

　

よ

　

る

　

税

　　　　　　

106

　　　　　　　　

10

　　　　　　

9.j

　　　　　　

Q.θ｜

　　

合

　　　　　　　　

十

　　　　

1 060 783　　　1 018 504　　　　96.0　　　　100.0

東京都が徴収した市町村税相当額（89 038百万円）を加算し、特別区が徴収した
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度

　

地

　

方

　

税

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

昭

　　

和

　　

41

　　

年

　　

度

　　　

１

　　　　

比

　　　　　　　　　

較

　　　　

ｉ

調ジャブ司1

0

本川昌則‰賜仁謳釧

　　

869 580　　830 515　95.5　郎.9　　153 336　弱｡j　　18.5　11.4:

　　

362 553　　341 118　94.1　39. S　　77 451　48.1　　22.7　j2.ひI

　　　

12 440　　　11 445　　92.C

　　j.3　　　　　339　　θ.2　　　3.θ　　　j.2　　

246 163　　　229 096　　93.1　　2&.7　　　48 849　　30.3　　21.3　　　9.8

　　　

2 217　　　　2 052　　92.6　　　θ.3　　　　　683　　　θ.5　　33.3　　16.9

　　

101 733　　　98 525　　卯.8　　j■5　　　27 580　　17.1　　　28.0　　18.9

　　

345 187　　　329 870　　95.6　　38.5　　　39 550　　24.5　　　12.0　　Ｕ.3

　　

322 148　　　306 831　　95.2　　35.8　　　36 348　　22.5　　　11.8　　10.6

　　　

76 878　　　72 519　　94.3　　　8.5　　　11 989　　　7.j　　16.5　　10.7

　　

144 190　　　136 402　　94.6　　15.9　　　15 459　　9.6　　　が.3　　12.7

　　

101080

　　　

97 910　　96.9　　11.4　　　　8900　　5.5　　　9.ヱ　　　7.8

　　　

23 039　　　23 039　100.0　　　2.7　　　　3 202　　2.θ　　13.9　　20.9

　　　

15 946　　　14 073　　88.3　　　16　　　　1 872　　　j.2　　　13.3　　12.4

　　　

80 516　　　80 516　100.0　　9.j　　　26 822　　16.6　　　お.∂　　10.0

　　　

59 822　　　59 804　100.0　　　7.θ　　　　7 515　　4.7　　12.6　　10.8

　　　

2 674　　　　2 506　　93.7　　θ.3　　　　　45　　θ.θ　　　j.8　　3.6

　　　

2 882　　　　2 628　　91.2　　θ.3　　　　　81　　　θ.θ　　　3.j　　　5.2

　　　　　

871

　　　　　

852

　　

97.8

　　　

θ.j

　　　　　

93

　　

θ.j

　　　

10.9

　　

£9

　　　

27 372　　　25 978　　94.9　　　3.θ　　　　7 720　　£8　　29.7　　25.5

　　　　

1 569　　　　1 469　　93.6　　θ.2　　　　　177　　　θ.j　　　12.0　　8.3

　　　

25 474　　　24 208　　95.0　　　2.8　　　　7 551　　　j｡7　　31.2　　27.3

　　　　　

317

　　　　　

297

　　

93.6

　　　

θ.θ

　　

△

　　

7

　　　

ひ.θ

　

△

　

2.4

　

△

　

1､7

　　　　　　

12

　　　　　　

4

　　

32.4:

　　　

θ.θ

　　　

a

　　

l

　　　

θ.θ

　

ム25.0

　

△84.6

　　　　　

164

　　　　　

19

　　

11.7

　　　

θ.θ

　　

△

　　

9

　　　

θ.θ

　

△47.4:

　　

58.3

　　

897 987　　857 364　95.5　100.0　　161 140　100.0　　18.8　11.8

道府県税相当額(128百万円）を控除した税法上の収入状況である。

－295－



その１

　

都道府県

第19表

　

地 方 税

　

(単位

徴
殉

　

Ｅ

　　

√

　

現

　

年

　

課

　

税

　

分

　　

|

滞納繰越分

|

　

合

　　　

計

＿_

　　　　　

ｌ現年度分｜

　

過年度分

　　

昭和32年度

　　　　　　　

96.2

　　　　　

卯.j

　　　　　　

31.1

　　　　　　

卯.∂

　　　　　

33

　　　　　　　　　

96.7

　　　　　

87.2

　　　　　　

56.6

　　　　　　

卯.7

　　　　　

34

　　　　　　　　　

97.0

　　　　　

89.0

　　　　　　

37.1

　　　　　　

92.2

　　　　　

35

　　　　　　　　　

97.3

　　　　　

90 .j　　　　　　42.8　　　　　　94.2

　　　　　

36

　　　　　　　　　

97.2

　　　　　

92.6

　　　　　　

49.8

　　　　　　

邱.θ

　　　　　

37

　　　　　　　　　

97.3

　　　　　

92.5

　　　　　　

54.9

　　　　　　

弱,j

　　　　　

38

　　　　　　　　　

97.4

　　　　　

92.2

　　　　　　

56.9

　　　　　　

95.6

　　　　　

39

　　　　　　　　　　　

卯.2

　　　　　　　　　　　　　

57.5

　　　　　　

弱.8

　　　　　

40

　　　　　　　　　　　

弱.8

　　　　　　　　　　　　　

54.7

　　　　　　

弱.∂

　　　　　

41

　　　　　　　　　　　

卯.2

　　　　　　　　　　　　　

52.3

　　　　　　

邱.5

　　　　　

42

　　　　

j

　　　　　　

97.4

　　　　　　　　　　　　　

50.1

　　　　　　

95.8

（注）昭和39年度から現年度分および過年度分は合わせ現年課税分とされた。

　　　　　　　　　　　　　　　

第20表

　

昭和42年度市町村

その１

　

市町村民税所得割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

丿

　　

大

　　　　

都

　　　　

市

　　　　　　

都

　　　　　　　　　　　　

団々

　

（楡４

い

団

　

体

　

数

　

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　

標

　　　

準

　　　

税

　　　

率

　　　　　　　　

7

　　　　　

j叩.θ

　　　　　　　

309

　　　　　

1.1倍

　

ま

　

で

　　　　　　　

・－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

16

　

標準税率を

　

l’2倍

　

ま

　

で

　　　　　　　

‾

　　　　　　　

－

　　　　　　　

59

　

退えｕ・

H

緋11

　　

二

　　　　　

二

　　　　　

a2

　　　　　

1.5倍ま

　

で

　　　　　　

ー

|

　　　　　

－

　　　　　　

96

　

不

　　

均

　　

一

　　

課

　　

税

　　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

7

.
・‘

　　　　

ｔ

　　　　　

U

　　　　

100.0

　　　　　　　

559

（注）東京都の特別区については、23区を１として大都市に計上している（以下20表中

その２

　

市町村民税個人均等割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

都

　　　　　　

市

丿

　　　　　　　　　　　　　

団々ａｊ構4J

ﾄﾞ

団･体ａｌ構４よﾋ

　　

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　　

l

　　　　

U.3

　　　　　　

8

　　　　　

l.i

　　

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　　

6

　　　　

85.7

　　　　　

421

　　　　

巧,3
j

　　

標準税率を超えるもの

　　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　

115

　　　　

加,6
！

　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　

－

j

　　　

－

j

　　　

15

1

　　　

2.７

　　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　

7

　　　

100°0， 559　　　　100.0

296 一一



収

その２

率
市 町

の

　

村

推

　　

移

(単位

　

％)

区

　

り現

　

年

　

課

　

税

　

分

　　　　

滞納繰越分

　

ト

　

・

　　　　　　　　　　

現年度分｜過年度分

　

昭和32年度

　　　　　　　

94.1

　　　　　

92.1

　　　　　　

36.2

　　　　　　

即.θ

　　　

33

　　　　　　　　　

94.7

　　　　　

85.6

　　　　　　

36.6

　　　　　　

87.9

　　　

34

　　　　　　　　　

95.7

　　　　　

≪1.7

　　　　　　

39.6

　　　　　　

89.7

　　　

35

　　　　　　　　　

96.6

　　　　　

86.d　　　　　　40.8　　　　　　91.7

　　　

36

　　　　　　　　　

97.0

　　　　　

86.7

　　　　　　

40.d　　　　　　9＆j

　　　

37

　　　　　　　　　

97.1

　　　　　

86.6

　　　　　　

40.9

　　　　　　

93.8

　　　

38

　　　　　　　　　

97.4

　　　　　

8d.6

　　　　　　

42.5

　　　　　　

94.5

　　　

39

　　　　　　　　　　　

97.4

　　　　　　　　　　　　　

42.6

　　　　　　

9d.9

　　　

40

　　　　　　　　　　　

97.5

　　　　　　　　　　　　　

43.0

　　　　　　

95.1

　　　

41

　　　　　　　　　　　

97.8

　　　　　　　　　　　　　

41.2

　　　　　　

95.5

　　　

42

　　　　　　　　　　　

98.1

　　　　　　　　　　　　　

41.0

　　　　　　

96.0

民税超過課税等の状況

(単位

　

％)

　　

４

　　

月

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

市

　　　　　　　　

町

　　　　　　　　

村

　　　　　　　　　　　

計

構成

ﾉ

団

　

４

　

（構成

丿

団４

　

（構成it

　　　　　

－

　　　　　　　　

2

　　　　　　　

θ.j

　　　　　　　　

2

　　　　　　　

θ.j

　　　

55.3

　　　　　　

1 902　　　　　　69.3　　　　　　2218　　　　　　66.9

　　　　

2.9

　　　　　　　　

34

　　　　　　　

j.2

　　　　　　　

50

　　　　　　　

1.5

　　　

10.5

　　　　　　　

149

　　　　　　　

5.j

　　　　　　　

208

　　　　　　　

6.3

　　　　

7.j

　　　　　　　

178

　　　　　　　

6.5

　　　　　　　

218

　　　　　　　

6.6

　　　　

5.7

　　　　　　　　

83

　　　　　　　

3.θ

　　　　　　　

115

　　　　　　　

3.5

　　　

17.2

　　　　　　　

399

　　　　　　

U.5

　　　　　　　

495

　　　　　　

U.9

　　　　

1.3

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

7

　　　　　　　

∂.2

　　　

100.0

　　　　　　

2 747　　　　　　100.0　　　　　　3 313　　　　　　100.0

において同じ｡)。

　

４

　　

月

　

町

団体数

2 034

　

713

　　

－
2 747

　

１

-

　

村

-

構成比
-

　

-

　

74.0

　

26.0

　

－

　

100.0

日

　　

現

　　

在

団体数

　　　

9

2 ４61

　　

828

　　　

15

3 313

計

構成比
-

　

０.3
74.3
Ｊ
J

　
0

2
5
θ
0
0

　
　

１

297

昭和41年４月１日現在

団体数

-

　　　

3

2 53２

　　

831

　　　

7

3 373

構成比

　　

Ｏ､1

　

75.

　

2£

　

θ.

100.

ｊ

６

２
０

比

増

△

△

　

△

(単位

　

％)

　　　　

較

。|－

6
1
3
8

　

７

60

　

２００､０

△

　

2.S

△

　

θ.j

　

lU.

a

　

l.

c
ｏ
ｃ
ｏ

「

　　　　　

｜

Ｉ

　　　　　

；

　　　　　

１

　　　　　　

ｌ

　　　　　

ｉ

　　　　　

ｌ

　　　　

ｌ

　　　　　

ｌ

｜

　　　　　

．

　　　　

ｌ

｜

　　　　

，

　　　　　

ｌ

　　　　

，

　　　

Ｉ

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
｜

－

－

！

！

－



　　　　　　　　　　　　　

第20表

　

昭和42年度市町村

その３

　

市町村民税法人均等割税率別市町村数
ゝＦマ

　

I|’りlり゛｀●●♂゛”‾”

　

‾‾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　

42

　

。

　　　　　

タ

　

|

　

大

　

ｓ

　　

市

　

1二元］

　　　　　　　　　　　　　　　

団体数｜構成比

　

団体数

　　　　　　

法第312条第1項第

　　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　

－

群回未満

|雪消詔

lｕ

　　　

＿

　　　

－

　　　

－

　　　　　　

2号の法人等

　　　　　　

法第312条第1項第

　　　　　　　　

5

　　　　　

71.4:

　　　　　　

361

標準税

り潔昌鏃

lｕ

　　　　

，

　　

71.i　　　368

　　　　　　

2号の法人等

　　　　　　

法第312条第1項第

　　　　　　　　

2

　　　　　

28.6

　　　　　　

197
讐賢４回昌江ｕ

　　　　

，

　

。

　　　

。o

　　　　　　

2号の法人等

　　　　　　

法第312条第1項第

　　　　　　　

＿

　　　　　　

－

　　　　　　

こ

不均一課

り謳削漂

lｕ

　　　

＿

　　

＿

　　

＿

　　　　　　

２号の法人等

　

ゐ，‘

　　　

?4J?y?j:でt摩1項第

　　　　　　　　

7

　　　　　

100.0

　　　　　　

558

　

°゛

|

閣?j:彗19

　　　

7

　　　　　

100.0

　　　　　　

558

その４

　

市町村民税法人税割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

42

　　

年

　　

４

　　

月

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

都

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

団体数ｌ構成比

|

団体数｜構成比

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－
標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　　

7

　　　　

100.0

　　　　　

160

　　　　

昂.6

標準税率を超えるもの

　　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　

392

　　　　

70.1

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　

一

　　　　

－

l

　　　　

u

　　　

j.

j

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

7

　　　　

100.0

　　　　

559

　　　

100.0

その５ 固定資産税税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

42

　　

年

　

７

　

月|

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

都

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

団４ｔ）Ｊｕ

]

石高①iE‾HT

　　

標準税率未満

　　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－・

　

・標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　　

7

　　　　

j叩.θ

　　　　　

362

　　　　

64.9 1

　　

標準税率を超えるもの

　　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　

185

　　　　

お.j

　　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　

－

　　　　

－

1

　　　

11

1

　　　

2.∂

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

7

　　　　

100.0

　　　　　

558

　　　　

100.0
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構

民税超過課税等の状況（つづき）

年
一
市
一
成

6j

65

35

34

比

－

－

．７

．９

３

ｊ

100.0

100.0

７

　　

１

　　

日

　

町

団体数

　　　　

2

　　

1 521

　　

1 224

　　　　

－

　　

2 747

-
町
一
体

日

数

　　　

1

1 922

　

821

　　

－
2 744

月

　　

１

一

一
団体数

-

2 044

１

　
　

０

　

３

５

　

０
９

　

一

〇

　
　

７

　

６

２

2 744

2 744

一

一
構成比

７
H

＞
Ｍ

l
A

I

^

O
i
n
＞
≪

一

０
　

　

５
。
４

　

1 0

一

一
構成比

o
o
o

θ
司
釦

100.0

在

在

構

日

　　

現

　　

在

村
一
成 比

74.5

7j｡7

25.5

25.3

　　

－

100.0

100.0

団体数

-

　　

２

　

1 688

　

1 616

　　

7

　

3 313

団体数
一

　　

1

　

2 291

　

1006

　　

Ｈ

　

3 309

計

団体数

-

2 410

４

　
　

９

　

５

２

　

９
８

　

一

４

　
　

８

　

８

２

3 309

3 309

計

）成J=ﾋ

　　　　

θ.ｊ

　　　　

５０.9

　　　　

48.8

　　　　

θ.2

　　　

100.0

二

|構いﾋ

　　

θ.θ

　

69.3

　

30.4

　　

θ.3

100.0

－299－

構成比

　　

一一

72､8

73.3

27.2

26､７

100.0

100.0

　　　　

(単位

　

％)

昭和41年4月１日現在

団体数 構成比

２

2 247

1 119

５

3 373

0.1

66.6

33.２

θ.j

100.0

(単位

　

％)

昭和41年4月１日現在

団体数

　　　

12

1 728

1 631

　　　

2

33了3

構成比

　　

θ.4

　

51.2

　

48.3

　　

θ.j

100.0

昭和41年7月１日現在

　　　　

一

団体数

1

構成比

　　　

l

2 269

1 096

　　　

2

3 368

　　

θ.θ

　

６７､4

　

32.5

　　

θ.j

100.0

比

増

0
0
5
5
0

1
4
1

　

6

△
△
△

　

△

比

増

　

較

一

増減率

a 83､３

ａ

　

２.3

△

　

θ.９

　

２５０.０

ａ

　

１.8

(単位

　

％)

　　　　

較

0
2
0
9
9

　

2
9

　

5

　
　

△

　

△

増減率

　　

－

　　

j.θ

△

　

8.２

　

４５０.０

ａ

　

１.8

．

　　　　

Ｉ

　　　　　

！

　　　　　

｜

　　　　　

」

　　　

｜

｜

　　　　　

，

　　　　

｜

「

　　　　　

Ｉ

　　

‾･|

　　　　

，

　　　

１

，

　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　　

ｌ

・

　　　　　

Ｉ

　　　　　

Ｉ

　　　　　　

｜

　　　　　

｜

　　　　　

ｌ

　　　　

ｊ

．

　　　　

｜

　　　　　

，

、

　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

｜

　　　　　

｜

　　　　

｜

１

　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　

１

"

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　

｜

｜

ｉ

－

－

－

－

－

ｌ

ｉ

－

－

｜

－

－

－

｜

－

ｌ

－

！

ｉ

｜



その１

　

都道府県

第21表

　

昭和42年度法

　　　　　　

(単位百万円,)
－'ミ

　　

ml●W●IWﾐ●

ｚ

　　　

り晨霖畏レパ凹liり|・ｍﾄｲﾋ観９
ﾄ

　

ｔ

岐

　

阜

　

県

　　　　　　

－

！

　　

－

　　　

2o

　　　

－

1

20

バ

　

こ

　　　　　

Ｔ

　　　　　

二

　　　　　

二

　　　　　

コ

　　　

で

し

徳

　

島

　

県

　　　　　

142

　　　　　

一

　　　　　

一

〇　ぶ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

合

　　

計

　

㈲

　　　　　

594

　　　　　

－

　　　　　

20

　　　　　

30

　　　　

－644

昭和41年度(Ｂ;

　　　　　

466 8　　　　　18 28　　　　　　520

　　　　　　　　　　　　　　

｜

増減(Ａ)-(Ｂ)

　　　　

128
i
a　8　　　　　　2 2　　　　　　124　I

　　　　　　　　　　　　　　

｜

－300－



定外

その２

通
町
普
市
税の状況

村 (単位 百万円）

　　　　　　　　

昭和42年度

　　

昭和41年度

　　　

比

　　　

較

ｓ

　　

゛門がﾘ゛合゛市間訓゛合゛園ペト)－ｏ

犬

　　　　

税

　　　　

76

　　　　

20

　　　　

90

　　　　

21

　　

△

　

14

　　

△

　

I

商品切手発行税

　　　　

12

　　　　　

379

　　　　

12

　　　　

311

　　　　　

0

　　　　

68

林産物移輸出税

　　　　　

8

　　　　

51

　　　　　　

9

　　　　　

51

　　　

△

　

1

　　　　　　

0

広

　　

告

　　

税

　　　　　

7

　　　　

300

　　　　　

7

　　　　

267

　　　　　

0

　　　　

33

立木伐採税

　　　　

１

　　　　

０

　　　

２

　　　

０

　　

△

　

１

　　　　

０

文化観光施設税

　　　　　

1

　　　　

58 1　　　　57 O　　　　　I

砂利採取税

　　　　

１

　　　　

０

　　　　

１

　　　　

１

　　　　

０

　　

△

　

１

と

　　

畜

　　

税

　　　　　

ｌ

　　　　　

ｌ

　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　

０

　　　　　

０

文化保護特別税

　　　　　

l

　　　　

136

　　　　　

1

　　　　

133

　　　　　

0

　　　　　

3

　

合

　　　

計

　　　　　

108 1　　　945　　　　124　　　　842　　△　16　　　　103
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その１

　

道府県税

第22表

　

昭和42年度地方税決算

　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　

昭和42年度

　　　　

昭和41年度

　　

比較

　　

ｇ

　　

゛

　

喘゛ドＰﾄﾞｼﾞﾄﾞ隔ｉ回尹声誤 > {C)-(Rﾆﾉ

法

　

定

　

普

　

通

　

ふ

037 377 922 756 114 621j 832 390し30 387に02 003 12 61」

　

道府

　

県

　

民税。｡247 o］　225 478　21 595し01 930181 875　2o 055　1 540

　　

個

　　　　　　

人

　

167 899　155 476　12 423 140 380 129 015　11 365　1 0581

　　

法

　　　　　　

人

　

79 174　70002　9 17J　61 550 52 860　8 690　　482

　

事

　　　

業

　　　

税

　

493 495　431 438　62 057 386 680 333 075　53 605　8 452

　　

個

　　　　

人

　

34 717 27 123 7 594　29 406 23 136　6 270･-も’ﾀﾞi.,･｡，

　　

法

　　　　

人458 778 404 315 54 463 357 274 309 939 47 335　7 128

　

不動産取得税

　

50 240　42 019･　8 221　42 350 33 326　9 024 △　803

　

道府県たばこ消費税

　

61 044　62 070 △1 026　48 320 49 497 ・1 177　　151

　

娯楽施設利用税

　

16 185 15 093　1 092　13 096 11 680　　1 416 △　324

　

料理飲食等消費税

　

77 575　69 246　8 329i　65 263 56 229　9 034 △　705

　

自

　

動

　

車

　

税

　

87 815 72 821　14 994　69 078 59 564　9 514　5 480

　

鉱

　　

区

　　

税

　　　

846

　　　

768 78　　　802　　669　　　133 4　　55

　

狩猟免許税

　　

491

　　

416 75　　　435　　408　　　27　　48 ，

　

固定資産税（特例）

　　

2 613 3 407i△ 794　　4 436　4 064　　　372 ＆I 166

法定外普通税

　　

644

　　　　

525

　　　

119

　　　

520 639　△　119　　238

旧法によ

　

る税

　　　

ｌ

　　

－

　　

１

　　

２

　　

－ ２△　　１

日

　　　

的

　　　

税

　

92 996 85 833　7 163　78 311 74 138　4 173　2 991

　

軽油引，取税

　

92 603 85 491　　7 112　77 954 73 807　4 147　2 965'

　

入

　　

猟

　　

税

　　　

393

　　　

342| 51　　357　　331　　　26　　　2j
|

　　

合

　　　　　

計

　

1 131 018ﾚ09 114 121 904 911 223805 164 106 059　15 8や

― 302 ―



額と地方財政計画額との比較

その２

　

市町村税 (単位 百万円）

　　　　　　　　　

昭和42年度

　　　　

昭和41年度

　

ｉ

　

(A) (B)叫丿喘゛六戸浅才;こ

法

　

定

　

普

　

通税983 851: 879 944≒03 907 830 515 744 185 86 330　17 577

　

市町村民税418 569 359 080 59 489 341 118に87 963 53 155　6 334

　

個人均等割

　

11 784　11 06ﾀﾞ　　71J　11 445　10 675　　　770△ 51

　

個人所得割277 945ト39 221 38 724 229 096 195 503 33 5931 5 131

　

法人均等割-

　

2 73く　2 218: 517　2 052　　1 777　　　275　　　242

　

法

　

人

　

税

　

割

i

　

126 105へo6 57J　19 529　98 51　80008　18 517　1 012

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　

369 420ﾊﾟ31 775　37 645 329 870に98 573　31 297　6 348

　

純固定資産税

　

343 179 305 863 37 316に06 831ﾚ75 754　31 077　6 239

　　

土

　　　　　

地

　

84 508　76 945　7 56白　72 519　67 842　4 677　2 886

　　

家

　　　　　

屋

　

151 861 130 002　21 859 136 402に19 166　17 236　4 623

　　

償

　

却

　

資

　

産

　

106 810　98 916　7 894　97 910　88 746　9 164 。1 270

　

交付金・納付金

　

26 241　25 912　　329　23 039　22 819　　220　　109

　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　

15 945　14 616　　1 329　14 073　13 136　　　937　　　392

　

市町村たばこ消費税

　

107 338卜090741△1 736　8o 5J　82 4％△1 980　　244

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税1

　

673

ｿ

　

61 130　6 189　59 804　57 682　2 12白　4 067

　

鉱

　　　

産

　　　

税

1

　　

2 551　2 068　　41　2 506　2 21　　274　　209

　

木

　

材

　

引

　

取

　

税
1

　　

2 709　2 201　　508　2 6281　2 103　　525・17

法定外普通税

　　

945:

　　　　　

1

　　　　　　　

8521

　　　　

1

　　　　　　　

1

　

i
798･　　157 1↓　　810　　　61　　　96

旧法による税･

　　　

1o°

　　

1

　　　　　　

19

日

　　　　

的

　　　

税

　

33 6ぷ　3o 7731　2 925　25 97J　24 o]　1 977　　948!

　

入

　　　

湯

　　　

税

　　

1 646　1 3901　　2⊇　1 46J　1 283‘　　　186　　　70

　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　

31 75J　29 052　2 707　24 208　22 392　1 816　　891

　

水利地益税

　　

ム

　　　　

1

　

297

　　　　　　　　　　

i 331△　　38　　　　　i 326△　　25乙x　　131

　

共

　

同

　

施

　

設

　

税

　　　　

き

　　　　　　　　　　　　

４

　

合

　　　　

計i1 018 504 911 515 106 989 857 364ﾄ68 996　88 368　18 62j
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その１

　

交付の状況

第23表

　

昭和42年度

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

区

　　　　　　　　　

分

　　

丿

　

都道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

｜

　　

計（Ａ）

　　

I

地方道路譲与税

　　　　　

58 433　　　　1 365　　　　59 798

石油ガス譲与税

　　　　　　

4 303　　　　　474　　　　　4 777

特別とん譲与税

　　　　　　　

98

　　　　　

4 485　　　　　4 583

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　

62 834　　　　　　6324　　　　　69 158

その２

　

収入超過団体に対する譲与制限の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

あ

　　　　

ん

　　　　

分

　　　　

額

　

区

　　　　　　　　

分

　　

|

　

道路の延長分

　

ｉ

　

道雌の面積分

　

｜

　　

計

　

回

収

　

入

　

超

　

過

　

団

　

体

　　　　　　　　　

｜

　

東

　　　　

京

　　　　

都

　　　　　　

402

　　　　　　

774

　　　　　

1 176

　

神

　　

奈

　　

川

　　

県

　　　　　　

283

　　　　　　　

392 675

　

愛

　　　　　

知

　　　　　

県

　　　　　　　

902

　　　　　　　

979

　　　　　　

1 881

　

大

　　　　

阪

　　　　

府

　　　　　　

294

　　　　　　

417

　　　　　　

711

　　

小

　　　　　　　　

計

　　　　　　　

1 881　　　　　　2 562　　　　　　4 443

その他の道府県および大都市

　　　　　

28 016 27 335 55 351

　

総

　　　　　　　

計

　　　　　

29 897　　　　29 897　　　　59 794

（注）１

　

地方道路譲与税は、毎年４月１日現在における都道府県および大都市の区域

　　　　

び都道府県道の延長にあん分して譲与する。この場合、地方道路譲与税の額の

　　　

２

　

収入超過団体は前年度の基準財政収入額が基準財政需要額をこえる団体であ

　　　　

た額の３分の２に相当する額をこえる場合は、当該３分の２に相当する額）で

― 304



地方譲与税の状況

(単位

　

百万円・％)

　　

昭

　　　

和

　　　

41

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

都道府県|市

　

町

　

村｜

　　

十（B）

　　

ﾚ

Ｌ♂馴‰

B)X100

　　　　　　　

1

　　　

51 767　　　　　　1 228　　　　　52 995　　　　　　6 803　　　　　　12.8

　　　

1 994　　　　　　　229　　　　　　2 223　　　　　　2 554　　　　　　114.9

　　　　　

97

　　　　　　

3 888　　　　　　3 985　　　　　　　598　　　　　　15.0

　　　

53 858　i　　　　5 345　　　　　59 203　　　　　　9 955　　　　　　16.8

　　　　　　　

j

(単位

　

百万円)

控

　　

除

　　

額

　　

再

　

譲

　

与

　

額

　　　

錯誤訂正額

　　　

地方道路譲与額

　　　

(Ｂ)

　　　　　　　　

(C)

　　　　　　

｜

　　　　

(Ｄ)

　　　　　　　　

(Ａ)－(Ｂ)＋(C)＋(Ｄ)

　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

784

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

392

　　　　　　

450

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

225

　　　　　　

265

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1 616

　　　　　　

474

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

237

　　　　　

1 973　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－　　　　　　　　2 470

　　　　　　　

－

　

！

　　　　　　　

1 973　　　　　　　　　　4　　　　　　　　57 328

　　　　　

1 973　1　　　　　　　1 973　　　　　　　　　　4　　　　　　　59 798

（大都市を包括する府県においては当該大都市を除いた区域）内に存する一般国道およ

２分の１を道路の延長で、他の２分の１を’道路の面積であん分する。

り、控除額は、そのこえる額の10分の２に相当する額（この額があん分によって算定し

ある。
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第24表昭和42年度地方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年、

　　

区

　　　　　　　　

・分

　　　　

｜

　

当

　　

初

　

１

　

４

　　

√

国

　　　

税

　　　

三

　　　

税（Ａ）

　　　　　　

2 806 583　　　　　　　234 099

　

所

　　　　

得

　　　　

税

　　　　　　　　　

l 178 391　　　　　　　85 433

　

法

　　　　

人

　　　　

税

　　　　　　　　　

l 178 978　　　　　　　128 972

　

酒

　　　　　　　　

税

　　　

1

　　　　

449 214　　　　　　19 694

地

　

方

　

交

　

付

　

税（B）

　　　　　　

898 107　　　　　　74 912

　

（Ａ）×32.0%

　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

898 107　　　　　　　74 912

　

精

　　　　

算

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　

返

　　　　

還

　　　　

分

　　　　

｜

　　　　　

Ｏ

　　　　　　　　　　

一

借

　　　　

入

　　　　

金（Ｃ）

　　　　　　

30000

　　　　

・20 000

借

　

入

　

返

　

済

　

分（Ｄ）

　　　

・36000

　　　　　　　　　　

－

　

合

　　　　　　

計（Ｂ）十（Ｃ）十（Ｄ）

　　　　　　　

892 107　　　　　　　　54 912

(注)(ａ)欄と第29表その1(A)欄の差は、第29表その１注２を参照のこと。

　　　　　　　　　　　　　

第25表昭和42年度地方

その１

　

配分状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　　　

特

　

別

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　　　　

交

　

付

　

額

　

i構成比

|

　

交

　

付

　

額i構成比

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

570 097　　64.0　　　　22 871　　dO.2

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

320 032　　36.0　　　　34 020　　59.8・

　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　

16 935　　　j.9　　　　　　　1387　　　2.j

　

都

　　　　　　

市

　　　　

104 873　　11.8　　　　14 395　　25.3

　

町

　　　　　　

村

　　　　

198 224　　22.3　　　　18 238　　32.1

　　

合

　　　　

計

　　　　　

890 129　100.0　　　　56 891　　100.0

（注）１

　

昭和42年４月２日以降、昭和43年３月31日までに合併が行なわれた団体につ

　　　　

れている。以下25表において同じ。

　　　

２

　

昭和42年度における特別交付税交付額のうちには、特別交付税の額の算定の

　　　　

を含む。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－306－



交付税の算定基礎
(単位

　

百万円・％)

１

　　　　

！

　　

日口、41

　

年

　

度

　　　

｜

　　　

比

　　　　　　　

較

１４（・））

　

（・≪■ m
(a)_(b) (c) (c)/(b)XlOO

　

3 040 682　　　　2 345 563　　　　2 447 597　　　　　593 085　　　　　24.2

　

1 263 824　　　　1 043 985　　　　1 052 012　　　　　211 812　　　　　20.1

　

1 307 950　　　　　894 728　　　　　995 804　　　　　312 146　　　　　31.3

　　

468 908　　　　406 850　　　　399 781　　　　　69 127　　　　　17.3

　　

973 019　　　　　750 672　　　　　783 323　　　　　189 696　　　　　24:.2

　　

973 019　　　　750 580　　　　783 231　　　　　189 788　　　　　24､2

　　　　　

－

　　　　　　　　

90

　　　　　　　

90

　　　

△

　　　

90

　　　

△

　

100.0

　　　　　

0

　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

2

　　　

△

　　　　

2

　　　

△

　

100.0

　　　

10000

　　　　　

38000

　　　　　

36000

　　　

△

　

26 000　　　△　７２.2

　

△

　

36 000　　　△　42 000　　　△　42 000　　　　　　6 000　　　　　14､3

　　

947 019　　　　746 672　　　　777 323　　　　169 696　　　　21.8

交付税の交付状況
(単位

　

百万円・％)

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和41年度地方交付税

　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　

計

交付額(A)構成比

　

交付額(B)構成比

　

影混乱乳諮混

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

592 968　　　62.6　　　　　486 615　　　62.6　　　　106 353　　　　21.9

　　　　

354 052　　　37.4:　　　　　290 712　　　37.4　　　　　63 340　　　　21､8

　　　　

18 322　　　j.9　　　　　11 161　　　1.4　　　　　7 161　　　64.2

　　　　

119 268　　　12.6　　　　　　97 133　　　12.5　　　　　22 135　　　　22.8

　　　　

216 462　　　22.9　　　　　182 418　　　23.5　　　　　34 044　　　　18.7

　　　　

947 020　　100.0　　　　777 327　　100.0　　　169 693　　　21.8

いては、普通交付税は合併前の各々の市町村に、特別交付税は合併後の市町村に区分さ

例により交付した臨時地方財政交付金（第一種交付金22千円、第二種交付金1 692千円）
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その２

　

普通交付税算定状況

第25表昭和42年度地一方

ｇ

　　　　

゛

し

t

ﾆｺﾞﾝｽ

ji

こj

j

要j…

…7
1

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　　

1 078 414　　　　　336263　　　　1414 6771

≒こ

　

７

　　

二

　

二U

　

I二｜

都

　　　　　

市

　　　　　

303 469　　　108 111　　　411 580

町

　　　　　　　

村

　　　　　　　

302 100　　　　　　8000　　　　　310100

合

　　　　

計

　　　　　　　　

1 830 608　　　　｡588 533　　　　2419 141

（注）ｌ

　

東京都特別区については、地方交付税法第21条の規定に基づき東京都分と合

　　　　

した。

　　　　　　　　

。

　　　

２

　

本表の額は、市町村分については一般算定団体と合併算定団体と単純に合算

　　　

３

　

道府県における財源不足額と普通交付税額との差95億円は、臨時地方財政交

　　　

れたためである。

その３

　

交付、不交付団体の状況

区

道

　

市

(注)

大

　

都

　

町

合

一
１
２

府

　

町

　

都

分

県

　

村

　

市

　

市

　

村

交

３

計

２

３

昭 和 42

付

　

42

173

　　

6

482

685

215

91.3

95.8

85.7

86.2

９７.7

95.7

不

　

交

　

付

　

4

140

　

１

　

8.7

　

4､2

U.3

８

　

３

　

３

　

●

　
　

ｅ

　
　

・

３

　

２

　

４

ｊ７

　

２

　

４

７

　

６

　

４

　
　
　
　
　
　

１

年

　　　

度

　　

46

3 313

　　　

7

　　

559

2 747

3 359

計

100.0

100､0

100.0

100.0

100.0

100.0

道府県分の不交付団体は、東京都、神奈川県、愛知県および大阪府である。

東京都特別区は、不交付団体として大都市分に含めた（23区をｌ団体として

－308

ｉ

　　　　

ｌ

　　　　

ｌ

　　　　　

ｌ

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

Ｊ

　　　

Ｉ

　　　　

。

　　　　　

゛

　　　　　　　　

｜

｜

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

。

　　　　　　　　　　

１

－

－

！

－

－



交付税の交付状況（つづき）

基

　

準

一
財源不足団体

498 817

432 162

129 689

198 596

103 87７

930 979

財

　

政

　

収

　

入

財源超過団体

388 408

261 607

117 722

133 003

　

10 882

650 015

額
一
計

887 225

693 769

247 411

331 599

11４ 759

580 994

財

　　

源

超過額

　　

52 145

　　　

9 337

八

　

18 ４37

　　

24 892

　　　

2 882

61 482

(単位

　

百万円)

財

　　

源

不足額

579 597

320 032

　

16 935

104 873

198 224

899 629

普

　　

通

交付税額

570 097

320 032

　

16 935

104 873

198 224

890 129

算した場合財源超過となるので、単独では財源不足となるが、財源超過団体として算入

したものである。

付金（第一種交付金）が地方交付税の算定の例により道府県分の基準財政需要額に算入さ

(単位

　

％)

　　　

昭

　　　

和

　　　

41

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　

較
_

　　　　　　　　　　　　　　　　　

交

　

付

　

不交付

　

交

　　　　　

付

　

|

　

不

　　

交

　　

付

　　　　　　

十

　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

_

　　　　　　　　　

増χｔl塑懇増減数1増χ率

　　

42
1　　91.3　　　　4　　　8.7　　　　46　　100.0　　　○|　θ.θ　　O　0.0

　

3 219　　95.4　　　154　　　j.6　　3 373　　100.0　△46　△1.4　a 14 A 9.1

　　

6 j　　85.7　　　　1　　　Id. 3　　　　7　　100.0　　　〇　θ.θ　　　O　θ.θ

　　

i

　

476
1　　邸.9　　　78　　U.I　　　554　　100.0　　６　ｊ．３　．１ムj.3

　

2 737
1　　97.3　　　　75　　　2.7　　2 812　　100.0　ム52　A?. 9　.13△17.3

　　

i

　

3 26（　　95.4　　　158　　　4.6　　3 419　　100.0　ム46　△1.4　△14ム8.9

いる｡）
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第25表昭和42年度地方

その４

　

基準財政需要額および基準財政収入額の状況

　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

42

　　

年

　　

度

　　　　　　　

昭

　

和

　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

区

　　　　

分

　　

基準財政

　

基準財政

　

比

　　

率

　

基準財政

　　　　　　

需

　

要

　

額

　

|

　

収

　

入

　

額

　

|

　　　　　　　　

需

　

要

　

額

　　　　　　　

（Ａ）

　　　　

（Ｂ）

　　

(B)/(A1×100

　　　　

（C〉.

　

道

　　

府

　　

県

　　　　

1 414 677　　　887 225　　　　　62.7　　　1 157 128

　

市

　　

町

　　

村

　　　　

1 004 464　　　　693 769　　　　　69. j　　　　851 792

　

大

　

都

　

市

　　　

282 784　　247 412　　　　87.5　　243 483

　

都

　　　

市

　

1

　　

411 580　　331 599　　　80.6　　339 638

　

町

　　　

村

　　　

310 100　　114 758　　　　37.0　　268 671

1

　　　

合

　　

|汁

　　　

！

　　

2 419 141　　　1 580 994

1

65.4　　　.2 008 920

第26表

　

昭

　

和j 42　年　度　国

昭

区 分

義務教育費

生活保護費

児童措置費

老人福祉費

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

金
費
他
金
費
費
他

　

業

　

給
療
生

託
事
の
補
医
衛
の

　

雛
乞
；

委

　
　

財
結
精
そ

合 計

都

　

道

　

府

　

県

309 361

　

47 673

　

14 973

　　

3 405

445 446

　

94 116

　

15 022

　

13 944

　　

5 072

づ8 872

　　　

774

　

26 999

　　

21

　　

71

1 064

770

514

997

29.1

　

£5

　

2.4

　

θ.3

　

dl.8

　

8.8

　

1､4

　

1.3

　

θ.5

　

0.8

　

0.1

　

2.5

　

2.1

　

6､7

100.0

和

　　　　

42

　

市

　　

町

　　

村

　

5 093

97 289

22 521

　

6 358

132 073

　

18 117

　

22 669

　

5 539

　　　

907

　

4 632

　

9 108

　

6 739

　　　

60

　

14 27２

339 838

　

1､5

28.6

　

6.6

　

j.9

38.9

　

5.3

　

6.7

　

j.6

　

o､3

　

1､3

　

2.7

　

2.θ

　

０.０

　

４.2

100.0

年

純

度

一

計

314 454

144 962･

37 494

　

9 763

577 519

112 233

37 691

19 483

　

5 979

13 504

　

9 882

33 738

21 830

　　

85

1 404

786

835

（注）上記のほか国有提供施設等所在市町村助成交付金が、昭和42年度に1 700百方円=
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交付税の交付状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

41

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　

較

基準財政

　

比

　　

率

　　

基準財政需要額

　　　

基準財政収入額

　　

｜

゛合゛

　

(Ｄ)/(C)XI00

　

樹諾訓乳
(
昌混

ら

諾馴乳諮混

　　

714 199　　　　61.7　　　　257549　　　　22.3　　　　173026　　　　2i.2

　　

596 376　　　　70.0　　　　152672　　　　17.9　　　　97393　　　　16.3

　　

216 859　　　　89.1　　　　39 301　　　　16.1　　　　30553　　　　U.I

　　

275 561　　　　81.1　　　　71 942　　　　21.2　　　　56038　　　　20.3

　　

103 956　　　　3＆7　　　　41 429　　　　15.4　　　　10802　　　　10.d

　

1 310 575　　　　65.2　　　　410221　　　　20.4　　　　270419　　　　20.6

庫

　

支

　

出

　

金

　

の

　

状

　

況

　
　
　
　
　

３
７
７
ｊ
θ
７
ｊ
４
θ
７
ｊ
‘
５
ｊ

　

ｏ

　
　
　

Ｊ

　

°
゜
゜
゛
゜
゛
’
゜
゛
‘

　

゛
”

　

゜

額

友

迦
２
θ
む
８
２
ｊ
θ
ｊ
θ
２
７
‘
６

　

1
0
0

昭和41年度純計額

278 506

126 963

　

29 932

　　

8 261

508 537

107 837

　

34 782

　

23 891

　　

7 433

　

16 458

9
7
2
5

7
8
2
9

3
6
6
8

6
5
1
8

　
　

３
２
７

1 261 292

昭和41年度に1 500百万円ある。

22.1

10.1

　

2.j

　

θ.7

do. 3

　

＆5

　

2.7

　

j.9

　

θ.6

　

1∂

　

θ.5

８
Ｎ
.

ｅ
ｎ
　
０

　

・

　

ゆ

　

・

　
　

ゆ

Ｃ
Ｍ

1
-
Ｓ

t
ｏ
　
０

　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　

１

増

△

　

△

　

△

△

35

17

　

７

　

１

６８

　

４

　

２

　

４

　

１

　

２

　

３

比

-

　

減

-

948

999

562

502

982

396

909

408

454

954

503

1 949

　

208

　　

6

143

891

543

311 －

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

額

　　

25.0

　　

12､5

　　

5.3

　　

1､1

　　

48､1

　　

3.1

　　

2.θ

ａ　３､１

△

　

1､0

a

　

2.j

　　

2.4

△

　

1.4

　　

θ.2

　　

£8

　

100.0

増減率

　　

12.9

　　

14.2

　　

25.3

　　

18.2

　　

13.6

　　

£2

　　

8.4

△18.5

£ｉ　１９.６

A 17.9

　　

54.9

　　

5.5

　　

j.θ

　　

8.7

　　

11.4

度
率
年
減
前
増

　

９､4

15.9

22.8

23.9

21.1

13.７

　　

6.5

△

　

4.２

　　

１７.8

　　

3.5

　　

6d.8

　　　

－

　

－

16.5

15.9

「

一一

－

－

ｊ

－
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一

一

一

｜



第27表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　

地

　　　　　　　　　　　　

計

　　

画

　　

額

　　　　

許

　　

可

　　

額

　

ｌ

　

・

　　　　　

゛

　

|

四回卜

　

（tt

　

郎９卜

　

（lt ゛

一

　

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

｜

　

１一般補助事業

　

30 500　　130500 27 012　　－　27 012

　

2

　

公営住宅建設事業

　　

21 500　11 100　32 600　18 018　10 528　28 546

　

3災害復旧事業

　

38 500　　－ 38 500 33 255　　133 255

　

4

　

要務教育施設整備事

　　

40 6001　　　－　40600　40 139　10 2ｿﾞ　50 409

　

5一般単独事業

　　

18 600　7 900　26 500　18 5291 53 270　71 799

　

6

　

辺地対策事業

　　

3000

　　　

－

　

3000

　

3 200　　　－　3 200

　

7直

　

轄

　

事

　

業･‘

　

14 900　　- -1490010870　　－ 10 870

　

8

　

嗇7忿晨税臨時減税

　　

14 500　　　－　14 500　14 409　　　－　14 409

　

9

　

菜産業都市等建設事

　　　

3 500　3 500　7000　12 926　5 417　18 343

　

10

　

藁共用地先行取得事

　　　　

＿

　

6000

　

6 000　　　－　8 802　8 802

　

11

　

退

　

職

　

手

　

当

　

債

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

100

　　

6 400　6 500

　　　　

計

　　　　　

185 600 28 500 214 100 178 458 94 687 273 145

二準公営企業債

　

１

　

港湾整備事業

　　

10 000　4 000　14 000　8 888　4 172　13 060

　

2

　

と畜場整備事業

　　　

700

　　

700

　

1 400　　700　　784　1 484

　

3下水道事業

　

26 500 ’14500 41 000 26 481　17 677 44 158

　

4地域開発事業

　　　

－

　

57 100　57 100　　－　48 037　48 037

　

5

　

貧;SI輦整備・草地改

　　　　

＿（3 500) (3 500）　　－（3 300）（3300）

　　　　

計

　　　　　　　

（3 500）（3500）　　（3 300) (3 300)

　　　　

“

　　　　　　　　　

37 200　76 300 113 500　36 069　70 670 106 739

三

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　

1

　

電丿気

　

事

　

業

　　

6 900　4 100　11 000　5 365　3 162　8 527

　

2上水道事業

　

63 300 68 700 132 00063 300 70 775 134 075

　

3工業用水道事業

　　

6 000　11 500　17 500　5 790　10 709　16 499

　

4地下鉄事業

　

24 100 28 900 53 000 24 240 35 0301 59 270

　

5一般交通事業

　　

2 800 2 700　5 500　2 804　3 650 6 454

　

6

　

その他公営企業

　　

2 600　11 300　13 900 ２ 524　19 901　22 425
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方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況

都

　

道

　

府

資金臨募

４

　

３

　

２

１

　
　
　

２

３

8081

12

66

５

9 431

14

５

　

５

　

５

　

７

　
　
　

Ｉ

８

25

5 41

4 8C

4 19

48

２

　

9

30

43

３

　

５

　

０

　

５

　
　
　

２

　

１

　

１

10

県
一
計

14

12

22

29 1

808

８

　

４

　

４

Ｉ

114 711

７

19

30

57

８

１

　

５

　

３

　

１

　

０

４

　

１

　

２

　
　
　

１

331

指

　

定

　

都

涜金臨募

３

　

３

２

　

１

13 316

2 431

７

９

10

n
£
)

.
-
.

―

ｌ

１

８

１２ ７

１

5 71

5 82

13

18

９

　

１

　

３

－

市
一
計

３

　

４

10

26

４ １１１

３

　

５

－

市

C
Ｎ

r
-
Ｎ

C
Q

■
-
'

(
T
J

O

４

　

５

　

６

　

５

　

９

　

０

６

　

９

　

８

　

６

　

２

　

２

８

　

０

　

９

　

７

　

３

　

３

　
　
　

１

　
　
　

３

　

１

14

98

１

９

ぐ
ぐ
一

　
　

2
0

　
　
　

－

　
　
　

―

り
り
3

8
8
1

ぐ
ぐ
２

28

６

　

２

　

４

Ｑ
り

37 31

１

１

町
一
公募

８

　

９

　
　
　

Ｉ

３

　

２

　

３

　
　
　
　
　
　
　

３

2

11

3

3
14

26

１

５

681

(単位

一

　

村

一

　

計

　

８

１１

９

　

６

　

２

　
　
　

４

　

３

３

1４

　

3

　

2

132

百万円）

交

　

付

公

　

債

２

６

　

７

２％

20

1 ４71

　

1 261

11 785

11 401

(3 292)

(3 292)

　

25 91a

63

２

７

4
3
6

　

一

12 61

12
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第27表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　

地

　　　　　　　　　　　　　

計

　　

画

　　

額

　　　　

許

　　

可

　　

額

　

ｉ

　　　　

゛

　

ﾚ

９か（

ﾖ

石和宵‾司下∇

　　　　

計

　　　　　

105 700 127 200 232 900ﾄ04 023 143 2271247 250

四

　

特

　

別

　

地

　

方

　

債

　

．１

　

住

　

宅

　

事

　

業

　　　

6 500　　　－　6 500「6 261　　　‾　-6 261

　

2病

　

院

　

事

　

業

　　

17 400･　　　－17 400　18 987　　1860　2,0847

　

3

　

素生福祉施設整備事

　　

18100

　　　

－18 100　18 094　　1255　19 349

　

4清

　

掃

　

事

　

業

　　

13 300　　－　13 300　12 582　　987 . 13 569

　

5簡易水道事業

　　

4 200　　－　4 200　4 025　　－　4 025

　

6

　

ぶ恚果菜末処理施設

　　

12 500　　　－　12 500　11 720 3 639　15 359

　　　　

計

　　　　　　　　

72 000　　　－　72 000　71 669　7 741　79 410

　　　　　　　　　　　　　　　

（3 500）（3500）　　　（3 300）（3300)

　　　

合

　　　　

計

　　

400 500 232 000 632 500 390 219 316 325 706 544

五公営企業再建債等

　　　　

－

　

42 000　42 000　　－　36 693　36 693

　　　　　　　　　　　　　　　

（3 500）（3500）　　　　（3300）（3300）

　　　

再

　　　　

計

　　

400 500 274 000 674 500 390 219 353 018 743 237

六

　

枠

　　　

外

　　　

債

　

１

　

消防施設整備事業

　　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

4 264 4 264

　

2

　

雲雀雲業高度化資金

　　　　

＿

　　　

＿

　　　

＿

　　　

＿

　

11 314　11 314

　

3

　

吉ま区画整理組合貸

　　　　

＿

　　　

＿

　　　

＿

　　　

＿

　　

700

　　

700

　

4

　

母子福祉資金貸付金

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

550

　　

550

　

5

　

禅雲生活協同組合貸

　　　　

＿

　　　

＿

　　　

＿

　　　

＿

　　　

13

　　　

13

　

6

　

交通信号機整備事業

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

700

　　

700

　

・頴隷“””

　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

530

　　

530

　

8

　

住宅金融公庫貸付金

　　　　

－

　　　

－

　　　

一

　　　

－

　

10 448　10 448

　

9

　

雲秤雲速度交通営団

　　　　

＿

　　　

＿

　　　

＿

　　　

＿

　

1 000　1 000

　

10

　

都市開発資金貸付金

　　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

3 550　3 550

　　　　

計

　　　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

33 069　33 069

　

4

　　　　　　　　

ｔ

　　　

400 500
治5昌治5昌390

219
S163器州63謐

（注）１

　

公有林整備・草地改良事業欄の（

　

）書は、公営企業金融公庫が委託を受けて

　　　

２

　

特別区については都道府県分、一部事務組合または地方開発事業団について

　　　

が加入するものを除く。）にあつては指定都市分、その他のものにあつては市町
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方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況（つづき）

都

　

道

　

府
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公募

-

66 57

4 55
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１

４
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２

０
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９
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Ｃ
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Ｃ
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Ｃ
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Ｏ

１

　
　
　

１
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県
一
計
-
100801
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５
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２

３

　

１

　

４
５

　
　

９

　
　
　

２

　

９
１

　
　

０

　
　
　
　
　
　
　

２

　
　
　

３

471

314

700

530

773

１１

６

611

471

314
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700
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1 13C

　

21 822

331 381

指

　

定

　

都

29 31

1 130

1 456

ｌ
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62 5
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62

公募

-

42 92

ｌ

０
７

　
　

８

７
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８
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-

１
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９
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一
計

72 241

1 130
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１

　
　
　

１
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ぶ

(8)
611

329

議
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(単位

　

百万円)

市

　　

町

　　

村

公募

33

　

１

８

　

４

７

　

１

５

　

７

　
　
　

２

　
　
　

－

13 041

　

8 951

　

3

　

4

　

43

194

194

計

194

交

　

付

公

　

債

Ｉ

　
　
　

２

　

５

　
　
　

５

　
　
　
　
　
　

３

　
　
　

３

６

　

３
ベ
ノ
５
３
ｆ
ノ
8

4

　

9
2
2
4
2
6

1

　

3
0
／
9
1
9
0

5

　

6
2
8
4
2
3

　
　
　

4
3
7

　
　

3
8

　
　
　
　

C
2

　
　

ぐ
２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

９

　

４

　

ベ
ノ
１

　

３
χ
ノ
４

８

　

5
2
3
4
2
7

9

　

9
9
6
1
9
7

　
　
　
　

２

　
　
　

２

　
　
　

２

　

４
４

　
　

８

　
　
　
　

３
８

　
　

３
８

３

３

-

一

　

一

a
9 35 1

市町村に貸し付けるもので、外書である。

は都道府県が加入するものにあっては都道府県分、指定都市が加入するもの（都道府県

村分として区分した。
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－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－
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－
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－

　

－

　

－
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第28表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　

地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

42

　　　　

年

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

｜

　　

市

　　

町

　　

村

　

４

　　

（発行

　

目

　

的

　

別）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

‾‾

普

　　　　

通

　　　　

債

　

1

　　

88 173　56.9　　156 351　　69.9

　

一

　

般

　

補

　

助

　

事

　

業

　

債

　　　　　

17 H2 11.0　　　　　11858 5.a

　

一般単独事業債

　　　

26 185　　16.9　　41 743　　皿7

　

公営住宅建設事業債

　　　

11 945　　7.7　　　14 474　　6.5

　

義務教育一施設整備事業債

　　　　　　

一

　　　

－

　　　

47 705　　21.3

　

清

　　

掃

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　　

2 273　　　j.5　　　　11 064　　　4.9

　

厚生福祉施設整備事業債

　　　　　

5 521 3.6　　　　12 031　　　5.4

　

公共用地先行取得事業債

　　　　　

4 055　　　2.6 3 375 j.5

　

そ

　

‥

　

の

　　　

他

　　　

21 082　　13.6　　14 101　　6.a

災

　　

害．復

　　

旧

　　

債

　　　　

23 037　　14.9　　　9 339　　4.2

　

単独災害復旧事業債

　　　　

4 728 3.j　　　　4 323　　　j.9

　

補助.災害復旧事業債

　　　　

18 309　　11.8　　　5 016　　2.3

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　　

一

　　　

－

　　　　

2 828　　　j.3

’直

　

’轄

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　　

8 768　　　5.7　　　　1 299　　　θ.6

転

　　　　　

貸

　　　　　

債

　　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

24

　　　　

0..a

退

　　

職．手

　　

当

　　

債

　　　　　

4 700　　　3.θ　　　　2 313　　　j.θ

市町村民税臨時減税補てん債

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

14 314　　　6.4

交

　

‥一付-･

　　

公

　　　

債

　　　　　

13 703　　　8.8　　　　12 404　　　5.5

枠

　　　　　

外

　　　　　

債

　　　　

16 519　　10.7　　　　9 199　　　4.j

都

　

道府

　

県

　

貸

　

付

　

金

　　　　　　

一

　　　

－

　　　

12 276　　　5.5

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　

3 369　　　j.5

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　

154 900　100.0　　223 716　100.0

　　

（借

　　

入

　　

先

　　

別）

政

　　

府

　　

資

　　

金

　　　

75 492　　亀7　　132 202　　59.1

　

資

　

金

　

運

　

用

　

部

　　　

60 461　　39.0　　88 340　　39.5

　

簡

　

易

　

保

　

険

　

局

　　　

15 031　　9.7　　43 862　　19.6

公営企業金融公庫

　　　　

501

　　　　

θ.3

　　　　　

4 071 j.8

　　　

jJミ
市

　　

．中

　　　

銀

　　　

行

　　　　

41 953 27.1　　　35 139　　15.7

保険会社その他金融機関

　　　　

4 599　　　3.θ 5 956　　　2.7

　　　

＝
交

　　

付

　　

公

　　

債

　　　

13 703　　8.8　　　12 404　　5.5

共済組合（恩給組合を含む）

　　　　　

5 804 3.8　　　　　13302 6.∂

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

12 848　　8.3　　　20 642　　9.2

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　

154 900　100.0　　223 716　100.0

(注) １

２

市中銀行とは、都市銀行、地方銀行およぴ長期信用銀行をいう。

　　

〕、

保険会社その他金融機関とは、保険会社、信託銀行、相互銀行、信用金率、
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方

　

債

　

発

　

行

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　

度

　　　　　　　

昭和41年度

　　　

比

　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　　

減

　　

額

　

|増減率1箔果菜

　

244 524　　66.8　　　276 189　　65.0　　a 31 665　　53.9　a 11.5　　48.4

　　

28 970　　　7.9　　　98 315　　23.1　　△69 345　118.0　△70.5　111.7

　　

67 928　　18.6　　　59 850　　14､1　　　　8 078　△13.8　　13.5　　40.3

　　

26 419　　　7.2　　　25 228　　　6･θ　　　　1191　△　2.0　　　j.7　　72.0

　　

47 705　　13.0　　　45 591　　10.7　　　　2 114　△　∂.6　　　j.6　　34.0

　　

13 337　　3.7　　　12 893　　3.θ　　　　444　△θ.8　　3.4　△2.5

　　

17 552　　　j.8　　　15 129　　　3.6　　　　2 423　△　i.l　　16.0　　12.5

　　　

7 430　　　2.θ　　　　　－　　　－　　　　7 430　△12､６　　　－　　　－

　　

35 183　　　9.6　　　19 183　　　j.5　　　16000　△27.2　　83. d　△11.6

　　

32 376　　8.S　　　36 753　　8.7　　△　4 377　　7.5　△11.9　　14.6

　　　

9 051　　　2.5　　　12 155　　　2.9　　a　3 104　　5.3　△25.5　△　７､0

　　

23 325　　　6.3　　　24 598　　　5.8　　a　1 273　　　2.2　a　5.2　　29.4

　　　

2 828　　　θ.8　　　　1 801　　　θ.j　　　　1027　△　j.7　　57.0　　22.9

　　

10 067　　　2.8　　　40 568　　　9.5　　a30501　　51.9　・75.2　　29.9

　　　　

24

　　　

θ.θ

　　　　　

15

　　　

θ.θ

　　　　　　

9

　

△

　

θ.θ

　　

60.0

　

△63.4

　　　

7 013　　　j.9　　　13 246　　　3.j　　a　6 233　　10.6　^ i7.1　△31.2

　　

14 314　　　∂.9　　　20 257　　　j.8　　△　5 943　　10.1　a 29.3　△23.3

　　

26 107　　　7.j　　　l7 947　　　j.2　　　　8 160　△13.9　　必.5　△32､9

　　

25 718　　　Z.θ　　　15 344　　3.6　　　10 374　△n.7　　67.6　　　2.9

　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

3 369　　　θ.9　　　　2 985　　　θ.7　　　　　384　△　θ.7　　12.9　　25.7

　

366 340　100.0　　425 105　100.0　　△58 765　100.0　△13.8　　24.8

　

207 694　　56.7　　　233 541

1　55.0　　△25

852　　44.0　△11.1　　23.6

　

148 801　　40.6　　　187 669　　U.2　　△38 868　　66.1　△20.7　　19.3

　　

58 893　　16.1　　　45 877　　迦.8　　　13 016　△22.1　　28.4　　44.9

　　　

4 572　　　j.3　　　　5 097　　　j.2　　△　　525　　　θ.9　△10.3　a　θ.4

　　

77 092　　21.0　　　124 687　　29.3　　△47 595　　81.0　△38.2　　58.5

　　

10 555　　　2.9　　　15 788　　　∂.7　　a　5 233　　　8.9　△33.1　^ 9.3

　　

26 107　　　7.j　　　17 947　　　j.2　　　　8 160　△13.9　　必.5　△32､9

　　

19 106　　　5.2　　　17 112　　　j.∂　　　　1994　^ 3.4　　11.7　　　1.1
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各種協同組合その他金銭の貸付を業とするもので、市中銀行以外のものをいう。
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9
3
2
2
1
7
5

　

4

　

一

　

４
５

７

　

２

　
　
　
　

２
６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
２

1
2
9
5
5
0
2
5

　

５

　

１
２

－

188
2
6
9

1

　
　

１

一

　

市
一
箇所数

4
2
0
8
4
8

　

I
I

　

一
8

8
0
1

　
　

6
1

1
n

1
/
5

６

一

　

一
２
一
6
2
4
9
5

5
1
4
7

　

9

359

　

29

一

利用者数

一

31 434
４
６

　

４

　
　

８
９
５

　

一

　

〇

　

一

４
８

　

０

　

一

　

５
４
１

　
　

５

３
６

　

４

　
　

２

　
　
　
　
　

１

０C
Ｏ

－

－

44

　　

32７

　　　

38

8 384

２

６

131

253

　

村

専任職員数

5 23４

4 701

　

215

3
5
7

6
5
2

　
　

２
１

2
2
４

－

60

18

　　

－

　　

23

　　

－

　　

76

　　

7

1 225

一
7
5
0
9
1
4

　

２
１

811

　

16

合計である。
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第36表

　

昭丿和

　

42

　

年

　

度

　

老

－

　　

区

　

り

　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度

　　　

．

しｊ

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　

・村

　

｜

　

純

　　

計

　　

叡，「

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　　

780

　　

8.8

　　

3 656　　加.8　　　4 436　　17.9

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　　

341

　　

3.8

　　

2 018　　11.5　　2 359　　9,5

　

扶

　　　

助

　　　

費

　　　

4 316　　48.6　　7 550　　S.θ　　11
866　　47.9

　

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

1 960　　22.1　　2 213　　12.6　　2 734　　11.0

　

普通建設事業費

　　

1 470　16.5　　2 030　　11.6　　3 269　13.2

　　

補助事業費

　　

l 159　13.0　　1 150　　6.6　　2 115　　S.5

　　

単独事業費

　　　

311

　　

3.5

　　

880

　　

5.θ

　　

1 154　　j.7

　

貸

　　　

付

　　　

金

　　　　

－

　　　

－

　　　　　

４

　　

θ.∂

　　　　　

4

　　

θ.∂

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

17

　　

θ.2

　　　　

88

　　　

θ.5

　　　　

105

　　

θ.5

　

合

　　　　　　

計

　　

1

　　

8 884　100.0　　17 559　100.0　　24 773　･ 100.0

第37表 昭 和

　

42 年

　

度 児

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　

!

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜市，町

　

村｜純

　

計

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

9 231　　22.8　　29 505　　3･6.2　　38 736　　お．ｊ
：

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

2 784　　6.9　　7 455　　9.j　　l0 239　　8,7

　

扶

　　

助

　　

費

　　

16 198　如.θ　25 591　31. i　41 789　35.7

　

普通建設事業費

　　

5 415　13.4　14 372　17.6　　18 729　16.0

　　　

補助事業費

　　

2 699　　6.7　　6 216　　7.6　　8 469　　7.2

　　　

単独事業費

　　

2 716　　6.7　　8 156　10.0　10 260　　8.8

　

貸

　　　

付

　　　

金

　　　

2 392　　5.9　　　309　　∂.j　　2 384　　2.θ

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

4 478　　11.0　　4 375　　5.3　　　5 219　　4.5

　　

合

　　　　

計

　　

40 498　too.o　81 607　100.0　117 096　100.0

第38表

　

児 童 福 祉

　

施 設

一

卜

　　

《

昭和35年

　

｜

ﾆ

４｜昭和37年

　

助

　　　

産

　　　

施

　　　

設

　　　　　　

1 196　　　　　1 229
幽　　1
420

§

。｜

‰バ

　

ヅレリレ塙

　

精神薄弱児通園施設

　　　　　

930

　　　

1 296　　　1 580

　

牝牡八呂

　

］レ］レHa

　

教

　　　　　　

護

　　　　　　

院

　　　　　　

5 493　　　　　5 540　　　　　5 641

　

円

（注）厚生省大臣官房調査部編「社会福祉施設調査報告」による。
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人

　

福

　

祉

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額
年4
1
計

和昭
純

3 686

1 917

9 756

2 091
3 130

２ 296

　　

834

　　　

19

　　

110
20 709

童 福 祉

o
ｏ
ｏ
ｎ
≫
-
^
^
^
T
-
＾
o
≫
-
＾
I
ｒ
s
０

　

Ｉ
・
●
・
●
一
Ｉ
●
●
一

７
９
７
θ
５
ｊ
ｊ
ａ
θ
０

ｊ

　

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

　
　
　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

費

度
額
年4
1
計

和昭
純

32 077

　

8 672

32 198

15 294

　

6 563

　

8 731

　

2 148

　

5 376
95 765

　

●
・
欄
一

ｏ
ｏ
　
O
l
　
C
V
5
　
t
o

m

n
5
'
~
l

　

Ｉ
Ｉ
・
一

6
9
2
5

100.

増

の

　

状

　

況

５
ｊ
６
θ
９
ｊ
２
６
０

増

比

　　

減

-

　

750

　

442

2 no

　

643

　

139

△181

　

320

△

　

15

△

　

5
4 064

比

-

　

減

-

6 659
1 567
9 591

　　

３

　　

１

　　

１

△

　

２１

435
906

529

２36

157
331

-

j＆5

△

△
△

0
１
０
１
０
０
＞
＊
i
ｒ
i
O
i
＞
＊
^
^

　

Ｉ
Ｉ
Ｉ
一
一
一
番
・
1

O
T
^
i
n
C
T
5
＞
≪
Ｋ
｡
0
0
0

j
″
ａ
ｊ

　
　
　
　
　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

額

C
S
l
C
o
O
T
-
H
O
i
C
s
j
i
-
Ｈ
Ｎ
.
０

　

一
－
Ｉ
－
欄
一
・
・
・

j
7
5
6
8
7
j
θ
０

３

　

ｊ
ｊ

　
　
　
　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△
１
１

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増滅率

　

４
参
一
一
一
一
一
一

C
l
C
O
^
O
＞
１
１
０
０
０
０
０
０

２
２
２
３

　
　

３
７

　
　
　
　
　
　
　

△

　

△

>
a
a
i

　
　

1
△

(単位

増減率

e
Y
3
^
Ｖ
５
０
０
'
ｒ
H
O
v
＞
≪
O
i
i
ｒ
s
c
ｏ

20.8
>
-
Ｈ０
０
　
i
n
　
Ｃ
)
i
n

o
　
0
1
3

　

一
－
一
一
一
一
・
一

８
９
２
９
７
ｊ
２
２

ｊ
２
２
２
ｊ
ｊ

△
２

△

△
△

３
４
θ
θ
ｊ
ｊ
ｇ
ｊ
７
９

　

一
●
ｇ
ｌ
ｅ
－
・
９
一
Ｉ

Ｃ
Ｏ
ｌ
Ｏ
Ｃ
^
5
C
＾
O
O
O
T
-
i
i
-
Ｈ
≪
i
C
Ｄ

ｊ
ｊ
２
２

　
　

2
2
6
1

百万円・％）

較

1９､2

22.5

21.7

25.0

27.7
23.1

10.6

32.9

21.7

の

　

収

　

容

　

定

　

員

　

の

　

推

　

移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(各年12月31日現在・単位

　

人)

　　　　

容

　　　　　　　　　　

定

　　　　　　　　　　

員

　　

昭和38年

　　

１

　　

昭和39年

　　

｜

　

昭和40年

　

！

　

昭和41年

　

｜

　

昭和42年

　　　　　　

1 559　　　　　　　1 731　　　　　2 136　　　　　2 965　　　　　2 909

　　　　　　

1 420　　　　　　　1 380　　　　　1 317　　　　　1 239　　　　　1 295

　　　　

485 367　　　　　515 038　　　　546 096　　　　574 395　　　　616 731

　　　　　　

7 543　　　　　　　7 371　　　　　7 070　　　　　6 212　　　　　6 365

　　　　　　

5 287　　　　　　5 638　　　　　6 326　　　　　7 232　　　　　7 658

　　　　　　

1 930　　　　　　2 130　　　　　2 200　　　　　2 330　　　　　2 525

　　　　　　

1 305　　　　　　　1 324　　　　　1 190　　　　　1 250　　　　　1 220

　　　　　　

2 214　　　　　　　1 999　　　　　2 208
1　　　　2

126　　　　　1 907

　　　　　　　

524

　　　　　　　　

564

　　　　　　

564

　　　　　　

564

　　　　　　

564

　　　　　　

3 890　　　　　　4 075　　　　　4 603　　　　　4 943　　　　　5 545

　　　　　　

5 671　　　　　　　5 714　　　　　5 821　　　　　5807　　　　　5 592

　　　　　　　

200

　　　　　　　　

200

　　　　　　

200

　　　　　　

200

　　　　　　

250

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

50

　　　　

516 910　　　　　547 164　　　　579 731　　　　609 263　　　　652 611

　　　　　

10 387　　　　　　10 012　　　　　9 852　　　　　9 442　　　　　9 281
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ｌ

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

｜
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｜
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第39表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　

生

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

．

区

　　　　

分

　　

都道府県II市

　

町

　

村｜純

　

計

　

額

人

　　　

件

　　　

費！

　

4 132　　6.3　　8 45ｙ　6.j i　12 589　　6,4
扶

　　

助，

　

費i

　

59 494　卯.2　121 088 i　92.0 180 582　91.9

そ

　　　

の

　　　

他，

　

2 350　　J.5　　2 107 ；　j.（　3 369

1　2.7

　

合

　　　　　　

計

　　

1

　

65 976 I 100.0　131 652
1　100.0 i　196 540 1　100‘0

第40度

　

被 保

　　

護

　　　　　　　　　　　　　　　

被

　

保

　

護

　

実

　

数

　　　　　

生

　

活

　

扶

　

助｜

　

゛

　　

゛

実

　

0. iB W.ぽ群沼|人　員m　ａ

　　　

昭和32年度

　　　　　

1 624　　　. －　　17.8　　　1 431　　　－

　　　　　

33

　　　　　　　　　

1 628　　　　－　　　17.7　　　　1 438　　　　－

　　　　　

34

　　　　　　　　　

1 669　　　　－　　　18.0　　　　1 470　　　　－

　　　　　

35

　　　　　　　　　

1 628　　　　－　　　17. i　　　　1 425　　　　－

　　　　　

36

　　　　　　　　　

1 643　　　　j叩　　　17.4:　　　　1 471　　　　4卯

　　　　　

37

　　　　　　　　　

1 674　　　　j∂2　　　j7.･6　　　　1 524　　　　j∂4

　　　　　

38

　　　　　　　　　

1 745　　　　j叩　　　18.1　　　　1 600　　　　j09

　　　　　

39

　　　　　　　　　

1 675　　　　迦2　　　17.2　　　　1 524　　　　迦j

　　　　　

40

　　　　　　　　　

1 599　　　　97　　　16.3　　　　1 438　　　　97

　　　　　

41

　　　　　　　　　

1 570　　　　卯　　　巧.9　　　　1 402　　　　郊

　　　　　

42

　　　　　　　　　

1 521　　　　96　　　15.2　　　　1 346　　　　94

(注) 厚生省社会局保護課調による。

第41表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　

災

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度

　

ｇ

　　

゛

ﾚ

‾ji・（市田rお）lt ｌ

物

　　　

件

　　　

費

　　　　

105

　　

S.θ

　　　

310

　　

21.0

　　　

415

　　

17.1
扶

　　　

助

　　　

費

　　　　

318

　　

2i.3

　

，

　　

703

　　

i7.7

　　　

1 021　　42.1
補

　　

助

　　

費

　

等

　　　

357

　　

27.2

　　　

144

　　

9.8

　　　

1石8

　　

6.5
普通建設事業費

　　　

124

　　

9.5

　　　

151

　

10.2

　　　

257

　

皿叫

　

補助事業費

　　　

114

　

8.7

　　　

85

　　

5.8

　　

187

　

7.7

　

単独事業費

　　　

10

　　

θ.8

　　　

66

　　

4.4

　　　

70

　　

2.9
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

407

　　

31.0

　　　

167

　　

11.3

　　　

573

　　

23.7

　

合

　　　　　　

計

　　　　

1 311　　100.0　　　1475　　100.0　　　2424　100.0
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ｊ
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ａ

11
４

活

　

保

　

護

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額
年4
1
計

和昭
純

　

11 139

158 023

　

2 943

172 105

者

　　

数

　

6.5

　

91.8

　

1.7

100.0

の

増

比

　

減

-

　

1 450

22 559

　

426

24 435

推

　　

移

額

-

　

5.9

　

92.3

　

1.8

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

　　　

13.0

　　　

14.3

　　　

14.5

　　　

14.2

（１ヵ月平均

　

単位

2.6

15.７

瓦.j

15.5

千人）

　

住

　

宅

　

扶

　

助

　　　　

教

　

育

　

扶

　

助

　　　　

医

　

療

　

扶

　

助

人

　　　

員|指

　

数

|

人

　　　

員|指

　

数

　

人

　　　

員1指

　

数

　　　　　　　

614

　　　　

－

　　　　　　　

496

　　　　

－

　　　　　　　

365

　　　　

－

　　　　　　　

629

　　　　

－

　　　　　　　

500

　　　　

－

　　　　　　　

389

　　　　

－

　　　　　　　

664

　　　　

－

　　　　　　　

510

　　　　

－

　　　　　　　

433

　　　　

－

　　　　　　　

656

　　　　

－

　　　　　　　

4％

　　　　

－

　　　　　　　

460

　　　　

－

　　　　　　　

677

　　　　

jθ∂

　　　　　　　

513

　　　　

jθθ

　　　　　　　

477

　　　　

j∂θ

　　　　　　　

702

　　　　

jθ4

　　　　　　　

521

　　　　

jθ2

　　　　　　　

488

　　　　

102

　　　　　　　

752

　　　　

jが

　　　　　　　

525

　　　　

jθ2

　　　　　　　

543

　　　　

j瓦

　　　　　　　

745

　　　　

j2θ

　　　　　　　

483

　　　　

9j

　　　　　　　

590

　　　　

124

　　　　　　　

728

　　　　

jθ8

　　　　　　　

433

　　　　

8j

　　　　　　　

616

　　　　

j29

　　　　　　　

730

　　　　

j∂8

　　　　　　　

399
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658

　　　　

j38
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況
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計
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その１

　

適用団体数

第42表

　

災

　

害

　

救

　

助

　　　　　　

昭和36年度

　　

昭和37年度

　　

昭和38年度

区

　

づ

ゆ

岫

ﾉゆ尚

尚fn 38 ^ S

火

　　　　　　　

災

　　　

16

　　

16

　　

20

　　

7

　　

7

　　

7

　　

5

　　

5

　　

5

水

　

（談ｎ）

　　

7

　　

42

　

493

　　

11

　　

15

　　

76

　　　

8

　　

13

　　

68

震

　　　　　　　

災

　　　

－

　　

－

　　

－

　　　

１

　　　

１

　　　

７

　　

－

　　

－

　　

－

゛

　

；

　

゛

　

£

　

;;ふ

　

j

　

l;ぷ

　

ｊ

　

，;

　

４

（注）厚生省社会局施設課調により、適用団体数は延数である。

その２

　

昭和42年度の主な被害状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

救

　　

助

　　

法

　　　　　

人

　　

的

発生年月日

　　

災害の種類

　　　　　　

l

　　

l

適

　

用

　

団

　

体

　

死

　　

せ=卜方不明

昭和42年7月～9月

　　

水害（集中豪雨）

　　

10府県60市町村

　　　　

316

　　　　　

7

　　　

8月28日

　　

･･（

　　

･･

　

）

　　

２県38市町村

　　　　　

107

　　　　

32

　　　

9. 22　　　･･（　　･･　）　　2県２市　　　　　　　　一　　　　一

　　　

10. 28　　　･･（台風第34号）　２県４市町村　　　　　　10　　　　－

９？澗鸚

　

干害（西日本干害）

　

２県４市町

　　　　　

「飲料水の供給」

（注）厚生省社会局施設課調により、昭和42年度の主な被害状況は、被害戸数2000戸

その１

　

日的別内訳

第43表

　

昭

　

和
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年

　

度

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度
区

　　　　　

分

　　

1

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

十

　　

額

公衆衛生費

　　

77 282　お.7　57 638　29.6　129 662　35.7

結核対策費

　　

38 071　21.5　12 725　　6.5　49 164　23.5

保

　

健

　

所

　

費

　　　

25 174　　14.2　　7 549　　3.9　　32 677　　9.θ

清

　　

掃

　　

費

　　

36 473　卸.6　116 900　60.0　151 617　む,８

　

合

　　　　

計

　　

177 000　100.0　194 812　100.0　363 120　100.0
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法

　

の

　

適

　

用

　

状

　

況

　

被

　　

害（人）

　　　　　　　

住

　　　

家

　　　

の

　　　

被

　　　

害（戸）

　

負

　　

傷|

　　

計

　　　

全

　　

壊|半

　　

壊|床上浸水|床下浸水|

　　　

計

　　

2 026　　　　2 349　　　1 361　　　1 951　　38 040　　132 381　　　　　173 733

一

　　

813

　　　　　

952

　　　

1 258　　　3 916　　18 866　　41 383　　　　　65 423

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

2

　　　　　

2

　　　

1 453　　　4 501　　　　　　5 958

　　　　

5

　　　　　

15

　　　　

17

　　　　

71

　　　

1 491　　　3 816　　　　　　5 395

　

9 580世帯

以上のものである。

衛

　

生

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額
年4
1
計

和昭
純

114 444

　

51 107

　

28 983

131 354

325 888

　

35.1

　

15.7

　　

8.9

　

40.3

100.0

増

　

比

-

　　

減

-

　

15 218

△

　

1 943

　

3 69４

20 263

37 232

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

額

-

　

dO.9

△5.2

　

9.9

54､4

100.0

増減率

　

13､3

・3.8

　

12､7

　

15.4

　

11.4

19.5

　

5,9

13.6

16.1

15.3
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昭和39年度

　　

昭和40年度

　　

昭和41年度

　　

昭和42年度

廠者喘ﾄﾞ

ﾎ

叫問昌

J

（Ｐ劉書

み

叫胆劉昌

　

12

　　

12

　　

12

　　

6

　　

61

　　

6

　　

2

　　　

2

　　　

2

　　

3

　　　

3

　　　

3

　　

8

　　

20

　　

106

　　　

5

　　

27

　

207

　　

14

　　　

30

　　

195

　　　

5

　　　

16

　　

104

　　

1

　　　

3

　　

30

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

1

　　　

2

　　　

2

　

－

　　

－

　　

－

　　　

1

　　　

1

　　　

2

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

1

　　　

2

　　　

4
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35

　　

148

　　

12

　　

34

　

215

　　

16

　　　

32
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113

ｊ

　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　

ｌ

　　　　　　　　

１

　　　　　　

１

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　

。

　　　　　　　　

｜

１

丿
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その２
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人
物
扶
補
普

　
　
　

繰
そ

合

その３

-

財源内訳

費
費
費
等
費
費
費
金
金
他

都

　

道

-
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17 189

　

62 108

　

24 374

　

13 725

　

3 197

　

10 528

　　

－
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一
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一
一
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1
-
｡0
0

　
　
　

１

市

一
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36

　

8

　

22

　

33

　

11

　

21

　

25

　

9
194

　

町

-

716
173
933
555
771
799
907

　

65
180
484
812

村
-
30.1
18.6

6
６
０
０

≫
-
Ｈ
Ｃ
s
a
　
O

O
i

O
i

　

Φ
一
一
一
一
φ
一
一

＞
＊
'
-
^
＾
*
^
'
*
^
o
c
s
s
＞
≪

　

"
-
(
f
-
l

1
-
Ｈ

≫
-
(

100
０

101 699

　

53 362

　

71 041

　

40 801

　

44 982

　

14 346

　

30 636

　　　　

－

　

27 941

　

23 294

363 120

認.0

召.7

19.6

j12

12.4

　

4,0

　

8.4

　　

－

　

７､7

　

6.4

100.0

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

57 750　32.6　11 264　　5.7　69 014　19.0
都道府県支出金

　　　

－

　　

－

　　

5 230　　2.7　　　－　　一
使用料、手数料

　　

7 430　　4.2　15 955　　8.2　23 385　　6.5
分担金､負担金､寄附金

　　　　

369

　　

θ.2

　　

1 152　　θ.6　　1 204　　θ.3
地

　　　

方

　　　

債

　　　

3 893　　2.2　　13 581　　　7.0　　17281　　4.8
その他特定財源

　　

5 936　　3.4　10 132　　5.2　15 749　　4.3
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

101 622　57.4　137 498　70.6　236 487　邸.j

　

合

　　　　

計

　　

177 000　100. 0　194. 812　100.0　363 120　100.0
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年

　

度

　

公

　　　　　　　　　　　　　　

昭
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年
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区

　　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

１

　

純

　　

計

　　

額

人

　　

件

　　

費

　

11 636　巧.2　15 579　27.0　27 215　21.0
物

　　　

件

　　　

費

　　　

6 619　　8.6　　14 102　　討.5　　20 721　　16.0
扶

　　

助

　　

費

　

28 194　36.5　　322　　θ.6　28 516　肱∂
補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

13 863　　17.9　　9 586　　16.6　　19 906　　15a
普通建設事業費

　　

6 206　　8.θ　　5 917　10.3　　10 459　　8.j

　　

補助事業費

　　

2 165　　2.8　　1 456　　2.5　　2 986　　2.3

　　

単独事業費

　　

4 041　　5.2　　4 412　　7.7　　7 473　　5.8

　　

県営事業負担金

　　　　

一

　　　

－

　　　　

49

　　

θ.j

　　　　

－

　　　

一
繰

　　　

出

　　

’金

　　　

2 362　　3.j　　7 367　　12.8　　9 729　　7.5
そ

　　　

の

　　　

他
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合

　　　　　

計

　　

77 282　100.0　57 638　100.0　129 662　100.0
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件

　　　

助

　

助

　　

費
通建設事業
補助事業
単独事業
県営事業負担

１

　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　

１
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ｌ
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衛

　

生

　

費

　

の

　

状

　

況（つづき）

度
額
年4
1
計

和昭
純

88 476

44 730

73 079

32 181

45 134

17 950

27 184

　　　　

－

　

23 398

　

18 890
325 888

27.2

13.7

22.4

　

9.9
13.8

　

5.5

　

8.3

　　

－

　

7.2

　

5.8

100.0

度
額
年4
1
計

和昭
純

　

70 893

　　　

－

　

２1 324

　

1001

　

15 480

　

14 315

202 875
325 888

　

21､8

　　

－

　

6.5

　

θ.3

　

4､8

　

4､4

　

62.2
100.0

増

増

比

　　

減

~

　

13 223

　

8 632
a 2 038
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乙
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3
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4
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C
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4
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s
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４
７
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状
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1
計
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純
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6 703

　　

－
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9％6
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15.6

24､７

１２.6

　

8.9

　

3.j

　

5.8

　　

－

　

8.3

　

8､7
100.0

増

減
-
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1
3
1
4
2
Ｃ
Ｍ

6
0
0
3
1
C
O

0
2
8
４
6
Ｃ
Ｍ

比

一

　

減

-
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2 811
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6
6
4
0

　

5

3
4
2
7
一
4

5
2
5
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2
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乙
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和

　

42

　

年

　

度
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ｉ

　　　

゛

　

都．

;

（

≒

　

；

　

ド

）

≒

　

ｓ

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　　

471

　　

j.2

　　　

493

　　

3.9

　　　

964

　　

2.θ

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　　

816

　　

2.j

　　　

1 996　　15.7　　2 812　　5.7

　

扶

　　　

助

　　　

費

　　

33 914　　89.1　　8 6H　　67.7　　42 525　　田.5

　

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

2 765　　7.3　　　1 548　　12.2　　2 681　　5.5

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

105

　　

∂.3

　　　　

77

　　　

θ.5

　　　　

182

　　

θｊ

　　

合

　　　　

計

　　

38 071　too.o　12 725　100.0　49 164　100.0

第46表昭和42年度結核

｜

　

区

　　　　　　

分

　

｜

　

対

　

象(Ａ)人

　

口

　

｜

　

受

　

診(Ｂ)者

　

数

　

定

　　

期

　　

分

　　　　　　　　

100 243
1　　　　　　　41 ぶT

　　

使

　　　

用

　　　

者

　　　　　　　　　　　

28 834　　　　　　　　　　　6039

　　

L羅‰j

　　　

ゴ

　　　

二回

　

‰゛詐｜

　　　　

二

　　　

4認u

(注)

区

昭

　

和

１

２

（注）１

　　　

２

厚生省公衆衛生局結核予防課調による。

結核死亡者および死亡率(10万人対比)は、34年32 992人(35.5人)、35年

(24.2人)、'39年22 858人(23.5人)、40年22 188人(22.6人)、41年20 02a人

　　　　　　　　　　　　　

第47表結核医療費公費

分

2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2

3
3
3
3
3
3
3
3
4
4
4

年

総

申

　

請

1 217
1 310
1 324
1 343
1 277
1 173
1 212
1 248
1 220
1 195
1 146

合格

一

　

1 165

　

1 260

　

1 283

　

1 310

　

1 248

　

1 147

　

1 188

　

1 227

　

1 201

　

1 178

　

1 131

数

承 認 申

本
一
請 合 格

被

　　

用

　　

者

人

一
承 認

6
8
5
6
6
6
1
9
8
1
3

6
6
5
4
2
2
6
8
8
8
6

3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3

4
4
7
5
4
3
3
5
3
6
7

8
8
6
5
3
3
6
9
9
8
6

3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3

7
1
2
6
3
1
2
6
3
1
0

6
8
4
6
3
9
9
8
7
8
6

7
7
8
8
8
7
7
7
7
7
7

0
7
6
6
7
6
1
6
3
3
2

8
3
3
2
1
1
1

申

家
一
請

１
／
０
8
3
5
3
9
5
8
5
7

1
2
2
2
0
9
1
3
2
2
1

2
2
2
2
2
1
2
2
2
2
2

厚生省公衆衛生局結核予防課調による。

合格とは、結核予防法第34条の規定による公費負担の基準に合格したもので
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費

　

の

　

状

　

況

度
額
年4
1
計

和昭
純

　

2

44

　

2

51

786
237
859
950
275
107

　

j.5

　

£4

　

87.8

　

5.8

　

θ.5

100.0

増

△

△

△

△

健康診断の実施状況

比
-

　

減

-

　

178

　

575
2 334

　

269

　

93
1 943

△

△

額

-

　

9.2

29.6

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

５
i
n
　
O
i
　
e
v
5
３

２

　
　

３

６
７
２
ｊ
８
８

　　

9.5

　　

3､8

　　

7.5

△13.9

　　

23､3

　　

5.9

(単位

　

千人・％)

受

　　　

診

　　　

率

　　　　　

発

　

見

　

者

　

数

　　　　

患

　

者

　

発

　

見

　

率

　

(Ｂ)/(Ａ)×100

　　　　

1

　　　　　

(C)

　　　　　

｣

　　

(C)/(B)×100

　　　　　

ビ

　　　

4ﾗ

　　　

絨

　　　　　

丿劉

　　　

才

　　　

諮

31 959人(34.2人）、36年27 916人(29.6人）、37年27 852人(29.3人）、38年23 259人

(20.2人）および42年17 675人(17.7人）である。

　

負担件数等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

千人）

　　

保

　　

険

　　　　　

国民健康保険

　　

生活保護

　　

そ

　

の

　

他

　　　　　　

族

合

　

格i承

　

認

　

申

　

請l合

　

格|承

　

認

　

申請|合格|承認

　

申請|合格|承認

　　

200

　　

173

　　

233

　　

224
1 204　234　225　164　　155　150

146

　　

217 1　　180　　　288　　　277　　　250　265　256　　177　　147　　142　137

　　

218 1　　194　　　343　　　333　　　314　272　265　　188　　1 14　　112　　110

　　

216
1　　194　　　417　　　406　　　384　268　263　　186　　80　　79　　76

　　

198 ’　185　　　448　　　438　　　416　248　2４1　　173　　42　　45　　42

　　

187

　　　

182

　　　

４31

　　　

422

　　　

４15

　　

183

　　

180

　　

148

　　

33

　　

32

　　

30

　　

214

　　　

205

　　　

465

　　　

457

　　　

４47

　　

137

　　

13４

　

108

　　

28

　　

22

　　

21

　　

230

　　　

222

　　　

482

　　　

４75

　　　

463

　　

119

　　

117

　　

81

　　

17

　　

16

　　

14

　　

224

　　　

219

　　　

４71

　　　

465

　　　

459

　　

112

　　

110

　　

81

　　

16

　　

1４

　　

11

　　

221

　　　

218

　　　

463

　　　

45７

　　　

４54

　　

107

　　

105

　　

95

　　

1４

　　

1４

　　

11

　　

213

　　　

212

　　　

448

　　　

443

　　　

441

　　

101

　　

99

　　

95

　　

13

　　

13

　　

10

あり、承認とは、合格したもののうちから公費負担が承認されたものである。
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第48表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

丿

　

都

　

道

　

府

　

県

　

丿

　

市

　　

町

　　

村

　

|

　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

20 635　　82.0　　6 410　　8d.9　　27 045　　82.8

普通建設事業費

　　　

1 772　　7.θ　　　513　　6.8　　2 268　　6.9

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 767　　U.θ　　　626　　8.∂　　3 364　　皿∂

　

合

　　　　　　　　　　

25 174　100.0　　7 549　100.0　　32 671　100.0

第49表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

|

　

市

　　

町

　　

村

　

|

　

純

　　

計

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

人

　　

件

　　

費

　　　

10 241　　28.1　　36 234　　31.0　　46 475　　釦.7

物

　　　

件

　　　

費

　　　

7 382　　20.2　　19 575　　16.8　　26 957　　17.8

補

　

助

　

費

　

等

　　　

7 445　　勿.j　　11 341　　　9.7　　17864　　11.8

普通建設事業費

　　　

5 662　15.5　　27 274　　器.3　　32 102　21.2

　

補

　

助

　

事

　

業

　　　　

18

　　

θ.θ

　

10 161　　8.7　10 164　　6,7

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　

5 644　　15.5　　17 113　　14.6　　21 938　　U.5

繰

　　

出

　　

金

　　　

399

　　

1.1

　

l7 813　15.2　18 212　12.0

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

5 344　　14.7　　4 663　　j.θ　　10 007　　6.5

　

合

　　　　

計

　　　

36 473　100.0　116 900　too.o　151 617　100.0
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保

　

健

　

所

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額
年4
1
計

和昭
純

23 867

　

2 110

　

3006

28 983

82.3

　

7

　

2θ

100

Ｊ

４

０

増

清

　

掃

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額

年4
1
計

和昭
純

　

39 543

　

21 991

　

14 578

　

32 560

　

1２ 952

　

19 608

　

13 914

　

8 768

131 354

　

30.1

　

16.7

　

11.1

　

24､8

　　

9.9

　

14.９

　

１０.6

　　

6.7

100.0

増

比

3 178

　

158

　

358

3 694

比

減

　　

6 932

　　

4 966

　　

3 286

・

　

458

△2 788

　　

2 330

　　

4 298

　　

1 239

　

20 263

― 339

　
　
　
　
　

o

e
n

Ｋ
.
　
０

　
　
　
　
　
　

争

　
　

φ

　
　

・

　
　

幽

　
　
　

一

　

t
ｏ

ｘ
i

ｏ
>
　
０

額

　
　

８

　
　
　
　
　

1 0

額

　　

34.2

　　

24.5

　　

16.2

△

　

2.2

△13.7

　　

11.5

　　

21､2

　　　

6．1

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

~

　

13.3

　

7.5

　

11.9

　

12.7

11.8

43.５

１０.8

13.6

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

　　

17､5

　　

22.6

　　

23.0

ム　1.4

△21.5

　　

jム9

　　

30.9

　　

14､1

　　

15.4

j7

お

2j

　

j

７

∂

ｊ

２

△

　

8.2

　

8.5

33.4

20.1

le.i

ｉ

　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ

-

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　

”

　　　　　　　

｜

”－ J j j 二 Z . - ｜

”

　 　 　 　 　 　 　

｜

　 　 　 　 　 　

ｌ

　 　　　　　

ｉ

　　　　　　

ｌ

｜

　　　　　

｜

　　　　　　　　

，

　　　　　　　　

’

　　　　　

１

　　　　　　

１

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

－

｜

！

｜

｜

－

｜

－

－

１

－

－



その１

　

し尿処理

第50表

　

し

　

尿

　

お

　

よ

　

び

　

ご

　　　　　　　

昭和42年３月31日現在

　　

－’四

　　

W〃W’/W－

｜

　

区

　　　

・｜

　

事

　　　　　　　　　

項

　　

特

　

別

　

清

　

掃

　

地

　

域

　

人

　

ロ

　　　　　　　　　　　　　　　

67 855千人

　

水

　　　

公

　　

共

　　

下

　　

水

　　

道

　　　　　　　　　　　　　　　

6 631千人

　

そ

　　　

し

　　

尿

　　

浄

　　

化

　　

槽

　　　　　　　　　　　　　　　　

7 820

　

口

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　

14 451

　　

非

　　

水

　　

洗

　　

化

　　

人

　　

口

　　　　　　　　　　　　　　　

53 404千人

　　

汲

　

取

　　

し

　

尿

　

総

　

量

　　　　　　　　

74 795k//日1　　100.0」

　　　　　

下水道マンホール投入等

　　　　　　　　　　

5 639k//日　　　　7.5%

　

計

　　　

｜

　

し

　

尿

　

処

　

理

　

施

　

設

　　　　　　　

35 805　　　　47.9

　

画

　　　　　

農

　　　

村

　　　

還

　　　

元

　　　　　　　　　　

3 467　　　　　　4.6

　

処

　　　　　

海

　　

洋

　　

投

　　

棄

　　　　　　　

14 250　　　　19.1

　

理

　　　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　　　

6 343　　　　　　8.5

　

量

　　　

゛

　　

計

　　　　　　　　　　　　

65 504　　　　87.6

　　

自

　　　

家

　　

処

　　　

分

　　　

量

　　　　　　　　　　

9 291kV日|’　　12,4％

　　

運

　　　

搬

　　　

用

　　　

器

　　　

材

　　　

ノく

　　

キ

　

ュ

　

ー

　

ム

　

車（台）

　　　　　　　　　　　　　　　

11 978

　　　

運

　

搬

　

用

　

ト

　

ラ

　

ッ

　

ク（台）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

247

1

　　　

海

　　

洋

　　

投

　　

棄

　　

船（隻）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

232

（注）厚生省環境衛生局環境整備課調による。
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み

　

収

　

集

　

処

　

理

　

の

　

状

　

況

その２

　

ごみ処理 昭和42年３月31日現在

　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

丿

　

事

　　　　　　　　　

項

　

特別清掃地域人口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

67 855千人

　

ごみの総排出量

　　　　　　　　　　　　　　　　　

48 340 t/日　　1　　　100.0％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　

焼

　　　　　　

却

　　　　　　　　　　

21 899 t /日　　　　　　45.2%

計

　　

埋

　　　　　

立

　　　　　　　　　

16 594　　　　　　　34.3

画

　　　

高

　

速

　

堆

　

肥

　

化

　　　　　　　　　　　　　

706

　　　　　　　　　　

1.5

処

　　　

堆

　　　　　　　

肥

　　　　　　　　　　　　　

503

　　　　　　　　　　

1.0

理

　　　

飼

　　　　　　　

料

　　　　　　　　　　　　　

281

　　　　　　　　　　

0.6

量

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　　　　

947

　　　　　　　　　　

2.0

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

40 930　　　　　　　84.6

　

自

　　

家

　　

処

　　

分

　　

量

　　　　　　　　　　　

7 410 t/日　　　1　　　　15.4%

　

運

　　

搬

　　

用

　　

器

　　

材

　　

特

　

殊

　

運

　

搬

　

車（台）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4 908

　　

運搬用トラック（台）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

6 349

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

341 ―



参考表（１）し尿処理５ヵ年計画よおびご

　　

分

　　　　　　　　　　　　

区

　　　　

昭和41年度末の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　

49 400k//日

し

　　　

尿

　　　

処

　　　

理

　　　

施

　　　

設

　　

｜

　　　　

3 680万人

地

　　

域

　　

し

　　

尿

　　

処

　

理

　

施

　

設

　　

1

　　　　　　　　　　

81万人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

27 700t/日

ご

　　　

み

　　　

処

　　

理

　　

施

　　

設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3 410万人

（注）１

　　　

２

し尿処理施設関係の普及率は、公共下水道終末処理場およびし尿浄化槽によ

この５ヵ年計画は、昭和44年２月21日閣議決定された。

その１

　

事

　

業

　

費

参考表(1－2)下

　

水

　

道

　

整

　

備

　　　　　　　　　　　　

(単位

　

億円)

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

｜

　　　　

事

　　　　

業

　　　　

費

公

　　　

共

　　　

下

　　　

水

　　　

道

　　　　　　　　　　　

7800

　　

一

　

般

　

公

　

共

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　

4 220

　　

地

　

方

　　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　

3 580

流

　　　

域

　　　

下

　　　

水

　　　

道

　　　　　　　　　　　　

600

　　

一

　

般

　

公

　　

共

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　　

580

　　

地

　

方

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　　

20

都

　　　

市

　　　

下

　　　

水

　　　

路

　　　　　　　　　　　　

500

特

　

別

　

都

　

市

　

下

　

水

　

路

　　　　　　　　　　　　

100

予

　　　　　　

備

　　　　　　

費

　　　　　　　　　　　

300

　

合

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

9 300

(注) この５ヵ年計画は，昭和44年２月21日閣議決定された。

　　

昭和42年度事業費

　　　　　　　

1,227億円

　　

昭和43年度事業費見込額

　　　　

1,387億円
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み処理施設整備５ヵ年計画（昭和42～46年度）

　

昭和46年度末の目標

　　

５ヵ年間の事業量

ト

カ年間の事業費

－

　　　　　

72 700k//日　　　　　　23 300k//日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

490億円

　　　　　　

5 209万人　　　　　　　　　1529万人

　　　　　　　

281万人

　　　　　　　　　　

200万人

　　　　　　　　　　

100億円

　　　　　　

61 700t/日　　　　　　　34 000t/日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

j

　　　　　　　　

740億円

　　　　　　

7080万人

　　　　　　　　　

3 670万人

るものを含む。

５

　

カ

その２

年

　

計

　

画（昭和42～46年度）

整備状況等

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

丿

　

昭和41年度末

　

ｌ

　

昭和42年度末

　

｜

　

昭和46年度末

市街地面積（km2）

　　　　

5 025 5 300 6 910

市

　

街

　

地

　

人

　

ロ（万人）

j

　　　　　

4 900 5 280 6 560

整

　

排水面積（k㎡）

　　　　　

886

　　　　　

986

　　　　　　　

2 042

霖

　　

排水人口（万人）

　　　　　

1 521　　　　　1 642 3 206

況

　　

処理対象人口（万人）

　　　　　

1 347　　　　　　1 672　　　　　3 539

。

　　

排水面積

　

（％）

　　　　　

19.9

　　　　　

加.5

　　　　　

32.5

及

　　

排水人口

　

（％）

　　　　　

31.0

　　　　　

訂.j

　　　　　

48.9

率

　　

処理対象人口

　

（％）

　　　　　　

27.5

　　　　　　

31.6

　　　　　　

5j?.9

－343



その１

　

日的別内訳

第51表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　

WIWr-7=

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

区

　　　　　　　

分

　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

失業対策費｜

　

28 452　　52.3　　52 879　　92.2　　　80965

1
73.0

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

25 946　　f.7　　4 457　　7.8　　29 995　　27.0

　

合

　　　　

計

　　　

54 398　100.0　57 336　100.0　H 0 960

1

100.0

その２

　

性質別内訳

Ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度
ド

　　

・

　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

10 719　　j9.7　　3 468　　6. θ　　14 187　　12.8

　

失業対策事業費

　　

25 873　　47.6　　49 499　86.3　　75 372　　67.9

　　

補助事業費

　　

21 973　如.j　37 343　65.1　59 316　肱５

　　

単独事業費

　　

3 900　　7.2　12 156　21.2　16 056　14.4:

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

17 806　　32.7　　4 369　　7.7　　21 401　　19.3

　　

合

　　　　　

計

　　　

1

　

54 398
1　100.0

57 336　　100.0　　H0960 100.01

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度
区

　　　　　　　

分

　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

国庫支出金J

　

17 301　お.い　22 531　39.3　39 382
1　35.5

都道府県支出金

　　　　

－

　　

－

　　

1 157　　2.θ ‾1　　‾

その他特定財源

　　　

8 386　　15.4　　3 581　　6.3　　12 224 1 11.0

一般財源等

　

1

　

28 711　52.8 1　3o 067　52.4　59 354　53.5

　

合

　　　　

計

　

1

　

54 398　100.0　57 336　100.0　110 960　too.o
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労

　

働

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額
年4
1
計

和昭
純

増

比

-

　

減 額

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増
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5500

　　　　　　　　　

514
融

　　　　

資

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　

3 000 2111

　

合

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

26 000　　　　　　　　1 824

（注）

　

１

　　　　

２

　　　　

３

農林省農地局調による。

この長期計画は、昭和41年３月25日閣議決定された。

前期５年（昭和40～44年度）の投資額は11,500億円、後期５年（昭和45～

第57表

　

昭 和 42

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度
区

　　　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県｜市

　

゛

　

ヤ｜純

　

計

　

額

人･

　　　

件

　　　

費

　　　

10 371　　13.2　　　1968　　　7.8　　12339　　公.4
普通建設事業費

　　

58 015　7j.E　19 559　78.0　68 092　S.8・

　

補助事業費

　　

49 706　63.4　11 189　44.6　53 964　58.5

　

単独事業費

　　

7 699　　9.8　　7 352　　29.3　　13 518　　U.6

　

国直

　

事業負担金

　　　　

610

　　

θ.8

　　　　

－

　　　

－

　　　

610

　　

θ.7・

　

県営輦業負担金

　　　　

一

　　　

－

　　

1 018　　4.1　　　　一　　　一＝
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

9 985　　12.8　　3 566　　U.2　　11 881　　12.8

　

合

　　　　

計

　　　

78 371　100.0　　25 093　100.0　　92 312　100.0

― 350



農

　

地

　

費

　

の

　

状

　

況

昭

　

和

　

41

　

年

　

度
純

　　　

計

　　　

額
増

比
-

　

減

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

長

41

　

8 069

123 121

100 613

　

20 487

　

2 021

　　　

－

　

9 485

140 675

　

期

-
資
-

　

年

計

１

２

度

画

一
実

901
577
634
137
553
239

140

　

5.7

　

87.5

　

７１､5

　

U.6

　

1.4

　　

－

　

6.8

100.0

30

23

　

6

　

1

32

679

417

472

049

896

　

－

309

405

(昭和40～49年度)

42

績
一
年 度

2 270

　　

740

　　

773

　　

174

　　

583

　　

286

2 556

49年度）の投資額は14,500億円である。

林

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況

昭

　

和

　

41

　

年

　

度

純

　　　

計

　　　

額

11
59
47
11

10

81

095

974

490

946

538

　

－

365

434

13.6

73.7
583

14.ｒ

　

θ.7

　　

－

　

12.7

100.0

増

比

-

　

減

-

1 24４

8 118

6 47４

1 572

　

1

10

　

72

　

－

516

878

43

投

額

-

　

2､1

　

93.9

　

72､4

　

18､7

　

2.8

　

－

　

j.θ

100.0

　

年

資

　

見

額

-

　

11､4

　

74.6

　

59.5

　

14.5

　

O､６

　

－
u.o

100.0

度

込

2 506

　　

929

　　

740

　　

188

　　

649

　　

282

2 788

　

8､4

24､7

23､3

29.5

44､3

　　

－

13.8

23.0

　

7.8
2£5

21.8

釣.8

25.0

　

－

　

9.2

22.3

(単位

　

億円)

42

　

年

　

度

進

　　

捗

未

　

率

25､1
20.8

　

６

　

８

ｙ
ｎ

3０.0

24.5

25.1

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

11.2

13.5

13.6

13､2

13､2

　　

－

j£6

13.4

11､4

18.3

22.5

　

£j

　

9､1

　

－
13､7

16.7

－351 －

，

　　　　

１

　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　

ｉ

　　　　　　

１

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　

・

　　　　　　　　

｜

Ｉ

　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　

｛

　　　　　　

｜

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

ｌ

－

＝

－

Ｊ

－

１

｜

Ｉ

　　　　　

Ｉ

「

　　　　　

’I

　　　　　　　　

，

　　　　

’，

　　　　　

.I

　　　　　　

I



第58表 造

　　

林 事 業

　

国

　

林

　

野

　

庁

　

所

　

・{余嘉蛋芸

　　　

2;

　　

ｊs

　　　

;a

　　

J

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

136

　　　　

124

　　　　

H3

　　　　

131

　　　

そ

　

の

　

他

　

の人工更新

　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　

２

　　　

官

　

庁

　

所

　

管{天然更新

　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　　

０

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　

２

　

営

　　　　　　　　　

人工更新

　　　

70

　　　

76

　　　　

76

　　　　

84

　　　　　　

計

　　　

{天然更新

　　　　

67

　　　　　

49

　　　　

38

　　　　

49

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

137

　　　

125

　　　

H4

　　　

133

　　　　　　　　　　

人工更新

　　　

15

　　　

14

　　　

17

　　　

16

　

八

　

都

　

道府

　

県

　

営{天然更新

　　　　

３

　　　　　

２

　　　　　

２

　　　　　　

３

　

゛

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

18

　　　　

16 19　　　　19

　　　

市田J-ｕ、jiｵｉａ{炎嘉蛋軒

　　　

2;

　　　

2?

　　　

21

　　　

31

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　

35

　　　

35

　　　

29

　　　

38

　

営

　　　　　　　　　

人工更新

　　　

42

　　　

42

　　　　

42

　　　　

47

　　　　　　

計

　　　

{天然更新

　　　　

11

　　　　　

9 6　　　　10

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

53

　　　　

51

　　　　

48

　　　　

57

　　

゛｀

　　

叶騏馴

　

到謳

　

ｺﾞ|

　

ゴ

ブ

　

昨夕ｎEｎEｎaＵll

（注）農林省統計調査部編「林業生産統計年報」による。

第59表 昭

　

和

　

42 年

　

度

　

水

ｇ

　　　

゛

し

道

j

（

≒

　

J

　

ド

）

度：

ｔ

　

ｌ

人

　　　

件

　　

｀費

　　　

5 924　　16.2 1　　　922　　　6.j　　6 846　　15.0

物

　　　

件

　　　

費

　　　

2 585　　7･ｼ　　　344　　2.5　　2 929　　6.j

補

　

助

　

費

　

等

　　　　

894

　　　

2.4

　　　

1 301　　　9.j　　　19081　　4.2

普通建設事業費

　　

23 815　65.0　10 583　76.4　30 108　65.8

　

補助事業費

　　

19 929　54.4　7 206　52.0　25 324 55.3

　

単独事業費

　　

3 774　迦.い　1 826　13.2　　4 667 10.2

　

国直轄事業負担金

　　　　

112

　　

0.3 I　　　　5　　　θ.θ　　　　117　　　θ.3

　

県営事業負担金

　　　　

一

　　　

一

　　

1 546　　11.2　　　　－　　　－

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

3 433　　9.3　　　　701　　　5.j　　3 965　　8.6

　

合

　　　　

計

　　　

36 651　100.0　　13 851　100.0　45 756　100.0

352



の 実

　　

施 状

　　

況 (単位 千ha）

昭和36年度1昭和37年度|昭和38年度|昭和39年度|昭和40年度I昭和41年度1昭和42年度

　　　　　　

84

　　　　　

78

　　　　　

80

　　　　　

82

　　　　

85

　　　　

91

　　　　

91

　　　　　　

45

　　　　　

60

　　　　　

51

　　　　　

57

　　　　

51

　　　　

56

　　　　

59

　　　　　

129

　　　　　

138

　　　　　

131

　　　　　

139

　　　　

136

　　　　

147

　　　　

150

　　　　　　

4

　　　　　

12

　　　　　

18

　　　　　

20

　　　　

20

　　　　

22

　　　　

22

　　　　　　

0

　　　　　　

0

　　　　　　

0

　　　　　

2

　　　　　

1

　　　　　

0

　　　　　

0

　　　　　　

4

　　　　　

12

　　　　　

18

　　　　　

22

　　　　

21

　　　　

22

　　　　

22

　　　　　　

88

　　　　　

90

　　　　　

98

　　　　

102

　　　　

105

　　　　

113

　　　　

113

　　　　　　

45

　　　　　

60

　　　　　

51

　　　　　

59

　　　　

52

　　　　

56

　　　　

59

　　　　　

133

　　　　　

150

　　　　　

149

　　　　　

161
1　　　157　　　　169　　　　172

　　　　　　　　

I

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I

　　　　　　

191

　　　　

18

　　　　

191

　　　

18 21　　　　20　　　　24

　　　　　　　

2

1

　　　　　

3

　　　　　

31

　　　　

2

　　　　

2

　　　　

1

　　　　

2

　　　　　　

21 1　　　　　21　　　　　22　　　　　20　　　　23　　　　21　　　　26

　　　　　　

30

　　　　　

33

　　　　　

33

　　　　　

30

　　　　

30

　　　　

28

　　　　

25

　　　　　　　

6

　　　　　　

4

　　　　　　

4

　　　　　

5

　　　　　

3

　　　　　

4

　　　　　

3

　　　　　　

36

　　　　　

37

　　　　　

37

　　　　　

35

　　　　

33

　　　　

32

　　　　

28

　　　　　　

49 1　　　　　51　　　　　52　　　　　48　　　　51　　　　48　　　　49

　　　　　　　

81

　　　　　

7

　　　　　

7

　　　　　

7

　　　　

5

　　　　

5

　　　　

5

　　　　　　

57
j　　　　　58　　　　　59　　　　　55

」　　　56　　　　　53　　　　54

　　　　　

260

　　　　　

251

　　　　　

226

　　　　

2２5
1
207　　　　193　　　　192

　　　　　　

87

　　　　

79

1　　　64　　　　58　　　50　　　45　　　40

　　　　　

347

1

　　　　

330

　　　　　

290

　　　　

283

　　　　

257

　　　　

238

　　　　

232

　　　　　

397

　　　　　

392

　　　　　

376

　　　　

375

　　　　

363

　　　　

354

　　　　

353

　　　　　

140

　　　　　

146

　　　　　

122

　　　　

124

1　　　107 1　　　106　　　　104

　　　　　

537

　　　　　

538

　　　　　

498

　　　　

499

　　　　

470

　　　　

460

　　　　

457

産

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況

昭

　

和

　

41

　

年

　

度
純

　　　

計

　　　

額

5 993

2 579

1 710

27 205

22 754

　

４ 373

　　　

78

　

3

41

846

333

増

14.5

　

6.2

　

4､2

65.8

55.0

10.６

Ｊ

　

一
Ｊ

　
０

θ

　
　

９
0
0

　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

8
3
0
4
9

　
　

9
3

　
　

一

　
　
　
　
　
　
　

5
3
5
0
9
0

　

7
9
3

　

一

　

１
２

比

一
減
て
ｓ
ｌ
一
一
一
一
］
］
つ
』

　
　

Ｉ
ヅ

3
5
3

額

-

　

19､3

　

7､9

　

j.5

　

65.6

　

58.1

　

6.6

　

θ.9

　　

－

　

2.7

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　　　　　

14.2

　　　　　

13.6

　　　　　

召.6

　　　　　

10.7

　　　　　

11.3

　　　　　

6､7

　　　　　

51.9

　　　　　　

－

　　　　　

3.j

　　　　　

10.7

11.0

　

8.θ

10､1

16.1

18.6

　

4.j

54.0

7.j

3.7

｜

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１
！

ｌ

１

｜

－

－

｜



管環者別漁港数

第60表

　

漁 港

　　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

｜

　　

第

　

１

　

種

　

漁

　

港

Ｔ
芸が勺ド呉

　

｜

　　

濁

　

管

　

理

　

者

　

未

　

指

　

定

　

の

　

も

　

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　

合

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2 139

(注) 水産庁漁港部計画課調による。

参考表（３）漁

　

港

　

整

　

備

　

計

　　　　　　　

゛鴇色鴛‘11

　

日slﾛ38年度実績

　

Oa和39年度実績

区

　　　

分

　

|

事業費|うち国費|事業量iうち国費|進捗率|事業量|うち国費|進捗率

本

　　　

土

　　

63 782 ・33 964　3 634　1 857　　5.7　4 594　2 311　12.9

離

　　　

島

　　

18 718　17 047　　1 428　　1 333　　7.6　　1 633　　1 550　16.4

北

　

海

　

道

　　

17 500･。16 983　1 572　　1 547　　　9.θ　　1834　　1 805　19.5

合

　　

計

　　

100 000　67 994　6 634 j　4 737　　6. 6　8 061　　5 666　14. 7

(注) １

２

水産庁漁港部計画課調による。

当初整備計画対象380港のうち、昭和43年度末で49港が整備済の予定である。

第61表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

その１

　

性質別内訳

　　　　　　　　

｜

　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度

　　　　　

｜

　

ｇ

　　

リ，

道

　

府

　

県

　

）

　

田J‘

　

（純

　　

計

　　

額

　

I

人

　　　

件

　　　

費

　　　

10 94り　　6.5　　7 987　　12.0　.18 928 1　　8,2

物

　　　

件

　　　

費

　　　

5 371　　　∂.2　　3493　　5.2　　8 864 i　3.8

補

　

助

　

費

　

等

　　

12 225　　7.E　10 651　16.0　21 793

1　9.j

普通建設事業費

　　

11 682　　7.θ　　10 375　　15.6　　21 221
1　9.j

　

補助事業費

　　　

2 555　　2.5　　　998　　j.5　　3 547 I　1.5

　

単独事業費

　　　

9 12ﾘ　5.5　　9 073　13.6　　17 674　　7.6

　

県営事業負担金

　　　　

－｜

　　

－

　　　

304

　　　

0.5　　　　－　　　－

貸

　　

付

　　

金

　

123 564　73.5　28 583　42.9　151 525　65.3

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

4 235 1　　2.5　　5 533　　8.3　　　97671j.2

　

合

　　　　　

別‾

　　　

168 018 1 100.0　　66 622　　100.0　　232098

1　100.0

- 354 ―



施

　　

設 の

　　

状 況

(昭和44年１月１日現在)

第２種漁港｜

　

第

　

３種漁港｜第

　

４種漁港｜合

　　　

計

　　　　　

副

　　　　

9a

　　　　

ご1

　　　

2昌

画（昭和38～45年度）の進捗状況

(単位

　

百万円・％)

　

昭和40年度実績

　

ｉ

　

昭和41年度実績

　

１

　

昭和42年度実績

　　　

昭和43年度見込

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
叫以祠事ｎい|叫事業眺謳→叫訃t回

5 587 3 019!　21.6＼　6 516 3 495　31.8＼　8 115 4 375!　4も6 8 853' 4 786　豚5

1 953 1 8531　26.81　2 260 2 097　38.;　2 5881 2 307　52. 71 2 726 2 435　67.3

2 116 20571　31.6　2 313 2 270　44.8　2 659 2 588　60.0 2 848 2 754　76.2

9 656 6 929　24.41　11 089｣7 862　35'41　13 362 9 2701　48.814 427 9 975j　63.2

商

　

工

　

費

　

の

　

状

　

況

昭

　

和

　

41

　

年

　

度

純

　　　

計

　　　

額

16 522

　

7 722

18 768

17 379

　

3 272

1４ 107

125 475

　

8 183

194 049

　

8.5

　

j.θ

　

9.7

　

9.θ

　

1.7

　

7.3

　　

－

　

64.6

　

j.2

100.0

増

比

-

　

減

　

2 406

　

1 142

　

3 025

　

3 842

　　

275

　

3 567

　　　

－

26 050

　

1 584

38 049

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

額

-

　

6.3

　

3.0

　

7.9

　

10.1

　

0.7

　

9.j

　

68.5

　　

j.2

100.0

増

　

減

　

率

Id.6

14.8

16.1

22､1

　

8.4

25.3

20.8

19. d

19.6

11.4

16.4

　

8.1

38.5

35.3

39.2

18.1

20.0

18.0

355 ―
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．

　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　

Ｌ

　　　　　　

Ｉ
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－
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－

－

－
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－
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その２

　

財源内訳

第61表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度

　　　　

考

　

区

　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県｜市

　

田J･

　

村｜純

　

計

　

iﾔ|

使用料、手数料

　　　

2 019
1 j.2　　　1330　　　2.θ　　　3349 1.4‘

分担金､負担金､寄附金

　　　

639

　　

θ.

ﾘ

　　　

633

　　

j.θ

　　　　

894

　　

O.d

地

　　　

方

　　　

債

　　　

12 324　　7.3　　2 188　　3.3　　12 112　　5.2･･

諸

　　

収

　　

入

　　

94 423　56.2　29 204　43.8　123 190　53.1‘

その他特定財源

　

、12 109　　7.2　　4 547　　6.8　　15 885　　6.9

一般財源等

　　

46 504　　27.7　　28 720 お.j　76 668

1

33.0

　

合

　　　　　

十

　　

1

168 018 100.0　66 622 100.0
1
232 098　100.0

その１

　

日的別内訳

第62表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

|

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

丿

　

純

　　

計

　　

額

土木管．理費

　　

26 040　　3.3　27 827　　5.9　53 497　　£4
道路橋りIよう費

　　

337 172　お.θ　170 494　36.0　492 647　　昶.3
河川海岸費

　

143 120　18.3　15 444　3.∂　156 573　12.8
港

　　

湾

　　

費

　　

56 527　　7.2　24 611　　5.2　75 255　　6.2
都市計画費

　

118 170　15.1　158 340　33.5　269 043　22.0
住

　　

宅

　　

費

　　

98 226　12.6　75 328　16.0　171 927　id.O
空

　　　

港

　　　

費

　　　

4 025　　θ.5　　　215　　θ.2　　4 187　　θ.3

　

合

　　　　

十

　　

783 280　100.0　472 259　100.0　1223 129

1

100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　　　　　

Ｉ

　

区

　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

人

　　

件

　　

費

　

1

　

32 535　　j. 2　50 763　皿り　83 298　　6.8
物

　　　

件

　　　

費

　　　

49％

　　

θ.6

　　

10 492　　2.2　　15 488　　1､3
維持補修費

　　

31 668　4.θ 31 473 6.7　63 141　　5.2
普通建設事業費

　　

666 738　砧.j　356 460　75.5　993 238　81.2

　

補助事業費

　

473 309　60.4　168 590　35.7　641 545　52.5

　

単独事業費

　

135 446　17.3　161 366　誕.2　287 474　器.5

　

国直轄事業負担金

　　　

57 983　　7.j　　6 236　　j.3　　64 219　　5.2

　

県営事業負担金

　　　　

一

　　　

－

　　

20 268　　4.3　　　　－　　　一
失業対策事業費

　　　

3 726　　θ.5　　　596　　θ.j　　4 322　　θ.3
貸

　　　

付

　　　

金

　　　

31 460　　4.θ　　9 956　　2.j　　40 604　　3.∂
そ

　　

の

　　

他

　　

12 157　　j.6　12 519　　2.7　23 038　　19

　

合

　　　　　

計

　　　

783 280　　100.0　472 259 1　lOO.O 1 223 129　　100.0
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商

　

工

　

費

　

の

　

状

　

況（つづき）

昭

　

和
純

度
額
年4
1
計

　

2 882

　

1 ４37

　

5 943

106 693

　

14 081

　

63 013

194 049

　

j.5

　

0.7

　

3､１

　

５５.0

　

7.2

　

32.5

100.0

土

　

木

　

費

　

の

　

状

　

況

昭

　

和

　

41

純

　　　

計

　　　　

46 339

　　　　

４23 774

　　　　

139 578

　　　　

70 735

　　　　

２42 ２43

　　　　

142 050

　　　　　

1 553

　　

1 066 272

昭

　

和
純

　　

71

　　

13

　　

55

　　

870

　　

567

　　

245

　　

57

　　　

4

　　

30

　　

20

1 066

N

　

４､４

39.7

13.1

　

6.6

22.7

13.3

　

θ.2

100.0

度
額
年4
1
計

945

360

604

049

518

180

351

　

－
668

495

151

272

ク
F
3
2
6
2
θ
４

　

４
９
９

　

・
’
・
‘
・
’
・

一

　

’
・
・

６
ｊ
５
ｊ
３
３
５

　

θ
２
ｊ

　
　
　

Ｃ
Ｏ
　
i
n
　
C
^
a

100
０

増

増

増

△

比

-

　

減

-

　

467

　

543

6 169

16

　

1

13

38

497

804

655

049

比

-

　

減

　

7

　

68

　

16

　

4

　

26

　

29

　

2

156

比
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873
995
520
800
877
634

857

　　

減

11 353

　

2 128

　

7 537
123 189

　

74 027

　

42 294

　

6 868

　　　

－

△

　

346

　

10 109

　　

2 887

156 857

357 ―

　

額

-

　　

1.２

△

　

2.4

　

16､2

　

43.4

　　

4.7

　

35.9

　

100.0

額

-

　

4.6

　

43､9

　

10.8

　

2.９
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(単位
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較

増

　

減

　

率

　　　　　

16.2

　　　

a　37、8

　　　　

103.8

　　　　　

15.5

　　　　　

12.8

　　　　　

21.7

　　　　　

19.6

　

９､4

62.6

dO.O

19.6

10.3

15.2

18.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率
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6.j

　　　　　

11.1

　　　　　

21.0

　　　　

169.6

　　　　　

14.7
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14.6

　

3.6

U.ｉ
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ｏ､2

17.4

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率
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13.6

　　　　　

14､2
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12.0

　　　　　　　

－

　　　

・

　

7.4

　　　　　

33.1

　　　　　

14､3

　　　　　

14.7

　

Ｉ
Ｉ
・
・
●
一

Ｃ
<
J
C
5
　
t
s
｡
　
t
^
　
t

l

V
-
H
T
-
Ｈ
t
-
Ｈ
1
-
H
　
Ｃ
＾

>
≪

＞
i
n
^
　
t
ｏ

＞
＊
　
■
<
＊

△

8.5

　

－

1､1

42

　

6

17

θ

６

４

ｌ

　　　　　

ｊ

ｊ

　　　　　　

１

　　　　　　　　

１

　　　　　

・

　　　　　　

｜

　　　　　　　　

｜

-

｜

-

Ｓ

　　　　　

’| ｜　　　　　　｜

－

－

｜

｜

１

！

１

ｉ

！

－

－

｜

｜

－

－

｜

ｉ

！

－

「

－

｜

「



その３

　

財源内訳

第62表昭和42年庫

ｉ

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度

　　　　

１

　

区

　　　　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県｜市

　

町

　

村II純

　

十
尚
額
］

　

国庫支出金

　

281 062　35.9　88 365　18.7　369 427 ・ 釦｡2

　

都道府県支出金

　　　　

－

　　

－

　　

12 090 2.5　　　　－　　　－

　

使用料、手数料

　　

12 133　　j.5　　13 612　　2.9　25 745　　2.j

　

分担金､負担金｡寄附金

　　

30 437　　3.9　　16 946　　3.6　　26 881　　　2.2

　

地

　　

方

　　

債

　　

65 962　　8･剔　71 792　15.2　134 622　　u.o

　

その他特定財源

　　

48 643　　6.2　45 729　　9.7　　89 839　　7.4

　

一般財源等

　

345 043　U.I　223 725　H.i　576 615　47.1

　　

合

　　　　

計

　　

783 280 1 100.0　472 259　100.0
11
223 129　100.0

第63表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　

丿

　

都

　

道

　

府

　

県

　

丿

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　　

人

　　

’件

　　　

費

　　　

10 590　　3.j　　l3 716　　　＆θ　　24 306　　　£9

　　

維持補修費

　　

24 292　7.2　25 479　15.0　49 771　10.1

　　

普通建設事業費

　　

298 590　88.6　125 472　73.6　409 448　83.1

　　

補助事業費

　　

199 219　59. j　21 733　j2. 7　220 866　a. 8

　　

単独事業費

　　

67 603　加.j　90 319　53.0　154 505　31. d

　　

国直轄事業負担金

　　　

31 768 9.j　　　2 309　　1.4　　34 077　　6L9

　　

県営事業負担金

　　　　

－

　　　

－

　　

II 111　　6.5　　　－1　　－

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

3 700　　1.1 !　　5 827　　3.4　　912り　　j.9

　　

合

　　　　

計

　　

337 172　100.0
1
170 494　100.0　492 64リ100.0

一一一一一一--

第64表 道 路

-－
ｌ

　　　

ｉ

　　　　　　　　　　

。

　　　

ト1

　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

主

　

要

　

地

　

方

　

道
-

　　

実

　　　

延

　　　

長

　　　　　　

(A) (km)　　　　　　　31 476

　　

（Ａ）のうち舗装延長

　　　　　　　　　　　

（Ｂ）（km）

　　　　　　　　　　

12 871

　　

（Ａ）のうち改良済延長

　　　　　　　　　　　

(0) (km)　　　　　　　　　　17 908

　　

（Ａ）のうち自動車交通不延長

　　　　　　　

（Ｄ）（km）

　　　　　　　　　　　

563

　　

舗

　　　

装

　　　

率

　　

(B)/(A)×100

　　　　

（％）

　　　　　　　　　　　

昶｡9

　　　

”

　　

前年同期

　　　　　　　　　　　　　

（％）

　　　　　　　　　　　

34.７

　　

改

　　　

良

　　　

率

　　　

(C)/(A)×100

　　　　

（％）

　　　　　　　　　　　

56.9

　　　

z’

　

前年同期

　　　　　　　　　　　　　

（％）

　　　　　　　　　　　

5む４

　　

自動車交通不能率

　　　

（勁/（Ａ）×100

　　　　

（％）

　　　　　　　　　　　

j.8

　　　

”

　

前年同期

　　　　　　　　　　　　　

（％）

　　　　　　　　　　　　

2.j

（注）自治省調による。
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土ﾄ木

　

費

　

の

　

状

　

況（つづき）

昭

　

和

　

41

純

　　　

計

　　　

327 240

　　　　　　　

－

　　　　

23 320

　　　　

19 662

　　　

188 641

　　　　

79 917

　　　

427 49２

　　

1 066 272

゛姦

　

釦.7

　　

－

　

2.2

　

1.8

　

１７.7

　

7.5

　

40.1

100.0

道路橋りよう費の状況

昭

　

和
純

4
1
計

の

　

20 469

　

44･203

351 288

190 235

131 557

　

29 496

　　　　

－

　　

7 814

423 774

現

　

府

　　　　

県

一般都道府県道
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度
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17 295
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1
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計

9
6
4
6
0
　
n

4
6
9
9

　

一
一
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1
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0

0
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4､8

　

5.3

減

-
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－
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019

922
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減
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－
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(単位

　

百万円・％)
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△
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－
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12. d
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第65表 橋
り

よ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　

道

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　

リ

　　　

（ｉ

　

５（（
ﾌﾟ

全橋りよう

　　　　　　　　

（A）

　　　　　　　　

103 819 1 444 391］

　

永久橋

　　　　　　　　　　

（Ｂ）

　　

j

　　　　　　　

89 203

j　　　　　l

228 718ﾌﾟ．

　

混合橋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

358

　　　　　　　

20 838

　

木橋

　　　　　　　　　　　　　

14 258　　　　194 745

荷重制限橋

　　　　　　　　

（c）

　　　　　　　　　

8 41（H　　　　　　118 907

永久橋の比率(B)/(A)×100

　

（％）

　　　　　　　　　　

85.9

　　　　　　　　　　　

85.1ﾄ

　　

ｚ･前年同期

　　　　　

（％）

　　　　　　　　　　　

83.7

　　　　　　　　　　　

82.6

荷血制限橋・比率(C)/(A)X100(%)

　　　　　　　　　　

8･

］

　　　　　　　　

8.2

　　

″前年同期

　　　　

（％）

　　

｜

　　　　　　　　

9.9

　　　　　　　　　

10.8

（注）自治省調による。

参考表（４）

　

道路整備５ヵ年計画（昭和42～46年度）
その１

　

道路整備５ヵ年計画事業別投資額 (単位

　

億円)

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　

投

　　　

資

　　　

額

一

　　

般

　　

道

　　

路

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

35 500

　　

道

　　　　

路

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　

25 484

　　

街

　　　　　

路

　　　　　

事

　　　　　

業

　　　　　　　　　　　

9 722

　　

機

　　　　　

械

　　　　　

整

　　　　　

備

　　　　　　　　　　　　

294
有

　　

料

　　

道

　　

路

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

18 000

　　

日

　　

本

　

道

　　

路

　　

公

　　

団

　　　　　　　

12 600

　　

首

　

都

　

高

　

速

　

道

　

路

　

公

　

団

　　　　　　　　　　

2 900

　　

阪

　

神

　

高

　

速

　

道

　

路

　

公

　

団

　　　　　　　　　　

2 300

　　

有

　　

料

　　

道

　　

路

　　

助

　　

成

　　　　　　　　　　　

200
地

　　　

方

　　　

単

　　　

独

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

11 000
予

　　　　　　　　　

備

　　　　　　　　　

費

　　　　　　　　　　

1 500

　　　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

66 000

（注）１

　　　

２

この道路整備計画は，昭和43年３月22日閣議決定された。

この５ヵ年計画の進捗状況は次のとおりである。

　

昭和42年度事業費

　　　　

5,568億円

　

昭和43年度事業費見込額

　

5,741億円

360－



う の 現

　　

況

　　　　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

道

　　

｜

　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

心゛

　　

橋

　　　　

数

　　

｜

　　

延

　　

長(m)

　　

橋

　　　　

数

　　

li

　

延

　

長（ｍ）

　　　　　　　　　　　

446 086　　　　　　3 297 131　　　　　　　549 905　　　　　4 741 432

　　　　　　　　　　　

265 258　　　　　　1 738 538　　　　　　　354 461　　　　　2 967 256

　　　　　　　　　　　　

4 834　　　　　　　　67 883　　　　　　　　5 192　　　　　　　88 721

　　　　　　　　　　　

175 994　　　　　　1 490 710　　　　　　　190 252　　　　　1 685 455

　　　　　　　　　　　　

61 335　　　　　625 930　　　　　　　　69 745　　　　　　744 837

　　　　　　　　　　　　　

59.5

　　　　　　　　　

52.7

　　　　　　　　　

64.5

　　　　　　　　

62.6

　　　　　　　　　　　　　

57.9

　　　　　　　　　

50.0

　　　　　　　　　

62.7

　　　　　　　　

59.7

　　　　　　　　　　　　　

13.7

　　　　　　　　　

19.0

　　　　　　　　　

12.7

　　　　　　　　

15.7

　　　　　　　　　　　　　

13.6

　　　　　　　　　

15.7

　　　　　　　　　

12.9

　　　　　　　　

14.3

－361 －



その２

　

主要11ヵ国の道路整備状況

参考表（４）道

　

路

　

整

　

備

区

　　　　　　　　　　　

道

　

路延‘長

　

）装

　

延

　

長｜舗

　

装

　　

（/

　　

☆

（km）

　　　　

1

　

（km）

　　　　

レ（ｓ）

ア

　

’メ

　　

リ

　　

カ

　　　　　　　

5 951 148
1　　　　2 383 467　　　　　　　dO.l

フ

　　

ラ

　　

ッ

　　

ス

　　　　　　　

1 429 967　　　　　　499 988　　　　　　　135.０

日

　　　　　　

本

　　　　　　

994 925　　　　107 143　　　　　　却.8・

オー“ストラリア

　　　　　　　

899 278　　　　　140 197　　　　　　15.6

カ

　　

ナ

　　

ダ

　　　　　　

801 998　　　　157 674　　　　　　19.7

イ

　　

ン

　　　

ド

　　　　　　

889 985　　　　148 121　　　　　　16.6

プ

　

ラ

　

シ

　

ル

　　　　　　

549 911　　　　　16 082　　　　　　3.0

西

　

ド

　

イ

　

ッ

　　　　　　

407 741　　　　　309 715　　　　　　乃.θ

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　　　　　

325 176　　　　325 176　　　　　100.0

イ

　

タ

　

リ

　

ア

　　　　　　

259 994　　　　209 9％　　　　　　80.8

ベ

　

ル

　

ギ

　

ー

　　　　　　

91 652　　　　　74 653　　　　　　81.5

(注) 道路統計年報1969年版資料による。

その３

　

主要11ヵ国の自動車保有状況

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　

1

　

乗

　

m

　

車

　

1

　

7ラッ；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千台）

　　　　　　　

（千台）

ア

　　　

メ

　　　

リ

　　　

カ

　

1

　　　　　

81 051　　　　　　16 476

西

　　　

ド

　　　

イ

　　　

ッ

　　　　　　

11 293　　　　　　　982

フ

　　　　

ラ

　　　　

ン

　　　　

ス

　　　　　　　　

10 500　　　　　　　　2 450

イ

　　　　

ギ

　　　　

リ

　　　　

ス

　　　　　　　　　

9 128　　　　　　　　1 465　1

カ

　　　　　　　

ナ

　　　　　　　

ダ

　　　　　　　　　

5 500　　　　　　　　1 428

イ

　　　　

タ

　　　　

リ

　　　　

ア

　　　　　　　　　

7 345　　　　　　　　　702

オ

　

ー

　

ス

　　

ト

　　

ラ

　　

リ

　　

ア

　　　　　　　　　

3 097　　　　　　　　　889

日

　　　　　　　　　　　　　　　

本

　　　　　　　　　

4 092　　　　　　　　6 420

プ

　　　　

ラ

　　　　

ジ

　　　　

ル

　　　　　　　　

1 141　　　　　　　　　839

ベ

　　　　

ル

　　　　

ギ

　　　　

ー

　　　　　　　　　

1 660　　　　　　　　　270

イ

　　　　　　　

ン

　　　　　　　

ド

　　

1

　　　　　　　　

439

　　　　　　　　　

393

(注) 道路統計年報1969年版資料による。
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５

ヵ

　

計

　

画（昭和42～46年度）（つづき）

　　

人

　

口

　

当

　

り

　

道

　

路

　

延

　

長

　　

｜

　　

面

　

積

　

当

　

り

　

道

　

路

　

延

　

長

人

　　

ロ(干

　

人)l

　　

km/干

　

人

　　

｜

　

面

　

積(千km2)

　　　　

km/k㎡

　　　　　　　

179 323　　　　　　　　　33.2　　　　　　9 363 353　　　　　　　　0.64

　　　　　　　　

46 520　　　　　　　　　30.7　　　　　　　547 026　　　　　　　　2.61

　　　　　　　

100 243　　　　　　　　　9.9　　　　　　　369 662　　　　　　　　2.69

　　　　　　　　

II 541　　　　　　　　　77.9　　　　　　7 686 810　　　　　　　　0.12

　　　　　　　　

20 015　　　　　　　　　40.1　　　　　　9 976 139　　　　　　　　0.08

　　　　　　　

435 512　　　　　　　　　2.θ　　　　　　3 268 090　　　　　　　　0.27 ，

　　　　　　　　

70 967　　　　　　　　　7.7　　　　　　8 511 ％5　　　　　　　　0.06

　　　　　　　　

53 977　　　　　　　　　7.6　　　　　　　247 973　　　　　　　　1.64

　　　　　　　　

52 710　　　　　　　　　6.2　　　　　　　244 070　　　　　　　　1.33

　　　　　　　　

49 904　　　　　　　　　5.2　　　　　　　301 225　　　　　　　　0.86

　　　　　　　　　

9 190　　　　　　　　　10.0　　　　　　　30 513　　　　　　　　　∂.叩｜

　　

十

　　　　　　　　　　　　　

１

　　

台

　　

当

　　

り

　　

人

　　

口

　　　　　　

｜

（千台）

　　　　　

ト

（千人）

　　

゜１

　　

千人/千台

　　　　　

97 527　　　　　　　　　　179323　　　　　　　　　　　　　j.8

　　　　　

12 275　　　　　　　　　　　53977　　　　　　　　　　　　　d.4

　　　　　

12 950　　　　　　　　　　　46520　　　　　　　　　　　　　3.4

　　　　　

10 593　　　　　　　　　　　52710　　　　　　　　　　　　　5.0

　　　　　　

6 928　　　　　　　　　　　20015　　　　　　　　　　　　　2.9

　　　　　　

8 047　　　　　　　　　　　49904　　　　　　　　　　　　　6.2

　　　　　　

3 986　　　　　　　　　　　11541　　　　　　　　　　　　　2.9

　　　　　　

10 512　　　　　　　　　　100243　　　　　　　　　　　　　9.5

　　　　　　

1 980　　　　　　　　　　　70967　　　　　　　　　　　　35.8

　　　　　　

1 930　　　　　　　　　　　9190　　　　　　　　　　　　　4.8

　　　　　　　

832

　　　　　　　　　　

435 512　　　　　　　　　　　　523.5
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第66表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　

河

　　

ｓ

　　　

゛

|

都１

ぷ

（

≒

　

Ｊこ

い

≒

　

ｌ

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

2 521　　　j.8　　　1 603　　却.j　　4 124　　2.6

　

維持補修費

　　　

2 456　　j.7　　1 565　10.1　　4 021　　2.6

　

普通建設事業費

　　

135 246　侭.5　　H 482　　7j. j　1 44 882　　認,５

　　

補助事業費

　　

103 711　72.5　　1 516　　9.8　105 215　67.2

　　

単独事業費

　　

14 540　10.1　　9 045　58.6　22 668　14.5

　　

国直轄事業負担金

　　　

16 995　　11.9　　　　　4　　∂.θ　　16 999　　10.8

　　

県営事業負担金

　　　　

一

　　　

－

　　　

917

　　

6.θ

　　　　

－

　　　

－

|

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 897　　2.θ　　　　794　　5. j　　　3 546　　2. 3

　　

合

　　　　

計

　　

143 120　100.0　15 444　100.0　156 573　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　

参考表（５）治

その１

　

洽水事業５ヵ年計画（昭和40～44年）

山

　

治

　

水

　

(単位億円)

ｓ

　　　　

９

　

ﾑﾉ

　

９

ふ

　　

jy

　　

7

;乱九を∴:

　　　

にｽﾞ

　　

２二

　　

に

建設機械整備

　

1

　　　　

3o

　　　　　

－ 30

　　　

計

　　　　　　　

1

　　　　　

4 610　　　　　　3890　　　　　　8500

災害関連事業地方単独事業

　　　　　　　　　　

卜

　　　　　　　　　　　　

1 500

予

　　　

備

　　　

費

　　

＼

　

卜。

　　

1000

　

タ

　　　

tﾄ

　　　

＼

　　

＼

　　

11 000

(注) １

２

３

建設省河川局河川計画課調による。

治水５ヵ年計画は昭和40年８月27日閣議決定された。

この５ヵ年計画の進捗状況は次のとおりで，昭和42年度末における進捗率

は，計画額8,500億円の56％である。

　　　

昭和40年度事業費

　　　

1,364億円（計画額

　

1 339億円）

　　　

昭和41年度事業費

　　　

1,562億円（計画額

　

1 499億円）

　　　

昭和42年度事業費

　　　

1,815億円（計画額

　

1 679億円）

４

　

新治水事業５ヵ年計画（昭和43～47年度）は、昭和43年３月22日閣議了解

　　

された。

・地方単独事業等
費

昭和43年度事業見込額

364

　

タ
タ
ー
ｆ
タ

5
3
2
0

1

　
　

２

1,934億円

治水事業費
災害関連事業
月

　　

計



川

　

海

　

岸

　

費

　

の

　

状

　

況

ド 4
1
計

　

3 453

　

3 820

128 678

　

94 740

　

18 261

　

15 677

　　　　

－

　

3 627

139 578

年

　

度

　　

額

　

2.5

　

2.7

92､２

６７.9

13､1

11､2

　　

－

　

2.6
100.0

増

　

比

-

　

減

-

　

671

　

201

16 204

10 475

　

4 407

　

1 322

　　

－

△

　　

81
16 995

△

額

　

j.θ

　

・2

　

95.3

　

61.6

　

25.9

　

7､８

　　

－

　

θ.5

100.0

事

　

業

　

５

　

ヵ

　

年

　

計

　

画

その２

　

治山事業５ヵ年計画（昭和40～44年度）

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

△

19. i

　

5.3

12.6

11.1

24.1

　

8.4

　　

－

　

2.2

12.2

12.3

29.3

U.6

15.5
16.6

　

7.2

　

－

　

5.6

14.6

(単位

　

億円・干ｈａ)

　

ｓ

　　　　　　

゛

　

し1

　

（

;

お

ｽﾞ

1

　

7

　

卜

業゛

復

　　　

旧

　　　

治

　　　

山

　　　　　

235

　　　　　

939

　　　　

1 174　　　　　128

予

　　　

防

　　　

治

　　　

山

　　　　　　

39

　　　　　

159

　　　　　

198

　　　　　

29

防

　

災

　　

林

　

造

　

成

　　　　　

10

　　　　　　

67

　　　　

77 (201km) 20

保

　　

安

　　

林

　　

整

　　

備

　　　　　　

24

　　　　　　

37

　　　　　

61

　　　　　

115

地

　　　

す

　　　

べ

　　　

り

　　　　　　

4

　　　　　

96

　　　　

100

　　　　　

7

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　

58

　　　　　

2

　　　　　

60

　　　　　

－

　

小

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

370

　　　　

1 300 1 670 (201km)299

≒

¨

∴

で

ﾖ＼|＼

、つ

llj＼

つ

(注) １

　

林野庁治山課調による。（

　　

）内は防潮林である。

２

　

治山５ヵ年計画は、昭和40年８月27日閣議決定された。

３

　

この５ヵ年計画の進捗状況は次のとおりで、昭和42年度末における進捗率

　　

は、計画額1,67011の56.9%である。

　　　　

昭和40年度事業費

　　　

276億円

　　　　

昭和41年度事業費

　　　

310億円

　　　　

昭和42年度事業費

　　　

364億円

４

　

新治山事業５ヵ年計画（昭和43～47年度）は、昭和43年３月22日閣議了解

　　

された

　　　　　　

治

　

山

　

事

　

業

　

2,900億円（国有林600億円、民有林2,300億円）

　　　　　

｛
災害関連事業、地方単独事業等

　

1090億円

　　　　　　

予

　　

備

　　

費

　　　　

500億円（国有林100億円、民有林400億円）

　　　　　　

昭和43年度事業費見込額

　

378億円

　　　　　　　　　　　　　　　

－365－

１

　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　

「

　　　　　　

｜

１

　　　　　

１

３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

＝

－

ｌ

｜

！

－



第67表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

区

　

《

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

十’額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

1 586　　　2.8　　　1 734　　　7.∂　　　3320　　4.4

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　

874

　　　

j.6

　　　　

439

　　　

j.8

　　　

1 313　　j.7

普通建設事業費

　　

46 0％　Si. 5　19 629　79.8　60 344　肱２

　

補助事業費

　　

31 043　54.9　　7 956　32.3　38 939　51.7

　

単独事業費

　　

5 940　10.5　･4 174　17.0　　9 098　12.1

　

国直轄事業負担金

　　

9 H3　　16.1　　3 194　　13.0　　12 307　　16.4

　

県営事業負担金

　　　

一

　　

一

　　

4 305 17.5　　　　－　　　－

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

7 971　　U.I　　2 809　　11.4　　10 278　　13.７

　

合

　　　　　

計

　　　

56 527　100.0　24 611　100.0　75 255　100.0

第68表

　

管理者別港湾数

　　　　　　　　　

(昭和44年１月１日現在)

　

区

　　　　

分

　　

順剽市回|認劃回訓Jヽｔlモ・ｔ卜St

特定重要港湾

　　　

８

　　

６

　　

３

　　

ｏ

　　

１７

　　　　　

０

　　　

１７

重

　

要

　

港

　

湾

　　　

66

　　　

12

　　　

2

　　　

1

　　　

81

　　　

1

　　　

82

地

　

方

　

港

　

湾

1

　

45

1

　

369

　　

o

　　

o

　　

827

　　

135

　　

962

　

合

　　　　　

計

　　　　

532

　　

387

　　　　

5

　　　　

1

　　　

925

　　　

136

　　

1 061

（注）１

　　　

２

運輸省港湾局管理課調による。

「その他」とは、港湾管理者の未定のものである。
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港

　

湾

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額
年4
1
計

和昭
純

　

2 972

　

1 195

56 434

38 493

　

7 379

10 562

　　　

－

10 134

70 735

　

j.2

　

1､7

79. S

5£4

10.5

14.9

　　

－

　

14.3

100.0

増

比

　

減

-

　

348

　

118

3 910

　

446

1 719

1 745

　　

144

4 520

額

-

　

7.7

　

2.6

86.5

　

9.9

38.0

38.6

　

3.2

00.0

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増

　

減

　

l

　　　

11.7

　　　　

9.9

　　　　

6.9

　　　　

1.2

　　　

23.3

　　　

15.5

1.4

6.4

　　

8.6

　　

11.7

　　

2､2

　　

6.6

△2d.3

　　

12.７

1０.0

　

3.6

参考表（6）港湾整備５ヵ年計画（昭和40～44年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

億円）

　　　　　　　　　

投

　

資

　

総

　

額

　　

ｌ

　

区

　　　

分

　

1

基本施

　

機能施ｌ

　

。

　

‾

　　　

お

　　

も

　　

な

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

ａ・備１・備|

　

計

　

｜

　

外国貿易港湾

　

1 513　　　535　2 048 外貿岸壁157バース等

　

内国貿易港湾

　　

1 656 320　1 976　内貿岸壁110バース、離島、港湾等

　

産業港湾

　　

842

　　　

95

　　

937

　

開発港湾、石油・鉄鋼・石炭・木材港湾等

　

航路・避難港

　　

181

　　　

－

　　　

181

　

そ

　

の

　

他

　　

108

　　　

－

　　　

108

　

作業船整備、港湾事業調査

’調整項目

　　

550

　　

50 I 600　必要に応じ他の項目に繰入れ使用

　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

小

　　　　

計

　

4 850　　10001　5 850

　

地方単独

　　

650

　　

－

1

　

650

　　

合

　　

計

　　　

5 500　　1 000 1　6 500 i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L

（注）Ｉ

　

運輸省港湾局計画課調による。

　　　

２

　

港湾整備５ヵ年計画の投資総額6,500億円は，昭和40年８月27日閣議決定さ

　　　

れた。

　　　

３

　

基本施設整備4,850億円の進捗状況は次のとおりで，昭和42年度末における

　　　

進捗率は，48.7％である。

　　　　

昭和40年度事業費決算額

　　

665億円

　　　　

昭和41年度事業費決算額

　　

770億円

　　　　

昭和42年度事業費決算額

　　

929億円

　　　

４

　

新港湾５ヵ年計画（昭和43～47年度）が｡昭和43年３月22日閣議了解された。

　　　

港湾整備事業

　

8,000億円

　　

災害関連事業，地方単独事業等

　

1,200億円

　　　

港湾機能施設整備事業

　

1,100億円，総額

　

１兆300億円

　　　　

昭和43年度事業費見込額

　

1,059億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　

― 367 －

｜

　　　　　　

¶

｜

一

一

Ｉ

－
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－
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－



区 分

　

昭

一

都

　

道

　

府

　

県

第69表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

市 町 村 純 計 額

人

　　　

件

　　　

費

維

　

持

　

補

　

修

　

費

普通建設事業費

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　

国直轄事業負担金

　

県営事業負担金

そ

　　　

の

　　　

他

　

合

　　　　　　

計

　

2 994

　　　

878

108 155

　

79 744

　

28 411

　

６

Ｈ８

－

1４3

170

その１

　

都市計画法適用市町村数

2､５

θ.8

91.５

６７.5

2i.O

　　

－

　　

－

　

５､2

100.0

７

　

７

　

ｊ

　

Ｉ

　
　

・

　
　

I

i
n

c
i

^

　
　
　
　
　
　
　

０
０

９

　

６

　

７

３

　

２

　

３

０

　

１

　

３

９

　

１

　

３
６

　
　
　
　
　
　
　

－

85

45

　

3

　

11

158

873

923

686

855

838

340

54.2

o

"
≪

ｉ
ｎ

９

　

θ

　

2

e
ｓ
i

　

Z.5

100.0

　

12 033

　　

2 004

237 237

165 570

　

70 981

　　　

686

　

17

269

769

043

″
０

　

７

＞
≪

o

88.2

61.5

26. i

　

θ.3

　

6.6

100.0

第70表

　

都

　　　

市

　　　

計

　　　　　

(昭和43年１月１日現在)

　　

区

　　　　　　

分

　　

｜

　

市

　

町

　

村

　

数

　

１

　

法

　

適

　

用

　

数

　

｜

　

指

　　

定

　　

率

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

565

　　　　　　　　

565

　　　　　　　

j叩.θ

|

　　

町

　　　　　　

村

　　　　　

゛

　　

2 738　　　　　　　　754　　　　　　　27.5

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

3 303　　　　　　　1 319　　　　　　　　43.5

（注）１

　　　

２

建設省都市局都市計画課調による。

東京都区部は１市として計上した。
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ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ

　　　　　　　　　　

ｌ

－

」

－
Ｌ

－

－

－－

－

１

－

－

｜

－

｜

｜

１

　　　　　　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　

１

　　　　　

１

　　　　

１



都

　

市

　

計

　

画

　

費

　

の

　

状

　

況

霖゛ 41
計

　

10 315

　

1 376

216 346

152 979

　

62 219

１

　

14

242

148

　

－

20石

243

年

　

度

　　

額
増

　

4.2

　

θ.7

89.5

63.1

25.7

　

θ.5

　

5

100

８

０

比
-

　

減

-

1 718

　

20

　

12

　

8

△

3

26

画

その２

用

区

　

の

　　　

状

　　　

況

都市計画地域地区指定状況

　　　　　

分

用

　

途

　

地

　

域

住居専用地区

工業専用地区

特別工業地区

文

　

教

　

地

　

区

小売店舗地区

事務所地区

観

　

光

　

地

　

区

緑

　

地

　

地

　

域

防

　

火

　

地

　

域

準防火地域

405

120

　

74

　

17

　　

6

　

11

　　

5

３

　

０

　

８

　

８

　
　
　

１

　

３

　

０

　
　
　
　
　
　

１

　

C
Ｏ

950 517

　

63 747

　

26 350

5 379

3 945

8
0

　

2
7

　

4
9

８

　

３

　

１

　

31 880

　　

4 780

120 362

628

891

591

762

462

563

800

区

額

　　

6.4

　　

2､3

　

78.0

　

釘､0

　

32､７

・j.7

13.3

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

△

16.7

45.6

　

9.7

　

8.2

14､1

40.2

　

－

25､1

11.1

15.4

20.2

13.9

　

6.7

　

35.1

130.1

22.0

14.4

(昭和43年３月31日現在)

分

区

　

区

　

区

　

区

地

　

地

　

地

　

地

地

　

積

　

度

　

定

空

　

容

　

高

　

特

１

　

密
度
形
態

区

　
　

区

地

　
　

地

観

　
　

致

美

　
　

風

１美
観
・
風
致

そ

　

臨

　

港

　

地

　

区

荏

に

%mmmiii^

５６

　

１

　

８

　

６

４

175

242

18

106 012

　

30 943

　

14 873

　　　　

29

434

129 948

１２ ８１３

8 405

（注）建設省都市局都市計画課調による。
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第70表

　

都市計画の状況（つづき）

その３

　

都市人口１人当り公園面積その３

　

都市人口１人当り公園面積

　　　　　　　　　　　　

（平瓦ｍり

都

　

市

　

名

　

い人当り面積||

　

都

　

市

　

名

　

１

　

１

　

人

　

当

　

り

　

面積

東

　　

京

　　

都

　　　　　

0.89

　　

ニューヨーク

　

19.0

横

　

浜

　　

市

　　　　　

1.31

　　　

ワシントン

　

57.5

名

　

古

　

屋

　

市

　　　　　

2.61

　　

シ

　　

カ

　　

ゴ

　　

7,6

京

　　

都

　　

市

　　　　　

1.11

　　

ロ

　

ン

　　

ド

　

ン

　　

10.0

大

　　

阪

　　

市

　　　　　

1.33

　　

パ

　　

リ

　　

ー

　　　

ロ（訟謬趨鏃ビ）

神

　

戸

　　

市

　　　　　

2.58

　　

ウ

　

ィ

　

ー

　

ン

　

15.5

仙

　　

台

　　

市

　　　　　

3.02

　　

モ

　

ス

　

ク

　

ワ

　　

9.7

福

　　

岡

　　

市

　　　　　

2.21

（注）建設省都市局都市計画課調による。

その４

　

都市計画事業の状況

ｉ
＜司yWマ

（注）自治省調による。
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参考表（7）第５次道路整備５ヵ年計画中の街路事業

　　　　　　　　　　　　

（昭和42～46年度）

　　

（単位億円）

　　　　　　　　　　　　　

投

　　　　　

資

　　　　　

総

　　　　　

額
区

　　　　

分

|

|

　

道

　

路｜

　

橋りよう

　

１

　

舗

　

装

　

１修繕等１

　　

十

一

　

般

　

国

　

道

　　　　

1 173　　　　　18　　　　　741　　　　　21　　　1 267

主要地方道

　　　

2 320　　　　122
よ　　二　2

599

その他の地方道

　　　　

4 942　　　　　241　　　　　648　　　　　10　　　　5 841

　

小

　　　

計

　　　　　

8 435　　　　　381　　　　　879　　　　　12　　　9 707

≒ブノi

∠

∧∧∧］

（注）１

　

建設省調による。

　　　

２

　

道路整備５ヵ年計画は、昭和43年３月22日閣議決定された。

　　　

３

　

この計画中街路事業の進捗状況は、次のとおりである。

　　　　　　

昭和42年度事業費

　　　　

1,423億円

　　　　　　

昭和43年度事業費見込額

　

1,537億円
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第71表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

区

　

≪

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

１

　

純

　　

十

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

2 443　　2.5　　3 878　　5.j　　6 321　　　∂.7

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

3 027　　3.j　　2 447　　3.2　　5 474　　3.2

普通建設事業費

　　

70 186　71.5　61 139　釘.2　130 606　76.0

　　

補助事業費

　　

58 595　59.7　51 249　68.1　109 724　63.8

　　

単独事業費

　　

11 591　　11.8　　9 881　　13.1　20 882　12.2

　　

県営事業負担金

　　　　　

一

　　　

－

　　　　

9

　　

θ.θ

　　　　

一

　　　

－

貸

　　　

付

　　　

金

　　　

19 032　　19.d　　3 310　　4.4　　21 647　　12.6

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

3 538　　3.5　　4 554　　6.j　　　7 879　　j.5

　

合

　　　　

計

　　　

98 226　100.0　75 328　100.0　171 927　100.0

参考表（8）住宅建設５ヵ年計画

　　　　　

および進捗状況

　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　

ト1‰年沢裳

公

　　

的

　　

資

　

金

　

に

　　

よ

　　

る

　

住

　

宅

　　　　　　　　

2 700

　　　

公

　　

営

　　

住

　　

宅

　

（改良住宅を含む｡）

　　　　　　　　　

520

　　　

公

　　　　　

庫

　　　　　

住

　　　　　

宅

　　　　　　　　

1 080

　　　

公

　　　　　

団

　　　　　

住

　　　　　

宅

　　　　　　　　

350

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

住

　　　

宅

　　　　　　　　

480

　　　

調

　　　　　

整

　　　　　

戸

　　　　　

数

　　　　　　　　　

270

民

　　

間

　　

自

　　

力

　　

建

　

設

　

住

　

宅

　　　　　　　

4000

　　　　

合

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

6 700

（注）１

　

建設省住宅局住宅計画課調による。

　　　

２

　

住宅建設５ヵ年計画は、昭和41年７月29日閣議決定された。
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住

　

宅

　

費

　

の

　

状

　

況

ヤ 41
計

5 553

　

4 489

109 744

　

90 233

　

19 511

　　　

－

　

15 952

　

6 312

142 050

Ｍ

９

　

=
ｖ
i

ｅ
ｎ

Ｏ
Ｏ

e
n

Ｋ
.

　
　
　
　
　
　

I
ｓ
.

63.5

13.8

　

11､2

　　

4.4

100.0

(昭和41～45年度)

増

比
一
減

８

　

５

　

２

／
ｏ
Ｃ
Ｏ

＼
Ｄ

７
Ｏ
ｎ

C
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　

２

１９

　

１

491

371

　

5 695

　

1 56７

29 877

額

　

2.6

　

3.3

69.8

65､2

　

£6

　

１９.1

　

5､2

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増

　

減

　

率

13.8

21.9

１９.0

21､6

　

7､０

35､7

24､8

21.0

　

15.3

　

26.8

　　

8.9

　

瓜3

a 13.4

24.8

　

5､7

11.1

(単位

　

千戸)

42

　

年

　

度

　

建

　

設

　

戸

　

数

　　　

1

　

43

　

年

　

度

　

建

　

設

　

戸

　

数（見

　

込）

　　　　　　　　　　

457.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

506.2

　　　　　　　　　　

87.1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　93.5

　　　　　　　　　　

199.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

222

　　　　　　　　　　

61

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

69

　　　　　　　　　　

110.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

121.7

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

770

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

約

　

900

　　　　　　　　　

1227.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　

約

　

1400

― 373

１

　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ
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その１

　

性質別内訳

第72表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

区

　　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

十

　　

額

人

　　

件

　　

費

　　

13 262　85.2　44 877　61.2　58 139　邸.3

物

　　　

件

　　　

費

　　　　

636

　　

4.1

　　

9 898　　13.5　　10 534　　12.0

普通建設事業費

　　　

1 210　　7.8　　12 848　　17.5　　14 056　　16.1

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

‘449

　　

2.9

　　

5 724　　7.8　　4 913　　5.6

　

合

　　　

計

　　　

15 557　100.0　73 347　100.0　87 642　100.0

その２

　

財

　

源

　

内

　

訳

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度
｜

区

　　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　

41

　　　

θ.3

　　　

1 299　　　j.8　　　1 340　　　15

　

地

　　　

方

　　　

債

　　　　

450

　　

2.9

　　

4 279　　5.8　　4 664　　5.3

　

その他特定財源

　　　

1 169　　7.5　　4 169　　5.7　　3 941　　4.5

　

一般財源等

　　

13 897　89.3　63 600　86.7　77 697　88.7

　　

合

　　　　

計

　　

1

　

15 557　100.0　73 347　100.0　87 642　100.0
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消

　

防

　

費

　

の

　

状

　

況

4
1
計

和昭
純

49 535

　

9 251

11 763

　

4 123

14　６１2

年

　

度

　　

額

　

66.3

　

12.4

　

15.8

　　

5.5

100.0

昭

　

和
純

度
額

年4
1
計

　

1 079

　

3 861

　

3 622

66 110

14　６１1

X
(

Ｃ
^
l

Ｏ
>

ｌ
ｏ
　
　
０

^

i
n

＞
≪

Ｃ
Ｏ

a

　
　
　
　
　
　
　
　
　

０
０

　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

増

増

８

１

２

比

一
派

-

604

283

293

790

12 970

比
－
減

１

　

３

　

９

　

７

６

　

０

　

１

　

８

２

　

８

　

３

　

５

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

12 970

－375－

額

66.3

　

9.9

17.7

　

6.j

100.0

額

　

2.0

　

6.2

　

2.5

89.3

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

増減率｜

1７､4

13､9

19.5

19.2

1了.4

　　

U.I

　　

10.1

　　

12.6

△

　

9.2

11.8

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増

　

減

　

率

2も2

20.8

　

8.8

17.5

17.4

乙　5､4

　　

32.3

^ 2.4

　　

12.0

11.8

ｉ

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　

Ｉ

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

ｉ

１

」

－

｜

－
１

－

－

－

－



(注)

第73表

　

消防職員数の推移

　　　　　　　　　　

(単位人)

　

区

　　　

分

　

｜

　　

消

　

防

　

職

　

員

　

数

昭和８年

　　　　　　　　

3 702

　　　　

22

　　　　　　　　　　　

21 683

　　　　

30

　　　　　　　　　　　

31 194

　　　　

33

　　　　　　　　　　　

34 771

　　　　

34

　　　　　　　　　　　

36 222

　　　　

35

　　　　　　　　　　　

37 763

　　　　

36

　　　　　　　　　　　

39 012

　　　　

37

　　　　　　　　　　　

41 987

　　　　

38

　　　　　　　　　　　

44 152

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(193)

　　　　

39

　　　　　　　　　　　

46 499

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(105)

　　　　

40

　　　　　　　　　　　

48 931

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(104)

　　　　

41

　　　　　　　　　　　

51 649

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(88)

　　　　

42

　　　　　　　　　　　

54 644

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(53)

　　　　

43

　　　　　　　　　　　

57 607

１

　

自治省調による。
２

　

昭和33年～35年は５月１日現在、昭和36年～39年は５月31日現在、昭和40年

　

～43年は４月１日現在の職員数である。(

　

)内は臨時職員数で内書である。
３

　

昭和43年の職員数は地方公務員給与実態調査(附帯調査表)にもとづく概数で
ある。

　　　　　

第74表火災発生の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・人)

　　　　　　　　　　　　　

総出火件数

　

１

　

総損害額

　　

死傷者数
区

　　　　

分

　　

４（ｍ剛金（ｍ

ぐ

人員）ａ

昭和31年

　　　

33 312　　2叩　　37 128　　j卯　　　8 151　　j叩

　　　　　

32

　　　　　　

34 650　　jθj　　　26 251　　　7j　　　　7 939　　　9Z

　　　　　

33

　　　　　　

36 178　　　jθ9　　　21 750　　　95　　　　8 167　　　jθθ

　　　　　

34

　　　　　　

36 913　　　Ill　　　20 803　　　65　　　　8 592　　　jθ5

　　　　　

35

　　　　　　

43 679　　　jむ　　　24 434　　　66　　　　8 893　　　jθ9

　　　　　

36

　　　　　　

47 106　　　jむ　　　43 020　　　116　　　　9 580　　　とS

　　　　　

37

　　　　　　

49 644　　　Id9　　　40 200　　　jθ8　　　　9 471　　　116

　　　　　

38

　　　　　　

50 478　　j52　　　39 021　　　jθ5　　　　9 475　　　と6

　　　　　

39

　　　　　　

49 020　　U7　　　52 909　　　U3　　　10085　　　12d

　　　　　

40

　　　　　　

54 157　　　j63　　　51 203　　　j38　　　10 237　　　j26

　　　　　

41

　　　　　　

48 057　　lU　　　48 865　　　j32　　　　9 321　　　lU

　　　　　

42

　　　　　　

54 506　　　j64　　　53'295　　　lU　　　10 476　　　j29

Jゝtk

　

ゝ●=●●ﾐ=

　

－ａ

　

=ﾐﾐ･

　　

-‾‾“（注）消防庁調により、 暦年で調査したものである。
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第75表消防施設の状況

　

区

　　　　　　　

分

　　　

43. 4. 1現在　42. 4. 1現在　　　比　　　　　　較

　　　　　　　　　　

)

　

ｌ゛゛

　

ｌ

　

゛）

　

ｘ

　

（皺率(％)

消防ポンプ自動車

　　　

17 213 16 811　　　　402　　　　2.j

はしご付消防ポンプ自動車

　　　　　　

230

　　　　　　　

200

　　　　　

30

　　　　

15､0

手

　

引

　

動

　

カポンプ

　　　　

6 004　　　　7 059　　a　1 055　　" 14.9

小型動力ポンプ

　　　

54 202　　　53 012　　1 190　　　2.2

腕

　

用

　　

ポ

　　

ン

　　

プ

　　　　　

1 877　　　　　2 606　　ム　　729　　　A 28.0

化

　　　　

学

　　　　

車

　　　　　

258

　　　　　

197

　　　　　

61

　　　　

31.0

消

　　　　

防

　　　　

艇

　　　　　　

34

　　　　　　

32

　　　　　

2

　　　　

6.3

無

　　　　

線

　　　　

車

　　　　　

333

　　　　　

124

　　　　

209

　　　

168.5

救

　　　　

急

　　　　

車

　　　　　

840

　　　　　

689

　　　　

151

　　　　

江９

そ

　

の

　

他

　

の消防車

　　　　

5 839　　　　2 853　　　2 986　　　104.7

消

　　　　

火

　　　　

栓

　　　

506 368　　　518 688　　△12 320　　　・2.j

貯

　　

水

　　

そ

　　　

う

　　　　

166.593

　　　

202 892　　△36 299　　　・17.9

　　　　　

固．定

　

局

　　　　　

933

　　　　

884

　　　　

49

　　　　

5.5
消防用無線

于

　　　　　

移

　

動

　

局

　　　　　

5 627　　　　　4 810　　　　　817　　　　17.0

火災報知発信機

　　　

18 834　　　18 578　　　256　　　l.i

（注）消防庁総務課調による。
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参考表（9）消

　

防

　

施

　

設

　

整

　　　　　　　　

昭和37年度

　

｜

　

昭和38年度

　　

昭和

　

ｇ

　　　　　

゛

　

し

量）

　

・司ｙ司百（)

ふ

こi‾i

消防ポンプ自動車

　　

685

　　　

369 272 702　　　396 582　　　657

討こ∵ご昌

　　

；

　　

に2

　　

1

　　　

ニ

　　

こ

小

　

型

　

動

　

カ

　

ポ

　

ン

　

プ

　　

1601

　　　

126 238　　1 575　　　125 023　　1 570

火災報知叫非:

　

11:

　

２二

　

57

　

1翼

　

Iで

消防専用電話{有

　

線

　　　

1

　　　　

250

　　

‾

　　　　

‾

　　

‾

・

　

。

　

。

　

な

　

で

　

ぷ

　

バレエ

　

ぷフレゴ

1‥，
U

　

。

　

。

　

－

　

676 287　　－　　693 552　　－

　

Z

　

≒丿

　

；

　

二

　　　

二

　　

二

　　　

二

　

て

　

讐

９

ｊ

プタ

ご

　　

二

　　　

二

　

こ

　　　

二

　　

竺

　

消

　　　

計

防

　　　　

艇

　　　

二

　　　

二

　　

二

　　　

二

　　

二

(注)消防庁総務課調による。

　　　　　　　

第76表

　

水防管理団体の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(昭和43年１月１日現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　

水

　　

防

　　

団

　　

員

　　

数

　

区

　　　　　

分

　　　

団体数

　

専

　　

任

　

｜

　

兼

　　

任

　

｜

　　

計

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　

2 983

　

指定管理団体

　　　

1 444

　

非指定管理団体

　　　

1 539

素雪ち％％≒

　　　

99

　

指定管理団体

　　　　

72

　

非指定管理団体

　　　　

27

　

23 675 1 212 482

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　

3 182　　　23 675　1 212 482　1 236　157

１

２

建設省河川局治水課調による。

指定管理団体とは、水防上公共の安全に重大な関係があるものとして、水防
法により都道府県知事が指定したものである。
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備費補助金による整備状況
(単位

　

千円)

　

39年度

　　　

昭和40年度

　　　

昭和41年度

　　　

昭和42年度

っ而‾√

し

量）

　

助

/

ｔ量）

　

９

ﾊﾟ

ａ量）

　

９金

　　　

385 669　　　634　　　　385 750　　　629　　　　384 130　　　774　　　472 810

　　　　　　

－

　　

－

　　　　　

一

　　

一

　　　　　

一

　　

－

　　　　

－

　　　　　　

380

　　　　

1

　　　　　　

220

　　　　

1

　　　　　　

190

　　　

－

　　　　　

－

　　　

126 465　　1 208　　　　134 505　　1 361　　　　153 495　　1 775　　　194 902

　　　　

2 520　　　112　　　　　2 240　　　54　　　　　1 080　　　30　　　　　600

　　　　　　

400

　　　　

2

　　　　　　

400

　　　　

3

　　　　　　

600

　　　

－

　　　　　

－，

　　　　　　

－

　　　　

2

　　　　　　

500

　　　　

2

　　　　　　

500

　　　

－

　　　　　

－；

　　　　

30 545　　　414　　　　45 825　　　455　　　　50 559　　　595　　　66 807:

　　　

143 820　　1 285　　　　160 066　　1 392　　　　173 058　　1 113　　　135 189

　　　

689 799　　　－　　　729 506　　－　　　763 612　　－　　870 308

　　　　　　

－

　　　

23

　　　　

94 277　　　45　　　　166 270　　　30　　　117 730

　　　　　

1350

　　　

66

　　　　

106 400　　　45　　　　65 243　　　46　　　69 740

　　　　　

8800

　　　

33

　　　　

23 100　　　43　　　　29 100　　　99　　　61 500

　　　　　　

－

　　　

･－

　　　　　　

－

　　　　

1

　　　　

30000

　　　

－

　　　　　

－，

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

4

　　　

40000

　　　　

10 150

1　　－　　　223

777　　　－　　　290 613　　　－　　288 970

"〃-
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その１

　

性質別内訳

第77表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

昭和42年度

　　　

昭和41年度

　　　　

比

　　　　　　　　　

較

区

　　　　

分

　

|

　

純

　

計

　

額

　

|

　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

（ｕ鴫談

人

　

件

　

費

　

197 752 82.0　170 893 82.3　26 859 即.j　25.71 13.3

物

　　

件

　　

費

　　　

21 387　8.9　　19 148　9.2　　2 239　6.6　が.7　14.8

補

　

助

　

費

　

等

　　　

3 241　j.3　　2 403　j.2　　　838　25　34.9　θ.8

普通建設事業費

　　　

17 616　7.3　　14 004　6.7　　3 612　10.8　部.8　21.4

そ

　　

の

　　

他

　　　

1 304　θ.5　　　1 308　θ.6　　△　　４　θ.θじ　θ.?　j.9

　

合･

　　　

計-

　　　

241 300ﾚ00.0　　207 756 100.0　　33 544 100.0　16.1　13.7

第78表

　

警 察

　　

職 員

　　　　　　　　　　　

国家警察職員または地方警務官

　　　　　　　

自治体警
ｓ:

　　　　

分

　

‾iJ‾ii官ｗｌ事務職（

　

計

　　　

４‾‾iG¬

昭

　

和

　　

８

　　

年

　　　　

65 462　　　　　5796　　　　71 258　　　　　　－

　　　　

23

　　　　　　

30 000　　　16 955　　　46 955　　　95 000

　　　　

29

　　　　　　　

260

　　　　　

－

　　　　　

260

　　　

125 725

　　　　

33

　　　　　

1

　　　　　

260

　　　　　　

－

　　　　　　

260 121 940

　　　　

34

　　　　　　　

260

　　　　　

－

　　　　　

260

　　　

123 983

　　　　

35

　　　　　　　

280

　　　　　

－

　　　　

280

　　　

126 816

　　　　

36

　　　　　　　

280

　　　　　

－

　　　　　

280

　　　

129 482

　　　　

37

　　　　　　　

280

　　　　　

－

　　　　

280

　　　

132 661

　　　　

38

　　　　　　　

300

　　　　　

－

　　　　

300

　　　

137 227

　　　　

39

　　　　　　

300

　　　　　

－

　　　　

300

　　　

141 901

　　　　

40

　　　　　　　

300

　　　　　

－

　　　　　

300

　　　

145 249

　　　　

41

　　　　　　　

320

　　　　　

－

　　　　　

320

　　　

150 320

　　　　

42

　　　　　　　

340

　　　　　

－

　　　　

340

　　　

156 094

　　　　

43

　　　　　　　

360

　　　　　

－

　　　　

360
1　　160

646

（注）ｌ

　　　　

２

　　　　

３

昭和33～35年は５月１日現在、昭和36年～39年は５月31日現在、昭和40～43

地方警務官等は警察庁調、その他は自治省調による。

昭和43年の「自治体警察職員または地方警察職員」の人員は、地方公務員給
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警

　

察

　

費

　

の

　

状

　

況

その２

　

財

　

源

　

内

　

訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　

昭和42年度

　　　

昭和41年度

　　　

比

　　　　　　　　

較
区

　

り

純

　

十

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

（皺稽雛

国庫支出金

　　　

79
ｿ

　

3.3

　　

67ﾂﾞ

　

∂.3

　　

1 208　3.6　17.8　江９

使用料、手数料

　　　

8 058　3.j　　7 182　3.4　　　876　2.6　12.2　34.9

諸

　

収

　

入

　　

803 C.∂　　849　θ.J△　46△Ｏ､1△5.4 16.3

嘉の他の特定財

　　　

5 275　2.2　　5 812　2.81　ム　537し　j.恥　9.2　25.4

一般財源等

　　

219 167　卯.8　187 124　卯.2　32 043　95.5　17.1　12.7

　

合

　　

計

　　

241 3001100.01　207756)00.01　33 544 100.0　16j　13.7

数

　　

の 推

　　

移

(単位

　

人)

察職員または地方警察職員

　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　　　　

計

事務職員１

　　

十

　　

1

警察官等１事務職員１

　　　

計

　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

65 462　　　　　　5796　　　　　　71 258

　　

15000

　　　

110 000　　　　125 000　　　　31 955　　　　　156 955

　　

19 244　　　144 969　　　　125 985　　　　19 244　　　　　145 229

　　

19 085　　　141 025　　　　122 200　　　　19 085　　　　　141 285

　　

19 956　　　143 939　　　　124 243　　　　19 956　　　　　144 199

　　

19 529　　　146 345　　　　127 096　　　　19 529　　　　　146 625

　　

19 833　　　149 315　　　　129 762　　　　19 833　　　　　149 595

　　

20 433　　　153 094　　　　132 941　　　　20 433　　　　　153 374

　　

21 476　　　158 703　　　　137 527　　　　21 476　　　　　159 003

　　

21 736　　　163 637　　　　142 201　　　　21 736　　　　　163 937

　　

22 048　　　167 297　　　　145 549　　　　22 048　　　　　167 597

　　

22 571　　　172 891　　　　150 640　　　　22 571　　　　　173 211

　　

23 096　　　179 190　　　　156 434　　　　23 096　　　　　179 530

　　

23 707　　　184 353　　　　161 006　　　　23 707　　　　　184 713

年は４月１日現在の職員数である。

与実態調査（附帯調査表）にもとづく概数である。
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第79表

　

刑

　

法

　

犯

　

年

　

次

　

主

　

要

区

　　　　　

分

　　　　

全

　

刑

　

法

　

犯

　　　

殺人件数

　

|

　

強姦件数

　

|

　

放火件数

　　　　　　　　　　　

件

　　　

数

　

|指

　

数

昭

　

和

　

31

　

年

　　　　

1 410 411　　100.0　　　　2 617　　　　3 749　　　　1 607

　　　　　

32

　　　　　　

1 426 029　101.0　　　　2 524　　　　4 121　　　　1 520

　　　　　

33

　　　　　　

1 440 259　102.1　　　　2 683　　　　5 988　　　　1 720

　　　　　

34

　　　　　　

1 483 258　105.2　　　　2 683　　　　6 140　　　　1 662

　　　　　

35

　　　　　　

1 495 888　106.1　　　　2 648　　　　6 342　　　　1 743

　　　　　

36

　　　　　　

1 530 464　108.5　　　　2 619　　　　6 487　　　　1 757

　　　　　

37

　　　　　

1 522 480　107.9　　　2 348　　　　6 125　　　　1 567

　　　　　

38

　　　　　　

1 557 803　110.5　　　　2 283　　　　6 239　　　　1 493

　　　　　

39

　　　　　　

1 609 741　　lU.l　　　　2 366　　　　6 857　　　　1 597

　　　　　

40

　　　　　　

1 602 430　113.6　　　　2 288　　　　6 648　　　　1 457

　　　　　

41

　　　　　　

1 590 681　　112.8　　　　2 198　　　　6 583　　　　1 421

　　　　　

42

　　　　　　

1 603 471　　113.7　　　　2 111　　　　6 393　　　　1 323

（注）１

　

警察庁刑事局調であり、暦年で調査したものである。

　　　

2

　

14歳未満の件数は除いてある。

第80表

　

交通事故等発生の状況

区

　　　　　

分

　　

ＵｎＷμ（交通事故件数

昭

　

和

　

25

　

年

　　　　　　　　　　　　

8 618　　　　　　　　　　　　33 212

　　　　　　

29

　　　　　　　　　　　　　　

36 072　　　　　　　　　　　　93 869

　　　　　　

31

　　　　　　　　　　　　　　

56 339　　　　　　　　　　　　122 691

　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　　　　

71 600　　　　　　　　　　　　146 833

　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　　　

86 329　　　　　　　　　　　　288 193

　　　　　　

34

　　　　　　　　　　　　　　

100 466　　　　　　　　　　　　371 763

　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　　

117 071　　　　　　　　　　　　449 917

　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　　　

129 549　　　　　　　　　　　　４93 693

　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　　

137 696　　　　　　　　　　　　479 825

　　　　　　

38

　　　　　　　　　　　　　　

180 327　　　　　　　　　　　　531 966

　　　　　　

39

　　　　　　　　　　　　　　

224 383　　　　　　　　　　　　557 183

　　　　　　

40

　　　　　　　　　　　　　　

258 805　　　　　　　　　　　　567 286

　　　　　　

41

　　　　　　　　　　　　　　

296 804　　　　　　　　　　　　425 944

　　　　　　

42

　　　　　　　　　　　　　　

381 631　　　　　　　　　　　　521 481

(注) １

２

３

警察庁調であり、暦年で調査したものである。

「業務上等過失致死傷害罪発生件数」の昭和31年以降の件数には14歳未満の

「交通事故件数」の昭和41年以降は人身に係る事故の件数のみである。
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罪

　

種

　

別

　

発

　

生

　

の

　

状

　

況

強盗件数

　　

窃盗件数

　　

暴行件数

　　

傷害件数

　

|

　

脅迫件数

　

|

　

恐喝件数

　　　

5 285　　　1 007 649　　　　36 039　　　　66 883　　　　7 181　　　27 736

　　　

5 029　　　1 005101　　　　38 038　　　　70 023　　　　6％4　　　28 269

　　　

5 442　　　　990 602　　　　45 797　　　　73 985　　　　8 088　　　38 684

　　　

5 192　　　1 027 992　　　　46 784　　　　73 014　　　　7 354　　　41 599

　　　

5 198　　　1 038 418　　　　44 250　　　　68 304　　　　6 717　　　41 060

　　　

4 491　　　1 051 874　　　　45 650　　　　68 321　　　　6 807　　　45 306

　　　

4 142　　　1 055 237　　　　43 167　　　　63 918　　　　5 966　　　45 034

　　　

4 021　　　1 066 044　　　　44 687　　　　59 730　　　　6 339　　　42 032

　　　

3 926　　　1 057 531　　　　46 ％5　　　　61 282　　　　6 995　　　40 892

　　　

3 886　　　1 027 ４73　　　　44 103　　　　58 702　　　　6 176　　　35 287

　　　

3 558　　　1 001 412　　　　41 132　　　　59 080　　　　5 613　　　27 454

　　　

3 009　　　　954 549　　　　38 136　　　　59 23４　　　　4 627　　　21 361

者の件数を除いてある。
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その１

　

日的別内訳

第81表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　

教

　　　　　　　

１

　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度

　　　　　

ｊ

・

　　　

゛｜都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

１

　

純

　　

計

　　

額

小

　

学

　

校

　

費

　　

379 881　37.3　182 535　59.6　559 360　38､０
中

　

学

　

校

　

費

　　

233 081　22. 9　102 358　22. 2　334 543　22. 7
高等学校費

　　

245 065　24.0　23 953　　5.2　267 301　j＆2
社会教育費

　　

10 225　　j.θ　34 3％　　7.5　　43 641　3.θ
保健体育費

　　

11 139　　1.1　61 193　13.3　　71 357　4.8
大

　　　

学

　　　

費

　　　

15 820　　j.6　　6 366　　1.4　　22 150　　j.5
そ

　　

の

　　

他

　　

124 418　j2. j　50 121　10.8　173 671　11.8

　

合

　　　　　

計

　　

1 019 629　　100.0　460 922　　100.0　1472 023　100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度

　

区

　

≪

都

　

道

　

府
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値（B）

-
5504可

5004

4 969

5 657

6 643

7 031

6 691

6 232

5 740

5 356

5 082

4 860

指

指

数

θ
。
4
3
7
j
5
j
7
f
5
4
3
2

0
0
0
0
1
0
j
C
≫
Ｏ
Ｏ
Ｎ
.
t
^
Ｎ
.
t
^
Ｎ
.

ｊ
ｊ
ｊ

数

O
'
~
H
O
f
0
'
~
Ｈ
０
０
Ｃ
＼
i
C
o
＞
s
)
t
^
l
0
C
0

0
0
1
0
1
0
C
N
i
C
N
i
C
＾
i
-
Ｈ
O
Ｏ
i
O
Ｏ
Ｏ

ｊ

　
　
　
　

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

　
　

ｊ

数

数

学

　　

級

　　

数

値 (C)

289 587

301 833

304 J03

296 286

285 296

276 982

275 395

276 333

275 553

275 543

276 ２60

277 956

学

　　

級

　　

数

値（C）

-

119 688

11２ 788

113 554

126 510

144 810

154 539

152 550

147 381

140 312

134 877

131 329

128 657

－389－

指

指

数

θ
ｊ
5
2
9
6
5
5
5
5
5
6

0
0
0
0
０
1
０
1
０
1
０
1
０
1
C
ｈ
Ｏ
i
Ｏ
i

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

数

O
^
i
ｘ
i
t
ｒ
>
*
＾
0
i
t
^
e
v
3
K
.
e
n
o
ｓ
.

θ
９
９
θ
2
2
2
2
j
j
j
θ

ｊ

　
　
　
　

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

１学級当

り教員数

-

-

　

j.２０λ

1.19

1.20

1､21

1､21

1､22

1､22

1.23

1.24

1.25

1.26

1.2７

１学級当

り児童数

　

(Ｂ)

　

-

　

(Ｃ)

44､4

U.4

43､7

12.2

41.1

昶.6

37.7

36.0

35､1

34､4

33.9

33､4

(各年５月１日現在)

１学級当

り教員数

　

-

　

j.5バ

1.59

1.59

1.56

1､54

1､53

1.55

1､58

1.63

1､６７

1.70

1.73

１学級当

り生徒数

　

ｺﾞＬ

　

(C)

46.0

44､０

４３､8

44.7

45､9

45､5

43､9

42､3

40.9

39､7

38､７

３７､8

｜

　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

．．

　　　　　　　　　　　　　　

ｊＪｌ

　　　　　

ｊ

　　　　

ｆｌ

　　　　　

●

｜

　　　　　　　　　　　　　　　

』

-r. t I　　　　　，　　　　　　　　．＿，１　　　　　１　　　　　１　　　　　「

Ｉ

　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

－

－

－

！

｜

－

－

－

－

－

－

！

－

ｊ

－

－

ｉ

ｊ

－

｜

！

｜

ｉ

－
！

Ｌ

｜



その３

　

高等学校

第85表

　

教

　

員

　

数

　

等

　

の

　　　　　　　　　　　　

－
｜

　　　　　

教

　　　　

員

　　　　

数

　　　　　　　

生徒

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

本

　　　　　

務

　　　

兼

　　　　　

務

｜

　　　　　　

数

　

値|指数廠‾‾‾石〕ｊ‾に数

　

値

　　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　　

千人

　　　　

昭和32年

　　　　　

94 579　　2叩　　　10 883　　j叩　　　2 186

　　　　　　　

33

　　　　　　　

96 650　　　刀2　　　11 258　　　j∂3　　　2 242

　　　　　　　

34

　　　　　　　

98 904　　　迦5　　　11 739　　　逓8　　　2 299

　　　　　　　

35

　　　　　　　

100 875　　　jθ7　　　11 886　　　j∂9　　　2 301

　　　　　　　

36

　　　　　　　

102 948　　　jθ9　　　11 306　　　jθ4　　　2 236

　　　　　　　

37

　　　　　　　

107 853　　　114　　　l0 947　　　j∂j　　　2 324

　　　　　　　

38

　　　　　　　

121 238　　　j28　　　12 100　　　Ill　　　2 683

　　　　　　　

39

　　　　　　　

134 257　　　142　　　12 991　　　119　　　3 104

　　　　　　　

40

　　　　　　　

143 935　　　j52　　　13 934　　　j28　　　3 397

　　　　　　　

41

　　　　　　　

146 573　　j55　　　14 418　　j32　　　3 385

　　　　　　　

42

　　　　　　　

148 733　　j57　　　14 143　　j3θ　　　3 276

　　　　　　　

43

　　　　　　　

150 241　　　j59　　　　　･‥　|　　…　　・3 136

（注）ｌ

　

文部省「学校基本調査」による。

　　　

２

　

小学校および中学校の指数は、「公立義務教育諸学校の学級編成および教職

　　　　

したものである。

　　　

３

　

入学率は、国立、公立および私立の全体の率で、当該年度の高等学校入学者
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推

　

移（公立学校分）

数

指 数

θ

　

３

　

５

　

５

　

２

　

６

　

３

　

２

　

５

　

５

　

θ

　

3

o
c
S
o
c
5
0
0
t
ｖ
i
'
≪
(
i
i
o
i
o
m
＞
j
i

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

数

本

学

値

2 431

2 472

2 499

2 514

2 543

2 619

,2 791

2 841

２ 874

2 889

2 919

２ 945

校

一
指

　

数

C
j
C
^
a
e
Y
3
e
o
m
o
o
m
S
.
０
０
０
１
０
'
~
Ｈ

θ

　

ひ

　

θ

　

θ

　

θ

　

θ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

７
‘

　

２

　

２

Ｊ

　

ｊ

　

７
‘

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

校

数

分

値

1 193

1 131

1 099

０

　

４

　

５

　

８

　

９

　

９

　

１

　

６

　

３

４

　

８

　

１

　

５

　

０

　

５

　

２

　

６

　

２

０

　

９

　

９

　

８

　

８

　

７

　

７

　

６

　

６

Ｉ

数

　

校

指

　

数
-

　

1０0

　

111

２

　

７

　

２

　

７

　

２

　

８

　

ｊ

　

θ

　

６

９

　

８

　

８

　

７

　

７

　

６

　

６

　

６

　

５

52

(各年５月１日現在)

入学率

52.6

55.7

56.8

59.9

66.3

64.8

67.9

68.5

70.0

74.1

76.0

ち
立
う
公

入学率

38.1

４０､1

49.4

42.4

49.1

43.5

U.7

４７.5

46.7

50 ｡6

51.１

員定数の標準に関する法律（昭和33年法律第116号）」の施行の前年（昭和32年）を100と

数を前年度の中学校卒業者で除して得た率である。

－391

』

　　　　　　　

｜

　　　　　

・

　　　　　　

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　

ｌ

　　　　　

ｌ

　　　　　　

ｒ

ｌ

　　　　　　

●Ｊ = ｜

　 　 　 　 　 　

｜

　 　 　 　 　 　 　

．

　 　　　　　　　　　　

．

~

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　

ｌ

－

－

－

－

一

一

一－

－

｜

－

一

一

１

－



その１

　

義務教育学校施設

第86表

　

教 育 施

(昭和43年５月１日現在)

　　　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

｜小学校｜

　

中学校

学

　　　　　　　　

校

　　　　　　　　

数(A) (校）　　　25 029 10 787

　　

本

　　　　　　　

校

　　　　　　　

数

　　　

（校）

　　　　

22 310 10 394

　　

分

　　　　　　　

校

　　　　　　　

数

　　　

（校）

　　　　

2 719 393

学

　　　　　　　

級

　　　　　　　

数（B）（級）

　　

277 944　　128 647

校

　　　　　

舎

　　　　　

面

　　　　　

積(C) (千m2）　　　　49 483 28 132

　　

木

　　　　　　　　　　　　　　　　

造

　　

（千m2）

　　　

33 181　　　17 179

　　

非

　　　　　　　

木

　　　　　　　

造

　

(D) (干m2）　　　16 302　　　10 953

講

　

堂・屋

　

内

　

運

　

動

　

場

　

面

　

積

　

励（千m2）

　　　　

7 584 5 265

危

　　　

険

　　　

校

　　　

舎

　　

面

　　

積(F) (千m2）　　　　8 220　　　　2 275

学

　

校

　

校

　

舎

　

不

　

足

　

面

　　

積

　　

（干m2）

　　　　

2 368 1 702

児

　　　

童

　　　

生

　　　

徒

　　　

数（Ｇ）（千人）

　　　　

9 283　　　　4 860

教

　　　

員

　　　

数（本

　

務

　

の

　

み）（Ｈ）（千人）

　　　　　

352

　　　　　　

222

非

　

木

　

造

　

構

　

造

　

比

　

率（|:））/（C）×100

　　　　

（％）

　　　　

32.9

　　　　

38･9

危

　

険

　

校

　

舎

　

比

　

率

　

励/（C）×100

　　　　

（％）

　　　　

16.6

　　　　　

8.j

児童生徒１人当り校舎面積（C）/（（ヵ

　　

（m2）

　　　　　

5.3

　　　　　　

5.8

児童生徒ｌ人当り講堂・屋内運動場面積(E)/CCヵ（m2）

　　　　　

0.82

　　　　　

2.θ∂

1

　

校

　

当

　

り

　

児

　

童

　

生

　

徒

　

数

　　

㈲/（Ａ）（人）

　　　　　

37j

　　　　　

必j

l

　

学

　

級

　

当

　

り

　

児童生徒数

　

（Ｇ）/（Ｂ）（人）

　　　　

35.8

　　　

39.5

教員１人当り児童生徒数

　

(G)/(H)

　

（人）

　　　　　

26

　　　　　　

22

　　　　　　　　　

土地取得面積

　　

（千m2）

　　　　

5 774 4 523

昭和42年度事業量

|

建物新増築面積

　　　

（千m2）

　　　　

1 448 1 103

　　　　　　　　　

建物改築面積

　　

（千m2）

　　　　

1 099　　　　　344

― 392 ―



設

その２

の 状 況（公立学校分）

　　　

その３

　

幼稚園施設
高等学校施設

　　

(昭和43年５月１日現在)
-
｜

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

|高等学校

　

学

　　

校

　　

数（Ａ）（校）

　

3 568

　　

本

　

校

　

数

　　　

（校）

　　

2 945

　　

分

　

校

　

数

　　　

（校）

　　　

623

　

校

　

舎

　

面

　

積（Ｂ）（干m2）

　　

18 464

　

木

　　　　

造

　　

（干m2）

　　

7 997

　

非

　

木

　

造（Ｃ）（干m2）

　　

10 467

　

危険校舎面積(D) (干m2）　　1 448

　

学校校舎不足面積

　

（千m2）

　

8 505

　

生

　

、徒

　　

数

　

㈲（千人）

　

3 136

　

全

　

日

　

制

　　

（千人）

　

2 716

　

定

　

時

　

制

　　

（千人）

　　

416

　

専

　

攻

　

科

　　

（千人）

　　　　

２

　

別

　　　　

科

　　

（千人）

　　　

２

教員数（本務のみ）（Ｆ）（千人）

　　　

150

非木造構造比率

　　　　　

（C）/（Ｂ）ｘl00（％）

　　　

56､７

危険校舎比率

　　　　　

（Ｄ）/（Ｂ）×100（％）

　　　

７､８

生徒Ｉ人当り校舎面積

　　　　　

(B)/(E)

　　　

（m2）

　　　　

5.9

　

1校Ｉ人当り生徒数

　　　　　

tE)/(A)

　　

（人）

　　　

８７９

教員１人当り生徒数

　　　　　　　　

2j

　　　　　

(E)/(F)

　　

（人）

昭．

哲土地取得面積（干m2）

　

5 63］

姜

|

建物新増築面積（午m2）

　　

1 047

棄

　

建物改築面積（千m2）

　　

36

ヤ

量

― 393

(昭和43年５月１日現在)

　　

区

　　　　　　　

分

　　

丿幼稚園

幼

　

稚

　

園

　

数(A) (校）　　3 581

　

本

　

園

　

数

　　　

（校）

　　　

…

　

分

　

園

　

数

　　　

（校）

　　　

･‥

学

　　

級

　　

数（Ｂ）（級）

　　　

…

園

　

舎

　

面

　

積（C）（干m2）

　　

1 301

　

木

　　　　

造

　　　　　　　　　

1 063

　

非

　

木

　

造（Ｄ）（干m2）

　　

238

危険園舎面積（Ｅ）（干m2）

　　

153

幼

　　

児

　　

数(F) (千人）　　351

教

　　

員

　　

数（（j）（千人）

　　　　

15

非木造構造比率

　　　　　　

（Ｄ）/（C）×100（％）

　　　

18.4

危険園舎比率

　　　　　　

（Ｅ）/（C）×100（％）

　　　

Ｕ､８

幼児Ｉ人当り園舎面積

　　　　　　

（C）/的

　　　

（m2）

　　　　

3.7

1園当り幼児数励/（Ａ）（人）

　　

98.1

1学級当り幼児数

　　　　　　

（Ｅ）/（Ｂ）

　　

（人）

　　　

゛゛゛

教員１人当り幼児数

　　　　　　

的/鴎

　　　　

（人）

　　　

23､1

（注）１

　

文部省「学校基本調査」｡管理

　　　　

局施設部助成課および初等中等

　　　　

教育局初等教育課調による。

　　　

２

　

「昭和42年度事業量」は、昭

　　　　

和42年５月２日以降昭和43年５

　　　

月１日までの事業量である。

　　　

３

　

幼稚園数および幼児数は、43

　　　　

年４月末現在である。



その１

　　　　　　　　

参考表弱

　

各

　

国

　

に

　

お

　

け

　

る

各国における義務教育の就学率

国

　　　　

名

　

|年

　

度1

　

義務教育年限

　

|就学年齢|

　

就

　　

学

　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

日

　　　　　

本

　　

1966

　　　

9

　　　　　　　　　　

6～15

　　　　　　

99.9

アメリカ合衆国

　　

1965

　　

9（州により異る）

　　

7～16

　　　　　　

99.4

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　

l％5

　　

10

　　　　　　　　　　

5～15

　　　　　　

99.7

西

　

ド

　

イ

　

ッ

　　

1961

　　　

9（邦により異る）

　　

6～15

　　　　　　

99.7

フ

　

ラ

　

ン

　

ス

　　

1％5

　　

10(1967年より実施）

　

6～16

　　　　　　

99.9

イ

　　

ン

　　

ド

　　

1961

　　　

5（州により異る）

　　

6～11

　　　　　　

62.1

セ

　

イ

　

ロ

　

ン

　　

1961

　　　

8

　　　　　　　　　　

5～13

　　　　　　

90.6

ビ

　　

ル

　　

マ

　　

1962

　　

4

　　　　　　　　　　

6～10

　　　　　　

72.3

インドネシア

　　

1％1

　　

6

　　　　　　　　　

6～12

　　　　　

75.9

タ

　　　　　

イ

　　

1960

　　　

7

　　　　　　　　　　

7～14

　　　　　　

88.2

韓

　　　　　

国

　　

1960

　　

6

　　　　　　　　　　

6～12

　　　　　　

93.1

(注) “Educational Situation in Asia-Past Trends and Present Status゛’1965 by

UNESCO and Ministry of Education in Japan 等の資料による。
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昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　

社

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

ｉ

　　　

゛

　

し

m. m和市　回r　せ）　計　　額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

2 830　　刀,7　　13 727　　即.9　　16 557　　37.9

物

　　　

件

　　　

費

　　　

2 112　　20.7　　6 921　　即.j　　9 033　　加.7

普通建設事業費

　　

3 973　38.9　　9 262　26.9　　12 822　29. i

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

1 039　　jO.2　　3 995　　11.6　　　5019　　11.5

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

2 934　　28.7　　5 234　　15.2　　7 803　　17.9

　

県営事業負担金

　　　　

一

　　

－

　　　

33

　　

θ.j

　　　

一

　　

一
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1 310　　12.7　　4 486　　13.1　　　5229　　12.0

　

合

　　　　

計

　　

10 225　100.0　34 396　100.0　43 641　100.0

― 394



義

　

務

　

教

　

育

　

等

　

の

　

状

　

況

その２

　

各国における初等、中等学校の教員１人当り生徒数

国

　　　　　

名

　

1年

　

度1

　

初

　　

等

　　

学

　　

校

　

ｉ

　

中等学校(普通課程)

日

　　　　　

本

　　

1％7

　

27

　　　　　　　　　　　　

23

アメリカ合衆国

　　

1％6

　

26 21

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　

1965

　

30

　　　　　　　　　　　　

20

西

　

ド

　

イ

　

ツ

　　

1％4

　

28(息でしヽ西^゛ルリンを)16C畠でしヽ西^゛ルリンを)

フ

　

ラ

　

ン

　

ス

　　

1％5

　

20

　　　　　　　　　　　　　

21

ソ

　　　　　

連

　　

1965

　

27

　　　　　　　　　　　　　

19

オ

　

ラ

　

ン

　

ダ

　　

l％5

　

31

　　　　　　　　　　　　　

19

イ

　

タ

　

リ

　

ア

　　

1965

　

22

　　　　　　　　　　　　　

12

スウェーデン

　　

1965

　

21(推計)

　　　　　　　　

11

ノルウェー

　　

I％5

　

21

　　　　　　　　　　

13

デンマーク

　　

1％5

　

18

　　　　　　　　　　　

11(ただし、1％3年による)

ス

　

ペ

　

イ

　

ン

　　

l％5

　

35(就学前教育を含む)

　　

29(ただし、1964年による)

ブ

　

ラ

　

シ

　

ル

　　

l％5

　

28

　　　　　　　　　　　　　

17

イ

　　

ン

　　

ド

　　

1％3

　

49

　　　　　　　　　　　　　

18

セ

　

イ

　

ロ

　

ン

　　

1965

　

28

　　　　　　　　　　　　　

－

フィリピン

　　

I％4

　

33

　　　　　　　　　　

34

アラブ連合

　

1％5

　

39

　　　　　　　　　　

24

(注) 文部省「わが国の教育水準」、UNESCO “International Yearbook of Educa-

tion Vol. XXVII. 1965～1％7”による。

会

　

教

　

育

　

費

　

の

　

状

　

況

4
1
計

和昭
純

年

　

度

　　

額
増

(単位

　

百万円・％)

比
－
減

　　　　　

較

増ｘ副

14 160

　

7 738

13 275

4 260

9 015

　　

－

　

4

39

665

838

35.6

19.4

3S.3

10.7

22.６

　　

－

　

11.7

100.0

　　

2 397

　　

1 295

△

　　

453

　　　　

759

△

　

1 212
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3 803

額

-

　

63.0

　

３ｔ１

△11.9

　

20.0

△31.9

　　

－

　

召.8

100.0

　　

16.9

　　

16.7

△

　

３､４

　　

１７.８

ａ ｎ.ｉ

1２.1

　

9.5

U.6

20.2

46.7

48.8

４５.７

　　

－
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第88表

　

社 会

　　

教 育

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　

計

　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ぺ

　

所

　

（専任職員数

図

　　　　　　　

書

　　　　　　　

館

　　　　　　　　　

784

　　　　　　　

4 985

博

　　　　　　　

物

　　　　　　　

館

　　　　　　　　　

137

　　　　　　　

1 054

公

　

会

　

堂

　

お

　

よ

　

び

　

公

　

民

　

館

　　　　　　　　

9 373　　　　　　10 577

社

　　

会

　　

体

　　

育

　　

施

　　

設

　　

屋

　　

内

　　

体

　　

育

　　

館

　　　　　　　　

456

　　　　　　　　　

1 042

　　

陸

　　

上

　　

競

　　

技

　　

場

　　　　　　　　　

345

　　　　　　　　

235

　　

野

　　　　　　

球

　　　　　　

場

　　　　　　　　　

649

　　　　　　　　

299

(注) １

２

自治省調による。

「公会堂および公民館」の都道府県は県民会館で延面積は249千m2である。

第89表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　

保

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

4

　

・

　　　

｜

　

区

　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

！
人

　　　

件

　　　

費

　　　　

1 558　　征θ　　25 252　　む.3　　26 810　　37､61

物

　　　

件

　　　

費

　　　

2 124　　j9. j　　10 406　　j7.ひ　　12 530　　17.6

維持補修費

　　　

266

　

2.j

　　

452

　

θ.7

　　

718

　

j.θ

普通建設事業費

　　　

4 217　37.9　　18 174　29.7　　21 933　釦.7

　　

補助事業費

　　　

300

　　

2.7

　　

7 168　11.7　　7 468　10.5

　　

単独事業費

　　　

3 917　部.2　10 936　17.9　14 465　加.2

　　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

70

　　　

θ.j

　　　　

－

　　　

－

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 974　　26.6　　6 909　　U.3　　9 366　　13.1

　

合

　　　

計

　　　

11 139　100.0　61 193　100.0　71 357　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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施

　

設

　

の

　

状

　

況（公立分）

(昭和43年３月31日現在・単位

　

人)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

--

　　　　　

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　　　

市

　　　　　

町

　　　　　

村

ff m　ａ　ｌ　＼ tt K M Sc　ｊ　ｌ　所　ａ　１　４ｲﾓa jllｔ

　　　　　　　　　　

73

　　　　　　　　

1 771　　　　　　　　　711　　　　　　　　　3 214

　　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　

267

　　　　　　　　　

111　　　　　　　　　　787

　　　　　　　　　　

…

　　　　　　　　　

747

　　　　　　　

9 373　　　　　　　　9 830

　　　　　　　　　　

42

　　　　　　　　　

326

　　　　　　　　　

414

　　　　　　　　　　

716

　　　　　　　　　　

41

　　　　　　　　　　

76

　　　　　　　　　

304

　　　　　　　　　　

159

　　　　　　　　　　

67

　　　　　　　　　　

29

　　　　　　　　　

582

　　　　　　　　　　

270

－

健

　

体

　

育

　

費

　

の

　

状

　

況

昭

　

和
純

41
計

19 807

　

9 522

　　

519

16 856

　

5 931

10 925

　

8001

54 705

リ
増

比
一
派

36.2

１７.4

　

1.0

30.8

10.8

20.0

　　

－

　

召.6

100.0

7 003

3008

　　

199

5 077

1 537

3 540

　　

－

　

１

１６

365

652

額

42.0

18､1

　

1､2

30.5

　

9.2

21､3

　

8.2

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増

　

減

　

率

35.4

31.6

38.3

30､1

25.9

32､4

1７.1

30.4

叙.1

34.1

35.9

2d.6

20.3

27.0

1７､6

25.0

－397

ｊ

　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　

ｌ

　　　　　　

ｌ Ｌ

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

１
｜１

－

ｌ

｜

　　　　　

゛



第90表

　

昭和42年度性質別

ｌ

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

42

　　　　

年

　　　

度

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

’

　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

1 389 445　39.31　　　640867　26.3　2 030 312 35.5

　

物

　　

件

　　

費

　　　

146 191　i.l　　235 996　9.7　　382 187　6.7

　

維持補修費

　　　

40 594　1.1　　51 551　2.j　　92 145　16

　

扶

　　

助

　　

費

　　　

144 589　4.j　　175 733　7.2　　320 322　5.6

　

補

　

助

　

費

　

等

　　　

189 435　5.4　　138 201　5.7　　229 245　4.θ

　

普通建設事業費

　　

1 082 439　30.6　　803 940　お.θ　1 784 456　託２

　　　

補助事業費

　　　

738 630

1　　　371

981　15.3　1 065 075　18.6

　

帽

４独事業費

　　　

282 196　8.θ　　397 850　16.3　　651 517　11.4

　

災害復旧事業費

　　　

128 090　3. 6　　62 080　2. 5　　161 934　2.8

　

失業対策事業費

　　　　

30 051　θ.9　　50108　2.1　　80 159　j,4

　

公

　　

債

　　

費

　　　

109 917　3.j　　119 270　j.9　　224 407　3.9

　

積

　　

立

　　

金

　　　

26 007 0.7　　27 1801　1.1　　53 187　θ.9

　

投資及び出資金

　　　　

16 601　θ.5　　11 266　θ.5　　27 867 0.5

　

貸

　　

付

　　

金

　　　

218 760　6.2　　57 064　2.3　　264 533　j.6

　

繰

　　

出

　　

金

　　　

10 700　θ.4　　46 885　j.9　　57 585　j.ひ

　

前年度繰上充用金

　　　　　　

一

　　

一

　　　

17 158 θ.7　　　17 158　θ.3

　　

歳

　

出

　

合

　

計

　　　　

3 532 819 100.0　2 437 299 100.0　5 725 49j 100.0

第91表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　

義

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度

　　　　　

【

　

区

　　　　　　

分

　　

|

’都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

1 389 445　39.3　　640 867　26.3　2 030 312　35.4

　　

特別職報酬給与

　　　　

13 202　θ･1　　　58 211　2.4　　　71 413　j.2

　　

職

　　

員

　　

給

　　　

I 158 806　32.81　　504 580　卸,7　　1 663 386　29.0

　　

そ

　

の

　

他

　　　

217 437　6. j　　78 076　3.2　　295 513　5.2

扶

　　

助

　　

費

　　　

144 589　4. j　　175 733　7. 2　　320 322　5.6

公

　　

債

　　

費

　　　

109 917　3.j　　119 270　4.9　　224 407　3.9

　

合

　　　　　

計

　　　　

1 643 951　46.5　　935 870　38.4　2 575 041　44.9

　

歳出合計

　　　

3 532 819 j叩1　2 437 299 100.0 5 725 497 100.0
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状

　

況
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百万円・％)

　　

較
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増
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率

引市田J･細純計額

比

額減増
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純

　

計
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1
4
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8
3
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9

7
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２
１

１
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Ｊ
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３
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その１

　

人件費の内訳

第92表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

ｉ

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

十

　　

額

　

議員委員等報酬手当

　　　

12 586　　θ.9　　41 885　　6.5　　54 471　　2.7

　

特別職給与

　　　　

617

　

θ.θ

　　

16 325　2.5　　16 942　θ.8

　

職

　　　

員

　　　

給

　　

1 158 806　83. j　　504 580　78･7　1 663 386　8j. 9

　　　

基

　　

本

　　

給

　　　

776 792　弱.9　　325 112　50.7　1 101 904　5i.3
1

　　　

その他の手当

　　　

379 506　27". 3　　171 405　26.7　　550 911　27.1

　　　

臨時職員給与

　　　

2 508　　θ.2　　　8 063　　j.3　　10 571　　θ.5

　

皆方公務塁共済組富

　　　

89 654　　6.5　　　38 943　　6.j　　128 597　　6.3

　

退

　　

職

　　

金

　　

88 800　6.4　　27 327　4.3　116 127　5.7

　

恩給及び退職年金

　　　

33 368　　2.4　　　4 197　　θ.7　　37 565　　j.9

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

5 614　　θ.4　　　7 610　　j.2　　　13 224　　θ.7

　　

合

　　　　　

計

　　　

1 389 445　100.0　　640 867　100.0　2 030 312　100.0
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財源内訳
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和
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度
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府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　　　　　　　　　

』

　　　　　　　　　

｜

　

国庫支出金

　　

326 457　23.5　　13 115　2.θ　343 539　茄.9

　

使用料、手数料

　　　

33 206　2.j　　25 495　4.θ　　58 920　2.9

　

地

　　　

方

　　　

債

　　　　

4 700　　θ.3　　　2 316　　θ.j　　　7 016　　θ.3

　

その他特定財源

　　　

5 461　　θ.j　　23 174　　3.6　　14 352　　θ.7

　

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　

1 019 621　　73.i　　576 767　卯.θ　1 606 485　79.2

　　

合

　　　　　

計

　　　

1 389 445　100.0　　640 867　100.0　2 030 312　100.0
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増
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公第94表

　

地

　　　　　　　

ｌ

　　　　　

昭

　

和

　

43

　

年

　

４

　

月

　

１

　

日

　

現

　

在

　

ｇ

　

リ

、道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

総

　　　　　

数

　　　　　　　　

一

一

　

般

　

職

　

員

　　　　

326 025　24.6　　　507 2031 69.6　　833 228　卯.6

　

企画総務

　　　

5o 428　3.8　　156 9871 21.6　　207 4151 10､1

　

税

　　　　

務

　　　

27 680　2.j　　56 674　7.8　　84 354、4.j

　

民

　　　　

生

　　　

30 957　2.3　　91 5391 12.6　　122 496!　6.θ

　

衛

　　　

生

　　　

43 147　3.3　　71 085･　9.8　　114 232　5.6

　

労

　　　

働

　　　

12 204　θ.9　　11 139　j.5　　23 34自　1.1

　

農林水産

　　　

81 111　6.j　　41 783　5.7　　122 894　6.∂

　

商

　　　　　

工

　　　　

11 779　θ.9　　　　9 216　j.2　　　209∃　j.θ

　

土

　　　

木

　　　

68 719　5.2　　68 780　9.4　　137 499　6.7
教育関係職員

　　　

802 833 印.6　　175 2白24.j　　978 071　47.6

　

教

　　　　

員

　　　

734 215 55J　　25 743　∂.6　　759 9581 37.0

　

高等学校

　　　

148 635 11.2　　11 230　j.6　　159 865　7.8

　

義務教育

　　　

577 7ﾖ43.6　　　　－　－　　577 777 28.1

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

7 803　0.6J　　　14 513　2.θ　　　22 316. 1.1

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

68 618' 5.2･　　149 495　加.5　　218 1131 迦.6
警

　

察

　

職

　

員

　　　

184 353! j3.91　　　一　－　　184 353! 9.0

　

警

　

察

　

官

　　　

160 6460回　　　－　－　　160 646 7.8

　

そ

　

の

　

他

　　　

23 707j　j.8　　　一　－　　23 707‘　j.2
消

　

防

　

職

　

員

　　　

11 7821　θj　　45 825　6.3　　57 6071 2.8

　

・

　　　　　

劃一

　　　　　

1 324 993ﾘ00‘O　　　728 266 100.01　2 053 259 100.0

（注）昭和43年４月１日現在の人員は、地方公務員給与実態調査（附帯調査表）にもと
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費中の職員給の状況

(単位

　

百万円・％)

41

　　　　

年

　　　

度

　　　　　

｜

　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

市

　

町

　

村

i

純

　

十

　

額

　

増

　

減

　

・嶮赫右帯昌

146 978 33.2　203 299　13.8　22 841　12.o＼11.9＼11.o＼11.2 12.3＼11.6　11.8

　

48 932　jムθ　67 712　j.6　11 440 6.θj3.8j8.j 16.9 11.iに6.7　石.2

　

45 904 10.4　81 430　5.5　11 587　6.i 11.91 16.1 Id. 2 12.l＼16.5　14.5

　

2 489! θ.6　　11 126　θ.8　　1 566　0.8＼ 10.i 26.7 U.I　9.9 11.0　10.1

　

24 4121 5.5　77 785　5.3　　9 214 j.91 11.3＼13.0 11.8　9.7 12.1　刀.4

　

64051

　

1.4

　

15 312　エθ　　2 155　2.j U.d 2.7 U.2 j2.１１０咄　11.4

　

40 088!　9.j　66 352　4.5　　10 160　5.d＼ U.5 15.8 15.3　9.j U.2　12.1

　　　

－

　　

－

　

146 237　9.9　21 341 11.3 14.6　－j£6 13.1＼　－　13.1

　

30 871　7.0＼　41 357　2O　　6 604　3! 5 16.8 15.7 j6.ひ16.1 15.2　15. d

　

96 540, 21.8　763 178 51.8＼ 92 690 48.9＼ｕ.9 召.2･ 12.1　9.J jj.81　9.8
442 619. 100. 0j1 473 788ﾘ00.0789 598 100.01 12.4 14!OJ 12°9110.3ﾘ3.2　11.2

員

　　

数

づく概数である。

の

　　

状 況

(単位

　

人・％)

― 403

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‾¬‾‾’

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　

昭

　

和

　

42

　

年

　

４

　

月

　

１

　

日

　

現

　

在

　　　

ｉ

　　

比

　　　　　　　　

較

－
都道府県

　

｜市田J‘わ）

　　　

ﾖ

・

　　　

（皺列l

ヨ

　　

322 13l! 麗.6　494 714　69.6　816 845　如.j　　l6 383 邱j　2.θ　2.3

　　　

51 305　3.9　　153 642　21.6　　204 947　jθ.j　　2 468　　7.6　j.白　3.6]

　　　

27 468　2.j　　57 740　8､1　　85 208　£2　△　854△　2.6△　j.θ△　7.9

　　　

28 825　2.2　　85 993　12.1　　114 818　5.7　　　7 678　23.6　6.7　　j.9

　　　

42 558　3.2　　68 692　9.7　　111 250　5.5　　　2 982　　9.j　　2.白　2.6

　　　

11 430　θ.9　　11 452　j.6　　22 882　j.2　　　461　l.i　2.θ△　1.3

　　　

80807

　

6.2

　　

41 619　5.9　　122 426　6.j　　　　468　　j.4　θ.j　　θ.3

　　　

11 517　θ.9　　9 090　j.3　　20 607　j.θ　　　　388　　j.2　j.9　j.j

　　　

68 221　　5.2　　66 486　9.3　　134 707　6.7　　　2 792　8.6　2.j　　2.j

　　

797 360　60.9　　172 657　24.3　970 017　超.θ　　　8 054　2i.7　　θ.8　1.4

　　

728 713　55.6　　24 837　3.5　753 550　37.3　　　6 408　19.7　　θ.8　　θ.8

　　

146 9431　11.2　　11 295　j.6　　158 238　7.8　　　1 627　　5.θ　　j.θ　　j.5

　　

573 928　43湾　　　　一　　－　　573 928　28.4　　　3 849　11.8　　θ.7　　θ.j

　　　　

7 842　θ.6　　13 542　j.9　　21 384　1.1　　　　932　　2.9　　£j　　6.5

　　　

68 6471　5.3　　147 820　20.8　　216 467　迦.7　　　1 646　　5.θ　　θ.8　　3.5

　　

179 1901　13.７　　　　－　　－　179"190　8.9　　5 163　15.9　2.9　3.6

　　

156 094!　11.9･　　　－　　－　　15が094　7.7　　4 552　14.0　　2.9　3.8

　　　

230％l

　

j.8

　　　

－

　

－

　

23 096　2.2　　　611　j.9　2.6　2.3

　　　

11 21J　θ.81　　43 425　6.j　　54 644　2.7　　2 963　9.2　5.j　　5.8

　

1 309 900り00°O［　　710796 100.0 2 020 696 100.0　　32 563 100.0　　1.6　　2.0

　　　　　　　

1
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年
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道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

十

　　

額

賃

　　　　　　　

金

　　　

5 21い　　3.6　　　11954　　5j　　17 1671 4.5

旅

　　　　　　

費

　　

37 130　25.4　　17 428　　7.4　54 558　j£3

交

　　　

際

　　　

費

　　　

1 002　　θ.7　　　6 198　　2.6　　7 200　　j.9

備品購入費

　　

15 008　10.2　　41 516　17.6　56 5241　U.8

需

　　

用

　　

費

　　

51 908　35.5　104 994　44.5　156 902　む.θ

役

　　

務

　　

費

　　

17 659　j2. j　　18 093　　7.6　35 752　　9.4

そ

　　

の

　　

他

　　

18 271　　12.5　　35 813　15.2　54 084　U.I

　

合

　　　　

計

　　　

146 191　100.0　235 996　100.0　382 187　100.0
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年
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府
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｜

　

市
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村

　

｜

　

純

　　

十

　　

額

土

　　

木

　　

費

　　

31 668　78.0　31 473　61.1　63 141　砥５

　　

道路橋りよう費

　　　

24 292　　59.8　　25 479　　49.4　　49 771　　5d.O

　　

河川海岸費

　　　

2 456　　6.θ　　1 565　　3,θ　　4 021　　j.4

　　

住

　　

宅

　　

費

　　　

3 027　　7.5　　2 447　　j.8　　5 474　　5.9

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

1 893　　　j.7　　　1 982　　　3.9　　　3 875　　　j.2
教

　　　

育

　　　

費

　　　

2 842　　7.θ　　11 922　　23.1　　14 764　　16.0

　　

小

　

学

　

校

　

費

　　　　　

一

　　　

－

　　　

6 555　　12.7　　6 555　　7.j

　　

中

　

学

　

校

　

費

　　　　　

一

　　　

－

　　

3 837　　7.4　　3 837　　j.2

　　

高等学校費

　　　

1 531　　3.8　　　200　　θ.j　　1 731　　j.9

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

1 311　　　3.2　　　1 330　　　2.6　　　2 641　　　2.8
総

　　　

務

　　　

費

　　　

3 069　　Z.6　　3 116　　6.θ　　6 185　　6.7
衛

　　　

生

　　　

費
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j.3

　　

2 053　　4.θ　　2 588　　2.8

　　

保

　

健
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費

　　　　　

87

　　

θ.2

　　　　

44

　　　

θ.j
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θ.8

　　　

1 622　　　∂.j　　　1 961　　　2,2
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他
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θ.3
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θ.8
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θ.5
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業
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j.8
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2.θ

　　　

1 740　　　j.9
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業

　　

費

　　　　

126

　　

θ.∂

　　　　

112

　　

θ.2

　　　　

238

　　

θ.3

　　

農
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費

　　　　　

62

　　

θ.2

　　　　

655

　　

j.3

　　　　

717

　　

θ.8
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費

　　　　

160

　　

θ.4
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θ.∂

　　　　

320

　　

0.3
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業

　

費

　　　　

338

　　

θ.8

　　　　

44

　　

θ.j
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そ

　　

の

　　

他

　　　　　

45

　　

θ.j

　　　　

38

　　

θ.j

　　　　

83

　　

θ.j
消

　　　

防

　　　

費

　　　　　

174

　　　

θ.4

　　　　

836

　　　

j.6

　　　

1 010　　　1､1
警

　　　

察

　　　

費

　　　

1 179　　2.9　　　　－　　　－　　I 179　　j.∂
そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

3％

　　

j.θ

　　　

1 142　　2.2　　　1 538　　1､７

　

合

　　　　

計

　　　

40 594　100.0　51 551　100.0　92 145　100.0
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｜

「

　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

｜

／－ＪＪＩＩＡ』＝→－Ｉ

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

一

一

｜

－

ｌ

－

－

｜

！

一

一

－

－

－

｜

－

」

１

ｉ

ｉ

｜

｜

｜
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第103表

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

|昭和38年災|昭和39年災

　

一
小

－・
悦:討

回

(X鸚・ソX岩

　　　　　　　　　　　

補

　

助

　

64 955　　100.0　74 538　　j呟θ

　　　　　

河川・海岸
建

　

設

　

省

　　　　　　　　　　

直

　　

轄

　　

3 041　　　100.0　　9 047　　100.0

　　　　　

砂

　

防・道

　

路

　　　　　　　　　　　　

計

　　

67 9％　　100.0　83 585　　100.0

　　　　　　　　　　

.補

　　

助

　　

3 244　　　j叩,θ　　　6782　　　100.0

運

　

輸

　

省

　

港

　

湾・海

　

岸

　

直

　　

轄

　　　

467

　　

j叩.θ

　　

5 303　　100.0

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　

3 711　　　100.0　　12085　　j叩.θ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　

農地・農業用施設補

　

助

　　

22 413　　j卯.θ　　28 535　　100.0

　

農林本省

　

海岸・入植施設

　

直

　

轄

　　　

137

　　

j叩.θ

　　

1 324　　100.0

農

　　　　　

共同利用施設

　　

計

　　　

22 550　　j卯.θ　　29 859　　j叩.θ

　　　　　　　　　　　

補

　

助

　　　

1 564　　　j叩.θ　　　1840　　　100.0

　　　　　

治

　

山

　

施

　

設

　　

林野庁

　　　　　　　　　　

直

　

轄

　　　　

87

　　

j卯.θ

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

林

　　　　　

道

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　

1 651　　　100.0　　　1840　　　100.０

８

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

補助

　　

2 860　　100.0　　2 059　　j卯.θ

　　

水産庁

　

漁

　　　　　

港

　

直

　

轄

　　　　

54

　　　

100.0

　　　　

104

　　　

100.0

　　　　　　　　　　　

計

　　　

2 914　　100.0　　2 163　　j卯.θ

省

　　　　　　　　　　

補助

　

26 837　　100.0　32 434　　100.0

　　　　　

計

　　　　　　

直

　

轄

　　　

278

　　　

j叩･θ

　　　

1 428 100.０

　　　　　　　　　　　

計

　　

27 115　　100.0　33 862　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　

補助

　

95 036　100.0　113 754　100.0

　　

合

　　　　　　

計

　　　　

直

　

轄

　　

3 786　　100.0　　15 778　　100.0

　　　　　　　　　　　

計

　　

98 822　　100.0　129 532　　100.0

― 416 ―



業

　

の

　

進

　

捗

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

昭和40年災|昭和41午災ﾄJa和42年災

　　　　　

‾‾

回

づ岩）づ岩ト・㈲;ｓ

　

’

107 289　　88.0 89 144 71.0　　82 537　　　30.0　建設省調による．

　

15 578　　100.0　　13 025

1　　96.0　　9

500　　　47.θ｜

122 867　　卯.a　102 169　　な.0　92 037

1　　32.0

　

6 182　　　88.0 2 211 71.0　　　1571 30.0　運輸省調による．

　

1 217　　　100.0　　　　350　　　79.0　　　　326　　　11.0

　

7 399　　　卯.θ　　2 561　　　72.C

　　1

897　　　27.0

　

35 945　　　88.0　　27 7％　　　71.0　　51 182　　　釦.θ農地局および官房

　　

388

　　

ヽj叩.0

　　　

1 715　　　95.0　　　1040 j8.巾総務課調による.

　

36 333　　88.C

　29

511　　72.0　52 222　　釦.θ

　

3 105　　　88.C

　　2

094　　　灯.θ　　2 453　　　釦.θ林野庁調による．

　　

－

　　　

－

　　　

32

　　

j叩.θ

|

　　　

－

　　　

－

　

3 105　　　88.0　　2 126

1　　71.0　　2

453　　　釦.θ

　

3 952　　　88.0　　　1365　　　71.0　　1 291　　　釦.θ　水産庁調による．

　　

159

　　　

j叩.θ

　　　　

21

　　　

79.0 172　　　　15.0

　

4 111　　　89.0　　1 386　　　71.0　　1 463
1　　28.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一

　

43 002　　88.0　31 255　　71.0　54 926　　釦.θ

　　

547

　　　

j叩.θ

　　　

1 768　　　95.0　　　1212

1　　j3.01

　

43 549

1　　88.0　33

023　　72.0　56 138 30.0

156 473　　　88.0　　122610　　　71.0　139 034　　　30.0

　

17 342　　　100.0　　15143 96.0　　　11038
46.0

173 815 89.0　　137753　　　74.0　　150
072　　　31.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

― 417 ―



第104表昭和42年度
その１

　

性質別内訳

区

　　　　　　

分

42 年

　

昭

一

都

　

道

　

府

　

県 村

度
一
純

　　

計

　　

額

補

　

助

　

一

　

特

単

　

独

　

合

事

　

業

　

費

事

　

業

　　　

計

般

　

別

　

費

その２

　

日的別内訳

26

20

　

5

　

3

30

151

619

532

900

051

87.0

68.6

18.4

13.0

100.0

和
一

　

市
-

　

37

　

34

　

2

　

12

　

50

　

町
-

952

998

954

156

108

　

75.7

　

69.8

　

5.9

　

24､3

100.0

64 103

55 617

　

8 486

16 056

80 159

80.0

69.4

10.6

20.0

100.0

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県｜市

　

町

　

村ｌ純

　

訂

　

額

　

道路橋りよう費

　　　

1 310　　4.4　　　26　　∂.ﾊﾟ　　1 336　　j.7

　

河

　

川

　

海

　

岸

　

費

　　　

1 618 5.4　　　　－　　　－　　　1618　　　2.θ

　

港

　　

湾

　　　

費

　　　　

526

　　

j,8

　　　

294

　　

θ.6

　　　

820

　　

1.０

　

都市計画費

　　　

273

　

θ.9

　　

275

　

θ.5

　　

548

　

θ.7

　

失業対策費

　　

25 872　部.j　49 499　98.8　75 371　9L0

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

452

　　

j.4

　　　　

14

　　

∂.∂

　　　

466

　　

θ.6

　　

合

　　　

計

　　

30 051　100.0　50 108　100.0　80 159　100.0

-

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　

年

　　　

度
区

　　　　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

国庫支出金

　　

14 886　49.5　22 760　d5.4　37 646　f.θ

その他特定財源

　　　　

868

　　　

2.9

　　　

1 983 ' d.O　　　2238 2.8

一般財源等

　　

14 297　47.6　25 365　50.6　40 275　邱.2

　

合

　　　　

計

　　　

30 051　100.0　50 108　100.0　80 159　100.0

― 418 ―
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失業対策事業費の状況

度
額
年4
1
計

和昭
純

昭

　

和
純

59

50

　

8

1４

74

597

945

652

534

131

　

80. d

　

68.7

　

11.7

　

19.6

100.0

度
額

年4
1
計

1 479

1 713

０

　

６

　

１

　

２

５

　

２

　

９

　

７

８

　

６

　

８

　

５

　
　
　
　
　
　
　

８

　
　
　
　
　
　
　

／
○

74
３

C
>

C
≪

C
＾

０
０

C
ｆ
ｔ

Ｏ
Ｏ
　
０

　

一

　
　

・

　
　

一

　
　

一

　
　

・

　
　

●

　
　

・

２

　

２

　

ｊ

　

θ

　

２

　

θ

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

９

　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

増

増

比
-

　

減

4 506

4 672

△

ａ

△

　

ａ

　

△

166 ! a

1 522

6 028

比

-

　

減

６

３

　

５

　

０

　

８

　

０

４

　

９

　

３

　

７

　

８

１

　
　
　
　
　
　
　
　

４

△

　

106

　　

6 028

△

△

△

額

　

74.8

　

77.5

　

2.7

　

25.2

100.0

額

2､4

j.6

θ.5

△

　

1.3

　

107.5

△

　

j.7

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

６

　

(
M

o
i

m

≫
―

t
ｓ
.

O
i

T
-
ｉ

O

Ｃ
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
-
H

　
　
　
　
　
　
　

△

　

j,5

　

5.θ

　

1.３

１７.2

　

6.8

増

△

　

△

　

△

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

ａ

ａ

率

-

９､７

　

5.5

　

3.5

12.5

　

9.4

18.5

　

8.1

△

3､4

5.9

2.8

2.5

7.２

１９.9

　

6.8

昭

　

和
純

41
計
゛芸

増

比
-

　

減 額

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

34 494

　

2 496

37 141

74 131

　

46.5

　

3.4

　

50.1

100.0

a

3 152

　

258

3 134

6 028

£1

　

52.3

　　

j.3

　

52.0

100.0

　　　

9.j

△

　

10､3

　　　

8.d

　　　

8.1

　

6.3

29.8

　

5.9

　

6.8

― 419
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その１

　

繰出先別内訳

第105表

　

昭

　

和42

　

年

　

度

　

・

　　　

゛

し

道

ぷ

（

≒

　

；

　

子

リ

≒

　

ｌ

法非適用の公営企業会計

　　

9 347　　87.4:　　30239　　6d.5　　39 586　　68.7

国民健康保険事業会計

　　　

一

　　　

－

　　

11 061 23.6　　　11061　　　19.2

公益質屋事業会計

　　　

一

　　

一

　　　

259

　　　

θ.6

　　　　　

259

　　　

θ.4

農業共済事業会計

　　　

－

　　

－1

　　

355

　　　

θ.8

　　　　

355

　　　

θ.6

収

　

益

　

事

　

業

　

会

　

計

　　　

103

　　

1.0

　　

74

　　

θ.j

　　　　

177

　　

θ.祠

交通災害共済事業会計

　　　

－

　　　

－

　　　　

94

　　

θ.2

　　　　

94

　　　

θ.2

財

　

産

　

区・基

　

金

　　

1 250　　jj.j　　4 803　　却.2　　6 053　　10.6

　

合

　　　　　

計

　　

10700

　

100.0

　

46 885　100.0　57 585　100.0

その２

　

日的別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度
区

　　　　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

・｜市

　

田ｒ

　

n ＼ m f∩‾‾Ｆ

運

　

転

　

資

　

金

　　　

2 618　　2d.5　　　510　　1.1　　3 128　　5.j

事

　

務

　

費

　

財

　

源

　　　

1 161　　10.9　　7 691　　16.d　　8 852　　15.d

建設費財源

　　　

763

　　

7.j

　

l6 826　35.9　17 589　30.5

公

　

債

　

費

　

財

　

源

　　　

4 069　　38.0　　7 632　　16.3　　11 701　　20.3

赤

　

字

　

補

　

て

　

ん

　　　　

464

　　

j.3

　　

8 086　　n.2　　8 550　　14.9

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1 625　　j5･y　　6 140　　13.1　　7 765　　13.5

　

合

　　　　

計

　　　

10700

　

100.0

　

46 885　100.0　57 585　100.0

その３

　

繰出先別、繰出目的別内訳

　

区’

　　　　　　

分

　　　

ト

　　

（賢姦詐

　

零７警IE

運

　　

転

　　

資

　　

金

　　　　　　　

3 128　　　　　　2500　　　　　　　273

事

　

務

　

費

　

財

　

源

　　　　　　　

8 852　　　　　　4614　　　　　　3699

建

　

設

　

費

　

財

　

源

　　　　　

17 589　　　　17 350　　　　　166

公

　

債

　

費

　

財

　

源

　　　　　

11 701　　　　11 267　　　　　78

赤

　

字

　

補

　

て

　

ん

　　　　　　　

8 550　　　　　2 360　　　　　6 054

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　

7 765　　　　　　1495　　　　　　　791

　

合

　　　　　

計

　　　　　　

57 585　　　　39 586　　　　11 061

420



繰

　

出

　

金

　

の

　

状

　

況

昭

　

和

　

41
純

　　　

計

32 664

　

8 605

　

5

47

昭

　

和

純

　

３

　

７

１６

　

８

　

６

　

６

４７

２
0
6

　
　

2

9
1
5

　

一
5

2
3
4

　
　

４

779

4
1
計

282

367

611

170

324

025

了79

リ

　

68.4

　

18.0

　

０.６

　

Ｏ､6

　

j.θ

　　

－

　

11.4,

100.0

M

　

6.9

15. d

3d.8

17、1

13､2

12.6

100.0

増

増

比
-

　

減
-
6 922

2 456

3
3
4
5

△

　

279

　　　　

94

　　　

601

　　

9 806

△

比

-

　

減

-

　

154

1 485

　

978

3 531

2 226

1 740

9 806

　

額

-

　

70.6

　

25.0

ａ

　

θ.3

　　

o､5

a

　

2.8

　　

1､0

　　

6.θ

　

100.0

ａ

額

-

　

j.6

　

巧.1

　

10､0

　

36.0

　

22.７

　

１７.8

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　　

21､2

　　

28.5

△

　

11.3

　　

14.５

△

　

61､2

11.0

20.5

　

19.3

　

11.1

　　

j.∂

　　

θ.6

204.０

87.8

24.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

△

　

4.7

20.2

　

5.9

43､2

35.2

28.9

20.5

27.1

　

8.2

17､５

３４.3

32､1

45.2

24.0

(単位

　

百万円・％)

拿菜晋で

o

祭Ｕt生業業会1京努努生髪゛≒t

　　

万万

　

２７

　

７

　

７

　

ｊ

　　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ」ぷ

－421
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１
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ｉ
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－
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その１

　

増加状況

第106表

　

昭

　

和42

　

年度

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

42

　　　　　

年

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

|

　　　

積

　　　　

立

　　　　

金

　　　　　

積

　

立

　

金

　　　　　　　　　

都道府県

　

）･J‘せ卜心

ﾚ

聶辰‾

≒ム:詣高t

　

二

　

こ二

　

］二

　

ぶ

。渥tＷスお:

　

7ご

　

に

　

２に

　

loご

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

26 509　　　30 590　　　57 099　　　　6657

（注）１

　　　

２

財政調整基金等積立金は、財政調整基金積立金および減債基金積立金の合計

積立金とりくずし額欄は、それぞれ区分欄該当の積立金からとりくずした額

その２

　

現在高の状況

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

十

　　

額

財政調整基金

　　

52 561　68.0　31 165　39.1　83 726　53.4

減

　

債

　

基

　

金

　　　

6 306　　8.2　　3 219　　4.j　　9 525　　6.ヱ

その他特定目的基金

　　　

18 414

1　2.8 1　45

236　　邱.8　　63 650　　必,５

　

合

　　　　

計

　　　

77 281　100.0　79 620　100.0　156 901　100.0

その３

　

積立金現在高の推移

　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　

額

　　　　　　

財

　

政

　

調
ｉ

　　　　　

゛

　

し

立

　

（Ｌｖツ§

し

立．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

昭和33

　

年度末

　　　　　

27 943　　　　　－　　　　7 624

　　　

34

　　　　　　　　　　　　　　　　　

32 773　　　　　　17.3　　　　　　9 807

　　　

135

　　　　　　　　　　　

49 386　　　　　50.7　　　　22 618

　　　

36

　　　　　　　　　　　　　　　　　

62 720　　　　　27.0 33 275

　　　

37

　　　　　　　　　　　　　　　　　

71 316　　　　　　13.7　　　　　41 949

　　　

38

　　　　　　　　　　　　　　　　　

73 033　　　　　　　2.4　　　　　　　40460

　　　

39

　　　　　　　　　　　　　　　　　

79 690　　　　　9.j　　　　43 641

　　　

40

　　　　　　　　　　　　　　　　　

93 592　　　　　17 A　　　　50 855

　　　

41

　　　　　　　　　　　　　　　　

121 692 30.0　　　　　　　63807

　　　

42

　　　　　　　　　　　　　　　　

156 901 28.9　　　　　　　83726

（注）財政調整基金は、昭和38年度までは基本財産積立金および財政調整資金積立金の
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積

　

立

　

金

　

の

　

状

　

況

と

ー
市

り

一
町

-

　

16

　

5

10

16

額である。

である。

く

一
村
-
388

939

449

－

388

~
ず

　

し

合
一

計(Ｂ)
-

23 045

11 556

11 489

23 045

度
額
年り
計
和昭
純

　

63 807

　

7 722

　

50 163

121 692

　

52､4

　　

6.j

　

41､2

100.0

純積立額

　

園一(Ｂ)

30 142

17 ４98

12 644

　

3 912

34 054

比

増

19

　

1

13

35

　

減

-

919

803

487

209

積

　　

昭

立金

(C)
-
43 466

21 345

22 121

3 161

46 627

額

-

　

56.6

　

5.j

38.3

100.0

(単位

　

百万円)

和

　

41

　

年

積立金とり

19

9

9

375

929

446

19 375

度

　

純積立額

　

(C)－(Ｄ)

24 091

11 416

12 675

　

3 161

27 252

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

　　　

31.2

　　　

23.3

　　　

26.9

　　　

28.9

25.6

17.0

38.5

30.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円・％）

整

　

基

　

金

　　　　　

減

　

債

　

基

　

金

　　　　　　　

その他特定目的基金

　　　

’

譜ｖ

√

・立（譜ソ蜃積立（譜Ｖ帽

　　　　　　

－

　　　　

12 067　　　　　　－　　　　8 252　　　　　　－，

　　　　　

28.6

　　　　　

12 195　　　　　　　1.1　　　　　10 771　　　　　　30.5

　　　　

130.6

　　　　　

11 713　　　　　△　£θ　　　　　15 055　　　　　　39.8・

　　　　　

4:7.1

　　　　　　

8 456　　　　　a 27.8　　　　　20 989　　　　　　39. d

　　　　　

26.1

　　　　　　

6 652　　　　　△11.3　　　　　22 715　　　　　　　8.2

　　　　

a

　

3.5

　　　　　

6 853　　　　　　　3.θ　　　　　25 720　　　　　　13.2

　　　　　

7.9

　　　　　

6 375　　　　　△　7.θ　　　　　29 674　　　　　　15.4

　　　　　

16.5

　　　　　　

6 600　　　　　　　3.5　　　　　36 137　　　　　　21.8

　　　　　

25.6

　　　　　　

7 722　　　　　　17.0　　　　　50 163　　　　　　38.5

　　　　　

31.2

　　　　　

9 525　　　　　　23.3　　　　　63 650　　　　　　26.9

合計額である。
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その１

　

日的別内訳

第107表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

十

　　

額

総

　　　

務

　　　

費

　　　　

836

　　

5.θ

　　

l 179　　10.5　　2 015　　7.2

衛

　　　

生

　　　

費

　　　

7 225　　S.5　　5 662　　50.3　　12 887　　孤２

　　

公衆衛生費

　　

2 391　U.i　　2 868　25.5　　5 259　18.9

　　

清

　　

掃

　　

費

　　　

4 830　　29.1　　2 792　　24.8　　7 622　　27.3

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

４

　　

θ.θ

　　　　

2

　　

θ.θ

　　　　

6

　　

0.θ

農林水産業費

　　

l 190　　7. 2　　　353　　3. j　　l 543　　5. 5

　　

農

　　

業

　　

費

　　　　

623

　　

3.8

　　　　

173

　　

j.5

　　　　

7％

　　

2.9

　　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　　

259

　　

j.6

　　　　

33

　　

θ.3

　　　　

292

　　

j.θ

　　

林

　　

業

　　

費

　　　

140

　　

θ.8

　　　　

82

　　

θ.7

　　　

222

　　

θ.8

　　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

108

　　

θ.7

　　　　

51

　　

θ.5

　　　

159

　　

θ.6

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

60

　　

θ.3

　　　　

14

　　

θ.j

　　　　

74

　　

θ.2

商

　　　

工

　　　

費

　　　

2 122　　12.8　　1 533　　13.6　　　3 655　　13.2
土

　　　

木

　　　

費

　　　

3 781　　22.8　　　1 999　　17.7　　　5 780　　20.7

　　

土木管理費

　　　

110

　　　

θ.7

　　　　　

2

　　

θ.∂

　　　　

112

　　　

θ.4

　　

都市計画費

　　

3 419　20.6　　1 442　12.8　　4 861　17. i

　　

住

　　

宅

　　

費

　　　　

77

　　

θ.5

　　　　

84

　　

θ.7

　　　

161

　　

θ.6

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

175

　　

j.θ 471　　　j.2　　　　646　　　2.3

教

　　　

育

　　　

費

　　　

445

　　

2.7

　　　　

97

　　

θ.9

　　　

542

　　

2.θ

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

1 002　　6.θ　　　　443　　　3.9　　　1 445　　5.2

　

合

　　　　

計

　　

16 601　100.0　11 266　100.0　27 867　100.0

その２

　

現在高の状況

　　　　　　　　　　　

昭和41年度末現在高（Ａ）

　　　

昭和42年度出資額

　

佃

　

ｇ

　　

゛

l

ｕ蛸市回|計

　　　

l

ｕ叫市ｔ剛ft

商

　

工

　

関

　

係

　　

10 195　5 176　15 371　12.5　1 139　1 277　2 416

農林水産関係

　　

11 213　2 451　13 664　11.1　l 171　　363　1 534

住

　

宅

　

関

　

係

　　　

1 556　　969　2 525　2.θ　　100　　　36　　136

観光交通関係

　　

10 554　1 350　11 904　9.7　2 369　　433　2 802

開

　

発

　

関

　

係

　　　

2 067　4 280　6 347　5.j　　534　1 824　2 358

電

　

力

　

関

　

係

　　　

8 615　15 521　24 136　19.6　　637　　　22　　659

そ

　　　

の

　　　

他

　　

31 651　17 673　49 324　初.ひ　10651　7 311　17 962

　　

電信電話公社債

　　　

1 126　2 034　3 160　2.5　　127　　356　　483

　　

鉄道利用債

　　

1 232　　457　1 689　l.i　　518　　519　1 037

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

29 293　15 182　44 475　36.1　10006　6 436　16 442

　

合

　　　

計

　　

75 851　47 420 123 271 100.0　16 601　11 266 27 867
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度投資及び出資金の状況

度
額
年4
1
計

和昭
純

　

４

１０

　

３

　

６

　

１

57a

243

839

399

　　

5

643

917

274

271

114

　

67

3 909
３

　

２

153

94
5
6
8
8
8

8
7
9
5
6

8

　
　

４
５

24 547

18.6

41､7

15.6

26.1

　

0.0

　

6.7

　

3．7

　

1､1

　

1.1

　

θ.5

　

θ.∂

15.9

12.9

　

θ.j

11.8

　

０.3

　

θ.4

　

j.9

　

2.3

100.0

増

心

△
△

△

△

比

-

　

減

-

2 558

２ 644

1 420

1 223
1
0
1
8
9
5
7
4
7

　

0
2
1
４
４

　

５
２

　

１
１

　
　
　
　
　

２
６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

8
6
5
8
4
7

1
7
8
4
8
7

　

９

　

５

　

８

　

１

3 320
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△
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較
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△55.9

　　

25.8

　　

37.0

　　

19､1

　　

20.0

ム　６．1

a 13､2

　　

6.6

△18､1

　　

39.5

　　

10.4

△
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19.1
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1５4
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c
＾
c
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8
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３
ｊ
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８
６
６
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４

　
　
　
　
　

２

15.0

(単位

　

百万円・％)

　

昭和42年度回収額

　

（,）|賢長

　

賢誰離影濤

　　

比

　　　　

較

ｕ四卜回（計Ｐ殆回鵬汁叫

　

計

　　　　

増
(E)-(A)
額l増減率

　　　

－

　　　

J

　　

84
1

　　　

68

　

H 398 6 373　17 771　jj.白24001　9.j　15.6

　　　

44

　　　

41

　　

851

　

・

　

98

1

　

12 242 2 773　15 015　10.0＼1 351　5.j　9.9

　　　

－

　　　

2

　　

21 10， 1 667 1 002　2 669　j.8　　144;　θ.5　5.7

　　　　

3

　　　　

3

　　　

6，a

　

191

　

12 920 ト761　14 681　　9.8･ 2 777　10.5　23.3

　　　

－

　　　

1o

　　

10*

　

△

　

56

　

2 562 6 077　8 639 5.81 2 29ﾝ 8.7　36.1

　　　

452

　　　

15

　

46ﾘ

　　　

462

　

9 26015 530　24 79o! 16. &　654i　2.5　2.7

　　　

532

　　　

782 1 314!　　　89 41 90024 161　66 0611 4j.か6 7371 63.6　お.9

　　　

12

　　　

143

　　

15ど

　　　

71

　　

1 274ﾄ285　3 559　2.1　399　j.5　瓦6

　　　

517

　　　

584 1 1011 △　38　1 232　355　　1 587 j.y△102△∂.4△6.θ

　　　　

3

　　　

55

　　

581

　　　

56

　

39 394し1 521　60 915　40.616 440　62.5　37.0

　　

l 031　　　937 1 968　　　456　91 949 57 677 149 626 100.026 355 100‘o　21°4

Ｉ
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その１

　

日的別内訳

第108表

　

昭

　

和

　

42

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　　　

一
商

　　

工

　　

費

　

123 564　56.5　28 583　卯.j　151 525　57.3

土

　　　

木

　　　

費

　　　

31 460　　U.i　　9 956　　17. i　　40 604　　15.4

　　

港

　　

湾

　　

費

　　　

2 957　　j.4　　　241　　θ.j　　3 194　　j.2

　　

都市計画費

　　　

1 401　　θ.6　　5 645　　10.0　　7 030　　2.7

　　

住

　　

宅

　　

費

　　　

19 032　　8.7　　3 310　　5.8　　21 647　　8.2

　　

土木管理費

　　　

6 679　　3.j　　　644　　j.θ　　7 323　　2.8

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

1 391　　　θ.6　　　　116　　　θ.2　　　1410　　　θ.5

農林水産業費

　　

20 047　　9.2　　3 701　　6.5　23 138　　8.8

　　

農

　　

業

　　

費

　　　

12 952　　5.9　　　1 840　　　3.2　　14 733　　　5.6

　　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　　

542

　　

0.2　　　965　　1.7　　　1 182　　θ.4

　　

農

　　

地

　　

費

　　　　　

849

　　

θ.4

　　　　

201

　　　

θ.j

　　　

l 050　　θ.j

　　

林

　　

業

　　

費

　　　

2 800　　j.3　　　　124　　θ.2　　2 868　　1.1

　　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

2 904　　1.4　　　571　　　j.θ　　3 305　　j.3

民

　　　

生

　　　

費

　　　

7 653　　∂.5　　　1 418　　2.5　　8 306　　3.j

　　

児童福祉費

　　　

2 392　　1.1　　　309　　θ.5　　2 384　　θ.9

　　

社会福祉費

　　　

5 157　　2.4　　1 013　　j.8　　5 726　　2.2

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

104

　　

θ.ひ

　　　　

96

　　

θ.2

　　　　

1％

　　

θ.θ

労

　　　

働

　　　

費

　　　

5 445　　2.5　　　1 444　　2.5　　6 868　　2.6

衛

　　　

生

　　　

費

　　　

5 873　　　2.7　　　1 622　　　2.8　　　7 445　　2.8

教

　　　

育

　　　

費

　　　

3 464　　j.6　　　1 197　　2.j　　4 585　　j.7

　　

高等学校費

　　　　

8

　　

θ.θ

　　　

25

　　

∂.0

　　　

33

　　

∂.∂

　　

保健体育費

　　　

626

　　

θ.3

　　　

242

　　

θ.j

　　　

792

　　

θ.3

　　

教育総務費

　　　

2 690　　1､2　　　858　　j.5　　3 548　　j.3

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

140

　　　

θ.j

　　　　　

72

　　　

θ.2

　　　　

212

　　　

θ.j

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

21 254　　9.6　　9 143　　16.1　　22 062　　8.∂

　

合

　　　

計

　　

218 760　100.0　57 064　100.0　264 533　100.0
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I
M

＞
＊

O

　

●

　
　

一

　
　

＠

o

ｏ
ｏ

o

　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　

１

増

比

26 050

10109

　　

111

　

1 951

　

5 695

1 834

　

518

4 162

3 392

４

　

４

　

３

　

９

　

４

　

６

　

５

　

３

　

６

　

６

　

８

　

６

　

９

　

４

　

９

２

　

３

　

８

　

２

　

８

　

３

　

４

　

０

　

７

　

６

　

５

　

１

　

４

　

２

　

６

　
　
　

１

　

４

　

１

　

９

　

２

　

６

　

１

　

６

　

５

　

７

　
　
　
　
　

６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　

3

48

921

226

額

一

　

5d.O

　

21､０

　

θ.2

　

£2

　

11.8

　

3.8

1.1

8.6

θ

　

θ

　

３

　

θ

７

　

θ

　

θ

　

ｊ

o､3

2.θ

θ.5

1､３

２

　

ｊ
曾

　

２

　

６

　

θ

　

ｊ

　

３

　

２

　

２

　

０

　

－

　
　

一

　
　

皐

　
　

・

　
　

●

　
　

・

　
　

－

　
　

Ｉ

　
　

一

　
　

I

O
'
-
<
≪
5
'
-
H
O
O
'
-
Ｈ
O
０
０

　

0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

(単位百万円・％)

　　　　　

一一一

　　　

較

増減率

20.8

33､1

　

3.6

38.4

35､7

33.4

58.1

2ム9

29.9

　　

2.1

　

召.6

　

20.3

　　

£j

　

13､4

　

11.0

　

12.７

ｎＯ､8

　

10.9

　

26.6

　

19.8

　

94､1

　　

6.6

　

21､3

　

d8.3

　

21.6

　

22.3

　

18.1

　

42.0

　

23.3

　

43､4

　

2d.8

191.2

　

15.5

　　

7.3

　　

5.6

　　

θ.θ

　

12. i

　

j£9

θ

　

８

■

　

飢

　

10.6

　

△2.5

　　

7.θ

　　

16.6

　　

21.9

　　

U.2

　　

15.0

　　

8.8

　　

17.5

A 11.1

　　

31.3

　　

20.2
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その２

　

現在高の状況

第108表

　

昭

　

和42年

　

度

　　　　　　　　　　　

｜

　　

昭和41年度末現在高（Ａ）］

　

昭和42年度貸付額（B）

1

　　

区

　　　　　

分

　　

|都道府県丿市町村1

　　　

計

　　　

|都道府県1市町村丿

　

計

　　

転貸債にかかるもの

　　

15 542　13 409　28 951　10.4:　　　－　　　56　　　56

　　

そ

　　

の

　　

他

　

227 572 22 032 249 604 89.6 218 760 57 008 275 768

　　

商

　

工

　

関

　

係

　　

103 722　2 592 106 314　38.2 118 128　27 755 145 883

　　

農林水産関係

　　

12 110　1 097　13 207　4.7　19 684　3 643　23 327

　　

民生労働施設関係

　　

13 014　1 685　14 699　5.3　10 617　2 503　13 120

　　

住

　

宅

　

関

　

係

　　

27 696　1 910　29 606　10.6　18 104　3 656　21 760

　　

観光交通関係

　　

2 059　　825　2 884　j.θ　2 423　3 402　5 825

　　

開

　

発

　

関

　

係

　　

22 152　8 453　30 605　11.0　11 700　8 534　20 234

1

　　

教

　

育

　

関

　

係

　　　

1 905　1 749　3 654　j.3　3 215　1 167　4 382

；

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

44 914　3 721　48 635　17.5　34 889　6 348　41 237

　　

合

　　　

計

　　

243 114 35 441 278 555 100.0 218 760 57 064げ75 824

　

うち預託

　

決

　

算

　

額

　

12 236　　531　12 767　　－　80 797　22 989 103 786

　

金にヵゝ力ゝ

　

--

　　　　

---__

ｕ・箭認識204 237　33 496 237 733　　－ 469 607 158 325 627 932

（注）「預託金にかかるもの」の「決算額」欄は、予算を通して金融機関に預託した額

　　

の預託目的にそって関係者に対し、当該金融機関から貸し付けた延額である。
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貸

　

付

　

金

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

昭和42年度回収額（C）

　

特長

　

禁ご離炉1

　

比

　　　　　

較

Ｕ叫宍せ）節句

ﾚ

四如叫

　

十

　

ﾚ

‰‰到皿率

　

1 034　　　788　1 822　　　129　14 510 12 804　27 314　7｡91△1 637△2.５△　5.7

157 926　50 043 207 969 △　755 287 81528 833 316 648 92.1＼67 044102.5　26.9

　

91 243　27 076 118 319 △　179 130 558 3 141　133 699 38.9 27 385 dl.9　25.8

　

14 931　　3 582 18 513 a　　7　16 874 1 140　18 014　5.2　4 807　7.3　36.4

　

9 199　2 096 11 295 △　510　13 852 2 162　16 014　j.7　1 315　2.θ　8.9

　

10 566　3 463 14 029 △　　39　35 219 2 079　37 298 10.8　7 692 U.8　26.0

　

1 583　3050　4 633　　　　9　2 909 1 176　4 085　j.2　1 201　j.8　41.6

　

5 464　4 2191　9 683　　　12　28 389 12 779　41 168 12.0 10 563 16.2　3£5

　

2 933　　　914　3 847　　　64　2 244 2 009　4 253　j.2　　599　θ.9　茄.4

　

22 007　5 643 27 650 ム　105　57 770 4 347　62 117 18.1 l3 482 20.6　27.7

158 960　50 831209 791 ^ 626 302 32541 637 343 962100.0 65 407100.0　23.5

　

78 054　22 869100 923 A 1 902　13 162　566　13 728　－　　％l　　－　7.5

　　　　　　　　　　

一一一一一一一一

404 147 146 236 550 383 △12 290 257 136 45 856 302 992　－ 65 259　－　２７.５

であり、「当該金融機関の貸付額」欄は、預託を受けた金融機関が、昭和42年度中にそ
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第109表昭和42年度地方公営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

|

　

都

　　

道

　　

府

　　

県）

　

町

　　

村ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　

上

　

水

　

道，事

　

業

　　　　

4 764　　　8. 2　　　　3 039　　　j. ∂・

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　

10 855　　　18.6　　　　5 541　　　7.祠

訃ゲ

　

・

　

事

　

業

　　　　

244

　　　　

θ.j

　　　　　　

69

　　　　

θ.j

万

病

　

・

　

事

　

業

　　

11 307　　　19. A　　　　　7 424 ja.バ

蚕公共下水道事業

　　　

12 176　　20.8　　　10 776　　15.2

jSk工業用水道事業

　　　

2 732　　　　4.7　　　　　1 021 1.4

姦ｔ

　

ｘ

　

事

　

業

　　　　

101

　　　　　

θ.2

　　　　　　　

2

　　　　

∂.θ

　

|

そ

　

の

　

他の

　

事業

　　　　

6 776　　　11.5　　　　　1 091 1.6

　　

小

　　　　　

計

　　　　

48 955　　肱8　　　28 963　　dO.8 ＼

　　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

一

　　　　

－

　　　　　

1 779　　　　2.5‘'

　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　

一

　　　

－

　　　　

202

　　

0.3

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　　　

一

　　　　

－

　　　　　　　

5

　　　

0.0

診ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

2

　　

θ.θ・

j1

才

業用水道事業

　　　　

112

　　

θ.2

　　　　

17

　　

θ.θ

の

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

2

　　　

θ.ひ

　　　　　

2 033　　　2.9
公

窟．港湾整備事業

　　　

3 363 5.8　　　　　　366　　　　θ.5

萎病

　

院

　

事

　

業

　　　　

2 336　　　4.θ 2 581 3.6

2S

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

゛
計

　

宅

　

地

　

造

　

成

　

事

　

業

　　　　　

2 291 3,9　　　　　　2546 ＆61

　　

公共下水道事業

　　　　

399

　　　　

θ.7

　　　

17 813　　25.1

　

l

そ

　

の

　

他の

　

事業

　　　　　

844

　　　　

l.i

　　　　　

2 895 4.j

　　

小

　　　　　　　

計

　　　　　　

9 347　　　拡θ 30 239 む．ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｔ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

国民健康保険事業会計

　　　　　　

一

　　　

－

　　　

11 061　　　15.6

その他の事業会計，

　　　　

103

　　

θ.2

　　　　

782

　　

j.(バ

　

合

　　　　　　　

計

　　　　

58 405
1　100.0 1　　71

045
1　100.0

－430－



企業等に対する繰出の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　

度

　　　　　　

昭和41年度

　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

合

　　

計

　　

額

　　　　

合

　

｜

　

゛

　

∧

曽

　

ｘ

　

ｇ

　

憚剛監肇

　　

7 803　　6.θ　　　　5 104　　5.θ　　　2 699　　9.5　　52.9　　13.9

　　

16 3％　　12.7　　　　12 631　　12.5　　　　　3765 j＆3　　29.8　　29.4

　　　

313

　　　

θ.2

　　　　　　

167

　　

θ.2

　　　　　

146

　　　

θ.5

　　

87.4

　　　

5.θ

　　

18 731　　U.5　　　　13 104　　13.0　　　　5 627　　19.9　　42.9　　18.3

　　

22 952　　17.7　　　　18 519　　18.3　　　　4 433　　15.6　　23.9　　25.7

　　

3 753　　　2.9　　　　3 061　　　3.θ　　　　　692　　2.j　　22.6　　37.3

　　　

103

　　　

θ.j

　　　　　　

89

　　

θ.j

　　　　　

14

　　

θ.j

　　

石.7

　

217.9

　　

7 867　　　6.j　　　　6 106　　6.θ　　　　1 761　　　6.2　　28.8　^ 7.5

　

77 918　　60.2　　　　58 781　　58.1　　　19 137　　67.5　　32.6　　19.9

　　

1 779　　　l.i　　　　2 412　　2.4　　△　633　△　2.2　△26.2　　21.3

　　　

202

　　　

θ.2

　　　　　

261

　　　

θ.2

　　

a

　　

59

　

△

　

θ.2

　

a 22.6　　48.3

　　　　　

5

　　

θ.θ

　　　　　　

13

　　

θ.θ

　　

a

　　

8

　

△

　

θ.θ

　

△61.5

　

△43.5

　　　　　

2

　　　

θ.θ

　　　　　　　

8

　　

θ.θ

　　

△

　　

6

　

△

　

θ.θ

　

a 75.0　　52.9

　　　

129

　　　

θ.j

　　　　　

263

　　

θ.3

　　

△

　

134

　

△

　

θ.5

　

a 51.0　　j.7

　　

2 035　　　2.6　　　　2 029　　2.θ　　　　　　6　　θ.θ　　θ.3　△　θ.8

　　

3 729　　　2.9　　　　3 034　　3.θ　　　　　695　　2.j　　22.9　　U.9

　　

4 917　　　3.8　　　　4 494　　j.5　　　　　423　　j.5　　9.4　　19.6

　　

4 837　　　∂.7　　　　3 364　　3.3　　　　1 473　　　5.2　　43.8　　15.8

　　

18 212　　U.I　　　　13 914　　13.8　　　　4 298　　15.2　　30.9　　33.4

　　

3 739　　　2.8　　　　2 872　　2.8　　　　　867　　　3.θ　　30.2　△　5.6

　

39 586　　30.6　　　　32 664　　32.3　　　　6 922　　2£4　　21.2　　19.3

　

H 061　　　8.5　　　　　8 605 8.5　　　　2 456 8.7　　詔.5　　14.4

　　　

885

　　　

∂.7

　　　　

1 058　　1.1　　a　173　△　ひ.6　△16. d　　む.4

　

129 450
1　100.0 1　　　101

108
1　100.0 1　　28

342
1　100.0 1　28.0 1　19.4

－431－



第110表

　

昭

　

和

　

42年

　

度

その１

　

性質別内訳

　

区 分

　

昭

一

都

　　

道

　　

府

　　

県

和

-
市

　　

町

地方債元利償還

-

元

　
　

利

時借入金利

合

その２

　

財源内訳

/

　

区

計

分

金

金

　
　

子

　
　

子

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

そ

　

の

　

他

　

特

　

定

　

財

　

源

一

　　

般

　　

財

　　

源

　　

等

合 計

109 090

56 902

52 188

827

109 917

99.2

51.8

4７.4

θ.8

100.0

　　　　　　　　

昭

都

　　

道

　　

府

　　

県

774

1 ７９７

7 504

99 842

109 917

― 432 －

θ.7

６

　
　

８

　
　

９

ｊ

　
　

６

　
　

θ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

９

100.0

和

市

113 117

57 786

55 331

6 153

119 270

村
-

9d.8

48.4

46.4

5.2

100.0

42

　　　

年

町

　　　

村

9 106

5 751

8 031

96 382

119 270

7.6

C
Ｏ

Ｏ
Ｏ

･
ｗ

<
ｏ

80.8

100.0

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｀

　　　　

¶

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　

Ｉ

　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　

Ｉ

ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｌ

１

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　

｜

　　　　

・

１

　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　

ｌ

ｉ

ｌ

ｌ

ヨ

｜

－

－

－

－

！

－

－

｜

－

！

｜

－

ミ

ー

＝

－

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　

‘。

　　　

ｉ

　　　　　　　　

ｌ

　　　　

ｔ

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．



公

　

債

　

費

　

の

　

状

　

況

純

度
一
計

217 427

111 178

106 249

6 980

224 407

額
-

96.9

d9.5

4７､4

3.1

100.0

　　

度

純

　　

計

　　

額

9 924

7 564

15 382

191 537

224 407

4.4

3.4

6.9

85.3

100.0

昭

純

昭

純

和 41

計

175 291

89 881

85 410

7 242

182 533

和 41

計

6 489

5 570

13 025

157 449

182 533

年

年

度

額
-

96.0

49､2

46.8

j｡θ

100.0

度

額

-

∂.6

3｡θ

7.1

86.3

too.o

比

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

較

増

　　

減

　　

額

42 136

21 297

△

20 839

262

41 874

比

1００､６

50.9

49.7

△

　

θ.6

100.0

増減率

-

24.0

2３.７

24､4

△

　

３．６

22.9

20.1

U.6

26.4

△

　

７､８

18.6

(単位

　

百万円・％)

一一

　　

較

増

　　

減

　　

額

3 435

1 994

2 357

34 088

41 874

8.2

£８

　

5.6

81.4:

100.0

増減率
-

　

52､9

　

35.8

18.1

21､７

22.9

6７､６

18.8

5.2

18.5

18.6

－433－
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Ｆ

　　　　　　

Ｉ

　　　　

Ｉ
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第111表昭和42年度

普

区 分

　　　

通

　　　　　

債

一般補助事業債

一般単独事業債

公営住宅建設事業債

義務教育施設整備事業債

清

　

掃

　

事

　

業

　

債

厚生福祉施設整備事業債

公共用地先行取得事業債

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

災

　　

害

　　

復

　　

旧

　　

債

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　

債

公有林･草地整備事業債

債

　

債

　

債

　
　

建

　

当

貸

　

再

　

手

　
　

政

　

職

転

　

財

　

退

固定資産税減収補てん債

町

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

合

市

　

借

　

交

　

枠

　

都

村民税臨時減税補て

　　　　

替

　　

付

　　　

公

　　　　

外

道･府

　

県

　

貸

　

付

債

　

債

　

債

　

債

ん

計

金

　　　　　　　

昭

都

　　

道
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652 503　　　　－　　　　5.3　　　38.8

　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　

697 294　　　　　－　　　　　∂.9　　　　36.2

　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　

738 668　　　　j叩　　　　5.9　　　釦.9

　　　　　

37

　　　　　　　　

1

825 594 112　　　　11.8　　　　28.6

　　　　　

38

　　　　　　　　　　　　

916 871　　　　12i　　　11.1　　　27.7

　　　　　

39

　　　　　　　　　　　

1 081 266　　　　　j46　　　　17.9　　　　28.3

　　　　　

40

　　　　　　　　　　　

1 349 738　　　　　j83　　　　μ.8　　　　　30.9

　　　　　

41

　　　　　　　　　　　

1 691 074　　　　　229　　　　万.3　　　　　33.6

　　　　　

42

　　　　　　　　　　　

1 950 432　　　　　26j　　　　巧.∂ 34.1
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Ｘ

現

　　

在 高

　　

の 推

　　

移

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

訳

　　

交

　　　　

付

　　　　

公

　　　　

債

　　　　

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　

以

　　

外

・ｔ（ｍ（jU甘茶|辞営趾iロ=りm
aljS甘到辞営瓢

　　

50 552　　　－　　　18.9　　　　3.8　　548 929　　　－　　　　3.θ　　　do. 8

　　

61 163　　　－　　　21.0　　　　j.2　　559 365　　　－　　　　j.9　　　38.4

　　

75 906　　　－　　　2iA　　　　£5　　576 597　　　－　　　　∂.2　　　34.3

　　

75 499　　　－　　^0.5　　　　3.9　　621 795　　　－　　　　7.S　　　32.3

　　

71 665　　　j∂θ　　△　5.j　　　　3.θ　　667003　　jθ∂　　　　7.2　　　27.9

　　

69 397　　　97　　△　3.2　　　　2.j　　756 197　　　と3　　　む.4　　　26.2

　　

65 682　　　92　　△　5.j　　　　2.θ　　851 189　　j28　　　12.6　　　25.7

　　

68 384　　　95　　　　j.2　　　　j.8　1 012 882　　　j52　　　19.0　　　26.5

　　

84 883　　　j28　　　2i.l　　　　j.9　1 264 855　　j卯　　　24.9　　　29.0

　　

91 444　　　j28　　　　7.7　　　　j.8　1 599 630　　　2jθ　　　26.5　　　31.8

　

104 938　　　j46　　　U.8　　　　j.8　1 845 494　　277　　　15. d　　　32.3
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その１

　

総

　　

括

第114表

　

昭

　

和

　

42

　

年度

　

区

　　　　　　　　

分

　　

１

　　

４

　　　　

月

　　

１

　　

５

　　　　

月

　　

１

　　

６

　　

歳

　　　　　　　

入

　　

338 199　82.5　308 334　77.3　517 309

　　　

地

　　

方

　　

税

　　

63 788　15.6　217 766　5d.6　190 870

お

　

％端oJ大

　

209 208　51.1　　　176　　θ.θ　212 365

　

|

　

国庫支出金

　　

3o 520　　7.j　48 459　12.1　65 496

　　　

都道府県支出金

　　　

1 728　　θ.j　　2 634　　θ.7　　2 930

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　

32 955　　8.θ　39 299　　9.9　45 648
入鈴封筒旭゛゛

　　

1。087

　　

2.5

　　

15 706　　∂.9　　7 644

　

|

一時借入金借入額

　　

61 538　　15.0　　74 930　　18.8　　17 317

　　

合

　　　　　

計

　　

409 824　100.0　398 970　100.0　542 270

　　

歳

　　　　　　　

出

　　

292 974　92. d　264 198　77. i　422 032り数数智能4戸

　

14 857　　　4.7　　12 253　　　3.6　　15 906

出|‾時借入金返済額

　　　

9 294　　2.9　　65 014　　19.0　　22 686

　

、合

　　　　　

計

　　　

317 125　100.0　341 465　100.0　460 624

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

１

　　

４

　　　　

月

　　

ｉ

　　

５

　　　　

月

　　

１

　　

６

　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　　

5.6

　　　　　　　　

5.j

　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　　　　　　

3.∂

　　　　　　　

刀.j

　　

お

　

肢端鸚1

　　　　

20.4

　　　　　　　　　

θ.θ

　　

1

　

国庫支出金

　　　　　　　

2.2

　　　　　　

3.4

各

　　　　　

都道府県支出金

　　　　　　　　　

j.θ

　　　　　　　　　　　

j.5

月

　　　

歳計
這
金貸言金回旋

　　　　　　　　　

2.6

　　　　　　　　　

3.j

才

入霊および他会十借入

　　　　　　　　　

6.3

　　　　　　　　

9.s

構

　　

j

‾時借入金借入額

　　　　　　　　

11.0

　　　　　　　　

13.3

成

　　

｀

　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　　

6‘1

　　　　　　　　

5゛9

J七丿髪ｈお金j

　　　　　

4.9

　　　　　　　　　

£j

　

|

　

鉾会湊４゛

　　　　

¨

　　　　

・

　

出才一時借入金返済額

　　　　　　　　

j.7

　　　　　　　　　　

11.6

　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　　

4.7

　　　　　　　　　

5.1
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資金･収支の状況

(単位

　

ぼ万円・％)

月

　　

！

　　

７

　　　

月

　　

１

　　

８

　　　

月

　　

１

　　

９

　　　

月

　　

｜

　　

10

　　　

月

　

95.4

　

298 581　　89.3　344 646　84.9　505 248　9d.7　302 344　87.8

　

35.2

　　

157 291　　47.0　　175 969　43.4　　145 070　27.2　145 479　42.2

　

39.2

　　　

7 947　　　2.4　　15 449　　＆8　210 073　39.4　　　2 309　　θ.7

　

12.1

　　

77 581　　23.2　　91 052　22.4　　89 328　16.7　　89 283　25.9

　

θ.5
1

　　

3800

　　　

1.1

　　　

6 440　　j.6　　8 180　　j.5　　　8 164　　2.j

　

8.4 1　51 962　　15.6　　55 736　13.7　　52 597　　9.9　　57 109　16.6

　

1.4

　　

8 675　　　2.6　　　4 747　　j.2　　　3 415　　θ.6　　　7 582　　2.2

　

3.2

　　

27 058　　8.j　　56 353　13.9　　25 136　　j.7　　34 526　10.0・

100.0

　

334 314　100.0　405 746　100.0　533 799　100.0　344 452　100.0

　

91.6

　

310 607　　88.4　390 068　88.2　387 440　89.9　371 547　93.2

　

3.5‘

　　

10 826　　　3.j　　　8 928　　2.θ　　10 438　　2.j　　4 025　　j.θ

　

j.9

　　

29 964　　　8.5　　43 085　　9.8　　33 161　　7.7　　23 040　　5.8

100.0

　

351 397　100.0　442 081　100.0　431 039　100.0　398 612　100.0

月

　　　　

７

　　　

月

　　

１

　　

８

　　　

月

　　

１

　　

９

　　　

月

　　

l

　　

10

　　

月

　

8.6

　　　　　　　　

j.9

　　　　　　　　

5.7

　　　　　　　　

8.4

　　　　　　　　

5.θ

　

8.9

　　　　　　　　

7.3

　　　　　　　　

8.2

　　　　　　　　

6.7

　　　　　　　　

6.8

　

20.7

　　　　　　　　

θ.8

　　　　　　　　

j.5

　　　　　　　

20.4

　　　　　　　　

θ.2

　

j.7

　　　　　　　　

5.5

　　　　　　　　

6.5

　　　　　　　　

6.3

　　　　　　　　

6.3

　

j.6

　　　　　　　　

2.j

　　　　　　　　

3.6

　　　　　　　　

4.5

　　　　　　　　

j.5

　

3.6

　　　　　　

4.1

　　　　　　　　

j.4

　　　　　　　　

£j

　　　　　　　　

4.5

　

4.8

　　　　　　　　

5.j

　　　　　　　　

3.θ

　　　　　　　　

2.j

　　　　　　　　

4.8

　

3.j

　　　　　　　　

j.8

　　　　　　　

迦.θ

　　　　　　　　

j.5

　　　　　　　　

6.2

　

8.0

1

　　　　　　

5.0

　　　　　　

6.0

　　　　　　

7.9

　　　　　　

5j

　

7.θ

　　　　　　　　

5.2

　　　　　　　　

6.5

　　　　　　　　

6.5

　　　　　　　　

6.2

　

9.7

　　　　　　　　　　

6.6

　　　　　　　　

5.5

　　　　　　　　

6.j

　　　　　　　　

2.5

　

j.θ

　　　　　　　　　　

5.3

　　　　　　　　

7.7

　　　　　　　　　

5.9

　　　　　　　　

£j

　

6.9

　　　　　　　　

5.2

　　　　　　　　

6.6

　　　　　　　　

6.4

　　　　　　　　

5.9
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その１

　

総

　

括（つづぎ）

第114表

　

昭和42年度

　

・

　　

≪Ｈ

　　　　　

≪
12

　　　　

01

　　

歳

　　　　　　　

入

　　

614 474　94.9　661 888　部.6　272 387

　　　

地

　　

方

　　

税

　　

198 295　釦.6　264 321　34.6　151 008

　

4

　

錨肩肘J4

　

208 223　　32.2　　57 181 7.5　　　1874

　　

|

　

国庫支出金

　　

134 837　20.8　208 098　27. 2　67 032

　　　

都道府県支出金

　　

11 613　　j.8　　29 441　　3.8　　5 635

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　

61 506　　9.5　102 847　13.5　46 838

　

入蘇稚問鴛ヤ゛

　　

8 806　　1.4　　12 064　　j.6　　5 666

　　

|

一時借入金借入額

　　

24 216　　3.z　　9o 472　11.8　34 144

　　

合

　　　　　

計

　　

647 496　100.0　764 424　100.0　312 197

　　

､歳

　　　　　　　

出

　　

403 921　91.5　900 820　9d.8　274 846

　

ダ鸚雪議瀧畝町

　

7 242　　j.7　　12 592　　j.3　　10 962

　

出卜時借ふ金返済額

　　

30 141　　6.8　　36 602　　3.9　　41 432

　　

･、合

　　　　　

計

　　

441 304　100.0　950 014　100.0　327 240

ブ

　　

011

　　　　　

012

　　　　

01

　　　

歳

　　　　　　

入

　　　　　　　　

皿2

　　　　　　　

11.0

　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　　　　　　

9.2

　　　　　　　

12.3

　　

お

　

侃肩ぽ馴

　　　　

20.2

　　　　　　　　　

5.6

　　　

j

　

国庫支出金

　　　　　　　

9.6

　　　　　　

14.8

　

各

　　　　　

都道府県支出金

　　　　　　　　　

6.j

　　　　　　　　

16.3

　

月

　　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　

j.8

　　　　　　　　　

8.j

　　　

歳計現金貸付金回収

　

]

入念および他会十借入

　　　　　　　　　

5.5

　　　　　　　　

7.6

　

構

　　

|

‾時借入金借入額

　　　　　　　　

j.3

　　　　　　　

16.1

　

成

　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　　

9.6

　　　　　　　　

11.3

　

比

　

支

y妾十現金貸付金おﾂ

　　　　　　　　　

6.7

　　　　　　　　

15.1

　

|

鉾会゛“済

　　　

“

　　　

¨

　　

出|一時借入金返済額

　　　　　　　　

5.j

　　　　　　　　　　　

6.5

　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　　

6.6

　　　　　　　　

14.2
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資金収支の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

月

　　

１

　　

２

　　

月

　　

１

　　

３

　　　

月

　　

１

　　

出納整理期

　　

｜

　　

合

　　　

計

　

87.3

　

350 256　85.8
1　766

5401　89.8　　754 886　94.3　6 035 092　89.3

　

48.4:

　

162 277　39.7　　157 671　　18.5　　119 717　15.0　2 149 522　31.8

　

θ.6

　

40 420　　9.9

1　59

692　　7.a　　　3 259　　θ.j　1 028 176　15.2

　

21.5

　

75 862　j8.61　296 438　34.7　　132 549　16.6　1 406 535　20.8

　

j.8

　　

8 378　　2.j　　20 374　　2.j　　　71 395　　8.9　　180 712　　2.7

　

15.0

　

63 319　15.5　232 365　27.2　　427 966　53.4　1 270 147　18.8

　

j.8

　　

9 029　　2.2　　20 127　　2.4　　46 001　　5.7　　159 549　　2.j

　

10.9

　

49 150　12.0　　66 938　　7.8　　　　　－　　　－　　561 778　　8.3

100.0

　

408 435　100.0　853 605 リ00.0　　800 887　100.016756 419　100.0

　

8£θ

　

393 010　88.5　644 847　85.2　　924 694　88.5 5 981 004　89.2

　　

3.3

　　

75％

　　

j.7

　　

15706

1

　

2.j

　　

32 313　　3.j
1　163

644　　2.j

　

12.7

　

43 526　　9.8 ・　95 927
1　12.7　　　87 936　　8.4 j　561 808　　8.4

100.0

　

444 132　100.0　了56 480 ﾘ00.0　1 044 943　100.016706 456　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

月

　　

１

　　

２

　　

月

　　

１

　　

３

　　　

月

　　

｜

　　

出納整理期

　　

ｌ

　　

合

　　　

計

　　

4.5

　　　　　　　

5.8

　　　　　　　

12.7

　　　　　　　　

12.5

　　　　　　　

100.0

　　

7.θ

　　　　　　　

7.6

　　　　　　　　

7.3

　　　　　　　　

5.6

　　　　　　　

100.0

　　

θ.2

　　　　　　　

3.9

　　　　　　　　

5.8

　　　　　　　　

θ.3

　　　　　　　

血

　　

j.8

　　　　　　　

5.j

　　　　　　　

21.1

　　　　　　　　

9.j

　　　　　　　

100.0

　　

3.j

　　　　　　　　　

j.6

　　　　　　　　　

11.3

　　　　　　　　　

39.5

　　　　　　　　　

100.0

　　

3.7

　　　　　　　　

5.θ

　　　　　　　

18.3

　　　　　　　　　

33.7

　　　　　　　　　

100.0

　　

3.6

　　　　　　　　

5.7

　　　　　　　　

12.6

　　　　　　　　　

2＆8

　　　　　　　　

100.0

　　

6.j

　　　　　　　　

8.7

　　　　　　　

11.9

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

100.0

　　

4.6

　　　　　　　　

6.0

　　　　　　　

12.6

　　　　　　　　

11.9

　　　　　　　

100.0

　　

4.6

　　　　　　　　

6.6

　　　　　　　

10.8

　　　　　　　　

15.5

　　　　　　　

j叩.θ

　　

6.7

　　　　　　　　

£6

　　　　　　　　

9.6

　　　　　　　　　

j9.7

1

　　　　　

100.0

　　

7.j

　　　　　　　　

7.7

　　　　　　　　　

17.1

　　　　　　　　

15.6

　　　　　　　　

100.0

　　

4.9

　　　　　　　　

6.6

　　　　　　　

11.3

　　　　　　　　

15.6

　　　　　　　

100.0

－445



第114表

　

昭和42年度

その２

　

都道府県

　

区 分
４ 月 ５ 月 ６

― 446 ―

　

歳

　　　　　　　　　

入

　　

地

　　　

方

　　　

税

　　

地方交付税および地

万

方譲与税

　　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

歳計現金貸付金回収金お
人

　

よび他会計借入金

　

|

一時借入金借入額

　　　

合

　　　　　　　

計

　　

歳

　　　　　　　　　

出

支

于

歳計現金貸付金および他

　　

会計借入金返済金等

出
生
‾時借入金返済額

　　　

合

　　　　　　　

計

その３

　

市

　

町

　

村

　

区

歳

収

入

分

入

税
地

　

金

　

び

　

よ

　

出

　

お
方
税

　

支

　

付
税

　

交
与
庫

　

方
譲

地
地
方
国

都道府県支出金

　　

歳

　　　　　　　　　

出
支[歳計現金貸付金および他

　　

会計借入金返済金等
出1‾時借入金返済額

　　　

合

　　　　　　　

計

137

　

39

　

73

　

6

　

1

　

16

　

8

　

45

191

109

　

11

　　

5

127

４

200 934

　

24 364

135 770

　

24 445

　

16 355

　　

1 857

　

15 813

218 604

183 408

　　

2 932

　　

3 725

190 065

265

424

438

075

728

600

230

725

220

566

925

569

060

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

16 600
歳計現金貸付金回収金お
よび他会計借入金

　　　　　　　

8 230

一時借入金借入額

　　

45 725

　

合

　　　　

計

　　

191 220

　

91.9

　

11.1

　

62.1

　

11.2

　　

7､5

　　

∂.9

　　

7.2

100.0

　

96.5

　　

j.5

　　

2.θ

100.0

月

７１､8

20.6

38.4

　

3､2

　

θ.9

　

8.７

　

£3

　

23.9

100.0

　

部.2

　　

9.4

　　

む4

100.0

172 054

121 155

　　　

－

　

36 112

　

14 787

　

6 959

　

56 583

235 596

149 555

　

1 976

　

53 047

204 578

５

136 280

　

96 611

　　　

176

　

12 347

　　

2 634

　

24 512

　　

8 747

　

18 347

163 374

114 643

　

10 277

　

11 967

136 887

73.0

51.4

　

15.3

　

6.3

　

3.θ

　

2j.ひ

100.0

　

73.1

　　

j.∂

　

25.9

100.0

月

83. d

59.1

　

θ.j

　

7沁

　

j.6

　

15.0

　

5.4

　

11.2

100.0

　

83.8

　　

7.5

　　

＆7

100.0

344 426

130 122

138 668

　

55 905

　

19 731

　

3 217

　

3 901

351 544

261 864

　

4 737

　

13 724

280 325

６

172 883

60 748

73 697

　

9 591

　

2 930

　

25 917

　

4 427

　

13 416

190 726

160 168

　

11 169

　

･8 962

180 299

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　

・

　　　　

・ｌ

　　　　

ｉ

　　　　　

・

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　

｜

　　　　

ｒ

　　　　　

Ｉ

　　　　

Ｉ

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　

・

ｋ

－

！

｜

－

１

－

－

！

－

」

－
！

－

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　　

１

　　　　

，

　　　　

１

　　　　　

「

、

　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　

｜

｜

｜



資金収支の状況（つづき）

月

98.0

37.0

39.5

15.9

　

5.6

　

θ.9

　

1.1

100.0

　

93.4

　　

1､７

　　

£9

100.0

７

154 903

　

68 363

　

2 650

　

57 814

　

26 076

　

3 158

　

4 555

162 616

175 836

　

6 188

　

6 380

188 404

月

95.3

42.0

　

j.6

35.6

16、1

　

j.9

　

2,8

100.0

　

93.3

　　

3.3

　　

3､4

100.0

８
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θ.6

　　　　　

100.0

　　

6.3

　　　

7.4

　　

16.2

　　

3.4

　　　

j.θ

　　

17.9

　　　　　

19.8

　　　　　

j叩.∂

　　

j.5

　　　

6.j

　　

16.3

　　　

3.j

　　

j.6

　　

11.3

　　　　　

39.5

　　　　　

100.0

　　

j.∂

　　　

j.7

　　　

9.3

　　　

3･9

　　

5.θ

　　

15.6

　　　　　

33.4

　　　　　

100.0

　　

5.3

　　　

£8

　　　

6.∂

　　

i.l

　　　

5.8

　　

13.7

　　　　　

31.9

　　　　　

j叩.θ

　　

6.4

　　　

j.6

　　

n.9

　　

∂.j

　　

9.2

　　

U.7

　　　　　　

－

　　　　　

100.0

　　

5.3

　　　

8.0

　　

11.4

　　　

4.6

　　　

6.0

　　

12.0

　　　　　

15.2

　　　　　　

100.0

　　

6.2

　　　

6.5

　　

14.2

　　

£6

　　

∂.8

　　

刀.5

　　　　　

16.6

　　　　　

100.0

　　

2.9

　　　

j.9

　　

8.θ

　　

j.6

　　　

5.∂

　　

刀.2

　　　　　

22.3

　　　　　

100.0

　　

5.2

　　　

j.2

　　　

8.2

　　　

6.9

　　

6.9

　　

20.2

　　　　　

24.2

　　　　　

100.0

　　

6.0

　　　

6.2

　　

13.2

　　　

4.9

　　　

6丿

　　

n.e

　　　　　

17.7

　　　　　　

100.0
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昭和42年度純計決算

　　

ｉ

　　　　　

゛

臨

十

こ

・卜ｉｇ）

ふ

１

　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　

1

　　　　

21 49ﾉ　　　　19 206　　　　　2 289

　　　

普

　　　　

通

　　　　

税

　

1

　　　　

20 228　　　　18 040　　　　　2 188

　　　

日

　　　　　

的

　　　　　

税

　

i

　　　　　

1 267　　　　　1 166　　　　　　　101

　

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　

i

　　　　　

69
√

　　　　　

682

　　　　　　　

10

　　　

地方道路譲与税

　

！

　　　　

598
j

591　　　　　　　　7

　　　

石油ガス譲与税

　

i

　　　　

48

　　　　

45

　　　　　

3

　　　　　　　　　　　　　

！

　　　

特別とん譲与税

　

1

　　　　

46 ， 46　　　　　　　　0

　

臨時地方財政交付金

　

1

　　　　

120

　　　　

120

　　　　　

o

　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　

9 47叫　　　　8 921　　　　　　549

　　　

小

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

31 777 1　　　　28 929　　　　　2 848

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

14 065　　　13 758　　　　307

　　　

義務教育費国庫負担金

　　　　　

3 145 2 910 235

　　　

その他普通補助負担金

　　　　　

3 174 3 924　　　　△ 750

　　　

公共事業費補助負担金

　　　　　

7 352 6 523　　　　　　829

　　　

失業対策事業費補助負担金

　　　　　　　

377

　　　　　　　　

384

　　　　

△

　　　

7

　　　

国有提供施設等所在

　　　

市町村助成交付金

　　　　　　

17

　　　　　　　

17 0

　

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　　　　　

3 402　　　　　2 301　　　　　1 101

　

使用料および手数料

　　　　

1 593　　　　　　926 667

　　　　　　　　　　　　　

I

　　　　　　　　　　　　　　　　

I

　

諸

　　　

収

　　　

入

　　　

等

　　　　　　

8 426　　　　　1800　　　　　6 626

1

　　

歳

　

入

　

合

　

計

　　　　　

59 263　　　47 714　　　11 549

― 452



額と地方財政計画額との比較

区

給

　

一

　

公

　

維

　

投

経

　

経

係

　

政

関

　

行

与

　

般

　
　

修

　

経

債

　

補

　

的

　
　

持

　

資

直

普

災

轄

通

補

　

単

害

補

　

単

事

建

業

設

負

事

担

業

復旧事業

失業対策事業

分

費

　

費

　

費

　

費

　

費

　

金

費

助

　

独

　

費

　

助

　

独

費

地方交付税の不交付団体におけ
る平均水準をこえる必要経費

歳

　　

出

　　

合

　　

計

純計決算額

20

13

　

2

20

303

520

244

922

266

703

17 166

10 651

6 515

15％

i
ｎ

　

―

　

－

２

　

７

　

０

４

　

１

　

８

Ｉ

57 255

計

　

画

　

額
-

　

16 528

　

9 801

　

1 732

　

1 142

18 233

　　

690

15 837

　

9 243

　

6 594

　

1 130

　　

992

(単位

　

億円)

　　

出

差

　　　

引

3 775

3 719

　

512

△

　　

220

2 033

　　　

13

1 329

1 408

7
9
4
6
6

　
　
　
　
　
　
　

△

　
　
　
　
　

ｉ
・

０
０

v
£
)

Ｃ
Ｏ

３

　

７

　

７

１

　

５

　

２

47 714

4
3
3
3
32
2
5
2
7
8

9 541
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第116表

　

地

　

方

　

財

　

政

　

と

　　　　　　　

！

国民総支出

　

｜

歳

　

出

　　

総

　　

額

　　

じよ訂詐

区

　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

する支出

　　

る支出，

　　　　　　　　　

実額(A)指数

　

国

　

(B)地方（C）

　

（Ｄ）

　　　

（Ｅ）

昭和lo年度

　　　　　

167

　　

－

　　　　　

22

1

　　　　

21

1

3　　　　　10

　　　

16

　　　　　　　

449

　　

－

　　　　　

81

　　　　　

31

　　　　　　

11

　　　　　　

0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

32

　　　　　

112 065　　－　　　12 271　　　13 425　　　　5 539　　　　　37

　　　

33

　　　　　

115 182　　一　　　14 958　　　14 556　　　　6 066　　　　　39

　　　

34

　　　　　

133 772　　－　　　15 451　　　16 239　　　　7 061　　　　　64

　　　

35

　　　　　

160 469　　－　　　17 901　　　19 249　　　　8 243　　　　276

　　　

36

　　　　　

193 077　jθθ　　　21 645　　　23 911　　　10 279　　　　381

　　　

37

　　　　　

211 897　jjθ　　　26 447　　　28 874　　　12 264　　　　446

　　　

38

　　　　　

247 262　j28　　　31 389　　　33 088　　　14 321　　　　528

　　　

39

　　　　　

285 857　j48　　　34 524　　　38 220　　　16 363　　　　622

　　　

40

　　　　　

313 492　j62　　　38 883　　　43 651　　　18 831　　　　　692

　　　

41

　　　　　

367 015　j9θ　　　46 333　　　50 262　　　21 458　　　　747

　　　

42

　　　　　

431 167　223　　　52 851　　　57 255　　　24 347

1　　　　806

（注）１

　

国民総支出は、経済企画庁の推計による（昭和10年、昭和16年は暦年分）。

　　　

２

　

国の歳出額は、昭和40年度以降については、一般会計と、交付税及び譲与税

　　　　　

治水の６特別会計との純計決算額であり、昭和39年度以前においても、一般

　　　　　

計決算額である。

　　　

３「国から地方に対する支出」は、地方交付税（地方分与税、地方財政平衡交付

　　　　　

出金（国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む｡）の合算額であり、地方

　　　

４「地方から国に対する支出」は、地方財政法第17条の２の規定による地方公共

　　　　　

国に対する交付公債の元利償還額の合算額）である。

－454－



国

　

の

　

財

　

政

　

の

　

推

　

移

(単位

　

億円・％)

歳

　　　

出 純 計 額 純計構成比 国民総支出に対
する比率

指数
(C)一(Ｅ)

　

(Ｇ)

方

~

指数

合

-

(Ｆ)＋(Ｇ)

　

冊

計
一

指数

凹
面

－
卵
面

－
㈲
面

－
旦
闘

－
面
面(B)-(D)

　

(Ｆ)
-

　　

19

　　

70

6 732

8 892

8 390

9 658

11 366

14 183

17 068

18 161

20 052

24 875

28 504

一

一

一

一

一

一

j叩

j25

15０

160

1７６

219

251

21

31

13 388

14 517

16 175

18 973

23 530

28 428

32 560

37 598

42 959

49 515

56 449

一

一

-

－

－

1００

121

138

1６０

183

210

2jθ

Ｏ

　
　

１

４

　
　

０

　
　
　
　

－

20 120

23 409

24 565

28 631

34 896

42 611

49 628

55 759

63 on

74 390

84 953

-

1００

122

召2

茄θ

1８1

213

243

4７､5

69.3

33.5

38.0

3４.2

33.7

32.６

33､3

34､4

32.6

31.8

33. i

∂∂.6

52.5

30､７

66.5

62.0

65.8

66.3

６７､4

66.7

65.6

67.4

68.2

66.6

66.4

11､4

15.6

6.θ

7.7

6.3

6.θ

5.9

6.7

6.9

6.4

6.4

6.8

6.6

12.6

　

6.9

12.0

12.6

12.1

11.８

12.２

１３､4

13.2

13､2

13､7

13､5

13.1

29.0

22､5

18.0

20.3

18.4

17.8

18.1

20.1

20.1

19.5

20.1

2ひ.３

１９.７

配付金、国有林野事業(治山勘定のみ)、特定土地改良工事、港湾整備、道路整備および

会計とこれらの特別会計に相当する特別会計がある場合には、それらの特別会計との純

金、臨時地方特例交付金および臨時地方財政交付金を含む｡)、地方譲与税および国庫支

の歳入決算額によっている。

団体の負担金(地方の歳出決算額中国直轄事業負担金にかかる国への現金納付額および
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｜
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第117表

　

国

　

民

　

総

　

生

　　　　　　　　　　　　　

昭和38

　

昭和39

　

昭和40

　

昭和41

　

昭和42

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

年

　

度

　

年

　

度

　

年

　

度

　

年

　

度

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　

（Ｂ）

　　

（C）

　　

（Ｄ）

　　　

匈

国

　　

民

　　

所

　　

得

　

199 808 225 802 250 137 292 494 345 939

資

　

本

　

減

　

耗

　

引

　

当

　

29 697　37 016　41 224　47 ％0　57 130

間

　　　　

接

　　　　

税

　

20 148　23 234　24 291　27 583　32 410

（控

　

除）経

　

常

　

補

　

助

　

金

　　　　

949

　　

1 330　　1 583　　2 535　　3 569

統

　

計

　

上

　

の

　

不

　

突合

　

△1 440　　1 136　△　577　　1 513　△　743

合

　　　　

計

　

（国民総生産）

　

247 262　285 857　313 492　367 015　431 167

個

　

人

　

消

　

費

　

支

　

出

　

136 150　155 103　175 394　197 903 226 056

政府の財貨サービス経常購入

　　

23 203　26 847　30 861　35 096　39 458

国民総固定資本形成

　

81 013　94 019　98 892　115 838　145 524

在

　　

庫

　　

品

　　

増

　　

加

　　

10 552　　9 490　　4 228　14 023　20 623

輸出と海外からの所得

　　

24 3％　30 878　36 824　42 466　46 199

（控除）輸入と海外への所得

　　

28 052　30 480　32 706　38 311　46 694

合

　　　　

計

　

（国民総支出）

　

247 262　285 857　313 492　367 015　431 16了

（注）経済企画庁推計による。
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産

　

と

　

国

　

民

　

総

　

支

　

出

(単位

　

億円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

¶●●-

　

ﾄﾞゝJ’IW

　

/W/

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　

対

　

前

　

年

　

度

　

比

　　　

丿

　　

構

　　　

４

　　　

比

　

釧釧帽（ＯＯ≪

（Ｄ）

　　

（Ｅ）

113.0

　

110.8

　

116.9

　

118.3

　　

釦.8

　　

79.0

　　

79.8

　　

79.7!

　

80.2 I

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I

　　　　　

；

12d.6

　

jが.j

　

116.3

　

119.1

　　

12.0

　　

12.9

　　

13.1

　　

13.1 ＼　13.3

115.3

　

lOd.6

　

113.6

　

117.5

　　　

8.j

　　　

8.j

　　　

7.7

　　　

7.5

　　　

7.5

140.1

　

119.0

　

160.1

　

ldO.8

　　

∂.j

　　　

θ.5

　　　

θ.5

　　　

θ.z

　　　

θ.8

1

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

1

△∂.6

　　

θ.j

　

△θ.2

　　

θ.4

　

△θ.2

115.6 109.7　117.ﾘH7°（　100°O　　100.0　　100.0　　100.0　　100.0

113.9

　

113.1

　

112.8

　

lid. 2　　55.1　　54.3　　55.9　　53.9　　52.4

115.7

　

114.9

　

113.7

　

112.4

　　　

9.j

　　　

9.j

　　　

9.8

　　　

9.6

　　　

9.2

116.1

　

105.2

　

117.1

　

125.6

　　

32.8

　　

52.9

　　

31.5

　　

31.6

　　

33.8

　

89.9

　　

44.6

　

331.7

　

147.1

　　　

j.3

　　　

3.∂

　　　

1.3 I　　3.8　　　j.8

126.6

　

119.3

　

115.3

　

108.8

　　　

9.9

　　

10.8

　　

11.7

　　　

jム6

　　　

10.7

108.7

　

107.3

　

117.1

　

121.9

　　　

11.3

　　　

10.7

　　

10.d　　　10.i　　　10.8

115.6

　

109.7

　

117.1

　

H了.5

　　

100.0

　　

100.0

J　100.0　　100.0　　100.0

― 457 ―



第118表

　

国 民

　　　　　　　　　　　　

昭和38

　　

昭和39

　　

昭和40

　　

昭和41

　　

昭和42

　

区

　　　　　　　　

分

　　

1

　

年

　

度

　　

年

　

度

　

丿

　

年

　

度

　　

年

　

度

　

1

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　

（BJ

　　　

（C）

　　

（Ｄ）

　　　

（Ｅ）

個

　

人

　

消

　

費

　

支

　

出

　

136 150　155 103　175 394　197 903　226 056

　

家

　

計

　

消

　

費

　

支出

　

133 400　151 459　171 251　192 983　220 203

　　

飲

　　　

食

　　　

費

　

53 410　59 951　67 319　74 422　83 434

　　

被

　　　

服

　　　

費

　

17 918　19 556　21 369　23 361　26 344

　　

光

　　　　

熱

　　　　

費

　　

4 937　　5 439　　6 171　　　6 892　　7 634

　　

住

　　　

居

　　　

費

　

21 785　24 861　28 293　32 509　37 991

　　

雑

　　　　　　

費

　

35 350　41 652　48 099　55 799　64 801

　

民間非営利団体の消費支出

　　

2 419　　3 276　　3 722　　4 357　　5 168

　

雪笛ぽ智する居住者の消費

　　　

331

　　　　

368

　　　　

422

　　　　

562

　　　　

685

政府の財貨サービス経常購入

　　

23 203　　26 847　　30 861　　35 096　　39 458

国

　

内総資本形成

　

91 566　103 509　103 120　129 861　166 148

　

総固定資本形成

　

81 013　94 019　98 892　115 838　145 524

　　

民

　　　　　　　

間

　

56 145　66 677　66 628　78 151　103 026

　　

政

　　　　　　　

府

　

24 869　27 342　32 264　37 688　42 498

　

在

　

庫

　

品

　

増

　

加

　　

10 552　　9 490　　4 228　　14 023　　20 623

　　

民

　　

間

　　

企

　　

業

　　

10 944　　8 902　　3 293　　12 751　　17 652

　　

政

　　

府

　　

企

　　

業

　

・

　

391

　　　　

587

　　　　

935

　　　

1 272　　　2 972

経

　

常

　

海

　

外

　

余

　

剰

　

△3 656　　　399　　4 118　　4 155　△　495

　

輸出と海外からの所得

　

24 3％　　30 878　　36 824　　42 466　　46 199

　

（控除）輸入と海外への所得

　　

28 052　　30 480　　32 706　　38 311　　46 694

国

　

民

　

総

　

支

　

出

　

247 262　285 857　313 492　367 015　431 167

（注）経済企画庁推計による。
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総 支 出

(単位

　

億円・％)

　

対

　　

前

　　

年

　　

度

　　

比

　　　　　　　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

ロロ∩

ﾖ

ｏ（≪一卜

113.9

　

113.1

　

112.8

　

1U.2

!

　

邱.j

　　

5£3

　　

55.9

　　

53.9

　　

52.4

113.5

　　

113.1

　　

112.7

　　

lU.l

　　

5d.O 53.0　　54.6　　52.6　　51.1

112.2

　　

112.3

　　

110.6

　　

112.1

　　

21.6

　　

刀.θ

　　

21.5

　　

20.3

　　

19.4

109.1

　　

109.3

　　

109.3

　　

112.S

　　　

7.2

　　　

6.8

　　　

6.8

　　　

6.4

　　　

6.j

110.2 1 113.5　111.7　110.8　　2.θ　　j.9　　2.θ　　j.9　　j.8

lU.l

　　

113.8

　　

1U.9

　　

116.9

　　

8.8

　　

8.7

　　

9.θ

　　

8.9

　　

8.8

117.8

1　115.5　116.0　116.1　14.3　瓦.6　15.3　15.2　弱.0

135.4

　　

113.6

　　

117.1

　　

118.6

　　　

j.θ

　　　

j.ヱ

　　

j.2

　　

j.2

　　

j.2

111.1

　　

jj£6

　　

jお.3

　　

121.8

　　　

θ.j

　　

θ.j

　　

θ.j

　　

θ.2

　　

θ.2

115.7

　　

1U.9

　　

113.7

　　

112.4

　　　

9.4

　　　

9.4

　　

9.8

　　

9.6

　　

9.2

113.0

　　　

卯.6

　　

125.9

　　

127.9

　　

37.0

　　

36.2

　　

32.9

　　

昴.4

　　

38.5

116.1

　　

105.2

　　

117.1

　　

125.6

　　

32.8

　　

32.9

　　

31.5

　　

お.6

　　

お.8

118.8

　　　

卯.9

　　

117.3

　　

131.8

　　

22.7

　　

23.3

　　

2ヱ.3

　　

訂.3

　　

23.9

109.9

　　

118.0

　　

116.8

　　

112.8

　　

10.1

　　　

9.6

　　

刀.3

　　

10.3

　　　

9｀91

　

89.9

　　　

44.6

　　

331.7

　　

U7.1

　　

4.3

　　

3.3

　　　

j.3

　　

∂.8

　　

j.8

　

81.3

　　　

37.0

　　

387.3

　　

138.4i

　　

j.4

　　　

3.j

　　　

1.1

　　

3.5

　　

4.j

　　

－

　　

159.2

　　

136.0

　　

233.6

　

△

　

θ.2

　　

θ.2

　　

θ.3

　　

0.3　　θ.7

　　

－

　

1，033.1 N　100.9　　　　－　a　j.5　　　θ.j　　　j.3　　　1.1　△　θ.j

126.6

　　

119.3

　　

115.3

　　

108.8

　　　

9.9

　　

10.8

　　

U.7

　　

U.6

　　

却.7

108.7 ＼　i(yr.3　117.1　121.9　11.3　　10.7　　10.
i　10.4　jθ.81

115.6
1　109.7　117.1　　117.5　100.0　100.0　100.0　100.0　100.0
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第119表

　

国

　

民

　

所

　

得

　

に

　　　　　　　　　

分配国民所得

　　　　　　　

租

　　　

税

　　　

負

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　

名

　

目

　

額

　

指数

　

国

　　　

税

　

指数

　

地

　

方

　

税

　

卜

旨数

昭和10年度

　　　

・144

　

－

　　　　　

12

　

－

　　　　　

6

　

－

　　　

16

　　　　　　　　　

358

　　

－

　　　　　　

49

　　

－

　　　　　　　

9

　　

－

　　　

32

　　　　　　　　

91 346　　－　　　　12 018　　－　　　　　5272　　－

　　　

33

　　　　

1

　　　

94 235　　－　　　　11 908　　－　　　　　5440　　－

　　　

34

　　　　　　　

107 498　　－　　　　13 724　　－　　　　　6109　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

35

　　　　　　　

130 091　　－　　　　18 015　　－　　　　　7442　　－ l

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

36

　　　　　

154 139　j叩 22 277 j卯　　　　9 065　皿）1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

37

　　　　　　　

172 150　112　　　　23 907　jθ7　　　　10 567　117 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

:

　　　

38

　　　　　　　　　

199 808　j3θ　　27 317　j23　　　12 129　j3列

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

39

　　　　　　

225 802　j祁　　　31 592　142　　　13 996　j54
；

　　　

40

　　　　　　

250 137　j62　　　32 796　w　　　15 494　171

　　　

41

　　　　　　

292 494　j卯　　　36 630　j64　　　17 686　j95

　　　

42

　　　　　

345 939　224　　　43 968 、j97　　　21 495　2∂7

（注）１

　

国税は、租税（一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分およ

　　　

２

　

租税の限界負担率（租税の増加分の国民所得の増加分に対する割合

　

％）

　　　　

40年度

　　　

11.1

　　　　　　　　　　　　

国税のみについては

　

4.9

　　　　

41年度

　　　

14.2

　　　　　　　　　　　　

国税のみについては

　

9.1

　　　　

42年度

　　　

20.9

　　　　　　　　　

国税のみについては

　

13.7

　　　

3

　

租税の国民所得に対する弾性値（租税の増減率の国民所得の増減率に対する

　　　　

40年度

　　　

0.55

　　　　　　　　　

国税のみについては

　

0.35

　　　　

41年度

　　　

0.74

　　　　　　　　　

国税のみについては

　

0.69

　　　　

42年度

　　　

1.12

　　　　　　　　　

国税のみについては

　

1.09
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対

　

す

　

る

　

租

　

税

　

負

　

担

　

率

(単位

　

億円・％)

額
租

　

税

　

負

　

担

　

率

計 指数 国税
内

　　

訳
計

　　

担

　

内
一
道府県税

　　

２

　　

２

2 302

2 274

2 638

3 489

4 442

5 226

6 055

7 097

7 823

9 112

H 310

~
市町村税
-

　　　

7

2 970

3 166

3 471

3 953

4 623

5 341

6 074

6 899

　

7 671

　

8 574

10 185

１７

８

　
　

８

１

　
　

i
ｎ

290

17 348

19 833

25 457

31 342

34 474

39 446

４5 588

48 290

54 316

65 463

-

j卯

j却

126

j召

石j

□3

2θ9

8､3

13.7

13､2

12､6

12､8

13.9

14､4

13.9

13､7

14､0

13､1

12.5

12.７

£9

2.5

5.8

5.8

5.7

5､7

5.9

6.j

6.θ

6.2

6.2

6.θ

6､2

ぴ石炭対策特別会計分）および印紙収入のほか専売納付金を含む。

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

割合

　

％）

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

　

6.2

　

5.2

　

7.1

0.99

0.83

1. 17
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2ｄ

θ.6

2.5

2.j

2.5

2.7

2.9

3.θ

3､０

＆j

3､1

3.1

3､3

2.8

ヱ.9

3.3

3､4

＆2

3､0

3.θ

３.1

∂.θ

∂.j

3､1

2.9

2､９

13､2

16.2

１９.0

18.4:

18.5

19.6

20.3

20.0

19.7

20.2

1９､3

18.6

18､９

_ I

－

－

－

－

－
ｊ

－

－

ｉ

－

－

｀

i

一

一

－
ｊ

－

－

－

－

－
｜

－

－

－

－

｜

－

－
！

［

　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　

ｌ

　　　

ｉ

　　　

ｉＪ y＼＼'uuｌ ’|’Ｊ’|ノＵＩ　　　　　Ｉ

｜

　　　　　　　

，

　　　　

｜

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　

｜

ｌ



区

　　

分

昭和10年度

６

　
　

２

　
　

３

　
　

４

　
　

５

　
　

６

　
　

７

　
　

８

　
　

９

　
　

０

１

　
　

３

　
　

３

　
　

３

　
　

３

　
　

３

　
　

３

　
　

３

　
　

３

　
　

４

　

41

　

42

-
（注）１

　　

２

　　

３

17

(Ａ)

８

　
　

８

１

　
　

５

290

17 348

19 833

25 457

31 342

34 4７4

39 446

45 588

48 290

54 316

65 463

一

国

　

税

12

　　

49

12 018

11 908

13 724

18 015

22 277

23 907

27 317

31 592

32 796

36 630

43 968

税
一
地

２

　
　

２

2 302

2 274

2 638

3 489

4 442

5 226

6 055

　

７ ０９７

　

７ ８２３

　

９ 112

11 ３１０

第120表

　

租

　

内

　　　

訳

　

方

　　　

税

４

７

2 970

3 166

3 471

3 953

4 623

5 341

6 074

6 899

　

7 671

　

8 574

10 185

計
齢

６

９

5 272

5 440

6 109

7 442

9 065

10 567

12 129

13 9％

15 494

17 686

21 495

税

　　

の 実

国から地方への交付

地

　

方

交付税

一

　

一

　

４

2 032

2 240

2 598

3 110

4 017

4 875

5 812

6 660

7 43２

8 238

9 590

地

　

方

譲与税

-

　

－

　

－

３

　
　

４

　
　

７

　
　

２

９

　
　

２

　
　

２

　
　

６

２

　
　

３

　
　

３

　
　

３

454

308

352

436

501

592

692

国

　

庫

支出金

-

　

３

　

６

３ ２１４

3 502

4 136

4 771

5 808

7 081

8 157

9 267

10 898

12 628

14 065

国税は、租税（一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分およ

地方から国への負担額は、国直轄事業負担金にかかる国への現金納付額およ

昭和41年度および昭和42年度の地方交付税には、臨時地方特例交付金(465億
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１

　　　　　　　　

●

　　　　

｀

　　　　

Ｊ

　　　

Ｉ

　　　　　

ＩＩ

　　　　

Ｉ １　　　　１　　　　　１

.＿I

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I

　　　　

。

　　　　

1

■

－

－

－

－

－

－

｜
－

｜

－

｜

－

－

｜

－

－

－

－

－



質

　　

的 配

　　

分 状

　　

況

(単位

　

億円・％)

額

　　　

地方から

　

実質的配分

　

｜

　　

計

　　　

れ;

　

国

　

士

　

方

　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

　　　　　　　　　　

－

　　　

（Ｂ）一（Ｆ）十（Ｇ）（Ｅ）一（Ｇ）＋罰

　

（B）（Ｃ）

　

斡

　

（Ｅ）（Ｈ）I（I）

　　

罰

　　　　　

（Ｇ）

　　　

（Ｈ）

　

！

　　

田

　　

１

　

翼

　　

凶

　　

図

　　

凶

　　

図

　

|

　

匈

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　

３

　　　　

０

　　　

９

　　　

９

　

邸.7

　

と.j

　

22.2お.31 50.0　邱.∂

　　　　

10

　　　　　

0

　　　　

39

　　　　

19

　

8d.5

　

3.j

　

12.1

　

石.5

　

67.2

　

32.8

　　

5 539　　　　37　　　6 516　　10 774　印.5　2.3　17.2　30.5　37.7　62.3

　　

6 066　　　　39　　　5 881　　11 467　68.8　j＆j　18.3　31.4　33.9　66.1

　　

7 061　　　　　64　　　6 727　　13 106　印.2　13.3　17.5　30.8　33.9　邸.j

　　

8 243　　　　276　　10 048　　15 409　70.8　13.7　15.5　29.2　39.5　60.5

　

10 279　　　　381　　12 379　　18 ％3　7エj　U.2　jj｡7　2＆9　39.5　60.5

　

12 264　　　　446　　12 089　　22 385　69.3　瓦.2　瓦.5　30.7　35.1　64.9

　

14 321　　　　528　　13 524　　25 922　69.2　逓.j　15.4　30.8　討.3　邱.7

　

16 363　　　　622　　15 851　　29 737　69.3　瓦.6　逓.j　30.7　34.8　65.2

　

18 831　　　　692　　14 657　　33 633　67.9　16.2　瓦.9　お.j　Jひ.4　69.6

　

21 458　　　　747　　15 919　　38 397　67.4　瓦.8　15.8　32.8　29.3　70.7

　

24 347 806　　20 427　　45 036　67.2　び.3　瓦.5　む.8　む.2　68.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

び石炭対策特別会計分）および印紙収入のほか専売納付金を含む。

び国に対する交付公債の元利償還額の合計である。

円）および臨時地方財政交け金(120億円）をそれぞれ含む。
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第121表

　

地

　

方

　

財

　

政

　

財

　　　　　　　　　　　　　

昭和38

　

昭和39

　

昭和40

　

昭和41

　

昭和42

　

区

　　　　　　　　

分

　　

年

　　

度

　

年

　　

度

　

年

　　

度

　

年

　　

度

　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　

（Ｂ）

　　　

（Ｃ）

　　　

（Ｄ）

　　　

13

普

　　

通

　　

会

　　

計

1

　

19 371　22 581　26 021　29 782　33 697

゛（歳

　　　　　　　

出）

　　

33 088　　38 220　　43 651　　50 262　　57 255

　　

（控

　　　　　　　

除）

　　

13 718　　15 639　　17 631　　20 480　　23 558

　　

経

　

常

　

購

　

入

　　

12 678　14 891　17 127　19 342　21 883

　　

資

　　

本

　　

形

　　

成

　　　

6 693　　7 690　　8 894　　10 440　　11 814

非

　

企

　

業

　

会

　

計

　　　

I 862　　2 162　　2 509　　2 997　　3 380

　　

経

　　

常

　　

購

　　

入

　　　

1 265　　　1 357　　　1 590　　　1 921　　　2 107

　　

資

　　

本

　　

形

　　

成

　　　　

597

　　　　

805

　　　　

919

　　　

1 076　　　1 273

企

　　

業

　　

会

　　

計

　　　

2 779　　3 469　　3 685　　4 204　　4 546

　　

資

　　

本

　　

形

　　

成

　　　

2 779　　3 469　　3 685　　4 204　　　4 546

地方財政財貨サービス購入

　　

24 012　　28 212　　32 215 ｡　36 983　　41 623

　　

経

　

常

　

購

　

入

　　

13 943　16 248　18 717　21 263　23 990

　　

資

　

本

　

形

　

成

　　

10 069　H ％4　13 498　15 720　17 633

(注) 経済企画庁推計による。

第122表政府の財貨サ

　　　　　　　　　　

昭和38

　

昭和39

　

昭和40

　

昭和41

　

昭和42

　

区

　　　　　　　

分

　　

年

　　

度

1

年

　　

度

　

年

　　

度

　

年

　　

度

　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　

（B）

　　　

（C）

　　　

ｎ

　　　　

匈

政府の財貨サービス購入

　　

47 680　　54 776　　64 060　　74 056　　84 928

　

中

　　　　　　　

央

　

23 668　26 564　31 845　37 073　43 305

　　

経

　　

常

　　

購

　　

入

　　　

9 260　　10 599 12 144 13 833　　15 468

　　

資

　

本

　

形

　

成

　　

14 408　15 965　19 701　23 240　27 837

　

地

　　　　　　

方

　

24 012　28 212　32 215　36 983　41 623

　　

経

　

常

　

購

　

入

　　

13 943　16 248　18 717　21 263　23 990

　　

資

　

本

　

形

　

成

　　

10 069　11 964　13 498　15 720　17 633

国

　

民

　

総

　

支

　

出

　　

247 262 285 857　313 ４92　367 015　431 167

（注）経済企画庁推計による。
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貨サービス購入額

(単位

　

億円・％)

　

対

　　

前

　　

年

　　

度

　　

比

　　　　　　　

構

　　　　

成

　　　　　

比

品

　

トS

　

I

　

回

　

トR

　　

園ト《・トりIE)

116.6

　　

115.2

　　

lld.5

　　

113.1

　　

肋.7

　　

即.θ

　　

即.8

　　

郎.5

　　

81.0
115.5

　　

1U.2

　　

115.1

　　

113.9

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

一

　　

一

　　

一

　　　　

i
117.5

　　

115.0

　　

112.9

　　

113.1

　　

52.8

　　

52.8

　　

53.2

　　

52.3

　　

52.6
114.9

　　

115.7

　　

117.i　　113.2
1　27.9　　27.2　　27.6　　28.2　　28.4

116.1

　　

116.0

　　

119.d　　112.8　　7.7　　7.7　　　7.8　　8.j　　8.j

107.3

　　

jか.2

　　

120.8

　　

109.7

　　

5.2

　　

j.8

　　

4.9

　　

5.2

　　

5.θ

134.8

　　

j瓦.3

　　

117.0

　　

118.3

　　

2.5

　　

2.9

　　

2.9

　　

2.9

　　

3.j

124.8

　　

106.2

　　

114.1

　　

108.1

　　

11.6

　　

12.3

　　

11.4

　　

11.4

　　

刀.9

12i.8

　　

106.2

　　

刀心j

　　

108.1

　　

U.6

　　

12.3

　　

U.4

　　

11.4

　　

迦.9

117.5

　　

1U.2

　　

114.8

　　

112.5

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

116.5

　　

115.2

　　

113.6

　　

112.8

　　

58.1

　　

57.6

　　

58.1

　　

57.5

　　

57.6

118､8
1　112､8X　116.5　　112.2　む.9　　42.4　　む.9　　42.5　　42.4:

-

ビス購入と国民総支出
(単位

　

億円・％)

　

対

　　

前

　　

年

　　

度

　　

比

　　　　　　　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

品

　

卜六

　

昌

　

トN

　

☆Ｏ≪
（・∩

1U.9

　　

116.9

　　

115.6

　　

114.7

　　

19.5

　　

19.2

　　

20.4

　　

20.2

　　

19.7

112.2

　　

119.9

　　

116.i　　116.8　　　9.6　　　9.3　　10.2　　10.1　　10.0

114.5

　　

1U.6

　　

113.9

　　

111.8

　　

J.8

　　

3.7

　　

3.9

　　

3.8

　　

3.6

110.8

　　

123.4

　　

118.0

　　

119.8

　　

5.8

　　

5.6

　　

6.3

　　

6.3

　　

6.j

117.5

　　

jj£2

　　

1U.8

　　

112.5

　　　

9.7

　　　

9.9

　　

10.3

　　

10.1

　　　

9.7

が6.5

　　

115.2

　　

113.6

　　

112.8

　　

5.6

　　

5.7

　　

6.θ

　　

5.8

　　

5.6

118.8

　　

112.8

　　

116.5

　　

112.2

　　

i.l

　　

4.2

　　　

4.3

　　

4.3

　　

4.j

115.6

　　

109.7

　　

117.1

　　

117.5

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0
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第123表

　

地

　

方 公 営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

|

法適用企業|法非適用企業|

　

合

　　　

計

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

731

　　　　　　　

676

　　　　　　

1 4o7･

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

24

　　　　　　　

1 864　　　　　　1 888

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

59

　　　　　　　

14

　　　　　　　　　

73

交

　　　

通

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

94

　　　　　　　

95

　　　　　　　

189

　

パ

　　　　　　　　　　　

ス

　　　　　　　　

47

　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

50

　

路

　　

面

　　

電

　　

車

　　　　　　　　

12

　　　　　　　

－ 12

　

地

　　　　

下

　　　　

鉄

　　　　　　　　

４

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

４

　　

ト

　

ロ

　

リ

　

ー

　

ノく

　

ス

　　　　　　　　　

３

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

３

　

モ

　　

ノ

　　

レ

　　

ー

　　

ル

　　　　　　　　　

２

　　　　　　　　

一一

　　　　　　　　

２

　

索

　　　　　　　　　　

道

　　　　　　　　

14

　　　　　　　

31

　　　　　　　　

45

　

上記以外の軌道、地方鉄道

　　　　　　　　

５

　　　　　　　　

４

　　　　　　　　　　

９

　

船

　　　　　　　　　

舶

　　　　　　　　

7

　　　　　　　　

57 64

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

35

　　　　　　　　

540

ガ

　　　

ス

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

67

　　　　　　　

4

　　　　　　　

71

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　　　

510

　　　　　　　　　

284

　　　　　　　

794

公

　

共

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

21

　　　　　　　　　

196

　　　　　　　

217

そ

　　

の

　　

他

　

事

　

業

　　　　　　　

190

　　　　　　　

1 302　　　　　　　1492

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

1731

　　　　　　

4 440　　　　　　6 171

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

参考表（11）法

　

適

　

用

　

企

　

年

　　　　　　

度

　　

1

　

28

　

1

　

29

　

1

　

3o

　

l

　

31

　

1

　

32

　

1

　

33

法適用企業数

　

1

　

16ﾘ

　

176
1　188 1　220 l　26う　298
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企 業 の 事 業 数

　　　　

昭

　　　

和

　　　

41

　　　　

年

　

ａ

　

ｌ

　

ｌ

　　　　

ｘ

法適用企業|法非適用企業|合

　　

計l法適用企業|法非適用企業

　　　　　　　　　

540

　　　　　　　

806

　　　　　

1 346　　　　　　　191　　　　　△　130

　　　　　　　　　　

21

　　　　　　

1 907　　　　　1 928　　　　　　　　3　　　　　△　　43

　　　　　　　　　　

56

　　　　　　　　

20

　　　　　　

76

　　　　　　　　

3

　　　　　

△

　　

6

　　　　　　　　　　

94

　　　　　　　　

95

　　　　　　

189

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

46

　　　　　　　　

5

　　　　　　

51

　　　　　　　　

1

　　　　　

△

　　

2

　　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

13

　　　　　

△

　　

1

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

4

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

4

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

4

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

4

　　　　　

△

　　

I

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

2

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　

30

　　　　　　

42

　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　

4

　　　　　　

10

　　　　　

，1

　　

1

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

7

　　　　　　　　

56

　　　　　　

63

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　

34

　　　　　　　　

6

　　　　　　

40

　　　　　　　　

1

　　　　　

△

　　

1

　　　　　　　　　　

63

　　　　　　　　

7

　　　　　　

70

　　　　　　　　

4

　　　　　

△

　　

3

　　　　　　　　　

388

　　　　　　　

414

　　　　　　

802

　　　　　　　

122

　　　　　

△

　

130

　　　　　　　　　　

26 1，　　　　　163　　　　　　189　　　　　△　　5　　　　　　　　33

　　　　　　　　　

162

　　　　　　

1 242　　　　　1 404　　　　　　　28　　　　　　　60

　　　　　　　　

1 384

1　　　　　4

660　　　　　6 044　　　　　　　347

1　　　　　　220

　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

業

　

数

　

の

　

増

　

加

　

状

　

況

34

　

1

　

35

　

1

　

36

　

1

　

37

　

1

　

38

　

1

　

39

　

1

　

40

　

1

　　

41

　　

1

　　

42

　

344
1　　402　　642　　826 1　　936　1

171
1　1
260　　1 384　　1 731
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その１

　

地方公営企業の職員数

第124表

　

地

　

方

　

公営

｜

　

区

　　　　　　　　

分

　

｜

　

損益勘定所属職員

　

｜資本勘定所属職員

｜合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　

256 682　　　　　　　18 004
1

　

上

　　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

51 710 5 036
1

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

3 072 71

　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　

1 849　　　　　　　　　　　　892

　

交

　　　

通

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

69 473　　　　　　　　　　　1 838

　

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

3 195　　　　　　　　　　720

　

ガ

　　　

ス

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　

1 714　　　　　　　　　　　　59

　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　　　　

105 400　　　　　　　　10

　

公

　

共

　

下

　

水

　

道

　

事’業

　　　　　　　　　

7 99（　　　　　　　　4 228

　

そ

　　

の

　　

他

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

12 270 1　　　　　　　　　5 150

(注) 昭和43年３月31日現在の職員数である。

その２

　

その他の事業の職員数

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

｜

　

一

　　

般

　　

職

　　

員

　

｜

　

臨

　　

時

　　

職

　　

員

収

　　　

益

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

2 119　　　　　　　　　　　39

国民健康保険事業

　　　　　　　

31 751 220

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　　

376

　　　　　　　　　　　　

27

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　

4 095　　　　　　　　　　　　18

　　　　　

計

　　　　　

1

　　　　　　　

38 341　　　　　　　　304

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
(注) 昭和43年４月１日現在の職員数で地方公務貝給与実態調査（附帯調査表）にもと

　　　　　　　　　　　　　　　　　

第125表昭和42年度地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　

昭

　　

和

　　

42

　　

年

　　

度（Ａ）

　　

｜

　

昭

　

和

　　　　　　　　

収

　　

入

　

｜

　

支

　　

出

　

１

　

差

　　

引

　

｜

　

収

　　

入

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　

1 415 443　　1 431 327　　　△15884　　1220 931

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　

1 105 369　1 138 996　　△33 627　　931 791

　

法非適用企業

　　

310 074　　292 331　　17 743　　289 140

収

　　

益

　　

事

　　

業

　　

712 203　　693 613　　18 590　　557 595

国民健康保険事業

　　

344 606　　339 011　　　5 595　　283 715

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　

2 019　　　1 927　　　　　92　　　2 251

農

　

業

　

共済

　

事

　

業’

　　

11 354　　　9 450　　　1 904　　　9 694

交通災害共済事業

　　　

1007

　　　　　　

436

　　　　　　

571

　　　　　　

･‥

　

洽

　　　　　　　　

計

　　　

2 486 632　　2 475 764　　　10 868　2 074 186
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事

　

業

　

の

　

職

　

員

　

数

(単位

　

人)

合

　　　　　　　　　

計

　　

前

　

年

　

度

　

末

　

職

　

員

　

丿

　

増

　　　　　　　　　

減

　　　　　　　　　　　　

274 686　　　　　　　　　　　277 652　　　　　　　　　　a 2 966

　　　　　　　　　　　　　

56 746　　　　　　　　　　　56 152　　　　　　　　　　　　　594

　　　　　　　　　　　　　　

3 143　　　　　　　　　　　　3 780　　　　　　　　　　△　637

　　　　　　　　　　　　　　

2 741　　　　　　　　　　　　3 631　　　　　　　　　　△　890

　　　　　　　　　　　　　

71 311　　　　　　　　　　　74 239　　　　　　　　　　△2 928

　　　　　　　　　　　　　　

3 915　　　　　　　　　　　4 131　　　　　　　　　　△　216

　　　　　　　　　　　　　　

1 773　　　　　　　　　　　　1 837　　　　　　　　　　△　　64

　　　　　　　　　　　　　

105 410　　　　　　　　　　　103 843　　　　　　　　　　　　1 567

　　　　　　　　　　　　　

12 227　　　　　　　　　　　1 1 726　　　　　　　　　　　　　501

　　　　　　　　　　　　　

17 420　　　　　　　　　　　18 313　　　　　　　　　　ざ　893

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

(単位

　

人)

合

　　　　　　　

計丿前年度末職員数｜増

　　　　　　

減

　　　　　　　　　　

2 158　　　　　　　　　　　　2 001　　　　　　　　　　　　　157

　　　　　　　　　　

31 971　　　　　　　　　　　33 384　　　　　　　　　　△1 413

　　　　　　　　　　　　

403

　　　　　　　　　　　　　

497

　　　　　　　　　　

△

　　

9４

　　　　　　　　　　

4 113　　　　　　　　　　　　3 984　　　　　　　　　　　　　129

　　　　　　　　　　

38 645　　　　　　　　　　　39 866　　　　　　　　　　ａ 1 221

づく概数である。

　

方公営事業決算 の状況 (単位

　

百万円)

41

　　　

年

　　

度（B）

　　　

｜

　　　

増

　　　　　　　　　　　　　

減（Ａ）一（B）

支

　　　

（∠Ｌ__プUお

　　　

入Ｏこ

　　　

則

　

ｔ

　　　

りI

　

1 246 23い △25 308　　　　　194 512　　　　　185 088　　　　　　9 424

　　　

968 494　　　　△36 703

1　　　　173

578　　　　　170 502　　　　　　3 076

　　　

277 745　　　　　H 395　　　　　20 934　　　　　14 586　　　　　　6 348

　　　

543 173　　　　　14 422　　　　　154 608　　　　　150 440　　　　　　4 168

　　　

275 593　　　　　　8 122　　　　　60 891　　　　　63 418　　　　　△2 527

　　　　

2 170　　　　　　　81　　　　　a　232　　　　　△　243　　　　　　　　11

　　　　

8 395　　　　　　1 299　　　　　　1 660　　　　　　1 055　　　　　　　605

　　　　　　

…

　　　　　　　　

･‥

　　　　　　

1 007　　　　　　　436　　　　　　　571

　

2 075 570　　　　　△1 384　　　　　412 446　　　　　400 194　　　　　12 252

469



その１

　

収益および費用の状況

第126表昭和42年度

区

　　　　

タ１水道事業ば”水剔むＨ馬上懸事業

総

　　　

収

　　　

益

　　　

166 565　　15 297　　102 018　　24 744

（営

　

業

　

収

　　

益）

　　　　

157 770　　　12 289　　　　90 757　　　23 657

　

う

　

料

　

金

　

収

　

入

　　　　

139 043　　　11 821　　　　86 665　　　23 509

　　

1

他会計補助金

　　　　　

4 079　　　1 478　　　　5 074　　　　　1

　

ち

　

国県補助金

　　　　　

131

　　　　

141

　　　　

2 293　　　　－

総

　　　

費

　　　

用

　　　

164 603　　16 511　　　121 516　　22 659

　

う

　

職員給与費

　　　

46 474　　　　1756　　　　73 554　　　　3052

　　

1

減価償却費

　　　　

23 484　　　3 330　　　10 498　　　5 815

　

ち

　

支

　

払

　

利

　

息

　　　　　

40 995　　　　6977　　　　15 048　　　10 856

当

　

年度純損益

　　　　

1 962　　△1 214　　・19 498　　　2 085

　

当

　

年度純利益(610) 9 177（30）　857 (44)　　989 (33) 2 130

　

当

　

年度純損失(125)△7 215 (25)a 2 071 (52)△20 487（2）・　45

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　

19 574　　　　5269　　　　97 880　　　　　331

累積欠損金比率

　　　　

且6

　　　

S.3

　　　

107.8

　　　

l.i

不

　

良

　

債

　

務

　

額

　　　

29 023 2 729 49 664　　　　　162

不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　　　

20.1

　　　　

22.4

　　　　　

5d.7

　　　　

θ.7

総収益対総費用比率

　　　　

101.2

　　　

92.6

　　　　

混.θ

　　　

109.2

赤字事業数比率

　　　　

17.0

　　　

45.5

　　　　

弘2

　　　

5.7

（注）１（

　　

）内は事業数を示す。

　　　

２

　

水道事業には簡易水道事業を含めてある。

その２

　

費用の性質別構成および対営業収益比率の状況

(注) １

２

職員給与費とは基本給、手当、賃金、退職給与金及び法定福利費をいう。

ガス事業は製造原価により作成しているので「その、収益および費用の状況」

　　　　　　　　　　　　

－470－

　　

｜水

　

道

　

事

　

業

　

|工業用水道事業|交

　

通

　

事

　

業

　

電

　

気

　

事

　

業|

　

が

∩り囃ト弓皆

目言詮目玉劈声

繁昌給46 474 認.2 29.5 1 756 jθ.う14.3 73 554 卯.5 81.0 3 052; 13.512.91
348

篇賞償23 484 14.3 14.9 3 330 20.2ヴﾌ.j 10 498　8.6 U.6 5 815に5.7t2d. 6　982

jl払利4o 995 24.9 26.0 6 977ﾄﾞ2.3 56.8 15 048ﾋﾞ2.4 16.610
856 f.145.9　613

その他53 650 32.6 33.944481 26.9' 36°う22 416 18.5 2i.7 2 936 12.912. iZ 890

1

　

⊃164 603100. 01104ｲ6ﾂﾞ100'0134ｲ21 5161100'0133°9 22 659j100 0゙95. 816 833



法適用企業決算の状況

(単位 百万円・％）

ガ

　

ス

　

事

　

業|病

　

院

　

事

　

業|公共下水道事業1その他事業1

　　　

計

　　　

｜

　　　　　　

7 274　　　　　153 685

1　　　　　26

565　　　　67 975

1　　　　564

123

1

　　　　　　

5 756　　　　　142 429　　　　　15 187　　　　64 436　　　　　512 281
1

　　　　　　

5 541　　　　　137 682　　　　　10 259　　　　63 122　　　　　477 642 1

　　　　　　　　

15

　　　　　　

6 534　　　　　10 898　　　　　1 437　　　　　29 516 1

　　　　　　　　　

5

　　　　　　　　　

237

　　　　　　　　　

23

　　　　　　

245

　　　　　　

307則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　　

6 828　　　　　155 154　　　　　28 124　　　　60 621　　　　　576 016 I

　　　　　　

1 348　　　　　71 863　　　　　　5 040　　　　　5 050　　　　　208 137

　　　　　　　　

982

　　　　　　

6 278　　　　　　5 565 、　　　2 240　　　　　58 192

1

　　　　　　　　

613

　　　　　　

5 564　　　　　10 059　　　　　5 119　　　　　95 231
1

　　　　　　　　

446

　　　　

△

　

1 469　　　　△　1 559　　　　　7 354　　　　△　11 893

　　

（60）

　

511 (298)　　3 190 (13)　　　208 (132)　8 103 （1 220) 25 165

　　

（7）

　

△65 (213)△4 659 （9）　△　1 767 (42)△　749 (475)△37 058

　　　　　　　　

370

　　　　　

10 989　　　　　　6 116　　　　　3 572　　　　　144 101

　　　　　　　　

6.4

　　　　　　　

7.7

　　　　　　

45.4

　　　　　　

5.6

　　　　　　

29. C

　　　　　　　　

488

　　　　　

10 272　　　　　　3 477　　　　　6 910　　　　　102 725

　　　　　　　　

8.5

　　　　　　　

7.2

　　　　　　

25.8

　　　　　

10.8

　　　　　　

20.7

　　　　　　

106.5

　　　　　　

99.1

　　　　　　

94.5

　　　　　

112.1

　　　　　　

97.9

　　　　　　　

10. 4:　　　　　　n.7　　　　　　40.9　　　　　2i.l　　　　　　28.0

(単位

　

百万円・％)

ス事業

　

１病

　

院

　

事

　

業1公共下水道事業|

　

その他事業

　

｜

　　　　

計

Ｈ卜郷社ＯＨ訃付針目玉荻

19.7＼23.4 ･71 863 46.3 50.5 5 040 17.9] 33.21 5 050　8.3 7.8し08 137 36.1 40,6

Id.d 17.1　6 278　j.θ　i.4 5 565 19.8 36.6 2 240　3.7
3.51 58 192 迦.j U.4

　

9.0 10.7　5 564　3.6　3.9 10 059 35.8 66.2 5 119　8.4 7.9･ 95 231
16.51 18.6

56.9 67.5 71 449 如.j釦.?7 460加.5
49.jl48 212･ 79.674.9 214 46j 37.jと.81

100°o

にﾂﾞ

155 1541 00.01
o8'928 1241 00.018ﾊﾞ6o 621 1 00.0 94ﾇ576 021100.0112.

の同事業の総費用と合致しない。
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その３

　

資本的収支の状況

第126表

　

昭和42年度法適

　

－’－

　　

/-●’4r゛/ゝ‾y゛y“

　

区

　　　　　　　　

タ

　

|水道事業ば”水纂卜・事業卜ｘ事業

資

　

本

　

的

　

収

　

入（Ａ）

　

150 284　　32 201　　124 886　　12 880

　　　　　　　　　　　　　　　

（8 184)　(619)　（18 148)　（30）

　

企

　　　　

業

　　　　

債

　　　

134 327　　　21 263　　　83 456　　　　9 368

　

他

　

会

　

計

　

出

　

資

　

金

　　　　

1 356　　　　1 116　　　　　538　　　　　－

　

他

　

会

　

計

　

借

　

入

　

金

　　　　

1 886　　　　1 120　　　　2 632　　　　　68

　

他

　

会

　

計

　

補

　

助

　

金

　　　　　

265

　　　　　

415

　　　　　

36

　　　　　

16

　

国

　　

県

　

補

　

助

　

金

　　　　　

948

　　　　

6 615　　　　　17　　　　　951

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　

II 502　　　　1 672　　　38 207　　　　2 477

　

爵係変叉4霜越される支出品

　　　　

16 011　　　　3 219　　　　1 333 505

　

純

　　　

計〔{A)-(B)〕（Ｃ）

　　

134 273　　　28 986　　　123 553　　　12 375

資

　

本

　

的

　

支

　

出（勁

　　

178 847　　34 386　　138 798　　20 307

　

建

　

設

　

改

　

良

　

費

　　

147 410　　27 422　　73 891　　12 790

　

企

　

業

　

債

　

償

　

還

　

金

　　　

27 668　　　　5 300　　　27 489　　　　6 486

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　

3 769　　　　1 664　　　37 418　　　　1 031

誄賢才｀資木ぢ帽

　

44 743　　　　5 928　　　15 397　　　　7 932

補

　

て

　

ん

　

財

　

源

　　

（Ｆ）

　　　

33 816　　　　4 843　　　　3 373　　　　7 625

補てん財源不足額〔釦一（Ｆ）〕（Ｇ）

　　　　

10 927 1 085 12 024 307

補てん財源不足率

　

器×100

　　　　　　　

6.2

　　　　　

3.2

　　　　　

8.7

　　　　　　

j.5

（注）Ｉ（

　　

）内書は借換債である。

　　　

２

　

「資本的収入額が資本的支出額に不足する額」の算出は資本的収入のうち

　　　　

合の額のみを集計したものである。
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用企業決算状況(つづき)

(単位 百万円・％）

ガ

　

ス

　

事

　

業i病

　

院

　

事

　

業|公共下水道事業|その他事業l

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　

1 779　　　　　21 701　　　　　69 580　　　　127 937　　　　　541 248

　　　　　

（－）

　　　　

（

　

29）

　　　

(3 296)　　（　680)　　　　（30 986)

　　　　　

1 291　　　　　　12 102　　　　　45 903　　　　40 711　　　　　348 421

　　　　　　　

47

　　　　　　

4 159　　　　　　7 158　　　　　2 798　　　　　　17 172

　　　　　　

276

　　　　　　

1 H2　　　　　　　88　　　　　6 758　　　　　　13 940

　　　　　　　

1

　　　　　　　

586

　　　　　　

1 244　　　　　　％1　　　　　　3 524

　　　　　　　

－

　　　　　　　

554

　　　　　

10 788　　　　　　736　　　　　20 609

　　　　　　

164

　　　　　　

3 188　　　　　　4 399　　　　75 973　　　　　137 582

　　　　　　　

71

　　　　　　　

532

　　　　　　

1 879　　　　13 435　　　　　36 981

　　　　　

1 708　　　　　21 169　　　　　67 701　　　　114 502　　　　　504 267

　　　　　

3 101　　　　　28 854　　　　　73 165　　　　143 715　　　　　621 173

　　　　　

2 178　　　　　21 460　　　　　65 737　　　　95 006　　　　　445 894

　　　　　　

658

　　　　　　

3 327　　　　　　6 538　　　　28 404　　　　　105 870

　　　　　　

265

　　　　　　

4 067　　　　　　　890　　　　20 305　　　　　69 409

　　　　　

1 398　　　　　　7 ％6　　　　　　5 908　　　　31 936　　　　　121 208

　　　　　

1 139　　　　　　5 765　　　　　　5 225　　　　28 958　　　　　90 744

　　　　　　

259

　　　　　　

2 201　　　　　　　683　　　　　2 978　　　　　30 464

　　　　　　

8.j

　　　　　　　　

7.6

　　　　　　　　

θ.9

　　　　　　　

2.2

　　　　　　　　

j.9

「翌年度に繰り越される支出の財源充当額」を控除した額が資本的支出に不足する場
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゛ ' / ，

その４

　

資産負債および資本に関する調

第126表

　

昭和42年度法適

区

　　　　　　　　　

分

　　

水道事業141業用水墓|交通事業|電気事業

資

　　

産

　　

総

　　

額

　　

984 925　　229 812　　344 376　　215 600

　

固

　　

定

　　

資

　　

産

1

　

924 040　　216 628　　324 668　　199 134

　

土

　　

地

　　

造

　　

成

　　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

一

　

宅

　　

地

　　

造

　　

成

　　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　

－

　

流

　　

動

　　

資

　　

産

　　　

59 226　　12 994　　18 442　　16 375

　

繰

　　　

延

　　　

勘

　　　

定

　　　　

1 659　　　　　190　　　　1 266　　　　　91

負

　　　　　　　　　

債

　　　

63 894　　14 188　　115 236　　15 858

　

固

　　

定

　　

負

　　

債

　　　　

19 603　　　　4 941　　　49 056　　　10 303

　

流

　　

動

　　

負

　　

債

　　　

54 291　　　9 247　　　66 180　　　5 555

資

　　　　　　　　

本

　　

921 031　　215 624　　229 141　　199 742

　

自

　

己

　

資

　

本

　

金

　　

188 534　　13 486　　53 596　　23 911

　

借

　

入

　

資

　

本

　

金

　　

680 948　　148 885　　264 013　　169 801

　

資

　　

本

　

剰

　

余

　

金

　　　

57 925　　　57 223　　　　8 679　　　　2 397

　

利

　　

益

　

剰

　

余

　

金

　　　

△6 376　　△3 970　　△97 147　　　　3 633

自

　

己

　

資

　

本

　

構

　

成

　

率

　　　　　

2d.d

　　　　

29.0

　　　　　

一

　　　　

13.９

固定資産対長期資本比率

　　　　

卯.3

　　　

98.2

　　　

116.7

　　　　

9d.9

流

　　　

動

　　　

比

　　　

率

　　　　

109.1

　　　

U0.5

　　　　

27.9

　　　

304.8

粛業債償還額対減価償却額比

　　　　

83.0

　　　

140.5

　　　　

89.0

　　　

jj・θ

ｕ訟卵ぢＪ“爽゛

　　

42.2

　　　　

97.i　　　　2i.T　　　　73.0

不

　　

良

　　

債

　　

務

　

額

　　　

29 023　　　　2 729 49 664 162

不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率（21.４) 20.1 (-)　２２､4（１０２.８)U.7 (-)　　θ.7

（注）不良債務比率（ ）の内は再建債を流動負債とみなした場合の比率である。
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用企業決算の状況（つづき）

(単位 百万円・％）

ガ

　

ス

　

事

　

業|病

　

院

　

事

　

業l公共下水道事業|その他事業|

　　　

計

　　　　　　

13 934　　　　　181 193　　　　　357 672　　　　726 165　　　　3 053 677

　　　　　　

12 392　　　　　144 142　　　　　334 612　　　　145 365　　　　2 300 981

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　

405 404　　　　　405 404

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　

95 788　　　　　95 788

　　　　　　　

1 527　　　　　36 571　　　　　23 032　　　　79 312　　　　　247 479
1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

15

　　　　　　　

480 29　　　　　　295　　　　　　4 025
1

　　　　　　　

1 860　　　　　43 698　　　　　23 144　　　　373 406　　　　　651 284

　　　　　　　　

462

　　　　　　

8 109　　　　　　　772　　　　340 211　　　　　423 457

　　　　　　　

1 398　　　　　35 589　　　　　22 372　　　　33 195　　　　　227 827

　　　　　　

12 074　　　　　137 495　　　　　334 528　　　　352 758　　　　2 402 393

　　　　　　　

2 183　　　　　63 006　　　　103 482　　　101 589　　　　549 787

　　　　　　　

9 014　　　　　71 748　　　　　186 489　　　　229 475　　　　1 760 373

　　　　　　　　

553

　　　　　　

7 354　　　　　50 280　　　　10 904　　　　　195 315

　　　　　　　　

324

　　　　　

a 4 613　　　　　△5 723　　　　10 790　　　　△103 082

　　　　　　　

22.0

　　　　　　

36.3

　　　　　　

む.j

　　　　　

17.0

　　　　　　　

21.0

　　　　　　　

98.9

　　　　　　

99.0

　　　　　　

99.8

　　　　　

21.0

　　　　　　　

81.4]

　　　　　　　

109.2

　　　　　　

102.8

　　　　　　

102.9

　　　　　

238.9

　　　　　　

108.6

　　　　　　　

67.0

　　　　　　

52.5

　　　　　　

58.2

　　　　

j 237.2　　　　　　128.7

　　　　　　　

21.8

　　　　　　　

5.j

　　　　　　

128.1

　　　　　

50.5

　　　　　　　

34.0

　　　　　　　　

488

　　　　　

10 272　　　　　　3 477　　　　　6 910　　　　　102 725

　　　　

(10､5)8.5

　　　

(9.8)7.2

　　　

(-)25.S

　　

(-)10.8

　　

(30.6)20･

リ
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第127表

　

法適用企業の

･4j｀↓二:

　　

項

　

目

　　

年

　

度

　

|

　　　　　

37

　　　　　　

レ
38

　

水

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　

(287)

　

3 422 (296)　3 596

　

道

　

|純

　　　　　

損

　　　　

失

　　　　　

(133)

　

2 113　　　　(143)　3 450

　

事

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　

4 038　　　　　　　　　6 463

　

業

t赤字事業数の割合

　　　　　　　　

お’7

　　　　　　　　

32.6

　　　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

6.θ

　　　　　　　

8.2

　

工道

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

(15)

　　

240

　　　　　

(19)

　　

544

　

業

　

丿純

　　　　　

損

　　　　　

失

　　　　　　

（8）

　　

276

　　　　　　

（9）

　　

301

　　

事

　

累

　　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　

538

　　　　　　　　　　

701

　

累業|赤字事業数の割合

　　　　　　　　

3j‘7

　　　　　　　　

32.1

　

7

　　

累積欠損金比率

　　　　　　　

20.0

　　　　　　　　　　

17.7

　

ヵ

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

(25)

　　

116

　　　　　　　

(24)

　

356

　

籍丿純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　　

(65) 8 308　　　　(66) 13 133

　　　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　

17 524　　　　　　25 749

　

素t赤字事業数の割合

　　　　　　　　

72.2

　　　　　　　　

3.3

　　　

累積欠損金比率

　　　　　　　

28.9

　　　　　　　

39.1

　

電

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

(32)

　

1 548　　　　　(34)　2 013

　

気

　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　　　

（1）

　　

25

　　　　　　　　　　　

－

　

事

　

累

　　

積

　　

欠

　　

損

　

金

　　　　　　　　　　　

102

　　　　　　　　　　　

46

　

業

ｽ

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

3°θ

　　　　　　　　

－

　　　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

∂.7

　　　　　　　

j.3

　

が

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　

(25)

　　

100

　　　　　　　

(32)

　　

172

　

ス

　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　

(17)

　　　

43

　　　　　　　

(16)

　　　

42

　

事

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　

233

　　　　　　　　　　　

226

　

業

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

如.j

　　　　　　　

お.3

　　　

累積欠損金比率

　　　　　　　

8.3

　　　　　　　

7.3

　

病

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　

(63)

　　

330

　　　　　　　

(99)

　　

633

　

院
丿純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　

(52)

　　

657

　　　　　　　

(66)

　　

933

　

事

　

累

　　

積

　　

欠

　　

損

　　

金

　　　　　　　　　　

1 543 2 621

　

業

｀U1字事業数の割合

　　　　　　

d5.2

　　　　　　

40.0

　　　

累積欠損金比率

　　　　　　　

8.j

　　　　　　　　　　　　　

8.2

　

八道純

　　　

利

　　　

益

　　　　

（9）

　　

5

　　　　

（9）

　　

6

　

雛

否

vｍ

　　　　

卜回

　　　　

卜回

　

そ事純

　　　

利

　　　

益

　　　　

(45)

　

1 502 （60）　1 793

　

．
J黎

１
１
１
雲 (17)　　湧　　　(23)　　昌

　

ｕjS事戸籤引?余

　　　　　　

Ｕ

　　　　　　

ｙ

　　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　

（501）

　

7 363 (573)　9 113

　

。

　

j
純

　　　　　

損

　　　　　

失

　　　　　

(301) U 920　　　　(332)　18 865

　

リＬ４．観晶ぽ

　　　

25詣

　　　

3詣

　　　

累積欠損金比率

　　　　　　　

13.8

　　　　　　　　　　　　

j7:2

(注)
（

)は事業数を示す。ただし建設中の事業を含まない。
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事業別決算の推移
(単位

　

百万円・％)

　　

39

　　　　　　

1

　

40

　　　　　　

1

　

41

　　　　　　

1

　

42

図

　

掴

　　　　

混づﾖ

　　　　

問

　

言

　　　

燦

　

昆

　　　　　

剽

　　　　　　　　　

混

　　　　　　　　　

剽

　　　　　　　　

混

　

（25）

　　

454

　　　　　

(27)

　　

602

　　　　　

(29)

　　

740

　　　　

（30）

　　

857

　

(13)

　　

626

　　　　　

(18)

　　

649

　　　　　

(21)

　

1 599 (25)　2 071

　　　　　

1 367 1 876 3 398　　　　　　　5 269

　　　　　

3d. 2　　　　　　　　　40.0　　　　　　　　42.0　　　　　　　　邸.5

　　　　　

24.0

　　　　　　　　　

23.4

　　　　　　　　

34.4

　　　　　　　　

43.3

　

(26)

　

281

　　　

(23)

　

*299

　　　

（40）

　

984

　　

(44)

　

989

　

(67)

　

17 754 (69) 18 539　　(53)　19 732 (52) 20 487

　　　　

43 769　　　　　　61 305　　　　　　78 878　　　　　97 880

　　　　　

72.0

　　　　　　　　　

75.0

　　　　　　　　

57.0

　　　　　　　　

54.2

　　　　　

62.9

　　　　　　　　　

79.1

　　　　　　　　　

95.8

　　　　　　　

107.8

　

(31)

　

1 939　　　　(31)　1 931　　　　(34)　　2 285 (33)　2 130

　

（3）

　　

138

　　　　　　

（3）

　　

264

　　　　　

（－）

　　

－

　　　

（2）

　　

45

　　　　　　　

86

　　　　　　　　　

438

　　　　　　　　　

362

　　　　　　　　

331

　　　　　　

S.8

　　　　　　　　　

8.8

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

５.７

　　　　　　

θ.5

　　　　　　　　　

2.2

　　　　　　　　　

j.6

　　　　　　　　

l.i

　

(35)

　　

219

　　　　　

(39)

　　

239

　　　　　

(51)

　　

347

　　　　

（60）

　　

511

　

（20）

　　　

90

　　　　　

（20）

　　

103

　　　　　

(12)

　　

104

　　　　　

（7）

　　　

65

　　　　　　

283

　　　　　　　　　

344

　　　　　　　　　

379

　　　　　　　　

370

　　　　　

36.d　　　　　　　　　33.9　　　　　　　　　19.0　　　　　　　　10.4

　　　　　　

7.9

　　　　　　　　　

8.j

　　　　　　　　　

8.6

　　　　　　　　

6.4

(216)

　

2 585 (256)　3 796
(247)　3 249 (298)　3 190

　

(97)

　

1 683 (85)　2 137
(141)　3 253 (213)　4 659

　　　　　

4 157　　　　　　　5 532　　　　　　　7
868　　　　　　10 989

　　　　　

31.0

　　　　　　　　　

2iJ

　　　　　　　　　

36.6

　　　　　　　　

a.7

　　　　　　

5.3

　　　　　　　　　

5.7

　　　　　　　　　

6.9

　　　　　　　　

7.7

　

（13）

　　　

28

　　　　　

(17)

　　

316

　　　　　

(15)

　　

593

　　　　

(13)

　　

208

　

（8）

　

1 334 （7）　1 027
（10）　1 631 （9）　1 767

　　　　　

1 959　　　　　　　　2 799　　　　　　　　4
370　　　　　　　6 116

　　　　　

38.1

　　　　　　　　　

28.0

　　　　　　　　　

38.5

　　　　　　　　

40.9

　　　　　

2d.6

　　　　　　　　

S2.0

　　　　　　　　

38.7

　　　　　　　　

45.i

　

(92)

　

4 955 (107)　5
925 （108）　7 352 (132)　8 103

　

(24)

　　

324

　　　　　

（40）

　　

796

　　　　　

(36)

　

1 765 (42)　　749

　　　　　　

518

　　　　　　　　　　

1 381　　　　　　　　3 293 3 572

　　　　　

加7

　　　　　　　

27.2

　　　　　　　

25･θ

　　　　　　

2i.l

　　　　　　

j:5

　　　　　　　　　

3･2

　　　　　　　　　

6.3

　　　　　　　　

5.6

　

52

　

14 676　　(880)
18 972 (974) 22 603　（1 220)25 165

悶Uぱぷ

　　　

(364回詰こ

　　　

（379）
1
2ぼな

　　

(475)ぷ回

　　　　　

3j j　　　　　　　　29.3　　　　　　　　　28.0　　　　　　　　28.0

　　　　　

2D

　　　　　　

26.4

　　　　　　

28.6
1

29.ひ
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第128表

　

昭和42年度

区

　　　　

タ

ト
水道事業

ぼＶ姿卜通事業ﾄ気事業

総

　　　

収

　　　

益

　　

(Ａ)

　　　

11 835　　　　　109　　　　1 620　　　　　76

　　

(営

　

業

　

収

　

益)

　　　　　

10 808 61　　　　　1296　　　　　73

う

　

料

　　

金

　　

収

　　

入

　　　　

9 101　　　　　　　61　　　　　1244 71

ち

で

他会計繰入金

　　　　

804

　　　　　　　

47

　　　　　　

192

　　　　　　

3

総

　　　

費

　　　

用

　　

(Ｂ)

　　　

9 927　　　　　107　　　　1 299　　　　　81

う{職

　

員

　

給

　

与

　

費

　　　　

2 916 16　　　　　　730　　　　　　32

ち

　

支

　　

払

　　

利

　　

息

　　　　

2 809 45　　　　　　　79　　　　　　　14

収

　

支

　

差

　

引〔(Ａ)－(Ｂ)〕Ｃ)

　　　　

1 908 ゛　　　2　　　　　　321　　　△　　　5

資

　

本

　

的

　

収

　

入(μ

　　　

10 865 1 610 300　　　　　　　47

う

　

地

　　　

方

　　　

債

　　　　

7 882 914　　　　　　205　　　　　　　18

　

1

他会計借入金

　　　　

54

　　　　　　　

6

　　　　　

13

　　　　　

一

ち

　

国

　

県

　

補

　

助

　

金

　　　　　

362

　　　　

313

　　　　　

20

　　　　　

26

資

　

本

　

的

　

支

　

出

　

<Q

　　　

12 012　　　1 470 609　　　　　　　57

う

　

建

　

設

　

改

　

良

　

費

　　　

10 598 1 353　　　　　410 45

　

1

地方債償還金

　　　

1 227 82　　　　　　89　　　　　　　12
ち

　

他

　

会

　

計

　

繰

　

出

　

金

　　　　　　

52

　　　　　

－

　　　　　

105

　　　　　

－

収

　

支

　

差

　

引〔(D1-R〕(Ｆ)

　　　

△1 147 140　　　△　309　　　a10

収支再差引〔(C)一(Ｆ)〕((i

　　　　

761

　　　　　　

142

　　　　　

12

　　　

△15

積

　　

立

　　

金

　　

冊

　　　　　

85

　　　　　　　

29

　　　　　

26

　　　　　　

7

繰

　　

越

　　

金

　　

(I)

　　　　

1 245 64　　　　　　　39　　　　　　　8

前年度繰上充用金(J)

　　

1 056　　　　＿ 183　　　　　　　18

形式収支〔《(i一冊一(I)－(J)〕(Ｋ)

　　　　　

865

　　　　　

177

　　　

△

　

158

　　　

△

　　

32

翌年度へ繰り越すべき財源(L)

　　　　　

670

　　　　　　

192

　　　　　

－

　　　　　

一

実

　　

質

　　

収

　　

支(Ｋ)一(L)

　　　　　

195

　　　

△

　　

15

　　　

△

　

158

　　　

△

　　

32

　　

黒

　　　　　　　

字

　　　　　　　

1 550　　　　　　8　　　　　60　　　　　　2

　　

赤

　　　　　　　

字

　　　　　　

1 355　　　　　23　　　　　219　　　　　33

赤

　

字

　

事

　

業

　

数

　

割

　

合

　　　　

22.7

　　　　　

33.3

　　　　

29.5

　　　　

60.0

収

　

益

　

的

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　

106.1

　　　　

57.8

　　　　

116.7

　　　　

82.d

赤

　　　

字

　　　

比

　　　

率

　　　　　

14.6

　　　　

37.7

　　　　

16.9

　　　　

45.2

(注) 赤字事業数割合は建設中の事業を除いている。
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法非適用企業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

ガス事業

　

l

病

　

院

　

事

　

業

l

公共下水道事業

|

その他事業

!

　　　

計

　　　　　

75

　　　　　

31 317　　　　　　9 011　　　　　69 420　　　　　123 463

　　　　　

59

　　　　　

27 863　　　　　　3 395　　　　　62 800　　　　　106 355

　　　　　

59

　　　　　

27 492　　　　　　2 934　　　　　51 513　　　　　92 475

　　　　　

－

　　　　　　

2％8

　　　　　　

5 355　　　　　　4 634　　　　　14 003

　　　　　

67

　　　　　

31 818　　　　　　8 539　　　　　30 134　　　　　81 972

　　　　　

13

　　　　　

14 824　　　　　　2 386　　　　　　6 239　　　　　27 156

　　　　　

16

　　　　　　

1 065　　　　　　3 484　　　　　10 890　　　　　18 402

　　　　　

8

　　　　

ム

　

501

　　　　　

472

　　　　

39 286　　　　41 491

　　　　　

16

　　　　　　

7 020　　　　　50 432　　　　　93 153　　　　　163 443

　　　　　

14

　　　　　　

4 810　　　　　16 616　　　　　45 330　　　　　75 789

　　　　　

－

　　　　　　　

55

　　　　　　

331

　　　　　　

8 662　　　　　　9 121

　　　　　

－

　　　　　　　

254

　　　　　

13 995　　　　　　4 087　　　　　19 057

　　　　　

43

　　　　　

8 137　　　　　49 942　　　　128 356　　　　200 626

　　　　　

38

　　　　　　

7 460　　　　　45 953　　　　　94 284　　　　　160 141

　　　　　

6

　　　　　　　

507

　　　　　　

1 404　　　　　27 487　　　　　30 814

　　　　　

－

　　　　　　　

83

　　　　　　　

－

　　　　　　

4 418　　　　　　4 658

　　

．

　

27

　　　　

ム1 117　　　　　　490　　　　ム35 203　　　　△37
183

　　

ム

　　

19

　　　　　

△1 618　　　　　　　％2　　　　　　4 083　　　　　　4 308

　　　　　

－

　　　　　　　　

38

　　　　　　　　

16

　　　　　　　

610

　　　　　　　

811

　　　　　

7

　　　　　　

1 371　　　　　　　　　651　　　　　　19 784 23 169

　　　　　

24

　　　　　　　　　

756

　　　　　　

695

　　　　　

6 193　　　　　　8 925

　　

△

　　

36

　　　　　

△1 041 902　　　　　　　17 064　　　　17 741

　　　　　

＿

　　　　　　　

138

　　　　　　

1 110　　　　　12 881　　　　　14 991

　　

a

　　

36

　　　　

△1 179　　　　°　208　　　　　4 183　　　　　　2 750

　　　　　

2

　　　　　

709

　　　　　

537

　　　　

12 400　　　　15 268

　　　　　

40

　　　　　　　

1 890　　　　　　　744　　　　　　　8 214 12 518

　　　　

50.0

　　　　　　　　

57.5

　　　　　　　　

9.3

　　　　　　　　

15.3

　　　　　　　　

19.4

　　　

102.3

　　　　　　　

卯.9

　　　　　　

卯.6

　　　　　　　

120.5

　　　　　　

109.5

　　　　

67.8

　　　　　　　

∂.8

　　　　　　

21.9

　　　　　　

3.8

　　　　　　　

11.9
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その１

　

収支の状況

　　

１

　

事業勘定

第129表

　

昭和42年度国民健康

　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

42

　　　　　

年

　　　　

度

　

ｓ:

　　

９

　

９

ﾔｻ岫らこ几こ爪ご

　

全市町村

　　

3 31J　5 560!　5 353' 9 461　　　　289　a　8％5

　　

黒字団体

1

　　

2 168J　10 380J　　　220:　　1 0701　　　2221　　9 312

　　

赤字団体

　　　

1 147 ° 4 820　　5 133J 8 391　　　　67　△18 277

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

61

　

△

　

3 358　　　　2姐 3 384　　　　－　△　7040

　　

黒字団体

　　　

う

　　　

ー

|

　　　

づ

　　　

ー

　　　

－

　　　

－

　　

赤字団体

　　　　

6 ° 3 358　　298i 3 384　　　　－　ａ’7 040

，都

　　　　　

市

　　　　

557

　　

2 205!　　　414' 4 247　　　　95　△　2361

　

黒字団体

1

　　

289

1

　　

4 2ﾖ　　　11&　　527　　　62　　3 653

　

赤字団体

　　　

268 ° 2 029　　　2981 3 720　　　　33　△　6014

　

町

　　　　　

村

　　　

2 726|　　5 54J　　　199! 1 824　　　　194　　　3716

　

黒字団体

　　　

1 878, 6 143 104　　　543　　　　160　　　5656

　

赤字団体

　　　

848ト

　

598

1

　　　

951 1 281　　　　34　△　1940

　

一部事務組合

　　　　　

31

　　　　

81

　　　　

0’

　　　

6

　　　　

－

　　　　

２

　

黒字団体

１

　　　

１

　　　

３

　　　

づ

　　　

ー

　　　

－

　　　

３

　

赤字団体

　　　　

2

1

　　　

5

1

　　　

01

　　　

6

1

　　　

‾

|

゜

　　

1

　

特

　　

別

　　

区

　　　　　

23

　　

1 160　　4 442　　　　－　　　　－　a　3 282

　

黒字団体

|

　　　

－

1

　　　

－

|

　　　

－

l

　　　

－

|

　　　

－

　　　

一

　

赤字団体

　　　

23

　　　

1 160　　　4442　　　　－　　　　－　△　3282

２

直診勘定

　　

｜

　　　　

昭

　　　

和

　　

42

　　

年

　　　

度

　　　　　　　

昭
区

　　　　

分

　　

団体（実聖勺(b)
(a)-(b)支団４ｔ

罷肩i

　

ﾖﾄ語

　

ﾖ）翔

　

Ｍ

乍汪

　

∃∩∃|

　

ｺﾞ∩∃

　

j2

馬‾白丁ﾚﾖ|ド旧回

付ｱ捌

　

帽く|

　

∩く|

　

く
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保険事業決算の状況

(単位

　

百万円)

　　　　

昭

　　　

和

　　　

41

　　　　

年

　

ｔ

　　

ｌ

　

Ｊﾆﾋ

　　　

ｅ

　

ｌ

団-

ﾄ
Ｖ
ﾔﾑｱﾑ1ﾑｾﾞＴ‰

・自球－回=

　　　　　　　　

助額(b) I (c)　（d）　－（ｃ）十（d）

3 3391　　8 057　5 532　7 341　　　279　a　4 537△　24　△　2 497i　△　4428･
2 271 11 981　　2021　1 1231　　2201　　10 884卜　1031　ム　1609;　△　15が
10叫

　

゜3 932　5 330] 6 218　　　59.　゜ 15 421　　791　°　888;　△　28舛

　　

ご卜3oツ

　

ヅレソ

　　

ニベり

　

ごト

　

ヤレ１竺

　　

61

　

°3 052　　1681　2 419　　　‾　゜5 639　　o.　゜　306;　°1 401

　

555

　　

4 117　　362　3 166　　扁　　　709　　　2　a　1 912　△　3 070、

　

342J

　

5 236;　1ﾘ　615　　901　4 592ﾚ　宍乙1 0021 △　939!

　

213!

　

° 1 119,　　2431 2 551　　30　°3 883　　551 °　910･　゜2
131

　

2 752　　6 398　　　152　1 748　　159　　4 657△　26　△　　853　心　　941

　

1 9271　　6 7411　　　831　　5081　　1301　　6 280卜　４ﾘ　△　　5981　△　　624

　

825

　

°

　

343

　　　

691

　

1 240　　　291　° 1 623　　23　°　255'　°　3り

　　

31

　　　　

18

　　　　

0

　　　　

8

　　　

－

　　　　

10

　　

0

　

乙x

　　

10

　

△

　　　

81

　　

2

　　　　

12

1

　　　

0

　　　

－

i

　　　

－

1

　　　　

12

卜

　　

1

1

　

△

　　　

9

1

　

a

　　　

9

　　

リ

　　　　　

６

　　　

－

　　　　

８

　　　

－

　

△

　　　

２

　　　

１

　

△

　　　

１

　　　　　

１

　　

辿

　　　　

576

　

4 850　　　一　　　一　△　4 274　　　0　　　　584　　　　992

　　

23

　

ぷ

|ヅノ

ニ

レヅツ

　

ふ

|

　

丙

(単位

　

百万円)

匹‾で‾‾･√‾謐‾‾

　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

　

実響りuオヅヴ門昌

レ

マン⊇〕

実質収支

　

!

再差引収支

　

△

　　

376

　　　　　

906

　　

△

　

1 282　　　△　　11　　　△　　357　　　△　　411

　　　

65

9

　　　　　

14

　　　　　

64

ﾖ

　　　

△

　　

24

1

　　　

△

　　

62

1

　　　

△

　　

68

　

四百

　　　　　

回

|

‘

　　

ド蕊

　　　

乙

　　

回ｉ

　　　

ｌ

　　

ｍ

　　　

１

　　

３記

　　　

劉。

　　

４･

　　　　　　

103

1

　　　

°

　　

91

　　　　　　

‾

l

　　　

°

　　

11

　

笠

　　

言

　　　　　

詣1

　　

1

　　

m

　　　

＾

　　　

１

　　　

１

　　

溺

　　　

１

　　

県

　

。摺

|

　　

諧

　

丿

雪

!

　

＾

　

ｊ

　

２

　

劉

　

２

　

ぷ

‾‾ｌ

　

ご1

　　

二|

　

゜二|

　

＾

　

こ1

　

＾

　

リ

　

＾

　

ユ

　

△

　　　

Ｏ

　　　　　　　

１１

　　

△

　　　　

１

　　　

△

　　　

１，

　　

△

　　　　

１

　　　

△

　　　　

１

― 481



その２

　　

１

歳入歳出内訳

事業勘定（歳入）

第129表

　

昭和42年度国民健

　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　

|

　

昭和42年度

　

|

　

昭和41年度

　　

増

　

減

　

額

保

　　　　

険

　　　　

税

　　

（料）

　　　

112 296　　　　94 307　　　　17 989

一

　　　

部

　　　

負

　　

担

　　

金

　　　　　　

195

　　　　　　

181

　　　　　　　

14

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　

187 554　　　146 655　　　40 899

　

事

　　

務

　　

費

　

負

　

担

　

金

　　　　　

12 812　　　　10 612　　　　　2 200

　

療養給付費負担金

　　　

153 734　　　118 589　　　35 145

　

助

　　

産

　　

費

　

補

　

助

　

金

　　　　　　

373

　　　　　　

318

　　　　　　

55

　

保

　　

健

　　

婦

　

補

　

助

　

金

　　　　　　

807

　　　　　　

736

　　　　　　

71

　

特別療養給付費補助金

　　　　　

649

　　　　　

－

　　　　

649

　

財

　

政

　

調

　

整

　

交

　

付

　

金

　　　

19 114　　　16 359 2 755

　

そ

　

の

　

他

　

の

　

補

　

助

　

金

　　　　　　　

65

　　　　　　

41

　　　　　　　　

24

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　　

5 502　　　　　5 662　　　　△　160

　

財源補てん的な

　

も

　

の

　　　　

5 353　　　5 533　　　ム　180

　

そ

　　

の

　　

他

　

の

　

も

　

の

　　　　　　

149

　　　　　

129

　　　　　　

20

他

　　

会

　　

計

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　

10 275　　　　　8 053　　　　　　2222

　

財源補てん的な

　

も

　

の

　　　　

9 461 7 341　　　　　2 120

　

そ

　　

の

　　

他

　

の

　

も

　

の

　　　　　　

814

　　　　　　　

712

　　　　　　　

102

基

　　　

金

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　　

987

　　　　　　　

562

　　　　　　　

425

繰

　　　　　　

越

　　　　　　

金

　　　　　

12 659　　　　14 219　　　ム1 560

そ

　　

の

　　

他

　　

の

　　

収

　　

入

　　　　　

2 328 2 038 290

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　

331 796　　271 677　　　60 119

482－



康保険事業決算の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

決算額構成比

　

｜増減額構成比

　　

増

　　　

減

　　　

率

42年度1 41 年度1 42 年度141　年度142年度1 41　年度

　　　

33.8

　　　　

34.7

　　　　

29.9

　　　　　

34.5

　　　　　

四.2

　　　　　

13. d

　　　　

θ.j

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.θ

　　　　　　

θ.∂

　　　　　　

7.7

　　　　

ム

　

1.1

　　　

56.5

　　　　

54.0

　　　　

68.1

　　　　　

21.9

　　　　　

27.9

　　　　　　

5.j

　　　　

3.9

　　　　　

3.9

　　　　　

3.7

　　　　　　

5.6

　　　　　

20.7

　　　　　

20.6

　　　

46.3

　　　　

43.7

　　　　

58.5

　　　　　

96.8

　　　　　

29.6

　　　　　

35.9

　　　　

θ.2

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.j

　　　　　　

j.θ

　　　　　

17.3

　　　　　　

－

　　　　

0.2

　　　　　

θ.3

　　　　　

θ.j

　　　　　　

θ.j

　　　　　　

9.6

　　　　　　

7.θ

　　　　

Ｏ､２

　　　　　

－

　　　　　

1.1

　　　　

ム

　

j.5

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

5.8

　　　　　

6.θ

　　　　　

4.6

　　　　

△

　

40.7

　　　　　

16.8

　　　　

A U.7

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　　　

△

　

郭.4

　　　　　

58.5

　　　　

△

　

32.8

　　　　

j.7

　　　　　

2.j

　　　

ム

　

θ.3

　　　　　　

2.θ

　　　　

ム

　

2.8

　　　　　

12.8

　　　　

j.6

　　　　　

2.j

　　　

△

　

θ.3

　　　　　　

j.9

　　　　

a

　

3.3

　　　　　

12.4,

　　　　

∂.j

　　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　　　　　

θ.j

　　　　　

15.5

　　　　　

31.6

　　　　

3.1

　　　　　

3.θ

　　　　　

3.7

　　　　　　

3.4

　　　　　

27.6

　　　　　

15.8

　　　　

2.9

　　　　　

2.7

　　　　　

3.5

　　　　　　

i.l

　　　　　

28.9

　　　　　

21.8

　　　　

θ.2

　　　　　

θ.3

　　　　　

θ.2

　　　　

△

　

θ.Z

　　　　　

Id. 2　　　　△　23.2

　　　　

θ.3

　　　　　　

θ.2

　　　　　

θ.7

　　　　　　　

θ.8

　　　　　

75.6

　　　　　

80.1

　　　　

3.8

　　　　　

5.2

　　

a

　

2.6

　　　　　　

36.0

　　　　

a

　

11.0

　　　　　

449.8

　　　　

θ.7

　　　　　　

θ.7

　　　　　

θ.5

　　　　　　　

la

　　　　　　

U.2

　　　　　

即.2

　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　　　

100.0

　　　　　　

22j

　　　　　　

13.5
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その２

　　

１

歳入歳出内訳（つづき）

事業勘定（歳出）

第129表

　

昭和42年度国民健

総

　　　　　

務

　　　　　

費’

　　

22 128　　　19 642
1

2 486

　

ｷﾞﾙ烈AI

　

詣

　

訴

　

11

勺こ磁ｽﾞｊ

　

鷲卜灘

　

喉

保

　　　

健

　　

施

　　

設

　　

費

　　　　　

5 354　　　　　4844　　　　　　510
:

ヅ
ヤバ

　

ju

　

jレ］

よ豹肖ﾓ

　

回

　

ﾂﾚj

゛ｊ）ぷt1

　

1 与i　　325論　　26ﾑ這　　＾62沼

２ 直診勘定（歳入）

　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　

昭和42年度

　

|

　

昭和41年度

　　

増

　

減

　

額

診

　　　　

療

　　　　

収

　　　　

入

　　　　　

10 022　　　　　9 519
1　　　　　503

国

　　　

庫

　　

支

　　　

出

　　　

金

　　　　　　

272

　　　　　　

31（

　　　

ム

　　

43

　　

財

　

政

　

調

　

整

　

交

　

付

　

金

　　　　　　

199

　　　　　　

215 ；　　　ム　　16

　　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　　　　

73

　　　　　　

100j

　　　

ム

　　

27
都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　　　　

5o

　　　　　　

38

　　　　　　　

12
他

　　

会

　　

計

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　

1 078　　　　　　971
j　　　　　107

　　

普通会計からのもの

　　　　　

821

　　　　

71引

　　　　

107

　　

事業勘定からのもの

　　　　　

229

　　　　

244 ，　　　△ 15

　　

その他の会計からのもの

　　　　　　

28

　　　　　

13 1 15
基

　　　

金

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　　

55

　　　　　　　　

37

　　　　　　　

18
繰

　　　　　　

越

　　　　　　

金

　　　　　　

740

　　　　　

726

　　　　　　

14
地

　　　　　　

方

　　　　　　

債

　　　　　　

307

　　　　　

176

　　　　　

131
そ

　　

の

　　

他

　　

の

　　

収

　　

入

　　　　　　

286

　　　　　　

256

　　　　　　　

30
歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　　　

12 810　　　12 038　　　　772

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
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康保険事業決算の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

決算額構成比｜増減額構成比｜

　

増

　　

減

　　

率

42年度141年度1 42 年度1 41　年度142年度141年度1

　　　

6.8

　　　　　

7.5

　　　　　

4.θ

　　　　　　

5.6

　　　　　

12.7

　　　　　

11.6

　　　

£j

1

　　　

4.7

　　　　

2,9

　　　　　

2.8

　　　　

召.2

　　　　　

8.7

　　　

j.5

　　　　　

j.7

　　　　　

1.1

　　　　　　

θ.7

　　　　　

15.5

　　　　　　

6.5

　　　

θ.2
1

　　　

θ.2

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.j

　　　　　

4.5

　　　　　

＆7

　　　

θ.7

　　　　　

θ.9

　　　　　

θ.θ

　　　　　　

2.θ

　　　　　　

j.θ

　　　　　

巧.8

　　　

89.4 ’　　88.3　　　9d.O　　　　105.6　　　　25.2　　　　19.8

　　　

88.2
1　　　　87.1　　　　93.0　　　　　105.4　　　　　25.3　　　　　20.1

　　　　

0.8 i　　　　θ.8　　　　　θ.7　　　　△　θ.3　　　　　21.4　　　　△　5.6

　　　　

θ.j

　　　　　

θ.4

　　　　　

θ.3

　　　　　　

θ.5

　　　　　

18.4

　　　　　

17.7

　　　　

j.6

　　　　　

18

　　　　　

θ.8

　　　　　　

j.4

　　　　　

却.5

　　　　　

12.1

　　　　

∂｡j

　　　　　

ひ.j

　　　　　

θ.θ

　　　　

△

　

θ.j

　　　　

△

　

4.3

　　　　

△

　

7.5

　　　　

θ.ヱ

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.θ

　　　　　　

θ.θ

　　　　　　

3.2

　　　　

△

　

£8

　　　　

θ.0

　　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.∂

　　　　

△

　

θ.j

　　　　

△

　

28.1

　　　　

△

　

石.2

　　　　

θ.2

　　　　　

θ.3

　　　

a

　

θ.4

　　　　　　

θ.7

　　　　

△

　

30.5

　　　　　

46.0

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.θ

　　　　

△

　

θ.j

　　　　

△

　

21.5

　　　　

△

　

32.6

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　　　　　

θ.θ

　　　　

△

　

25.8

　　　　

△

　

36.7

　　　　

θ.θ

|

　　　　

θ.j

　　　　　

θ.θ

　　　　

△

　

θ.j

　　　　

△

　

20.3

　　　　

△

　

31.4

　　　　

・6 ，　　j.3　　　2.8　　　△瓦.5　　　　51.0　　　・62.3

　　　　

0.31　　　θ.6　　△　j.2　　　　2.j　　　△46.1

l　　　126.4

　　　

100.0
1　　100.0　　　100.0　　　　100.0　　　　23.7　　　　16.0

(単位

　

百万円・％)

決算額構成比１増減額構成比！

　

増

　　　

減

　　　

率

42年度i 41年度1 42 年度1 41 年度1 42 年度141年度

　　

78.3
1　　　79.1 1　　　65.2　　　　　136.3　　　　　　5.θ　　　　　　∂.θ

　　　

2.y

　　　

2.6

　　

a

　

5.6

　　　　　

36.8

　　　　

△

　

15.8

　　

s

　　　

31.3

　　　

1.6

　　　

j.8

　　

a

　

2.j

　　　　　

－

　　　

△

　

7.4

1

　　　　

－

　　　

θ.5

　　　　

θ.8

1

　

a

　

3.5

　　　　　

－

　　　

△27.θ1

　　　　

－

　　　

θ41

　　　　

0.3

　　　　　

j.5

　　　　　　　

θ.θ

　　　　　

31.6

　　　　　　　

θ.θ

　　　

8゛j・ 8.1
･'、　　13.９　　　　△　召.2　　　　　11.0　　　　△　2.9

　　　

6j

　　　　

6.叫

　　　

13.9

　　　　　

17.6

　　　　　

j5･

E

5.3

　　　

j゛8 1　　　2.0　△　j.9　　　△29.81　　△　6.j　　　△20.0

　　　

祐|

　　　

θ.j

　　　　　　

j.9

　　　　

△

　

2.θ

　　　　　

115.4

　　　

△

　

23.5

　　　

∂'4

　　　　　

∂.3

　　　　　　

2.3

　　　　　　

θ.5

　　　　　

48.6

　　　　　　

2.8

　　　

5'8 i 6.θ　　　　　　j.8　　　　　13.7　　　　　　j.9　　　　　　　4.θ

　　　

2'ｙ

　　　

j.5

　　　　

n.o

　　　　

△

　

66.7

　　　　　

74.4

　　　　

△

　

43.6

　　　

2‘2
1 2.j　　　　　3.9　　　　△　6.4　　　　　11.7　　　　△　4､8

　　

100:O
1　　100.0 1　　100.0　　　　100.0　　　　　6.4 1.7

　　　　

｜
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その２

　　

２

歳入歳出内訳（つづき）

直診勘定（歳出）

第129表

　

昭和42年度国民健

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　

昭和42年度

　

1

　

昭和41年度

　

|

　

増

　

減

　

額

総

　　　　　　　

務

　　　　　　　

費

　　　　　

6 613　　　　　6 211　　　　　　402
医

　　　　　　

業

　　　　　　

費

　　　　　

4 586　　　　4 176　　　　　　410
‰証轟J

　

tU

　

5モトラ

ウや(三雀

　　

ｊ

　

ｊ

　

べ§

≒頑介入ﾍﾞﾍjE

　

j

　

j

　

づE

その１

　

収支状況

区

　

黒
赤

　

黒
赤

　

黒
赤

　

黒
赤

　

黒
赤
部
黒
赤

　

黒
赤

都

　
　

市

　
　

大

　
　

都

　
　

町

　
　

一

　
　

合

府
団
団

　

団
団

　

団
団

道
字
宇
町
字
字
都
字
字

分

鴇
誹
毀

県
体
体
村
体
体
市
体
体
市
体
体
村
体
体
合
体
体
計
体
体

数体
囚

団

4
6
4
6
　
　
6
0
6
0
一
６
６
一
0
1
0
1
一
６
６
一
4
7
4
7
一
0
6
0
6
一

　
　
　

１
１

　
　
　
　

１
１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

２
２

第130表

　　

昭

歳入合計

　　

(Ｂ)

159 995
159 995

　　　

－

552 208

552 208

　

38

　

38

322

322

268

268

　

－

783

783

　　　

－

　

8 766

　

8 766

　　　

－
182 391

182 391

　　　

－
712 203

712 203

　　　

－

　　

和

歳出合計

　　

(C)

154 429
154 429

　　　

－
539 184
539 184

　　　

－

　

37 279

　

37 279

　　　

－
313 178
313 178

　　　

－

　

8 740

　

8 740

　　　

－
179 987
179 987

　　　

－
693 613

693 613

－486－

昭和42年度

　

４2

　

５

　

5

13

13

９
９

２
２

18

18

566

566

　

一一一

024

024

8
9
8
9
一
0
5
0
5
一
2
6
2
6
一
0
4
0
4
一

590

590

　

－

(Ｅ)

Ｉ
Ｉ

５
５

　

３

５
５
一
１

８
８

　

０

013

　

－

　

－

一
一
0
7
0
7
一
一
一

　　

－

　

306

　

306

　　

－
1 868

1 868

’

　　　　　　

ｌ

１--‘

　　　　　　　　　　　　　

’．

　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

－
｜

－

－

｜

－

ｊ

－

！

－

－



康保険事業決算の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

決算額構成比｜増減額構成比｜

　

増

　　　

減

　　　

率

42年度1 41年度1 42 年度｜ 41　年　度　1　42　年　度　1　41　年　度

　　　

49.3

　　　　

50.5

　　　　

36.1

　　　　　

45.6

　　　　　　

6.5

　　　　　　

2.2

　　　

3£2

　　　　

34.0

　　　　

36.8

　　　　　

104.9

　　　　　　

9.8

　　　　　　

7.7

　　　　

5.θ

1

　　　　

j.7

　　　　　

8.7

　　　　

ム100.0

　　　　　

16.9

　　　　

a

　

33.2

　　　　

θ.9

　　　　　

θ.5

　　　　　

4.9

　　　　

△

　

8.j

　　　　　

85.9

　　　　

△

　

26.4

　　　　

θ.2

　　　　

θ.j

　　　　

θ.θ

　　　

a

　

4.9

　　　　　

0.0 I　　。　j.θ

　　　　

θ.

E

　　　

θ.4

　　

・1.1

　　　

△

　

1.1

　　　

△25･剔

　　　

△

　

6.θ

　　　　

0.5

　　　　

θ.θ

　　　　　

6.θ

　　　　

△

　

2.j

　　　　

2233.3

　　　　

△

　

66.6

　　　　

0.5

　　　

θ.6

　　

△

　

θ.2

　　　　

j.則

　　

△

　

2.8

　　　　

22.4

　　　　

ムj

　　　　　

j.2

　　　　　

3.θ

　　　　　　

θ.θ

　　　　　

23.3

　　　　　　

θ.θ

　　　　

θ.9

　　　　　

∂.8

　　　　　

l.d

　　　　　　

l.d

　　　　　

16.0

　　　　　　

4.2

　　　　

θ.5

　　　　　

θ.j

　　　　　

j.6

　　　　

4

　

2.4

　　　　　

39.1

　　　　

△

　

8.θ

　　　　

8.j

　　　　　

7.8

　　　　

11.3

　　　　　

48.8

　　　　　

13.1

　　　　　

16.8

　　　　

θ.6

　　　　　

θ.7

　　　

△

　

θ.6

　　　　　　

j.2

　　　　

△

　

7.7

　　　　　

15.2

　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　　

100.0

　　　　　　

9.1

　　　　　　

2.4

収益事 業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

　

年

　　　　　　　

度

　　　　　

｜

　

昭

　

和

　

41

　

年

　

度

　

｜

　　

比

　

較

　

増

　

減

　　

｜
繰入ﾔ繰出勺ＬＬﾔ団４ａﾄｔ ｌｌ団４ ａｌ再 差　引I

　　

（Ｆ）

　　　

（Ｇ）

　　

+(G) (H)　　（I）　　　（J）　　(A)-(I)　(H)-(J)

　　　

103

　　

22 108　　26 716　　　　　46　　　22 098　　　　　　0　　　　4 618

　　　

103

　　

22 108　　26 716　　　　　46　　　22 098　　　　　　0　　　　4 618

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

94

　　

66 265　　78 182　　　　　152　　　57 429　　　　　　8　　　20 753

　　　　

94

　　

66 265　　78 182　　　　　149　　　57 490　　　　　11　　　20 692 ・

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

3

　　

a

　　

61

　　　

。

　　

3

　　　　　

61‘

　　　　

－

　　　

5 406　　　6 395　　　　　　6　　　　5 113　　　　　　0　　　　1 282 1

　　　　

－

　　

5 406　　6 395　　　　　　6　　　5 113　　　　　　0　　　　1 282 1

　　　　

＿

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－l

　　　　

－

　　

40 802　　49 700　　　　　94　　　35 422　　　　　　7　　　14 278
！

　　　　

一一

　　

40 802　　49 700　　　　　92　　　35 447　　　　　　9　　　14 253
！

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

2

　　

△

　　

25

　　　

△

　　

2

　　　　　

251

　　　　

－

　　　　

744

　　　　

770

　　　　　　

5

　　　　　

428

　　　　　　

1

　　　　　

342 1

　　　　

－

　　　　

744

　　　　

770

　　　　　　

5

　　　　　

428

　　　　　　

1

　　　　　

342 ’

　　　　

94

　　　

19 313　　21 317　　　　　47 16 466　　　　　　0　　　4 85い

　　　　

94

　　　

19 313　　21 317　　　　　46　　　16 502　　　　　　1　　　　4 815
1

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

I

　　　

△

　　

36

　　　

△

　　

1

　　　　　

361

　　　

197

　　

88 373　　104 898　　　　　198　　　79 527　　　　　　8　　　　25 371

　　　

197

　　

88 373　　104 898　　　　　195　　　79
588　　　　　11　　　25 310 ，

　　　　

＿

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

3

　　　

乙x

　　

61

　　　

△

　　

3

　　　　　

611

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

487



その２

　

歳入歳出内訳

第130表

　

昭和42年度収益

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

1

　

競

　

馬

　

事

　

業

　

|

　

競

　

輪

　

事

　

業

　　

入

　　　　

場

　　　　

料

　　　　　　　　　　　　　

783

　　　　　　　　　

1 422

　　

車馬券等売上金

　　　　　　　

178 189　　　　　　295 101
歳

　

繰

　　　

入

　　　　

金（Ａ）

　　　　　　　　　

84

　　　　　　　　　

107

　

1

　

普通会十からの分

　　　　　　　　　　　

64

　　　　　　　　　

107

　　　

その他の会計からの分

　　　　　　　　　　　　　

20

　　　　　　　　　　　

－

入

　

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　　　　　　　　　　

3 277　　　　　　　　　7 899

　

|

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　　　　　　

2 305　　　　　　　　　5 665

　　

歳

　

入

　

合

　

計（B）

　　　　　　

184 638　　　　　　310 194

　　

開

　　　

催

　　　

費

　　　　　　　

155 566　　　　　241 690

歳

　

交

　　　　

付

　　　　

金

　　　　　　　　　　　

2 321　　　　　　　　12 603

　

|

繰

　　　　

出

　　　　

金（Ｃ）

　　　　　　　　　

19 680　　　　　　　　　40 994

　　　

普通会計への分

　　　　　　　　　

19 680　　　　　　40 603

出

　　

その他の会計｀の分

　　　　　　　　　　　　

‾

　　　　　　　　　

391

　

|そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　　　　　　

2 659　　　　　　　　　5 715

　　

歳

　

出

　

合

　

計（Ｄ）

　　　　　

180 226　　　　　　301 002

収歳入歳出差引

　

（Ｂ）一助（Ｅ）

　　　　　　　　

4 412　　　　　　　　　9 192

　

j翌年度へ繰越すべき財源（Ｆ）

　　　　　　　　　　

376

　　　　　　　　　　

814

　　

繰

　　　　

入

　　　　

金

　　　　　　　　　　　　

84

　　　　　　　　　　

107

支|繰

　　　　

出

　　　　

金

　　　　　　　　　　　

19 680　　　　　　　　40 994

　　

再

　

差

　

引(E)-(F)-(A)十（C）

　　　　　　　　

２3 632　　　　　　　　49 265

その１

　

収支状況

第131表

　

昭和42年度公益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　　

42

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

１４ａﾚむ､ヨ|おサjふ門嘔影

　

大

　　　　

都

　　　　

市

　　　

≒

　

≒（cし（％（cし

ｦ

讐

_

　　　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　

1

　　　　

93

　　　　

93

　　　　

－

　　　　

－

　

ぺ

　　

で:

　　

ド

　　　　

1

ル1ルご

　　　　

1

ﾖ

　　　　

石

　　　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　

118

　　　

688

　　　　

703

　

△

　　

15
1　　　15

　

町

　　　　　　　　　

村

　　　　

83

　　　

100

　　　　

93

　　　　

引

　　　

－
ぐいと

　

白

　

jﾖ

　

三川

　

サ

　　　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　

6

　　　

245

　　　　　

203

　　　　

42

　　　　

－

　　　

赤

　　

宇

　　

団

　　

体

　　　　　

11

　　　　

369 351　　　　　18　　　　-

ﾚ

11四

ＲＩ諮ﾄﾞﾖ

　

Ｍ

　

Ｉ

－488



事業決算の状況(つづき)

(単位

　

百万円・％)

八自れ≠纂ゾ宝くじ事業|

　

・

　　　　　　

281

　　　　　　　

532

　　　　　　　

－
1　　　　　　　　3

018

　　　　

37 797　　　　　167 570　　　　　　　－　　　　　　　678 657

　　　　　　　

5

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

197

　　　　　　　

5

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

ロフ

　　　　　　

ー

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

20

　　　　　　

989
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６

３

　
　
　

１

　

６

　

３

　

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

フ

　

／
０

　

３

　

７

　

７

　

３

　

６

　

５

　
　
　

２

　

９

　

６

　

４

　
　
　

７

　

５

　
　
　

１

　

６

　

５

　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

　

6.4

　

0.7

11.9

65.7

53.7

　

4､5

　

∂.3

　

7.2

直

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　　

Ｕ.8

　　

29.4

△

　

2.8

　　　

1.7

　　　

7.7

　　

37.7

　　

21.3

　　

20.6

　　

2ひ.∂

　　

15､7

　　

30.9

　　

17、1

　　　

7.θ

　　

∂a.フ

八　1､５

　　

９７、1

　

233.3

　　

44､7

　　

21.6

　　

20.2

　　

22.ひ

　　

23.1

　　

44､7

　　

12､６

△

　

2.9

　

23.3

△22.0

　

３００.0

a 20.1

　

21.６

　　　

－

　

19.3

　

16. d

2ヱ

　

３

３

ｊ

　　

29.6

　　

£１

△10.7

　　

18.6

△16.7

　　

79.5

　　　

－

　

27.6

　

19､7

　

19.6

　

15.1

△27.8

　

討.9

△

　

1､1

493－

ｉ

　　　　　　　　

’，

　　　　　

．

　　　　

「

　　　　　　

：

　　　　　　

｜

ｊ

一

　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

－

！

－

｜

－

－

－

－

－

｜

一

才

！

－
１



第133表

　

昭和42年度企業債等の状況
(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　

昭和42年度償還額

　　　

昭和42年度|

_

ｇ

　　

゛

ﾄ

（お（

　

計

　

|

末む=高

　

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　

136 684　　103 652　　240 336　2 115 464

　　

法

　　

適

　

用

　　

企

　　

業

　　　

105 870　　　87 515　　　193 385　　1 782 461

　　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

27 668　　39 128　　66 796　　674 295

　　

工業用水道事業

　　　

5 300　　　6 837　　12 137　　145 250

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　

27 489　　12 090　　39 579　　305 457

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　

6 486　　　10 700　　　17 186　　　170 230

　　

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　　　

658

　　　　　

548

　　　　

1 206　　　　8 816

　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　

3 327　　　4 132　　　7 459　　　73 540

　　

公共下水道事業

　　　

6 538　　　9 906　　16 444　　186 727

　　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　　

28 404　　　4 174　　　32 578　　218 146

　

法

　

非

　

適

　

用

　

企

　

業

　　　

30 814　　16 137　　46 951　　333 003

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　

1 227　　　　2 524　　　　3 751　　　48 092

　　

工業用水道事業

　　　　

82

　　　　

43

　　　　　　

125

　　　　

4 994

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　　

89

　　　　　　

67

　　　　　　

156

　　　　

1 086

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　　

12

　　　　　　　

13

　　　　　

25

　　　　　

226

　　

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　　　　

6

　　　　　

12

　　　　　　　

18

　　　　　

217 1

　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　　

507

　　　　　

933

　　　　

1 440　　　16 202

　　

公共下水道事業

　　　

1 404　　　3 316　　　4 720　　67 117

　　

その他の事業

　　

27 487 9 229　　　36 716　　　195 069

　

国民健康保険事業

　　

89 421 52 104　　　141 525　　1 075 686 1

　

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　

39 250　　　　5 820　　　45 070　　　58 500

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

265 355　　　161 576　　　426 931　　3 249 650
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区 分

上水道事業

工業用水道事業

業
業
業
業
院
場
場
設

事
事
事
皿

　
　
　
　

Ｓ

通
気
ス
皿

　
　

畜
光

交
電
が
港
病
市
と
観

有料道路事業

駐車場事業
海
陸
地

臨
内
宅

１
開

　

業

域

　

事

地

　

発

公共下水道事業

　

小

　　　

計(ａ)

貸
受
託
貸

付

42年度貸付額合

計

　　

(ａ)十(ｃ)

貸付累計額

同
業
債
業
債

片
轟
詐

　

公
再
公
借

　

Ｊ
Ｉ

　

再

　
　

掲

第134表

　

公営企業金融公庫の貸付状況

付

29 196

　

5 769

　

1 566

　

3 906

　　

639

　

1 775

　

1 957

　

1 442

　　

627

　　

597

　

1 779

　　

110

11 053

　

2 182

　

2 359

　

2 713

67 670

2 635

　　

27

2 662

70 332

　　

－

2 761

2000

４ 761

内

都道府県

３

４

３

Ｉ

040

927

　

66

906

　

15

134

　

－

1 779

１
9

　
　

5
2
1

9
5

　

一
１
３
３

Ｃ
Ｏ

C
O

v
Ｏ

Ｃ
Ｎ

／
ｏ

　
　
　
　
　

ｌ
C
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

２
２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　

21

123

　

－

632

931

-

市

-

21 223

　

835

1 368

3
8
5
1
9
7

　
　

5
1
9
7
4
5
8
0

4
6
1

　

4
6
0

　

一

　

9
6
6
8
2
0
3
2

5
1
3
4
4
2

　
　
　
　

1
0
0
5
5
8
6

　
　
　
　
　

1
1
-
≪

C
N

-
H
2
2
5
5

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

3
6

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

　　

620

2 913

　

36 125

168 751

　

1 883

　

1 638

　

3 521

訳

町

　　

村

　　

3 522

　　　

－

　　　

72

　

５

２１

　

２

6
2
6
1

　

7
0

　
　

5
7
1
2
5
6

7
3
0

　
　

0
9

　

一

　

1
2
5
7
2
9

　
　
　
　
　

４

　
　

１
３

　
　
　
　

８
１
２

　
　

８

607

003

　

20

　

2 023

　

9 471

　

7 919

31 078

２

　

６
８

４

　

１
５

６

　
　
　

６

(単位

　

百万円)

1 411

７
０

　
　

／
○

　

－

　

5

441

236

5
1

　

一

　

－

　

－

1 674

　

603

　　

149

　

４ 637

22 125

２

　

7
9
2

1

　
　
　

１

　

７

4 656

貸

　　

付

累計額

-

128 718

36 780

　

9 029

43 495

　

5 544

17 579

　

5 319

　

5 315

　

3 528

　

6 866

　

1 779

　　　

110

31 567

　

8 634

16 836

12 402

　　　

－

333

　

12

501

429

　

27

12 456

-

了

　

○
／

　

Ｏ
Ｏ
／

l
O

O

O

O

Q
｀

　

４

　

０
４

５

　

５

　

２
７

４３７

　

６

　

６
２

９

　

３

　

４
８

１

　

２

　

３
５

り
｀
り
４

(注) ｌ

　

公営企業再建債及び公営企業借換債については、貸け対象事業の区分に応じ

　　

て各事業に含めて計上し、その合計額をさらに再掲したものである。

２

　

貸付累計額は、昭和43年３月3旧現在のものである。

495

付累計額(b)

　

公有林整備

　

事業

　

草地改良事

　

票

　　

計(ｃ)

|

貸付累計額

　　　　　

(d)

｜

　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　

ｌ

　　　　　

ｌ

　　　　　

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

－

－

一

一

－

－

－

｜

一

一

－
〕

ｊ

｜

｜

－

｜

－
１

｜

－

１

－

－

Ｉ

　　　　　　　　　

Ｉ



第135表

　

公共事業にかかる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

42

　　

年

　　

度（Ａ）

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

ﾚ

a講談架ﾄﾞﾛ=事（

　　

1十

　　　　　　　

補

　

助

　

事

　

業

　　　　　

21 275　　　　　　‐21 275

県

　　

道

　　　

直

　

轄

　

事

　

業

　　　　　

13 240　　　　　　－　　　　　13 240

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

34 515　　　　－　　34 515

　　　　　　　

補

　

助

　

事

　

業

　　　　　　　　

一

　　　　　　

13

　　　　　　　　

13

市町村

　　

直

　

轄

　

事

　

業

　　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

13

　　　　　　　　

13

　　　　　　　

補

　

助

　

事

　

業

　　　　　

21 275 13　　　　21 288

合

　　

計

　　　

直

　

轄

　

事

　

業

　　　　　　

13 240　　　　　　－13 240

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

34 515　　　　13　　　34 528

第136表

　

昭和42年度における新産業

｜

　　　　　　　　　　　

新産・工特特別措置

　　　　　　　

産炭

　

区

　　　　

分

　

|

　

地

　

方

　

債

　

ｌ

　

利子補給額

　

１

　

嵩

　

上

　

額

　

|

　

地

　

方

　

債

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　

4 561　　　　　　295　　　　　　　－　　　　　　759

　

市

　　

町

　　

村

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

2 013 176　　　　　　　－

― 496 －



国庫負担の引上額の状況
(単位

　

百万円)

　

昭

　

和

　

43

　

年

　

度（見込）（B）

　　　　

差

　　　　　　

引

　　

(B)-(A)

ＵＵし球=事（

　

ｔ

　

ﾚ

刺『Ｕ』|=事利

　

士

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

23 697　　　　　　－　　　　23 697　　　　2 422　　　　　　－　　　　2 422

　

13 833　　　　　　－　　　　13 833　　　　　593　　　　　　－　　　　　593

　

37 530　　　　－　　37 530　　　3 015　　　　－　　　3 015

　　　

一

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　

ム13

」

　

。13

　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

ム

　

13

　　　　

△

　

13

　

23 697　　　　　－　　　　23 697　　　2 422　　　△　13　　　　2 409

　

13 833
1　　　　－　　　13

83ﾊﾟ 593　　　　　　－　　　　　593

　

37 530　　　　　－　　　37 530　　　　3 015　　　　△　13　　　　3 002

都市等に対する国の財政援助の状況
(単位

　

百万円)

地域特別措置

　　　　　　

首都圏・近畿圏特別措置

　

利子補給額

　

｜

　

嵩

　

上

　

額

　

1

　

地

　

方

　

債

　

｜

　

利子補給額

　

｜

　

嵩

　

上

　

額

　　　　　

57

　　　　　　　

－

　　　　　　

2 970　　　　　　　　15　　　　　　　－

　　　　　

”

　　　　　　　　

612

　　　　　　　　　

‾｜

　　　　　　　

‾

　　　　　

2 198 318
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その１

　

歳

　　

出

　　

区

給

給

　

恩

与

　　

関

　　

係

　

経

与

　

給

分

一

　　

般

　　

行

　　

政

　

経

　

国庫補助を伴うも

費

　

費

　

費

　

費

　

の

公

　

維

　

投

国庫補助を伴わないもの

持

　

資

直

債

　

補

　

的

轄

　

事

　

業

費

　

費

　

費

　

金

　
　
　
　
　
　

担

　
　

修

　

経

　

負

　

国庫補助負担金を伴うもの

　　

公

　　

共

　　

事

　　

業

　　

費

　　　

普通建設事業費

　　　

災害復旧事業費

　　

失

　

業

　

対

　

策

　

事

　

業

　

費

　

国庫補助負担金を伴わないもの

　　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　

業

　

費

　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

費

公

　

営

　

企

　

業

　

繰

　

出

　

金

地方交付税の不交付団体における
平均水準をこえる必要経費

　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

第137表

　

昭

　

和

　

43

　

年

昭和43年度計画額

19 075

18 650

　　

425

11 721

　

6 055

　

5 666

　

2 395

　

1 252

20 006

　　　

740

11 875

11 257

10 153

　

1 104

　　

618

7 391

7 240

１

　

６

　

６

　
　

１

５

　

８

　

１

　
　

５

１

　

６

　

９

　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

｛
Ｄ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｒ
ｖ

34.1

33.3

　

θ｡8

2θ｡9

10.８

ｊ

　

３

　

２

θ

　

４

　

２

ｊ

3５.7

　

1､3

21.2

20.1

18.1

o

>
-
^

<
N
i

ｏ
>

n
j

I
N

<
ｏ

２

　

ｊ

　

３

　

２

　

θ

　

ｊ

　

ｊ

　
　
　
　
　

>
~
(

>
~
l

100.0

昭和42年

16

16

9

5

4

1

1

528

166

362

583

558

025

732

142

17 900

　　

690

10 811

10 235

　

9 243

C
Ｍ

v
Ｏ
6

6 399

6 261

一
一
一

5
5
1

278

47 7t4

（注）（

　

）書は、長期計画事業費および公営企業繰出金調整後の率である
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｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　

Ｉ

～

－
！

－

－
！

－

－

｜

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　

１



度

　

地

　

方

　

財

　

政

　

計

　

画

度計画額

34.6

33.９

　

θ.7

20.1

11､7

　

8.j

　

3.6

　

2.j

37.5

　

1､4

　

22 J

　

21､5

　

19.4

　　

2.j

　　

1.2

　

13.4

　

13,1

　　

∂.3

c
ｓ
i

<
Ｏ

Ｃ
３

>
-
H

O

<
＝
>

　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　

１

増

比

一
減

2 547

2 484

　　

63

2 138

　

497

1 641

３

　

０

　

６

　

０

６

　

１

　

０

　

５

／
○

　

１

　

１

　
　
　
　
　
　
　

２

１

１

064

022

910

２

　

２

　

２

　

９

　

３

　

５

　

８

１

　

４

　

９

　

７

　

１

　

３

　

３

１

　
　
　

Ｑ
／

　

○
／

　
　
　

Ｉ

　

／
○

8 337

額

30.6

29.8

　

θ.8

25.6

　

5.９

１９.7

　

8.θ

　

1.3

25､3

　

∂.6

12､8

12.3

10.9

　

1､4

　

∂.5

11､９

７

　

２

　

６

　

６

ｊ

　

θ

　

ｊ

　

７

Ｔ
-
l

100.0

増

　

減

　

率

(単位

　

億円・％)

　

較

　

｜

　

前年度増減率

15.4

m.ｉ

１７.4

22.3

　

8.9

40.8

38.3

　

9.6

　

11.8

　

7.2

　

9.8

　

10､0

　

9.8

　

11､3

　　

7．3

　

15､5

　

15.6

　　

9.4

　

24.5

229.5

17.5

　　　　　　

12.6

　　　　　　

72.6

　　　　　　

11､4

18.4 (ロ､９）

　　　　　　

16.5

21.1 (20.0)

　　　　　　

m3

　　　　　　

12､７

１５､9 (15.8)

　　　　　　

13.1

　　　　　　

15､4

　　　　　　

15､8

　　　　　　

18.9

９

　

C
T
i

t
ｏ

Ｃ
Ｏ

　

０

1７.1(16. 9)

１７､7 (17.5)

　　　

ム　６.8

　　　　

（3∂､3）
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入

　

区
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地

　

方
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譲

道

　

路
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与

分

税
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石

　

油

　

ガ

　

ス

　

譲

　

与

　

税

　

特

　

別
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譲

　

与

　

税

臨時地方財政交付金

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

特別事業債償還交付金

交通安全対策特別交付金

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　

義務教育職員給与費国庫負但金

　

その他普通補助負担金

　

公共事業費補助負担金

　　

普通建設事業費補助負担金

　　

災害復旧事業費補助負担金
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国有提供施設等所在市町村助成
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地

　　　　　　

方

　　　　　　

債
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雑

　　　　　　

収

　　　　　　

入

　

歳

　　　

入

　　

合

　　　

計
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昭和43年度計画額
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６

　

６

　

４

　

１

　

１
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3
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28２
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昭和42年

19 206

18 040

　

1 166
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4
5

　

4
6
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8 921

13 758

2 910

3 924

6 523
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7
6
9
一
一
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1800
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地方財政計画（つづき）

度計画額

40.3

37.8

　

2､5

　

1.4
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a

1
-
Ｈ

T
-
Ｈ

Ｔ
Ｓ

C
5

O

　

θ.3

18､７

　　

－

増
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０
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０
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Ｏ
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5
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３

　

２

　

９

　

２

　

５

６

　

７

　

３

　

２

　

０

５

　

３

　

４

　

７

　

６

７

　

８

　

２

　

８

１

　

２

　
　
　

３

Ｉ
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194
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△

額

48､7
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j.2

θ.9

θ.2

θ.j

1.4
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ｊ

　

２

ｊ

　

ｊ
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4.5

３
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3

i
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C
O

b
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θ

　

５

θ

　

θ

　

θ
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増

　

減

　

率

(単位
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一

較

前年度増減率
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15.2

14､0

55.6
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－
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－
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12､8

11.2

11.1
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15､2
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12､1

10.8

17.5
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a

　　

－
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13､１
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その１

　

道府県税

　

区 分

普

　　　　

通

　　　　

税

　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　

所

　　　

得

　　　

割

　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　

事

　　　　

業

　　　　

税

　　

個

　

人

　

事

　

業

　

税

　　

法

　

人

　

事

　

業

　

税

　

不

　

動

　

産

　

取

　

得

　

税

　

道府県たばこ消費税

　

娯楽施設利用税

　

料理飲食等消費税

自

　

鉱

　

狩

　

法

動

　　

車

　
　

許

区

　

免

　
　

猟

定

　

外

　

普

　

通

税

　

税

　

税

　

税
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目
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軽

　

入

　
　

合

　　　

的
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車

　

取
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引

　　　

猟

税

税
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税

得

　

取

計
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昭和43年度見込額
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２58
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3 056
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地方税収入見込状況

度見込額
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昭和43年度見込額
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税収入見込状況（つづき）

度見込額
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第139表昭和43年度地

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

43

　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

当

　　

初（ａ）｜

　

補

　　　　

正

　

｜

　

最

　　

終（b）

　　

所

　　　　

得

　　　　

税

　　　　

1 465 757　　　　　155 631　　　　1 621 388

§1

于

法

　　　　

人

　　　　

税

　　　　

1 476 499　　　　　105 540　　　1 582 039

晨ﾚ酉

　　　　　　　　　

税

　　　　　

553 361　　　　△31 224　　　　522 137

　　　　　

計

　　　

（Ａ）

　　　

3 495 617　　　　　229 947　　　　3 725 564

　　

法定繰入率（％）（Ｂ）

　　　　　

32.0

　　　　　

32.0

　　　　　

32.0

　　　　　　　

固×（Ｂ）

　　　

1 118 597　　　　　73 583　　　　1 192 180

　　

精

　　　

算

　　　

分

　　　　

18 740　　　　　－　　　　18 740

地

　

返

　　　　

還

　　　　

分

　　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

方

|

減

　　　

額

　　　

分
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計

　　　

（Ｃ）

　　　

1 092 337　　　　　73 583　　　　1 165 920
付

　

借

　　

入

　　

金μ

　　　　

29 000　　　　　－　　　　29 000

税

　

借入金返落金町
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ﾋﾟ

斡十〇蜀

　

（Ｆ）

　　　　　

1 111 337　　‘　　73 583　　　　1 184 920

　

繰

　　

越

　　

分（Ｇ〉

　　　　　

－
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計
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方交付税の算定基礎
(単位

　

百万円・％)

　

昭

　　

和
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年

　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

当

　　　　　

初

　

１

　

最

　　　　

終（ｃ）

ﾚ

曽減額(b)-(c) (d)増減率（d）/（ｃ）XI00

　　　　

1 178 391　　　　　　1 263 824　　　　　　　357 564　　　　　　　　　28.3
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449 214　　　　　　　468 908　　　　　　　53 229　　　　　　　　11.4

　　　　

2 806 583　　　　　　3 040 682　　　　　　　684 882　　　　　　　　　22.5

　　　　　　　

32.0

　　　　　　　　　

32.0

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　

898 107　　　　　　　973 019　　　　　　　219 161　　　　　　　　　22.5

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

18 740　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

－.

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

△

　

45000

　　　　　　　　　　

－

　　　　　

898 107　　　　　　　973 019　　　　　　　192 901　　　　　　　　　19.8・

　　　　　　

30000

　　　　　　　　

10 000　　　　　　　　19000　　　　　　　　190､０

　　　　

△

　

36000

　　　　　　

乙

　

36 000　　　　　　　26 000　　　　　　　A 72.2

　　　　　

892 107　　　　　　　947 019　　　　　　　237 901　　　　　　　　　25.1

　　　　　　　　　

＿

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　

心

　

68 412　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

892 107　　　　　　947 019

1　　　　　　169
489

1　　　　　　　　17.9

－507
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昭

　

和

　

43

　

年

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和43年度当初計画

　　

追

　

加

　

計

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　

総

　　

額|政府資金1公

　　

募

丿

総

　　

額|政府資金

　

一

　　

般

　　

会

　　

計

　　

債

　　　

2ol8

　　

1 591　　　427　　　　89　　　　89

　

一

　

般

　

補

　

助

　

事

　

業

　　　

292

　　　

292 l　　　　l

　

公営住宅建設事業

　　

364

　　

231

　　

133

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　　

249

　　　

249 71　　　　71

　

義務教育施設整備事業

　　　

332

　　　

332 4　　　　4

　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　

295

　　　

184
尚

　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　　　　

45

　　　　

45

　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　　

120

　　　

120 1　　13　　　　13

　

市町村民税臨時減税補てん債

　　　　

86

　　　

86

　

新産業都市等建設事業

　　　

105

　　　　

52 53

　

公共用地先行取得事業

　　　

130

　　　　　　　

130

準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　　

ご婉

　

535

　　　

（忽

　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　

160

　　　

107

　　　

53

　

下

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　

588

　　　

428

　　　

160

　

地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　

625

　　　　　　　　

625

　

公有林整備事業･草地改良事業

　　

（40）

　　　　　　

（40）

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　　　

2 672　　1221 1 451

　

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　

93

　　　

61

　　　　　

32

　

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　

1 445　　　705　　　740

　

ェ

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

182

　　　

61

　　　

121

　

地

　　

下

　

鉄

　

事

　

業

　　　

710

　　　

332

　　　

378

　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　

60

　　　　　

31

　　　　

29

　

その他の公営企業

　　　

182

　　　　　

31

　　　　

151

特

　　

別

　　

地

　　

方

　　

債

　　　

（8諧（8諧

　

住

　　　

宅

　　　

事

　　　

業

　　　　

75

　　　　

75

　

病

　　

院

　　　

事

　　

業

　　　

200

　　　

200

　

厚生福祉施設整備事業

　　　

200

　　　　

200

　

清

　　　

掃

　　　

事

　　　

業

　　　　

141

　　　　

141

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

42

　　　　

42

　

と

　

畜

　

場

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　

12

　　　

12

　

下水道終末処理施聞備替

　

《4乃

　　

（4月

　

上

　

水

　

道

　

事

　

業（再掲）

　

《14徊

　

《144》

　

ム

　　　　　　　　　　　

計

　　　

（40）

　　　　　　

（40）

　

ロ

　　　　　　　　　　　　

ロ

　　　　

6 733　　4017　　2716 89　　　　89

公営企業借換債等

　　　

4〇

　　　　　　　　　

4O

（注）１

　　　

２

公有林整備事業、草地改良事業の（

　

）書は、公営企業金融公庫から貸し付

特別地方債の（

　

）書は、準公営企業債の下水道事業および公営企業債の上

508



度

　

地

　

方

　

債

　

計

　

画

(単位

　

億円)

　

＿画

　　

レ

　

昭和43年度最終計画

　

｜

　　

昭和42年度最終計画

　　

|比較増減

公

　

ｓｓ額叫四回卜

　　

（４額面≠四ｔ）

　　

ｉ

に

⊇ぷ‾

　　　　　　　　　　

2 107　　1 680　　　　427　　　2 141　　　1 856　　　　285　　△　34

　　　　　　　　　　　

293

　　　

293

　　　　　　　　　

305

　　　　

305

　　　　　　　　

△

　

12

　　　　　　　　　　　

364

　　　

231

　　　　

133

　　　　

326

　　　　

215

　　　　

1 H　　　　38

　　　　　　　　　　　

320

　　　

320

　　　　　　　　　

385

　　　　

385

　　　　　　　　

a

　

65

　　　　　　　　　　　

336

　　　

336

　　　　　　　　　

406

　　　　

406

　　　　　　　　

乙

　

70

　　　　　　　　　　　

295

　　　

184

　　　　

111

　　　　

265

　　　　

186

　　　　

79

　　　　

30

　　　　　　　　　　　　

45

　　　　

45

　　　　　　　　　　

30

　　　　

30

　　　　　　　　　　

15

　　　　　　　　　　　　

133

　　　

133

　　　　　　　　　

149

　　　　

149

　　　　　　　　

a

　

16

　　　　　　　　　　　　

86

　　　　

86

1　　　　　　　　　145　　　　145　　　　　　　　△　59

　　　　　　　　　　　　

105

　　　　

52

　　　　

53

　　　　

70

　　　　

35

　　　　

35

　　　　

35

　　　　　　　　　　　　

130

　　　　　　　　　

130

　　　　

60

　　　　　　　　　　

60

　　　　

70

　　　　　　　　　　　

（40）

　　　　　　

（40）

　

(35)

　　　　　　

(35)

　　

（5）

　　　　　　　　　　

1 373　　　535　　　　838　　　1 246　　　　490　　　　756　　　　127

　　　　　　　　　　　　

160

　　　

107

　　　　

53

　　　　

140

　　　　

100

　　　　

40

　　　　

20

　　　　　　　　　　　　

588

　　　

428

　　　　

160

　　　　

535

　　　　

390

　　　　

145

　　　　

53

　　　　　　　　　　　　

625

　　　　　　　　　

625

　　　　

571

　　　　　　　　　

571

　　　　

54

　　　　　　　　　　　

（40）

　　　　　　

（40）

　

(35)

　　　　　　

(35)

　　

（5）

　　　　　　　　　　

2 672　　1 221　　　1 451　　　2 329　　　1 057　　　1 272　　　　343

　　　　　　　　　　　　

93

　　　　

61

　　　　

32

　　　　

110

　　　　

69

　　　　

41

　　

△

　

17

　　　　　　　　　　

1 445　　　705　　　　740　　　1 320　　　　633　　　　687　　　　125

　　　　　　　　　　　　

182

　　　　

61

　　　　

121

　　　　

175

　　　　

60

　　　　

115

　　　　　

7

　　　　　　　　　　　　

710

　　　

332

　　　　

378

　　　　

530

　　　　

241

　　　　

289

　　　　

180

　　　　　　　　　　　　

60

　　　　

31

　　　　

29

　　　　

55

　　　　

28

　　　　

27

　　　　　

5

　　　　　　　　　　　　

182

　　　　

31

　　　　

151

　　　　

139

　　　　

26

　　　　

113

　　　　

43

　　　　　　　　　　

《861》

　

《86り

　　　　　　　

《734》

　

《727》

　　　　　　

《127》

　　　　　　　　　　　　

670

　　　

670

　　　　　　　　　

609

　　　　

602

　　　　　

7

　　　　

61

　　　　　　　　　　　　

75

　　　　

75
1　　　　　　　　　65　　　　65　　　　　　　　　　10

　　　　　　　　　　　　

200

　　　

200

　　　　　　　　　

174

　　　　

174

　　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　　　　

200

　　　

200

　　　　　　　　　

181

　　　　

181

　　　　　　　　　　

19

　　　　　　　　　　　　

141

　　　

141

　　　　　　　　　

133

　　　　

133

　　　　　　　　　　

8

　　　　　　　　　　　　

42

　　　　

42

　　　　　　　　　　

42

　　　　

42

　　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　　　　　

12

　　　　

12

　　　　　　　　　　

14

　　　　　

7

　　　　　

7

　　

・

　

2

　　　　　　　　　　　

（4刀

　　

07》

　　　　　

《125》

　

《125)1

　　　　　

《△7司

　　　　　　　　　　

C144》

　

D44》

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

《144》

　　　　　　　　　　　

（40）

　　　　　　

（40）

　

(35)

　　　　　　

(35)

　　

（5）

　　　　　　　　　　

6 822　　4 106　　　2 716　　　6 325　　　4 005　　　2 320　　　　497

　　　　　　　　　　　　

40

　　　　　

1

　　　

40

　　　　

420

　　　　　　　　　

420

　　

△

　

380

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I

　　　　　　　　　　　　　　　　　

S

　　　　　　　　　　　

(40)

　　　　　

゜

　

（40）

　　

(35)

　　　　

‘

　　

(35)

　　

（5）

　　　　　　　　　　

6 862　　4 106　　2 756　　　6 745　　　4 005　　2 740　　　　117

けるものであり、外書である。

水道事業に含まれている厚生年金資金分を含めた金額である。
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区 分

税

　

税

　
　

与

方

　

譲

　
　

方

地

　

地

臨時地方財政交付金

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

交通安全対策特別交付金

　　

小

　　　　　　　

計

地

　

そ

合

人

　

物

　

維

　

扶

　

補

　

普

区

方

　

の

計

分

債

　

他

通

費

　

費

　

費

　

費

　

等

　

費

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

業

　
　
　
　

修

　
　
　
　
　
　
　
　
　

費

　

事

件

　

件

　

補

　

助

　
　
　

設

　
　
　
　
　
　
　
　
　

助

　

建

　
　
　
　

持

費

　

費

　

他

業

　
　

策

事旧

　

対

　

の

復

　
　

業

害災

　

失

　

そ

合 計

第141表

　

昭

　

和43

　

年

　

度

　　

昭

　　

和

　　

43

　　

年

　　

度

都

　　

道

　　

府

　　

県

1 409 858

　　

70 341

　　　　

－

　

645 957

　　

5 998

2 132 154

　　

187 832

1 839 173

4 159 159

33.9

　

1､７

　

15.5

　

θ.2

　

51､3

　　

£5

　

U.2

100.0

市

　

町
-

988 977

　

6 667

　　　　　

－

　

383 17２

　　　

3 054

1 381 870

　

257 955

1 248 237

２ 888 062

村

3４.２

　

θ.2

　

13.3

　

0.1

　

47､8

　

8.9

　

43.3

100.0

第142表昭和43年度性

　　

昭

　　

和

　　

43

　　

年

　　

度

都

　　

道

　　

府

　　

県

1 502 069

　

166 952

　　

44 509

　

165 131

　

249 706

1 408 781

　　

118 229

　　

31 168

　

472 614

4 159 159

510 －

1
-
Ｓ

O

*
^

O

O

O
l

Ｃ
Ｏ

６

　

４

　

７
・

　

ｊ
ｔ

　

６

　

３

　

２

ｅ
ｒ
ａ

ｎ
j

　

０.7

　

11. i

100.0

市 町

　

711 73２

　

２78 285

　　

58 044

　　

193 740

　　

171 729

1 024 005

　　

65 936

　　

52 123

　　

332 468

2 888 062

村

24.6

　

9.6

　

2.θ

７

　

θ

６
　

　

６
　

35.5

　

2､3

　

j.8

　

11.5

100.0

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　

１

　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　

Ｉ

¶

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

’，

　　　　　　　　　　　　

’Ｉ

　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　

１

｜

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

｜

・

・

－

一

一

－

－

ｉ

－

－

－

｜

｜

｜

－

ｉ

９

＝



歳

　

入

　

予

　

算

　

の

　

状

　

況

合

　　

計

2 398 835

　　

77 008

1 029 129

　　　

9 052

3 514 024

　　

445 787

3 087 410

7 047 221

（昭和43年９月末現在）（単位

額

34､1

　

1.1

　

14､６

　

Ｏ､1

　

49.9

　

6.3

　

43.8

100.0

昭和42年度

合

　　

計

　　

額

1 987 196

　　

66 252

　　　

5080

　

861 970

2 920 498

　　

412 573

2 672 576

6 005 647

質別歳出予算の状況

合

　　

計

2 213 801

　　

445 237

　　

102 553

　　

358

　　

421

2 432

　　

184

　　　

83

　　

805

7 047

871

435

786

165

291

082

221

額

″
４

　

ｎ
Ｊ

　

″
Ｄ

　

ｊ

１
-
Ｈ

t
o

■
^
-
＾

I
C
i

｀
Ｊ

　

6.ひ

34.5

　　

2.∂

　　

1.2

　

n．4

100.0

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

Ｑ
Ｊ

ｎ
Ｊ

　

ｊ

　

θ

　

j
i

C
l
-
i

t
-
Ｈ

　

卵

　

６

　

む

100

6

9

5

0

増

比
-
減

　　

4H 639

　　　

10 756

　　

△5 080

　　

167 159

　　　

9 052

　　

593 526

　　

33 214

　

414 834

1 041 574

額

　

39.5

　　

1.０

n 0.5

1６.1

　

θ.9

　

57､0

　　

3､2

　

39.8

100.0

百万円・％）

二?y

四到

20.7

16.2

四､４

20.3

　

8､1

15:5

17.3

（昭和43年９月末現在）（単位

昭和42年度

合

　　

計

　　

額

1 940 016

　　

392 347

　　　

90 576

　　

307 819

　　

342 559

2 006 068

　　

184 309

　　

75 849

　　

666 104

6 005 647

32､3

　

6.5

　

j.5

　

5､1

　

5.7

　

33､4

　

3､1

　

1.3

　

11､1

100.0

増

比
一

減

273 785

　

52 890

　

11 977

　

51 052

　

78 876

426 718

必

　

14４

　　

7 442

138

041

978

574

額

2６.3

　

5.1

　

1.1

　

4､９

　

７.6

41､０

　　

θ.θ

　　

θ.7

　

13､3

100.0

20.5

圃.6

　

－

16､７

　　

－

　

19.5

a 6.6

　

j乙2

　

16.3

百万円・％）

　

較

増減率

　　

14.1

　　

13､5

　　

13､2

　　

16.6

　　

23.0

　　

21.3

心　O､1

　　　

9.8

　　

20.9

　　

0.3

j2

j6

j7

2

∂J

j8

　

9

　

7’

29

16

ｊ

４

２

５

θ

２

ｊ

４

９

３
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その１

　

道府県税

第143表昭和43年度

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

画

　　　　　　

額

　　　　　　　　

調

　　

区

　　　　　　

分

　　

昭和43年度|昭和42年度丿増減額|増減率

|

昭和43年度

　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　

258 937　　225 478　33 459　征8　　282 169

　　

う

　

ち法人分

　　

90 083　　70 002　20 081　28.7　　84 797

　

事

　　

業

　　

税

　　

549 726　　431 438　118 288　27.i　　540 691

　　

う

　

ち法人分

　　

516 029　　404 315　111 714　22.6　　496 975

　

道府県たばこ消費税

　　　

66 534　　　62 070　　4 464　　7.2　　　48 834

　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　

103 065　　85 491　17 574　2θ｡6　　84 789

　

そ

　　

の

　　

他

　　

297 528　　204 637
1　92
891　45.4　　284 337

1

　　　

’。

　　　　　

1 275 790　　1009 114　266 676　　26.4　　1240 820

j

その２

　

市町村税

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

画

　　　　　　

額

　　　　　　　

調

　

区

　　　　　

分

　　

1

昭和43年度1昭和42年度|増減額l増減率

　

昭和43年度

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　

418 215　　359 080　59 135
1　16.5　　419

666

　

個人均等割

　　

H 280　　11 065　　215　　j. 9　　13 082

　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　

2 727　　　　2218　　　　509　　22.9　　　　2093

　

所

　　

得

　　

割

　　

266 911　　239 221　27 690　11.6　　323 994

　

法

　

人

　

税

　

割

　　

137 297　　106 576　30 721　詔.8　　80 497

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　

380 521　　331 775　48 746　14.7　　434 070

市町村たばこ消費税

　　　

116 920　　109 074　　7 846　　7.2　　　53 993

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　

71 649　　61 130　10 519　17.2　　34 799

そ

　　

の

　　

他

　　

63 748　　50 456　13 292　加.3　　69 117

　　　　

t

　　　　　　　

1 051 053　　、9H 515　　139538　　15.3　　1011 645

1

　　　　　

一一一一一一

512



地方税の徴収状況

(各年12月末現在) (単位 百万円・％）

　　　　

定

　　　　　　

額

　　　　　　　　

収

　　　　

入

　　　　

済

　　　　

額

昭和42年度|増

　

減

　

額l増減率

|

昭和43年度|昭和42年度丿増

　

減

　

額|増減率

　　

246 981　　35 188　j£3　　186 794 161 318
1
25 476　　石.8

　　　

67 989　　　16 808　　2i.7　　　75 826　　　61 358　　　14 468

1　　お.6

　　

430 541　　　110150　　25.6　　　477 195　　　384 544　　　92 651

1　　麗.j

　　

394 397　　　102 578　　部.θ　　　441 038　　354 836　　　86 202

1　　24.3

　　　

45 754 ・　　　3 080　　　6.7　　　48 015　　　44 997　　　　3 018　　　6.7

　　　

71 499　　　13 290　　18.6 1　　65 287　　　53 778　　　11 509

1　　訂.j

　　

212 814 1　　71 523　　お.6　　242 890　　177 973　　64 917

1　　56.5

　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

1 007 589

1　　233

231

1　23'

1
1　1
020 681　　　822 1 10

j

197 571　　　24.0

(各年９月末現在、単位 百万円・％）

　　　

定

　　　　　

額

　　　　　　

収

　　　

入

　　　

済

　　　

額

昭和42年度|増

　

減

　

額ト曽減串

　

昭和43年度1昭和42年度|増減額|増減串

　

369 090　　　50 576　　13.7　　　194 266　　　166 858　　　27 408　　　16､4

　　

12 752　　　　　330　　　2.6　　　　5 245　　　　5 067　　　　　178　　　3.5

　　

1 670　　　　　423 1　25.3　　　　1 743　　　　1 177　　　　　566　　　48.1

　

288 707　　　35 287
J12､2　　　118 008　　　104 178　　　13 830　　　13.3

　　

65 961　　　14 536　　22.0　　　69 270j　　56 436
1　　12

834　　　22.7

　

378 572　　　55 498

j　U.7　　　235

313　　　204 250　　31 063　　　15.2

　　

50550

　　　　

3 443　　6.s　　　52 441　　　48 578
」　　3 863　　　8.θ

　　

30 878　　　　3 921

1　12.7　　　33

839　　　29 508 1　　　4 331　　　U.7

　　

54 425　　　14 692　　27.0　　　43 378　　　34 118
1　　　9 260　　　27.1

　　　　　　　　　　　

1

　

883 515
1　　128 130 1　14.5　　　559 237　　　483 312 1　　75 925　　　15.7
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第144表昭和43年度

　　　　　　　　　

｜

　　　　

基

　

準

　

財

　

政

　

需

　

要

　

額

　　　　　　　　　

基

　

準

　

区

　　　　　

分

　　

|財源不足団体|財源超過団体i

　　　

十

　　　

|

財源不足団体

道

　　　

府

　　　

県

　　　

1 268 423　　　　396 946　　　1 665 369　　　　610 612

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

930 913　　　　281 494　　　1 212 407　　　　529 8％

　　

大

　

都

　

市

　　　

173 064　　　158 599　　331 663　　　150 604

　　

都

　　　　

市

　　　

392 317　　　114 298　　506 615　　255 955

　　

町

　　　　　

村

　　　　

365 532　　　　　8 597　　　　374 129　　　　123 337

　

合

　　　　　

計

　　　　

2 199 336　　　678 440　　2 877 776　　1 140 508

(注) １

　

本表の額は、市町村分については、一般算定団体と合併算定替団体とを単純

２

　

東京都特別区については、地方交付税法第21条（都等の特例）の規定に基づ

　

過団体に算入してある。

３

　

普通交付税額の欄の（

　

）内は当初算定において決定された特別事業債償還

第145表昭和43年度

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　

１

　

昭

　　　

和

　　　

43

　　　

年

　　　

度

　　　

｜

　　　　　　　　　　　　

普通交付税

　　

特別交付税

　

｜

　　　

計

道

　　　　

府

　　　　

県

　　　　　

ふ剽

　　

25 929
ム0留

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

401 017　　　　40 751　　　441 768

　　

大

　　　　

都

　　　　

市

　　　　　　

22 460　　　　　　2087　　　　　24 547

　　

都

　　　　　　　

市

　　　　

136 362　　　　17 395　　　153 757

　　

町

　　　　　　

村

　　　　

242 195　　　　21 269　　　263 464

　

ｔ

　　　　

n

　　

l応o胞

　　

66 680 l
a5o瓢

(注)
１

２

昭和43年度普通交付税欄の（

　

）内は、特別事業債償還交付金で内書である。

昭和42年度普通交付税欄の（

　

）内は第１種臨時地方財政交付金で内書であ

－514 －



普通交付税の算定状況
(単位

　

百万円・％)

　

財

　

政

　

収

　

入

　

額

　　　　

|

　

財源超過額

　

財源不足額

1

　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

財源超過団体1

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　

交

　

付

　

額1構

　

成

　

比

　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(9 000)

　　　

470 640　　　1081 252　　　　73 694　　　657 811　　　657 811　　　　62.1

　　　

287 444　　　　817 340　　　　　5 950　　　401 017　　　401 017　　　　37.9

　　　

137 215　　　　287 819　　　△21 384　　　22 460　　　22 460　　　　　2､1

　　　

138 486　　　　394 441　　　　24 188　　　136 362　　　136 362　　　　12.9

　　　

11 743　　　　135 080　　　　　3 146　　　242 195　　　242 195　　　　22.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(9 000)

　　　

758 084　　　1 898 592　　　　79 644　1 058 828　　1 058 828　　　　100.0

に合算したものである。

き東京都分と合算した場合、財源超過となるので、単独では財源不足となるが、財源超

交付金で内書である。

　

地方交付税の交付状況

(単位

　

百万円・％)

　　　

昭

　　　

和

　　　

42

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

普通交付税

　

｜

　

特別交付税

　

１

　　　

計

　　　　

増

　

減

　

額｜

　

増

　

減率

　　　　

（9 500）　　　　　　　　　（9500）

　　　　

579 597　　　　　22 871　　　　　602 468　　　　　81 272　　　　　13.5

　　　　

320 032　　　　　34 020　　　　　354 052　　　　　87 716　　　　　24.8

　　　　

16 935　　　　　　1 387　　　　　18 322　　　　　　6 225　　　　　j£θ

　　　　

104 873　　　　　14 395　　　　　119 268　　　　　34 489　　　　　28.9

　　　　

198 224　　　　　18 238　　　　　216 462　　　　　47 002　　　　　21.7

　　　　

（9 500）　　　　　　　　　　　　（9 500)

　　　　

899 629　　　　　56 891　　　　　956 520　　　　　168 988　　　　　　17.7

る
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第146表昭和43年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額（最終）

　

・

　　　　　

゛

ム

　

額）口４金卜

　

募

一

　　　

般

　　

会

　　　

計

　　　

債

　　　　　　　　　　　　　　　　

！

　　

一

　

般

　

補

　

助

　

事

　

業

　　　

29 300　　　29 300

　　

公営住宅建設事業

　　　

36 400 23 100 13 300

　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　　　

32000

　　　　　

32 000

　　

義務教育施設整備事業

　　　　

33 600　　　33 600

　　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　

29 500　　　18 400　　　H 100

　　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　　　　　

4 500 4 500

　　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　　　

13 300　　　13 300

　　

市町村民税臨時減税補てん債

　　　　　

8 600　　　　8600

　　

新産業都市等建設事業

　　　　

10500

　　　　　　

5 200　　　　　5 300

　　

公共用地先行取得事業

　　　　

13000

　　　　　　　　　　　　　　　

13 000

　　　　　　

計

　　　　　　　　　

210 700　　　168000　　　42 700

準

　　

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　

16 000　　　　10700　　　　　5300

　　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

58 800　　　42 800　　　16 000

　　

地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　

62 500　　　　　　　　　62 500

　　

公有林整備事業・草地改良事業

　　　

（4000）

　　　　　　　　　　

（4000）

　　　　　　

計

　　　　　　　　

（4000）

　　　　　　　

（4000）

　　　　　　

゜

　　　　　　　　　　　　　

137 300　　　　53 500　　　　83 800

公

　　　

営

　　　

企

　　　

業

　　　

債

　　

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　

9 300　　　　6100　　　　3 200

　　

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　

144 500　　　　　70 500　　　　74000

　　

エ

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

18 200 6100　　　　　12 100

　　

地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　　　

71000

　　　

33 200　　　37 800

　　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　

6000

　　　　　　

3100

　　　　　　

2 900

　　

そ

　

の

　

他

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　　

18 200 3100　　　　　15 100

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

267 200　　　　　122100 145 100

特

　　　

別

　　　

地

　　　

方

　　　

債

　　

住

　　　

宅

　　　

事

　　　

業

　　　　　

7 500　　　　　7 500

　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　

20 000　　　20000

　　

厚生福祉施設整備事業

　　　　

20000

　　　

20 000

　　

清

　　　

掃

　　　

事

　　　

業

　　　　

14 100　　　　14 100

　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　

4 200 4 200

　　

と

　

畜

　

場

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　

1200

　　　　　　

1 200

　　　　　　

計

　　　　　　　　　

67 000　　　67 000

　

ふ

　　　　　　　　　

計

　　　

（4000）

　　　　　　　

（4000）

　

口

　　　　　　　　　　　　　

μ

　　　　　　　

682 200　　　　410 ｡600　　　　　271600

公

　

営

　

企

　

業

　

借

　

換

　

債

　　　　　

4 000　　　　　　　　　　　　　　　4000

　

総

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

臨o認

　　　　

410 600

μ5o脇

（注）１

　　　

２

公有林整備事業・草地改良事業の（

　

）書は、公営企業金融公庫が農林漁業

許可額は、昭和44年１月末日現在。

－516 －



地方債許可状況

総

許

額

26 114

23 316

17 587

30 483

４7 391

　

4 500

　

10 256

　

8 556

　

11500

179 703

12 288
62 813
44 732
(3 490)

(3 490)

119 833

　　

7 206

138 634

　

13 ０60

　

70 100

　　

5 271

　

19 791

254 062

　

6 375

　

19 961

　

18 048

　

12 658

　

3 325

　

1 170

　

61 537

(3 490)

615 135

ﾑ?54‰

　　　

可

政

　

府

　

資

　

金

26 114

10016

17 587

30 483

15 286

　

4 500

10 256

8 556

122 798

　

7 431

42 027

49 458

　

4 727
66 553

　

４ 539

　

32 700

　

2 688

　

2 190

113 397

　

6 375

19 961

18 048

11 66４

　

3 325

　

1 170

60 543

346 196

346 196

公

額

募

13 300

32 105

11

56

500

905

　

4 857
20 786
44 732
(3 490)

(3 490)
70 375

　

2 479

　

72 081

　

8 521

　

37 400

　

２ 583

　

17 601

140 665

994

(3 490)
268 939

(単位

　

百万円)

左のほか交付公

債

　

許

　

可

　

額

2000

2 000

　　

115

　　

850

5 165

6 130

8 130

8 130

金融から委託を受けて融資するものであって、外書である。
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｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「



その１

　

歳

　　

入

第147表

　

昭

　

和

　

44

　　　　　　

(単位

度
前
年
Ｅ

　

区

　　　　　　　　　　

分

　

丿昭和44年度|昭和43年度丿増減額|増減率

歳

　　　　　　　　　　　　

入

　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　

27 998　　23 268　　　4 730　　　20.3

　　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　　

25 558　　21 422　　　4 136　　　19.3

　　

日

　　　　　

的

　　　　　

税

　　　　

2 440　　　1 846　　　　594　　　　32.2

　

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　

912

　　　　

786

　　　　

126

　　　

16.0

　　

地

　

方

　

道

　

路

　

譲

　

与

　

税

　　　　　

780

　　　　

674

　　　　

106 15.7

　　

石油ガス譲与税

　　　

74

　　　　　　

61

　　　　　

13

　　　　

21.3

　　

特

　

別

　

と

　

ん

　

譲

　

与

　

税

　　　　　

58

　　　　　

51

　　　　　

7 13.7

　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　

13 892　　11 113　　　2 779　　　25.0

　

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　

17 459　　　15513　　　1 946　　　　12.5

　　

雲務教育職員給与費国庫負担

　　　

3 781　　　3 282　　　　499　　　　25.2

　　

その他普通補助負担金

　　　

4 843　　4 363　　　480　　　11､０

　　

生活保護費負担金

　　　

1 825　　1 636　　　189　　　11.6

　　

結核医療費負担金

　　　

394

　　　

372 22　　　　　5.9

　　

児童保護費負担金

　　　

523

　　　　　

408

　　　　

115

　　　　

28.2

　　

精神衛生費負担金

　　　

277

　　　

248

　　　

29

　　　

11.7

　　

農業構造改善事業費補助金

　　　　

245

　　　　　

245

　　　　　

0

　　　　

θ.θ

　　

老人保護費負担金

　　　

132

　　　

in

　　　　　

21 18.9

　　

その他の補助負担金

　　　

1 447 1 343 104　　　　　7.7

　　

公共事業費補助負担金

　　　

8 129 7 245　　　　884　　　　12.2

　　

普通建設事業費補助負担金

　　　

7 368 6 359　　　1009　　　　15.9

　　

災害復旧事業費補助負担金

　　　　

761

　　　　

886

　　

n 125　　ムU.I

　　

失業対策事業費負担金

　　　　

460

　　　　　

412

　　　　　　

48

　　　　　

11.７

　　

晟呑浮雲施設等所在市町村助

　　　　　

26

　　　　

19

　　　　　

7

　　　　

36.8

　　

特別事業債償還交付金

　　　　

103

　　　　　

90 13　　　　U.4

　　

交通安全対策特別交付金

　　　　

117

　　　　

102

　　　　

15

　　　

14.7

　

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　　

2 897　　　2 339　　　　558　　　　23､9

　

使用料および手数料

　　　

l 187 1 038 149　　　　　14.4

　

雑

　　　　　

収

　　　　　

入

　　　　

2 052　　　1 994　　　　　58　　　　2､９

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　

66 397　　56 051　　10 346　　　18.5

― 518 －



地

　

方

　

財

その２

　

歳

政
出
計

　

画

(単位

　

億円・％)

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　

|昭和44年度|昭和43年度i増減額!増減率

歳

　　　　　　　　　　　　　　

出

　

給

　

与

　

関

　

係

　

経

　

費

　　　

21 978　　　19 075　　　2 903 j5.2

　　

給

　　　　　

与

　　　　　

費

　　　

21 531　　　18 650　　　2 881　　　　瓦４

　　　

義務教育関係職員

　　　

7 721　　6 756 965　　　　jj.3

　　　

警

　　

察

　　

職

　　

員

　　　　

2 381　　　2013　　　　368　　　j8.3
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第148表昭和44年度

　　　　　　　　　　　　　

昭和43年度

　　　　　

昭

　　　　　　　　

和

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和43年度

　

現行法によ

　　　

税制改

　

税

　　　　　　　　　

目

　　　

当初見込額

　

当初見込額

　

る収入見込‾j4GFiajJ‾;y

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

に対する自

　

額

　　　　　

改正による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

然増減収額

　

（Ａ）十（Ｂ）

　

もの

　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　

（B）

　　　

（Ｃ）

　　　　

回

道

　　　

府

　　　

県

　　　

税

　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　

258 937　　　76 841　　335 778　　△27 532

　　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　

3 056　　　　　　84　　　　　3140　　△　　　7

　　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　

622

　　　　　

3

　　　　

625

　　　

所

　　　

得

　　　

割

　　　

165 798　　　53 047　　218 845　　△27 525

　　　

法

　

人

　

税

　

割

　　

89 461　　23 707　　113 168

　　

事

　　　　

業

　　　　

税

　　　

549 726　　149 153　　698 879　　｡6 501

　　　

個

　　　　　　　

人

　　　

33 697　　　12 756　　46 453　　a 6 501

　　　

法

　　　　　　

人

　　

516 029　　136 397　　652 426

　　

不動産取得税

　　

55 149　　7 330　　62 479　△　32

　　

道府県たばこ消費税

　　　

66 534　　　11 958　　78 492

　　

娯楽施設利用税

　　　

18 518　　　2 454　　20 972

　　

料理飲食等消費税

　　　

81 648　　16 247　　97 895　ム4 412

　　

自

　

動

　

車

　

税

　　

97 932　　28 464　　126 396

　　

鉱

　　　　

区

　　　

税

　　　　　

818

　　　　　

58

　　　　

876

　　

狩

　

猟

　

免

　

許

　

税

　　　　　

523

　　　　　

58

　　　　

581

　　

道府県法定外普通税

　　　　

225

　　

△

　

175

　　　　

50

　　

固定資産税（特例分）

　　　

2 850　　　　　78　　　2 928

　　

普

　　

通

　　

税

　　

計

　　

1 132 860　　292 466　　1 425 326　　｡38 477

　

日

　　　　　

的

　　　　

税

　　

自

　

動

　

車

　

取

　

得

　

税

　　　　

39 456　　　27 730　　　67 186　　ム　1 888

　　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　

103 065　　23 304　　126 369

　　

入

　　　

猟

　　　

税

　　　　　

409

　　　　　

45

　　　　

454

　　

日

　　

的

　　

税

　　

計

　　　

142 930　　　51 079　　　194 009　　a　1 888

　　

道

　

府

　

県

　

税

　

計

　　

I 275 790　　　343 545　　1 619 335　　ム40 365

520



地方税収入見込状況

　　　　　　

44

正による増減収額

国税の改正

によるもの

　　

Ｅ）

47

　

47

712

７１２

759

759

　

計

似十匈

　

(Ｆ)

a 27

△

485

　　

7

△27 525

　　　　

47

△

　

5 789

a 6 501

　　　　

712

△

　　

32

・４ ４１２

△37 718

△

　

1 888

△

　

1 888

。39 606

年

住民税特別徴

収の改正に伴

い昭和45年度

の歳入となる

もの

　　　

(Ｇ)

△

△

9 446

　　

150

・9 296

△

　

9 446

ム

　

9 446

　　

度

改正法による

収入見込額

　

(C)＋(Ｆ)＋(Ｇ)

　　　

冊

298 847

　　

2 983

　　　

625

18２ 02４

113 215

693 090

　

39 952

653 138

　

62 4４７

　

78 492

　

20 972

　

93 483

126 396

　　　

２

１ ３７８

65

／
0
1
0
0
0

7
C
O

　
i
n

　
C
Ｎ

８
５

　
　

９

162

298

126 369

　　　

454

192 121

I 570 283

(単位

　

百万円・％)

前年度当初の

見込額に対す

る増減収額

　　

闘-(A)

　　　

(I)

39 910

3
3
6

7

　

2
2

　
　
　
　

／
○

　
　
　
　

１

△

　

23 754

143 364

　

6 255

137 109

　

7 298

　

11 958

　

2 45４

　

11 835

　

28 464

8
8
5
8
2

5
5
7
7
0

　
　
　
　
　

1

　
　

3

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

i
n

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

4

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

2

　
　
　
　
　

△

　

25 842

　

23 304

　　　　

45

　

49 191

294 493

増

　

減

　

率

貴。00

　

15.4

　

△2､4

　　

θ.5

　　

9.8

　

26.6

　

26.1

　

18.6

　

26.6

　

13､2

　

18.0

　

13.3

　

1む５

　

２７､1

　　

7.1

　　

11.1

△77.8

　　　

2.7

　　

21.7

65.5

22.6

11.0

34.4

23.1
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第148表昭和44年度地方

　　　　　　　　　　　　　　

昭和43年度

　　　　　

昭

　　　　　　　　

和

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和43年度|現行法によ

　　　

税制改

　

税

　　　　　　　　　

目

　　　

当初見込額

　

譲驚習翫４竹聶函‾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

然増減収額

　

（Ａ）十（B）

　

t焉による

　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　

（B）

　　　

（Ｃ）

　　　

（功

市

　　　

町

　　

村

　　　

税

　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　

418 215　　129 647　　547 862　　△43 900

　　　

個人均等割

　　

11 280　　　259　　11 539　△　23

　　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　

2 727　　　　　106　　　2 833

　　　

所

　　　

得

　　　

割

　　　

266 911　　　92 911　　　359 822　　ム43 877

　　　

法

　

人

　

税

　

割

　　

137 297　　36 371　　173 168

　　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　

380 521　　　66 848　　447 369　　・2 645

　　　

純産

　

土

　　　　　

地

　　　

91 378　　　18 207　　109 585　　ム　　　３

　　　

蛮税|家

　　　　　

屋

　　　

150 041　　　28 247　　178 288　　。　　75

　　　

資

　

償却資産

　　

110 151　　17 899　　128 050　ム　67

　　　

交

　　　

付

　　　

金

　　　　

4 492　　　　　391　　　　4 883

　　　

納

　　　

付

　　　

金

　　　

24 459　　　2 104　　　26 563　　6　2 500

　　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　　

16 972　　　3 012　　　19 984

　　

市町村たばこ消費税

　　　

116 920　　21 012 137 932

　　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　　

71 649　　　10 424　　　82 073　　ム　1 029

　　

鉱

　　　　

産

　　　　

税

　　　　

2 023　　　　　375　　　　2 398

　　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　

2 215　　　　　254　　　　2 469

　　

原雛監Pol

　　

867

　　　　　

100

　　　　　

967

　　

普

　　

通

　　

税

　　

計

　　　

1 009 382　　　231 672　1 241 054　　。47 574

　

日

　　　　

的

　　　　

税

　　

入

　　　　

湯

　　　　

税

　　　　

1 630　　　　　146　　　　1 776

　　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　　　

39 715　　　　9 982　　　49 697

　　

水利地益税、共同施設税

　　　　　

326

　　

△

　　

43

　　　　　　

283

　　

宅

　

地

　

開

　

発

　

税

　　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　

144

　　

日

　

的

　

税

　

計

　　　

41 671　　10085　　51 756　　　144

　

市

　

町

　

村

　

税

　

計

　　

1 051 053　　241 757　1 292 810　　△47 430

地

　　

方

　　

税

　　

合

　　

計

　

道

　　　

府

　　　

県

　　　

税

　　

1 275 790　　　343 545　　1 619 335　　△40 365

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

税

　　

1 051 053　　　241 757　　1 292 810　　△47 430

　

合

　　　　　　　　　　

計

　　

2 326 843　　585 302　2 912 145　　４ 87 795

522



税収入見込状況（つづき）

　　　　　　

44

正による増減収額

国税の改正

によるもの

　　

(励

71

71

71

７

　

計

似十脚

　

(Ｆ)

△43

△

△43

２
△

　

△

　

△

　

△

a
２

829

　

23

877

　

71

645

３
５
７

　
　

０

　
　

７
６

　

5
0

△

　

1 029

△47 503

4
4
皿
一

１
１

ム47 359

6
9
5

0
5
C
O

v
ｏ

C
O

ｏ
ａ

９
７
Ｃ
Ｏ

３
４
８

△

　

△

　

△

9
1
0

5
7
Ｃ
Ｏ

７

　
　

８

年

(Ｇ)

とな

△15 907

ａ

　　

558

△１５ ３４９

。15 907

△15 907

△

△

乙

　

9

15

25

446

907

353

　

度

一

改正法による

収入見込額

(C)＋(Ｆ)＋(Ｇ)

　

冊

　

４88 126

　　

10 958

　　　

２ 833

　

300 596

　

173 739

　

４44 724

　

109 582

　

178 213

　

127 983

　　　

4 883

　　

24 063

　　

19 984

　　

137 932

　　

81 044

　　　

2 398

　　　

2 ４69

　　　　　

967

1 177 644

49

51

229

776

697

283

144

900

544

1 570 283

1 229 544

2 799 827

(単位

　

百万円・％)

前年度当初の

見込額に対す

る増減収額

　

(Ｈ〉－(Ａ)

　　

(I)

　

69

乙3

△

911

322

106

33 685

36 442

64 203

18 204

28 172

17 832

　　　

391

　　　

396

　

3 012

21 012

　

9 395

　　　

375

　　　

254

　　　

100

168 262

　

9

　

a

　

10

□8

294

178

472

146

982

　

43

144

229

491

493

491

984

増

　

減

　

率

貴×100

　

16.７

△2.9

　　

3.9

　

12.6

　

26.5

　

16.9

心

19.9

18.8

16､2

　

8.7

　

j.6

17､7

18､0

13､1

18.5

11.5

11.5

16.7

　　

9.θ

　

２５､1

△13.2

　　　

－

　　

2d.6

　　

17.0

認

j7

20

ｊ

θ

３
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第149表昭和44年度地

　　　　　　　　　　　　　

昭和44年度

　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

43

　　　　　　　　　

<

（ａ）

　　　　

j

　

当
（b）
初

　

|

　

補

　　　　

正

国

　　

税

　　

三

　　

税（Ａ）

　　　

4 325 653　　　　3 495 617　　　　　229 947

　　

所

　　　　

得

　　　　

税

　　　　

1900 572　　　　1 465 757　　　　　155 631

　　

法

　　　　

人

　　　　

税

　　　　

1 858 031　　　　1 476 499　　　　　105 540

　　

酒

　　　　　　　　　

税

　　　　　

567 050　　　　553 361　　　　△31 224

地

　

方

　

交

　

付

　

税（Ｂ）

　　　　

1 333 339　　　　1 092 337　　　　　73 583

　　

（Ａ）

　

×

　　

32

　　　

％

　　　　　

1 384 209　　　　1 118 597　　　　　73 583

　　

昭和43年度特例措置分

　　　　　

15 000　　　△　45 000　　　　　　　－

　　

昭和44年度特例措置分

　　　

△

　

69 000　　　　　　　－　　　　　　　－

　　

精

　　　　

算

　　　　

分

　　　　　　

3 130　　　　　18 740　　　　　　　－

　　

返

　　　　

還

　　　　

分

　　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

－

借

　　　

入

　　　

金（C）

　　　　

16 500　　　　29 000　　　　　　－

返

　　　

還

　　　

金（Ｄ）

　　

△

　

29 000　　△　10 000　　　　　　－

　

合計（Ｂ）十（C）十回

　

a蜀

　　　　

1 320 839 1 111 337　　　　　73 583

前年度からの繰越分（Ｆ）

　　　　

68 412　　　　　　－　　　　　　－

翌年度への繰越分（Ｇ）

　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　

。68 412

総

　　　

計

　

aQ十（Ｆ）十(G)(H)　　　　1 389 251　　　　1 111 337　　　　　　5 171

（注）昭和44年度において減額した690億円については。昭和45年度において法定額に

　　

度および昭和47年度に繰り延べて加算することができるものとされている。
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方交付税の算定基礎

(単位 百万円・％）

年

　　

度

　　　

比

　　　　　　　　　

較

　　　　

増

　　　

減

　　　

率

最

　　　　

終

　

|

　

対前年度当初

　

|

　

対前年度最終

　

|

　

対前年度当初

　

対前年度最終

　　　

（ｃ）

　　

(a)-(b) (d) (a)-(c) (e) (d)/(b)×100　1（ｅ）/（ｃ）×100

　　　

3 725 564　　　　　830 036　　　　　600 089　　　　　　23.7　　　　　16.1

　　　

1 621 388　　　　　434 815　　　　　279 184　　　　　　29.7　　　　　17.2

　　　

1 582 039　　　　　381 532　　　　　275 992　　　　　　25.8　　　　　17.4

　　　　

522 137　　　　13 689　　　　44 913　　　　　2.5　　　　　8.6

　　　

l 165 920　　　　　241 002　　　　　167 419　　　　　　22.1　　　　　U.i

　　　

1 192 180　　　　　265 612　　　　　192 029　　　　　　23.7　　　　　16.1

　　

a

　

45 000　　　　　60 000　　　　　60 000　　　　　　　一　　　　　　　一

　　　　　　　

－

　　　

△

　

69 000　　　a　69 000　　　　　　　－　　　　　　－

　　　　　

18 740　　　△　15 610　　　△　15 610　　　　　a 83.3　　　　△83.3

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　

29 000　　　△　12 500　　　△　12 500　　　　　a 43.1　　　　△43.1

　　

△

　

10000

　　　

△

　

19 000　　　△　19 000　　　　　　190.0　　　　　190.0

　　　

1 184 920　　　　　209 502　　　　　135 919　　　　　　18.9　　　　　11.5

　　　　　　　

－

　　　　　

68 412　　　　　68 412　　　　　　　一　　　　　　　－

　　

△

　

68 412　　　　　　　－　　　　　68 412　　　　　　　－　　　　　　　－

　　　

1 116 508　　　　　277 914

1　　　　272

743　　　　　　25.0　　　　　24.4

加算することとなっている。ただし、地方財政の状況等に応じその額の一部を昭和46年
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第150表

　

昭

　

和

　

44

　

年

　　　　　　

(単位億円)

　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　

丿

　

昭和44年友

　

丿

　

昭和43年度

　

|

　

増

　

減

　

額

一

　　　

般

　　

会

　　

計

　　　

債

　

一

　　

般

　　

補

　　

助

　

事

　

業

　　　　　　

294

　　　　　　

292

　　　　　　　

2

　

公

　　

営

　　

住

　　

宅

　

事

　

業

　　　　　　

698

　　　　　　

364

　　　　　　

334

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　　　　　

221

　　　　　

249

　　　　

△28

　

義務教育施設整備事業

　　　　　

448

　　　　

332

　　　　

116

　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　　　

345

　　　　　

295

　　　　　　

50

　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　　　　　　　

62

　　　　　　

45

　　　　　　　　

17

　

直

　　　

轄

　　　

事

　　　

業

　　　　　

100

　　　　

120

　　　

△20

　

市町村民税減税補てん債

　　　　　　

2ぎ

　　　　　

86

　　　　　

△

　

58

　

新産業都市等建設事業

　　　　　

131

　　　　

105

　　　　　　

26

　

公共用地先行取得事業

　　　　　

200

　　　　　　

130 70

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

＿

　　　　

2 527 ﾄ. 2 018　　　　　　509

準

　　

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　

港

　

湾

　　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　　

J80

　　　　　　

160

　　　　　　

･20

　

下

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　

685

　　　　　　

588

　　　　　　

97

　

地

　

域

　　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　　　

715

　　　　　　　

625

　　　　　　

90

　

公有林整備事業・草地改良事業

　　　　　

(44)

　　　　

（40）

　　　　

（4）

　　　　　　　　

計･

　

、

　　　　　　　　　　　　　　

1
（雷

　　　　　

1

（ｍ

　　　　　　

霖

公

　　　

営

　　　

企

　　　

業

　　　

債

　　　　　　　　　　

I｀j

　

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

80

　　　　　　　　

93

　　　　　

a13

　

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　

1500

　　　　　　

1 445 55

　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　

200

　　　　　　　

182

　　　　　　　　

18

　

地

　　

下

　　

鉄

　　

事

　　

業

　　　　　　

860

　　　　　　　

710

　　　　　　　

150

　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　　　

62

　　　　　　　　

60

　　　　　　　

2

　

市場、ガス、国際観光等事業

　　　　　　

237

　　　　　　　

182

　　　　　　　　

55

　　　　　　　　

1H･

　　　　　　　　　　　　　

2 939　　　　　2 672　　　　　　267

－j－
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度

　

地

　

方

　

債

　

計

　

画

(単位

　

億円)

　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　

1

　

昭和44年度

　

i

　

昭和43年度

　

|

　

増

　

減

　

額

特

　　　

別

　　　

地

　　　

方

　　　

債

　

住

　　　

宅

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

75

　　　　　　　　

75

　　　　　　　

0

　

病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　　　

230

　　　　　

200

　　　　　

30

　

厚生福祉施設整備事業

　　　　　

238

　　　　

200

　　　　　　　　

38

　

清

　　　

掃

　　　

事

　　　

業

　　　　　　

156

　　　　　　

141

　　　　　　　

15

　

で孔水∴こ：

　　　

ﾌﾝ

　　

万万

　　　

２

　　

小

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

756

1　　　　　670　　　　　　86

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業（再掲）

　　　　　　　

60

1

　　　　　　

47

　　　　　　　　

13

　

上

　

水

　

道

　

事

　

業（再掲）

　　　　　　

26レ

　　　　　

144

　　　　　　　

117

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　

1 077　　　　　　861　　　　　　216

　

合

　　　　　　　　　　　　

計

　　

｜

　　　　

780ﾘ

　　　　

6 733
1　　　　1

069

公

　

営

　

企

　

業

　

借

　

換

　

債

　

1

　　　　　　

5

（

　　　　　　

4o
i　　　　　　10

　

総

　　　　　　　　　　　　

計

　　

1

　　

7（糾

　　

6（制

　　

ぷ

（注）１

　

公有林整備事業・草地改良事業の（

　

）書は、公営企業金融公庫が農林漁業

　　　

金融公庫から委託を受けて融資するものであって外書である。

　　　

２

　

特別地方債の下水道事業および上水道事業の金額は、準公営企業債の下水道

　　　

事業および公営企業債の上水道事業に含まれている厚生年金資金分である。
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その１

　

国民総生産等

第151表

　

主要経済指標および

区

　　　　　

分

　

1
32年度133年度1 34 年度135年度1　36年度

国民総生産

　

112 065　115 182　133 772　　160 469　　193 077

国

　

民

　

所

　

得

　　

91 346　　94 235　107 498　　130 091　　154 139

蕩府財貨サービ叉

　　

18 540　　　20547　　　23197　　　27 128　　　33 425

ぬぶ工tｿ4娶ちjtﾀf

　　

9 476　　10 342　　11 318　　　13 399　　　16 845

回9戈?9民本晋晋

　

18 540　22 730　32 041　45 487　61 221

上のうち企業設備

　　　

9 476　　17 095　　22 209　　　32 315　　　42 317

私大J?L去声J4
1
?y

　　

39.2

　　

38.6

　　

46.3

　　　

57.8

　　　

69.0

消費者物価指数

　

昭40＝100

　

歴年

　　　　

70.9

　　　

70.6

　　　

71.4

　　　　

7j.ひ

　　　　

77.9
(全

　

ｓ

　

市)

　　　　　　　　

32年度

　

33年度

　

34年度

　

35年度

　

36年度
ｇ

　　　　

゛

　

・ｘ率

店

･石ご

に

ｘ率

に

ｘ率

し

叫皿

国民総生産l

　　

13.3

　　　

2.8

　　

16.1

　　　

20.0 2ひ.31 j卯

国

　

民

　

所

　

得

　　　　

U.3

　　　　

3.2

　　　　

U.I

　　　　

21.0

　

18.5

　

2卯

談府財貨サービ叉

　　　

13.7

　　　　

10.8

　　　　

12.9

　　　　

16.9

　

25.2 i　100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Xjhyjし≒/t回ちmm

　　　　

17.6

　　　　

9.j

　　　　

9.4

　　　　

18.4

　

25.7

　

j叩

回弓総を資産説雰

　

2θ8

　

ム2θ9

　

むθ

　

42.0 3£6 100

上のうち企業設備

　　　

28.1

　　

△10.2

　　　

29.9

　　　　

45.5

　

31.0

　

jθθ

鉱工業生産指数

　　　

18.1

　　

△j.5

　　　

19.9

　　　

24.8

　

19.4

　

j卯

消費者物価指数

　　　

3.1

　　

△∂.j

　　　

j.θ

　　　　

∂.6

　

5.∂

　

j叩
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地方財政計画等の推移

(単位

　

億円・％)

　

37年度
1

　

38年度

　

1

　

39年度

　

1

　

40年度

　

1

　

41年度

　

ﾄ
2年度1

　　

211 897　　　247 262　　　285 857　　　313 492　　　367 015　　　431 167

　　

172 150　　　199 808　　　225 502　　　250 137　　　292 494　　　345 939

　　　

41 163　　　　47 680　　　　54 777　　　　64 060　　　　74 056　　　84 928

　　　

20 934　　　　24 012　　　　28 212　　　　32 215　　　　36 983　　　41 623

　　　

52 899　　　　67 089　　　　75 579　　　　69 921　　　　90 902　　　120 678

　　　

41 053　　　　43 887　　　　51 229　　　　48 046　　　　56 668　　　75 323

　　　　

7£7

　　　　　

83.3

　　　　　

96.4

　　　　

100.0

　　　　

113.2

　　　　

135.2

　　　　

83.2

　　　　　

89.5

　　　　　

92.9

　　　　

100.0

　　　　

105.1

　　　　

109.2

　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

37年度

　　

38年度

　　

39年度

　　

40年度

　　

41年度

　

j

　

42年度

増Ｘ率しｍＵ率|皿皿率し蔽‾

し

Ｘ引ｎＵ列皿IU率ﾄﾞｍ

　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　

｜

　　

！

　

9.7

　

とθ

　

16.7

　　

j28

　　

15.6

　

j召

　　

9.7

　

j62

　

17.1

　

j卯

　

17.5 1 223

　

11.7

　

112

　

16.1

　

j3θ

1

　

2.θ

　

j邸

　

迦.8

　

j62

　

16.9

　

j卯

　

18.3

　

2叙

　

23.2

　

j23

　

15.8

　

jお

　

召.9

　

j侃

　

16.9

　

四2

　

15.6

　

222

　

U.7

　

25j

　

24.3

　

j24

　

U.7

　

jj∂

　

jｱ.5

　

j∂7

　

U.2

　

四j

　

u.a

　

22ひ

　

12.5

　

2f

a13.6

　　　

郎

　　

26.8

　

jjθ

l

　

12.7

　

j23

　

^7.5

　　

lU

　

30.0

　

148

　

32.8

　

197

a 3.θ　　97　　6.9　ヱ侃　16.7　121　△6.2　lU　17.9　24　石.8

!　j78

　

8.3

　

j卵

　

ｎ.5

　

121

　

15.7

　

jjθ

　　

3.7

　

145

　

13.2

　　

164

　

19.i

1　j96

　

j.8

　

jθ7

　　

7.6

　　

115
!　3'8　ｕ9 1

9.6　j羽　　¨ブ¨]
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第151表

　

主要経済指標および

その２

　

予算および地方財政計画

区

　　　　　

分

　

1

32年度

1
33年度

1
34年度

1
35年度

1

　

36年度

国の一般会計

　

1 137 465　1 312 131　1 419 248　1 569 675　1 952 776

財政投融資計画

　　

410 700　417 400　532 900　　606 900　　773 700

地方財政計画

　

l 147 115　1 237 173　1 334 107　1 538 155　1 912 672

　

「給

　　

与

　　

費

　　

443 566　　473 261　　515 009　　　575 485　　　695 678

5廠資的経費

　　

299 879　330 087　374 468　　473 648　　624 720
ｻﾞ
昌ｕ事n

　

212 254　　243 286　　281 417　　　343 337　　　508 749

地

　

方

　

債

　

計

　

画

　　

107 000　　　100000　　110000　　　訟昌　謡8昌

区

　　　　　　

分

　

1
32年度　33年度　34年度　35年度136年度

　　　　　　　　

増減率

　

増減率

　

増減率

　

増減率

　

増減率1指数

国の一般会計

　　　

9.9

　　

15.4

　　　

8.2

　　　

10.6 2iA　j卯

財政投融資計画

　　　

17.4

　　　

j.6

　　　

27.7

　　　

13.9

　

27.5

　

j叩

地方財政計画

　　　

9.7

　　　

7.9

　　　

7.8

　　　

15.3 2d.3　j叩

　

「給

　　

与

　　

費

　　　　

」θ.」

　　　　

∂.7

　　　　

8.8

　　　　

217

　

加.9

　

」叩

う
li投資的経費

　　　

8.j

　　　

10.1

　　　

13. d　　　26.5　31.9　j叩
ち，

　

（各ぶi建設事業費

　　　　

14.5

　　　　

14.6

　　　　

15.7

　　　　

22.5

　

如.2

　　

jθθ

地

　

方

　

債

　

計

　

画

　　　

△

　

5.3

　　

△

　

6.5

　　　

加.θ

　　　　

む.4

　

28.6

　

j叩

（注）

　

地方債計画の（

　

）は公有林整備事業債、草地改良事業債（42年度より）で、

－53〇･一



地方財政計画等の推移（つづく）

(単位

　

百万円・％)

　

37年度

　

1

　

38年度

　

1

　

39年度

　

1

　

40年度

　

1

　

41年度

　

1

　

42年度

　

1

　

2 426 801　　2 850 008　　3 255 438　　3 658 080　　4 314 270　　4 950 910
J

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　

905 200　　1 109 700　　1 340 200　　1 620 600　　2 027 300　　2 388 400 j

　

2 285 073　　2 633 593　　3 138 127　　3 612 149　　4 134 800　　4 771 400

　　

817 351　　　956 845　　1 095 339　　1 277 289　　1 435 400　　1 616 600

　　

794 430　　　914 302　　1 149 779　　1 311 352　　1 572 800　　1 823 300

　　

636 448　　　784 641　　1 010 830　　1 165 596　　1 396 800　　1 651 000

　　

(1 200)　（1 500）　（1700）　(2 100)　(2 6001　（3500）

　　

245 000　　　315000　　　398 400　　　484 900　　　670 700　　　660 900

　

37年度

　

1

　

38年度

　　

39年度

　　

40年度

　　

41年度

　　

42年度

増減率|指数i増減率|指数増減率し旨数増減率|指数増減率|指数

丿

増減率1指数

24､3
1　124　17.4　U6　14.2　j67　12.4　j87　17.9　22j　14.8　254

17.0 !　117　22.6　143　20.8　j73　20.9　2θ9　25.1　262　17.8　3θ9

19.5 1　119 l　15.3　j認　j9. 2　164　j5. 2　j卯　14.5　2j6　5.4　2j9

　　　

i

　　

i

　　　　　　　

J
17.5

　

117 j 17.1　j認　14.5　、j57　16.6　j84　12.4:　2卯　12.6　232

27.2

1

127

l

15.1　j46　25.8　j混　U.I　2迦　19.9　252　石.9　292

25.1! 125 お.3　瓦4　28.8　j卯　瓦.3　2叩　19.8　275　18.2　325

22.5

　

123

　

20.6

　　

j58

　

26.5

　　

j99

　

21.7

　　

2j2

　

38.3

　

335△■5

　

33θ

　　　

l

　

l

　

l

公営企業金融公庫から貸し付けるものであって、外書きである。

－･531こﾆｰ



その３

　

決 算

第151表

　

主要経済指標および

　

区

　　　　　

分

　

1
32年度

1
33年度

1
34年度

1
35年度

j

　

36年度

国の一般会計歳入

　

1 399 858　1 453 747　1 597 213　1 961 025　2 515 932

国の一般会計歳出

　

1 187 676　1 331 562　1 495 040　1 743 148　2 063 468

普通会計歳入

　

1 407 888　1 504 250　1 689 352　2 025 802　2 511 550

普通会計歳出

　

1 342 528　1 455 579　1 623 883　1 924 907　2 391 080

地

　　

方

　　

税

　

527 190　543 932　610 937　　744 236　　906 475

一

　

般

　

財

　

源

　　

759 683　　800 380　　902 710　　1091 391　　1353 628

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　　

652 996　　701 784　　767 024　　　879153　　1053 701

　　

人

　

件

　

費

　

561 028　551 077　601 021　　704 586　　832 604

投資的経費

　

398 470　440 405　520 484　　640 451　　836 108

　　

普通建設事業費

　　

306 558　　343 247　　377 874　　477 005　　651 281

雲と♂飛と昇2 011 974 2 340 822

1

2 457 166　2 863 233　　3489 242

一一

　

・

　　　　

《:卦ぶ際行器ご藻

　　　　　　　　

増減率

　

増減率

　

増減率

　

増減率

　

増減率|指数

国の一般会計歳入

　　　

13.6

　　　　

∂.8

　　　　

9.9

　　　　

22.8

　

認.3

　

j叩

国の一般会計歳出

　　　

11.1

　　　

12.1

　　　

12.3

　　　　

茄.6

　

18.4

　

j叩

普通会計歳入，

　

12.5

　　　

6.9 i　　12.3　　　19.9 24.0　j卯

普通会計歳出l

　　

11.3

　　　

8.4

　　

江6

　　　

18.5 24.2　却θ

地

　　

方

　　　

税

　　　

17.2

　　　　

3.2

　　　

12.3

　　　　

刀.8

　

訂.8

　

j叩

一

　

般

　

財

　

源

　　　

19.0

　　　　

5.4

　　　

12.8

　　　　

20.9

　

2d.O

　

2叩

義務的経費1

　　

9.θ

　　　　

7.5

　　　　

9.3

　　　　

Id.6　19.9　jθ∂

　　

人

　

件

　

費1

　　

8.θ

　　　

6.8

　　　

9.j

　　　

17.2 18.2　j叩

投資的経費

|

　　

即.6

　　

12.0

　　

16.6

　　　

2.θりθ.5

　

j叩

　　

普通建設事業費

　　　　

25.3

　　　

12.0

　　　

刀.j

　　　　

26.2

　

お.5

　

j卯
Ｌｊｖｊ

ﾂﾞ

　

と.7

　　

ご,j

　

≒

　

j

ﾌﾞ

卵回
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地方財政計画等の推移(つづき)

(単位

　

百万円・％)

　

ｊ ｌ ｉ ｊ
づ

　

2 947 623 3 231 214　　3 446 769　　3 773 097　　4
552 146　　5 299 446

　

2 556 617 3 044 292　　3 310 969　　3 723 017　　4
459 1％　　5 113 035

　

2 982 859　　3 397 659 3 910 921 4 478 036　　5
177 746　　5 926 311

　

2 887 366　　3 308 833 3 821 968 4 365 140　　5 026 177　　5
725 497

　

1 056 684　　1 212 860　　1 399 598　　1 549 421　　1 768 587　　2
149 522

　

1 574 936　　1 829 205　　2 109 212　　2 342 670　　2 651 572　　3 177 69と3

　

1 235 519　　　1 494 538　　1 732 327　　2 001 146　　2 256 147　　2 575 041

　　

996 891　　　1 196''でl。　　1394 003　　1 602 453　　1 788 730 i　2 030 312

　

10

　

≫68S'"

　

｀コム9 894　　1 343 724　　1 532 915　　1 803よ2 026 549

　

片

969 995　　1 149 499　　1 318 987 1 566 137
1　1
784 456

ｗ;

261 12ﾔ 4 962 845　　5 575 782　　6 301 206　　7 439 024　　8 495 281

　

37年度

　　

38年度

　　

39年度

　　

40年度

　　

41年度

　　

42年度

回和随

う

回引回

し

甑率）数回率|回

|

回（回回和田

　

n.2
i　117　　9.6　j28　　6.7　j37　　9.5　j5θ　20.6　181　16.4　211

　

23.9

!　12i　19.1　U8　　8.8　j6θ　12.4　j8ひ　19.8　2j6　14.7　248

　

18.8

　

召9

　

13.9

　

135

　

15.1

　

j56

　

Id. 5　j78　15.6　2θ6　Id. 5　236

　

20.8 1　121　U.6

j　j38　15.5　j6θ　14.2　j83　15.1　2ヱθ　13.9　239

　

四.6
1　117　U.8　j34　15.4　j55　10.7　171　U.I　j95　21.5　237

　

16.3

　

116

　

16.1

　

j35

　

15.3

　

j56

　

11.1

　

j73

　

13.2

　

j96

　

j9.8

1

　

25

　

17.3

　

117

　

21.0

　

U2

　

15.9

　

j64

　

15.5

　

j9θ

　

12.1

　

2j4

　

U.7

　

2U

　

19.7

　

j2θ

　

20.1

　

Ui

　

16.5

　

j67

　

15.0

　

j92

　

11.6

　

2j5

　

13.5

　

2U

　

27.7

　

j28

　　

8.6

　

j39

　

15.8

　

161

　

U.I

　

j83

　　

17.7

　

2茄

　

12.4

　

2j2

　

33.3

　

j33

　

11.8

　

149

　

18.5

　

j76

　

U.7

　

203

　

18.7

　

24j

　

13.9

　

27j

　

22.1

　

j22

　

16.5

　

U2

　

12.i　j6ひ　13.0　181　18.1　2j3　U.2　2お
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第151表

　

主要経済指標およ=び

　

その４

　

租税¥算

臨

　　

税

　

1 728 965　1 734 750　1 983 309 2 545 700‘　　3134 203
1

　

国

　　　　　

税

ﾚ

201 775　1 190 818　1 372 372 1 801 464　　2 227 728

1

　　

うち法人税

　　

364 066　308 320　390 552　　573 353　　714 265

1

　

地

　

方

　

税

　

527 190　543 932　610 937　　744 236　　906 475 ，

'

　

道

　

府

　

県

　

税

　　

230 195　　227 382　　263 862　　348 948　　　444 1781

　　　

うち法人事業税

　　

105 422 ・　　97 337　　121 730　　　173 524　　　221 538し

市町村税

　

296ﾌﾟ

]

316 550　347 o7りs95十二ごズ｜

臨

　　

り32゛度ﾚ竺旦匠゛ｙｏ竺亘〕こJ L

　　　　　　　

増減串｜増減率

　

増減串|増派率

　

増減串1指紋

租

　　　　

税l

　

j2.

い

　　

ｕ

　　

ｕ]

　　

２

ご于耳ｻ二⊇

　　

うち法人税

　　　

如｡ｊ

　　

aW.3

　　　

26.

ﾔ

　　　

4e.8 24｡6　j叩

　

゛ぢ

　

町

　

″'2

　

3
]

　

j2‘ﾘ

　

ﾄ

8 21.8 100

　　

道

　

府

　

県

　

税

　　　

24 A　　　△j.2　　　16.0　　　　32.2　27.3　j叩

　　

うち法人事業税

　　　

36引

　　

Ｊ

ｿ

＼

　

万.j

　　　　

42.5

　

27.7

　

j叩

丿

　

市町村税

　　

江ﾔ

　　

6'6

1　　9'y

j＆9　17.0　j叩

　　　　　　　　　　　　　

¬
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